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令和４年 12 月 21 日付け原規規発第 2212213 号にて許可を受けた設工認申請書の「Ⅵ－

１－１－２－１ 安全機能を有する施設の閉じ込めの機能に関する説明書」から，今回申請

で追加又は変更する箇所を下線で示す。 
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1. 概要 

本資料は，「再処理施設の技術基準に関する規則」第十条及び第二十六条に適合する

設計とするため，再処理施設における閉じ込めの機能の維持，また，放射性物質によっ

て汚染された物による汚染の防止のために必要な措置を説明するものである。 

 

2. 基本方針 

2.1 閉じ込め 

安全機能を有する施設は，放射性物質を系統若しくは機器に閉じ込める，又は漏え

いした場合においても，セル，グローブボックス及びこれらと同等の閉じ込め機能を

有する施設（以下「セル等」という。）若しくは建屋内に保持し，放射性物質を限定

された区域に閉じ込める設計とする。 

なお，放射性物質を限定された区域に閉じ込める機能を維持するために，安全上重

要な施設の安全機能に支援が必要な場合には，安全機能の支援として，純水，冷却水

及び圧縮空気を供給する設計とする。 

 

2.1.1 系統及び機器への放射性物質の閉じ込め 

放射性物質を内包する系統及び機器は，放射性物質が漏えいし難い設計とする。

また，使用する化学薬品，取り扱う放射性物質，圧力及び温度並びに保守及び修理

の条件を考慮し，ステンレス鋼，ジルコニウムその他の腐食し難い材料を使用する

とともに，腐食しろを確保する設計とする。 

さらに，溶接構造，爆着接合法による異材継手，フランジ継手及び水封により接

続する設計とする。  

放射性物質を含む硝酸溶液を取り扱う系統及び機器は，ステンレス鋼を使用し，

常圧沸騰状態で比較的硝酸濃度の高い溶液を取り扱う場合にはジルコニウムを使用

する設計とする。 

ジルコニウムとステンレス鋼との接続は，爆着接合法による異材継手 ，フラン

ジ継手及び水封を使用する設計とする。フランジ継手は，セル外において異種材料

の接続を行う場合に用いる設計とする。また，水封は，保守が必要なセル内の機器

の気相部の接続に用いる設計とする。 

腐食環境が厳しい酸及び溶媒の回収施設の蒸発缶及び高レベル廃液処理設備の

高レベル廃液濃縮缶は，減圧下で蒸発処理を行い，運転温度を低くすることにより，

腐食し難い環境とする設計とする。 

高レベル廃液濃縮系を構成する高レベル廃液濃縮缶内の温度計は，濃縮缶側から

保護管内先端部にかかる圧力以上に保護管の内部をその他再処理設備の付属施設の

一般圧縮空気系により圧出できる設計とする。 
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上記のうち，使用済燃料を受け入れ又は貯蔵する水槽の水の漏えいし難い設計の

具体については，「Ⅵ－１－２ 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設に関する説明

書」にて説明する。 

ウランを含む粉末，焼却灰その他の粉末状の放射性物質を非密封で取り扱う場合

は，密閉した系統及び機器内で取り扱う設計とする。 

ウラン酸化物貯蔵設備は，ウラン酸化物（以下「UO3」という。）粉末をウラン酸

化物貯蔵容器に封入することにより，閉じ込め機能を確保できる設計とする。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵設備は，ウラン・プルトニウム混合酸化物

（UO2・PuO2，以下「MOX」という。）粉末充てん済みの粉末缶を混合酸化物貯蔵容器

に封入することにより，閉じ込め機能を確保できる設計とする。 

 

2.1.2 放射性物質の逆流防止 

流体状の放射性物質を取り扱う設備は，放射性物質を含まない流体を取り扱う設

備への放射性物質の逆流により放射性物質を拡散しない設計とする。 

上記のうち，放射性物質により汚染された空気を取り扱う換気設備の逆流防止に

関する設計の具体については，「Ⅵ－１－６ 放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明

書」にて説明する。 

なお，放射性物質の逆流防止に関する設計方針については，せん断施設等の放射

性物質の逆流防止に関する措置に認可を受けたものから構造等に変更はないことか

ら，平成７年９月26日付け７安（核規）にて認可を受けた第４回申請の設工認申請

書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付－７

 逆流防止に関する設計の基本方針」に同じである。 

 

2.1.3 放射性物質の漏えい拡大防止 

(1) セル等又は室への放射性物質を内包する設備の収納 

放射性物質を内包する系統及び機器は，その性状に応じてセル等又は室に適切に

収納する設計とする。 

プルトニウムを含む溶液及び粉末並びに高レベル放射性液体廃棄物（以下「高レ

ベル廃液」という。）を内包する系統及び機器は，分析のため少量を取り扱う場合や，

MOX粉末を封入した混合酸化物貯蔵容器を取り扱う場合を除き，セル等に収納する設

計とする。 

気体状の放射性物質の移動は，配管又はダクトによるものとし，配管及びダクト

は建物内に設置する設計とする。ただし，各建物の塔槽類廃ガス処理設備等で処理

した後の気体状の放射性物質を各建物から主排気筒，北換気筒又は低レベル廃棄物

処理建屋換気筒に移送する配管及びダクトは，内包する流体の種類に応じて材料選
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定，強度評価等を行うといった適切な安全対策を講じた上で，洞道内又は地上に設

置する。 

液体状の放射性物質の移動は，配管又は容器によるものとし，建物間で液体状の

放射性物質を移送する配管は，隣接する建物間の場合を除き，洞道内に設置する。

また，洞道内に収納する液体状の放射性物質を移送する配管は，液溜まりができな

いよう適切な勾配を有する設計とする。 

固体状の放射性物質は，容器等により移送する設計とする。ただし，使用済燃料

集合体は，使用済燃料輸送容器から取り出した後は燃料貯蔵プール内，セル内等に

おいて移送する設計とする。また，ガラス固化体は，固化セル移送台車等により建

物内又は洞道内を移送する設計とする。 

ガラス溶融炉は，固化セル移送台車の重量計により流下ガラス質量を監視すると

ともに，流下ガラスがガラス固化体容器以外に流下することを防止するため，計測

制御系統施設の固化セル移送台車上の重量計の信号が固化ガラス１本分の質量にな

ると発信する信号により，流下ノズルの加熱を停止し，さらに，流下ノズル冷却用

の冷却空気供給用弁を開とし，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から

空気を供給することで，溶融ガラスの流下停止を行う設計とする。 

 

(2) 漏えい液の回収 

液体状の放射性物質を内包する系統及び機器を収納するセル等の床にはステン

レス鋼製の漏えい液受皿を設置し，液体状の放射性物質がセル等に漏えいした場合

は，漏えい検知装置により検知し，漏えいの拡大を防止するとともに，スチームジ

ェットポンプ，ポンプ又は重力流により漏えいした液の性状に応じて定めた移送先

に移送し処理できる設計とする。 

液体状の放射性物質を内包する系統及び機器を設置する室の床には漏えい液受

皿を設置し，万一液体状の放射性物質が漏えいした場合は，漏えいを検知し，漏え

いの拡大を防止するとともに，漏えいした液の移送及び処理ができる設計とする。 

なお，プルトニウムを含む溶液及び高レベル廃液を移送する配管を収納する洞道

には，セルと同等の閉じ込め機能を有するダクト状の固定されたステンレス鋼製の

容器（以下「配管収納容器」という。），これら以外の液体状の放射性物質を移送す

る配管を収納する洞道には，配管収納容器又は受皿を設置し，万一配管から液体状

の放射性物質が漏えいした場合は，配管収納容器又は受皿で受け，漏えいの拡大を

防止し，漏えい検知装置により漏えいを検知するとともに，重力流で漏えいした液

の性状に応じて定めた移送先に移送できる設計とする。 

なお，セル等及び室に設置する漏えい液受皿の容量に関する設計については，NO

x吸収塔第1セル漏えい液受皿等に認可を受けたものから構造等に変更はないことか

ら，以下の認可を受けたもの及び届け出たものに同じである。 

39877



 

4 

・平成７年４月28日付け７安（核規）第241号にて変更の認可を受けた第３回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する

説明書」の「添付－３ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成７年９月26日付け７安（核規）第710号にて認可を受けた第４回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－１ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成９年５月27日付け９安（核規）第245号にて認可を受けた第５回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－１ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成９年７月23日付け六再事発第39号にて届け出た第４回申請の設工認申請書

の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付－

１ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成９年９月10日付け９安（核規）第506号にて変更の認可を受けた第３回申

請の設工認申請書の「Ⅵ設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明

書」の「添付－３ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成10年４月７日付け10安（核規）第148号にて変更の認可を受けた第５回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－１ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成10年６月９日付け９安（核規）第596号にて認可を受けた第６回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－６ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成10年12月１日付け10安（核規）第814号にて変更の認可を受けた第６回申

請の設工認申請書の「Ⅵ設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明

書」の「添付－６ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成11年１月29日付け10安（核規）第538号にて認可を受けた第７回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－７ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成11年３月29日付け11安（核規）第163号にて変更の認可を受けた第６回申

請の設工認申請書の「Ⅵ設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明

書」の「添付－６ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成11年６月22日付け11安（核規）第334号にて変更の認可を受けた第６回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－６ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成11年７月５日付け11安（核規）第135号にて認可を受けた第８回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－３ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 
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・平成11年９月９日付け11安（核規）第849号にて変更の認可を受けた第６回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－６ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」及び第７回申請の

設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－７ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成12年３月17日付け11安（核規）第1269号にて変更の認可を受けた第７回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－７ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成12年10月24日付け12安（核規）第556号にて変更の認可を受けた第６回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－６ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」，第７回申請の設工

認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－７ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」及び第８回申請の設工認申

請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添

付－３ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成12年12月13日付け12安（核規）第917号にて変更の認可を受けた第７回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－７ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成14年６月20日付け平成14・04・30原第13号にて変更の認可を受けた第７回

申請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する

説明書」の「添付－７ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成14年11月29日付け平成14・08・06原第12号にて変更の認可を受けた第３回

申請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する

説明書」の「添付－３ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」，第５回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－１ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」及び第７回申請の設工認

申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添

付－７ 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

・平成12年８月10日付け12安（核規）第504号にて変更の認可を受けた使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用前検査合格後に申請した設工認申請書の

「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付－１

 漏えい液受皿の容量に関する説明書」 

 

使用済燃料を受け入れ又は貯蔵する水槽から水が漏えいした場合でも水の漏え

いを検知し安全に処置できる設計とする。 
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なお，使用済燃料を受け入れ又は貯蔵する水槽から漏えいした水を検知し安全に

処置できる設計の具体については，「Ⅵ－１－２ 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設に関する説明書」にて説明する。 

 

a. 沸騰するおそれのある又はn－ドデカンの引火点に達するおそれのある漏えい

液の回収 

漏えいした液の発熱量が大きく，沸騰のおそれがあるか又はTBP，n-ドデカン及

びこれらの混合物（以下「有機溶媒」という。）を含む漏えいした液がn-ドデカン

の引火点に達するおそれのあるセル等については，漏えいを検知するための漏え

い検知装置を多重化し，万一外部電源が喪失した場合でも，漏えいした液を確実に

移送するために，スチームジェットポンプを使用する場合の蒸気はその他再処理

設備の附属施設の安全蒸気系から供給し，ポンプを使用する場合の電源は非常用

所内電源系統に接続する設計とする。また，ポンプは，多重化するか，万一故障し

ても漏えいした液が沸騰に至らない間に修理又は交換できる設計とする。 

沸騰するおそれのある又はn－ドデカンの引火点に達するおそれのある漏えい

液の回収に関する設計を以下に示す。 

(a) 安全蒸気系の主な系統構成 

安全蒸気系は，2基のボイラ，燃料ボンベ，供給水槽等で構成し，ボイラ1基

で最大容量のスチ－ムジェットポンプに必要な蒸気量を供給できる設計とする。 

安全蒸気系は通常は停止状態であり，セル等内に設置の機器から液体状の放

射性物質の漏えいが生じた場合に起動し，一般蒸気系が使用できない場合に使

用する設計とする。 

 

(b) 沸騰するおそれのある漏えい液又はn-ドデカンの引火点に達するおそれの

ある漏えい液の回収能力 

沸騰するおそれのある漏えい液又はn-ドデカンの引火点に達するおそれの

ある漏えい液の回収に関する設計については，溶解槽セル等に設置する漏えい

液受皿，当該漏えい受皿から回収先の貯槽までの系統及び機器に認可を受けた

ものから構造等に変更はないことから，以下で認可を受けたもの及び届け出た

ものに同じである。 

・平成７年９月26日付け７安（核規）第710号にて認可を受けた第４回申請

の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する

説明書」の「添付－４ 漏えい液の回収に関する説明書」 

・平成10年６月９日付け９安（核規）第596号にて認可を受けた第６回申請

の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する

説明書」の「添付－９ 漏えい液の回収に関する説明書」 
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・平成11年１月29日付け10安（核規）第538号にて認可を受けた第７回申請

の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する

説明書」の「添付－12 漏えい液の回収に関する説明書」 

・平成14年８月５日付け再建品発第３号にて届け出た第４回申請の設工認申

請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－４ 漏えい液の回収に関する説明書」 

・平成14年12月６日付け再建品発第７号にて届け出た第６回申請の設工認申

請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－９ 漏えい液の回収に関する説明書」及び第７回申請の設工認申

請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－12 漏えい液の回収に関する説明書」 

 

b. 臨界のおそれのある漏えい液の回収 

通常の運転状態において硝酸プルトニウム並びに硝酸プルトニウム及び硝酸ウ

ラニルの混合溶液の無限体系の未臨界濃度以上のプルトニウムを含む溶液を内包

する機器を収納するセルの床には，万一漏えいが発生した場合でも臨界とならな

い漏えい液受皿を設ける設計とする。 

なお，漏えい液受皿の臨界管理に関する設計については，「Ⅰ 核燃料物質の臨

界防止に関する説明書」にて説明する。 

連続移送の配管から漏えいのおそれがあり，漏えいしたプルトニウムを含む溶

液の回収が重力流によらない場合は，漏えい検知装置を臨界安全管理の観点から

多重化し，万一漏えいした場合には，漏えいを確実に検知し移送する設計とする。 

通常の運転状態において無限体系の未臨界濃度以上のプルトニウムを含む溶液

を連続移送する配管から漏えいのおそれがあり，漏えいしたプルトニウムを含む

溶液の回収が重力流によらない場合は，漏えい液受皿の集液溝を監視する装置に

より，漏えいを検知する設計とする。 

 

(3) 熱媒へ漏えいした流体状の放射性物質の回収 

管理区域外から流体状の放射性物質を内包する設備へ冷却水，加熱蒸気及び温水

（以下「熱媒」という。）を供給する場合は，管理区域内で熱交換器を介することで，

放射性物質を含む流体を管理区域外に流出しない設計とする。 

熱媒をセル内に設置された流体状の放射性物質を内包する設備へ供給する場合

は，熱媒中への放射性物質の漏えいを検知できる設計とする。 

万一，熱媒中に放射性物質が漏えいした場合には，汚染した熱媒を安全に処理で

きる設計とする。 
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2.1.4 放射性物質を取り扱う設備，セル等及び室の負圧維持 

プルトニウムを含む溶液及び高レベル廃液を内包する系統及び機器，セル等並び

にこれらを収納する建屋は，原則として，気体廃棄物の廃棄施設により常時負圧に

保ち，それぞれの気圧は，建屋，セル等，系統及び機器の順に低くすることで漏え

いの拡大を防止する設計とする。 

また，上記以外の放射性物質を内包する系統及び機器，セル等並びにこれらを収

納する建屋は，気体廃棄物の廃棄施設により負圧に保ち，それぞれの気圧は，建屋，

セル等，系統及び機器の順に低くすることで漏えいの拡大を防止する設計とする。 

なお，セル及び配管収納容器は，気体廃棄物の廃棄施設のセル排気系に接続する

ことにより，また，グローブボックスは，グローブボックス排気系に接続すること

により適切に負圧に維持する設計とする。 

また，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備は，固化セル内の機器から発生する

熱を除去し，固化セル内の温度上昇による固化セル内圧力上昇を防止して負圧を維

持するため，固化セル内にセル内クーラを設置する設計とする。また，固化セル内

から建屋内への空気の逆流を防止するため，固化セルへの給気系に，固化セル隔離

ダンパを設置する設計とする。 

気体廃棄物の廃棄施設は，放射性物質の漏えい及び逆流を防止する設計とすると

ともに，フィルタ，洗浄塔等により放射性物質を適切に除去した後，主排気筒，北

換気筒又は低レベル廃棄物処理建屋換気筒から放出する設計とする。 

なお，放射性物質を適切に除去するための系統及び機器に関する設計の具体につ

いては，「Ⅵ－１－６ 放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書」にて説明する。 

設計基準事故時においても，可能な限り負圧維持並びに漏えい及び逆流防止の機

能が確保される設計とするとともに，一部の換気系統の機能が損なわれた場合にお

いても，再処理施設全体として気体の閉じ込め機能を確保する設計とする。 

分離建屋換気設備及び精製建屋換気設備は，建屋給気閉止ダンパを設置し，設計

基準事故であるセル内有機溶媒火災時に閉止することで，建屋への給気を停止し，

建屋内が正圧になることを防止する設計とする。 

また，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備は，固化セル圧力放出系により，固

化セル内圧力が万一異常に上昇した場合に固化セル内を排気できる設計とする。 

 

2.1.5 グローブボックス及びフード 

プルトニウムを含む溶液及び粉末を取り扱うグローブボックスは，給気口及び排

気口を除き密閉できる設計とする。 

なお，グローブボックスの密閉性に関する漏えい率は「高放射性物質取扱施設設

計マニュアル（社団法人 日本原子力学会発行）」に基づき，0.1 vol％ / h 以下と

する。 
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フードは，気体廃棄物の廃棄施設により開口部からの空気流入風速を確保する設

計とする。 

なお，フード開口部における空気流入風速は「高放射性物質取扱施設設計マニュ

アル（社団法人 日本原子力学会発行）」に基づき，0.5 m / s 以上とする。 

 

2.1.6 崩壊熱除去 

再処理施設は，使用済燃料及びその溶解液，放射性廃棄物等の貯蔵及び処理時に

発生する崩壊熱による異常な温度上昇を防止する設計とする。 

溶解液等の貯蔵及び処理時に発生する崩壊熱よる異常な温度上昇により，沸騰す

るおそれのある溶液を内包する機器は，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水

系のうち，再処理設備本体用の安全冷却水系により冷却し，冷却能力の喪失による

溶液の沸騰を防止する設計とする。 

再処理設備本体用の安全冷却水系の主な系統構成及び構成機器の冷却能力に関

する設計を以下に示す。 

(1) 再処理設備本体用の安全冷却水系の主な系統構成 

再処理設備本体用の安全冷却水系は，冷却塔により冷却水を除熱し，冷却水循環

ポンプによって再処理設備本体，計測制御系統施設，放射性廃棄物の廃棄施設及び

その他再処理設備の附属施設の機器類等に冷却水を供給し，各施設で発生する熱を

除去する設計とする。 

再処理設備本体用の安全冷却水系の冷却水は，崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器の崩壊熱の除去，安全圧縮空気系の空気圧縮機の冷却，建屋換気空調

等のために供給する設計とする。 

再処理設備本体用の安全冷却水系は，独立した２系列の冷却塔，冷却水循環ポン

プ等により構成し，１系列の運転でも必要とする熱除去ができる容量を有する設計

とする。 

崩壊熱除去用の冷却水は，各建屋に中間熱交換器を設置して熱交換し，冷却水循

環ポンプで各施設の機器に設ける冷却コイル又は冷却ジャケットに冷却水を供給す

る。崩壊熱による溶液の沸騰までの時間余裕が小さい場合は，中間熱交換器以降は

独立した２系列とする設計とする。 

崩壊熱除去用冷却水の供給が必要な施設は溶解施設の溶解設備の中間ポット，分

離施設の分離設備の溶解液中間貯槽，精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニ

ウム溶液受槽等である。 

再処理設備本体用の安全冷却水系は，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空

気系の空気圧縮機へ直接供給し，また，制御建屋等で非常用所内電源系統に接続す

る建屋換気設備等へ冷凍機を介して供給する設計とする。 
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(2) 冷却能力 

安全冷却水冷却塔Aは前処理建屋の屋上から地上へ移設するが，当該冷却塔の容

量及び伝熱面積は同一仕様であり，冷却能力は認可を受けたもの及び届け出たもの

から変更がないため，以下の認可を受けたもの及び届け出たものに同じである。 

また，安全冷却水冷却塔A及び当該設備廻りの配管を除く，再処理設備本体用の

安全冷却水系の冷却能力に関する設計については，当該系統からの冷却水の供給先

となる設備に認可を受けたものから構造等に変更はないことから，以下の認可を受

けたもの及び届け出たものに同じである。 

・平成７年９月26日付け７安（核規）第710号にて認可を受けた第４回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－３ 崩壊熱除去に関する説明書」 

・平成９年５月27日付け９安（核規）第245号にて認可を受けた第５回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－３ 崩壊熱除去に関する説明書」 

・平成10年６月９日付け９安（核規）第596号にて認可を受けた第６回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－８ 崩壊熱除去に関する説明書」 

・平成11年１月29日付け10安（核規）第538号にて認可を受けた第７回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－11 崩壊熱除去に関する説明書」 

・平成11年７月５日付け11安（核規）第135号にて認可を受けた第８回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－６ 崩壊熱除去に関する説明書」 

・平成12年10月24日付け12安（核規）第556号にて変更の認可を受けた第４回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する

説明書」の「添付－３ 崩壊熱除去に関する説明書」，第５回申請の設工認申

請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添

付－３ 崩壊熱除去に関する説明書」，第６回申請の設工認申請書の「Ⅵ 設

計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付－８ 崩壊熱

除去に関する説明書」，第７回申請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方

法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付－11 崩壊熱除去に関する説

明書」及び第８回申請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準

への適合に関する説明書」の「添付－６ 崩壊熱除去に関する説明書」 

・平成13年３月２日付け六再事発第431号にて届け出た第６回申請の設工認申請

書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付

－８ 崩壊熱除去に関する説明書」 
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・平成14年８月５日付け再建品発第３号にて届け出た第５回申請の設工認申請

書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付

－３ 崩壊熱除去に関する説明書」 

・平成15年５月29日付け再建術発第１号にて届け出た第４回申請の設工認申請

書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付

－３ 崩壊熱除去に関する説明書」，第５回申請の設工認申請書の「Ⅵ 設計

及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の「添付－３ 崩壊熱除

去に関する説明書」，第６回申請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法

の技術基準への適合に関する説明書」の「添付－８ 崩壊熱除去に関する説明

書」及び第７回申請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準へ

の適合に関する説明書」の「添付－11 崩壊熱除去に関する説明書」 

 

なお，使用済燃料，製品貯蔵容器及び放射性廃棄物であるガラス固化体の貯蔵時

に発生する崩壊熱による異常な温度上昇の防止に関する設計の具体については，そ

れぞれ「Ⅵ－１－２ 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設に関する説明書」，「Ⅵ

－１－３ 製品貯蔵施設に関する説明書」及び「Ⅵ－１－６ 放射性廃棄物の廃棄

施設に関する説明書」にて説明する。 

 

2.1.7 液体状の放射性物質の施設外への漏えい防止 

液体状の放射性物質を内包する系統及び機器を設置する室の床には「2.1.3 放

射性物質の漏えい拡大防止」に示す漏えい液受皿を設置し，液体状の放射性物質が

施設外へ漏えいすることを防止する設計としている。 

漏えい液受皿を設置しない場合は，液体状の放射性物質を取り扱う設備の周辺部

又は施設外に通じる出入口若しくはその周辺部に堰を設置することにより，液体状

の放射性物質を内包する機器からの漏えい量のうち，最大の漏えい量をもってして

も，施設外へ漏えいすることを防止する設計とする。 

なお，堰の容量に関する設計については，前処理施設等の液体状の放射性物質を

取り扱う設備及び液体状の放射性物質を取り扱う設備の周辺部又は施設外に通じる

出入口若しくはその周辺部に設置する堰に認可を受けたものから構造等に変更はな

いことから，以下で認可を受けたもの及び届け出たものに同じである。 

・平成５年12月27日付け５安（核規）第534号にて認可を受けた第２回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－８ 堰の容量に関する説明書」 

・平成９年９月10日付け９安（核規）第506号にて変更の認可を受けた第２回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－８ 堰の容量に関する説明書」 
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・平成10年６月９日付け10安（核規）第322号にて変更の認可を受けた第２回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－８ 堰の容量に関する説明書」 

・平成11年１月29日付け10安（核規）第538号にて認可を受けた第７回申請の設

工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」

の「添付－８ 堰の容量に関する説明書」 

・平成11年６月22日付け11安（核規）第334号にて変更の認可を受けた第２回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－８ 堰等の容量に関する説明書」 

・平成12年３月17日付け11安（核規）第1269号にて変更の認可を受けた第２回申

請の設工認申請書の「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書」の「添付－８ 堰等の容量に関する説明書」 

 

液体状の放射性物質を取り扱う設備が設置される施設内部のうち，液体状の放射

性物質の漏えいが拡大するおそれがある部分の床面，適切な高さまでの壁面，堰及

びこれらの接合部は，耐水性を有する設計とし，液体状の放射性物質が漏えいし難

い設計とする。また，床面，壁面及び堰に貫通部を設ける場合は，床面，壁面及び

堰の耐水性が損なわれない設計とする。 

液体状の放射性物質を取り扱う設備が設置される施設の床面下には，敷地外に管

理されずに排出される排水が流れる排水路を設置しない設計とする。 

 

2.2 放射性物質による汚染の防止 

放射性物質による汚染のおそれのある部屋の床及び人が触れるおそれのある壁の表

面は，汚染の除去が容易で腐食し難い樹脂系塗料等の材料によって仕上げる設計とす

る。 

なお，放射性物質を取り扱う設備における汚染防止の措置に関する設計について

は，前処理建屋等の放射性物質を取扱う設備の設計に認可を受けたものから構造等に

変更はないため，以下で認可を受けたもの及び届け出たものに同じである。 

・平成５年４月14日付け５安（核規）第24号にて認可を受けた第１回申請の設工認

申請書の「イ. 建物」の「第1.1-2表 使用済燃料輸送容器管理建屋の汚染防止

に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」，「第1.2-2表 使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」及び「第1.4-2表 

第1低レベル廃棄物貯蔵建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区

分」 
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・平成10年６月９日付け９安（核規）第596号にて認可を受けた第６回申請の設工

認申請書の「イ. 建物」の「第2.14-3表 分析建屋の汚染防止に係る措置の範

囲及びしゃへい設計区分」 

・平成11年１月29日付け10安（核規）第538号にて認可を受けた第７回申請の設工

認申請書の「イ. 建物」の「第2.17-2表 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の汚染防

止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」，「第2.18-4表 チャンネルボック

ス・バーナブルポイズン処理建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計

区分」及び「第2.22.7-2表 渡り廊下の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい

設計区分」 

・平成11年７月５日付け11安（核規）第135号にて認可を受けた第８回申請の設工

認申請書の「イ. 建物」の「第2.20-3表 第1ガラス固化体貯蔵建屋東棟の汚染

防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」，「第2.22.8-2表 低レベル廃棄物

処理建屋/第2低レベル廃棄物貯蔵建屋間洞道の汚染防止に係る措置の範囲及びし

ゃへい設計区分」，「第2.22.9-2表 低レベル廃棄物処理建屋/チャンネルボック

ス・バーナブルポイズン処理建屋間洞道の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへ

い設計区分」及び「第2.22.10-2表 高レベル廃液ガラス固化建屋/第1ガラス固

化体貯蔵建屋間洞道の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成10年６月９日付け10安（核規）第322号にて変更の認可を受けた第２回申請

の設工認申請書の「イ. 建物」の「第2.7-2表 ウラン・プルトニウム混合酸化

物貯蔵建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」及び「第2.8-2

表 低レベル廃液処理建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成11年６月22日付け11安（核規）第334号にて変更の認可を受けた第２回申請

の設工認申請書の「イ. 建物」の「第2.1-3表 前処理建屋の汚染防止に係る措

置の範囲及びしゃへい設計区分」，「第2.2-3表 分離建屋の汚染防止に係る措置

の範囲及びしゃへい設計区分」及び「第2.5-3表 ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」並びに第２回申請の

設工認申請書の「第2.21-1表 出入管理建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びし

ゃへい設計区分」 

・平成12年３月17日付け11安（核規）第1269号にて変更の認可を受けた第２回申請

の設工認申請書の「イ. 建物」の「第2.1-3表 前処理建屋の汚染防止に係る措

置の範囲及びしゃへい設計区分」，「第2.3-3表 精製建屋の汚染防止に係る措置

の範囲及びしゃへい設計区分」，「第2.8-2表 低レベル廃液処理建屋の汚染防止

に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」及び「第2.9-2表 低レベル廃棄物処

理建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」，第６回申請の設工

認申請書の「イ. 建物」の「第2.12-3表 高レベル廃液ガラス固化建屋の汚染

防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」並びに第７回申請の設工認申請書
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の「イ. 建物」の「第2.13-4表 ハル・エンドピース貯蔵建屋の汚染防止に係

る措置の範囲及びしゃへい設計区分」及び「第2.18-4表 チャンネルボックス・

バーナブルポイズン処理建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区

分」 

・平成14年６月20日付け平成14･04･30原第13号にて認可を受けた第２回申請の設工

認申請書の「イ. 建物」の「第2.1-3表 前処理建屋の汚染防止に係る措置の範

囲及びしゃへい設計区分」，「第2.3-3表 精製建屋の汚染防止に係る措置の範囲

及びしゃへい設計区分」及び「第2.5-3表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」並びに第２回申請の設工認

申請書の「イ. 建物」の「第2.12-3表 高レベル廃液ガラス固化建屋の汚染防

止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」及び「第2.14-3表 分析建屋の汚染

防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成15年４月15日付け平成14･02･06原第10号にて認可を受けた第２回申請の設工

認申請書の「イ. 建物」の「第2.4-2表 ウラン脱硝建屋の汚染防止に係る措置

の範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成６年12月19日付け再建発第27号にて届け出た第１回申請の設工認申請書の

「イ. 建物」の「第1.2-2表 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の汚染防止に係る措

置の範囲及びしゃへい設計区分及び「第1.3-2表 使用済燃料受入れ・貯蔵管理

建屋の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成９年７月23日付け六再事発第39号にて届け出た第３回申請の設工認申請書の

「イ. 建物」の「第2.21-1表 出入管理建屋の汚染防止に係る措置の範囲及び

しゃへい設計区分」 

・平成12年11月15日付け六再事発第316号にて届け出た第６回申請の設工認申請書

の「イ. 建物」の「第2.12-3表 高レベル廃液ガラス固化建屋の汚染防止に係

る措置の範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成14年１月28日付け再建品発第１号にて届け出た第７回申請の設工認申請書の

「イ. 建物」の「第2.17-2表 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の汚染防止に係る措

置の範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成14年４月30日付け再建品発第１号にて届け出た第２回申請の設工認申請書の

「イ. 建物」の「第2.9-2表 低レベル廃棄物処理建屋の汚染防止に係る措置の

範囲及びしゃへい設計区分」 

・平成19年３月26日付け再品発第96号にて届け出た第２回申請の設工認申請書の

「イ. 建物」の「第2.4-2表 ウラン脱硝建屋の汚染防止に係る措置の範囲及び

しゃへい設計区分」 
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・平成19年６月29日付け再品発第31号にて認可を受けた第３回申請の設工認申請書

の「イ. 建物」の「第2.21-1表 出入管理建屋の汚染防止に係る措置の範囲及

びしゃへい設計区分」 

・平成12年４月３日付け12安（核規）第89号にて変更の認可を受けた使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の使用前検査合格後に申請した設工認申請書の「イ. 

建物」の「1.1-6表 使用済燃料輸送容器管理建屋（保守エリア及び除染エリ

ア）の汚染防止に係る措置の範囲及びしゃへい設計」 

・平成23年７月８日付け平成23・02・16原第９号にて変更の認可を受けた使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用前検査合格後に申請した設工認申請書の

「イ. 建物」の「1.1-7表 第４低レベル廃棄物貯蔵建屋の汚染防止に係る措置

の範囲及びしゃへい設計区分」 

 

人が触れるおそれがある物の放射性物質による汚染を除去する除染設備を設けるこ

とで，放射性物質を除去できる設計とする。除染設備の排水は，液体廃棄物の廃棄施

設で処理する設計とする。 

 

3. 準拠規格 

(1)高放射性物質取扱施設設計マニュアル（1985年11月 日本原子力学会「遠隔操作技

術」研究専門委員会） 
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1. 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備の基本方針 

 

1.1 概要 

本章は，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備の基本設計方針及び

冷却機能の喪失による蒸発乾固発生時の内部流体の条件について説明するものである。 

 

1.2 基本設計方針 

セル内において使用済燃料から分離された物であって液体状のもの又は液体状の放

射性廃棄物を冷却する機能を有する施設のうち，冷却機能の喪失による蒸発乾固の発

生を仮定する機器には，重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる

重大事故等対処設備を設ける設計とする。 

セル内において使用済燃料から分離された物であって液体状のもの又は液体状の放

射性廃棄物を冷却する機能を有する施設には，蒸発乾固の発生を未然に防止するとと

もに，蒸発乾固が発生した場合において，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の

進行を防止し，蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を遮断する

ために必要な設備及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に設置され

た配管の外部へ放射性物質を排出できるようにし，放射性物質の放出による影響を緩

和するために必要な重大事故等対処設備を設ける設計とする。 

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備は，代替安全冷却水系及び代

替換気設備で構成する。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の冷却機能が喪失した場

合にその他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系(再処理設備本体用)の

内部ループに通水することで「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却するための水供給に必要な重大事故等対処設備として，代替安

全冷却水系を設ける設計とする。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液が沸騰に

至った場合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水すること

及びその他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系(再処理設備本体用)の

冷却コイル又は冷却ジャケットへ通水することで蒸発乾固の進行を防止するための水

供給に必要な重大事故等対処設備として，代替安全冷却水系を設ける設計とする。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液が沸騰に

至った場合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

の沸騰により気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス

処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器からの蒸気を凝縮し，排気をセルに導

出するために必要な重大事故等対処設備として代替安全冷却水系及びセルへの導出経
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路を構築するための代替換気設備を設ける設計とする。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液が沸騰に

至った場合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器からセルに導出

された放射性エアロゾルを除去し，主排気筒を介して大気中に管理しながら放出する

ために必要な重大事故等対処設備として導出先セルから主排気筒までの放出経路を構

築するための代替換気設備を設ける設計とする。 

上記の代替冷却水系及び代替換気設備は，「Ⅲ－２ 放射線分解により発生する水素

による爆発に対処するための設備に関する説明書」に示す状態と重畳した場合におい

ても必要な機能を発揮する設計とする。 

なお，冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生又は拡大を防止するために使用する代

替安全冷却水系の設計については「2. 代替安全冷却水系の基本方針」に，代替換気設

備の設計については「Ⅵ－１－６－２ 代替換気設備に関する説明書」に示す。 

 

1.3 冷却機能の喪失による蒸発乾固発生時の環境条件等について 

1.3.1 内部流体の温度条件 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の内部及び「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器から導出先セルまでの系統で凝縮

器までの範囲の内部流体温度は，沸騰に伴う溶液の濃縮による沸点上昇を考慮し

た130℃とする。 

凝縮器から導出先セルまでの範囲及び導出先セル以降の主排気筒までの範囲の

内部流体温度は，凝縮器が廃ガスの温度を50℃以下まで除熱できる能力を有する

ことを考慮し50℃とする。 

内部ループへの通水の系統，貯槽等への注水の系統，冷却コイル又は冷却ジャケ

ットへの通水の系統及び凝縮器への通水の系統のうち，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器内の冷却水配管の内部流体温度は，安全側に「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の内部と同様に130℃とする。 

内部ループへの通水の系統，貯槽等への注水の系統，冷却コイル又は冷却ジャケ

ットへの通水の系統及び凝縮器への通水の系統のうち，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器外の冷却水配管の内部流体温度は，冷却水の出口温

度が55℃以下(冷却水入口温度29℃)となる設計のため，安全側に60℃とする。な

お，貯槽等への注水の系統のうち，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器外の冷却水配管の内部流体温度は，内部ループへの通水のように冷却

水を循環するものではないため，冷却水入口温度である29℃となるが，安全側に6

0℃とする。 

上記を基に冷却機能の喪失時から溶液の沸騰時の各系統の温度条件を以下に示

す。 
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・内部ループへの通水の系統 

機器内：130℃ 

機器外(冷却水出口/入口系統)：60℃ 

・貯槽等への注水の系統 

機器内：130℃ 

機器外：60℃ 

・冷却コイル又は冷却ジャケットへの通水の系統 

機器内：130℃ 

機器外(冷却水出口/入口系統)：60℃ 

・凝縮器への通水の系統 

凝縮器内：130℃ 

凝縮器外(冷却水出口/入口系統)：60℃ 

・「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器から導出先セルまでの

系統 

凝縮器上流(凝縮器を含む)：130℃ 

凝縮器下流：50℃ 

・導出先セルから主排気筒までの系統：50℃ 

・「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器：130℃ 

 

1.3.2 内部流体の圧力条件 

内部ループへの通水の系統，貯槽等への注水の系統，冷却コイル又は冷却ジャケ

ットへの通水の系統及び凝縮器への通水の系統の内部流体圧力は，給水に使用す

る可搬型中型移送ポンプによる供給圧を考慮して0.98MPaとする。 

「放射線分解により発生する水素による爆発」と同時発生を想定する「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器から導出先セルまでの範囲の系統

の内部流体圧力は，「Ⅲ－2 放射線分解により発生する水素による爆発に対処す

るための設備に関する説明書」に基づき「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器の気相部及び導出先セルまでの系統を0.5MPaとする。また，機器貯

液部の内部流体圧力は，0.5MPaに水頭圧を加算した値とする。 

「放射線分解により発生する水素による爆発」と同時発生が想定されない「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の内部流体圧力は，水封安全器

の水頭圧や導出先セルまでの導出経路の圧力損失を考慮して，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相部を3.0～10kPaとする。また，機器貯

液部の内部流体圧力は，3.0～10kPaに水頭圧を加算した値とする。 

導出先セルから可搬型排風機までの範囲の系統の内部流体圧力は，可搬型排風

機の最大静圧を考慮し−4.7kPaとする。 
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上記を基に冷却機能の喪失時から溶液の沸騰時の各系統の圧力条件を以下に示

す。 

・内部ループへの通水の系統，貯槽等への注水の系統，冷却コイル又は冷却ジャケ

ットへの通水の系統及び凝縮器への通水の系統：0.98MPa 

・「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器から導出先セルまでの

系統 

水素爆発と同時発生あり：0.5MPa 

水素爆発と同時発生なし：3.0～10kPa 

・導出先セルから可搬型排風機まで：−4.7kPa 

・「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器 

水素爆発と同時発生あり 

 機器気相部：0.5MPa 

 機器貯液部：0.5MPa+水頭圧 

水素爆発と同時発生なし 

 機器気相部：3.0～10kPa 

 機器貯液部：3.0～10kPa+水頭圧 

 

1.3.3 内部流体の湿度条件 

内部流体の湿度100%とする。 

 

2. 代替安全冷却水系の基本方針 

2.1 概要 

本章は，代替安全冷却水系の基本設計方針並びに代替安全冷却水系及び関連設備の

系統設計方針について説明するものである。 

 

2.2 基本設計方針 

冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループに通水する

ことで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な蒸発乾固の発生防止対策に使

用する重大事故等対処設備として代替安全冷却水系を設ける設計とする。  

上記対策が機能しなかった場合に備え，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器へ注水することで，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防

止するために必要な蒸発乾固の拡大防止対策に使用する重大事故等対処設備及び沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として回収するための代替換気設備のセルへの導出経路

を構築するために必要な設備(以下「セル導出設備」という)の凝縮器に水を供給するた

めに必要な蒸発乾固の拡大防止対策に使用する重大事故等対処設備として代替安全冷
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却水系を設ける設計とする。 

また，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の冷却コイル又は冷

却ジャケットへ通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために必要な蒸発乾固の拡大防止対策に

使用する重大事故等対処設備として代替安全冷却水系を設ける設計とする。 

代替安全冷却水系は，高レベル廃液ガラス固化建屋の内部ループへの通水，冷却コイ

ル又は冷却ジャケットへの通水で使用する主配管等(以下「冷却水給排水配管・弁」と

いう)，高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等への注水で使用する主配管等(以下「冷却

水注水配管・弁」という)，凝縮器への通水で使用する主配管等(以下「冷却水配管・弁

(凝縮器)」という)，高レベル廃液ガラス固化建屋の凝縮器への通水で使用する主配管

等(以下「凝縮器冷却水給排水配管・弁」という)，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移

送ポンプ，可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬

型配管，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車で構成する。また，設

計基準対象の施設と兼用する内部ループへの通水，貯槽等への注水及び冷却コイル又

は冷却ジャケットへの通水で使用する主配管等及び膨張槽並びに「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器を常設重大事故等対処設備として位置付け，蒸発

乾固の発生の未然防止並びに蒸発乾固が発生した場合において，放射性物質の発生を

抑制し，及び蒸発乾固の進行を緩和できる設計とする。 

 

2.3 代替安全冷却水系及び関連設備の系統設計方針 

2.3.1 内部ループへの通水による冷却に使用する設備 

安全冷却水系の冷却機能の喪失に対して，貯槽等に内包する高レベル廃液等が

沸騰に至ることを防止するため，代替安全冷却水系を構成する可搬型中型移送ポ

ンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，可搬型建屋内ホースを敷設し，内部

ループに水を供給するために可搬型建屋外ホースと可搬型中型移送ポンプを接続

し，第1貯水槽から建屋へ水を供給するための経路を構築する。 

また，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホースと内部ループの給水口を接続す

ることで，建屋へ供給された水を内部ループへ供給するための経路を構築する。 

冷却に使用した排水を第1貯水槽へ移送するため，内部ループの排水口と可搬型

建屋内ホースを接続し，建屋近傍に敷設した可搬型排水受槽への排水経路を構築

する。 

また，可搬型排水受槽，可搬型建屋外ホースと可搬型中型移送ポンプを接続し，

可搬型排水受槽から第1貯水槽への排水経路を構築する。 

給水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，第1貯水槽から内部ループへ

通水する。冷却に用いた水は，可搬型排水受槽に一旦貯留した後，排水側の可搬型

中型移送ポンプを運転することで，排水経路を経由して第1貯水槽に移送し，再び，
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内部ループへの通水の水源として用いる。 

本対策は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間が短い機

器グループを優先して実施する。 

また，可搬型漏えい液受皿液位計を設置し，貯槽等の損傷による安全冷却水及び

貯槽等に内包する高レベル廃液等の漏えいの発生の有無を確認する。 

系統概要図を第2-1図に示す。 

 

2.3.1.1 代替安全冷却水系 

代替安全冷却水系は，可搬型中型移送ポンプと安全冷却水系の内部ループへ

の通水で使用する主配管等(以下「内部ループ配管・弁」という)を可搬型建屋外

ホース，可搬型建屋内ホース，冷却水給排水配管・弁，可搬型排水受槽，可搬型

中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車を用いて接続した上で，可搬型

中型移送ポンプを運転することで，水供給設備の第1貯水槽の水を内部ループへ

通水し，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶

液が沸騰に至る前に冷却でき，未沸騰状態を維持できる設計とする。 

代替安全冷却水系は，可搬型中型移送ポンプと可搬型排水受槽を可搬型建屋

外ホース，可搬型建屋内ホース，冷却水給排水配管・弁，可搬型排水受槽，可搬

型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車を用いて接続した上で，内部

ループへの通水に使用した排水を可搬型排水受槽に一旦貯留した後，可搬型中

型移送ポンプを運転することで，可搬型排水受槽の排水を水供給設備の第1貯水

槽へ移送し，排水を再び水源として用いることができる設計とする。 

また，技術基準規則第36条に適合するための設計方針については「Ⅵ－１－１

－４－２ 重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・主配管等(内部ループ配管・弁，冷却水給排水配管・弁) 

・膨張槽(前処理建屋の安全冷却水膨張槽，分離建屋の安全冷却水膨張槽，精製

建屋の安全冷却水膨張槽，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の安全冷却水膨

張槽並びに高レベル廃液ガラス固化建屋の安全冷却水膨張槽，高レベル廃液

共用貯槽冷却水膨張槽及び第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽) 

・「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器(第2-1表) 

 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポンプ 
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・可搬型建屋内ホース 

・可搬型排水受槽 

・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

 

2.3.1.2 水供給設備 

内部ループへの通水時に水源として使用するとともに通水に使用した水を受

け入れ再び内部ループ通水の水源とするために使用する。 

水供給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－３ 重大事故等への対処に

必要となる水の供給設備に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・第1貯水槽 

 

2.3.1.3 補機駆動用燃料補給設備 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホ

ース展張車及び運搬車で使用する軽油を補給するために使用する。 

補機駆動用燃料補給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－１－１ 非常

用発電装置の出力の決定に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・第1軽油貯槽 

・第2軽油貯槽 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ 

 

2.3.1.4 計測制御設備 

内部ループへの通水による冷却の対処を実施する際に以下の計測で使用する。 

・内部ループへの通水による冷却の成否判断並びに貯槽等の溶液温度の監視の

ため，貯槽等の温度を計測する。 

・通水経路に損傷が無く，内部ループへの通水作業が開始できることを判断する

ため,膨張槽の液位を計測する。 

・冷却水供給が継続されていることの監視並びに冷却水通水流量を調整するた

め，内部ループへ通水する冷却水の流量を計測する。 

・各建屋に供給する冷却水流量の調整並びに各建屋に必要な水供給ができてい
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ることの確認のため，各建屋への供給する冷却水の流量を計測する。 

・内部ループへの通水に使用した水の汚染の有無を確認するため，内部ループへ

の通水に使用した水の線量を計測する。 

・貯槽等の損傷による安全冷却水及び高レベル廃液等の漏えいの発生の有無を

確認するため，漏えい液受皿の液位を計測する。 

・膨張槽が無い高レベル濃縮缶への通水経路に損傷が無く，内部ループへの通水

作業が開始できることを判断するため，加圧した通水経路の圧力を測定する。 

計測制御設備の設計方針については，「Ⅵ－１－４－１ 計測装置の構成に関

する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型建屋供給冷却水流量計 

・可搬型冷却水排水線量計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

 

2.3.1.5 代替試料分析関係設備 

可搬型排水受槽に回収した内部ループへの通水に使用した水の汚染の有無を

監視するために使用する。 

代替試料分析関係設備の設計方針については，「Ⅵ－１－７－２ 管理区域の

出入管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関する説明

書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 可搬型重大事故等対処設備 

a. 可搬型試料分析設備 

・可搬型放射能測定装置 

 

2.3.2 貯槽等への注水に使用する設備 

内部ループへの通水が機能しなかった場合に備え，発生防止対策の準備と並行

して蒸発乾固の発生防止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプの下流側に，貯槽

等内に注水するための可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホースと機器

注水配管の接続口を接続する。 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合には，液位低下及びこれによる濃縮の進行
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を防止するため，液位を一定範囲に維持するよう，第1貯水槽の水を貯槽等内へ注

水する。 

貯槽等への注水は，間欠注水を前提として実施するため，余裕のある注水の作業

時間を確保した上で，ルテニウムを内包する高レベル濃縮廃液からのルテニウム

の揮発が発生することがないよう，濃縮した状態であっても，高レベル濃縮廃液の

温度が115℃以下であって，硝酸濃度が4規定以下に収まる液量として，初期液量の

70%に至る前までに貯槽等への注水を開始する。 

系統概要図を第2-2図に示す。 

  

2.3.2.1 代替安全冷却水系 

代替安全冷却水系は，可搬型中型移送ポンプと貯槽等への注水で使用する主

配管等(以下「機器注水配管・弁」という)を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内

ホース，冷却水注水配管・弁，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び

運搬車を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプを運転することで，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器へ注水でき，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止できる設計とする。 

また，技術基準規則第36条に適合するための設計方針については「Ⅵ－１－１

－４－２ 重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・主配管等(機器注水配管・弁，冷却水注水配管・弁) 

・「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器(第2-1表) 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポンプ 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

 

2.3.2.2 水供給設備 

貯槽等への注水時に水源として使用する。 

水供給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－３ 重大事故等への対処に

必要となる水の供給設備に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 
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(1) 常設重大事故等対処設備 

・第1貯水槽 

 

2.3.2.3 補機駆動用燃料補給設備 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホ

ース展張車及び運搬車で使用する軽油を補給するために使用する。 

補機駆動用燃料補給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－１－１ 非常

用発電装置の出力の決定に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・第1軽油貯槽 

・第2軽油貯槽 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ 

 

2.3.2.4 計測制御設備 

貯槽等への注水の対処を実施する際に以下の計測で使用する。 

・貯槽等への注水の開始判断並びに貯槽等の溶液温度の監視のため，貯槽等の温

度を計測する。 

・貯槽等への注水の開始判断，注水量の決定及び成否判断並びに貯槽等の液位の

監視のため，貯槽等の液位を計測する。 

・貯槽等注水流量の調整並びに貯槽等への注水に必要な水供給ができているこ

との確認のため，貯槽等へ注水する水の流量を計測する。 

・各建屋に供給する水の流量調整並びに各建屋に必要な水供給ができているこ

との確認のため，各建屋への供給する水の流量を計測する。 

 

計測制御設備の設計方針については，「Ⅵ－１－４－１ 計測装置の構成に関

する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型建屋供給冷却水流量計 

 

2.3.3 冷却コイル等への通水による冷却に使用する設備 
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事態を収束させるため，貯槽等への注水により高レベル廃液等の濃縮の進行を

防止しながら，蒸発乾固の発生防止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプの下流

側に，冷却コイル等への通水のための可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内

ホースと各貯槽等の冷却コイル等の接続口を接続した後，第1貯水槽の水を冷却コ

イル等へ通水する。冷却に用いた水は可搬型排水受槽に一旦貯留した後，排水側の

可搬型中型移送ポンプを運転することで，敷設した排水経路を経由して第1貯水槽

に移送し，再び，冷却コイル等への通水の水源として用いる。 

系統概要図を第2-3図に示す。 

 

2.3.3.1 代替安全冷却水系 

代替安全冷却水系は，可搬型中型移送ポンプと冷却コイル又は冷却ジャケッ

トへの通水で使用する主配管等(以下「冷却コイル配管・弁又は冷却ジャケット

配管・弁」という)を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，冷却水給排水

配管・弁，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運

搬車を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプを運転することで，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の冷却コイル又は冷却ジャケ

ットへ通水し，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包

する溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持できる設計とする。 

代替安全冷却水系は，可搬型中型移送ポンプと可搬型排水受槽を可搬型建屋

外ホース，可搬型建屋内ホース，冷却水給排水配管・弁，可搬型排水受槽，可搬

型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車を用いて接続した上で，冷却

コイル又は冷却ジャケットへの通水に使用した排水を可搬型排水受槽に一旦貯

留した後，可搬型中型移送ポンプを運転することで，可搬型排水受槽の排水を水

供給設備の第1貯水槽へ移送し，排水を再び水源として用いることができる設計

とする。 

また，技術基準規則第36条に適合するための設計方針については「Ⅵ－１－１

－４－２ 重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・主配管等(冷却コイル配管・弁又は冷却ジャケット配管・弁，冷却水給排水配

管・弁) 

・「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器(第2-1表) 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポンプ 
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・可搬型建屋内ホース 

・可搬型排水受槽 

・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

 

2.3.3.2 水供給設備 

冷却コイル等への通水時に水源として使用するとともに通水に使用した水を

受け入れ再び冷却コイル等への通水の水源とするために使用する。 

水供給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－３ 重大事故等への対処に

必要となる水の供給設備に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・第1貯水槽 

 

2.3.3.3 補機駆動用燃料補給設備 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホ

ース展張車及び運搬車で使用する軽油を補給するために使用する。 

補機駆動用燃料補給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－１－１ 非常

用発電装置の出力の決定に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・第1軽油貯槽 

・第2軽油貯槽 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ 

 

2.3.3.4 計測制御設備 

冷却コイル等への通水による冷却の対処を実施する際に以下の計測で使用す

る。 

・冷却コイル等への通水による冷却の成否判断並びに貯槽等の溶液温度の監視

のため，貯槽等の温度を計測する。 

・通水経路に損傷が無く，冷却コイル等への通水作業が開始できることを判断す

るため，加圧した通水経路の圧力を測定する。 

・冷却水供給が継続されていることの監視並びに冷却水通水流量を調整するた

め，冷却コイル等へ通水する冷却水の流量を計測する。 
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・各建屋に供給する冷却水流量の調整並びに各建屋に必要な水供給ができてい

ることの確認のため，各建屋への供給する冷却水の流量を計測する。 

・冷却コイル等への通水に使用した水の汚染の有無を確認するため，冷却コイル

等への通水に使用した水の線量を計測する。 

 

計測制御設備の設計方針については，「Ⅵ－１－４－１ 計測装置の構成に関

する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型冷却コイル通水流量計 

・可搬型建屋供給冷却水流量計 

・可搬型冷却水排水線量計 

 

2.3.3.5 代替試料分析関係設備 

可搬型排水受槽に回収した冷却コイル等への通水に使用した水の汚染の有無

を監視するために使用する。 

代替試料分析関係設備の設計方針については，「Ⅵ－１－７－２ 管理区域の

出入管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関する説明

書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 可搬型重大事故等対処設備 

a. 可搬型試料分析設備 

・可搬型放射能測定装置 

 

2.3.4 凝縮器への通水に使用する設備 

代替換気設備のセル導出設備の経路に設置した凝縮器へ通水するため，蒸発乾

固の発生防止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプの下流側に，凝縮器へ通水す

るための可搬型建屋内ホース及び可搬型配管を敷設し，可搬型建屋内ホースと凝

縮器の接続口を接続し，第1貯水槽の水を凝縮器に通水する。 

系統概要図を第2-4図に示す。 

 

2.3.4.1 代替安全冷却水系 

代替安全冷却水系は，可搬型中型移送ポンプと冷却水配管・弁(凝縮器)を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，凝縮器冷却水給排水配管・弁，可搬型排
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水受槽，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型配管，可搬型中型移送ポンプ運搬

車，ホース展張車及び運搬車を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプを運

転することで，代替換気設備のセル導出設備の凝縮器へ通水し，溶液の沸騰に伴

い発生する蒸気を凝縮できる設計とする。 

代替安全冷却水系は，可搬型中型移送ポンプと可搬型排水受槽を可搬型建屋

外ホース，可搬型建屋内ホース，凝縮器冷却水給排水配管・弁，可搬型排水受槽，

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型配管，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホー

ス展張車及び運搬車を用いて接続した上で，代替換気設備のセル導出設備の凝

縮器への通水に使用した排水を可搬型排水受槽に一旦貯留した後，可搬型中型

移送ポンプを運転することで，可搬型排水受槽の排水を水供給設備の第1貯水槽

へ移送し，排水を再び水源として用いることができる設計とする。なお，代替換

気設備のセル導出設備の凝縮器の詳細については，「Ⅵ－１－６－２ 代替換気

設備に関する説明書」に示す。 

また，技術基準規則第36条に適合するための設計方針については「Ⅵ－１－１

－４－２ 重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・主配管(冷却水配管・弁(凝縮器），凝縮器冷却水給排水配管・弁） 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポンプ 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型排水受槽 

・高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型配管 

・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

 

2.3.4.2 水供給設備 

凝縮器への通水時に水源として使用するとともに通水に使用した水を受け入

れ再び凝縮器への通水の水源とするために使用する。 

水供給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－３ 重大事故等への対処に

必要となる水の供給設備に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 
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・第1貯水槽 

 

2.3.4.3 補機駆動用燃料補給設備 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホ

ース展張車及び運搬車で使用する軽油を補給するために使用する。 

補機駆動用燃料補給設備の設計方針については，「Ⅵ－１－８－１－１ 非常

用発電装置の出力の決定に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 常設重大事故等対処設備 

・第1軽油貯槽 

・第2軽油貯槽 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ 

 

2.3.4.4 計測制御設備 

凝縮器への通水の対処を実施する際に以下の計測で使用する。 

・冷却水供給が継続されていることの監視並びに冷却水通水流量を調整するた

め，凝縮器へ通水する冷却水の流量を計測する。 

・各建屋に供給する冷却水流量の調整並びに各建屋に必要な水供給ができてい

ることの確認のため，各建屋への供給する冷却水の流量を計測する。 

・凝縮器への通水に使用した水の汚染の有無を確認するため，凝縮器への通水に

使用した水の線量を計測する。 

計測制御設備の設計方針については，「Ⅵ－１－４－１ 計測装置の構成に関

する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」に示す。 

主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型建屋供給冷却水流量計 

・可搬型冷却水排水線量計 

 

2.3.4.5 代替試料分析関係設備  

可搬型排水受槽に回収した冷却コイル等への通水に使用した水の汚染の有無

を監視するために使用する。 

代替試料分析関係設備の設計方針については，「Ⅵ－１－７－２ 管理区域の

出入管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関する説明

書」に示す。 
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主要な設備は，以下のとおりである。 

(1) 可搬型重大事故等対処設備 

a. 可搬型試料分析設備 

・可搬型放射能測定装置 
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第 2-1 表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の 

    発生を仮定する機器 

建屋 機器グループ 機器名 

前処理建屋 

前処理建屋 

内部ループ1 

中継槽A 

中継槽B 

リサイクル槽A 

リサイクル槽B 

前処理建屋 

内部ループ2 

中間ポットA 

中間ポットB 

計量前中間貯槽A 

計量前中間貯槽B 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

分離建屋 

分離建屋内部ループ1 高レベル廃液濃縮缶※1 

分離建屋内部ループ2 
高レベル廃液供給槽※1 

第6一時貯留処理槽 

分離建屋内部ループ3 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽A 

抽出廃液供給槽B 

第1一時貯留処理槽 

第8一時貯留処理槽 

第7一時貯留処理槽 

第3一時貯留処理槽 

第4一時貯留処理槽 

※1 長期予備は除く 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器名 

精製建屋 

精製建屋内部ループ1 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽 

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋内部ループ2 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第1一時貯留処理槽 

第2一時貯留処理槽 

第3一時貯留処理槽 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽A 

混合槽B 

一時貯槽※2 

※2 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器名 

高レベル廃液 

ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ1 

高レベル廃液混合槽A 

高レベル廃液混合槽B 

供給液槽A 

供給液槽B 

供給槽A 

供給槽B 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ2 

第1高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ3 

第2高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ4 

第1高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第2高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ5 

高レベル廃液共用貯槽※2 

※2 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第 2-1 図 内部ループへの通水による冷却の系統概要図 
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第 2-2 図 貯槽等への注水の系統概要図 
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第 2-3 図 冷却コイル等への通水による冷却の系統概要図 
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第 2-4 図 凝縮器への通水の系統概要図 
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1. 放射性物質の漏えいに対処するための設備の基本方針 

 

1.1 概要 

本章は，放射性物質の漏えいに対処するための設備の基本方針について説明するも

のである。 

 

1.2 基本方針 

液体状，固体状及び気体状の放射性物質に関する閉じ込め機能の喪失が発生した場

合においても，放射性物質の漏えいは発生が想定されないことから，放射性物質の漏え

いに対処するための設備は不要である。 
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Ⅵ－１－１－３ 

設備別記載事項の設定根拠に関する

説明書 
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Ⅵ－１－１－３－１ 

再処理設備本体 
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Ⅵ－１－１－３－１－１ 

溶解施設 
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（1）容器

1

39921



名称 
放射性配管分岐第 1セル漏えい液受皿 1 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ −
高さ mm  

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

【室等の漏えい拡大防止】

 放射性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿 1 は，設計基準対象の施設とし

て放射性物質を含む溶液を保有する系統の配管から漏えいが発生した場合に，漏えい

の拡大を防止するために設置する。 

・重大事故等対処設備

【セルへの導出経路の構築】

放射性配管分岐第 1セル漏えい液受皿 1 は，【内部ループへの通水に

よる冷却】が機能しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するために設置する。系統

構成は，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

放射性配管分岐第 1セル漏えい液受皿 1 を重大事故等対処設備として

使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重力流にて移送し，

であるため， とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

放射性配管分岐第1セル漏えい液受皿1 を重大事故等対処設備とし

て使用する場合の温度は，凝縮器及び予備凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるた

め，50℃とする。 

(3) 高さの設定根拠

設計基準対象の施設として使用する放射性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿 1

の高さは，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第 4回申請（再

建発第 5 号 平成 7 年 5 月 22 日認可）にて認可された設計及び工事の方法の添付書類

2
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「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-1 漏えい液受皿

の容量に関する説明書」により， mm とする。なお，漏えい液受皿の有効容量は以下

のとおり。 

有効容量：    m3 

放射性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿 1 を重大事故等対処設備として

使用する場合,沸騰に至る前までに、冷却コイル等への通水を実施して事態の収束を図

るため、凝縮水は発生しないことから、設計基準対象の施設と同じ高さ mm とする。 

(4) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する放射性配管分岐第1セル漏えい液受皿1

は，放射性物質を含む溶液を保有する系統の配管から漏えいが発生し

た場合に，漏えいの拡大を防止するために必要な個数として，1個設置する。 

放射性配管分岐第1セル漏えい液受皿1 を重大事故等対処設備とし

て使用する場合の個数は，【内部ループへの通水による冷却】が機能しなかった場合

に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水と

して漏えい液受皿等に回収するため，設計基準対象の施設と同様に，1個とする。 

3
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名称 
溶解槽 

 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力

本体 MPa  

加熱ジャケット部 MPa － 

冷却ジャケット部 MPa － 

消泡ジャケット部 MPa － 

最高使用温度

本体 ℃  

加熱ジャケット部 ℃ － 

冷却ジャケット部 ℃ － 

消泡ジャケット部 ℃ － 

伝熱面積

加熱ジャケット部 m2/個 － 

冷却ジャケット部 m2/個 － 

消泡ジャケット部 m2/個 － 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

溶解槽は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機でせん断した燃

料せん断片を受け入れ，高温の硝酸で燃料部分を溶解し，溶解液を第 1 よう素追い

出し槽へ送液し，溶解後残った燃料被覆管せん断片をハル洗浄槽へ排出するために

設置する。 

・重大事故等対処設備

溶解槽は，重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮定する機器である。ま

た，ハル洗浄槽で臨界事故が発生した場合に廃ガス貯留設備へ廃ガスを導出する流

路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する溶解設備の溶解槽，溶解槽デミスタ，

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主配管で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する溶解槽の最高使用圧力は，

最大でも kPa であり， であることから，

と同様であり とする。 

4
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溶解槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界による水蒸気の発生

に伴い圧力が上昇した場合でも ，設

計基準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する溶解槽の最高使用温度は，内包する溶液の最

大温度 ℃を上回る ℃とする。 

溶解槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に

伴う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

3. 個数

設計基準対象の施設として使用する溶解槽の個数は，使用済燃料の溶解処理に必

要な個数として 1系列あたり 1個設置し，合計 2個とする。 

溶解槽を重大事故等時において使用する場合の個数は，臨界事故の発生を仮定す

る機器であり設計基準対象の施設と同様に 1系列につき 1個とし，合計 2個とする。 

5
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名称 
中間ポット 

 

容量 － － 

本体
最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

冷却ジャケット部
最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

中間ポットは，設計基準対象の施設として，溶解槽からの溶解液を冷却したあと，

重力流により清澄・計量設備へ移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

代替安全冷却水系としての中間ポットは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び機器注水配管・弁

で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する中間ポットの最高使用圧力は，

溶解液を考慮して， とする。 

中間ポットを重大事故等時に使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様に

溶解液を考慮して， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する中間ポットの最高使用温度は，冷却ジャケット

出口の最高使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

中間ポットを重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される硝酸の沸点

が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

6
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3. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての中間ポットの伝熱面積の設定根拠については，再処理

施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第5回申請（再建発第31号 平成8年2

月28日認可）にて認可された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工事の方法

の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 崩壊熱除去に関する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

中間ポットにおける，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表1,表

2）から，冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を見込み，

℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度として，

℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
中間ポット 

(ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

*1：バランス計算の都合上、 ℃として計算した。

7
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表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 
中間ポット 

(ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

4. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する中間ポットは，溶解槽からの溶解液を冷却した

あと，重力流により清澄・計量設備へ移送するために必要な個数として，溶解設備1系

統につき1個とし，合計2個設置する。 

中間ポットを重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生が仮定される貯槽であるので設計基準対象の施設と同様に，溶解設備1系統につ

き1個とし，合計2個とする。 

8

39928

j2209125
長方形



名 称 
中間ポット堰付サイホン 

分離ポット  

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 － － 

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

中間ポット堰付サイホン分離ポットは，設計基準対象の施設として，中間ポット堰付

サイホンによって排出された中間ポット内の溶液を気液分離するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての中間ポットA，B堰付サイホン分離ポットは，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器へ冷却水を注水するための流路として使

用する。 

系統構成は，機器注水配管・弁及び「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する中間ポットA，B堰付サイホン分離ポットの最高

使用圧力は，真空ポンプユニットA,Bの最高使用圧力が  MPaであるため，

 MPaとする 

中間ポットA，B堰付サイホン分離ポットを重大事故等対象設備として使用する場合

の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が  MPaであるため、これ

を上回る  MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する中間ポットA，B堰付サイホン分離ポットの最高

使用温度は，中間ポットA，B堰付サイホン冷却ジャケット出口の配管の最高使用温度

が  ℃であるため，  ℃とする。 
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中間ポットA，B堰付サイホン分離ポットを重大事故等対処設備として使用する場合

の温度は，注水に使用する水温が  ℃（常温）であることから，設定基準対象の施設

の最高使用温度と同じ  ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設定基準対象の施設として使用する場合の中間ポット堰付サイホン分離ポットは，

中間ポット堰付サイホンによって排出された中間ポット内の溶液を気液分離するた

めに必要な個数として，溶解設備1系統につき1個の合計2個とする 

中間ポットA，B堰付サイホン分離ポットは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器へ注水するための流路として設置するので，設計基準対象の施設

と同様に，個数は溶解設備1系統につき1個の合計2個とする 
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名 称 
エンドピース酸洗浄槽

 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力

本体 MPa  

加熱・冷却

ジャケット部
MPa － 

冷却ジャケット部 MPa － 

最高使用温度

本体 ℃  

加熱・冷却

ジャケット部
℃ － 

冷却ジャケット部 ℃ － 

伝熱面積

加熱・冷却

ジャケット部
m2/個 － 

冷却ジャケット部 m2/個 － 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

エンドピース酸洗浄槽は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機

でせん断したエンドピースを高温の硝酸を用いて洗浄した後，エンドピース水洗浄

槽へ排出するために設置する。 

・重大事故等対処設備

エンドピース酸洗浄槽は，重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮定する

機器である。 

 系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する溶解設備のエンドピース酸洗浄槽，せ

ん断処理・溶解廃ガス処理設備の主配管で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するエンドピース酸洗浄槽の最高使用圧力は，

最大でも kPa であり

であることから， と同様であり とする。 

エンドピース酸洗浄槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界によ

る水蒸気の発生に伴い圧力が上昇した場合でも  
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，設計基準対象の施設として使用する場合と同様に

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するエンドピース酸洗浄槽の最高使用温度は，内

包する溶液の最大温度 ℃を上回る ℃とする。 

エンドピース酸洗浄槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界事故

の発生を仮定する機器のうち想定する溶液温度が最も高くなる機器と同様とし，

℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するエンドピース酸洗浄槽の個数は，使用済燃料

の溶解処理に必要な個数として 1系列あたり 1個設置し，合計 2個とする。 

エンドピース酸洗浄槽を重大事故等時において使用する場合の個数は，臨界事故

の発生を仮定する機器であり設計基準対象の施設と同様に 1 系列につき 1 個とし，

合計 2個とする。 
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名称 
ハル洗浄槽

 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

ハル洗浄槽は，設計基準対象の施設として，溶解施設の溶解槽で燃料せん断片を溶

解後に残った燃料被覆管せん断片(ハル)を洗浄するために設置する。 

・重大事故等対処設備

ハル洗浄槽は，重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮定する機器である。 

 系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する溶解設備のハル洗浄槽，せん断処理・

溶解廃ガス処理設備の配管等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するハル洗浄槽の最高使用圧力は，

最大でも kPa であり， であることから，

と同様であり とする。 

ハル洗浄槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界による水蒸気の発

生に伴い圧力が上昇した場合でも

，設計基準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するハル洗浄槽の最高使用温度は，加温した除染液

の受入れを考慮し，除染液の最大温度 ℃を上回る ℃とする。 

ハル洗浄槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界事故の発生を仮定

する機器のうち想定する溶液温度が最も高くなる機器と同様とし， ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するハル洗浄槽の個数は，使用済燃料の溶解処理に

必要な個数として 1系列あたり 1個設置し，合計 2個とする。 
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ハル洗浄槽を重大事故等時において使用する場合の個数は，臨界事故の発生を仮

定する機器であり設計基準対象の施設と同様に 1 系列につき 1 個とし，合計 2 個と

する。 
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(2) 主配管 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水系から異材接手 までをつなぐ配管であり，冷

却水を中間ポット の冷却ジャケットに通水するために設置する。  

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水系から異材接手 までをつなぐ配管であり，想

定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポットの冷却ジャ

ケットへ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ポンプの

最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，設計基準対象の施設の最高使用温度と同じ  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

16

39936



 

 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(SUS側)  ／ 

 異材接合部  ／ 

   出口(Zr側)      

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

異材継手 は，冷却水を中間ポット の冷却ジャケット

に通水する配管の異材接合部に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

異材継手 は，中間ポット  の冷却ジャケットに冷却水

を通水する配管の異材接合部に設置する接手であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポットの冷却水ジャケット

へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本異材継手の最高使用圧力は，安全冷却水ポン

プの最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。  

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポ

ンプによる冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本異材継手の最高使用温度は，安全冷却水ポン

プの最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。   

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水

温が  ℃（常温）であることから，設計基準対象の施設の最高使用温度と同じ  ℃と

する。 
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3. 外径の設定根拠 

入口（SUS側）及び出口（Zr側）の外径は接続配管と同様の  mmとする。 

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため，  mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ(  mm)の2

倍，又はSUS配管部(  mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，公称

厚さは mmとする。 

以上より，異材接合部の外径は，両側配管の内径 mmに公称厚さ mmを考慮して

mmとする。 
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名称 

 

～ 

中間ポット  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 から中間ポット までをつなぐ配

管であり，冷却水を中間ポット の冷却ジャケットに通水するために設置

する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，異材接手 から中間ポット までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポッ

トの冷却ジャケットへ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ポンプの

最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，設計基準対象の施設の最高使用温度と同じ  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間ポット  

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，中間ポット から異材接手 までをつなぐ配

管であり，冷却水を中間ポット の冷却ジャケットから回収するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，中間ポット から異材接手 までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポッ

トの冷却ジャケットから回収するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，中間ポットの冷却ジャ

ケットからの戻りは温度  ℃なので，それを上回る  ℃とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ポンプの

最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，設計基準対象の施設の最高使用温度と同じ  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(Zr側)  ／ 

異材接合部  ／ 

  出口(SUS側)      

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

異材継手 は，冷却水を中間ポット の冷却ジャケット

から回収する配管の異材接合部に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

異材継手 は，中間ポット  の冷却ジャケットから冷却水

を回収する配管の異材接合部に設置する接手であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポットの冷却水ジャケットから回

収するために使用する。  

  

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本異材継手の最高使用圧力は，安全冷却水ポン

プの最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。  

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポ

ンプによる冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本異材継手の最高使用温度は，安全冷却水ポン

プの最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。  

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，中間ポットの冷却

ジャケットからの戻りは温度  ℃なので，それを上回る  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

入口（SUS側）及び出口（Zr側）の外径は接続配管と同様の  mmとする。 

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため，  mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ(  mm)の2

倍，又はSUS配管部(  mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，公称

厚さは mmとする。 

以上より，異材接合部の外径は，両側配管の内径 mmに公称厚さ mmを考慮して

mmとする。 
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名称 

 

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 から安全冷却水系までをつなぐ配管であり，冷

却水を中間ポット の冷却ジャケットから回収するために設置する。  

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，異材接手 から安全冷却水系までをつなぐ配管であり，想

定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポットの冷却ジャ

ケットから回収するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ポンプの

最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，中間ポットの冷却ジャ

ケットからの戻りは温度  ℃なので，それを上回る  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

26

39946



 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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39947



 

名称 

 

～ 

中継槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は， から中継槽 までをつなぐ配管であり，気液分

離された中間ポット からの溶解液を中継槽 に移送するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は， から中継槽 までをつなぐ配管であり，想定さ

れる重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中継槽 へ供

給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，分離ポット

の最高使用圧力が  MPa であるため，  MPa とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，分離ポット

の最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 
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39948



 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm，  m

m，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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Ⅵ－１－１－３－１－１－１－１ 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

39950



(1) 容器

1

39951



 

名称 

代替可溶性中性子吸収材 

緊急供給槽 

 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽は，重大事故等対処設備として，溶解槽において

臨界事故が発生した場合に代替可溶性中性子吸収材緊急供給系を用いて可溶性中性子

吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を重力流により供給し，溶解槽を未臨界に移行させる

とともに未臨界を維持するために設置する。 

系統構成は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽，主要弁 及

び代替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管・弁で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽の容量は，溶解槽での臨界事故の発生が想定さ

れる危機状態のうち，最も厳しい状態において未臨界への移行に必要となる量に，重

力流での供給中に駆動力を維持する観点から，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽出

口から溶解槽までの満水流れで流れる配管を可溶性中性子吸収材で満たすための容量

を考慮して設定する。 

溶解槽の未臨界への移行に必要な可溶性中性子吸収材の量は m3，配管等を満た

すための容量は約 m3であるため，必要な可溶性中性子吸収材の量は m3以上で

ある。 

以上より，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽の容量は， m3を上回る m3/個

以上とする。公称値は要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽を重大事故等対処設備として使用する場合の圧

力は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽が であることから， と

する。 

 

2

39952



 

3. 最高使用温度の設定根拠 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽を重大事故等対処設備として使用する場合の温

度は，臨界事故による溶解槽内の溶液温度上昇の影響を受けないため，設置室(セル

外)の最大環境温度 ℃を上回る， ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽の個数は，可溶性中性子吸収材を確実かつ迅速

に供給できるよう，溶解槽1個あたり1個を設置するものとし，合計2個設置する。 

 

3

39953



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 主要弁 

4

39954



 

名称 
主要弁 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

主要弁 は，溶解槽において臨界事故が発生した場合に，弁を

開放することにより代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽に貯留している可溶性中性

子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を，重力流にて溶解槽に供給し，未臨界に移行させ

るとともに未臨界を維持するために設置する。 

系統構成は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽，主要弁 及

び代替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管・弁で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁 は，機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため

最高使用圧力を設定しないが，可溶性中性子吸収材の供給元である代替可溶性中性子

吸収材緊急供給槽からの水頭圧を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁 を重大事故等対処設備として使用する場合の温度

は，可溶性中性子吸収材の供給元である代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽と同じ

℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁 は，可溶性中性子吸収材を確実かつ迅速に供給でき

るよう，溶解槽 1個あたり 2個で構成し，合計で 4個設置する。 

 

5

39955



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 主配管 

6

39956



 

名称 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽

 

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽 から弁

までを接続する配管であり，溶解槽において臨界事故が発生した場合

に，主要弁 を自動で開放することにより，代替可溶性中性子吸

収材緊急供給槽に貯留している可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を重力

流にて溶解槽に供給し，溶解槽を未臨界に移行させるとともに未臨界を維持するため

に設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽が であることから， とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過度の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，溶解槽を未臨

界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径として， mmを選定

する。 

 

 

    

7

39957



 

名称 

弁  

～ 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽

出口配管

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，弁 から代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽出口

配管 までを接続する配管であり，溶解槽

において臨界事故が発生した場合に，主要弁 を自動で開放す

ることにより，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽に貯留している可溶性中性子吸収

材(硝酸ガドリニウム溶液)を，重力流にて溶解槽に供給し，溶解槽を未臨界に移行さ

せるとともに未臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽が であることから， とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過度の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，溶解槽を未臨

界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径として， mm，

mmを選定する。 

 

  

8

39958



 

名称 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽

出口配管  

～ 

付近 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽出口配管 か

ら 付近までを接続する配管であり，主要弁 を

自動で開放することにより，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽に貯留している可溶

性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を重力流にて溶解槽に供給し，溶解槽を未臨

界に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽が であることから， とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過度の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，溶解槽を未臨

界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径として， mm及び

mmを選定する。 
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39959



名称 

計測制御用空気貯槽出口配管

 

～ 

弁

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管

から弁

までを接続する配管であり，主要弁 の駆動に使用する計測制

御用空気の供給のため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，計測制御用空気を供給する

安全空気圧縮装置の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，溶解槽における臨界発生を

仮定した場合の安全圧縮空気系の運転状態が通常運転状態と同様であり，供給元であ

る計測制御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，主要弁

1個の駆動に必要な空気量を考慮して，標準流速を目安に mmとする。 

 

  

10

39960



 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速* 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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Ⅵ－１－１－３－１－１－１－２ 

重大事故時可溶性中性子吸収材 

供給系 

39962



(1) 容器

1 39963



 

名称 

重大事故時可溶性中性子 

吸収材供給槽 

(エンドピース酸洗浄槽用) 

 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)は，重大事故等

対処設備として，エンドピース酸洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，重大

事故時可溶性中性子吸収材供給系(エンドピース酸洗浄槽用)を用いて可溶性中性子

吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を重力流により供給し，エンドピース酸洗浄槽を未

臨界に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

系統構成は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)，

主要弁 及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁

(エンドピース酸洗浄槽用)で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)の容量は，エン

ドピース酸洗浄槽での臨界事故の発生が想定される危機状態のうち，最も厳しい状

態において未臨界への移行に必要となる量に，重力流での供給中に駆動力を維持す

る観点から，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)出口

からエンドピース酸洗浄槽までの満水流れで流れる配管を可溶性中性子吸収材で満

たすための容量を考慮して設定する。 

エンドピース酸洗浄槽の未臨界への移行に必要な可溶性中性子吸収材の量は

m3及び配管等を満たすための容量は約 m3であるため，必要な可溶性中性子

吸収材の量は m3以上である。 

以上より，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)の容

量は， m3を上回る m3/個以上とする。公称値は要求される容量と同じ m3/

個とする。 

 

 

2 39964



 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)を重大事故等対

処設備として使用する場合の圧力は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンド

ピース酸洗浄槽用)が であることから， とする。 

 

3.最高使用温度の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)を重大事故等対

処設備として使用する場合の温度は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンド

ピース酸洗浄槽用)が臨界事故によるエンドピース酸洗浄槽内の溶液温度上昇の影響

を受けないため，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回る ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)の個数は，可溶

性中性子吸収材を確実かつ迅速に供給できるよう，エンドピース酸洗浄槽1個あたり

1個を設置するものとし，合計2個設置する。 

 

 

3 39965



 

名称 

重大事故時可溶性中性子 

吸収材供給槽 

(ハル洗浄槽用) 

 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)は，重大事故等対処設備と

して，ハル洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，重大事故時可溶性中性子吸

収材供給系(ハル洗浄槽用)を用いて可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を

重力流により供給し，ハル洗浄槽を未臨界に移行させるとともに未臨界を維持する

ために設置する。 

系統構成は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)，主要弁

及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁(ハル

洗浄槽用)で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)の容量は，ハル洗浄槽A,Bで

の臨界事故の発生が想定される危機状態のうち，最も厳しい状態において未臨界へ

の移行に必要となる量に，重力流での供給中に駆動力を維持する観点から，重大事

故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル酸洗浄槽用)出口からハル洗浄槽までの満水流

れで流れる配管を可溶性中性子吸収材で満たすための容量を考慮して設定する。 

ハル洗浄槽の未臨界への移行に必要な可溶性中性子吸収材の量は m3及び配管

等を満たすための容量は約 m3であるため，必要な可溶性中性子吸収材の量は約

m3以上である。 

以上より，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)の容量は，

m3を上回る m3/個以上とする。公称値は要求される容量と同じ m3/個とす

る。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)を重大事故等対処設備とし

て使用する場合の圧力は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)が

であることから， とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)を重大事故等対処設備とし

て使用する場合の温度は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)が

臨界事故によるハル洗浄槽内の溶液温度上昇の影響を受けないため，設置室(セル

外)の最大環境温度 ℃を上回る ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)の個数は，可溶性中性子吸

収材を確実かつ迅速に供給できるよう，ハル洗浄槽1個あたり1個を設置するものと

し，合計2個設置する。 
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(2)　主要弁
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名称 
主要弁 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

主要弁 は，エンドピース酸洗浄槽において臨界事故が発生

した場合に，弁を開放することにより重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンド

ピース酸洗浄槽用)に貯留している可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を，

重力流にてエンドピース酸洗浄槽に供給し，未臨界に移行させるとともに未臨界を維

持するために設置する。 

系統構成は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)，主

要弁 及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁(エ

ンドピース酸洗浄槽用)で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁 は，機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため

最高使用圧力を設定しないが，可溶性中性子吸収材の供給元である重大事故時可溶性

中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)からの水頭圧を考慮し，接続配管の最

高使用圧力と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁 を重大事故等対処設備として使用する場合の温度

は，可溶性中性子吸収材の供給元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エン

ドピース酸洗浄槽用)と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁 は，可溶性中性子吸収材を確実かつ迅速に供給でき

るよう，エンドピース酸洗浄槽 1個あたり 2個で構成し，合計で 4個設置する。 
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名称 
主要弁 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

主要弁 は，ハル洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，

弁を開放することにより重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)に貯

留している可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を，重力流にてハル洗浄槽に

供給し，未臨界に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

系統構成は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)，主要弁

及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁(ハル洗

浄槽用)で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁 は，機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため

最高使用圧力を設定しないが，可溶性中性子吸収材の供給元である重大事故時可溶性

中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)からの水頭圧を考慮し，接続配管の最高使用圧力

と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁 を重大事故等対処設備として使用する場合の温度

は，可溶性中性子吸収材の供給元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル

洗浄槽用)と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁 は，可溶性中性子吸収材を確実かつ迅速に供給でき

るよう，ハル洗浄槽 1個あたり 2個で構成し，合計で 4個設置する。 
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(3)　主配管
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名称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給

槽(エンドピース酸洗浄槽用) 

 

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)

から弁 までを接続する配管であり，エンドピー

ス酸洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，主要弁 を自

動で開放することにより，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗

浄槽用)に貯留している可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を重力流にてエ

ンドピース酸洗浄槽に供給し，エンドピース酸洗浄槽を未臨界に移行させるとともに

未臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)が

であることから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過度の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，エンドピース

酸洗浄槽を未臨界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径とし

て， mmを選定する。 
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名称 

弁  

～ 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給

槽(エンドピース酸洗浄槽用)出口配

管  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，弁 から重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

(エンドピース酸洗浄槽用)出口配管 までを接続する配管で

あり，エンドピース酸洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，主要弁

を自動で開放することにより，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エ

ンドピース酸洗浄槽用)に貯留している可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)

を重力流にてエンドピース酸洗浄槽に供給し，エンドピース酸洗浄槽を未臨界に移行

させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)が

であることから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過度の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，エンドピース

酸洗浄槽を未臨界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径とし

て， mmを選定する。 
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名称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

(エンドピース酸洗浄槽用)出口配管

 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)出口配

管 から までを接続する配管であり，エンドピ

ース酸洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，主要弁 を自

動で開放することにより，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄

槽用)に貯留している可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を重力流にてエン

ドピース酸洗浄槽に供給し，エンドピース酸洗浄槽を未臨界に移行させるとともに未

臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(エンドピース酸洗浄槽用)が

であることから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過度の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃及

び ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，エンドピース酸

洗浄槽を未臨界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径として，

mmを選定する。 
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名称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給

槽(ハル洗浄槽用) 

 

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)

から弁 までを接続する配管であり，ハル洗浄槽において臨界

事故が発生した場合に，主要弁 を自動で開放することにより，

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)に貯留している可溶性中性子

吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を重力流にてハル洗浄槽に供給し，ハル洗浄槽を未臨

界に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)が であるこ

とから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過渡の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，ハル洗浄槽を

未臨界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径として， mmを

選定する。 

 

  

13 39975



 

名称 

弁  

～ 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給

槽(ハル洗浄槽用)出口配管

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，弁 から重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

(ハル洗浄槽用)出口配管 までを接続する配管であり，ハル

洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，主要弁 を自動で

開放することにより，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)に貯留し

ている可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を，重力流にてハル洗浄槽に供給

し，ハル洗浄槽を未臨界に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)が であるこ

とから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過渡の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，ハル洗浄槽を

未臨界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径として， mmを

選定する。 
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名称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給

槽(ハル洗浄槽用)出口配管

 

～ 

ハル洗浄槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)出口配管

からハル洗浄槽 までを接続する配管であり，ハル洗

浄槽において臨界事故が発生した場合に，主要弁 を自動で開

放することにより，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)に貯留して

いる可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を，重力流にてハル洗浄槽に供給

し，ハル洗浄槽を未臨界に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材の供給

元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(ハル洗浄槽用)が であるこ

とから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時におけ

る過渡の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る ℃と

する。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，経路の高低差および配管経路の圧力損失を考慮し，ハル洗浄槽を

未臨界に移行させうる量を所定時間内に供給するために必要な外径として， mmを

選定する。 
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Ⅵ－１－１－３－１－１－２ 

清澄・計量設備 
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（1）容器

1
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名 称 
清澄機 

 

最高使用圧力 MPa 
ケーシング ／

サイホン部 

最高使用温度 ℃  

個 数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 前処理建屋の清澄・計量設備の清澄機 A,B は，設計基準対象の施設

として溶解液中の不溶解残渣を分離除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

代替安全冷却水系としての清澄機 A,B は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器へ注水するための流路である。

系統構成は，機器注水配管・弁で構成する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する清澄機A,B のケーシングの最高

使用圧力は，大気開放の容器であるため とする。サイホン部の最高使用圧力

は，通常運転時の圧力が MPaであるため，上回る MPaと

する。 

清澄機A,B のケーシングは、重大事故等時に使用しない。サイホン

部の重大事故等時に使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの使用圧力と同

じ MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する清澄機A,B の最高使用温度は，

通常運転時の温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

清澄機 A,B のケーシングは、重大事故等時に使用しない。サイホン

部の重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポンプの使用温

度と同じ ℃とする。 

2
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3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する清澄機 A,B は，放射性物質を除

去するために必要な個数として，清澄・計量設備 1 系統につき 1 個とし，合計 2 個

設置する。 

清澄機 A,B を重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生が仮定される貯槽であるので設計基準対象の施設と同様に，清

澄・計量設備 1 系統につき 1 個とし，合計 2 個とする。 

3
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名 称 
中継槽 

 

容量 m3/個  

本体 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 2 

冷却

ジャケ

ット部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

清澄・計量設備の中継槽 は，設計基準対象の施設として溶解設備の中

間ポットから溶解液を受け入れ，その溶解液を清澄機に供給するために設置する。 

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，溶液の放

射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。また，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去

する設計とする。  

・重大事故等対処設備

代替安全冷却水系としての中継槽は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生の可

能性がある貯槽である。 

系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び機器注水配管・弁で

構成する。 

代替安全圧縮空気系としての中継槽は，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配管・弁で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する中継槽 の容量は，貯槽の有効容量

である m3/個とする。 

中継槽 を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設計基準

対象の施設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 中継槽 の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する中継槽 の最高使用圧力は，

であるため溶解液を考慮して， とする。 

中継槽 を重大事故等時に使用する場合の圧力は，設計基準対象の施

設と同様に溶解液を考慮して， とする。 

2.2 中継槽 の冷却ジャケット部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する中継槽 の冷却ジャケット部の最

高使用圧力は，通常運転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとす

る。 

中継槽 の冷却ジャケット部を重大事故等対処設備として使用する場

合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 中継槽 の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として中継槽 の本体の最高使用温度は，通常運

転時の温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

中継槽 の重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される

硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

3.2 中継槽 の冷却ジャケット部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する中継槽 の冷却ジャケット部の最

高使用温度は，通常運転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

中継槽 の冷却ジャケット部を重大事故等対処設備として使用する場

合の温度は，可搬型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設として中継槽 の伝熱面積の設定根拠については，

再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第 4回申請（再建発第 5号 平

成 7年 5月 22 日認可）にて認可された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び

工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 崩壊熱除去に関する説明書」

による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より
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貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

中継槽 における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果

（表 1,表 2）から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余

裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸点を十分に下回る

温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
中継槽 

（冷却ジャケット） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
中継槽 

（冷却ジャケット） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には4面ある冷却ジャケットのうち1面のみ使用 
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5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する中継槽 は，溶解設備の中間ポット

から溶解液を受け入れ，その溶解液を清澄機に供給するために必要な個数として，清澄・

計量設備1系統につき1個とし，合計2個設置する。 

中継槽 を重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生が仮定される貯槽で

あるので設計基準対象の施設と同様に，清澄・計量設備1系統につき1個とし，合計2個

とする。 
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名 称 
リサイクル槽

 

容量 m3/個  

本体 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 2 

冷却

ジャケ

ット部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

清澄・計量設備のリサイクル槽 A,B は，設計基準対象の施設として清

澄機に捕集した不溶解残渣の洗浄液を受け入れ，中継槽に戻すために設置する。 

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，溶液の放

射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。また，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去

する設計とする。  

・重大事故等対処設備

 代替安全冷却水系としての中継槽は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び機器注水配管・弁で

構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽A,B の容量は，貯槽

の有効容量である m3/個とする。 

リサイクル槽A,B を重大事故等対処設備として使用する場合の容量

は，設計基準対象の施設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 リサイクル槽A,B の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽A,B の最高使用圧

力は， であるため溶解液を考慮して， とする。 

リサイクル槽A,B を重大事故等時に使用する場合の圧力は，設計基準

対象の施設と同様に溶解液を考慮して， とする。 

2.2 リサイクル槽A,B の冷却ジャケット部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽A,B の冷却ジャケ

ット部の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

リサイクル槽A,B の冷却ジャケット部を重大事故等対処設備として

使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 リサイクル槽A,B の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽A,B の本体の最高

使用温度は，通常運転時の温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

リサイクル槽A,B の重大事故等時において使用する場合の温度は，

想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

3.2 リサイクル槽A,B の冷却ジャケット部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽A,B の冷却ジャケ

ット部の最高使用温度は，通常運転時が ℃であるため，これを上回る ℃とす

る。 

リサイクル槽A,B の冷却ジャケット部を重大事故等対処設備として

使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポンプの最高温度と同じ ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

伝熱面積の設定根拠については，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申

請書 第 4回申請（再建発第 5号 平成 7年 5月 22 日認可）にて認可された設計及び工

事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添

付-3 崩壊熱除去に関する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より
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貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

リサイクル槽 A,B における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除

熱評価結果（表 1,表 2）から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃

に対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸点を十

分に下回る温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
リサイクル槽

（冷却ジャケット） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
リサイクル槽

（冷却ジャケット） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には4面ある冷却ジャケットのうち1面のみ使用 
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5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽A,B は，設計基準対

象の施設として清澄機に捕集した不溶解残渣の洗浄液を受け入れ，中継槽に戻すため

に必要な個数として，清澄・計量設備1系統につき1個とし，合計2個設置する。 

リサイクル槽A,B を重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生が仮定さ

れる貯槽であるので設計基準対象の施設と同様に，清澄・計量設備1系統につき1個と

し，合計2個とする。 
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名 称 
計量前中間貯槽 A,B 

 

容量 m3/個  

本体 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 2 

冷却

コイル

部

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

清澄・計量設備の計量前中間貯槽 A,B は，設計基準対象の施設として

清澄・計量設備の清澄機から溶解液を受け入れ，その溶解液を清澄・計量設備の計

量・調整槽に移送するために設置する。 

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，溶液の放

射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。また，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去

する設計とする。  

・重大事故等対処設備

代替安全冷却水系としての計量前中間貯槽A,B は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び機器注水配管・弁で

構成する。 

代替安全圧縮空気系としての計量前中間貯槽A,B は，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配管・弁で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量前中間貯槽A,B の容量は，貯

槽の有効容量である m3/個とする。 

計量前中間貯槽A,B を重大事故等対処設備として使用する場合の容量

は，設計基準対象の施設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 計量前中間貯槽A,B の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量前中間貯槽A,B の最高使

用圧力は， であるため溶解液を考慮して， とする。 

計量前中間貯槽A,B を重大事故等時に使用する場合の圧力は，設計

基準対象の施設と同様に溶解液を考慮して， とする。 

2.2 計量前中間貯槽A,B の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量前中間貯槽A,B の冷却コイ

ル部の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

計量前中間貯槽A,B の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使

用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 計量前中間貯槽A,B の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量前中間貯槽A,B の本体の最

高使用温度は，通常運転時の温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

計量前中間貯槽A,B の重大事故等時において使用する場合の温度

は，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3.2 計量前中間貯槽A,B の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量前中間貯槽A,B の冷却コイ

ル部の最高使用温度は，通常運転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。

計量前中間貯槽A,B の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使

用する場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生す

る水素による爆発の発生を想定する機器の使用温度である ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量前中間貯槽 A,B の伝熱面積の

設定根拠については，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第 4回申

請（再建発第 5号 平成 7年 5月 22 日認可）にて認可された設計及び工事の方法の添

付書類「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 崩壊熱除

去に関する説明書」による。 
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重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

計量前中間貯槽 A,B における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の

除熱評価結果（表 1,表 2）から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件

℃に対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸点

を十分に下回る温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量前中間貯槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量前中間貯槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 
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＊2：重大事故時には4本ある冷却コイルのうち1本のみ使用 

5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量前中間貯槽A,B の本体は，設

計基準対象の施設として清澄・計量設備の清澄機から溶解液を受け入れ，その溶解液

を清澄・計量設備の計量・調整槽に移送するために必要な個数として，2個設置する。 

計量前中間貯槽A,B を重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生が仮定

される貯槽であるので設計基準対象の施設と同様に，2個とする。 
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名 称 
計量後中間貯槽 

 

容量 m3/個  

本体 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

冷却

コイル

部

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

清澄・計量設備の計量後中間貯槽 は，設計基準対象の施設として計量・

調整槽から溶液を受け入れて，その溶解液を分離施設の分離設備へ移送するために設

置する。 

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，溶液の放

射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。また，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去

する設計とする。  

・重大事故等対処設備

代替安全冷却水系としての計量後中間貯槽 は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び機器注水配管・弁で

構成する。 

代替安全圧縮空気系としての計量後中間貯槽 は，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配管・弁で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量後中間貯槽 の容量は，貯槽の有

効容量である m3/個とする。 

計量後中間貯槽 を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設

計基準対象の施設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 計量後中間貯槽 の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量後中間貯槽 の最高使用圧力

は， であるため溶解液を考慮して， とする。 

計量後中間貯槽 を重大事故等時に使用する場合の圧力は，設計基準対象

の施設と同様に溶解液を考慮して， とする。 

2.2 計量後中間貯槽 の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量後中間貯槽 の冷却コイル部の

最高使用圧力は，通常運転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaと

する。 

計量後中間貯槽 の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使用する

場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 計量後中間貯槽 の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量後中間貯槽 の本体の最高使用

温度は，通常運転時の温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

計量後中間貯槽 の重大事故等時において使用する場合の温度は，想定

される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

3.2 計量後中間貯槽 の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量後中間貯槽 の冷却コイル部の

最高使用温度は，通常運転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

計量後中間貯槽 の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使用する

場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素

による爆発の発生を想定する機器の使用温度である ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量後中間貯槽 の伝熱面積の設定根

拠については，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第 4回申請（再

建発第 5号 平成 7年 5月 22 日認可）にて認可された設計及び工事の方法の添付書類

「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 崩壊熱除去に関

する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内
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部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

計量後中間貯槽 のにおける，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱

評価結果（表 1,表 2）から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に

対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸点を十分

に下回る温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量後中間貯槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量後中間貯槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には4本ある冷却コイルのうち1本のみ使用 
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5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量後中間貯槽 の本体は，設計基準

対象の施設として計量・調整槽から溶液を受け入れて，その溶解液を分離施設の分離

設備へ移送するために必要な個数として，1個設置する。 

計量後中間貯槽 を重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生が仮定される

貯槽であるので設計基準対象の施設と同様に，1個とする。 
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名 称 
計量・調整槽 

 

容量 m3/個  

本体 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

冷却

コイル

部

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

清澄・計量設備の計量・調整槽 は，設計基準対象の施設として計量前中

間貯槽から移送した溶解液を受け入れ，溶解液の計量を行い，必要であれば調整又は

計量補助槽を用いて液量を調節した後，計量後中間貯槽に移送するために設置する。 

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，溶液の放

射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。また，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去

する設計とする。  

・重大事故等対処設備

代替安全冷却水系としての計量・調整槽 は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び機器注水配管・弁で

構成する。 

代替安全圧縮空気系としての計量・調整槽 は，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配管・弁で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量・調整槽 の容量は，貯槽の有効

容量である m3/個とする。 

計量・調整槽 を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設計

基準対象の施設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 計量・調整槽 の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量・調整槽 の最高使用圧力は，

であるため溶解液を考慮して， とする。 

計量・調整槽 を重大事故等時に使用する場合の圧力は，設計基準対象の

施設と同様に溶解液を考慮して， とする。 

2.2 計量・調整槽 の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量・調整槽 の冷却コイル部の最

高使用圧力は，通常運転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとす

る。 

計量・調整槽 の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使用する場

合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 計量・調整槽 の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量・調整槽 の本体の最高使用温

度は，通常運転時の温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

計量・調整槽 の重大事故等時において使用する場合の温度は，想定さ

れる硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

3.2 計量・調整槽 の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量・調整槽 の冷却コイル部の最

高使用温度は，通常運転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

計量・調整槽 の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使用する場

合の温度は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素に

よる爆発の発生を想定する機器の使用温度である ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量・調整槽 の伝熱面積の設定根拠

については，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第 4回申請（再建

発第 5号 平成 7年 5月 22 日認可）にて認可された設計及び工事の方法の添付書類

「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 崩壊熱除去に関

する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内
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部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

計量・調整槽 のにおける，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評

価結果（表 1,表 2）から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対

して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸点を十分に

下回る温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量・調整槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量・調整槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には4本ある冷却コイルのうち1本のみ使用 
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5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量・調整槽 の本体は，設計基準対

象の施設として計量前中間貯槽から移送した溶解液を受け入れ，溶解液の計量を行

い，必要であれば調整又は計量補助槽を用いて液量を調節した後，計量後中間貯槽に

移送するために必要な個数として，1個設置する。 

計量・調整槽 を重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生が仮定される貯

槽であるので設計基準対象の施設と同様に，1個とする。 
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名 称 
計量補助槽 

 

容量 m3/個  

本体 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

冷却

コイル

部

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

清澄・計量設備の計量補助槽 は，設計基準対象の施設として必要に応じ

て計量・調整槽の液量を調節するために，計量・調整槽からの溶解液の一部を受け入

れるために，また，受け入れた溶解液は，計量前中間貯槽へ移送するために設置す

る。 

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，溶液の放

射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。また，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去

する設計とする。  

・重大事故等対処設備

代替安全冷却水系としての計量補助槽 は，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び機器注水配管・弁で

構成する。 

代替安全圧縮空気系としての計量補助槽 )は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生の可能性がある貯槽である。 

系統構成は，水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配管・弁で構成する。 
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1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量補助槽 の容量は，貯槽の有効容

量である m3/個とする。 

計量補助槽 を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設計基

準対象の施設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 計量補助槽 の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量補助槽 の最高使用圧力は，

であるため溶解液を考慮して， とする。 

計量補助槽 を重大事故等時に使用する場合の圧力は，設計基準対象の施

設と同様に溶解液を考慮して， とする。 

2.2 計量補助槽 の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する計量補助槽 の冷却コイル部の最高

使用圧力は，通常運転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとす

る。 

計量補助槽 の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使用する場合

の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 計量補助槽 の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量補助槽 の本体の最高使用温度

は，通常運転時の温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

計量補助槽 の重大事故等時において使用する場合の温度は，想定され

る硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

3.2 計量補助槽 の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する計量補助槽 の冷却コイル部の最高

使用温度は，通常運転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

計量補助槽 の冷却コイル部を重大事故等対処設備として使用する場合

の温度は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素によ

る爆発の発生を想定する機器の使用温度である ℃とする。 
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4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量補助槽 の伝熱面積の設定根拠に

ついては，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第 4回申請（再建発

第 5号 平成 7年 5月 22 日認可）にて認可された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 

設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 崩壊熱除去に関する

説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

計量補助槽 のにおける，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価

結果（表 1,表 2）から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対し

て余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸点を十分に下

回る温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量補助槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 
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表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
計量補助槽 

（冷却コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には4本ある冷却コイルのうち1本のみ使用 

5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する計量補助槽 の本体は，設計基準対象

の施設として必要に応じて計量・調整槽の液量を調節するために，計量・調整槽から

の溶解液の一部を受け入れるために，また，受け入れた溶解液は，計量前中間貯槽へ

移送するために必要な個数として，1１個設置する。 

計量補助槽 を重大事故等時に使用する場合，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生が仮定される貯槽

であるので設計基準対象の施設と同様に，1個とする。 
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（2）主配管
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名称 

 

～ 

中継槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は， から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より圧縮空気を中

継槽に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は， から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型空気圧縮機によって圧縮空気を中

継槽へ供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型空気圧縮機の吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃及び ℃であるため，これと同等若しくは上回る ℃とす

る。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型空気圧縮機の使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、圧縮空気の供給において使用する場合の外径は，第1表の配

管外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の

施設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h[normal]） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

中継槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を中継

槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

中継槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

中継槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，中継槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として中継槽の冷却ジャケット部より冷却水を

安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，中継槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

中継槽の冷却ジャケット部に供給後，安全冷却水系に返送するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

中継槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を中継

槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

中継槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

中継槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を中継

槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

中継槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

中継槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，中継槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として中継槽の冷却ジャケット部より冷却水を

安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，中継槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

中継槽の冷却ジャケット部に供給後，安全冷却水系に返送するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

中継槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を中継

槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から中継槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

中継槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

中継槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，中継槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として中継槽の冷却ジャケット部より冷却水を

安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，中継槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

中継槽の冷却ジャケット部に供給後，安全冷却水系に返送するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

44

40022



名称 

清澄機  

～ 

リサイクル槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，清澄機 からリサイクル槽 までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として清澄機A,Bからの不溶解残渣

洗浄液を接続先に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，清澄機 からリサイクル槽 までをつな

ぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって

冷却水をリサイクル槽へ供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

リサイクル槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を

リサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

リサイクル槽

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，設計基準対象の施設としてリサイクル槽の冷却ジャケット部

より冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷

却水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給後，安全冷却水系に返送す

るために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

リサイクル槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を

リサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

リサイクル槽

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，設計基準対象の施設としてリサイクル槽の冷却ジャケット部

より冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷

却水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給後，安全冷却水系に返送す

るために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

リサイクル槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を

リサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

リサイクル槽

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，設計基準対象の施設としてリサイクル槽の冷却ジャケット部

より冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷

却水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給後，安全冷却水系に返送す

るために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

リサイクル槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を

リサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～リサイクル槽 までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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40037



外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

リサイクル槽

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，設計基準対象の施設としてリサイクル槽の冷却ジャケット部

より冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，リサイクル槽 から安全冷却水系までをつなぐ

配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷

却水をリサイクル槽の冷却ジャケット部に供給後，安全冷却水系に返送す

るために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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40039



配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

 

～ 

計量前中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は， ～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計量

前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は， ～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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40041



外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

計量前中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計

量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

65

40043



外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量前中間貯槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として計量前中間貯槽の冷却コイル部より

冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するた

めに設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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40045



配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

 

～ 

計量・調整槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は， ～計量・調整槽 までをつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計量前

中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は， ～計量・調整槽 までをつなぐ配管であ

り，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を計

量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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40047



外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

計量前中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計

量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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40049



外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量前中間貯槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として計量前中間貯槽の冷却コイル部より

冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するた

めに設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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40051



配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

 

～ 

計量前中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は， ～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計量

前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は， ～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

計量前中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計

量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

77

40055



外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量前中間貯槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として計量前中間貯槽の冷却コイル部より

冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するた

めに設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

80

40058



名称 

安全冷却水系 

～ 

計量前中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計

量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～計量前中間貯槽 までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量前中間貯槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として計量前中間貯槽の冷却コイル部より

冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量前中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するた

めに設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

計量・調整槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から計量・調整槽 までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計

量・調整槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から計量・調整槽 までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を計量・調整槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量・調整槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量・調整槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として計量・調整槽の冷却コイル部より冷却

水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量・調整槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を計量・調整槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

計量・調整槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から計量・調整槽 までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計

量・調整槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系～計量・調整槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量・調整槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量・調整槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量・調整槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として計量・調整槽の冷却コイル部より冷却

水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量・調整槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を計量・調整槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

 

～ 

計量補助槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は， ～計量補助槽 までをつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計量前

中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は， ～計量補助槽 までをつなぐ配管であ

り，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を計

量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

計量補助槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から計量補助槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計量

補助槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から計量補助槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量補助槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量補助槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量補助槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として計量補助槽の冷却コイル部より冷却水を

安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量補助槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量補助槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

98

40076



名称 

安全冷却水系 

～ 

計量補助槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から計量補助槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計量

補助槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から計量補助槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量補助槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量補助槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量補助槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として計量補助槽の冷却コイル部より冷却水を

安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量補助槽 から安全冷却水系までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量補助槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

 

～ 

計量後中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は， ～計量後中間貯槽 までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を計量

前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は， ～計量後中間貯槽 までをつなぐ配管で

あり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

計量前中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

104

40082



名称 

安全冷却水系 

～ 

計量後中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から計量後中間貯槽 までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を

計量後中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から計量後中間貯槽 までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量後中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量後中間貯槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量後中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として計量後中間貯槽の冷却コイル部より

冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量後中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量後中間貯槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するた

めに設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

安全冷却水系 

～ 

計量後中間貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，安全冷却水系から計量後中間貯槽 までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設としてユーティリティー設備より冷却水を

計量後中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，安全冷却水系から計量後中間貯槽 までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量後中間貯槽の冷却コイル部に供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する

配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管
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外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

計量後中間貯槽  

～ 

安全冷却水系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計量後中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として計量後中間貯槽の冷却コイル部より

冷却水を安全冷却水系に返送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，計量後中間貯槽 から安全冷却水系までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を計量後中間貯槽の冷却コイル部に供給後，安全冷却水系に返送するた

めに設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mm， mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

清澄機  

～ 

リサイクル槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，清澄機 からリサイクル槽 までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として清澄機A,Bからの不溶解残渣

洗浄液を接続先に供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 本配管は，清澄機 からリサイクル槽 までをつな

ぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって

冷却水をリサイクル槽へ供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運

転時の圧力が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用圧力は，可搬

型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運

転時が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の本配管の使用温度は，可搬

型中型移送ポンプの使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は，設計基準対象の施設を重大事故等対処設備として使用する
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配管であり、冷却水の供給において使用する場合の外径は，第1表の配管

外径及び流量における流速が標準流速を下回るため，設計基準対象の施

設の呼び径 mmで問題とならない。 

第1表 配管外径及び流量における流速と標準流速の関係 

外径 内径 

Ａ 

流路面積 

Ｂ 

流量 

Ｃ 

流速＊

Ｄ 

標準流速 

（mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
溶解液中間貯槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

溶解液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，前処理建屋からの溶解液を貯留し

たあと，ポンプにより溶解液供給槽へ移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る溶解液中間貯槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，溶解液中間貯槽，冷却コイル

配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型

排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する溶解液中間貯

槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

溶解液中間貯槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，溶解液中間貯槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する溶解液中間貯槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を溶解液中間貯槽の冷

却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋
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内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，溶解液中間貯槽，冷却コイル

配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型

排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する溶解液中間貯槽は，下記の機能

を有する。 

内包する溶解液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，

貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する溶解液中間貯槽は，下記の機能を有す

る。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，溶解液中間貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

 

1. 容量 

設計基準対象の施設として使用する溶解液中間貯槽の容量は，貯槽の有効容量であ

る m3/個とする。 

溶解液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施

設と同様， m3/個とする。 

 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 溶解液中間貯槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する溶解液中間貯槽の本体の最高使用圧力は，塔槽

類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

溶解液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の定常状態の本体の圧力は，

設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

溶解液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発生時の

本体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa及び MPaとする。 

 

2.2 溶解液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する溶解液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用圧

力は，溶解液中間貯槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回

る圧力として MPaとする。 

溶解液中間貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可
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搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 溶解液中間貯槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する溶解液中間貯槽の本体の最高使用温度は，加熱

除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

溶解液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の蒸

気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

 

3.2 溶解液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する溶解液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用温

度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃

とする。 

溶解液中間貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使用温度

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることか

ら，これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠   

設計基準対象の施設としての溶解液中間貯槽の伝熱面積の設定根拠については，再

処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61号 平

成９年９月22日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工

事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明書」に

よる。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶解液等を冷却する。さら

に，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に

近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包

する溶解液等を冷却する。 

 

溶解液中間貯槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表

1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を

見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度

として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
溶解液中間貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
溶解液中間貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

 

5. 個数の設定根拠 

溶解液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，前処理建屋からの溶解液を貯留し

たあと，ポンプにより溶解液供給槽へ移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用する溶解液中間貯槽は，設計基準対象の施設として1個設置し

ているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
溶解液供給槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

溶解液供給槽は，設計基準対象の施設として，溶解液中間貯槽からの溶解液を受入

れ，溶解液供給槽ゲデオンにより抽出塔へ移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備  

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

溶解液供給槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷却

するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，溶解液供給槽，冷却コイル配

管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排

水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する溶解液供給槽

は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

溶解液供給槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，溶解液供給槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る溶解液供給槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を溶解液供給槽の冷却コ

イルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋
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内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，溶解液供給槽，冷却コイル配

管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排

水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する溶解液供給槽は，下記の機能を

有する。 

内包する溶解液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，

貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する溶解液供給槽は，下記の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，溶解液供給槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

 

1.  容量 

設計基準の施設として使用する溶解液供給槽の容量は，貯槽の有効容量である m3/

個とする。 

溶解液供給槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施設

と同様， 3/個とする。 

公称値については，供給される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 溶解液供給槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する溶解液供給槽の本体の最高使用圧力は，塔槽類

廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

溶解液供給槽を重大事故等時において使用する場合の定常状態の本体の圧力は，設

計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

溶解液供給槽を重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発生時の本

体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa及び MPaとする。 
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2.2 溶解液供給槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する溶解液供給槽の冷却コイル部の最高使用圧力

は，溶解液供給槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回る圧

力として Paとする。 

溶解液供給槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬

型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPa

とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 溶解液供給槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する溶解液供給槽の本体の最高使用温度は，加熱除

染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

溶解液供給槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の蒸気

の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

 

3.2 溶解液供給槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する溶解液供給槽の冷却コイル部の最高使用温度

は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃と

する。 

溶解液供給槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の温度は沸騰

時の蒸気の温度であり， 想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これ

を上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設としての溶解液供給槽の伝熱面積の設定根拠については，再処

理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61号 平成

９年９月22日)にて認可された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工事の方

法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明書」による。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶解液等を冷却する。さら

に，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に

近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包

する溶解液等を冷却する。 
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溶解液供給槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表

1,表2）から，冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を

見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温

度として， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
溶解液供給槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
溶解液供給槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 
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5. 個数の設定根拠 

溶解液供給槽は，設計基準対象の施設として，溶解液中間槽からの溶解液を受け

入れ，溶解液供給槽ゲデオンにより抽出塔へ移送するために必要な個数として1個設

置する。 

重大事故等時に使用する溶解液供給槽は，設計基準対象の施設として1個設置して

いるものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
抽出廃液受槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

抽出廃液受槽は，設計基準対象の施設として，TBP洗浄塔からの抽出廃液を受け入

れ，スチームジェットポンプにより抽出廃液中間貯槽へ移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備  

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る抽出廃液受槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，抽出廃液受槽，冷却コイル配

管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排

水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する抽出廃液受槽

は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

抽出廃液受槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，抽出廃液受槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する抽出廃液受槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を抽出廃液受槽の冷却

コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋
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内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，抽出廃液受槽，冷却コイル配

管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排

水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する抽出廃液受槽は，下記の機能を

有する。 

内包する溶解液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，

貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する抽出廃液受槽は，下記の機能を有す

る。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，抽出廃液受槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

 

1. 容量 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液受槽の容量は，貯槽の有効容量である

m3/個とする。 

抽出廃液受槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施設

と同様， m3/個とする。 

 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 抽出廃液受槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液受槽本体の最高使用圧力は，塔槽類廃

ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

抽出廃液受槽を重大事故等時において使用する場合の定常状態の本体の圧力は，設

計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

抽出廃液受槽を重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発生時の本

体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa及び MPaとする。 
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2.2 抽出廃液受槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液受槽の冷却コイル部の最高使用圧力

は，抽出廃液受槽冷却コイル部の通常運転圧力が Paであるため，これを上回る圧

力として MPaとする。 

抽出廃液受槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬

型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が Paであるため，これを上回る MPa

とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 抽出廃液受槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液受槽の本体の最高使用温度は，加熱除

染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

抽出廃液受槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の蒸気

の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

 

3.2 抽出廃液受槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液受槽の冷却コイル部の最高使用温度

は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃と

する。 

抽出廃液受槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の温度は沸騰

時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これ

を上回る ℃とする。 
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4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設としての抽出廃液受槽の伝熱面積の設定根拠については，再処

理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書第６回申請(六再事発第61号 平成

９年９月22日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工事

の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明書」によ

る。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する抽出廃液等を冷却する。さ

らに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等

に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内

包する抽出廃液等を冷却する。 

 

抽出廃液受槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表1,

表2）から，冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を見込

み ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度とし

て， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
抽出廃液受槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 
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表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
抽出廃液受槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

 

5. 個数の設定根拠 

抽出廃液受槽は，設計基準対象の施設として，TBP洗浄塔からの抽出廃液を受け入

れ，スチームジェットポンプにより抽出廃液中間貯槽へ移送するために必要な個数と

して1個設置する。 

重大事故等時に使用する抽出廃液受槽は，設計基準対象の施設として1個設置して

いるものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
抽出廃液中間貯槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

抽出廃液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，抽出廃液受槽からの抽出廃液を

貯留したあと，スチームジェットポンプにより抽出廃液供給槽A，Bへ移送するために

設置する。 

 

 

・重大事故等対処設備  

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る抽出廃液中間貯槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，抽出廃液中間貯槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する抽出廃液中間

貯槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

抽出廃液中間貯槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，抽出廃液中間貯槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する抽出廃液中間貯槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を抽出廃液中間貯槽の

冷却コイルへ通水するために使用する。 
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系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，抽出廃液中間貯槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する抽出廃液中間貯槽は，下記の機

能を有する。 

内包する溶解液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，

貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する抽出廃液中間貯槽は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，抽出廃液中間貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 
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1.  容量 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液中間貯槽の容量は，貯槽の有効容量で

ある m3/個とする。 

抽出廃液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の

施設と同様， m3/個とする。 

 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 抽出廃液中間貯槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液中間貯槽の本体の最高使用圧力は，塔

槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

抽出廃液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の定常状態の本体の圧力

は，設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

抽出廃液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発生時

の本体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa及び MPaとする。 

2.2 抽出廃液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用

圧力は，抽出廃液中間貯槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これを

上回る圧力として Paとする。 

抽出廃液中間貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，

可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 抽出廃液中間貯槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液中間貯槽の本体の最高使用温度は，加

熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

抽出廃液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は，沸騰時の

蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上

回る ℃とする。 

 

3.2 抽出廃液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用温

度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃

とする。 
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抽出廃液中間貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の温度は，

想定される冷却水の運転温度が ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設としての抽出廃液中間貯槽の伝熱面積の設定根拠については，

再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第6回申請（六再事発第61号 

平成9年9月22日）にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工

事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8 崩壊熱除去に関する説明書」に

よる。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する抽出廃液等を冷却する。さ

らに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等

に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内

包する抽出廃液等を冷却する。 

 

抽出廃液中間貯槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果

（表1,表2）から，冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕

を見込み ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温

度として， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
抽出廃液中間貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 
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表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
抽出廃液中間貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

 

5. 個数の設定根拠 

抽出廃液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，抽出廃液受槽からの抽出廃液を

貯留したあと，スチームジェットポンプにより抽出廃液供給槽A，Bへ移送するために

必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用する抽出廃液中間貯槽は，設計基準対象の施設として1個設置

しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
抽出廃液供給槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

抽出廃液供給槽は，設計基準対象の施設として，抽出廃液中間貯槽からの抽出廃液

を貯留したあと，スチームジェットポンプにより高レベル廃液濃縮設備へ移送するた

めに設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る抽出廃液供給槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，抽出廃液供給槽，冷却コイル

配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型

排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する抽出廃液供給

槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

抽出廃液供給槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，抽出廃液供給槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する抽出廃液供給槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を抽出廃液供給槽の冷

却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋
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内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，抽出廃液供給槽，冷却コイル

配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型

排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する抽出廃液供給槽は，下記の機能

を有する。 

内包する溶解液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，

貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する抽出廃液供給槽は，下記の機能を有す

る。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，抽出廃液供給槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセル

に導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 
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1. 容量 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液供給槽の容量は，貯槽の有効容量であ

る m3/個とする。 

抽出廃液供給槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施

設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 抽出廃液供給槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液供給槽の本体の最高使用圧力は，塔槽

類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

抽出廃液供給槽を重大事故等時に使用する場合の定常状態の本体の使用圧力は，設

計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

抽出廃液供給槽を重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発生時の

本体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa及び MPaとする。 

 

2.2 抽出廃液供給槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液供給槽の冷却コイル部の最高使用圧

力は，抽出廃液供給槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，それを上回

る圧力として MPaとする。 

抽出廃液供給槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧力が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠抽出廃液供給槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液供給槽の本体の最高使用温度は，加熱

除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

抽出廃液供給槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は，沸騰時の蒸

気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

 

3.2 抽出廃液供給槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する抽出廃液供給槽の冷却コイル部の最高使用温度

は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃と

する。 
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抽出廃液供給槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の温度は，想

定される冷却水の運転温度が ℃であることから，これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設としての抽出廃液供給槽の伝熱面積の設定根拠については，再

処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第6回申請（六再事発第61号 平

成9年9月22日）にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工事

の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8 崩壊熱除去に関する説明書」によ

る。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する抽出廃液等を冷却する。さ

らに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等

に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内

包する抽出廃液等を冷却する。 

 

抽出廃液供給槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表

1,表2）から，冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を見

込み ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度と

して， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
抽出廃液供給槽（コ

イル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
抽出廃液供給槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 
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5. 個数の設定根拠 

抽出廃液供給槽は，設計基準対象の施設として，抽出廃液中間貯槽からの抽出廃液

を貯留したあと，スチームジェットポンプにより高レベル廃液濃縮設備へ移送するた

めに必要な個数として2個設置する。 

重大事故等時に使用する抽出廃液供給槽は，設計基準対象の施設として2個設置し

ているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名 称 

容器 

放射性配管分岐第 1 セル 

漏えい液受皿 

容 量 ｍ３／個 

最高使用圧力 － 

最高使用温度 ℃ 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿は，万一セル内に存在する設備から液体状の

使用済燃料等が漏えいした場合に，漏えいの拡大を防止するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿は、安全冷却水系崩壊熱除去機能が喪失し，

分離建屋における「冷却機能の喪失による蒸発乾固」（以下「蒸発乾固」という。）の

発生を仮定する機器のうち，高レベル廃液濃縮缶を除く全ての機器が内包する高レベ

ル廃液等が沸騰した場合において，沸騰に伴って生じる蒸気を分離建屋のセル導出設

備の凝縮器（以下「凝縮器」という）で凝縮した際に生じる凝縮水を貯留するために

設置する。 

 

１．容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿の容量

は，この漏えい液受皿の上方に設定される配管のうち，漏えい流量が大きくなるも

のからの漏えい量に余裕を考慮し， ｍ３とする。 

重大事故等対処設備として使用する放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿の容量

（公称値）は，分離建屋における蒸発乾固の発生を仮定する機器のうち，高レベル

廃液濃縮缶を除く全ての機器が内包する高レベル廃液等が同時に沸騰を開始し，か

つ，沸騰が７日間連続で継続する場面を仮定しても，凝縮器で生じる凝縮水を受け

入れ，貯留するために必要な容量を以下の通り確保する。 

容量 

① 容量： ｍ３／個 

② 基数：１基 
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1.1 重大事故等対処設備として必要な容量の評価条件 

分離建屋における蒸発乾固の発生を仮定する機器のうち，高レベル廃液濃縮缶を除

く各機器が内包する高レベル廃液等が沸騰した際における蒸発速度を第 1 表に示す。 

 

第１表 蒸発速度 

蒸発乾固対象貯槽等 
蒸発速度（飽和水） 

[ｍ３／ｈ] 

高レベル廃液供給槽 

第６一時貯留処理槽 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 
合計 

 

1.2 評価結果 

安全側の評価のために，表１に示す機器が内包する高レベル廃液等が同時に沸騰

することを仮定すると，凝縮器で生じる凝縮水の流量は約 m3/h である。

したがって，この沸騰が７日間連続で継続した場合において，放射性配管分岐第 1 セ

ル漏えい液受皿が受け入れる凝縮水の総量は下記のように求められる。 

 

Ｖ ＝ Ｑ・Ｈ 

＝ ≒ m3 

 

Ｑ：凝縮器で生じる凝縮水の流量 (m3/h) ≒

Ｈ：沸騰継続時間 (h)          ＝ ＝

 

以上より，重大事故等対処設備として使用する放射性配管分岐第 1 セル漏えい液

受皿の容量は ｍ３／個以上とする。 

また，公称値については，設計基準対象の施設として使用する場合に必要な容量

が，重大事故等対処時に要求される容量を上回っていることから ｍ３／個とす

る。 
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２．最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿の最高

使用圧力は，漏えい液が滞留することを考慮し， とする。 

放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合

の最高使用圧力は，凝縮液の貯留によるもの以外の加圧を考慮する必要がないこと

から，設計基準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

３．最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿の最高

使用温度は，漏えいを想定する配管（  等）の最高使用温度と同じ

℃とする。 

放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合

の最高使用温度は，凝縮器の排水温度が ℃以下であることを踏まえ，設計基準対

象の施設として使用する場合と同じく ℃とする。 

 

４．個数の設定根拠 

 放射性配管分岐第1セル漏えい液受皿の個数は，容量設定根拠を踏まえ、１基を

設置する。 
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名称 

第 2洗浄塔流量計測ポット A／ 

第 2洗浄塔エアリフトポンプ A

バッファチューブ 

( ) 

容量 
 m3/個 － 

 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1／1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

第2洗浄塔流量計測ポットA／第2洗浄塔エアリフトポンプAバッファチューブは，設

計基準対象の施設として，第2洗浄塔からの流量を確認し，流量を安定させるために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第

2洗浄塔エアリフトポンプ Aバッファチューブは，下記の機能を有する。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である分離建屋一時貯留

処理設備の第 1一時貯留処理槽へ注水することで，放射性物質の発生を抑制し，及び

蒸発乾固の進行を防止するための経路として設置する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，

機器注水配管・弁，第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第 2 洗浄塔エアリフトポンプ A バ

ッファチューブ，分離建屋一時貯留処理設備の第 1一時貯留処理槽で構成される。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第 2 洗浄塔エア

リフトポンプ Aバッファチューブの最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系に接続して

いるため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第 2 洗浄塔エアリフトポンプ A バッファチューブを

重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の

供給圧が MPa であるため，これを上回る MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第 2 洗浄塔エア

リフトポンプ Aバッファチューブの最高使用温度は，加熱除染液を受け入れる可能性

を考慮して， ℃とする。 

第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第 2 洗浄塔エアリフトポンプ A バッファチューブを

重大事故等時において使用する場合の温度は，機器注水に使用する第 1貯水槽の水の

温度が ℃であるため，これを上回る温度として設計基準対象の施設として使用する

場合と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第 2 洗浄塔エアリフトポンプ A バッファチューブ

は，設計基準対象の施設として第 2洗浄塔からの流量を確認し，流量を安定させるた

めに必要な個数として，それぞれ 1個設置する。 

重大事故等時に使用する第 2 洗浄塔流量計測ポット A／第 2 洗浄塔エアリフトポン

プ Aバッファチューブは，設計基準対象の施設としてそれぞれ 1個設置しているもの

を重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
TBP 洗浄塔流量計測ポット B  

( ) 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

TBP洗浄塔流量計測ポットBは，設計基準対象の施設として，TBP洗浄塔から抽出廃液

受槽への移送流量を確認するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する TBP 洗浄塔流量計測ポット Bは，

下記の機能を有する。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である抽出廃液受槽へ注

水することで，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するための経

路として設置する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，

機器注水配管・弁，TBP 洗浄塔流量計測ポット B，抽出廃液受槽で構成される。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する TBP 洗浄塔流量計測ポット B の最高使用圧力

は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

TBP 洗浄塔流量計測ポットを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が Paであるため，これを上回る MPaと

する。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する TBP 洗浄塔流量計測ポット B の最高使用温度

は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

TBP 洗浄塔流量計測ポット B を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器

注水に使用する第 1貯水槽の水の温度が ℃であるため，これを上回る温度として設

計基準対象の施設として使用する場合と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

TBP 洗浄塔流量計測ポット B は，設計基準対象の施設として TBP 洗浄塔から抽出廃

液受槽への移送流量を確認するために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時に使用する TBP 洗浄塔流量計測ポット Bは，設計基準対象の施設とし

て 1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 主配管 
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名称 
安全冷却水ポンプ出口配管分岐点

～溶解液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と溶解液中間貯槽をつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設として溶解液中間貯槽の冷却コイルに冷却水を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と溶解液中間貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，溶解液中間貯槽を冷却している内部ループに通水すること

で，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 

35

40129



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解液中間貯槽( )～安全

冷却水中間熱交換器入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解液中間貯槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として溶解液中間貯槽の冷却コイルに冷却水を供給する

ために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液中間貯槽と安全

冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」が発生した場合において，溶解液中間貯槽を冷却している内部ループに通水

することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～溶解液中間貯槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と溶解液中間貯槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として溶

解液中間貯槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と溶解液中間貯槽

をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である溶解液中間貯

槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解液中間貯槽セル漏えい液受皿3

スチームジェットポンプシールポ

ット( )入口～第7一時貯

留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解液中間貯槽セル漏えい液受皿3スチームジェットポンプシールポッ

トと第7一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，漏えい液を第7一時貯留処理槽へ移送す

るために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液中間貯槽セル漏

えい液受皿3スチームジェットポンプシールポットと第7一時貯留処理槽をつなぐ配

管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第7一時貯留処理槽

へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は， からの重

力流移送配管であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，流入する流体の最高

使用温度を考慮し， ℃ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
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ൠ
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名称 
安全冷却水ポンプ出口配管分岐点

～溶解液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と溶解液供給槽をつなぐ配管であり，

設計基準対象の施設として溶解液供給槽の冷却コイルに冷却水を供給するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と溶解液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，溶解液供給槽を冷却している内部ループに通水すること

で，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

 

43

40137



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
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ൠ
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名称 
溶解液供給槽( )～安全冷

却水中間熱交換器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解液供給槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として溶解液供給槽の冷却コイルに冷却水を供給するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液供給槽と安全冷

却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」が発生した場合において，溶解液供給槽を冷却している内部ループに通水する

ことで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
弁( )～溶解液供給槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と溶解液供給槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として溶解

液供給槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と溶解液供給槽を

つなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である溶解液供給槽に

圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
安全冷却水ポンプ出口配管分岐点

～抽出廃液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，

設計基準対象の施設として抽出廃液受槽の冷却コイルに冷却水を供給するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，抽出廃液受槽を冷却している内部ループに通水すること

で，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

50

40144



 

 

 

 

名称 
抽出廃液受槽( )～安全冷

却水中間熱交換器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，抽出廃液受槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として抽出廃液受槽の冷却コイルに冷却水を供給するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液受槽と安全冷

却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」が発生した場合において，抽出廃液受槽を冷却している内部ループに通水する

ことで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
弁( )～抽出廃液受槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として抽出

廃液受槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と抽出廃液受槽を

つなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液受槽に

圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
安全冷却水ポンプ出口配管分岐点

～抽出廃液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と抽出廃液中間貯槽をつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設として抽出廃液中間貯槽の冷却コイルに冷却水を供給するた

めに設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と抽出廃液中間貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」が発生した場合において，抽出廃液中間貯槽を冷却している内部ループに通水す

ることで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 
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流量 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

抽出廃液中間貯槽( )～安

全冷却水中間熱交換器入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，抽出廃液中間貯槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として抽出廃液中間貯槽の冷却コイルに冷却水を供給

するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液中間貯槽と安

全冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」が発生した場合において，抽出廃液中間貯槽を冷却している内部ループに

通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
弁( )～抽出廃液中間貯

槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と抽出廃液中間貯槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として

抽出廃液中間貯槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と抽出廃液中間貯

槽をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液中間

貯槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 
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流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B
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ൠ
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名称 
安全冷却水ポンプ出口配管分岐点

～抽出廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設として抽出廃液供給槽の冷却コイルに冷却水を供給するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，抽出廃液供給槽を冷却している内部ループに通水すること

で，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 
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流路面積 
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流量 

D 
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標準流速 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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2
∙
ሺA െ 2 ∙ B
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ൠ
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名称 

抽出廃液供給槽( )～安全

冷却水中間熱交換器入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，抽出廃液供給槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として抽出廃液供給槽の冷却コイルに冷却水を供給する

ために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽と安全

冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」が発生した場合において，抽出廃液供給槽を冷却している内部ループに通水

することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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流路面積 
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流量 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
弁( )～抽出廃液供給槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として抽

出廃液供給槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と抽出廃液供給槽

をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液供給

槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
安全冷却水ポンプ出口配管分岐点

～抽出廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設として抽出廃液供給槽の冷却コイルに冷却水を供給するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，抽出廃液供給槽を冷却している内部ループに通水すること

で，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

68

40162



 

 

 

 

名称 

抽出廃液供給槽( )～安全

冷却水中間熱交換器入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，抽出廃液供給槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として抽出廃液供給槽の冷却コイルに冷却水を供給する

ために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽と安全

冷却水中間熱交換器入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」が発生した場合において，抽出廃液供給槽を冷却している内部ループに通水

することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の最高

使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
弁( )～抽出廃液供給槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として抽

出廃液供給槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と抽出廃液供給槽

をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液供給

槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
TBP洗浄塔流量計測ポット(

)～抽出廃液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，TBP洗浄塔流量計測ポットと抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，抽出廃

液を抽出廃液受槽へ移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，TBP洗浄塔流量計測ポ

ットと抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大

防止のため，抽出廃液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，重力流移送配管であ

るため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，加熱除染液を受入れ

る可能性があるため，加熱除染液の最高使用温度を考慮し， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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分配設備 
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（1）容器

1

40170



名称 
プルトニウム溶液受槽 

（ ） 

容量 m3/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム溶液受槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム溶液TBP洗浄器

からのプルトニウム溶液を受け入れ，サイホンによりプルトニウム溶液中間貯槽へ移

送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム溶液受槽は，下記

の機能を有する。 

内包するプルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満

に抑制するため，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

機器圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユ

ニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃気配管・弁及びプルトニウム溶液受槽で

構成する。 

可搬型空気圧縮機から供給する系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成す

る。  

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム溶液受槽は，下記の機能

を有する。 

 水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放

出される放射性物質を低減させるために使用する。 

 系統構成は，プルトニウム溶液受槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備

からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成

される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の容量は，貯槽の有効容

量である 3/個とする。 

プルトニウム溶液受槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対
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象の施設と同様， m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の最高使用圧力は，塔槽

類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

プルトニウム溶液受槽を重大事故等時において使用する場合の定常状態の圧力は，

設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

プルトニウム溶液受槽を重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発

生時の本体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して MPa 及び MPa と

する。 

3. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の最高使用温度は，加熱

除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム溶液受槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故時

に温度上昇は想定されないため、設計基準対象の施設と同じ ℃とする。 

4. 個数の設定根拠

プルトニウム溶液受槽は，設計基準対象の施設としてプルトニウム溶液 TBP 洗浄器

からの溶液を受け入れ，サイホンによりプルトニウム溶液中間貯槽へ移送するため必

要な個数として 1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム溶液受槽は，設計基準対象の施設として 1個

設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム溶液中間貯槽 

（ ） 

容量 m3/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム溶液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム溶液受槽

からの溶液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム精製設備へ移送するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム溶液中間貯槽は，

下記の機能を有する。 

内包するプルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満

に抑制するため，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

機器圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユ

ニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃気配管・弁及びプルトニウム溶液中間貯

槽で構成する。 

可搬型空気圧縮機から供給する系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成す

る。  

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム溶液中間貯槽は，下記の

機能を有する。 

 水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放

出される放射性物質を低減させるために使用する。 

 系統構成は，プルトニウム溶液中間貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで

構成される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液中間貯槽の容量は，貯槽の有

効容量である m3/個とする。 

プルトニウム溶液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基

準対象の施設と同様， m3/個とする。 
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公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液中間貯槽の最高使用圧力は，

塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

プルトニウム溶液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の定常状態の圧

力は，設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

プルトニウム溶液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の水素による爆

発発生時の本体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa 及び

MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液中間貯槽の最高使用温度は，

加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム溶液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事

故時に温度上昇は想定されないため、設計基準対象の施設と同じ ℃とする。 

4. 個数の設定根拠

プルトニウム溶液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム溶液受槽

からの溶液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム精製設備へ移送するために必要な

個数として 1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム溶液中間貯槽は，設計基準対象の施設として

1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 

ウラン洗浄塔流量計測ポット A

／ウラン洗浄塔エアリフトポ

ンプ Aバッファチューブ

( ) 

容量 
 m3/個 

 m3/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1／1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

ウラン洗浄塔流量計測ポットA／ウラン洗浄塔エアリフトポンプAバッファチュー

ブは，設計基準対象の施設として，ウラン洗浄塔からの流量を確認し，流量を安定さ

せるために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用するウラン洗浄塔流量計測ポット A／

ウラン洗浄塔エアリフトポンプ Aバッファチューブは、下記の機能を有する。

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である分離建屋一時貯留

処理設備の第 8一時貯留処理槽へ注水することで，放射性物質の発生を抑制し，及び

蒸発乾固の進行を防止するための流路として設置する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，

機器注水配管・弁，ウラン洗浄塔流量計測ポット A／ウラン洗浄塔エアリフトポンプ

Aバッファチューブ，分離建屋一時貯留処理設備の第 8一時貯留処理槽で構成される。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するウラン洗浄塔流量計測ポット A／ウラン洗浄塔

エアリフトポンプ Aバッファチューブの最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系に接続

しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

ウラン洗浄塔流量計測ポット A／ウラン洗浄塔エアリフトポンプ A バッファチュー

ブを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却

水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するウラン洗浄塔流量計測ポット A／ウラン洗浄塔

エアリフトポンプ Aバッファチューブの最高使用温度は，加熱除染液を受け入れる可

能性を考慮して， ℃とする。 

ウラン洗浄塔流量計測ポット A／ウラン洗浄塔エアリフトポンプ A バッファチュー

ブを重大事故等時において使用する場合の使用温度は，機器注水に使用する第 1貯水

槽の水の温度が ℃であるため，これを上回る温度として設計基準対象の施設として

使用する場合と同じ ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

ウラン洗浄塔流量計測ポット A／ウラン洗浄塔エアリフトポンプ A バッファチュー

ブは，設計基準対象の施設としてウラン洗浄塔からの流量を確認し，流量を安定させ

るために必要な個数として，それぞれ 1個設置する。 

重大事故等時に使用するウラン洗浄塔流量計測ポット A／ウラン洗浄塔エアリフト

ポンプ Aバッファチューブは，設計基準対象の施設としてそれぞれ 1個設置している

ものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 主配管
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名称 
弁( )～プルトニウム溶

液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁とプルトニウム溶液受槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設と

してプルトニウム溶液受槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁とプルトニウム溶

液受槽をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器であるプル

トニウム溶液受槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～プルトニウム溶

液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，弁とプルトニウム溶液中間貯槽をつなぐ配管であり，設計基準対象の施

設としてプルトニウム溶液中間貯槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁とプルトニウム溶

液中間貯槽をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合にお

いて，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器であるプ

ルトニウム溶液中間貯槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するため

に使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先が

されているため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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(1) 地下水排水設備
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動 機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 4（予備 2） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 10 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備（精製建屋周り）は，精製建屋の耐震設計において地下水位の低下に

期待していることから，地下水の排水のために設置する。また，精製建屋地下水排水設

備は，地震後にもその機能に期待することから，Ss機能維持として設計する。地下水排

水設備（精製建屋周り）うち，精製建屋地下水排水設備の耐震性を有するピットは精製

建屋北東側に1個，南東側に1個設置し，各集水ピットに，精製建屋地下水排水設備（排

水ポンプ）（以下「排水ポンプ」という。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水

位検出器」という。）5個を設置する。地下水排水設備（精製建屋周り）の概略図を図１

に示す。 

精製建屋地下水排水設備が機能喪失した場合は，状況を確認し速やかに予備品と交換す

る対応をとる。 

：耐震性を有するピット 

集水管エリア２ 

地下水排水ポンプ現場制御盤

精製建屋

   排水配管

PLS P

図１ 地下水排水設備（精製建屋周り）の概略図 
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1. 排水ポンプについいて

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：115m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：121m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②121m3/日(約5m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

集水管エリア２ 湧水量 湧水量合計 

精製建屋建屋廻り 121m3/日 121m3/日 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，121m3/日であり，近年実測し

た地下水の排水実績（115m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値で

あることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 
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1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約24 m

② 配管・機器圧力損失  ：約1 m 

③ 合計  ：25ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約25mを上回る

30.2m以上とする。 

公称値については，要求される揚程25mを上回る30.2 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)  ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)   ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)        ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)      ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54 

P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 
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1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで精製建屋の健全性を確保

するため，精製建屋北東側ピットと南東側ピットへ各々2個（合計4個）設置する。 

2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋230mm～＋1200mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mm とする。

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。

2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで精製建屋の健全性を確保するため，サブドレンポンプの制御に必要な個

数として，精製建屋北東側ピットと南東側ピットへ各々5個（合計 10個）設置する。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。

4. 最高使用温度の設定根拠

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約 35℃（むつ特別地域気象観測所での観察記

録における日最高気温 37.4℃（2012 年 7月））を上回る 40℃とする。 

5

40188



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－１－３－２ 

プルトニウム精製設備 

 

40189



(1) 容器

1
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名称 
プルトニウム溶液供給槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム溶液供給槽は，設計基準対象の施設として，分離施設の分配設備から

のプルトニウム溶液を受け入れ，エアリフトポンプにより第１酸化塔へ移送するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム溶液供給槽は，下

記の機能を有する。

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するた

め，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム溶液供給槽は，下記の機

能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム溶液供給槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成さ

れる。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液供給槽の容量は，貯槽の有効

容量である m3/個以上とする。 

プルトニウム溶液供給槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準

対象の施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 
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2. プルトニウム溶液供給槽の最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液供給槽の本体の最高使用圧

力は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とす

る。 

プルトニウム溶液供給槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設

計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

3. プルトニウム溶液供給槽の最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液供給槽の最高使用温度は，加

熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム溶液供給槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，水素爆発

事象では温度上昇が考えられないため，設計基準対象の施設と同様に， ℃とする。 

4. 個数の設定根拠

プルトニウム溶液供給槽は，設計基準対象の施設として，分離建屋からのプルトニ

ウム溶液を受け入れ，エアリフトポンプにより第１酸化塔へ移送するために必要な個

数として1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム溶液供給槽は，設計基準対象の施設として1

個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム溶液受槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム溶液受槽は，設計基準対象の施設として，第2脱ガス塔からのプルトニ

ウム溶液を受け入れ，油水分離槽へエアリフトポンプで移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るプルトニウム溶液受槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム溶液受槽，冷却

コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，

可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するプルトニウム

溶液受槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

プルトニウム溶液受槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，プルトニウム溶液受槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

するプルトニウム溶液受槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をプルトニウム溶液受

槽の冷却コイルへ通水するために使用する。 
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系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム溶液受槽，冷却

コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，

可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム溶液受槽は，下記

の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム溶液受槽は，下記の機能

を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム溶液受槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成され

る。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の容量は，貯槽の有効容

量である m3/個以上とする。 

プルトニウム溶液受槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対

象の施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 プルトニウム溶液受槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の本体の最高使用圧力

は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

プルトニウム溶液受槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計

基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 プルトニウム溶液受槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の冷却コイル部の最高

使用圧力は，プルトニウム溶液受槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるた

め，これを上回る圧力として MPaとする。 

プルトニウム溶液受槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧
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力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回

る MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 プルトニウム溶液受槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の本体の最高使用温度

は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム溶液受槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰

時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これ

を上回る ℃とする。 

3.2 プルトニウム溶液受槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液受槽の冷却コイル部の最高

使用温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度とし

て ℃とする。 

プルトニウム溶液受槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使

用温度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であるこ

とから，これを上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としてのプルトニウム溶液受槽の伝熱面積の設定根拠につい

ては，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第

61号 平成９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 

設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する

説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

プルトニウム溶液受槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結

果（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して

余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回

る温度として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム溶液受

槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム溶液受

槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

5. 個数の設定根拠

プルトニウム溶液受槽は，設計基準対象の施設として，第2脱ガス塔からのプルトニ

ウム溶液を受け入れ，油水分離槽へエアリフトポンプで移送するために必要な個数と

して1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム溶液受槽は，設計基準対象の施設として1個

設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
油水分離槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

油水分離槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム溶液受槽からのプルトニ

ウム溶液を受け入れ，微量の有機溶媒を分離した後プルトニウム濃縮缶供給槽へエア

リフトポンプで移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備  

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る油水分離槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，油水分離槽，冷却コイル配管・

弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受

槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する油水分離槽は，

下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

油水分離槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，油水分離槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する油水分離槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を油水分離槽の冷却コ
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イルへ通水するために使用する。

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，油水分離槽，冷却コイル配管・

弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受

槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する油水分離槽は，下記の機能を有

する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する油水分離槽は，下記の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，油水分離槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用する油水分離槽の容量は，貯槽の有効容量である

m3/個以上とする。 

油水分離槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施設と

同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 油水分離槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する油水分離槽の本体の最高使用圧力は，塔槽類廃

ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

油水分離槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基準対象の

施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 油水分離槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する油水分離槽の冷却コイル部の最高使用圧力は，

油水分離槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回る圧力と

して MPaとする。 

油水分離槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaと
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する。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 油水分離槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する油水分離槽の本体の最高使用温度は，加熱除染

液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

油水分離槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の蒸気の

温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

 

3.2 油水分離槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する油水分離槽の冷却コイル部の最高使用温度は，

冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とす

る。 

油水分離槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使用温度は沸

騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，こ

れを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠   

設計基準対象の施設としての油水分離槽の伝熱面積の設定根拠については，再処理

施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61号 平成９

年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工事

の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明書」によ

る。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

 

油水分離槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表1,表

2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を見込

み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度とし

て， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
油水分離槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 
油水分離槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

5. 個数の設定根拠

油水分離槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム溶液受槽からのプルトニ

ウム溶液を受け入れ，微量の有機溶媒を分離した後プルトニウム濃縮缶供給槽へエア

リフトポンプで移送するために必要な個数として1個設置する。

重大事故等時に使用する油水分離槽は，設計基準対象の施設として1個設置してい

るものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム濃縮缶 

（ ） 

容量 ㎥/個 

最高使用圧力 

加熱部管側 MPa 

加熱部胴側 MPa 

気液分離部 MPa 

液抜き部 MPa 

最高使用温度 

加熱部管側 ℃ 

加熱部胴側 ℃ 

気液分離部 ℃ 

液抜き部 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

プルトニウム濃縮缶は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮缶供給槽よ

りプルトニウム溶液を受入れ，所定の濃度に濃縮した後プルトニウム濃縮液受槽へ移

送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故時プルトニウム濃縮缶加熱停止設備として使用するプルトニウム濃縮缶

は，以下の機能を有する。 

プルトニウム濃縮缶におけるTBP等の錯体の急激な分解反応の再発を防止するため

使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮缶，一次蒸気停止弁で構成する。 

重大事故時に排ガス貯留設備として使用するプルトニウム濃縮缶は，下記の機能を

有する。 

内包する溶液においてTBP錯体等の急激な分解反応が発生した場合に発生する廃ガ

スを一時的に貯留するために使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮缶，配管・弁，空気圧縮機，廃ガス貯留槽で構成され

る。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム濃縮缶は，下記の

機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するた

め，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 
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重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム濃縮缶は，下記の機能を

有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮缶，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶の容量は，濃縮缶の有効容

量である m3/個以上とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象

の施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. プルトニウム濃縮缶の最高使用圧力の設定根拠

2.1 プルトニウム濃縮缶加熱部管側の最高使用圧力

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶加熱部管側の最高使用圧

力は，運転圧力が ～ MPaに制御されていること，缶内溶液の静水頭

MPaを考慮して， (＝ )、 Mpa（ ）とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の加熱部管側の圧力は，

重大事故等時の圧力上昇が MPa程度であることを考慮して、( ) ，(

) とする。 

2.2 プルトニウム濃縮缶加熱部胴側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶加熱部胴側の最高使用圧

力は，供給される蒸気の運転圧力を考慮して MPaとする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の加熱部胴側の圧力は，

TBP等の錯体の急激な分解反応の発生時に上昇する圧力である MPaとする。 

2.3 プルトニウム濃縮缶気液分離部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶気液分離部の最高使用圧

力は，加熱部管側と同様に (＝ 外圧)、 Mpa（ ）とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の気液分離部の最高使

用圧力は，TBP等の錯体の急激な分解反応の発生時に上昇する圧力である MPaとす

る。 

2.4 プルトニウム濃縮缶液抜き部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶液抜き部の最高使用圧力

は，運転圧力が ～ MPaに制御されていること，缶内溶液の MPa
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を考慮して， (＝ )、 MPa（ ）とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の液抜き部の圧力は，

TBP等の錯体の急激な分解反応の発生時に上昇する圧力である MPaとする。 

 

3. プルトニウム濃縮缶の最高使用温度の設定根拠 

3.1 プルトニウム濃縮缶加熱部管側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶加熱部管側の最高使用温

度は，プルトニウム濃縮液の沸騰温度を考慮して ℃とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の加熱部管側の温度は，

重大事故等時の温度上昇がわずかであることを考慮して、 ℃とする。 

3.2 プルトニウム濃縮缶加熱部胴側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶加熱部管側の最高使用温

度は，加熱蒸気の運転温度を考慮して ℃とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の加熱部管側の温度は，

TBP等の錯体の急激な分解反応の発生が発生する温度である ℃とする。 

3.3 プルトニウム濃縮缶気液分離部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶気液分離部の最高使用温

度は，プルトニウム濃縮液の沸騰温度を考慮して ℃とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の気液分離部の温度は，

TBP等の錯体の急激な分解反応が発生する温度である ℃とする。 

3.4 プルトニウム濃縮缶液抜き部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶液抜き部の最高使用温度

は，プルトニウム濃縮液の沸騰温度を考慮して ℃とする。 

プルトニウム濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の液抜き部の温度は，

TBP等の錯体の急激な分解反応が発生する温度である ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮缶は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮缶供給槽よ

りプルトニウム溶液を受入れ，所定の濃度に濃縮した後プルトニウム濃縮液受槽へ移

送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム濃縮缶は，設計基準対象の施設として1個設

置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム濃縮缶供給槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム濃縮缶供給槽は，設計基準対象の施設として，油水分離槽からのプル

トニウム溶液を受け入れ，プルトニウム濃縮缶へエアリフトポンプおよびゲデオンで

移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るプルトニウム濃縮缶供給槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮缶供給槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するプルトニウム

濃縮缶供給槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

プルトニウム濃縮缶供給槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，プルトニウム濃縮缶供給槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

するプルトニウム濃縮缶供給槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をプルトニウム濃縮缶
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供給槽の冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮缶供給槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽は，

下記の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽は，下記の

機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮缶供給槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備

からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成

される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽の容量は，貯槽の有

効容量である m3/個以上とする。 

プルトニウム濃縮缶供給槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基

準対象の施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 プルトニウム濃縮缶供給槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽の本体の最高使用

圧力は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， と

する。 

プルトニウム濃縮缶供給槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，

設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 プルトニウム濃縮缶供給槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽の冷却コイル部の

最高使用圧力は，プルトニウム濃縮缶供給槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPa
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であるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

プルトニウム濃縮缶供給槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合

の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを

上回る MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 プルトニウム濃縮缶供給槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽の本体の最高使用

温度は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム濃縮缶供給槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は

沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，

これを上回る ℃とする。 

3.2 プルトニウム濃縮缶供給槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽の冷却コイル部の

最高使用温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度

として ℃とする。 

プルトニウム濃縮缶供給槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合

の使用温度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であ

ることから，これを上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としてのプルトニウム濃縮缶供給槽の伝熱面積の設定根拠に

ついては，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事

発第61号 平成９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類

「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に

関する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

プルトニウム濃縮缶供給槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評

価結果（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対
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して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に

下回る温度として， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮缶

供給槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮缶

供給槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 
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5. 個数の設定根拠

プルトニウム濃縮缶供給槽は，設計基準対象の施設として，油水分離槽からのプル

トニウム溶液を受け入れ，プルトニウム濃縮缶へエアリフトポンプおよびゲデオンで

移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム濃縮缶供給槽は，設計基準対象の施設として

1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム溶液一時貯槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム溶液一時貯槽は，設計基準対象の施設として，必要に応じて油水分離

槽から，または希釈槽からのプルトニウム溶液を受け入れ，サイホンによりプルトニ

ウム濃縮缶供給槽へ移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るプルトニウム溶液一時貯槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム溶液一時貯槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するプルトニウム

溶液一時貯槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

プルトニウム溶液一時貯槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，プルトニウム溶液一時貯槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

するプルトニウム溶液一時貯槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をプルトニウム溶液一
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時貯槽の冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム溶液一時貯槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム溶液一時貯槽は，

下記の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム溶液一時貯槽は，下記の

機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム溶液一時貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備

からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成

される。 

 

1. 容量 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液一時貯槽の容量は，貯槽の有

効容量である m3/個以上とする。 

プルトニウム溶液一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基

準対象の施設と同様， m3/個以上とする。 

 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 プルトニウム溶液一時貯槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液一時貯槽の本体の最高使用

圧力は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， と

する。 

プルトニウム溶液一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，

設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

 

2.2 プルトニウム溶液一時貯槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液一時貯槽の冷却コイル部の

最高使用圧力は，プルトニウム溶液一時貯槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPa
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であるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

プルトニウム溶液一時貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合

の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを

上回る MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 プルトニウム溶液一時貯槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液一時貯槽の本体の最高使用

温度は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム溶液一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は

沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，

これを上回る ℃とする。 

3.2 プルトニウム溶液一時貯槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム溶液一時貯槽の冷却コイル部の

最高使用温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度

として ℃とする。 

プルトニウム溶液一時貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合

の使用温度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であ

ることから，これを上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としてのプルトニウム溶液一時貯槽の伝熱面積の設定根拠に

ついては，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事

発第61号 平成９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類

「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に

関する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

プルトニウム溶液一時貯槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評

価結果（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対
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して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に

下回る温度として， ℃以下となっている。 

23

40212



表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム溶液一

時貯槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム溶液一

時貯槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

5. 個数の設定根拠

プルトニウム溶液一時貯槽は，設計基準対象の施設として，必要に応じて油水分離

槽から，または希釈槽からのプルトニウム溶液を受け入れ，サイホンによりプルトニ

ウム濃縮缶供給槽へ移送するために必要な個数として1個設置する。

重大事故等時に使用するプルトニウム溶液一時貯槽は，設計基準対象の施設として

1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム濃縮液受槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム濃縮液受槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮缶から

のプルトニウム濃縮液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム濃縮液計量槽またはプ

ルトニウム濃縮液一時貯槽へ移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るプルトニウム濃縮液受槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液受槽，冷

却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，

可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するプルトニウム

濃縮液受槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

プルトニウム濃縮液受槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，プルトニウム濃縮液受槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用
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するプルトニウム濃縮液受槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をプルトニウム濃縮液

受槽の冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液受槽，冷

却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，

可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム濃縮液受槽は，下

記の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム濃縮液受槽は，下記の機

能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮液受槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成さ

れる。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液受槽の容量は，貯槽の有効

容量である m3/個以上とする。 

プルトニウム濃縮液受槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準

対象の施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 プルトニウム濃縮液受槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液受槽の本体の最高使用圧

力は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とす

る。 

プルトニウム濃縮液受槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設

計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 プルトニウム濃縮液受槽の冷却コイル部の最高使用圧力 
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設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液受槽の冷却コイル部の最

高使用圧力は，プルトニウム濃縮液受槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであ

るため，これを上回る圧力として MPaとする。 

プルトニウム濃縮液受槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の

圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上

回る MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 プルトニウム濃縮液受槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液受槽の本体の最高使用温

度は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム濃縮液受槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸

騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，こ

れを上回る ℃とする。 

3.2 プルトニウム濃縮液受槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液受槽の冷却コイル部の最

高使用温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度と

して ℃とする。 

プルトニウム濃縮液受槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の

使用温度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃である

ことから，これを上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としてのプルトニウム濃縮液受槽の伝熱面積の設定根拠につ

いては，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発

第61号 平成９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 

設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する

説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 
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プルトニウム濃縮液受槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価

結果（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対し

て余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下

回る温度として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

受槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

受槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

5. 個数の設定根拠

プルトニウム濃縮液受槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮缶から

のプルトニウム濃縮液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム濃縮液計量槽またはプ

ルトニウム濃縮液一時貯槽へ移送するために必要な個数として1個設置する。

重大事故等時に使用するプルトニウム濃縮液受槽は，設計基準対象の施設として1

個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
リサイクル槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

リサイクル槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液計量槽，プルト

ニウム濃縮液一時貯槽等からのプルトニウム濃縮液を受け入れ，エアリフトポンプに

より希釈槽へ移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備  

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るリサイクル槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，リサイクル槽，冷却コイル配

管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排

水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するリサイクル槽

は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

リサイクル槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，リサイクル槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用
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するリサイクル槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をリサイクル槽の冷却

コイルへ通水するために使用する。

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，リサイクル槽，冷却コイル配

管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排

水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するリサイクル槽は，下記の機能を

有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するリサイクル槽は，下記の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，リサイクル槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽の容量は，貯槽の有効容量である

m3/個以上とする。 

リサイクル槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施設

と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 リサイクル槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽の本体の最高使用圧力は，塔槽類

廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

リサイクル槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基準対象

の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 リサイクル槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽の冷却コイル部の最高使用圧力

は，リサイクル槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回る圧

力として MPaとする。 
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リサイクル槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬

型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPa

とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 リサイクル槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽の本体の最高使用温度は，加熱除

染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

リサイクル槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の蒸気

の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

3.2 リサイクル槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するリサイクル槽の冷却コイル部の最高使用温度

は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃と

する。 

リサイクル槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使用温度は

沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，

これを上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としてのリサイクル槽の伝熱面積の設定根拠については，再処

理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61号 平成

９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工

事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明書」に

よる。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

リサイクル槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表1,

表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を見

込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度と
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して，85℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
リサイクル槽

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 
リサイクル槽

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 
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5. 個数の設定根拠

リサイクル槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液計量槽，プルト

ニウム濃縮液一時貯槽等からのプルトニウム濃縮液を受け入れ，エアリフトポンプに

より希釈槽へ移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用するリサイクル槽は，設計基準対象の施設として1個設置して

いるものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
希釈槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

希釈槽は，設計基準対象の施設として，リサイクル槽からのプルトニウム濃縮液を

受け入れ，適切なプルトニウム濃度に希釈した後、エアリフトポンプによりプルトニ

ウム溶液供給槽等へ移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る希釈槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，希釈槽，冷却コイル配管・弁，

内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，

可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する希釈槽は，下記

の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

希釈槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，希釈槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する希釈槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を希釈槽の冷却コイル
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へ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，希釈槽，冷却コイル配管・弁，

内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，

可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する希釈槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する希釈槽は，下記の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，希釈槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。

1. 容量

設計基準対象の施設として使用する希釈槽の容量は，貯槽の有効容量である m3/

個以上とする。 

希釈槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施設と同様，

m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 希釈槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する希釈槽の本体の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス

処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

希釈槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基準対象の施設

と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 希釈槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する希釈槽の冷却コイル部の最高使用圧力は，希釈

槽の冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回る圧力として

MPaとする。 

希釈槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型

移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る0.98MPaとする。 
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3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 希釈槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する希釈槽の本体の最高使用温度は，加熱除染液を

受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

希釈槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の蒸気の温度

であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃と

する。 

3.2 希釈槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する希釈槽の冷却コイル部の最高使用温度は，冷却

コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。

希釈槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使用温度は沸騰時

の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを

上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての希釈槽の伝熱面積の設定根拠については，再処理施設

に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61号 平成９年９

月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計及び工事の方

法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

希釈槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果（表1,表2）か

ら，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕を見込み，

℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度として，

℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
希釈槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
希釈槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

 

5. 個数の設定根拠 

希釈槽は，設計基準対象の施設として，リサイクル槽からのプルトニウム濃縮液を

受け入れ，適切なプルトニウム濃度に希釈した後、エアリフトポンプによりプルトニ

ウム溶液供給槽等へ移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用する希釈槽は，設計基準対象の施設として1個設置しているも

のを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム濃縮液一時貯槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム濃縮液一時貯槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液

受槽からのプルトニウム濃縮液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム濃縮液計量槽

へ移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るプルトニウム濃縮液一時貯槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液一時貯槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するプルトニウム

濃縮液一時貯槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

プルトニウム濃縮液一時貯槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，プルトニウム濃縮液一時貯槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用
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するプルトニウム濃縮液一時貯槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をプルトニウム濃縮液

一時貯槽の冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液一時貯槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽

は，下記の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽は，下記

の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮液一時貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構

成される。 

 

1. 容量 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽の容量は，貯槽の

有効容量である m3/個以上とする。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計

基準対象の施設と同様， m3/個以上とする。 

 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 プルトニウム濃縮液一時貯槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽の本体の最高使

用圧力は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して，

とする。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力

は，設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

 

2.2 プルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイル部の最高使用圧力 
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設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイル部

の最高使用圧力は，プルトニウム濃縮液一時貯槽冷却コイル部の通常運転圧力が

MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場

合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これ

を上回る MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 プルトニウム濃縮液一時貯槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽の本体の最高使

用温度は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることか

ら，これを上回る ℃とする。 

3.2 プルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイル部

の最高使用温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温

度として ℃とする。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場

合の使用温度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃で

あることから，これを上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としてのプルトニウム濃縮液一時貯槽の伝熱面積の設定根拠

については，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再

事発第61号 平成９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書

類「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に

関する説明書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 
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プルトニウム濃縮液一時貯槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱

評価結果（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に

対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分

に下回る温度として， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

一時貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

一時貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 
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5. 個数の設定根拠

希釈槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液受槽からのプルトニウ

ム濃縮液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム濃縮液計量槽へ移送するために必要

な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム濃縮液一時貯槽は，設計基準対象の施設とし

て1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム濃縮液計量槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

プルトニウム濃縮液計量槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液受

槽等からのプルトニウム濃縮液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム濃縮液中間貯

槽へ移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備  

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るプルトニウム濃縮液計量槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液計量槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するプルトニウム

濃縮液計量槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

プルトニウム濃縮液計量槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，プルトニウム濃縮液計量槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用
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するプルトニウム濃縮液計量槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をプルトニウム濃縮液

計量槽の冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液計量槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム濃縮液計量槽は，

下記の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム濃縮液計量槽は，下記の

機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮液計量槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備

からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成

される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液計量槽の容量は，貯槽の有

効容量である m3/個以上とする。 

プルトニウム濃縮液計量槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基

準対象の施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 プルトニウム濃縮液計量槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液計量槽の本体の最高使用

圧力は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， と

する。 

プルトニウム濃縮液計量槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，

設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 プルトニウム濃縮液計量槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

45

40234



設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液計量槽の冷却コイル部の

最高使用圧力は，プルトニウム濃縮液計量槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPa

であるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

プルトニウム濃縮液計量槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合

の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを

上回る MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 プルトニウム濃縮液計量槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液計量槽の本体の最高使用

温度は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム濃縮液計量槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は

沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，

これを上回る ℃とする。 

 

3.2 プルトニウム濃縮液計量槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液計量槽の冷却コイル部の

最高使用温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度

として ℃とする。 

プルトニウム濃縮液計量槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合

の使用温度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であ

ることから，これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠   

設計基準対象の施設としてのプルトニウム濃縮液計量槽の伝熱面積の設定根拠に

ついては，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事

発第61号 平成９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類

「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に

関する説明書」による。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 
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プルトニウム濃縮液計量槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評

価結果（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対

して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に

下回る温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

計量槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

計量槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 
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5. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮液計量槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液受

槽等からのプルトニウム濃縮液を受け入れ，ポンプによりプルトニウム濃縮液中間貯

槽へ移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム濃縮液計量槽は，設計基準対象の施設として

1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム濃縮液中間貯槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *2：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*3：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

プルトニウム濃縮液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液

計量槽からのプルトニウム濃縮液を受け入れ，ポンプによりウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋へ移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

るプルトニウム濃縮液中間貯槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液中間貯槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用するプルトニウム

濃縮液中間貯槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

プルトニウム濃縮液中間貯槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，プルトニウム濃縮液中間貯槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用
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するプルトニウム濃縮液中間貯槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水をプルトニウム濃縮液

中間貯槽の冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，プルトニウム濃縮液中間貯槽，

冷却コイル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽

は，下記の機能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽は，下記

の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，プルトニウム濃縮液中間貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構

成される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽の容量は，貯槽の

有効容量である m3/個以上とする。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計

基準対象の施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 プルトニウム濃縮液中間貯槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽の本体の最高使

用圧力は，塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して，静水頭

とする。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力

は，設計基準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して，静水頭とする。 

2.2 プルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用圧力 
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設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイル部

の最高使用圧力は，プルトニウム濃縮液中間貯槽冷却コイル部の通常運転圧力が

MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場

合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これ

を上回る MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 プルトニウム濃縮液中間貯槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽の本体の最高使

用温度は，加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることか

ら，これを上回る ℃とする。 

 

3.2 プルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイル部

の最高使用温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温

度として ℃とする。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場

合の使用温度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃で

あることから，これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠   

設計基準対象の施設としてのプルトニウム濃縮液中間貯槽の伝熱面積の設定根拠

については，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再

事発第61号 平成９年９月２２日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書

類「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に

関する説明書」による。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 
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プルトニウム濃縮液中間貯槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱

評価結果（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に

対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分

に下回る温度として， ℃以下となっている。 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

中間貯槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 

プルトニウム濃縮液

中間貯槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 
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5. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮液中間貯槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム濃縮液

計量槽からのプルトニウム濃縮液を受け入れ，ポンプによりウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋へ移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用するプルトニウム濃縮液中間貯槽は，設計基準対象の施設とし

て1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 熱交換器 
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名 称 
凝縮器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個  

最高使用圧力 胴側 MPa  

最高使用温度 胴側 ℃  

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

凝縮器は，設計基準対象の施設として，プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶

から発生する廃ガスを冷却し，廃ガス中の蒸気を凝縮させるために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮器は，水素爆発により「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路とし

て使用する。

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製

建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダン

パの一部，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構

成する。

また，「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生した放射

性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するために流路として使用する。

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基

準対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備の

ダクト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又

は爆発」の発生を仮定する機器で構成する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用圧力は，プルトニウム

濃縮缶の本体の通常運転圧力が であるため，それを上回る MPaとす

る。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の胴側の最高使用圧力は，廃ガスポッ

トにより制限され最大でも＋ kPa 以下であり， とする。

2. 最高使用温度の設定根拠

55

40244



設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用温度は，凝縮器の使用

温度が ℃であるため，それと同等の ℃とする。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の胴側の最高使用温度は，沸騰時の蒸

気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器は，プルトニウム精製設備のプルトニウ

ム濃縮缶から発生する廃ガスを冷却し，廃ガス中に含まれる蒸気を凝縮するのに必要

な個数として，1個設置する。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の個数は，水素爆発により「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路とし

て使用するため，「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生

した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するために流路として使用するた

めに，に必要な個数として，設計基準対象の施設と同様に，1個使用する。
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精製建屋一時貯留処理設備 
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 (1) 容器 
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名称 
第1一時貯留処理槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

第1一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，主に4価のプルトニウムを含む

プルトニウム精製設備の機器内溶液等を受入れ，プルトニウムの価数を調整する。そ

の後，水相は第3一時貯留処理槽へ，有機相は第4一時貯留処理槽へ移送するために設

置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る第1一時貯留処理槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，第1一時貯留処理槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する第1一時貯留処

理槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

第1一時貯留処理槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，第1一時貯留処理槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する第1一時貯留処理槽は，下記の機能を有する。 

内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を第1一時貯留処理槽の

冷却コイルへ通水するために使用する。 
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系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，第1一時貯留処理槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する第1一時貯留処理槽は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，第1一時貯留処理槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

1. 容量

設計基準対象の施設として使用する第1一時貯留処理槽の容量は，貯槽の有効容量で

ある m3/個以上とする。 

第1一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の

施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 第1一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力は，

塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

第1一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基

準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

2.2 第1一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用

圧力は，第1一時貯留処理槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これ

を上回る圧力として MPaとする。 

第1一時貯留処理槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力

は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 第1一時貯留処理槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第1一時貯留処理槽の本体の最高使用温度は，
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スチームジェットにより移送された溶液を受け入れるためスチームジェットによる

温度上昇の可能性を考慮して， ℃とする。 

第1一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の

蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上

回る ℃とする。 

3.2 第1一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第1一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用

温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として

℃とする。 

第1一時貯留処理槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使用温

度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることか

ら，これを上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての第1一時貯留処理槽の伝熱面積の設定根拠について

は，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61

号 平成９年９月22日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計

及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明

書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶解液等を冷却する。さら

に，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に

近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包

する溶解液等を冷却する。 

第1一時貯留処理槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果

（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余

裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る

温度として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
第1一時貯留処理槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 
第1一時貯留処理槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

5. 個数の設定根拠

第1一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，主に4価のプルトニウムを含む

プルトニウム精製設備の機器内溶液等を受入れ，プルトニウムの価数を調整する。そ

の後，水相は第3一時貯留処理槽へ，有機相は第4一時貯留処理槽へ移送するために必

要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用する第1一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として1個設置

しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
第2一時貯留処理槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *1：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*2：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

第2一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，主に3価のプルトニウムを含む

プルトニウム精製設備の機器内溶液等を受入れ，プルトニウムの価数を調整する。そ

の後，水相は第3一時貯留処理槽へ，有機相は第4一時貯留処理槽へ移送するために設

置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る第2一時貯留処理槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，第2一時貯留処理槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する第2一時貯留処

理槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

第2一時貯留処理槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，第２一時貯留処理槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する第2一時貯留処理槽は，下記の機能を有する。 
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内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を第2一時貯留処理槽の

冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，第2一時貯留処理槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する第2一時貯留処理槽は，下記の機

能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するた

め，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する第2一時貯留処理槽は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，第2一時貯留処理槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

6. 容量

設計基準対象の施設として使用する第2一時貯留処理槽の容量は，貯槽の有効容量で

ある m3/個以上とする。 

第2一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の

施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

7. 最高使用圧力の設定根拠

7.1 第2一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第2一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力は，

塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

第2一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基

準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

7.2 第2一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第2一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用

圧力は，第2一時貯留処理槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これ

を上回る圧力として MPaとする。 
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第2一時貯留処理槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力

は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

 

8. 最高使用温度の設定根拠 

8.1 第2一時貯留処理槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第2一時貯留処理槽の本体の最高使用温度は，

スチームジェットにより移送された溶液を受け入れるため，スチームジェットによる

温度上昇の可能性を考慮して ℃とする。 

第2一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の

蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上

回る ℃とする。 

 

8.2 第2一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第2一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用

温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として

℃とする。 

第2一時貯留処理槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使用温

度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることか

ら，これを上回る ℃とする。 

 

9. 伝熱面積の設定根拠   

設計基準対象の施設としての第2一時貯留処理槽の伝熱面積の設定根拠について

は，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61

号 平成９年９月22日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計

及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明

書」による。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

 

第2一時貯留処理槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果

（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余
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裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る

温度として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
第2一時貯留処理槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 
第2一時貯留処理槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

10. 個数の設定根拠

第2一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，主に3価のプルトニウムを含む

プルトニウム精製設備の機器内溶液等を受入れ，プルトニウムの価数を調整する。そ

の後，水相は第3一時貯留処理槽へ，有機相は第4一時貯留処理槽へ移送するために必

要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用する第2一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として1個設置

しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
第3一時貯留処理槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

本体 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

冷却コイル部 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

注記 *1：水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力を示す。 

*2：水素による爆発発生時の液相部の瞬間圧力を示す。 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

第3一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，第1一時貯留処理槽及び第2一時

貯留処理槽からの水相，プルトニウム精製設備の機器内溶液等を受け入れ，その液体

の性状に応じて，エアリフトポンプにてプルトニウム精製設備の第１酸化塔または第

７一時貯留処理槽へ移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備  

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用す

る第3一時貯留処理槽は，下記の機能を有する。 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，第3一時貯留処理槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する第3一時貯留処

理槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第1貯水槽の水を

第3一時貯留処理槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，機器注水配管・弁，第3一時貯留処理槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用

する第3一時貯留処理槽は，下記の機能を有する。 
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内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第1貯水槽の水を第3一時貯留処理槽の

冷却コイルへ通水するために使用する。 

系統構成は，第1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋

内ホース，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，第3一時貯留処理槽，冷却コイ

ル配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第1貯水槽で構成する。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する第3一時貯留処理槽は，下記の機

能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界未満に抑制するため，貯

槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する第3一時貯留処理槽は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，第3一時貯留処理槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

11. 容量

設計基準対象の施設として使用する第3一時貯留処理槽の容量は，貯槽の有効容量で

ある m3/個以上とする。 

第3一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の

施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

12. 最高使用圧力の設定根拠

12.1 第3一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第3一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力は，

塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

第3一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基

準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

12.2 第3一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第3一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用

圧力は，第3一時貯留処理槽冷却コイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これ

を上回る圧力として MPaとする。 
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第3一時貯留処理槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力

は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

13. 最高使用温度の設定根拠

13.1 第3一時貯留処理槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第3一時貯留処理槽の本体の最高使用温度は，

加熱除染液を受け入れる可能性を考慮して， ℃とする。 

第3一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の温度は沸騰時の

蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上

回る ℃とする。 

13.2 第3一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第3一時貯留処理槽の冷却コイル部の最高使用

温度は，冷却コイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として

℃とする。 

第3一時貯留処理槽の冷却コイル部を重大事故等時において使用する場合の使用温

度は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることか

ら，これを上回る ℃とする。 

14. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての第3一時貯留処理槽の伝熱面積の設定根拠について

は，再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第６回申請(六再事発第61

号 平成９年９月22日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計

及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8崩壊熱除去に関する説明

書」による。 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する溶液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より貯槽等に近い

位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する

溶液等を冷却する。 

第3一時貯留処理槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果

（表1,表2）から，冷却水出口温度t2 [℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余

裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る
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温度として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

No. パラメータ 記号 単位 
第3一時貯留処理槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイル等への通水）

No. パラメータ 記号 単位 
第3一時貯留処理槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には2系統あるコイルの内1系統のみ使用 

15. 個数の設定根拠

第3一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，第1一時貯留処理槽及び第2一時

貯留処理槽からの水相，プルトニウム精製設備の機器内溶液等を受け入れ，その液体

の性状に応じて，エアリフトポンプにてプルトニウム精製設備の第１酸化塔または第

７一時貯留処理槽へ移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用する第3一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として1個設置

しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
第7一時貯留処理槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

第7一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム精製工程，第3一

時貯留処理槽等からのプルトニウムを含まない水相を受け入れ，その液体の性状に応

じて，プルトニウム精製設備の抽出塔水相出口へエアリフトポンプで移送するか，分

離建屋へスチームジェットポンプで移送する等のために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に重大事故時可溶性中性子吸収材供給系として使用する第7一時貯留

処理槽は，下記の機能を有する。

内包する溶液が臨界状態になった場合に未臨界状態にするため，可溶性中性子吸収

材を供給するために使用する。 

系統構成は，第7一時貯留処理槽，配管・弁，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

（第7一時貯留処理槽用）で構成される。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する第7一時貯留処理槽は，下記の機能を

有する。 

内包する溶液が臨界状態になった場合に発生する廃ガスを一時的に貯留するために

使用する。 

系統構成は，第7一時貯留処理槽，配管・弁，空気圧縮機，廃ガス貯留槽で構成され

る。 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する第5一時貯留処理槽は，下記の

機能を有する。 

臨界事故時に発生する放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制す

るため，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する第7一時貯留処理槽は，下記の機

能を有する。 

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するた

め，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 
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系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する第7一時貯留処理槽は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減させるために使用する。 

系統構成は，第7一時貯留処理槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成される。 

16. 容量

設計基準対象の施設として使用する第7一時貯留処理槽の容量は，貯槽の有効容量で

ある m3/個以上とする。 

第7一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の

施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

17. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第7一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力は，塔

槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

第7一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基

準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

18. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第7一時貯留処理槽の本体の最高使用温度は，

スチームジェットポンプにより移送される溶液を受け入れるため，スチームジェット

ポンプによる温度上昇の可能性を考慮して， ℃とする。 

第 7一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界事故の発

生を仮定する機器のうち想定する溶液温度が最も高くなる機器と同様とし， ℃と

する。 

19. 個数の設定根拠

第7一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム精製工程，第3一

時貯留処理槽等からのプルトニウムを含まない水相を受け入れ，その液体の性状に応

じて，プルトニウム精製設備の抽出塔水相出口へエアリフトポンプで移送するか，分

離建屋へスチームジェットポンプで移送する等のために必要な個数として1個設置す

る。 

重大事故等時に使用する第7一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として1個設置
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しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
第5一時貯留処理槽 

（ ） 

容量 ㎥/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

第5一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム精製設備，溶媒再

生系プルトニウム精製系等の各機器からの溶液を受け入れ，その液体の性状に応じ

て，第4一時貯留処理槽，プルトニウム精製設備，溶媒再生系プルトニウム精製系の各

機器等へエアリフトポンプで移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に重大事故時可溶性中性子吸収材供給系として使用する第5一時貯留

処理槽は，下記の機能を有する。

内包する溶液が臨界状態になった場合に未臨界状態にするため，可溶性中性子吸収

材を供給するために使用する。 

系統構成は，第5一時貯留処理槽，配管・弁，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

（第5一時貯留処理槽用）で構成される。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する第5一時貯留処理槽は，下記の機能を

有する。 

内包する溶液が臨界状態になった場合に発生する廃ガスを一時的に貯留するために

使用する。 

系統構成は，第5一時貯留処理槽，配管・弁，空気圧縮機，廃ガス貯留槽で構成され

る。 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する第5一時貯留処理槽は，下記の

機能を有する。 

臨界事故時に発生する放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制す

るため，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型空気圧縮機，配管・弁で構成される。 

20. 容量

設計基準対象の施設として使用する第5一時貯留処理槽の容量は，貯槽の有効容量で

ある m3/個以上とする。 
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第5一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の

施設と同様， m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

21. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第5一時貯留処理槽の本体の最高使用圧力は，

塔槽類廃ガス処理系に接続しているため，槽内の溶液を考慮して， とする。 

第5一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の本体の圧力は，設計基

準対象の施設と同様に槽内の溶液を考慮して， とする。 

22. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第5一時貯留処理槽の本体の最高使用温度は，

スチームジェットポンプにより移送される溶液を受け入れるためスチームジェット

ポンプによる温度上昇の可能性を考慮して， ℃とする。 

第 5一時貯留処理槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界事故の発

生を仮定する機器のうち想定する溶液温度が最も高くなる機器と同様とし， ℃と

する。 

23. 個数の設定根拠

第5一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として，プルトニウム精製設備，溶媒再

生系プルトニウム精製系等の各機器からの溶液を受け入れ，その液体の性状に応じ

て，第4一時貯留処理槽，プルトニウム精製設備，溶媒再生系プルトニウム精製系の各

機器等へエアリフトポンプで移送するために必要な個数として1個設置する。 

重大事故等時に使用する第5一時貯留処理槽は，設計基準対象の施設として1個設置

しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 主配管
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名称 

第１一時貯留処理槽（ ）

～塔槽類廃ガス処理設備入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は第１一時貯留処理槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点

とをつなぐ配管であり，第１一時貯留処理槽からのオーバーフロー液を所定の槽に移

送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第１一時貯留処理槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故等が発

生した場合に第１一時貯留処理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大

気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

23

40269



名称 
安全冷却水系ヘッダ分岐点～第１

一時貯留処理槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～第１一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ

配管であり，第１一時貯留処理槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイ

ルに冷却水を供給するために設置する。

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～第１一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」が発生した場合において，第１一時貯留処理槽を冷却している内部ルー

プに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及び第１一時貯留処理槽

の冷却コイルに通水することで，第１一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に

維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

25

40271



名称 
第１一時貯留処理槽（ ）

～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

本配管は第１一時貯留処理槽（ ）と精製建屋一時貯留処理設備出口配管合

流点とをつなぐ配管であり，第１一時貯留処理槽が内包する溶液の崩壊熱を除去する

ための冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第１一時貯留処理槽（

）と精製建屋一時貯留処理設備出口配管合流点とをつなぐ配管であり，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」が発生した場合において，第１一時貯留処理槽を冷却し

ている内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及び第１

一時貯留処理槽の冷却コイルに通水することで，第１一時貯留処理槽に内包する溶液

を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～第１一時貯留

処理槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は弁（ ）～第１一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であ

り，第１一時貯留処理槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界

濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁（ ）～第１

一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の拡大防止のため水を第１一時貯留処理槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸

騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

第２一時貯留処理槽（ ）

～塔槽類廃ガス処理設備入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は第２一時貯留処理槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点

とをつなぐ配管であり，第２一時貯留処理槽からのオーバーフロー液を所定の槽に移

送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第２一時貯留処理槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故等が発

生した場合に第２一時貯留処理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大

気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系ヘッダ分岐点～第２

一時貯留処理槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～第２一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ

配管であり，第２一時貯留処理槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイ

ルに冷却水を供給するために設置する。

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～第２一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」が発生した場合において，第２一時貯留処理槽を冷却している内部ルー

プに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及び第２一時貯留処理槽

の冷却コイルに通水することで，第２一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に

維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る aとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
第２一時貯留処理槽（ ）

～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は第２一時貯留処理槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ

配管であり，第２一時貯留処理槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイ

ルに冷却水を供給するために設置する。

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第２一時貯留処理槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」が発生した場合において，第２一時貯留処理槽を冷却している内部ルー

プに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及び第２一時貯留処理槽

の冷却コイルに通水することで，第２一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に

維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～第２一時貯留

処理槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は弁（ ）～第２一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であ

り，第２一時貯留処理槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界

濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～第

２一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機

能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器である第２一時貯留処理槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止

するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水を第２一時貯留処理槽へ供給し，溶液の温度を

低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，17.3 mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

第３一時貯留処理槽（ ）

～塔槽類廃ガス処理設備入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は第３一時貯留処理槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点

とをつなぐ配管であり，第３一時貯留処理槽からのオーバーフロー液を所定の槽に移

送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第３一時貯留処理槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故等が発

生した場合に第３一時貯留処理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大

気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系ヘッダ分岐点～第３

一時貯留処理槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～第３一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ

配管であり，第３一時貯留処理槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイ

ルに冷却水を供給するために設置する。

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～第３一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」が発生した場合において，第３一時貯留処理槽を冷却している内部ルー

プに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及び第３一時貯留処理槽

の冷却コイルに通水することで，第３一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に

維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
第３一時貯留処理槽（ ）

～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は第３一時貯留処理槽（ ）と精製建屋一時貯留処理設備出口配管合

流点とをつなぐ配管であり，第３一時貯留処理槽が内包する溶液の崩壊熱を除去する

ための冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第３一時貯留処理槽（

）と精製建屋一時貯留処理設備出口配管合流点とをつなぐ配管であり，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」が発生した場合において，第３一時貯留処理槽を冷却し

ている内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及び第３

一時貯留処理槽の冷却コイルに通水することで，第３一時貯留処理槽に内包する溶液

を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～第３一時貯留

処理槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

本配管は弁（ ）～第３一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であ

り，第３一時貯留処理槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界

濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～第

３一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機

能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器である第３一時貯留処理槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止

するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水として使用する本配管は，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の拡大防止のため水を第３一時貯留処理槽へ供給し，溶液の温度を低

下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，17.3 mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～第７一時貯留

処理槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は弁（ ）～第７一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であ

り，第７一時貯留処理槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界

濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～第

７一時貯留処理槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機

能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器である第７一時貯留処理槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止

するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の拡大防止のため第７一時貯留処理槽に未然防止対策と

は異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維

持するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，21.7 mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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重大事故時可溶性中性子 

吸収材供給系 

40294



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 容器 

1
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名 称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽 

（第 7一時貯留処理槽用） 

( ) 

容量 m３/個 ） 

最高使用圧力 ＭＰａ  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に重大事故時可溶性中性子吸収材供給系として使用する重大事故時可

溶性中性子吸収材供給槽(第7一時貯留処理槽用)は，重大事故等対処設備として，第7

一時貯留処理槽において臨界事故が発生した場合に，重大事故時可溶性中性子吸収材

供給系(第7一時貯留処理槽用)を用いて可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)

を重力流により供給し，第7一時貯留処理槽を未臨界に移行させるとともに未臨界を

維持するために設置する。 

系統構成は，第7一時貯留処理槽，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時

貯留処理槽用)，主要弁及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁(第7一

時貯留処理槽用)で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時貯留処理槽用)を重大事故等時にお

いて使用する場合の容量は，第7一時貯留処理槽での臨界事故の発生が想定される危

機状態のうち，最も厳しい状態において未臨界への移行に必要となる量に，重力流で

の供給中に駆動力を維持する観点から，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一

時貯留処理槽用)出口から第7一時貯留処理槽までの満水流れで流れる配管を可溶性中

性子吸収材で満たすための容量を考慮して設定する。 

第7一時貯留処理槽の未臨界への移行に必要な可溶性中性子吸収材の量は m3及

び配管等を満たすための容量は約 m3であるため，必要な可溶性中性子吸収材の量

は m3以上である。 

以上より，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時貯留処理槽用)の容量

は， m3を上回る m3/個以上とする。公称値は要求される容量と同じ m3/個

とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時貯留処理槽用)を重大事故等時にお

2

40296



いて使用する場合の最高使用圧力は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時

貯留処理槽用)がベント管を要する容器であることから， とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時貯留処理槽用)を重大事故等時にお

いて使用する場合の最高使用温度は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時

貯留処理槽用)が臨界事故による第7一時貯留処理槽内の溶液温度上昇の影響を受けな

いため，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回る ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第7一時貯留処理槽用）を重大事故等時にお

いて使用する場合の個数は，可溶性中性子吸収材供給槽を確実かつ迅速に供給するた

めに，1個を使用する。 

 

  

3

40297



名 称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽 

（第 5一時貯留処理槽用） 

( ) 

容量 m３/個  

最高使用圧力 ＭＰａ  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に重大事故時可溶性中性子吸収材供給系として使用する重大事故時可

溶性中性子吸収材供給槽(第5一時貯留処理槽用)は，重大事故等対処設備として，第5

一時貯留処理槽において臨界事故が発生した場合に，重大事故時可溶性中性子吸収材

供給系(第5一時貯留処理槽用)を用いて可溶性中性子吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)

を重力流により供給し，第5一時貯留処理槽を未臨界に移行させるとともに未臨界を

維持するために設置する。 

系統構成は，第5一時貯留処理槽，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時

貯留処理槽用)，主要弁及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁(第5一

時貯留処理槽用)で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時貯留処理槽用)を重大事故等時にお

いて使用する場合の容量は，第5一時貯留処理槽での臨界事故の発生が想定される危

機状態のうち，最も厳しい状態において未臨界への移行に必要となる量に，重力流で

の供給中に駆動力を維持する観点から，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一

時貯留処理槽用)出口から第5一時貯留処理槽までの満水流れで流れる配管を可溶性中

性子吸収材で満たすための容量を考慮して設定する。 

第5一時貯留処理槽の未臨界への移行に必要な可溶性中性子吸収材の量は m3及

び配管等を満たすための容量は約 m3であるため，必要な可溶性中性子吸収材の量

は m3以上である。 

以上より，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時貯留処理槽用)の容量

は， m3を上回る m3/個以上とする。公称値は要求される容量と同じ m3/個

とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時貯留処理槽用)を重大事故等時にお

4
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いて使用する場合の最高使用圧力は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時

貯留処理槽用)がベント管を要する容器であることから， とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時貯留処理槽用)を重大事故等時にお

いて使用する場合の最高使用温度は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時

貯留処理槽用)が臨界事故による第5一時貯留処理槽内の溶液温度上昇の影響を受けな

いため，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回る ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時貯留処理槽用)を重大事故等時におい

て使用する場合の個数は，可溶性中性子吸収材供給槽を確実かつ迅速に供給するため

に，1個を使用する。 
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(2) 主要弁 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に重大事故時可溶性中性子吸収材供給系として使用する主要弁は，第 7

一時貯留処理槽において臨界事故が発生した場合に，弁を開放することにより重大事

故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 7 一時貯留処理槽用)に貯留している可溶性中性子

吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を，重力流にて第 7 一時貯留処理槽に供給し，未臨界

に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

系統構成は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 7 一時貯留処理槽用)，主要

弁及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁(第 7 一時貯留処理槽用)で構

成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，可溶性中性子吸収

材の供給元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 7 一時貯留処理槽用)から

の水頭圧を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，可溶性中性子

吸収材の供給元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 7一時貯留処理槽用)

と同じ とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合は，可溶性中性子吸収材を確実か

つ迅速に供給できるよう，第7一時貯留処理槽1個あたり2個で構成し，合計で2個設置

する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に重大事故時可溶性中性子吸収材供給系として使用する主要弁は，第 5

一時貯留処理槽において臨界事故が発生した場合に，弁を開放することにより重大事

故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 5 一時貯留処理槽用)に貯留している可溶性中性子

吸収材(硝酸ガドリニウム溶液)を，重力流にて第 5 一時貯留処理槽に供給し，未臨界

に移行させるとともに未臨界を維持するために設置する。 

系統構成は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 5 一時貯留処理槽用)，主要

弁及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁(第 5 一時貯留処理槽用)で構

成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，機能及び構造上の

耐圧機能を必要としないため最高使用圧力を設定しないが，可溶性中性子吸収材の供

給元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 5 一時貯留処理槽用)からの水頭

圧を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，可溶性中性子

吸収材の供給元である重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第 5一時貯留処理槽用)

と同じ とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合は，可溶性中性子吸収材を確実か

つ迅速に供給できるよう，第5一時貯留処理槽1個あたり2個で構成し，合計で2個設置

する。 

 

8

40302



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 主配管 
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名 称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

（第５一時貯留処理槽用）( ) 

～主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に可溶性中性子吸収材供給系として使用する本配管は，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給槽（第５一時貯留処理槽用）( )から主要弁(

)までをつなぐ配管であり，臨界事故が発生した第５一時貯留処理槽に対

して可溶性中性子吸収材を自動で重力流により供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の 及び とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

主要弁( )～重大事故

時可溶性中性子吸収材供給槽（第５一

時貯留処理槽用）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に可溶性中性子吸収材供給系として使用する本配管は，主要弁(

)から重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第５一時貯留処理槽用）出

口配管( )合流点までをつなぐ配管であり，臨界事故が発生した第

５一時貯留処理槽に対して可溶性中性子吸収材を自動で重力流により供給するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

及び であるため，これと同等の 及び とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを上回る 及び とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

（第７一時貯留処理槽用）( )

～主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に可溶性中性子吸収材供給系として使用する本配管は，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給槽（第７一時貯留処理槽用）( )から主要弁(

)までをつなぐ配管であり，臨界事故が発生した第７一時貯留処理槽に対

して可溶性中性子吸収材を自動で重力流により供給するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

及び であるため，これと同等の 及び とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを上回る 及び とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

主要弁( )～重大事故

時可溶性中性子吸収材供給槽（第７一

時貯留処理槽用）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に可溶性中性子吸収材供給系として使用する本配管は，主要弁(

)から重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第７一時貯留処理槽用）出

口配管( )合流点までをつなぐ配管であり，臨界事故が発生した第

７一時貯留処理槽に対して可溶性中性子吸収材を自動で重力流により供給するために

設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

及び であるため，これと同等の 及び とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを上回る 及び とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

（第５一時貯留処理槽用）出口配管合

流点～第５一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に可溶性中性子吸収材供給系として使用する本配管は，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給槽（第５一時貯留処理槽用）出口配管( )合

流点から第５一時貯留処理槽までをつなぐ配管であり，臨界事故が発生した第５一時

貯留処理槽に対して可溶性中性子吸収材を自動で重力流により供給するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の 及び とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを上回る 及び とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

（第７一時貯留処理槽用）出口配管合

流点～第７一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に可溶性中性子吸収材供給系として使用する本配管は，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給槽（第７一時貯留処理槽用）出口配管( )合

流点から第７一時貯留処理槽までをつなぐ配管であり，臨界事故が発生した第７一時

貯留処理槽に対して可溶性中性子吸収材を自動で重力流により供給するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の 及び とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを上回る 及び とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 
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(1) 地下水排水設備

1
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 2（予備 1） 

水
位
計

名   称 
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地下水排水設備（水位検出器）

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 5 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)は，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋の耐震設計において地下水位の低下に期待しているこ

とから，地下水の排水のために設置する。また，地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝

建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)は，地震後にもその機能に期待することから，Ss

機能維持として設計する。地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸

化物貯建屋周り)うち，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋地下水排水設備の耐震性を有

するピットはウラン・プルトニウム混合脱硝建屋南東側に1個設置し，集水ピットに，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋地下水排水設備（排水ポンプ）（以下「排水ポンプ」と

いう。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水位検出器」という。）5個を設置す

る。地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)の概

略図を図１に示す。 

地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)が機能喪

失した場合は，状況を確認し速やかに予備品と交換する対応をとる。 

2
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1. 排水ポンプについいて

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：71m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：159m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②159m3/日(約7m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

集水管エリア４ 

地下水排水ポンプ現場制御盤

  ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋等

    排水配管

PLS P

図１ 地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)

の概略図 

：耐震性を有するピット 
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1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

集水管エリア４ 湧水量 湧水量合計 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋廻り 

159m3/日 159m3/日 

ウラン・プルトニウム

混合酸化物貯蔵建屋廻

り 

ウラン脱硝建屋廻り

ウラン酸化物貯蔵建屋

廻り 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，159m3/日であり，近年実測し

た地下水の排水実績（71m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値であ

ることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約23 m

② 配管・機器圧力損失  ：約2 m 

③ 合計  ：25ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約25mを上回る

30.2m以上とする。 

公称値については，要求される揚程25mを上回る30.2 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻
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  η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100 

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

   P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100
 

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)     ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)    ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)            ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)               ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54  

 

   P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW 

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 

 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することでウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋の健全性を確保するため，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋南東側ピ

ットへ２個設置する。 

 

2. 水位検出器について 

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mmに排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

 

 2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋230mm～＋1200mm とする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。 

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mmとする。 

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。 

5
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・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。 

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。 

 

 2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することでウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の健全性を確保するため，サブドレ

ンポンプの制御に必要な個数として，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋南東側ピッ

トへ 5個設置する。 

 

3. 最高使用圧力の設定根拠 

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約 35℃（むつ特別地域気象観測所での観察記

録における日最高気温 37.4℃（2012 年 7月））を上回る 40℃とする。 
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 2（予備 1） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 5 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)は，ウ

ラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋の耐震設計において地下水位の低下に期待して

いることから，地下水の排水のために設置する。また，地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混

合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)は，地震後にもその機能に期待することか

ら，Ss機能維持として設計する。地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙ

ﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)うち，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋地下水排水設備

の耐震性を有するピットはウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋北東側に1個設置

し，集水ピットに，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋地下水排水設備（排水ポ

ンプ）（以下「排水ポンプ」という。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水位検

出器」という。）5個を設置する。地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙ

ﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)の概略図を図１に示す。

地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周り)が機能喪

失した場合は，状況を確認し速やかに予備品と交換する対応をとる。 
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1. 排水ポンプについいて 

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：71m3/日 

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：159m3/日 

 

以上より，排水ポンプの容量は②159m3/日(約7m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

 なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

集水管エリア４ 

地下水排水ポンプ現場制御盤 

  ウラン・プルトニウム

酸化物貯蔵建屋等 

 

    排水配管 

P LS P 

図１ 地下水排水設備(ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋，ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ酸化物貯建屋周

り)の概略図 

  

：耐震性を有するピット 
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1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響 

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

 

集水管エリア４ 湧水量 湧水量合計 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋廻り 

159m3/日 159m3/日 

ウラン・プルトニウム

混合酸化物貯蔵建屋廻

り 

ウラン脱硝建屋廻り 

ウラン酸化物貯蔵建屋

廻り 

 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，159m3/日あり，近年実測した

地下水の排水実績（71m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値である

ことから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約23 m 

② 配管・機器圧力損失           ：約1 m 

③ 合計                  ：24ｍ 

 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約24mを上回る

30.2m以上とする。 

 

公称値については，要求される揚程24mを上回る30.2 mとする。 

 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻 

  η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100 
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(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

   P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100
 

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)     ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)    ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)            ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)               ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54  

 

   P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW 

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 

 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することでウラン・プルトニウム混

合酸化物貯蔵建屋の健全性を確保するため，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋北東側ピットへ２個設置する。 

 

2. 水位検出器について 

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mmに排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

 

 2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋230mm～＋1200mm とする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。 

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mmとする。 

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。 

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。 
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・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。 

 

 2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することでウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋の健全性を確保するため，サ

ブドレンポンプの制御に必要な個数として，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建

屋北東側ピットへ 5個設置する。 

 

3. 最高使用圧力の設定根拠 

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約 35℃（むつ特別地域気象観測所での観察記

録における日最高気温 37.4℃（2012 年 7月））を上回る 40℃とする。 
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Ⅵ－１－１－３－１－４－２ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝設備 
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Ⅵ－１－１－３－１－４－２－１ 

溶液系 
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 (1) 容器 
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名 称 硝酸プルトニウム貯槽( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 
本体 MPa 

冷却ジャケット部 MPa 

最高使用温度 
本体 ℃ 

冷却ジャケット部 ℃ 

個数 
本体 － 1 

冷却ジャケット部 － 4 

伝熱面積 m2/個 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

硝酸プルトニウム貯槽は，設計基準対象の施設として精製施設のプルトニウム精製

設備のプルトニウム濃縮液中間貯槽から硝酸プルトニウム溶液を受け入れるために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

硝酸プルトニウム貯槽は，下記の機能を有する。  

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第 1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，硝酸プルトニウム貯

槽，冷却ジャケット配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建

屋外ホース，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第 1貯水槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する硝酸プルトニウ

ム貯槽は，下記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽の水

を硝酸プルトニウム貯槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，機器注水配管・弁，硝酸プルトニウム貯槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る硝酸プルトニウム貯槽は，下記の機能を有する。 
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内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水し

冷却するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，硝酸プルトニウム貯

槽，冷却ジャケット配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建

屋外ホース，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第 1貯水槽で構成する。 

 

  重大事故等時に代替換気設備として使用する硝酸プルトニウム貯槽は，下記の機能

を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減

させるために使用する。 

系統構成は，硝酸プルトニウム貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット，凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニ

ットフィルタ及びダクト・ダンパで構成する。 

 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する硝酸プルトニウム貯槽は，下記の機

能を有する。 

  プルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する

ために，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，圧縮空気自動供給ユニット，

水素掃気配管・弁及び硝酸プルトニウム貯槽で構成する。 

機器圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユ

ニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃気配管・弁及び硝酸プルトニウム貯槽で

構成する。 

可搬型空気圧縮機から供給する系統構成は，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型建屋内ホース，建屋内空気中継配管，水素掃気配管・弁，機器圧縮空気供

給配管・弁及び硝酸プルトニウム貯槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替換気設備として使用する硝酸プルトニウム貯槽は，下記の機能

を有する。 
水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出

される放射性物質を低減させるために使用する。 

系統構成は，硝酸プルトニウム貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成す

る。 
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(1) 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する硝酸プルトニウム貯槽の容量は，貯槽の有効容   

 量である m3/個とする。 

硝酸プルトニウム貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基 

準対象の施設と同様， m3/個とする。 

 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

(2) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する硝酸プルトニウム貯槽の本体の最高使用圧力

は， の容器であるため， とする。 

硝酸プルトニウム貯槽の本体を重大事故等時において使用する場合の圧力は，

MPaのため， MPaとする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の

気相部の瞬間圧力は， MPaのため， MPaとする。また，放射線分解により発生

する水素による爆発発生時の水相部の瞬間圧力は， MPaのため， MPaとする。 

 

設計基準対象の施設として使用する硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケット部の最

高使用圧力は， MPaとする。 

硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケット部を重大事故等時において使用する場合の

圧力は，設計基準対象の施設同じ MPaとする。 

 

(3) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する硝酸プルトニウム貯槽の本体の最高使用温度

は，運転温度 ℃に余裕を考慮し， ℃とする。 

硝酸プルトニウム貯槽の本体を重大事故等時において使用する場合の温度は，想定

される硝酸の沸点が120℃～125℃であることから，これを上回る ℃とする。 

 

設計基準対象の施設として使用する硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケット部の最

高使用温度は， ℃とする。 

硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケット部を重大事故等時において使用する場合の

温度は，設計基準対象の施設同じ ℃とする。 

 

(4) 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケット部の伝

熱面積は，既設工認申請書(平成 11年１月 29日 10安(核規)第 538号)にて認可された

添付書類「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-11 崩壊

熱除去に関する説明書」により， m2/個とする。 
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硝酸プルトニウム貯槽を重大事故等時において使用する場合の冷却ジャケット部の

伝熱面積は，以下除熱評価結果(表 1,表 2)から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホー

スの使用条件 ℃に対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度

T[℃]は，沸点を十分に下回る温度として， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果(内部ループへの通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
硝酸プルトニウム貯槽 

(冷却ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果(冷却コイル等への通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
硝酸プルトニウム貯槽 

(冷却ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量。 

＊2：重大事故時には2面ある冷却ジャケットのうち1面のみ使用。 

 

以上より，設計基準対象の施設と同様， m2/個とする。 

  公称値については，要求される容量と同じ m2/個とする。 
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(5) 個数の設定根拠 

(5).1 本体の個数 

硝酸プルトニウム貯槽の本体は，設計基準対象の施設として精製施設のプルト

ニウム精製設備のプルトニウム濃縮液中間貯槽から硝酸プルトニウム溶液を受け

入れるために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時に使用する硝酸プルトニウム貯槽の本体は，設計基準対象の施設

として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 

 

(5).2 冷却ジャケット部の個数 

硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケット部は，設計基準対象の施設として安全

冷却水系から冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するために必要な個数とし

て，A系，B系独立した2系列に各2個，合計4個設置する。 

重大事故等時に使用する硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケット部は，設計基

準対象の施設として 2個設置しているものを重大事故等対処設備として使用す

る。 
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名 称 混合槽( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 
本体 MPa 

冷却ジャケット部 MPa 

最高使用温度 
本体 ℃ 

冷却ジャケット部 ℃ 

個数 
本体 － 2 

冷却ジャケット部 － 4 

伝熱面積 m2/個 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

混合槽は，設計基準対象の施設として硝酸プルトニウム貯槽及び硝酸ウラニル貯槽

から，硝酸プルトニウム溶液及び硝酸ウラニル溶液を受け入れ，ウラン濃度及びプル

トニウム濃度が等しくなるように混合調整するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

混合槽は，下記の機能を有する。  

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第 1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，混合槽，冷却ジャケッ

ト配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第 1貯水槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する混合槽は，下記

の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽の水

を混合槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，機器注水配管・弁，混合槽で構成する。 

 
重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る混合槽は，下記の機能を有する。 
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内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第 1貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケ

ットへ通水するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，混合槽，冷却ジャケッ

ト配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第 1貯水槽で構成する。 

 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する混合槽は，下記の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減

させるために使用する。 

系統構成は，混合槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニット，凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニットフィルタ及

びダクト・ダンパで構成する。 

 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する混合槽は，下記の機能を有する。 

  プルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する

ために，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，圧縮空気自動供給ユニット，

水素掃気配管・弁及び混合槽で構成する。 

機器圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユ

ニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃気配管・弁及び混合槽で構成する。 

可搬型空気圧縮機から供給する系統構成は，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型建屋内ホース，建屋内空気中継配管，水素掃気配管・弁，機器圧縮空気供

給配管・弁及び混合槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替換気設備として使用する混合槽は，下記の機能を有する。 
水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出

される放射性物質を低減させるために使用する。 

系統構成は，混合槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成する。 

 

(1) 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する混合槽の容量は，貯槽の有効容量である m3/個

とする。 

混合槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施設と同

様， m3/個とする。 
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 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

(2) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する混合槽の本体の最高使用圧力は， の容

器であるため， とする。 

混合槽の本体を重大事故等時において使用する場合の圧力は， MPaのため，

MPaとする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力

は， MPaのため， MPaとする。また，放射線分解により発生する水素による爆

発発生時の水相部の瞬間圧力は， MPaのため， MPaとする。 

 

設計基準対象の施設として使用する混合槽の冷却ジャケット部の最高使用圧力は，

MPaとする。 

混合槽の冷却ジャケット部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基

準対象の施設と同じ MPaとする。 

 

(3) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する混合槽の本体の最高使用温度は，運転温度 ℃

に余裕を考慮し， ℃とする。 

混合槽の本体を重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される硝酸の沸

点が120℃～125℃であることから，これを上回る ℃とする。 

 

設計基準対象の施設として使用する混合槽の冷却ジャケット部の最高使用温度は，

℃とする。 

混合槽の冷却ジャケット部を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基

準対象の施設と同じ ℃とする。 

 

(4) 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する混合槽の冷却ジャケット部の伝熱面積は，既設

工認申請書(平成 11年１月 29日 10安(核規)第 538号)にて認可された添付書類「Ⅵ 

設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-11 崩壊熱除去に関する

説明書」により， m2/個とする。 

混合槽を重大事故等時において使用する場合の冷却ジャケット部の伝熱面積は，以

下除熱評価結果(表 1,表 2)から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件

℃に対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸点

を十分に下回る温度として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果(内部ループへの通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
混合槽 

(冷却ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果(冷却コイル等への通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
混合槽 

(冷却ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量。 

＊2：重大事故時には2面ある冷却ジャケットのうち1面のみ使用。 

 

以上より，設計基準対象の施設と同様， m2/個とする。 

  公称値については，要求される容量と同じ m2/個とする。 
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(5) 個数の設定根拠 

(5).1 本体の個数 

混合槽の本体は，設計基準対象の施設として硝酸プルトニウム貯槽及び硝酸ウ

ラニル貯槽から，硝酸プルトニウム溶液及び硝酸ウラニル溶液を受け入れ，ウラ 

ン濃度及びプルトニウム濃度が等しくなるように混合調整するために必要な個

数として，2個設置する。 

重大事故等時に使用する混合槽の本体は，設計基準対象の施設として2個設置

しているものを重大事故等対処設備として使用する。 

 

(5).2 冷却ジャケット部の個数 

混合槽の冷却ジャケット部は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から冷

却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するために必要な個数として，本体1個につ

きA系，B系独立した2系列に各2個，合計4個設置する。 

重大事故等時に使用する混合槽の冷却ジャケット部は，設計基準対象の施設と

して本体 1個につき 2個設置しているものを重大事故等対処設備として使用す

る。 
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名 称 一時貯槽( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 
本体 MPa 

冷却ジャケット部 MPa 

最高使用温度 
本体 ℃ 

冷却ジャケット部 ℃ 

個数 
本体 － 1 

冷却ジャケット部 － 4 

伝熱面積 m2/個 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

一時貯槽は，設計基準対象の施設としてセル等に漏えいした液体状の放射性物質を

受け入れ，精製施設のプルトニウム精製設備のリサイクル槽へ移送するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

一時貯槽は，下記の機能を有する。  

蒸発乾固の発生を未然に防止するために，第 1貯水槽の水を内部ループに通水し冷

却するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，一時貯槽，冷却ジャケ

ット配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可

搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第 1貯水槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水として使用する一時貯槽は，下

記の機能を有する。 

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽の水

を一時貯槽に注水するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，機器注水配管・弁，一時貯槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る一時貯槽は，下記の機能を有する。 
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内包する溶液を未沸騰状態に維持するため，第 1貯水槽の水を一時貯槽の冷却ジャ

ケットへ通水するために使用する。 

系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，一時貯槽，冷却ジャケ

ット配管・弁，内部ループ配管・弁，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可

搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第 1貯水槽で構成する。 

 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する一時貯槽は，下記の機能を有する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減

させるために使用する。 

系統構成は，一時貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニット，凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニットフィルタ

及びダクト・ダンパで構成する。 

 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する一時貯槽は，下記の機能を有する。 

 プルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するた

めに，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，圧縮空気自動供給ユニット，

水素掃気配管・弁及び一時貯槽で構成する。 

機器圧縮空気自動供給ユニットから供給する系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユ

ニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃気配管・弁及び一時貯槽で構成する。 

可搬型空気圧縮機から供給する系統構成は，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型建屋内ホース，建屋内空気中継配管，水素掃気配管・弁，機器圧縮空気供

給配管・弁及び一時貯槽で構成する。 

 

重大事故等時に代替換気設備として使用する一時貯槽は，下記の機能を有する。 

水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出

される放射性物質を低減させるために使用する。 

系統構成は，一時貯槽，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成する。 

 

(1) 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する一時貯槽の容量は，貯槽の有効容量である m3/

個とする。 

一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象の施設と同

様， m3/個とする。 
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 公称値については，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

(2) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する一時貯槽の本体の最高使用圧力は， の

容器であるため， とする。 

一時貯槽の本体を重大事故等時において使用する場合の圧力は， MPaのため，

MPaとする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力

は， MPaのため， MPaとする。また，放射線分解により発生する水素による爆

発発生時の水相部の瞬間圧力は， MPaのため， MPaとする。 

 

設計基準対象の施設として使用する一時貯槽の冷却ジャケット部の最高使用圧力

は， MPaとする。 

一時貯槽の冷却ジャケット部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計

基準対象の施設と同じ MPaとする。 

 

(3) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する一時貯槽の本体の最高使用温度は，運転温度

℃に余裕を考慮し， ℃とする。 

一時貯槽の本体を重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される硝酸の

沸点が120℃～125℃であることから，これを上回る ℃とする。 

 

設計基準対象の施設として使用する一時貯槽の冷却ジャケット部の最高使用温度

は， ℃とする。 

一時貯槽の冷却ジャケット部を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計

基準対象の施設と同じ ℃とする。 

 

(4) 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する一時貯槽の冷却ジャケット部の伝熱面積は，既

設工認申請書(平成 11年１月 29 日 10安(核規)第 538号)にて認可された添付書類「Ⅵ 

設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-11 崩壊熱除去に関する

説明書」により， m2/個とする。 

一時貯槽を重大事故等時において使用する場合の冷却ジャケット部の伝熱面積は，

以下除熱評価結果(表 1,表 2)から，冷却水出口温度 t2[℃]は，消防ホースの使用条件

℃に対して余裕を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度 T[℃]は，沸

点を十分に下回る温度として， ℃以下となっている。 
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表 1 重大事故等時除熱評価結果(内部ループへの通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
一時貯槽 

(冷却ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果(冷却コイル等への通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
一時貯槽 

(冷却ジャケット) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃ 

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量。 

＊2：重大事故時には2面ある冷却ジャケットのうち1面のみ使用。 

 

以上より，設計基準対象の施設と同様， m2/個とする。 

  公称値については，要求される容量と同じ m2/個とする。 
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(5) 個数の設定根拠 

(5).1 本体の個数 

一時貯槽の本体は，設計基準対象の施設としてセル等に漏えいした液体状の放

射性物質を受け入れ，精製施設のプルトニウム精製設備のリサイクル槽へ移送す

るために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時に使用する一時貯槽は，設計基準対象の施設として1個設置して

いるものを重大事故等対処設備として使用する。 

 

(5).2 冷却ジャケット部の個数 

一時貯槽の冷却ジャケット部は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から

冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するために必要な個数として，A系，B系独

立した2系列に各2個，合計4個設置する。 

重大事故等時に使用する一時貯槽の冷却ジャケット部は，設計基準対象の施設

として 2個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 主配管 
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名称 弁( )～硝酸プルトニウム貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  本配管は，設計基準対象の施設として安全圧縮空気系から硝酸プルトニム貯槽へ圧

縮空気を適切に供給し，溶液の放射線分解により発生する水素を掃気するために設置

する。 

・重大事故対処設備

  重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧が低

下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して硝酸プルトニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然

に防止するための流路として使用する。また，圧縮空気自動供給ユニットボンベから

の圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，機器

圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して硝酸プルトニウム貯槽の

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用

する。さらに，可搬型空気圧縮機から硝酸プルトニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供

給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を硝酸プルトニウム貯槽に注水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水供給設備の可搬型中型移

送ポンプによる冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPa とす

る。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  本配管は，設計基準対象の施設として安全圧縮空気系から混合槽へ圧縮空気を適切

に供給し，溶液の放射線分解により発生する水素を掃気するために設置する。 

・重大事故対処設備

  重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧が低

下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するため

の流路として使用する。また，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの圧縮空気供給

時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供

給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。さらに，可搬型空気圧縮

機から混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための

流路として使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水供給設備の可搬型中型移

送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPa とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  本配管は，設計基準対象の施設として安全圧縮空気系から混合槽へ圧縮空気を適切

に供給し，溶液の放射線分解により発生する水素を掃気するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧が低

下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するため

の流路として使用する。また，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの圧縮空気供給

時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供

給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。さらに，可搬型空気圧縮

機から混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための

流路として使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水供給設備の可搬型中型移

送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

23

40353



名称 弁( )～一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  本配管は，設計基準対象の施設として安全圧縮空気系から一時貯槽へ圧縮空気を適

切に供給し，溶液の放射線分解により発生する水素を掃気するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧が低

下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するた

めの流路として使用する。また，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの圧縮空気供

給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動

供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。さらに，可搬型空

気圧縮機から一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止す

るための流路として使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を一時貯槽に注水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水供給設備の可搬型中型移

送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，前処理建屋の安全圧

縮空気系の水素掃気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
硝酸プルトニウム貯槽( )～安全冷却水系配

管( , )合流部 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から硝酸プルトニウム貯槽の冷

却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，硝酸プルトニウム貯槽に内包する溶液を冷却するため，第 1貯水槽の水を

内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するための流路として使

用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケットへ通水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて約 MPa に減圧し供給するため，余裕を考

慮し MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であること，及び硝酸プルトニウム貯槽に内包する溶液を冷却している冷

却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
混合槽( )～安全冷却水系配管(

, )合流部

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から混合槽の冷却ジャケットへ

冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，混合槽に内包する溶液を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通

水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用する

本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯

水槽の水を混合槽の冷却ジャケットへ通水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考

慮し MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であること，及び混合槽( )に内包する溶液を冷却している冷却水

出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
混合槽( )～安全冷却水系配管(

, )合流部

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から混合槽の冷却ジャケットへ

冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，混合槽に内包する溶液を

冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するための流路として使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットへ通水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考

慮し MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であること，及び混合槽( )に内包する溶液を冷却している冷却水

出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
一時貯槽( )～安全冷却水系配管(

, )合流部

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から一時貯槽の冷却ジャケット

へ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，一時貯槽に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を一時貯槽の冷却ジャケットへ通水するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考

慮し MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であること，及び一時貯槽に内包する溶液を冷却している冷却水出口温度

が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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ウラン・プルトニウム混合脱硝系 
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名称 凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

高さ mm 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿は，設計基準対象の施設として微量の放射性物質を

含む溶液を保有する系統の配管から漏えいが発生した場合に，漏えいの拡大を防止す

るために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿は，下記の

機能を有する。 

重大事故対処設備としての凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿は，【内部ループへの通

水による冷却】が機能しなかった場合に，第 1貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器へ

通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包す

る溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するために使

用する。 

凝縮水回収の系統構成は，凝縮器又は予備凝縮器，凝縮液回収系及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿の最高使用圧力

は，漏えい液を貯留する の容器であるため， とする。 

凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力

は，発生する凝縮水を重力流にて移送し，貯留する の容器であるため，

とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿の最高使用温度

は，凝縮廃液受槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合の温度

は，凝縮器及び予備凝縮器出口の最高使用温度が ℃であるため， ℃とする。 
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(3) 高さの設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿の高さは，既設

工認申請書(平成 11年７月５日 11安(核規)第 135号)にて認可された添付書類「Ⅵ 設

計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 漏えい液受皿の容量に

関する説明書」により， mmとする。なお，漏えい液受皿の有効容量は以下のとおり。 

有効容量： m3 

重大事故等時に使用する凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿は，可搬型液位計による液

位確認を行いながら回収先を切り替えることで，凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿の高

さ mm(有効容量 m3)，凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿の高さ mm(有効容量

m3)及び凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿の高さ mm(有効容量 m3)の 3 つの漏

えい液受皿に回収することができ，有効容量の合計は m3となる。 

 発生する凝縮水量が 3 つの漏えい液受皿の有効容量の合計となるまでの時間は以下

の通り 時間であり，蒸発乾固の発生(冷却機能の喪失から )から冷却コイ

ル等への通水開始(冷却機能の喪失から )までの時間( )を十

分に満足することから，凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿を重大事故等時において使用

する場合の高さを mmとする。 

  凝縮水発生量が有効容量の合計となるまでの時間： 

h 

(4) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿は，微量の放射

性物質を含む溶液を保有する系統の配管から漏えいが発生した場合に，漏えいの拡大

を防止するために必要な個数として，2個設置する。 

重大事故等時に使用する凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿の個数は，【内部ループへ

の通水による冷却】が機能しなかった場合に，第1貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮

器へ通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収

するため，設計基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備と

して使用する。 
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名称 凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿 ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

高さ mm 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿は，設計基準対象の施設として微量の放射性物質を

含む溶液を保有する系統の配管から漏えいが発生した場合に，漏えいの拡大を防止す

るために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿は，下記の

機能を有する。 

重大事故対処設備としての凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿は，【内部ループへの通

水による冷却】が機能しなかった場合に，第 1貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器へ

通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包す

る溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するために使

用する。 

凝縮水回収の系統構成は，凝縮器又は予備凝縮器，凝縮液回収系及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿の最高使用圧力

は，漏えい液を貯留する の容器であるため， とする。 

凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力

は，発生する凝縮水を重力流にて移送し，貯留する の容器であるため，

とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿の最高使用温度

は，凝縮廃液貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合の温度

は，凝縮器及び予備凝縮器出口の最高使用温度が ℃であるため， ℃とする。 
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(3) 高さの設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿の高さは，既設

工認申請書(平成 11年７月５日 11安(核規)第 135号)にて認可された添付書類「Ⅵ 設

計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-3 漏えい液受皿の容量に

関する説明書」により， mmとする。なお，漏えい液受皿の有効容量は以下のとおり。 

有効容量： m3 

  重大事故等時に使用する凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿の高さは，凝縮廃液受槽セ

ル漏えい液受皿の設定根拠に関する説明書に記載のとおり， mm とする。

(4) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿は，微量の放射

性物質を含む溶液を保有する系統の配管から漏えいが発生した場合に，漏えいの拡大

を防止するために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時に使用する凝縮廃液貯槽セル漏えい液受皿の個数は，【内部ループへ

の通水による冷却】が機能しなかった場合に，第1貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮

器へ通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収

するため，設計基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備と

して使用する。 
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Ⅵ－１－１－３－１－５ 

酸及び溶媒の回収施設 

40370



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－１－５－１ 

酸回収設備 
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Ⅵ－１－１－３－１－５－１－１ 

第１酸回収系 

40372



（1）容器

1
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名称 
第1供給槽 

( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

第1供給槽は，設計基準対象の施設として分離施設の分離建屋一時貯留設備，気体廃

棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類廃ガス処理設備等で発生する洗浄廃液および，液体

廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮設備等で発生する使用済硝酸を受入れるため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第1供給槽は，以下の機能を有する。 

第1供給槽は，セル導出経路上の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び第1エジェクタ凝縮

器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するために設置する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1供給槽の容量は，分離施設の分離建屋一時

貯留設備，気体廃棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類廃ガス処理設備等で発生する洗浄

廃液および，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮設備等で発生する使用済硝酸

等の発生量 m3を上回る容量として m3以上とする。 

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 
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重大事故等時において使用する第1供給槽の容量は，高レベル廃液の沸騰から事態

の収束までに発生する凝縮水の発生量約 m3を受入れるために必要な容量を以下の通

り確保する。 

・容量：約 m3以上(第1供給槽及び第2供給槽 合計)

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1供給槽の最高使用圧力は，第1供給槽が塔槽

類廃ガス処理設備に接続されていることから， とする。 

第1供給槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，大気開放の容器である

ため凝縮水を考慮して，設計基準対象の施設と同様に， とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1供給槽の最高使用温度は，第1供給槽の通常

運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

第1供給槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液濃縮缶凝

縮器及び第1エジェクタ凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

4. 個数の設定根拠

第1供給槽は，設計基準対象の施設として分離施設の分離建屋一時貯留設備，気体廃

棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類廃ガス処理設備等で発生する洗浄廃液および，液体

廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮設備等で発生する使用済硝酸を受入れるため

に必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時において使用する第1供給槽は，セル導出経路上の高レベル廃液濃縮

缶凝縮器及び第1エジェクタ凝縮器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するため，設

計基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用す

る。 
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名称 
第2供給槽 

( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

第2供給槽は，設計基準対象の施設として分離施設の分離建屋一時貯留設備，気体廃

棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類廃ガス処理設備等で発生する洗浄廃液および，液体

廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮設備等で発生する使用済硝酸を受入れるため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第2供給槽は，以下の機能を有する。 

第2供給槽は，セル導出経路上の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び第1エジェクタ凝縮

器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するために設置する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2供給槽の容量は，分離施設の分離建屋一時

貯留設備，気体廃棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類廃ガス処理設備等で発生する洗浄

廃液および，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮設備等で発生する使用済硝酸

等の発生量 m3を上回る容量として m3以上とする。 

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 
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重大事故等時において使用する第2供給槽の容量は，高レベル廃液の沸騰から事態

の収束までに発生する凝縮水の発生量約 m3を受入れるために必要な容量を以下の通

り確保する。 

・容量：約 m3以上(第1供給槽及び第2供給槽 合計)

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2供給槽の最高使用圧力は，第2供給槽が塔槽

類廃ガス処理設備に接続されていることから， とする。 

第2供給槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，大気開放の容器である

ため凝縮水を考慮して，設計基準対象の施設と同様に， とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2供給槽の最高使用温度は，第2供給槽の通常

運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

第2供給槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液濃縮缶凝

縮器及び第1エジェクタ凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

4. 個数の設定根拠

第2供給槽は，設計基準対象の施設として分離施設の分離建屋一時貯留設備，気体廃

棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類廃ガス処理設備等で発生する洗浄廃液および，液体

廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮設備等で発生する使用済硝酸を受入れるため

に必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時において使用する第2供給槽は，セル導出経路上の高レベル廃液濃縮

缶凝縮器及び第1エジェクタ凝縮器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するため，設

計基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用す

る。 
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Ⅵ－１－１－３－１－５－２ 

溶媒回収設備 
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Ⅵ－１－１－３－１－５－２－１ 

溶媒再生系 
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Ⅵ－１－１－３－１－５－２ 

－１－１ 

プルトニウム精製系 

40380



(1) 容器

1
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名称 

精製建屋一時貯留処理槽第１セ

ル漏えい液受皿２ 

( ) 

容量 ㎥/個  

最高使用圧力 －  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液受皿２は，万一セル内に存在する設備か

ら液体状の使用済燃料等が漏えいした場合に，漏えいの拡大を防止するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液受皿２は、安全冷却水系崩壊熱除去機能

が喪失し，精製建屋における「冷却機能の喪失による蒸発乾固」（以下「蒸発乾固」と

いう。）の発生を仮定する機器が沸騰した場合において，沸騰に伴って生じる蒸気を精

製建屋のセル導出設備の凝縮器（以下「凝縮器」という）で凝縮した際に生じる凝縮

水を貯留するために設置する。 

 

１．容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液

受皿２の容量は，この漏えい液受皿の上方に設定される配管のうち，漏えい流量

が大きくなるものからの漏えい量に余裕を考慮し， ｍ３とする。 

精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液受皿２を重大事故等時において使用

する場合の容量は，精製建屋における凝縮水発生量が約 ｍ３であるため，容量は

ｍ３／個以上とする。 

また，公称値については，設計基準対象の施設として使用する場合に必要な容量

が，重大事故等対処時に要求される容量を上回っていることから ｍ３／個とす

る。 

 

２．最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液

受皿２の最高使用圧力は，漏えい液が滞留することを考慮し， とする。 

精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液受皿２を重大事故等時において使用
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する場合の最高使用圧力は，凝縮液の貯留によるもの以外の加圧を考慮する必要

がないことから，設計基準対象の施設として使用する場合と同様に とす

る。 

 

３．最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液

受皿２の最高使用温度は，漏えいを想定する配管の最高使用温度 を考慮し

℃とする。 

精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液受皿２を重大事故等時において使用

する場合の最高使用温度は，凝縮器の排水温度が ℃以下であることを踏まえ，

設計基準対象の施設として使用する場合と同じく ℃とする。 

 

４．個数の設定根拠 

 精製建屋一時貯留処理槽第１セル漏えい液受皿２の個数は，容量設定根拠を踏

まえ、１基を使用する。 
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(2) 主配管
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名称 

プルトニウム溶液供給槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設  

本配管はプルトニウム溶液供給槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合

流点とをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液供給槽からのオーバーフロー液を所定

の槽に移送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置する。 

 

・重大事故対処施設  

本配管はプルトニウム溶液供給槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合

流点とをつなぐ配管であり，重大事故等が発生した場合にプルトニウム溶液供給槽の

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減

するため使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

6

40386



名称 
弁（ ）～プルトニウム

溶液供給槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は弁（ ）～プルトニウム溶液供給槽（ ）とをつなぐ配管

であり，プルトニウム溶液供給槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を

可燃限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム溶液供給槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器であるプルトニウム溶液供給槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未

然に防止するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～油水分離槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

  本配管は弁（ ）～油水分離槽（ ）とをつなぐ配管であり，油水

分離槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制

するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設  

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～油

水分離槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失

した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器である油水分離槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止するために使用す

る。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の拡大防止のため水を油水分離槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

 

 

9

40389



 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

10

40390



 

名称 
油水分離槽～塔槽類廃ガス処理設

備入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は油水分離槽～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であ

り，油水分離槽からのオーバーフロー液を所定の槽に移送するために、また排気を塔

槽類廃ガス処理設備に導くために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，油水分離槽～塔槽類廃ガス処

理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故等が発生した場合に油水分離

槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を

低減するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
プルトニウム精製設備入口配管分

岐点～油水分離槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム精製設備入口配管分岐点～油水分離槽（ ）とをつな

ぐ配管であり，油水分離槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイルに冷

却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備入

口配管分岐点～油水分離槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」が発生した場合において，油水分離槽を冷却している内部ループに通

水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及び油水分離槽の冷却コイルに

通水することで，油水分離槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
油水分離槽（ ）～安全冷

却水ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は油水分離槽（ ）～安全冷却水ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，

油水分離槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイルに冷却水を供給す

るために設置する。 

 

・重大事故対処施設  

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，油水分離槽（ ）

～安全冷却水ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，油水分離槽を冷却している内部ループに通水することで蒸

発乾固の発生を未然に防止するため及び油水分離槽の冷却コイルに通水することで，

油水分離槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

溶液受槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は弁（ ）～プルトニウム溶液受槽（ ）とをつなぐ配管で

あり，プルトニウム溶液受槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃

限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム溶液受槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気

機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器であるプルトニウム溶液受槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に

防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水をプルトニウム溶液受槽へ供給し，溶液の温度

を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系ヘッダ分岐点～プル

トニウム溶液受槽（ ）

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～プルトニウム溶液受槽（ ）とをつな

ぐ配管であり，プルトニウム溶液受槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却

コイルに冷却水を供給するために設置する。

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，は安全冷却水系ヘッダ分

岐点～プルトニウム溶液受槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム溶液受槽を冷却している内

部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルトニウム

溶液受槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム溶液受槽に内包する溶液を未

沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
プルトニウム溶液受槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

  本配管はプルトニウム溶液受槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつな

ぐ配管であり，プルトニウム溶液受槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却

コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム溶液受槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム溶液受槽を冷却している内部

ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルトニウム溶

液受槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム溶液受槽に内包する溶液を未沸

騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

濃縮缶供給槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は弁（ ）～プルトニウム濃縮缶供給槽（ ）とをつなぐ配

管であり，プルトニウム濃縮缶供給槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水

素を可燃限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム濃縮缶供給槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器であるプルトニウム濃縮缶供給槽に圧縮空気を供給し，水素爆発

を未然に防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水をプルトニウム濃縮缶供給槽へ供給し，溶液の

温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水系ヘッダ分岐点～プル

トニウム濃縮缶供給槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～プルトニウム濃縮缶供給槽（ ）とを

つなぐ配管であり，プルトニウム濃縮缶供給槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するた

めの冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～プルトニウム濃縮缶供給槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮缶供給槽を冷却して

いる内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルト

ニウム濃縮缶供給槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮缶供給槽に内

包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
プルトニウム濃縮缶供給槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管はプルトニウム濃縮缶供給槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とを

つなぐ配管であり，プルトニウム濃縮缶供給槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するた

めの冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮缶供給

槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮缶供給槽を冷却して

いる内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルト

ニウム濃縮缶供給槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮缶供給槽に内

包する溶液を未沸騰状態に維持するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
プルトニウム濃縮缶（ ）

～凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム濃縮缶（ ）～凝縮器( )とをつなぐ配管であ

り，濃縮缶からの蒸気を凝縮器へ導くために設置する。 

 

・重大事故対処施設  

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム濃縮缶（

）～凝縮器( )とをつなぐ配管であり，重大事故等が発生した場合にプルト

ニウム濃縮缶の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放

射性物質を低減するために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，重大事故等により発

生する廃ガスを貯留するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガス貯留設備の運転圧力

を考慮し， とする。 

また，TBPによる爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，プロセス流体の最高

使用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

      

    

 

 

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
凝縮器( )～塔槽類廃ガス

処理設備入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は凝縮器( )～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配

管であり，濃縮缶からの蒸気を凝縮器へ導くために設置する。 

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器( )～塔槽類廃

ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故等が発生した場合にプ

ルトニウム濃縮缶の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出され

る放射性物質を低減するために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，重大事故等により発

生する廃ガスを貯留するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガス貯留設備の運転圧力

を考慮し， とする。 

また，TBPによる爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，プロセス流体の最高

使用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

, とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

      

    

 

 

 

  

      

    

 

 

 

  

      

    

 

 

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

濃縮缶（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は弁（ ）～プルトニウム濃縮缶（ ）とをつなぐ配管であ

り，プルトニウム濃縮缶が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界

濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム濃縮缶（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機

能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器であるプルトニウム濃縮缶に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，供給先貯槽の最高使用温度

を考慮し， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

濃縮液受槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は弁（ ）～プルトニウム濃縮液受槽（ ）とをつなぐ配管

であり，プルトニウム濃縮缶が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃

限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム濃縮液受槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器であるプルトニウム濃縮缶に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に

防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水をプルトニウム濃縮缶へ供給し，溶液の温度を

低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム濃縮液受槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管はプルトニウム濃縮液受槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合

流点とをつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液受槽からのオーバーフロー液を所定

の槽に移送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置する。 

・重大事故対処施設

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液受槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故等

が発生した場合にプルトニウム濃縮液受槽の気相中に移行する放射性物質をセルに

導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系ヘッダ分岐点～プル

トニウム濃縮液受槽（ ）

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～プルトニウム濃縮液受槽（ ）とをつ

なぐ配管であり，プルトニウム濃縮液受槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための

冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全冷却水系して使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～プルトニウム濃縮液受槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液受槽を冷却している

内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルトニウ

ム濃縮液受槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液受槽に内包する溶

液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
プルトニウム濃縮液受槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

 本配管はプルトニウム濃縮液受槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつ

なぐ配管であり，プルトニウム濃縮液受槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための

冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故対処施設

 重大事故等時に代替安全冷却水系して使用する本配管は，プルトニウム濃縮液受槽

（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液受槽を冷却している

内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルトニウ

ム濃縮液受槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液受槽に内包する溶

液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

溶液一時貯槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設  

本配管は弁（ ）～プルトニウム溶液一時貯槽（ ）とをつなぐ配

管であり，プルトニウム溶液一時貯槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水

素を可燃限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

  重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム溶液一時貯槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器であるプルトニウム溶液一時貯槽に圧縮空気を供給し，水素爆発

を未然に防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水をプルトニウム溶液一時貯槽へ供給し，溶液の

温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム溶液一時貯槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム溶液一時貯槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管

合流点とをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液一時貯槽からのオーバーフロー液を

所定の槽に移送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置す

る。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム溶液一時貯槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故

等が発生した場合にプルトニウム溶液一時貯槽の気相中に移行する放射性物質をセ

ルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

46

40426



 

名称 

安全冷却水系ヘッダ分岐点～プル

トニウム溶液一時貯槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～プルトニウム溶液一時貯槽（ ）とを

つなぐ配管であり，プルトニウム溶液一時貯槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するた

めの冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐点～

プルトニウム溶液一時貯槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム溶液一時貯槽を冷却している

内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルトニウ

ム溶液一時貯槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム溶液一時貯槽に内包す

る溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 

47

40427



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

48

40428



 

 

 

名称 
プルトニウム溶液一時貯槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム溶液一時貯槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とを

つなぐ配管であり，プルトニウム溶液一時貯槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するた

めの冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム溶液一時貯

槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム溶液一時貯槽を冷却して

いる内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルト

ニウム溶液一時貯槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム溶液一時貯槽に内

包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～リサイクル槽

（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は弁（ ）～リサイクル槽（ ）とをつなぐ配管であり，リ

サイクル槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に

抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設  

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～リ

サイクル槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪

失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器であるリサイクル槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水をリサイクル槽へ供給し，溶液の温度を低下さ

せ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水ヘッダ分岐点～リサイ

クル槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は安全冷却水ヘッダ分岐点～リサイクル槽（ ）とをつなぐ配管であ

り，リサイクル槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイルに冷却水を供

給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ヘッダ分岐点

～リサイクル槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」が発生した場合において，リサイクル槽を冷却している内部ループに通水するこ

とで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びリサイクル槽の冷却コイルに通水す

ることで，リサイクル槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
リサイクル槽（ ）～安全

冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はリサイクル槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管で

あり，リサイクル槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイルに冷却水を

供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，リサイクル槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」が発生した場合において，リサイクル槽を冷却している内部ループに通水す

ることで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びリサイクル槽の冷却コイルに通

水することで，リサイクル槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～希釈槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は弁（ ）～希釈槽（ ）とをつなぐ配管であり，希釈槽が

内包する溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するため

の水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～希

釈槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した

場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

である希釈槽に圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水を希釈槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸

騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
希釈槽（ ）～塔槽類廃ガ

ス処理設備入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は希釈槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配

管であり，希釈槽からのオーバーフロー液を所定の槽に移送するために、また排気を

塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，希釈槽（ ）～塔槽類

廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故等が発生した場合に

希釈槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物

質を低減するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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流量 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系ヘッダ分岐点～希釈

槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～希釈槽（ ）とをつなぐ配管であり，

希釈槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイルに冷却水を供給するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～希釈槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，希釈槽を冷却している内部ループに通水することで蒸発乾

固の発生を未然に防止するため及び希釈槽の冷却コイルに通水することで，希釈槽に

内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
希釈槽（ ）～安全冷却水

系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は希釈槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，

希釈槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するための冷却コイルに冷却水を供給するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，希釈槽（ ）～安

全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

が発生した場合において，希釈槽を冷却している内部ループに通水することで蒸発乾

固の発生を未然に防止するため及び希釈槽の冷却コイルに通水することで，希釈槽に

内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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流量 
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(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

濃縮液一時貯槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

本配管は弁（ ）～プルトニウム濃縮液一時貯槽（ ）とをつなぐ

配管であり，プルトニウム濃縮液一時貯槽が内包する溶液の放射線分解により発生す

る水素を可燃限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置

する。 

 

・重大事故対処施設  

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水

素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器であるプルトニウム濃縮液一時貯槽に圧縮空気を供給し，水素

爆発を未然に防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水をプルトニウム濃縮液一時貯槽へ供給し，溶液

の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 
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本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム濃縮液一時貯槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム濃縮液一時貯槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配

管合流点とをつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液一時貯槽からのオーバーフロー

液を所定の槽に移送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置

する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液一時貯槽

（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事

故等が発生した場合にプルトニウム濃縮液一時貯槽の気相中に移行する放射性物質

をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し，0.5MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

68

40448



 

名称 

安全冷却水系ヘッダ分岐点～プル

トニウム濃縮液一時貯槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～プルトニウム濃縮液一時貯槽（ ）と

をつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液一時貯槽が内包する溶液の崩壊熱を除去す

るための冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～プルトニウム濃縮液一時貯槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液一時貯槽を冷却

している内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプ

ルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液一時

貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム濃縮液一時貯槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム濃縮液一時貯槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点と

をつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液一時貯槽が内包する溶液の崩壊熱を除去す

るための冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液一時

貯槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液一時貯槽を冷却

している内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプ

ルトニウム濃縮液一時貯槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液一時

貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

濃縮液計量槽（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は弁（ ）～プルトニウム濃縮液計量槽（ ）とをつなぐ配

管であり，プルトニウム濃縮液計量槽が内包する溶液の放射線分解により発生する水

素を可燃限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム濃縮液計量槽（ ）とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器であるプルトニウム濃縮液計量槽に圧縮空気を供給し，水素爆発

を未然に防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の拡大防止のため水をプルトニウム濃縮液計量槽へ供給し，溶液の

温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 

 

  

3. 外径の設定根拠 
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本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム濃縮液計量槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム濃縮液計量槽（ ）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管

合流点とをつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液計量槽からのオーバーフロー液を

所定の槽に移送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置す

る。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液計量槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事故

等が発生した場合にプルトニウム濃縮液計量槽の気相中に移行する放射性物質をセ

ルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し，0.5MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水系ヘッダ分岐点～プル

トニウム濃縮液計量槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～プルトニウム濃縮液計量槽（ ）とを

つなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液計量槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するた

めの冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～プルトニウム濃縮液計量槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液計量槽を冷却して

いる内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルト

ニウム濃縮液計量槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液計量槽に内

包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
プルトニウム濃縮液計量槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム濃縮液計量槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とを

つなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液計量槽が内包する溶液の崩壊熱を除去するた

めの冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液計量

槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液計量槽を冷却して

いる内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプルト

ニウム濃縮液計量槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液計量槽に内

包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁（ ）～プルトニウム

濃縮液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は弁（ ）～プルトニウム濃縮液中間貯槽( )とをつなぐ配

管であり，プルトニウム濃縮液中間貯槽が内包する溶液の放射線分解により発生する

水素を可燃限界濃度未満に抑制するための水素掃気用空気を供給するために設置す

る。 

 

・重大事故対処施設 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁（ ）～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽( )とをつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器であるプルトニウム濃縮液中間貯槽に圧縮空気を供給し，水素爆

発を未然に防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替冷却水系として使用する本配管は，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の拡大防止のため水をプルトニウム濃縮液中間貯槽へ供給し，溶液の温

度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全圧縮空気の最高

使用圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給先機器の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ， とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    
 

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム濃縮液中間貯槽（

）～塔槽類廃ガス処理設備入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム濃縮液中間貯槽（ ）と塔槽類廃ガス処理設備入口配

管合流点とをつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液中間貯槽からのオーバーフロー

液を所定の槽に移送するために、また排気を塔槽類廃ガス処理設備に導くために設置

する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液中間貯槽

（ ）と塔槽類廃ガス処理設備入口配管合流点とをつなぐ配管であり，重大事

故等が発生した場合にプルトニウム濃縮液中間貯槽の気相中に移行する放射性物質

をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，廃ガス処理系統の圧

力は 程度に制御されているため，  とする． 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準時の圧力を上回ら

ないため，設計基準と同じ，  とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，発生元貯槽の最高使

用温度を考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，事故時の蒸気温度を考慮

し， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水系ヘッダ分岐点～プル

トニウム濃縮液中間貯槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管は安全冷却水系ヘッダ分岐点～プルトニウム濃縮液中間貯槽（ ）と

をつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液中間貯槽が内包する溶液の崩壊熱を除去す

るための冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系ヘッダ分岐

点～プルトニウム濃縮液中間貯槽（ ）とをつなぐ配管であり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液中間貯槽を冷却

している内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプ

ルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液中間

貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム濃縮液中間貯槽（

）～安全冷却水系ヘッダ合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設 

 本配管はプルトニウム濃縮液中間貯槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点と

をつなぐ配管であり，プルトニウム濃縮液中間貯槽が内包する溶液の崩壊熱を除去す

るための冷却コイルに冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故対処施設 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液中間

貯槽（ ）～安全冷却水系ヘッダ合流点とをつなぐ配管であり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」が発生した場合において，プルトニウム濃縮液中間貯槽を冷却

している内部ループに通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するため及びプ

ルトニウム濃縮液中間貯槽の冷却コイルに通水することで，プルトニウム濃縮液中間

貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

吐出圧力を考慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水の最高使

用温度考慮し，  とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， , 

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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制御建屋 
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(1) 地下水排水設備

1

40471



ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 45以上（45） 

揚 程 m 45以上(45) 

最高使用圧力 MPa 0.54 

最高使用温度 ℃ 40 

原動 機出力 kW/個 15 

個 数 － 2（予備 1） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+270～＋1200

個 数 － 5 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備(制御建屋・分析建屋周り)は，制御建屋の耐震設計において地下水位

の低下に期待していることから，地下水の排水のために設置する。また，制御建屋地下

水排水設備は，地震後にもその機能に期待することから，Ss機能維持として設計する。

地下水排水設備(制御建屋・分析建屋周り)うち，制御建屋地下水排水設備の耐震性を有

するピットは制御建屋北東側に1個設置し，集水ピットに，制御建屋地下水排水設備（排

水ポンプ）（以下「排水ポンプ」という。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水

位検出器」という。）5個を設置する。制御建屋地下水排水設備の概略図を図１に示す。 

地下水排水設備（制御建屋・分析建屋周り）が機能喪失した場合は，状況を確認し速や

かに予備品と交換する対応をとる。 

集水管エリア３ 

地下水排水ポンプ現場制御盤

制御建屋等

    排水配管

PLS P

図１ 地下水排水設備(制御建屋・分析建屋周り)の概略図 

分析建屋 

制御建屋

：耐震性を有するピット 

2
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1. 排水ポンプについいて

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：115m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：263m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②263m3/日(約11m3/h)を上回る45m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ45m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

集水管エリア３ 湧水量 湧水量合計 

制御建屋廻り 

263m3/日 263m3/日 

低レベル廃棄物処理建

屋廻り 

チャンネルボックス・

バーナブルポイズン処

理建屋廻り 

分析建屋廻り 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，263m3/日であり，近年実測し

た地下水の排水実績（115m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値で

あることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 
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1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約20 m 

② 配管・機器圧力損失           ：約2 m 

③ 合計                  ：22ｍ 

 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約22mを上回る

45m以上とする。 

 

公称値については，要求される揚程22mを上回る45 mとする。 

 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻 

  η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100 

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

   P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100
 

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)     ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)    ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)            ＝45/3600 

H  ：揚程 (m)               ＝45 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝43  

 

   P =
10−3×1000×9.80665×( 45

3600)×45

43/100
= 12.828 ≒ 12.9 kW 

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力12.9 kWを上回る15 kW/個とする。 

 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで制御建屋の健全性を確保

するため，制御建屋北東側ピットへ２個設置する。 
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2. 水位検出器について 

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋370mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

 

 2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋270mm～＋1200mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋270mmとす

る。 

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋370mm とする。 

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。 

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。 

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。 

 

 2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで制御建屋の健全性を確保するため，サブドレンポンプの制御に必要な

個数として，制御建屋北東側ピットへ 5個設置する。 

 

3. 最高使用圧力の設定根拠 

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.54MPaする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約 35℃（むつ特別地域気象観測所での観察記

録における日最高気温 37.4℃（2012 年 7月））を上回る 40℃とする。 
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ） 

容 量 m3/h/個 45以上（45） 

揚 程 m 45以上(45) 

最高使用圧力 MPa 0.54 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 15 

個 数 － 2（予備 1） 

水
位
計 

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+270～＋1100 

個 数 － 5 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備(制御建屋・分析建屋周り)は，分析建屋の耐震設計において地下水位

の低下に期待していることから，地下水の排水のために設置する。また，分析建屋地下

水排水設備は，地震後にもその機能に期待することから，Ss機能維持として設計する。

地下水排水設備(制御建屋・分析建屋周り)うち，分析建屋地下水排水設備の耐震性を有

するピットは分析建屋南側に1個設置し，集水ピットに，分析建屋地下水排水設備（排水

ポンプ）（以下「排水ポンプ」という。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水位

検出器」という。）5個を設置する。地下水排水設備(制御建屋・分析建屋周り)の概略図

を図１に示す。 

地下水排水設備（制御建屋・分析建屋周り）が機能喪失した場合は，状況を確認し速や

かに予備品と交換する対応をとる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集水管エリア３ 

地下水排水ポンプ現場制御盤 

  分析建屋等 

    排水配管 

P LS P 

図１ 地下水排水設備(制御建屋・分析建屋周り)の概略図 

  

分析建屋 

制御建屋 

：耐震性を有するピット 
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1. 排水ポンプについいて

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：115m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：265m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②265m3/日(約11m3/h)を上回る45m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ45m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

集水管エリア３ 湧水量 湧水量合計 

制御建屋廻り 

265m3/日 265m3/日 

低レベル廃棄物処理建

屋廻り 

チャンネルボックス・

バーナブルポイズン処

理建屋廻り 

分析建屋廻り 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，265m3/日であり，近年実測し

た地下水の排水実績（115m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値で

あることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

7
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1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約21 m

② 配管・機器圧力損失  ：約2 m 

③ 合計  ：23ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約23mを上回る

45m以上とする。 

公称値については，要求される揚程23mを上回る45 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑊 = 10−3 × 𝜌 × 𝑔 × 𝑄 × 𝐻

  η =
𝑃𝑊
𝑃
× 100 

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3 × 𝜌 × 𝑔 × 𝑄 × 𝐻

η/100

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3) ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)  ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)        ＝45/3600 

H  ：揚程 (m)      ＝45 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝43 

P =
10−3×1000×9.80665×(

45

3600
)×45

43/100
= 12.828 ≒ 12.9 kW 

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力12.9 kWを上回る15 kW/個とする。 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで分析建屋の健全性を確保

するため，分析建屋南側ピットへ２個設置する。 
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2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋850mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋370mmに排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋270mm～＋1100mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋270mmとす

る。

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋370mmとする。

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋850mmとする。

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1000mm とす

る。

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1100mm と

する。

2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで分析建屋の健全性を確保するため，サブドレンポンプの制御に必要な

個数として，分析建屋南側ピットへ 5個設置する。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.54MPaする。

4. 最高使用温度の設定根拠

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約 35℃（むつ特別地域気象観測所での観察記

録における日最高気温 37.4℃（2012年 7月））を上回る 40℃とする。 
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(1) 計装/放管設備

1
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名称 溶解槽圧力計 

個 数 － 4 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に計測制御設備として使用する溶解槽圧力計は，重大事故

等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータを計測するために設置する。 

溶解槽圧力計は，重大事故等が発生した場合において，計測機器（非常

用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大事故等に対処

するために監視することが必要なパラメータを計測することが困難となっ

た場合において，再処理施設における重大事故等の事象進展速度や重大事

故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当該パラメータを推定

するために有効な情報を把握するために設置する。 

溶解槽圧力計の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-4-1 計

測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説

明書」による。 

1. 個数の設定根拠

溶解槽圧力計は，前処理建屋の溶解槽における圧力を計測するため，対

象貯槽に対して２台ずつ，計４台設置する。 

  溶解槽圧力計は，設計基準対象の施設として４台設置しているものを重

大事故等対処設備として使用する。 
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名称 廃ガス洗浄塔入口圧力計 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用する廃ガス洗浄塔入口圧力計

は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監

視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

廃ガス洗浄塔入口圧力計は，重大事故等が発生した場合において，計測

機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大事

故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが

困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事象進展速

度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当該パラメ

ータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

廃ガス洗浄塔入口圧力計の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に

関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

廃ガス洗浄塔入口圧力計は，精製建屋の廃ガス洗浄塔における入口圧力

を計測するため，対象機器に対して２台設置する。 

 

  廃ガス洗浄塔入口圧力計は，設計基準対象の施設として２台設置してい

るものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 プルトニウム濃縮缶液相部温度計 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用するプルトニウム濃縮缶液相部

温度計は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するた

めに監視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶液相部温度計は，重大事故等が発生した場合におい

て，計測機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障によ

り重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測す

ることが困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事

象進展速度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当

該パラメータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶液相部温度計の構成，計測範囲等については，添付

書類「Ⅵ-1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報

動作範囲に関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮缶液相部温度計は，精製建屋のプルトニウム濃縮缶の

液相部における温度を計測するため，対象機器に対して１台設置する。 

 

  プルトニウム濃縮缶液相部温度計は，設計基準対象の施設として１台設

置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 プルトニウム濃縮缶気相部温度計 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用するプルトニウム濃縮缶気相部

温度計は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するた

めに監視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶気相部温度計は，重大事故等が発生した場合におい

て，計測機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障によ

り重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測す

ることが困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事

象進展速度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当

該パラメータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶気相部温度計の構成，計測範囲等については，添付

書類「Ⅵ-1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報

動作範囲に関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮缶気相部温度計は，精製建屋のプルトニウム濃縮缶の

気相部における温度を計測するため，対象機器に対して１台設置する。 

 

  プルトニウム濃縮缶気相部温度計は，設計基準対象の施設として１台設

置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 プルトニウム濃縮缶圧力計 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用するプルトニウム濃縮缶圧力計

は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監

視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶圧力計は，重大事故等が発生した場合において，計

測機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大

事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測すること

が困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事象進展

速度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当該パラ

メータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶圧力計の構成，計測範囲等については，添付書類

「Ⅵ-1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作

範囲に関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮缶圧力計は，精製建屋のプルトニウム濃縮缶における

圧力を計測するため，対象機器に対して１台設置する。 

 

  プルトニウム濃縮缶圧力計は，設計基準対象の施設として１台設置して

いるものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオ

ン硝酸プルトニウム溶液流量計 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽

ゲデオン硝酸プルトニウム溶液流量計は，重大事故等が発生した場合にお

いて，計測機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障に

より重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測

することが困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の

事象進展速度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，

当該パラメータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオン硝酸プルトニウム溶液流量計の構

成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-4-1 計測装置の構成に関す

る説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオン硝酸プルトニウム溶液流量計は，精

製建屋のプルトニウム濃縮缶供給槽における硝酸プルトニウム溶液の流量

を計測するため，対象機器に対して１台設置する。 

 

  プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオン硝酸プルトニウム溶液流量計は，設

計基準対象の施設として１台設置しているものを重大事故等対処設備とし

て使用する。 
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40487



名称 プルトニウム濃縮缶供給槽液位計 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用するプルトニウム濃縮缶供給槽

液位計は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するた

めに監視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶供給槽液位計の構成，計測範囲等については，添付

書類「Ⅵ-1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報

動作範囲に関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮缶供給槽液位計は，精製建屋のプルトニウム濃縮缶供

給槽における液位を計測するため，対象機器に対して１台設置する。 

 

  プルトニウム濃縮缶供給槽液位計は，設計基準対象の施設として１台設

置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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40488



名称 
プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度

計 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用するプルトニウム濃縮缶加熱蒸

気温度計は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処する

ために監視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計は，重大事故等が発生した場合にお

いて，計測機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障に

より重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測

することが困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の

事象進展速度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，

当該パラメータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計の構成，計測範囲等については，添

付書類「Ⅵ-1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警

報動作範囲に関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計は，精製建屋のプルトニウム濃縮缶

に供給する蒸気の温度を計測するため，対象機器に対して２台設置する。 

 

  プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計は，設計基準対象の施設として２台

設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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40489



名称 廃ガス貯留設備の圧力計 

個 数 － 19 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用する廃ガス貯留設備の圧力計

は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監

視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

廃ガス貯留設備の圧力計は，重大事故等が発生した場合において，計測

機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大事

故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが

困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事象進展速

度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当該パラメ

ータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

廃ガス貯留設備の圧力計の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に

関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

廃ガス貯留設備の圧力計は，前処理建屋及び精製建屋の対象貯槽毎に１

個ずつ設置し，さらにその系統の入口に対して１台ずつ設置することか

ら，重大事故等対処設備として前処理建屋に５台，精製建屋に14台，計19

台設置する。 
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40490



名称 臨界検知用放射線検出器 

個 数 － 24 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用する臨界検知用放射線検出器

は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監

視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

臨界検知用放射線検出器は，重大事故等が発生した場合において，計測

機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大事

故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが

困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事象進展速

度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当該パラメ

ータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

臨界検知用放射線検出器の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に

関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

臨界検知用放射線検出器は，前処理建屋及び精製建屋の対象貯槽毎に３

台ずつ設置することから，計24台設置する。 
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40491



名称 廃ガス貯留設備の放射線モニタ 

個 数 － 4 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用する廃ガス貯留設備の放射線モ

ニタは，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するため

に監視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

廃ガス貯留設備の放射線モニタは，重大事故等が発生した場合におい

て，計測機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障によ

り重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測す

ることが困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事

象進展速度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当

該パラメータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

廃ガス貯留設備の放射線モニタの構成，計測範囲等については，添付書

類「Ⅵ-1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動

作範囲に関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

廃ガス貯留設備の放射線モニタは，前処理建屋及び精製建屋の対象系統

毎に２台ずつ設置することから，重大事故等対処設備として前処理建屋に

２台，精製建屋に２台，計４台設置する。 
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40492



名称 廃ガス貯留設備の流量計 

個 数 － 4 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に計測制御設備として使用する廃ガス貯留設備の流量計

は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監

視することが必要なパラメータを計測するために設置する。 

廃ガス貯留設備の流量計は，重大事故等が発生した場合において，計測

機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大事

故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが

困難となった場合において，再処理施設における重大事故等の事象進展速

度や重大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当該パラメ

ータを推定するために有効な情報を把握するために設置する。 

廃ガス貯留設備の流量計の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に

関する説明書」による。 

 

1. 個数の設定根拠 

廃ガス貯留設備の流量計は，前処理建屋及び精製建屋の対象系統毎に２

台ずつ設置することから，重大事故等対処設備として前処理建屋に２台，

精製建屋に２台，計４台設置する。 
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40493



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－２－３ 

代替可溶性中性子吸収材 

緊急供給回路 

40494



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 計装/放管設備 

1

40495



名称 
代替可溶性中性子吸収材緊急供給

回路 

個 数 － 2 

設定値 μSv/h 50 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に安全保護回路として使用する代替可溶性中性子吸収材緊

急供給回路は，溶解施設の溶解槽において臨界事故が発生した場合，溶解

施設の溶解槽に可溶性中性子吸収材を供給し，溶解施設の溶解槽を未臨界

に移行させるために設置する。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，緊急停止系の操作によって速

やかに固体状の核燃料物質の移送を停止することで未臨界を維持するため

に設置する。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の構成，計測範囲等については，

添付書類「Ⅵ-1-2-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び

警報動作範囲に関する説明書」による。 

1. 個数の設定根拠

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，前処理建屋の対象貯槽に可溶

性中性子吸収材を供給するために必要な台数として，計２台設置する。 

2. 個数の設定根拠

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の設定値は，試運転時における実

績B.Gの50倍として50μSv/hとする。 

2

40496



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－２－４ 

重大事故時可溶性中性子吸収材 

供給回路 

40497



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 主要弁 

1

40498



名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に安全保護回路として使用する主要弁は，「臨界事故」が発生した際に

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系により，主要弁を閉止し臨界事

故の発生を仮定する機器への溶液の移送を停止するために設置する。 

系統構成は，主要弁，重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路，臨界事故の発生を仮

定する機器等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，通常運転時の

圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，周囲の環境温

度を考慮し，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合は，「臨界事故」が発生した際に重

大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系により，主要弁を閉止し臨界事故

の発生を仮定する機器への溶液の移送を停止するために，2個使用する。 

 

  

2

40499



名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に安全保護回路として使用する主要弁は，「臨界事故」が発生した際に

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系により，主要弁を閉止し臨界事

故の発生を仮定する機器への溶液の移送を停止するために設置する。 

系統構成は，主要弁，重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路，臨界事故の発生を仮

定する機器等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，通常運転時の

圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，通常運転時の

温度が ℃のため，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合は，「臨界事故」が発生した際に重

大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系により，主要弁を閉止し臨界事故

の発生を仮定する機器への溶液の移送を停止するために，1個使用する。 

 

3

40500



(2) 計装/放管設備

4

40501



名称 
重大事故時可溶性中性子吸収材供

給回路 

個 数 － 6 

設定値 μSv/h 前処理建屋：50 

精製建屋：500 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に安全保護回路として使用する重大事故時可溶性中性子吸

収材供給回路は，臨界事故の発生を仮定する機器において，臨界事故が発

生した場合，臨界事故が発生した機器に可溶性中性子吸収材を供給し，臨

界事故が発生した機器を未臨界に移行させるために設置する。 

重大事故時可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，緊急停止系の操作によ

って速やかに固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停止することで未臨

界を維持するために設置する。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の構成，計測範囲等について

は，添付書類「Ⅵ-1-2-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲

及び警報動作範囲に関する説明書」による。 

1. 個数の設定根拠

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，前処理建屋及び精製建屋の

対象貯槽に可溶性中性子吸収材を供給するために必要な台数として，計６

台設置する。 

2. 個数の設定根拠

前処理建屋に設置する重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の設定値

は，試運転時における実績B.Gの50倍として50μSv/hとする。 

精製建屋に設置する重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路のうち第５

一時貯留処理槽用の設定値は，最大B.Gの50倍として500μSv/hとする。 

精製建屋に設置する重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路のうち第７

一時貯留処理槽用の設定値は，最大B.Gの値として500μSv/hとする。 

5

40502



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－２－５ 

重大事故時供給停止回路 

40503



(1) 主要弁

1

40504



名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に安全保護回路として使用する主要弁は，「溶媒等による火災又は爆

発」が発生した際に重大事故時供給停止回路の緊急停止系により，主要弁を閉止し溶媒

等による火災又は爆発を仮定する機器への溶液の移送を停止するために設置する。 

系統構成は，主要弁，重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路，臨界事故の発生を仮

定する機器等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，通常運転時の

圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，周囲の環境温

度を考慮し，これを上回る ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合は，「溶媒等による火災又は爆発」

が発生した際に重大事故時供給停止回路の緊急停止系により，主要弁を閉止し溶媒等

による火災又は爆発を仮定する機器への溶液の移送を停止するために，1個使用する。 

2

40505



(2) 計装/放管設備

3

40506



名称 重大事故時供給停止回路 

個 数 － １ 

設定値 kPa 

℃ 

℃ 

1.96 

137 

135 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に安全保護回路として使用する重大事故時供給停止回路

は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合に，分解反応検知機

器であるプルトニウム濃縮缶圧力計，プルトニウム濃縮缶気相部温度計及

びプルトニウム濃縮缶液相部温度計の３台の検出器によりプルトニウム濃

縮缶の異常を検知し，警報を発報するとともに，プルトニウム濃縮缶供給

槽ゲデオンを停止することにより，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再

発を防止するために設置する。 

重大事故時供給停止回路の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-4-1 計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に

関する説明書」による。 

1. 個数の設定根拠

重大事故時供給停止回路は，プルトニウム濃縮缶の異常の検知，警報の

発報及びプルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンの停止に必要な１台を設置す

る。 

2. 個数の設定根拠

重大事故時供給停止回路の設定値は，それぞれ以下のとおりする。

プルトニウム濃縮缶圧力は，TBP等の急激な分解反応を検知するために圧

力高警報設定値の約2倍である1.96kPaとする。 

プルトニウム濃縮缶気相部温度は，文献値を基にTBP等の急激な分解反応

が発生する温度を目安として137℃とする。 

プルトニウム濃縮缶液相部温度は，TBP等の急激な分解反応を検知するた

めに熱的制限値を目安として135℃とする。 
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Ⅵ－１－１－３－２－６ 

制御室 
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Ⅵ－１－１－３－２－６－１ 

計測制御装置 

40509



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－２－６－１－１ 

情報把握計装設備 

40510



(1) 発電機

1
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名称 情報把握計装設備可搬型発電機 

容量（発電機） kVA/個 約 3.1 

出力（期間） kW/個 5.5 

容量（燃料タンク） L/個 10以上（15） 

最高使用圧力（燃料タンク） MPa 静水頭 

最高使用温度（燃料タンク） ℃ 40 

個数 － 2（予備 3） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に情報把握計装設備として使用する情報把握計装設備可搬

型発電機は，重大事故等に対処するために必要な電力を確保し，情報把握

計装設備へ給電するために設置する。 

情報把握計装設備可搬型発電機の構成，計測範囲等については，添付書

類「Ⅵ-1-2-3 再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムが発生した場合の情報把握に関する説明書」による。

情報把握計装設備可搬型発電機の容量に関しては，添付書類「Ⅵ-1-4-3

再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発生し

た場合の情報把握に関する説明書」にて説明する。 

1. 容量の設定根拠

情報把握計装設備可搬型発電機燃料タンクの容量は，情報把握計装設備

可搬型発電機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された情報把握計装設備可搬型発電機近傍の

ドラム缶からの燃料補給時間が最長で約＊＊時間後であることから，この

間の燃料消費量は以下のとおりとなる。 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝1.4×4.9＝6.86 

Ｖ：燃料消費量（L） 

Ｈ：燃料補給時間（h）＝4.9 

Ｃ：燃料消費率（1/h）＝1.4 

以上により情報把握計装設備可搬型発電機燃料タンクの容量は，燃料補

給までの燃料消費量である6.86Lを上回る容量として6.9L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量15L/個とする。 

2
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2. 最高使用圧力の設定根拠

情報把握計装設備可搬型発電機燃料タンクの最高使用圧力は，大気開放

タンクであることから静水頭とする。

3. 最高使用温度の設定根拠

情報把握計装設備可搬型発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で使

用する可搬型設備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

情報把握計装設備可搬型発電機は，重大事故等対処設備として情報把握

計装設備が必要とする電力を供給するために第１保管庫・貯水所及び第２

保管庫貯水所で使用するため，必要数として２台，予備として故障時及び

保守点検による待機除外時のバックアップを３台の合計５台以上を確保す

る。 
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Ⅵ－１－１－３－２－６－２ 

制御室換気設備 

40514



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1)  ファン 
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名 称 代替中央制御室送風機 

容量 m³/h/個 2,600 以上(2,600) 

原動機出力 kW/個 3.7 

個数 － 
5(予備として故障時のバックアップを

3 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

代替中央制御室送風機は，重大事故等が発生した場合においても運転員その他の

従事者が制御室にとどまることができるように設置する。

系統構成は，代替中央制御室送風機及び可搬型ダクトで構成する。

1． 容量の設定根拠

代替中央制御室送風機を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，各区

域の換気・空調に必要な容量を考慮し，公称値として，2,600 m3/h/個とする。

(1) 原動機出力の設定根拠

代替制御室送風機（9901-K71-001,002,003）を重大事故等対処設備として使用す

る場合の原動機出力は，(1)の容量を満足するために必要な出力として，3.7kW/個と

する。

(2) 個数の設定根拠

代替制御室送風機（9901-K71-001,002,003）を重大事故等対処設備として使用する

場合の個数は，対策に必要な建屋内に1個保管し，予備として故障時バックアップを

建屋外に2個保管する。 

2
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(2) フィルタ 

3
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名称 
中央制御室フィルタユニット 

(2115-F121,F122,F123) 

最高使用圧力 MPa 0.00216 

最高使用温度 ℃ 40 

容量 m3/h/個[normal] 3000 

粒子除去効率 % 
99.9 以上(単品) 

－(総合) 

個数 － 3 

【設定根拠】 

（概要） 

・ 設計基準対象の施設 

中央制御室フィルタユニットは，中央制御室への外気取込み及び中央制御室内空

気の再循環運転により制御室の居住性を確保するために設置する。 

 

・ 重大事故等対処設備 

中央制御室フィルタユニットは，重大事故等が発生した場合においても運転員そ

の他の従事者が制御室にとどまることができるように設置する。 

系統構成は，中央制御室送風機，中央制御室フィルタユニット及びダクトで構成す

る。 

また，地震を要因として，中央制御室送風機及びダクトの機能が喪失した場合に

は，代替中央制御室送風機及び可搬型ダクトで構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する中央制御室フィルタユニットの最高使用圧力

は，機器・配管の圧力損失に余裕を考慮して選定された中央制御室フィルタユニット

の設計静圧と同じ 0.00216 MPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使

用する場合と同じ 0.00216 MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する中央制御室フィルタユニットの最高使用温度

は，設計基準対象の施設として使用する場合における建屋内の環境を考慮した温度

と同じ 40 ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使

用する場合と同じ 40 ℃とする。 

 

3. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する中央制御室フィルタユニットの容量は，粒子

除去効率 99.9 %以上(0.3μmDOP 粒子)を達成できる容量として，3000 m3/h/個以上

とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設計基準対象の施設として使

用する場合と同じ 3000 m3/h/個以上とする。 
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4. 効率の設定根拠 

4.1 単体の効率 

設計基準対象の施設として使用する中央制御室フィルタユニットの単体の効率

は，定格風量において 99.97 %以上(0.15μm DOP 粒子)とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の単体の効率は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同じ 99.97 %以上(0.15μm DOP 粒子)とする。 

4.2 総合の効率 

設計基準対象の施設として使用する中央制御室フィルタユニットの総合の効率

は，高性能粒子フィルタをフィルタユニットに装着した使用状態において 99.9 %以

上(0.3μm DOP 粒子)とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の総合の効率は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同じ 99.9 %以上(0.3μm DOP 粒子)とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する中央制御室フィルタユニットは，中央制御室

への外気取込み及び中央制御室内空気の再循環運転により中央制御室の居住性を確

保するために必要な個数として 3個設置する。 

重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，設計基準対象の施設として使

用する場合と同じ 3個とする。 

 

 

5
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(3) 主配管 
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名称 

給気口 

～ 

中央制御室フィルタユニット 

(2115-F121，F122，F123) 

最高使用圧力 MPa 大気圧 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 mm 

3006.4×1006.4, 1106.4×756.4, 956.4×

856.4, 706.4×356.4, 506.4×506.4, 

456.4×356.4 

厚さ mm 3.2 

【設定根拠】 

(概要) 

・ 設計基準対象の施設 

中央制御室送風機は，中央制御室への外気取込み及び中央制御室内空気の再循環

運転により制御室の居住性を確保するために設置する。 

 

・ 重大事故等対処設備 

中央制御室送風機は，重大事故等が発生した場合においても運転員その他の従事

者が制御室にとどまることができるように設置する。 

系統構成は，中央制御室送風機，中央制御室フィルタユニット及びダクトで構成

する。 

また，地震を要因として，中央制御室送風機及びダクトの機能が喪失した場合に

は，代替中央制御室送風機及び可搬型ダクトで構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，設計基準対

象の施設と同じ給気口の大気圧とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，中央制御室

内の最大環境温度を考慮した 40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住性を

確保するために必要な流量を考慮した 3006.4 mm×1006.4 mm, 1106.4 mm×756.4 mm, 
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956.4 mm×856.4 mm, 706.4 mm×356.4 mm, 506.4 mm×506.4 mm, 456.4 mm×356.4 mm

とする。 

 

4. 厚さの設定根拠 

  本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住性を

確保するために必要な流量を考慮した 3.2mm とする。 

 

 

  

8

40522



 

名称 

中央制御制御室フィルタユニット 

(2115-F121,F122,F123) 

～ 

中央制御室送風機（2115-K015,K016） 

最高使用圧力 MPa 大気圧 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 mm 

1736.4, 1506.4×1506.4, 706.4×356.4, 

506.4×506.4, 456.4×356.4, 1250.0×

1250.0, 1150.0×950.0, 1500.0×1500.0 

厚さ mm 3.2 

【設定根拠】 

(概要) 

・ 設計基準対象の施設 

中央制御室送風機は，中央制御室への外気取込み及び中央制御室内空気の再循環

運転により制御室の居住性を確保するために設置する。 

 

・ 重大事故等対処設備 

中央制御室送風機は，重大事故等が発生した場合においても運転員その他の従事

者が制御室にとどまることができるように設置する。 

系統構成は，中央制御室送風機，中央制御室フィルタユニット及びダクトで構成

する。 

また，地震を要因として，中央制御室送風機及びダクトの機能が喪失した場合に

は，代替中央制御室送風機及び可搬型ダクトで構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，設計基準対

象の施設と同じ給気口の大気圧とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，中央制御室

内の最大環境温度を考慮した 40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住性を

確保するために必要な流量を考慮した 1736.4 mm, 1506.4 mm×1506.4 mm, 706.4 mm×
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356.4 mm, 506.4 mm×506.4 mm, 456.4 mm×356.4 mm, 1250.0 mm×1250.0 mm, 1150.0 

mm×950.0 mm, 1500.0 mm×1500.0 mm とする。 

 

4. 厚さの設定根拠 

  本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住

性を確保するために必要な流量を考慮した 3.2mm とする。 
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名称 

中央制御室送風機 

(2115-K015，K016) 

～ 

中央制御室，中央安全監視室 

最高使用圧力 MPa 大気圧 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 mm 

1586.4×1266.4, 1506.4×1506.4, 1506.4

×1206.4, 351.0, 301.0, 151.0, 1502.0

×501.2, 1201.6×1201.6, 1151.6×

1151.6, 1101.6×1101.6, 1101.6×

1001.6, 1101.6×901.6, 1051.6×1051.6, 

1051.6×951.6, 1051.6×801.6, 951.6×

951.6, 751.2×701.2, 751.2×651.2, 

751.2×551.2, 701.2×651.2, 701.2×

551.2, 651.2×551.2, 551.2×551.2, 

551.2×451.0, 551.2×401.0, 501.2×

451.0, 501.2×401.0, 451.0×401.0, 

451.0×351.0, 451.0×251.0, 401.0×

401.0, 401.0×351.0, 401.0×251.0, 

401.0×201.0, 351.0×351.0, 351.0×

301.0, 351.0×251.0, 301.0×301.0, 

301.0×251.0, 251.0×251.0 

厚さ mm 3.2,0.5, 1.0，0.6, 0.8 

【設定根拠】 

(概要) 

・ 設計基準対象の施設 

中央制御室送風機は，中央制御室への外気取込み及び中央制御室内空気の再循環

運転により制御室の居住性を確保するために設置する。 

 

・ 重大事故等対処設備 

中央制御室送風機は，重大事故等が発生した場合においても運転員その他の従事

者が制御室にとどまることができるように設置する。 

系統構成は，中央制御室送風機，中央制御室フィルタユニット及びダクトで構成

する。 

また，地震を要因として，中央制御室送風機及びダクトの機能が喪失した場合に

は，代替中央制御室送風機及び可搬型ダクトで構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，設計基準対

象の施設と同じ給気口の大気圧とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，中央制御室

内の最大環境温度を考慮した 40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住性を

確保するために必要な流量を考慮した 1586.4 mm×1266.4 mm, 1506.4 mm×1506.4 mm, 

1506.4 mm×1206.4 mm, 351.0 mm, 301.0 mm, 151.0 mm, 1502.0 mm×501.2 mm, 1201.6 

mm×1201.6 mm, 1151.6 mm×1151.6 mm, 1101.6 mm×1101.6 mm, 1101.6 mm×1001.6 

mm, 1101.6 mm×901.6 mm, 1051.6 mm×1051.6 mm, 1051.6 mm×951.6 mm, 1051.6 mm

×801.6 mm, 951.6 mm×951.6 mm, 751.2 mm×701.2 mm, 751.2 mm×651.2 mm, 751.2 

mm×551.2 mm, 701.2 mm×651.2 mm, 701.2 mm×551.2 mm, 651.2 mm×551.2 mm, 551.2 

mm×551.2 mm, 551.2 mm×451.0 mm, 551.2 mm×401.0 mm, 501.2 mm×451.0 mm, 501.2 

mm×401.0 mm, 451.0 mm×401.0 mm, 451.0 mm×351.0 mm, 451.0 mm×251.0 mm, 401.0 

mm×401.0 mm, 401.0 mm×351.0 mm, 401.0 mm×251.0 mm, 401.0 mm×201.0 mm, 351.0 

mm×351.0 mm, 351.0 mm×301.0 mm, 351.0 mm×251.0 mm, 301.0 mm×301.0 mm, 301.0 

mm×251.0 mm, 251.0 mm×251.0 mm とする。 

 

4. 厚さの設定根拠 

  本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住性を

確保するために必要な流量を考慮した 3.2 mm,0.5 mm, 1.0 mm，0.6 mm, 0.8mm とする。 
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名称 

中央制御室，中央安全監視室 

～ 

排気口 

最高使用圧力 MPa 大気圧 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 mm 

540.0, 550.0×440.0, 611.2, 451.0, 

2402.4×1001.6, 1001.6×1001.6, 851.6

×851.6, 851.6×651.2, 751.2×601.2, 

651.2×551.2, 601.2×401.0, 561.2×

421.0, 501.2×501.2, 501.2×251.0, 

451.0×451.0, 441.0×331.0, 401.0×

401.0, 301.0×301.0 

厚さ mm 5,0.6,0.5,1.2,0.8 

【設定根拠】 

(概要) 

・ 設計基準対象の施設 

中央制御室送風機は，中央制御室への外気取込み及び中央制御室内空気の再循環

運転により制御室の居住性を確保するために設置する。 

 

・ 重大事故等対処設備 

中央制御室送風機は，重大事故等が発生した場合においても運転員その他の従事

者が制御室にとどまることができるように設置する。 

系統構成は，中央制御室送風機，中央制御室フィルタユニット及びダクトで構成

する。 

また，地震を要因として，中央制御室送風機及びダクトの機能が喪失した場合に

は，代替中央制御室送風機及び可搬型ダクトで構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，設計基準対

象の施設と同じ給気口の大気圧とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，中央制御室

内の最大環境温度を考慮した 40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 
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本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住性を

確保するために必要な流量を考慮した 540.0 mm, 550.0 mm×440.0 mm, 611.2 mm, 

451.0 mm, 2402.4 mm×1001.6 mm, 1001.6 mm×1001.6 mm, 851.6 mm×851.6 mm, 851.6 

mm×651.2 mm, 751.2 mm×601.2 mm, 651.2 mm×551.2 mm, 601.2 mm×401.0 mm, 561.2 

mm×421.0 mm, 501.2 mm×501.2 mm, 501.2 mm×251.0 mm, 451.0 mm×451.0 mm, 441.0 

mm×331.0 mm, 401.0 mm×401.0 mm, 301.0 mm×301.0 mm とする。 

 

4. 厚さの設定根拠 

  本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室内の居住性を

確保するために必要な流量を考慮した 5 mm,0.6 mm,0.5 mm,1.2 mm,0.8 mm とする。 
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名称 制御建屋の可搬型ダクト 

最高使用圧力 kPa 大気圧 

最高使用温度 ℃ 40 

個数 － 1式 

【設定根拠】 

(概要)  

・重大事故対処設備 

【御室居住性の確保】 

重大事故等対処設備としての本ダクトは，重大事故等発生時において中央制御室

送風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，室内環境が悪化して二酸化炭素

濃度等の許容限界に達する前に中央制御室内の換気をするために設置する。系統構

成は，可搬型ダクト及び可搬型排風機で構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，本ダクトが重大事故

等時に圧力上昇の影響を受けないため，給気口と同じ大気圧とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，本ダクトが重大事故

等時に温度上昇の影響を受けないため，中央制御室内の最大環境温度を考慮した40℃

とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，中央制御室の居住性

確保に必要な本数1式とする。 
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Ⅵ－１－１－３－２－６－３ 

制御室放射線計測設備 

40530



(1) 計装/放管設備

1
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名称 アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 
個数 ― ２（予備１） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に使用するアルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）は，以下の機能

を有する。 

 

 アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）は，重大事故等が発生した場合において，

中央制御室内の線量当量率及び空気中の放射性物質濃度が活動に支障がない範囲である

ことを確認するために使用する。  

 

１．個数の設定根拠 

 アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）の保有数は，重大事故等対処設備として

１台及び故障時の予備として１台の合計２台を保管する。 
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名称 ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ) 
個数 ― ２（予備１） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に使用するガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ)は，以下の機能を有する。

 ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ)は，重大事故等が発生した場合において，中央制御

室内の線量当量率及び空気中の放射性物質濃度が活動に支障がない範囲であることを確

認するために使用する。  

１．個数の設定根拠 

 ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ）の保有数は，重大事故等対処設備として１台及び故

障時の予備として１台の合計２台を保管する。 
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Ⅵ－１－１－３－３ 

放射性廃棄物の廃棄施設 
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Ⅵ－１－１－３－３－１ 

気体廃棄物の廃棄施設 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－１ 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備 
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(1) 容器

1
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−資〇− 
 

 

名称 
NOx 吸収塔 

 

容量 m3/h/個  

最高使用圧力 
管側 MPa  

胴側 MPa  

最高使用温度 
管側 ℃  

胴側 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

NOx 吸収塔は設計基準対象の施設として，せん断機，溶解槽，よう素追出し槽，エ

ンドピース酸洗浄槽，硝酸調整槽及び硝酸供給槽等から発生する廃ガスから NOx の

回収及び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

NOx 吸収塔は重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮定する機器において

臨界事故が発生した場合，発生した蒸気を冷却し，蒸気を凝縮するために設置する。 

系統構成は，凝縮器，NOx 吸収塔及び主配管で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の容量は，凝縮器で冷却した廃ガ

ス並びにエンドピース酸洗浄槽，硝酸調整槽及び硝酸供給槽から発生する廃ガスの

流量約 m3/h を上回る m3/h/個以上とする。 

重大事故等時において，NOx 吸収塔は廃ガスから NOx ガスの吸収を実施しないた

め，容量は設計基準対象の施設と同様に m3/h/個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m3/h/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 管側 

設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の管側の最高使用圧力は，

最大でも kPa であり， kPa 以内は 

  

2
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長方形



−資〇− 

 

として扱うことから， とする。 

NOx 吸収塔を重大事故等対処設備として使用する場合の管側の圧力は，重大事故

等時においても，溶液の蒸発に伴う圧力の上昇は

最大でも kPa であり，設計基準対象の施設と同様に とす

る。 

 

2.2 胴側 

設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の胴側の最高使用圧力は，一般

冷却水系の最高使用圧力である MPa とする。 

NOx 吸収塔を重大事故等対処設備として使用する場合の胴側の圧力は，重大事故

等時においても，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象

の施設と同様に MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 管側 

設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の管側の最高使用温度は，NOx 吸

収塔入口における廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

NOx 吸収塔を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，重大事故等時に

おける水蒸気を含むガスの温度が，臨界の発生元貯槽内の溶液温度を超えること

がないため，臨界発生時に想定される溶液温度である ℃を上回る ℃とする。 

 

3.2 胴側 

設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の胴側の最高使用温度は，熱交

換後の出口温度約 ℃を上回る ℃とする。 

NOx 吸収塔を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，重大事故等時に

おいても，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設

と同様に ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の伝熱面積は，容量（設計熱交換

量）を満足するために必要な必要最小伝熱面積を基に設定する。 

 

  

3

40539

j2209125
長方形



−資〇− 

 

NOx 吸収塔の伝熱面積は，メーカの設計段階にて確認している必要な最小伝熱面

積を上回る伝熱面積として m2/個以上とする。 

 

NOx 吸収塔を重大事故等時において使用する場合の伝熱面積は，重大事故等時の

容量が設計基準対象の施設の容量以下であるため，設計基準対象の施設として使用

する伝熱面積以下である。 

以上より，設計基準対象の施設と同仕様とし m2/個以上とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ m2/個とする。  

 

5. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の個数は，使用済燃料の溶解処理

で発生した廃ガスの処理に必要な個数として 1系列あたり 1個設置し，合計 2個と

する。 

NOx 吸収塔を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，設計基準対象の

施設と同様の使用方法であるため設計基準対象の施設として 2 個設置しているも

のを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 熱交換器 
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名称 
凝縮器 

 

容量 設計熱交換量 kW/個 
 

 

最高使用圧力 
管側 MPa  

胴側 MPa  

最高使用温度 
管側 ℃  

胴側 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

凝縮器は設計基準対象の施設として，せん断処理施設及び溶解施設から発生する発

生する廃ガスを受入れ，NOx 吸収塔と共に使用し，廃ガスの冷却，NOx の回収及び放射

性物質の除去のため使用する。凝縮器は主として廃ガスを冷却し，廃ガス中に含まれ

る蒸気の凝縮，凝縮水及び非凝縮性ガスの冷却のため使用する。 

・重大事故等対処設備

凝縮器は重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界

事故が発生した場合，発生した廃ガスを冷却し，廃ガス中に含まれる蒸気の凝縮，凝

縮水及び非凝縮性ガスの冷却のため使用する。 

系統構成は，凝縮器，NOx 吸収塔及び主配管で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の容量は，廃ガス中に含まれる蒸気を凝

縮し，凝縮水及び非凝縮性ガスを冷却するために必要な容量として，約 kW とする。

なお，設計基準対象の施設として使用する NOx 吸収塔の容量との合計として

kW 以上を有する。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，臨界での核分裂により

発生するエネルギー及び崩壊熱によって，臨界事故の発生を仮定する機器内の溶液が

沸騰することを想定した場合に発生する蒸気及び非凝縮性ガスの冷却に必要な容量

を確保する。 
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臨界での核分裂により発生するエネルギー及び崩壊熱量については以下のとおり

である。  

(臨界の核分裂で発生するエネルギー) 

・1 核分裂あたりの放出エネルギー： eV/fissions

・eV から Jへの換算係数： J/eV

・臨界での核分裂数(プラトー期)： fissions/s

・臨界継続時間： s

・臨界での核分裂で発生するエネルギー：

kJ 

(崩壊熱量) 

・崩壊熱密度： W/m3

・溶液量(容量が大きい溶解槽の容量を設定)： m3

・臨界継続時間： s

・崩壊熱量： kJ

臨界を仮定する機器内の溶液の沸騰に伴う蒸気量を保守側に評価するため，発生し

たエネルギー及び崩壊熱量が水の蒸発に使用されると仮定した場合，蒸気発生量は約

kg(臨界継続時間 s間の平均流量で約 kg/h)となる。 

(核分裂エネルギーで発生する蒸気量) 

・100℃の水の蒸発潜熱： kJ/kg

・蒸気発生量： 約 kg

以上の蒸気を ℃飽和蒸気まで冷却する場合の熱交換量は，飽和蒸気及び凝縮水の

冷却に必要なエンタルピーの合計から，約 kW である。 

(飽和蒸気のエンタルピー) 

・100℃飽和蒸気の比エンタルピー： kJ/kg

・30℃飽和蒸気の比エンタルピー： kJ/kg

・30℃飽和蒸気の流量：約 kg/h(非凝縮性ガス m3/h(normal)の場合)

・飽和蒸気のエンタルピー： kW

7
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(凝縮水の顕熱) 

・水の比熱： kJ/kg･℃

・凝縮水の顕熱： kW

また，非凝縮性ガスの冷却に必要な熱量は以下のとおり約 kW である。 

(非凝縮性ガスの冷却に必要な熱量) 

・非凝縮性ガス流量： m3/h(normal)

・非凝縮性ガスの比熱： kJ/kg℃

・非凝縮性ガスの密度： kg/m3(normal)

・非凝縮性ガスの冷却に必要な熱量： kW

以上より，蒸気及び非凝縮性ガスの冷却に必要な容量は約 kW であり，重大事故

等時の必要な容量はこれを上回る設計基準対象の施設と同じ kW/個以上(NOx 吸収

塔の容量との合計として kW/個以上)とする。 

公称値は，要求される容量(設計熱交換量)と同じ kW/個(NOx 吸収塔の容量との

合計として kW/個)とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 管側 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の管側の最高使用圧力は，一般冷却水

系の最高使用圧力である MPa とする。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の管側の圧力は，重大事故等時

においても，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施

設と同様に MPa とする。 

2.2 胴側 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用圧力は，廃ガス中の

蒸気の冷却により発生する凝縮水及び通液する回収酸が滞留することから，

とする。 
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凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の胴側の圧力は，重大事故等時

においても，溶液の蒸発に伴う気相部の圧力の上昇は

最大でも+ kPa であり kPa 以内は として扱う

ことから，凝縮水及び回収酸の滞留を考慮し とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 管側 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の管側の最高使用温度は，凝縮器での

熱交換後の出口温度約 ℃を上回る ℃とする。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の管側の温度は，重大事故等時

においても，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施

設と同様に ℃とする。 

3.2 胴側 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用温度は，凝縮器入口

における廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の胴側の温度は，重大事故等時

における水蒸気を含むガスの温度が，臨界の発生元貯槽内の溶液温度を超えること

がないため，臨界発生時に想定される溶液温度である ℃を上回る ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の伝熱面積は，容量(設計熱交換量)を満

足するために必要な必要最小伝熱面積を基に設定する。 

必要最小伝熱面積は，容量，伝熱係数及び高温側と低温側の温度差の平均値である

対数平均温度差を用いて求められる。 

凝縮器の伝熱面積は，設計段階にて確認している必要な最小伝熱面積が m2/個

以上であることから，これを上回る伝熱面積として m2/個以上とする。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の伝熱面積は，重大事故等時の容

量（設計熱交換量）が設計基準対象の施設の容量以下であるため，設計基準対象の施

設として使用する伝熱面積以下である。 

以上より，設計基準対象の施設と同仕様とし m2/個以上とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ m2/個以上とする。 
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5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の個数は，使用済燃料の溶解処理で発生

した廃ガスの処理に必要な個数として 1系列あたり 1個設置し，合計 2個とする。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，設計基準対象の施設と

同様の使用方法であるため設計基準対象の施設として 2個設置しているものを重大事

故等対処設備として使用する。 
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名称 
廃ガス冷却器 

 

容量 m3/h/個[normal] － 

最高使用圧力 kPa 管側 ／胴側 MPa 

最高使用温度 ℃ 管側 ／胴側  

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 3 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 廃ガス冷却器 は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設の

せん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を

構成するものであり，冷却水により廃ガスを冷却して後段の排風機での上昇温度を抑

えるために設置する。 

・重大事故等対処設備

 廃ガス冷却器 は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導

出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，せん断処理・溶解

廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

1．1 管側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する廃ガス冷却器 の管側の最高

使用圧力は、排風機 の吸込圧力が kPaであるため，これを上回

る kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の管側の圧力は，設計基準対象の施設とし

て使用する場合と同じ kPaとする。 

1．2 胴側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する廃ガス冷却器 の胴側の最高

使用圧力は、通常運転圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の胴側の圧力は，設計基準対象の施設とし
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て使用する場合と同じ MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

2．1 管側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する廃ガス冷却器 の管側の最高

使用温度は，廃ガス加熱器 の通常運転温度が ℃であるため，

これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の管側の温度は，設計基準対象の施設とし

て使用する場合と同じ180℃とする。 

2．2 胴側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する廃ガス冷却器 の胴側の最高

使用温度は，通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の管側の温度は，設計基準対象の施設とし

て使用する場合と同じ ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス冷却器 は，せん断処

理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスを冷

却水により冷却して後段の排風機での上昇温度を抑えるために3個設置する。なお，1個

は予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質をせん断処理・

溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用するた

め，設計基準対象の施設と同様に3個とする。 
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名称 
廃ガス加熱器 

 

容量 m3/h/個[normal] － 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 3 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 廃ガス加熱器 は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設の

せん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を

構成するものであり，電気ヒータを使用して廃ガスを加熱し，相対湿度を下げるととも

に，下流のよう素除去に適切な温度にするために設置する。 

・重大事故等対処設備

 廃ガス加熱器 は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導

出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，せん断処理・溶解

廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス加熱器 の最高使用圧

力は、排風機 の吸込圧力が kPaであるため，これを上回る

kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス加熱器 の最高使用温

度は，通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス加熱器 は，せん断処

理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスを電

気ヒータを使用して加熱し，相対湿度を下げるとともに，下流のよう素除去に適切な温

度にするために3個設置する。なお，1個は予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質をせん断処理・

溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用するた

め，設計基準対象の施設と同様に3個とする。 
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(3) ファン
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名称 
排風機 

 

容量 m3/h/個[normal] － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力 kW/個 － 

個数 － 3 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

排風機 は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断

機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成す

るものであり，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等

の負圧を維持するとともに，廃ガスを主排気筒へ移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 排風機 は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了

後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，せん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出するために使用する。

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ，

第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する排風機 の吐出側の最高使用圧

力は，通常運転圧力が kPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の吐出側の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同じ MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する排風機 の最高使用温度は，通

常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する排風機(電動機含む) は，せん

断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガス

の負圧を維持するとともに，廃ガスを主排気筒へ移送するために必要な個数として，

3個設置する。なお，1個は予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，せん断処

理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出するため，設計基準対

象の施設と同様に3個とする。 
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(4) フィルタ
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名称 
ミストフィルタ

 

粒子除去効率 % － 

容量 m3/h/個[normal] － 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 6 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

ミストフィルタ は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設

のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備

を構成するものであり，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去するために設置

する。 

・重大事故等対処設備

ミストフィルタ は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導

出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，せん断処理・溶

解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するミストフィルタ の最高使用圧

力は，排風機 の吸込圧力が kPaであるため，これを上回る

kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するミストフィルタ の最高使用温

度は，NOx吸収塔 の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 

19

40555



3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するミストフィルタ は，せん断処

理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガス中に

含まれる放射性エアロゾルを除去するために6個設置する。なお，2個は予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質をせん断処

理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用す

るため，設計基準対象の施設と同様に6個とする。 
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名称 
第 1高性能粒子フィルタ 

 

粒子除去効率 %  

容量 m3/h/個[normal]  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 3 

【設定根拠】 

（概要) 

・設計基準対象の施設

 第1高性能粒子フィルタ は，設計基準対象の施設として，せん

断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガス

の処理設備を構成するものであり，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去する

ために設置する。 

・重大事故等対処設備

第1高性能粒子フィルタ は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含

む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去

し、放射性物質の環境への放出量を低減するために使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

1. 粒子除去効率の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する場合の第1高性能粒子フィルタ

の除去効率は，「放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」(JIS Z 4812-1975)で

規定される性能を基に設定し， とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の除去効率は,放射性物質による環境への

汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものとして定められて

いるCs-137の放出量が100TBqを下回ることができる性能を有するものとして，粒子状

放射性物質除去効率 とする。 

2. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1高性能粒子フィルタ の

容量は，排風機 の容量と同じ m3/h/個[normal]以上とする。 
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重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ m3/h/個[normal]とする。 

公称値は,要求される容量と同じ m3/h/個[normal]とする。 

 

3. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1高性能粒子フィルタ の

最高使用圧力は，排風機 の吸込圧力が kPaであるため，これ

を上回る kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPaとする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1高性能粒子フィルタ の

最高使用温度は，廃ガス加熱器 の通常運転温度が ℃であるた

め，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1高性能粒子フィルタ

は，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生す

る廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去するために3個設置する。なお，1個は

予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去し、放

射性物質の環境への放出量を低減するため，設計基準対象の施設と同様に3個とす

る。 
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名称 
第 1よう素フィルタ 

 

よう素除去効率 % － 

容量 m3/h/個[normal] － 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 6 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 第1よう素フィルタ は，設計基準対象の施設として，せん断処理施

設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設

備を構成するものであり，廃ガス中に含まれるよう素を除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 第1よう素フィルタ は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の

導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，せん断処理・

溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1よう素フィルタ の最高使用

圧力は，排風機 の吸込圧力が kPaであるため，これを上回る

kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1よう素フィルタ の最高使用

温度は，廃ガス加熱器 の通常運転温度が ℃であるため，これ

を上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1よう素フィルタ は，せん断

処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガス中

に含まれるよう素を除去するために6個設置する。なお，2個は予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質をせん断処

理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用す

るため，設計基準対象の施設と同様に6個とする。 
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名称 
第 2よう素フィルタ 

 

よう素除去効率 % － 

容量 m3/h/個[normal] － 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 6 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  第2よう素フィルタ は，設計基準対象の施設として，せん断処理施

設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設

備を構成するものであり，廃ガス中に含まれるよう素を除去するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  第2よう素フィルタ は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の

導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，せん断処理・

溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

 第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第2よう素フィルタ の最高使用

圧力は，排風機 の吸込圧力が kPaであるため，これを上回る

kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第2よう素フィルタ の最高使用

温度は，廃ガス加熱器 の通常運転温度が ℃であるため，これ

を上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第2よう素フィルタ は，せん断

処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガス中

に含まれるよう素を除去するために6個設置する。なお，2個は予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質をせん断処

理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大気中へ放出する流路として使用す

るため，設計基準対象の施設と同様に6個とする。 
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名称 
第 2高性能粒子フィルタ 

 

粒子除去効率 %  

容量 m3/h/個[normal]  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 3 

【設定根拠】 

（概要) 

・設計基準対象の施設

 第2高性能粒子フィルタ は，設計基準対象の施設として，せん

断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガス

の処理設備を構成するものであり，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去する

ために設置する。 

・重大事故等対処設備

第2高性能粒子フィルタ は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含

む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去

し、放射性物質の環境への放出量を低減するために使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

1. 粒子除去効率の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する場合の第2高性能粒子フィルタ

の除去効率は，「放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」(JIS Z 4812-1975)で

規定される性能を基に設定し， とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の除去効率は,放射性物質による環境への

汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものとして定められて

いるCs-137の放出量が100TBqを下回ることができる性能を有するものとして，粒子状

放射性物質除去効率 とする。 

2. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2高性能粒子フィルタ の

容量は，排風機 の容量と同じ m3/h/個[normal]以上とする。 
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重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ m3/h/個[normal]とする。 

公称値は,要求される容量と同じ m3/h/個[normal]とする。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2高性能粒子フィルタ の

最高使用圧力は，排風機 の吸込圧力が kPaであるため，これ

を上回る kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPaとする。 

4. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2高性能粒子フィルタ の

最高使用温度は，廃ガス加熱器 の通常運転温度が ℃であるた

め，これを上回る ℃とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 

5. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2高性能粒子フィルタ

は，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生す

る廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去するために3個設置する。なお，1個は

予備とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気

体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去し、放

射性物質の環境への放出量を低減するため，設計基準対象の施設と同様に3個とす

る。 
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(5) 主配管
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名称 
～主要弁

 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，臨界事故の拡大を防止するための設備であり，臨界事故により気相中に移

行した放射性物質の大気中への放出流路を遮断するために設置する。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内

に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を

介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力はNOx吸収塔

の管側の最高使用圧力と同じ とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用圧力と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 
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名称 NOx 吸収塔 ～  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，臨界事故の拡大を防止するための設備であり，臨界事故により気相中に移

行した放射性物質の大気中への放出流路を遮断するために設置する。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内

に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を

介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力はNOx吸収塔

の管側の最高使用圧力と同じ とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用圧力と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 
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名称  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，臨界事故の拡大を防止するための設備であり，臨界事故により気相中に移

行した放射性物質の大気中への放出流路を遮断するために設置する。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内

に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を

介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力はNOx吸収塔

の管側の最高使用圧力と同じ とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用圧力と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 
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名称 ～  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，臨界事故の拡大を防止するための設備であり，臨界事故により気相中に移

行した放射性物質の大気中への放出流路を遮断するために設置する。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内

に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を

介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力はNOx吸収塔

の管側の最高使用圧力と同じ とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用圧力と同じ とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 
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名称  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，臨界事故の拡大を防止するための設備であり，臨界事故により気相中に移

行した放射性物質の大気中への放出流路を遮断するために設置する。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内

に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を

介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力はNOx吸収塔

の管側の最高使用圧力と同じ とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用圧力と同じ とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 
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名称 
～主要弁

 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，臨界事故の拡大を防止するための設備であり，臨界事故により気相中に移

行した放射性物質の大気中への放出流路を遮断するために設置する。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内

に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を

介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力はNOx吸収塔

の管側の最高使用圧力と同じ とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用圧力と同じ とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 
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名称 
主要弁 ～ 

ミストフィルタ

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
ミストフィルタ ～

廃ガス加熱器  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
廃ガス加熱器 ～ 

第 1高性能粒子フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回 kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
第 1高性能粒子フィルタ ～

第 1よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
第 1よう素フィルタ ～ 

第 2よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
第 1よう素フィルタ ～ 

第 2よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
第 2よう素フィルタ ～

第 2高性能粒子フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
第 2高性能粒子フィルタ ～

廃ガス冷却器  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
廃ガス冷却器 ～排風機

 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス冷却器

管側の出口温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

デミスタ 部分に関しては，除染試薬の最高使用温度に合わせて ℃とす

る。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃／ ℃とする。 
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名称 

廃ガス冷却器 出口配管分岐

点～排風機 入口廃ガス冷却

器 出口分岐配管合流点 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス冷却器

管側の出口温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
排風機 ～ 

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吐出圧力が kPaであるため，これを上回る MPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，排風機

の吐出温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
主要弁 ～ 

ミストフィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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名称 
ミストフィルタ ～ 

廃ガス加熱器  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40584



名称 
廃ガス加熱器 ～ 

第 1高性能粒子フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40585



 

名称 
第 1高性能粒子フィルタ ～

第 1よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40586



 

名称 
第 1よう素フィルタ ～ 

第 2よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40587



 

名称 
第 1よう素フィルタ ～ 

第 2よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した処理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40588



 

名称 
第 2よう素フィルタ ～

第 2高性能粒子フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用す

る場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40589



 

名称 
第 2高性能粒子フィルタ ～

廃ガス冷却器  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40590



 

名称 
廃ガス冷却器 ～排風機

 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

 

 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス冷却器

管側の出口温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

デミスタ 部分に関しては，除染試薬の最高使用温度に合わせて ℃とす

る。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃／ ℃とする。 
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40591



 

名称 

廃ガス冷却器 出口配管分岐

点～排風機 入口廃ガス冷却

器 出口分岐配管合流点 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス冷却器

管側の出口温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40592



 

名称 
主要弁 ～ 

ミストフィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40593



 

名称 
ミストフィルタ ～ 

廃ガス加熱器  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度はNOx吸収塔

の管側の最高使用温度と同じ ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40594



 

名称 
廃ガス加熱器 ～ 

第 1高性能粒子フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した処理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40595



 

名称 
第 1高性能粒子フィルタ ～

第 1よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 

 

60

40596



 

名称 
第 1よう素フィルタ ～ 

第 2よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40597



 

名称 
第 1よう素フィルタ ～ 

第 2よう素フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40598



 

名称 
第 2よう素フィルタ ～

第 2高性能粒子フィルタ  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主

排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40599



 

名称 
第 2高性能粒子フィルタ ～

廃ガス冷却器  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス加熱器

の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40600



 

名称 
廃ガス冷却器 ～排風機

 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス冷却器

管側の出口温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

デミスタ 部分に関しては，除染試薬の最高使用温度に合わせて ℃とす

る。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃／ ℃とする。 
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40601



 

名称 
廃ガス冷却器 出口配管分岐

点～排風機 入口配管合流点 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機  

の吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス冷却器

管側の出口温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40602



 

名称 

廃ガス冷却器 出口分岐配管

排風機 側分岐点～排風機

入口配管合流点 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の

溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスの処理設備を構成するものであり，処

理した廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生

した機器内に残留している放射性物質を低減し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備か

ら主排気筒を介して，大気中へ放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機 の

吸込圧力が kPa であるため，これを上回る kPa とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス冷却器

管側の出口温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

  重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ ℃とする。 
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40603



 

名称 

溶解槽  

～ 

凝縮器入口冷却ジャケット 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解槽 から凝縮器入口冷却ジャケット までを

接続する配管であり，設計基準対象の施設として溶解槽から発生する廃ガスをせん断

処理・溶解廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体をせん断処理・溶解廃ガス処理設備及び廃ガス貯留設

備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解

廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，溶解槽Aの通常運転

温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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40604



 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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40605



 

名称 

凝縮器入口冷却ジャケット 

 

内管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，凝縮器入口冷却ジャケット 内管であり，設計基準対象の

施設として溶解施設から発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の

凝縮器及びNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

  設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

  本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に大気圧とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，溶解槽の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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40606



 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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40607



 

名称 

凝縮器入口冷却ジャケット 

 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，凝縮器入口冷却ジャケット から までを接続す

る配管であり，設計基準対象の施設として溶解施設から発生し受入れた廃ガスをせん

断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性

物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(Zr側)/  

異材接合部/  

出口(SUS側)/  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 であり，設計基準対象の施設として溶解施設から

発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ

供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

され最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

入口(Zr側)及び出口(SUS側)の外径は接続配管と同様の mmとする。 

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2倍，

又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外径を決

定する。 
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名称 

 

～ 

凝縮器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 から凝縮器 までを接続する配管であ

り，設計基準対象の施設として溶解施設から発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶

解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去

を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器  

～ 

NOx吸収塔  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，凝縮器 からNOx吸収塔 までを接続する配管であ

り，設計基準対象の施設としてせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器で冷却した

廃ガス及びその他の溶解設備から発生する廃ガスをNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及

び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽又はハル洗浄槽で臨界が発生

した場合に，臨界事故で発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くため

に設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設

備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器で冷却された

廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

NOx吸収塔  

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，NOx吸収塔 から異材接手 までを接続する配管

であり，設計基準対象の施設としてせん断処理・溶解廃ガス処理設備のNOx吸収塔にて

NOxの回収及び放射性物質の除去を行った廃ガスをミストフィルタでのろ過等の処理

をした後，排風機にて主排気筒へ排気するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽又はハル洗浄槽で臨界が発生

した場合に，臨界事故で発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くため

に設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設

備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器で冷却された

廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(Zr側)/  

異材接合部/  

出口(SUS側)/  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 であり，設計基準対象の施設として溶解施設から

発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ

供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

入口(Zr側)及び出口(SUS側)の外径は接続配管と同様の mmとする。 

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2倍，

又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外径を決

定する。 
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名称 

 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 から異材接手 までを接続する配管

であり，設計基準対象の施設としてせん断処理・溶解廃ガス処理設備のNOx吸収塔にて

NOxの回収及び放射性物質の除去を行った廃ガスをミストフィルタでのろ過等の処理

をした後，排風機にて主排気筒へ排気するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽又はハル洗浄槽で臨界が発生

した場合に，臨界事故で発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くため

に設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設

備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器で冷却され廃

ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(Zr側)/  

異材接合部/  

出口(SUS側)/  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 であり，設計基準対象の施設として溶解施設から

発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ

供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

入口(Zr側)及び出口(SUS側)の外径は接続配管と同様の mmとする。 

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2倍，

又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外径を決

定する。 

 

 

87

40623



 

名称 

 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 から までを接続する配

管であり，設計基準対象の施設としてせん断処理・溶解廃ガス処理設備のNOx吸収塔に

てNOxの回収及び放射性物質の除去を行った廃ガスをミストフィルタでのろ過等の処

理をした後，排風機にて主排気筒へ排気するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽又はハル洗浄槽で臨界が発生

した場合に，臨界事故で発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くため

に設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設

備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器で冷却された

廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解槽 

 

～ 

凝縮器入口冷却ジャケット 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解槽 から凝縮器入口冷却ジャケット までを

接続する配管であり，設計基準対象の施設として溶解槽から発生する廃ガスをせん断

処理・溶解廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体をせん断処理・溶解廃ガス処理設備及び廃ガス貯留設

備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解

廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，溶解槽の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器入口冷却ジャケット 

 

内管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，凝縮器入口冷却ジャケット 内管であり，設計基準対象の施

設として溶解施設から発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝

縮器及びNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，溶解槽の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器入口冷却ジャケット 

 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，凝縮器入口冷却ジャケット から異材接手 ま

でを接続する配管であり，設計基準対象の施設として溶解施設から発生し受入れた廃

ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収

及び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。   

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(Zr側)/  

異材接合部/  

出口(SUS側)/  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 であり，設計基準対象の施設として溶解施設から

発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ

供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

入口(Zr側)及び出口(SUS側)の外径は接続配管と同様の mmとする。 

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2倍，

又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外径を決

定する。 
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名称 

 

～ 

凝縮器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，異材接手 から凝縮器 までを接続する配管であ

り，設計基準対象の施設として溶解施設から発生し受入れた廃ガスをせん断処理・溶

解廃ガス処理設備の凝縮器及びNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去

を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽又はハル洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生する放射性物質を含む気体を受入れ，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器

で冷却後，廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完

了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置す

る。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器入口冷却ジャ

ケット で冷却された廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器  

～ 

NOx吸収塔  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，凝縮器 からNOx吸収塔 までを接続する配管であ

り，設計基準対象の施設としてせん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器で冷却した

廃ガス及びその他の溶解設備から発生する廃ガスをNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及

び放射性物質の除去を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽又はハル洗浄槽で臨界が発生

した場合に，臨界事故で発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くため

に設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設

備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器で冷却された

廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

  

100

40636



 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

NOx吸収塔  

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，NOx吸収塔 から異材接手 までを接続する配管

であり，設計基準対象の施設としてせん断処理・溶解廃ガス処理設備のNOx吸収塔にて

NOxの回収及び放射性物質の除去を行った廃ガスをミストフィルタでのろ過等の処理

をした後，排風機にて主排気筒へ排気するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽又はハル洗浄槽で臨界が発生

した場合に，臨界事故で発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くため

に設置する。また，廃ガス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設

備の排風機にて主排気筒へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器で冷却された

廃ガスの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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40638



 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

A 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記  ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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40639



 

名称 

硝酸調整槽 出口配管合流

点 

～ 

NOx吸収塔入口配管

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，硝酸調整槽 出口配管合流点からNOx吸収塔入口配管

までを接続する配管であり，設計基準対象の施設としてエンドピース

酸洗浄槽から発生する廃ガスをNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去

を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設のエンドピース酸洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガ

ス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒

へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガスの発生元であ

るエンドピース酸洗浄槽の通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

  

104

40640



 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

  

105

40641



 

名称 

エンドピース酸洗浄槽  

～ 

硝酸調整槽 出口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，エンドピース酸洗浄槽 から硝酸調整槽 出口配管

合流点までを接続する配管であり，設計基準対象の施設としてエンドピース酸洗浄槽

から発生する廃ガスをNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うた

めに設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設のエンドピース酸洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガ

ス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒

へ排気するため設置する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガスの発生元であ

るエンドピース酸洗浄槽の通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

  本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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40642



 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

硝酸調整槽 出口配管合流

点 

～ 

NOx吸収塔入口配管

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，硝酸調整槽 出口配管合流点からNOx吸収塔入口配管

までを接続する配管であり，設計基準対象の施設としてエンドピース

酸洗浄槽から発生する廃ガスをNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去

を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設のエンドピース酸洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガ

ス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒

へ排気するため設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガスの発生元であ

るエンドピース酸洗浄槽の通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

 

  

108

40644



 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

エンドピース酸洗浄槽  

～ 

硝酸調整槽 出口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，エンドピース酸洗浄槽 から硝酸調整槽 出口配管

合流点までを接続する配管であり，設計基準対象の施設としてエンドピース酸洗浄槽

から発生する廃ガスをNOx吸収塔へ供給し，NOxの回収及び放射性物質の除去を行うた

めに設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解施設のエンドピース酸洗浄槽で臨界が発生した場合に，臨界事故で

発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留設備へ導くために設置する。また，廃ガ

ス貯留設備での貯留完了後，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒

へ排気するため設置する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，

最大でも kPaであり とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，臨界事故による水蒸気の発

生に伴う圧力上昇は， 設計基

準対象の施設として使用する場合と同様に とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガスの発生元であ

るエンドピース酸洗浄槽の通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，臨界による溶液の沸騰に伴

う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃とする。 
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40646



 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質

を含む気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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Ⅵ－１－１－３－３－１－２ 

塔槽類廃ガス処理設備 

40648



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－３－１－２－１ 

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備 

40649



(1) 容器

1

40650



名称 
デミスタ 

 

容量 m3/h/個 － 

最高使用圧力 kPa   

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 － － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

デミスタは，設計基準対象の施設として，前処理建屋および高レベル廃液ガラス固化

建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス中のミストを除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としてのデミスタは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および

水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用圧力は，排風機A,B

の吸込圧力が  kPaであるため，それを上回る  kPaとする。 

デミスタを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シール

ポットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。したがって，設計

基準対象の施設の最高使用圧力  kPaで問題ない。 

2

40651



2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用温度は，凝縮器の胴側の最

高使用温度が ℃であるため，  ℃とする。 

デミスタを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度

であり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る

 ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するデミスタは，前処理建屋および高レベル廃液ガ

ラス固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス中のミストを除去するために

必要な個数として，1個とする。 

デミスタは重大事故等対処設備として使用する場合，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器か

らの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用するので，設

計基準対象の施設と同様に，個数は1個とする。 

3

40652



名 称 廃ガス洗浄塔  

容量 m3/h/個 － 

最高使用圧力
本体 kPa  

コイル部 MPa － 

最高使用温度
本体 ℃  

コイル部 ℃ － 

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設

廃ガス洗浄塔は，設定基準対象施設として，前処理建屋および高レベル廃液ガラス固

化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガスを洗浄するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故対処設備としての廃ガス洗浄塔は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および

水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 最高使用圧力(本体)の設定根拠

設計基準対象施設として使用する廃ガス洗浄塔の本体の最高使用圧力は，排風機A，

B の吸込圧力が  kPaであるため，それを上回る

 kPaとする。 

廃ガス洗浄塔を重大事故等時に使用する場合の本体の圧力は，廃ガス洗浄塔シール

ポットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。したがって，設計

基準対象の施設の最高使用圧力  kPaで問題ない。 
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2. 最高使用温度(本体)の設定根拠

設計基準対象施設として使用する廃ガス洗浄塔の本体の最高使用温度は，前処理建

屋および高レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類から流入する廃ガスの温

度が  ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

廃ガス洗浄塔を重大事故等時に使用する場合の本体の温度は，沸騰時の蒸気の温度

であり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る

 ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス洗浄塔は，前処理建屋および高レベル廃

液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガスを洗浄するために必要な

個数として，1個設置する。 

廃ガス洗浄塔は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセル

へ導出するための流路として使用するので，設計基準対象施設と同様に， 1個設置す

る。 
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(2) 熱交換器 
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名称 
凝縮器 

 

容量 
処理容量 m3/h/個 － 

設計熱交換量 kW/個 － 

管側 
最高使用圧力 MPa － 

最高使用温度 ℃ － 

胴側 
最高使用圧力 kPa   

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

凝縮器は，設計基準対象の施設として，前処理建屋および高レベル廃液ガラス固化建

屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガスを冷却し，廃ガス中の蒸気を凝縮させるため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての凝縮器は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素

掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器，可搬型建屋内ホースおよび前処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 最高使用圧力（胴側）の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用圧力は，排風機A，B

の吸込圧力が  kPaであるため，それを上回る  kPa

とする。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の胴側の圧力は，廃ガス洗浄塔シ

ールポットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。したがって，

設計基準対象の施設の最高使用圧力  kPaで問題ない。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用温度は，廃ガス洗浄塔

の最大運転温度が  ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の胴側の温度は，沸騰時の蒸気の

温度であり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器は，前処理建屋および高レベル廃液ガラ

ス固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガスを冷却し，廃ガス中に含まれる蒸

気を凝縮するのに必要な個数として，1個設置する。 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出する流路を形成するために必要

な個数として，設計基準対象の施設と同様に，1個とする。 
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名 称 
よう素フィルタ第1,第2加熱器 

 

容量 kW/個 － 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2 －

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設

よう素フィルタ第1,第2加熱器は，設計基準対象施設として，前処理建屋および高レベ

ル廃液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス中のよう素をよう素フ

ィルタで除去する際のよう素除去効率をあげるために，設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故対処設備としてのよう素フィルタ第1,第2加熱器は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象施設として使用するよう素フィルタ第1,第2加熱器の最高使用圧力

は，排風機A,B の吸込圧力が  kPaであるため，それを上回る

 kPaとする。 

よう素フィルタ第1,第2加熱器を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力

は，廃ガス洗浄塔シールポットにより制限され最大でも  kPa以下であり，

とする。したがって，設計基準対象の施設の最高使用圧力  kPaで問題ない。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象施設として使用するよう素フィルタ第1,第2加熱器の最高使用温度

は，性能計算の結果より加熱器外面温度は  ℃となるため，それを上回る  ℃と

する。 

よう素フィルタ第1,第2加熱器を重大事故等対処設備として使用する場合の最高使

用温度は，沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であ

ることから，これを上回る  ℃とする。したがって，設計基準対象の施設の最高使

用温度  ℃で問題ない。 

3. 個数の設定根拠

設定基準対象の施設として使用する場合のよう素フィルタ第1,第2加熱器は，前処

理建屋および高レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス

中のよう素をよう素フィルタで除去する際のよう素除去効率をあげるために必要な

個数として，1個設置する。 

よう素フィルタ第1,第2加熱器は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および

水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として設置するので，設計基準対象施

設と同様に，1個設置する。 
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(3) フィルタ
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名称 
第1，第2高性能粒子フィルタ 

 

効率
単品 － － 

総合 － － 

容量 － － 

最高使用圧力 kPa kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 8 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

第1，第2高性能粒子フィルタA～Dは，設計基準対象の施設として，凝縮，除湿された，

前処理建屋および高レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガ

ス中の放射性物質を除去するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての第1高性能粒子フィルタA～Dは，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタA～Dの最高使用圧

力は，排風機A,B の吸込圧力が  kPaであるため，それを上回

る  kPaとする。 

第1，第2高性能粒子フィルタA～Dを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力

は，廃ガス洗浄塔シールポットにより制限され最大でも  kPa以下であり，

とする。したがって，設計基準対象の施設の最高使用圧力  kPaで問題ない。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタA～Dの最高使用温

度は，高性能粒子フィルタ第1，第2加熱器の出口廃ガス温度最大  ℃に余裕を考慮

して，  ℃とする。 

第1，第2高性能粒子フィルタA～Dを重大事故等対処設備として使用する場合の温度

は，沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であること

から，これを上回る  ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設定基準対象の施設として使用する場合の第1高性能粒子フィルタA～Dは，凝縮，除

湿された前処理建屋および高レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類から発

生する廃ガス中の放射性物質を除去するために必要な除去効率を確保するために4個

とし，点検保守時のバックアップとしての4個と合わせて，8個設置する。 

第1高性能粒子フィルタA～Dは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線

分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃

気用空気をセルへ導出するための流路として使用するので，設計基準対象の施設と同

様に，8個設置する。 
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名 称 
よう素フィルタ 

 

よう素除去効率 ％ － 

容量 m3/h/個 － 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 4 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設

よう素フィルタは，設計基準対象施設として，前処理建屋および高レベル廃液ガラス

固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス中のよう素を除去するために，設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故対処設備としてのよう素フィルタは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」お

よび「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気お

よび水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタA～Dの最高使用圧力は，排風機

A,B の吸込圧力が  kPaであるため，それを上回る  k

Paとする。 

よう素フィルタA～Dを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗

浄塔シールポットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。した

がって，設計基準対象の施設の最高使用圧力  kPaで問題ない。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタA～Dの最高使用温度は，よう素

フィルタ第1，第2加熱器の出口廃ガス温度最大  ℃に余裕を考慮して，  ℃とす

る。 

よう素フィルタA～Dを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の

蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを

上回る  ℃とする。したがって，設計基準対象の施設の最高使用温度  ℃で問題

ない。 

3. 個数の設定根拠

設定基準対象の施設として使用する場合のよう素フィルタA～Dは，前処理建屋お

よび高レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス中のよう

素を除去するために必要なよう素除去効率を確保するために，4個設置する。 

よう素フィルタA～Dは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気

用空気をセルへ導出するための流路として使用するので，設計基準対象施設と同様

に，4個設置する。 
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(4) 主配管
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名称 

廃ガス洗浄塔  

～ 

凝縮器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は廃ガス洗浄塔 から凝縮器 をつなぐ配管であり，各塔

槽類で発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，廃ガス洗浄塔 から凝縮器 をつなぐ配管であり，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出する流路のバウンダリ

として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス洗浄塔の最大

運転温度が  ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠 

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象の

施設と同様の  mm,  mmとする。 
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名称 

凝縮器  

～ 

デミスタ  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は凝縮器 からデミスタ をつなぐ配管であり，各塔槽類で

発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，凝縮器 からデミスタ をつなぐ配管であり，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出する流路のバウンダリとし

て使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器の胴側の最高

使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

3. 外径の設定根拠

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象の

施設と同様の  mmとする。 
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名称 

デミスタ  

～ 

第1，第2高性能粒子フィルタ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管はデミスタ から第1,第2高性能粒子フィルタ

をつなぐ配管であり，各塔槽類で発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設

備へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，デミスタ から第1,第2高性能粒子フィルタ

をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気

をセルへ導出する流路のバウンダリとして使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，デミスタの最高使用

温度が  ℃であるため，デミスタ から高性能粒子フィルタ第1,2加熱器

までを  ℃とする。一方，高性能粒子フィルタ第1,2加熱器から第1,

第2高性能粒子フィルタまでは，高性能粒子フィルタ第1,2加熱器の出口での最高使用

温度が ℃であるため，  ℃とする。ただし、加熱部は  ℃とする。 
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本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象

の施設と同様の  mm,  mm,  mm,  mmとする。 
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名称 

第1，第2高性能粒子フィルタ 

 

～ 

よう素フィルタ第1，第2加熱器 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は第1,第2高性能粒子フィルタ からよう素フィルタ

第1,第2加熱器 をつなぐ配管であり，高性能粒子フィルタで処理した廃

ガスをよう素フィルタへ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，第1,第2高性能粒子フィルタ からよう素フィル

タ第1,第2加熱器 をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸

気および水素掃気用空気をセルへ導出する流路のバウンダリとして使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高性能粒子フィルタ

第1,2加熱器の出口での最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象の

施設と同様の  mm,  mmとする。 
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名称 

よう素フィルタ第1，第2加熱器 

 

～ 

よう素フィルタ  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管はよう素フィルタ第1,第2加熱器 からよう素フィルタ

をつなぐ配管であり，高性能粒子フィルタで処理した廃ガスをよう素フィルタ

へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管はよう素フィルタ第1,第2加熱器 からよう素フィルタ

をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空

気をセルへ導出する流路のバウンダリとして使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機A,B

の吸込圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとす

る。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，よう素フィルタ第1,

第2加熱器出口での最大運転温度が  ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠 

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象の

施設と同様の  mm,  mmとする。 
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名称 

よう素フィルタ  

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，よう素フィルタ から弁 をつなぐ配管であり，

よう素フィルタで処理した廃ガスを換気設備へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，よう素フィルタ から弁 をつなぐ配管であり，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出する流路のバウン

ダリとして使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，冷却器 上

流までをよう素フィルタ第1,第2加熱器出口での最大運転温度が  ℃であるため，そ

れを上回る  ℃とする。また，冷却器下流から弁 までは冷却器の最高

使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象の

施設と同様の  mm,  mm， ＊1 mmとする。 

＊1：冷却器 を示す。 
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名称 

中間ポット  

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は中間ポット から をつなぐ配管であり，中間ポットAで

発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，中間ポット から をつなぐ配管であり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する中間ポットからの蒸気をセルへ導出するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

同様に廃ガス洗浄塔シールポットにより制限されるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，中間ポットの溶解液

の温度を考慮して，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(Zr側)  ／ 

異材接合部  ／ 

  出口(SUS側)      

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

異材継手 は，中間ポットで発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備へ導く配管の異材接合部に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

異材継手 は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する中

間ポットからの蒸気をセルへ導出するために使用する配管の異材接合部に設置する。  

  

1. 最高使用圧力の設定根拠  

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

同様に廃ガス洗浄塔シールポットにより制限されるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，中間ポットの最高使

用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠

入口（Zr側）及び出口（SUS側）の外径は接続配管と同様の  mmとする。

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため，  mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ(  mm)の2

倍，又はSUS配管部(  mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，公称

厚さは mm 

以上より，異材接合部の外径は，両側配管の内径 mmに公称厚さ mmを考慮し

て mmとする。 
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名称 

 

～ 

廃ガス洗浄塔入口配管  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は から廃ガス洗浄塔入口配管 をつなぐ配管であ

り，中間ポットで発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置

する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は， から廃ガス洗浄塔入口配管 をつなぐ配管であ

り，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する中間ポットからの蒸気をセルへ

導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

同様に廃ガス洗浄塔シールポットにより制限されるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，中間ポットの最高使

用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm,  m

mとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間ポット  

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は中間ポット から をつなぐ配管であり，中間ポットで

発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，中間ポット から をつなぐ配管であり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する中間ポットからの蒸気をセルへ導出するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

同様に廃ガス洗浄塔シールポットにより制限されるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，中間ポットの最高使

用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(Zr側)  ／ 

異材接合部  ／ 

  出口(SUS側)      

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

異材継手 は，中間ポットで発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備へ導く配管の異材接合部に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

異材継手 は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する中

間ポットからの蒸気をセルへ導出するために使用する配管の異材接合部に設置する。  

  

1. 最高使用圧力の設定根拠  

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

同様に廃ガス洗浄塔シールポットにより制限されるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，中間ポットの最高使

用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠 

入口（Zr側）及び出口（SUS側）の外径は接続配管と同様の  mmとする。 

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため，  mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ(  mm)の2

倍，又はSUS配管部(  mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，公称

厚さは  mm 

以上より，異材接合部の外径は，両側配管の内径 mmに公称厚さ mmを考慮し

て mmとする。 
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名称 

 

～ 

中間ポット 出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は， から中間ポット 出口配管合流点をつなぐ配管であ

り，中間ポットで発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置

する。 

・重大事故等対処設備

本配管は， から中間ポット 出口配管合流点をつなぐ配管であ

り，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する中間ポットからの蒸気をセルへ

導出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

同様に廃ガス洗浄塔シールポットにより制限されるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，中間ポットの最高使

用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm, 

mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中継槽  

～ 

廃ガス洗浄塔入口配管  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，中継槽 から廃ガス洗浄塔入口配管 までを

つなぐ配管であり，中継槽で発生する廃ガスを前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導く

ために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，中継槽 から廃ガス洗浄塔入口配管 までを

つなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する中継槽からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ

導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

同様に廃ガス洗浄塔シールポットにより制限されるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，中継槽の最高使用温

度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

排風機出口配管分岐点 

～ 

主排気筒 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，排風機出口配管分岐点から主排気筒をつなぐ配管であり，設計基準対象の

施設として，前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備及びせん断処理・溶解廃ガス処理設備か

らの廃ガスを主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合に，臨界事

故で発生する放射性物質を含む気体の廃ガス貯留設備への貯留完了後，臨界事故が発生

した機器からの廃ガスをせん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機にて主排気筒へ排気す

るために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，前処理建屋塔槽類廃

ガス処理設備の排風機及びせん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機からの圧力は水

封により制限され最大でも MPa程度であるため，それを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，臨界事故時における本

配管の使用方法が設計基準対象の施設と同様であり， MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，せん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備の排風機の排気温度 ℃を上回る ℃とする。

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故時における本

配管の使用方法が設計基準対象の施設と同様であり， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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分離建屋塔槽類廃ガス処理設備 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－２－２ 

－１ 

塔槽類廃ガス処理系 

40694



(1) 容器

1
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（１）容器

名称 
廃ガス洗浄塔 

( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 本体 kPa 

最高使用温度 本体 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の

回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物

質を除去するとともに，必要に応じて廃ガスの温度を下げるために設置する。 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替換気設備として使用する廃ガス洗浄塔は，以下の機能を有す

る。 

 廃ガス洗浄塔は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び

水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 

2

40696



系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。  

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス洗浄塔の本体の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

廃ガス洗浄塔の本体を重大事故等時において使用する場合の圧力は，

であるため洗浄水を考慮して， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス洗浄塔の本体の最高使用温度は，廃ガス

洗浄塔の通常運転温度 ℃を考慮し， ℃とする。 

廃ガス洗浄塔の本体を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気

の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

3. 個数の設定根拠

廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として廃ガス中に含まれる放射性物質を除去

するとともに，必要に応じて廃ガスの温度を下げるために必要な個数として，1個設

置する。 

重大事故等時において使用する廃ガス洗浄塔は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に

移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対象の施設とし

て1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
デミスタ 

( ) 

容量 m3[normal]/h/個 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

デミスタは，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収

施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を

除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用するデミスタは，以下の機能を有する。 

デミスタは，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素

爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気

相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離

弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。  

4
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用圧力は，排風機の吸込圧力

が kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

デミスタを重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リ

リーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用温度は，廃ガス洗浄塔の出

口廃ガス温度最大 ℃に余裕を考慮して， ℃とする。 

デミスタを重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 個数の設定根拠

デミスタは，設計基準対象の施設として廃ガス中に含まれる放射性物質を除去する

ために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時において使用するデミスタは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行

する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対象の施設として1

個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 

5
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(2) 熱交換器

6
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（２）熱交換器

名称 
凝縮器 

( ) 

容量 kW/個 

最高使用圧力 胴側 MPa 

最高使用温度 胴側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 凝縮器は，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施

設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガスを冷却して除湿することによ

り，廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮器は，溶液の沸騰により「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水

素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機

器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路

を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導

出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 

7
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用圧力は，排風機の吸込

圧力が kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の胴側の圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備リリーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用温度は，廃ガス洗浄塔

の出口廃ガス温度最大 ℃に余裕を考慮して， ℃とする。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の胴側の温度は，沸騰時の蒸気の温度

であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃

とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の個数は，廃ガスを冷却して除湿するこ

とにより，廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するために必要な個数として，1個

設置する。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対象の

施設と同様に，1個使用する。 
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名称 
よう素フィルタ第 1，第 2加熱器 

( ) 

容量 kW/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

よう素フィルタ第1，第2加熱器は，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施

設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガスを電

気ヒータを使用して加熱し，相対湿度を下げるとともに，下流のよう素除去に適切な

温度にするために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器は，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に

移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放

射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽

類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 
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系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器の最高使用圧力

は，排風機の吸込圧力が kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

よう素フィルタ第1，第2加熱器を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔

槽類廃ガス処理設備リリーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり，

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器の最高使用温度

は，よう素フィルタ第1，第2加熱器の通常運転温度 ℃を考慮して， ℃とする。 

よう素フィルタ第1，第2加熱器を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸

騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，こ

れを上回る ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器の個数は，電気

ヒータを使用し，廃ガスを加熱して相対湿度を下げるとともに，下流のよう素除去に

適切な温度にするために必要な個数として，合計2個設置する。 

よう素フィルタ第1，第2加熱器を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成す

るため，設計基準対象の施設と同様に，2個使用する。 
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(3) フィルタ
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（３）フィルタ

名称 
第 1，第 2高性能粒子フィルタ 

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3[normal]/h/個 

効率 単品 % 

個数 － 
10(1 個×2段/系列×5系列 

内 1個×2段/系列×1系列予備) 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  第1，第2高性能粒子フィルタは，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，

酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含ま

れる放射性物質を除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替換気設備として使用する第1，第2高性能粒子フィルタは，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移

行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線

分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射

性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類

廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 
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系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタの最高使用圧力

は，排風機の吸込圧力が kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

第1，第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽

類廃ガス処理設備リリーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり，

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタの最高使用温度

は，デミスタの出口廃ガス温度最大 ℃を考慮して， ℃とする。 

第1，第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰

時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これ

を上回る ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタは，廃ガス中に含

まれる放射性物質を除去するために必要な個数として，合計10個(1個×2段/系列×5

系列内1個×2段/系列×1系列予備)設置する。 

第1，第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成す

るため，設計基準対象の施設と同様に，合計10個(1個×2段/系列×5系列内1個×2段/

系列×1系列予備)使用する。 
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名称 
よう素フィルタ 

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3[normal]/h/個 

効率 単体 % 

個数 － 4(1 個/系列×4系列内 1個/系列×1系列予備) 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 よう素フィルタは，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒

の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれるよう素

を除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替換気設備として使用するよう素フィルタは，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，こ

れらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設

備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガス

をセルに導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第 1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。  
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用圧力は，排風機の吸

込圧力が kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理

設備リリーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用温度は，よう素フィ

ルタ第1，第2加熱器の出口廃ガス温度最大 ℃に余裕を考慮して， ℃とする。

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温

度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃

とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタは，廃ガス中に含まれるよう素

を除去するために必要な個数として，合計4個(1個/系列×4系列内1個/系列×1系列予

備)設置する。 

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基

準対象の施設と同様に，合計4個(1個/系列×4系列内1個/系列×1系列予備)使用する。 
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(4) 主配管 
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（４） 主配管

名称 

廃ガス洗浄塔( ) 

～ 

凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 5  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，廃ガス洗浄塔と凝縮器を接続する配管であり，設計基準対象の施設として分

離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生

する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれらの塔槽類の内部を負圧に維

持するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔と凝縮器を接続

する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発

により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行

する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸込圧力が

kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス洗浄塔の出口

温度最大 ℃に余裕を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器( ) 

～ 

デミスタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 0  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，凝縮器とデミスタを接続する配管であり，設計基準対象の施設として分離建

屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する

廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれらの塔槽類の内部を負圧に維持す

るために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器とデミスタを接続する

配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する

放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類

廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガス

をセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸込圧力が

kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器の出口温度最

大 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

デミスタ( ) 

～ 

第 1，第 2高性能粒子フィルタ 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，デミスタと第1，第2高性能粒子フィルタを接続する配管であり，設計基準対

象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設

の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれらの塔槽類

の内部を負圧に維持するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，デミスタと第1，第2高性能粒

子フィルタを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物

質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔

離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸込圧力が

kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管(デミスタから高性能粒子フィルタ第1

加熱器)の最高使用温度は，凝縮器の出口温度最大 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管(高性能粒子フィルタ第1加熱器から高性能粒子フィルタ第2加熱器)の最高

使用温度は，通常運転温度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管(高性能粒子フィルタ第2加熱器から第1，第2高性能粒子フィルタ)の最高使

用温度は，通常運転温度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜， ㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第 1，第 2高性能粒子フィルタ 

( ) 

～ 

よう素フィルタ第 1加熱器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 0  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，第1，第2高性能粒子フィルタとよう素フィルタ第1加熱器を接続する配管で

あり，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃

棄物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともに

それらの塔槽類の内部を負圧に維持するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1，第2高性能粒子フィルタ

とよう素フィルタ第1加熱器を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に

同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃

ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸込圧力が

kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，デミスタの出口温度

最大 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

よう素フィルタ第 1加熱器( ) 

～ 

よう素フィルタ第 2加熱器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 0  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，よう素フィルタ第1加熱器とよう素フィルタ第2加熱器を接続する配管であ

り，設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄

物の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそ

れらの塔槽類の内部を負圧に維持するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，よう素フィルタ第1加熱器と

よう素フィルタ第2加熱器を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に

同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃

ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸込圧力が

kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，よう素フィルタ第1

加熱器の出口温度最大 ℃に余裕を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

よう素フィルタ第 2加熱器( ) 

～ 

よう素フィルタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 0  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，よう素フィルタ第2加熱器とよう素フィルタを接続する配管であり，設計基

準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄

施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれらの塔

槽類の内部を負圧に維持するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，よう素フィルタ第2加熱器と

よう素フィルタを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放

射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備

の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 

28

40722



 

 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸込圧力が

kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，よう素フィルタ第2

加熱器の出口温度最大 ℃に余裕を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

よう素フィルタ( ) 

～ 

排風機( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，よう素フィルタと排風機を接続する配管であり，設計基準対象の施設として

分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の塔槽類から発

生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれらの塔槽類の内部を負圧に

維持するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，よう素フィルタと排風機を接

続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆

発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移

行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，

塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸込圧力が

kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管(よう素フィルタから冷却器)の最高使

用温度は，よう素フィルタ第1，第2加熱器の出口温度最大 ℃に余裕を考慮して，

℃とする。 

本配管(冷却器から排風機)の最高使用温度は，冷却器の出口温度最大 ℃に余裕を

考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜， ㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：本配管の流路として使用する冷却器は角型容器である。 

＊3：内径を示す。 
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名称 
溶解液中間貯槽( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解液中間貯槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，溶

解液中間貯槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，溶解液中間貯槽と廃ガス洗

浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において溶解液中間貯槽の気

相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減す

るために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
溶解液供給槽( )～廃ガス

洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解液供給槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，溶解

液供給槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，溶解液供給槽と廃ガス洗浄

塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において溶解液供給槽の気相中

に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するた

めに設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
プルトニウム溶液受槽( )

～廃ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，プルトニウム溶液受槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であ

り，プルトニウム溶液受槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム溶液受槽と廃

ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時においてプルトニウム

溶液受槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性

物質を低減するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

プルトニウム溶液中間貯槽(

)～プルトニウム溶液受槽出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，プルトニウム溶液中間貯槽とプルトニウム溶液受槽出口配管合流点をつ

なぐ配管であり，プルトニウム溶液中間貯槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導

くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム溶液中間貯槽

とプルトニウム溶液受槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において

プルトニウム溶液中間貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

 

 

 

39

40733



3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
抽出廃液受槽( )～廃ガス

洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，抽出廃液受槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出

廃液受槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，抽出廃液受槽と廃ガス洗浄

塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において抽出廃液受槽の気相中

に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するた

めに設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

廃ガス洗浄塔入口配管 

～ 

廃ガス洗浄塔( ) 

最高使用圧力 MPa  

 

最高使用温度 ℃ 0  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管と廃ガス洗浄塔を接続する配管であり，設計基準対象

の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の

塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれらの塔槽類の

内部を負圧に維持するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管と廃ガ

ス洗浄塔を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質

及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離

弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(廃ガス洗浄塔入口配管から廃ガス洗浄

塔入口配管分岐点)の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧力が kPaであるため，

これを上回る圧力として とする。 

本配管(廃ガス洗浄塔入口配管分岐点から廃ガス洗浄塔)の最高使用圧力は，排風機

の吸込圧力が kPa であるため，それを上回る kPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転温度が ℃

/ ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
抽出廃液中間貯槽( )～抽

出廃液受槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，抽出廃液中間貯槽と抽出廃液受槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，

抽出廃液中間貯槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，抽出廃液中間貯槽と抽出廃

液受槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において抽出廃液中間貯槽

の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

46

40740



名称 
抽出廃液供給槽( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，抽出廃液供給と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出

廃液供給槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，抽出廃液供給槽と廃ガス洗

浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において抽出廃液供給槽の気

相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減す

るために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
抽出廃液供給槽( )～抽出

廃液供給槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，抽出廃液供給槽と抽出廃液供給槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，

抽出廃液供給槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，抽出廃液供給槽と抽出廃液

供給槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において抽出廃液供給槽の

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低減

するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第1一時貯留処理槽( )～廃

ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1一時貯留処理槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，

第1一時貯留処理槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1一時貯留処理槽と廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において第1一時貯留処

理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質

を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第7一時貯留処理槽( )～廃

ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第7一時貯留処理槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，

第7一時貯留処理槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第7一時貯留処理槽と廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において第7一時貯留処

理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質

を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第8一時貯留処理槽( )～廃

ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，第8一時貯留処理槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，

第8一時貯留処理槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第8一時貯留処理槽と廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において第8一時貯留処

理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質

を低減するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第2一時貯留処理槽( )～第

8一時貯留処理槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，第2一時貯留処理槽と第8一時貯留処理槽出口配管合流点をつなぐ配管で

あり，第2一時貯留処理槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第2一時貯留処理槽と第8一

時貯留処理槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において第2一時貯

留処理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性

物質を低減するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合の温度を上回らないため，設計基準対象の施設と同じ， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第6一時貯留処理槽( )～第

8一時貯留処理槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第6一時貯留処理槽と第8一時貯留処理槽出口配管合流点をつなぐ配管で

あり，第6一時貯留処理槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第6一時貯留処理槽と第8一

時貯留処理槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において第6一時貯

留処理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性

物質を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第3一時貯留処理槽( )～廃

ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第3一時貯留処理槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，

第3一時貯留処理槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第3一時貯留処理槽と廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において第3一時貯留処

理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質

を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第4一時貯留処理槽( )～第

3一時貯留処理槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第4一時貯留処理槽と第3一時貯留処理槽出口配管合流点をつなぐ配管で

あり，第4一時貯留処理槽からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系に導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第4一時貯留処理槽と第3一

時貯留処理槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時において第4一時貯

留処理槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性

物質を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理系

に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポット( )により制限され最大でも kPa以下であることから，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，移送元機器の最高使

用温度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液供給槽( ) 

～ 

廃ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 0  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，高レベル廃液供給槽と廃ガス洗浄塔入口配管合流点を接続する配管であり，

設計基準対象の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物

の廃棄施設の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれ

らの塔槽類の内部を負圧に維持するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，高レベル廃液供給槽と廃ガス

洗浄塔入口配管合流点を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴

する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処

理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，高レベル廃液供給槽

が塔槽類廃ガス処理設備に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高レベル廃液供給槽

の本体の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：内径を示す。 
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名称 

減衰器( ) 

～ 

廃ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 0  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，減衰器と廃ガス洗浄塔入口配管合流点を接続する配管であり，設計基準対象

の施設として分離建屋内の分離施設，酸及び溶媒の回収施設，液体廃棄物の廃棄施設の

塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともにそれらの塔槽類の

内部を負圧に維持するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，減衰器と廃ガス洗浄塔入口配

管合流点を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質

及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離

弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管が塔槽類廃ガ

ス処理設備に接続されていることから， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，減衰器の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－２－３ 

－１ 

塔槽類廃ガス処理系 

（プルトニウム系） 
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(1) 容器

1
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名 称 
廃ガス洗浄塔 

( ) 

容量 m3/h/個  

最高使用圧力 本体 kPa  

最高使用温度 本体 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として精製建屋内のプルトニウム精製設備等の

塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともに，必要に応じて

廃ガスの温度を下げるために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替換気設備として使用する廃ガス洗浄塔は，以下の機能を有する。 

廃ガス洗浄塔は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び

水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路

として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル導

出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋

塔槽類廃ガス処理設備の一部，廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダンパの一

部，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する廃ガス洗浄塔は，「臨界事故」の発

生を仮定する機器から発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するため

に流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，排風機，設計基準対象の施設と兼

用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」の発生を仮定する機器」で

構成する。 

また、「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生した放射性

物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するために流路として使用する。 

2
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系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基準

対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備のダク

ト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又は爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する廃ガス洗浄塔の本体の最高使用圧力は，排風機の

吸込圧力 kPaであるため，それを上回る kPaとする。 

廃ガス洗浄塔の本体を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，有機溶

媒等による火災又は爆発が発生した際の気相部および液相部の瞬間圧力を考慮し，

kPa,  kPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する廃ガス洗浄塔の本体の最高使用温度は，廃ガス洗

浄塔の通常運転温度 ℃を考慮し， ℃とする。 

廃ガス洗浄塔の本体を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，沸騰時

の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上

回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として精製建屋内のプルトニウム精製設備等の

塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するとともに，必要に応じて

廃ガスの温度を下げるために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時において使用する場合は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射

性物質をセルへ導出する流路を形成するため，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火

災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽

に導出するための流路を形成するために，設計基準対象の施設として1個設置している

ものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名 称 
デミスタ 

( ) 

容量 m3/h/個[normal]  

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

デミスタは，設計基準対象の施設として精製建屋内のプルトニウム精製設備等の塔

槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するデミスタは，溶液の沸騰により「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素

掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処

理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガス

をセルに導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル導

出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋

塔槽類廃ガス処理設備の一部，廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダンパの一

部，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用するデミスタは，「臨界事故」の発生を

仮定する機器から発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するために流

路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，排風機，設計基準対象の施設と兼

用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」の発生を仮定する機器」で

構成する。 

また、「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生した放射

性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基準

対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備のダ
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クト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又は爆

発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用圧力は，排風機の吸込圧力

が kPaであるため，それを上回る kPaとする。 

デミスタを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，有機溶媒等によ

る火災又は爆発が発生した際の瞬間圧力を考慮し， kPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用温度は，凝縮器の胴側の最

高使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

デミスタを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，沸騰時の蒸気の

温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

デミスタは，設計基準対象の施設として精製建屋内のプルトニウム精製設備等の塔

槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するために必要な個数とし

て，1個設置する。 

デミスタを重大事故等時において使用する場合は，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中

に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，「臨界事故」及び「有機

溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生した放射性物質を含む気

体を廃ガス貯留槽に導出するための流路を形成するために，設計基準対象の施設とし

て1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 熱交換器 
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名 称 
凝縮器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個  

最高使用圧力 胴側 MPa  

最高使用温度 胴側 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

凝縮器は，設計基準対象の施設として精製建屋内のプルトニウム精製設備等の塔槽

類から発生する廃ガスを冷却して除湿することにより，廃ガス中に含まれる放射性物

質を除去するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するデミスタは，溶液の沸騰により「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，

水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃

ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 
系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製

建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダン

パの一部，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 
重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する凝縮器は，「臨界事故」において，

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，事故が発生した機器内に残留

している放射性物質を除去し、放射性物質の環境への放出量を低減するために使用す

る。 
系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，排風機，設計基準対象の施設と

兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」の発生を仮定する機器」

で構成する。 
また、「有機溶媒等による火災又は爆発」において，廃ガス貯留槽への放射性物質

を含む気体の導出完了後，事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去

し、放射性物質の環境への放出量を低減するために使用する。 
系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基

準対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備の
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ダクト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又

は爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用圧力は，排風機の吸込

圧力が kPaであるため，それを上回る kPaとする。 

デミスタを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，有機溶媒等に

よる火災又は爆発が発生した際の瞬間圧力を考慮し， kPaとする。 
 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用温度は，廃ガス洗浄塔

の最大運転温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の胴側の温度は，沸騰時の蒸気の温度

であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃

とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の個数は，精製建屋内のプルトニウム精

製設備等の塔槽類から発生する廃ガスを冷却し，廃ガス中に含まれる蒸気を凝縮する

のに必要な個数として，1個設置する。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出する流路を形成するため，「臨界事故」

及び「有機溶媒等による火災又は爆発」において，廃ガス貯留槽への放射性物質を含

む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去

し、放射性物質の環境への放出量を低減するために必要な個数として，設計基準対象

の施設と同様に，1 個使用する。 
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名 称 
よう素フィルタ第 1，第 2 加熱器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 2 

【設定根拠】 
（概要） 
・設計基準対象の施設 

 よう素フィルタ第 1，第 2 加熱器は，設計基準対象の施設として，精製建屋のプル

トニウム精製設備等の塔槽類から発生する廃ガスを電気ヒータを使用して加熱し，

相対湿度を下げるとともに，下流のよう素フィルタによる放射性物質の除去に適切

な温度にするために設置する。 
 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器は，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に

移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する

放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 
系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製

建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダン

パの一部，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器

は，「臨界事故」の発生を仮定する機器から発生した放射性物質を含む気体を廃ガ

ス貯留槽に導出するために流路として使用する。 
系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，排風機，設計基準対象の施設と

兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」の発生を仮定する機器」

で構成する。 
また、「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生した放射

性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するために流路として使用する。 
系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基

準対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備

のダクト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災
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又は爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器の最高使用圧

力は，排風機の吸込圧力が MPaであるため，それを上回る MP

aとする。 

よう素フィルタ第1，第2加熱器を重大事故等時において使用する場合の最高使用

圧力は，設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器の最高使用温

度は，高性能粒子フィルタ第1，第2加熱器の通常運転温度が ℃であることを考慮

して， ℃とする。 

よう素フィルタ第1，第2加熱器を重大事故等時において使用する場合の最高使用

温度は，設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器の最高使

用温度と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器は，精製建屋の

プルトニウム精製設備等の塔槽類から発生する廃ガスを電気ヒータを使用して加熱

し，相対湿度を下げるとともに，下流の放射性物質の除去に適切な温度にするために

2個設置する。 

よう素フィルタ第 1，第 2 加熱器を重大事故等時において使用する場合の個数は，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を

形成するため，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定す

る機器から発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出する流路を形成す

るため，設計基準対象の施設と同様に，2 個使用する。 
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(3) ファン 
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名 称 
排風機 

( ) 

容 量 m3/h/個[normal]  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力 kW/個  

個数 － 2(内 1個予備) 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

排風機は，設計基準対象の施設として，設計基準対象の施設として，精製建屋のプル

トニウム精製設備等の塔槽類の負圧を維持するとともに，廃ガスを主排気筒へ移送す

るために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する排風機は，「臨界事故」が発生した

際に，自動で排風機を停止し廃ガス処理設備の流路を遮断するため，廃ガス貯留槽へ

の放射性物質を含む気体の導出完了後，事故が発生した機器内に残留している放射性

物質を除去した後、環境へ放出するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，主要弁，排風機，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋塔

槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」の発生を仮定する機器で構成する。 

また、「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した際に，自動で排風機を停止し

廃ガス処理設備の流路を遮断するため，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導

出完了後，事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去した後、環境へ放

出するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基準

対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備のダ

クト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又は爆

発」の発生を仮定する機器で構成する。 

  

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する排風機の最高使用圧力は，機器・配管の圧力損

失に余裕を考慮して選定された建屋排風機の性能特性上の最大静圧 と

する。 

排風機を重大事故時において使用する場合の最高使用圧力は，通常運転時と同じ

とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する排風機の最高使用温度は，通常運転温度が

であるため，これを上回る とする。 

排風機を重大事故時において使用する場合の最高使用圧力は，通常運転時と同じ

とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する排風機は，設計基準対象の施設として，精製建屋

のプルトニウム精製設備等の塔槽類の負圧を維持するとともに，廃ガスを主排気筒へ

移送するために合計 2個(内 1個予備)設置する。 

排風機を重大事故等時において使用する場合の個数は，「臨界事故」及び「有機溶

媒等による火災又は爆発」自動で排風機を停止し廃ガス処理設備の流路を遮断するた

め，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，事故が発生した機器内に

残留している放射性物質を除去した後、環境へ放出するために設計基準対象の施設と

同様に，2個(内1個予備)使用する。 
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(4) フィルタ 
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名 称 
第 1，第 2高性能粒子フィルタ 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

容量 m3/h/個[normal]  

効率 単品 ％  

個数 
－ 6(1個×2段/系列×3系列 

内 1個×2段/系列×1系列予備) 

【設定根拠】 
(概要) 
・設計基準対象の施設 

高性能粒子フィルタは，設計基準対象の施設として，精製建屋のプルトニウム精製設

備等の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 
重大事故等時に代替換気設備として使用する高性能粒子フィルタは，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射

性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽

類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル導

出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋

塔槽類廃ガス処理設備の一部，廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダンパの一

部，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する高性能粒子フィルタは，「臨界事

故」において，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，事故が発生し

た機器内に残留している放射性物質を除去し、放射性物質の環境への放出量を低減す

るために使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，排風機，設計基準対象の施設と兼

用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」の発生を仮定する機器」で

構成する。 

また、「有機溶媒等による火災又は爆発」において，廃ガス貯留槽への放射性物質
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を含む気体の導出完了後，事故が発生した機器内に残留している放射性物質を除去

し、放射性物質の環境への放出量を低減するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基準

対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備のダ

クト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又は爆

発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタの最高使用圧力は，

排風機の吸込圧力が kPaであるため，それを上回る kPaとする。 

第1，第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力

は，TBPによる爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタの最高使用温度は，

デミスタの出口廃ガス温度最大 ℃を考慮して， ℃とする。 

第1，第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度

は，沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることか

ら，これを上回る ℃とする。 

 

3. 粒子除去効率の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する場合の第1，第2高性能粒子フィルタの除去効率

は，「放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」(JIS Z 4812-1975)で規定される性能

を基に設定し %以上( μmDOP粒子) ／段とする。 

第1，第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の除去効率は,

放射性物質による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとど

めるものとして定められているCs-137の放出量が TBqを下回ることができる性能を

有するものとして，粒子状放射性物質除去効率 %以上とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1，第2高性能粒子フィルタは，廃ガス中に含

まれる放射性物質を除去するために必要な個数として，合計8個(1個×2段/系列×4系

列内1個×2段/系列×1系列予備)設置する。 

第1，第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出する流路を形成
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するため，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災又は爆発」において，廃ガス貯

留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内に残留して

いる放射性物質を除去し、放射性物質の環境への放出量を低減するために必要な個数

として，設計基準対象の施設と同様に，合計6(1個×2段/系列×3系列内1個×2段/系

列×1系列予備)使用する。 
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名 称 
よう素フィルタ 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

容量 m3/h/個[normal]  

効率 単体 % － 

個数 － 3(1個/系列×3系列 

内 1個/系列×1系列予備) 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

よう素フィルタは，設計基準対象の施設として，精製建屋のプルトニウム精製設備等

の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれるよう素を除去するために設置する。 

 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器は，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行

する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物

質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル導

出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋

塔槽類廃ガス処理設備の一部，廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダンパの一

部，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用するよう素フィルタ第1，第2加熱器は，

「臨界事故」の発生を仮定する機器から発生した放射性物質を含む気体を廃ガス貯留

槽に導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，排風機，設計基準対象の施設と兼

用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」の発生を仮定する機器」で

構成する。 

また、「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から発生した放射性

物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，廃ガス貯留設備の主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基準
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対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備のダ

クト・ダンパの一部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又は爆

発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用圧力は，排風機の吸

込圧力が MPaであるため，それを上回る MPaとする。 

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，設計基準

対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用圧と同じ MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用温度は，よう素フィ

ルタ第1，第2加熱器の出口廃ガス温度最大 ℃に余裕を考慮して， ℃とする。 

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，設計基準

対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用温度と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタは，廃ガス中に含まれるよう素

を除去するために必要な個数として，合計3個(1個/系列×3系列内1個/系列×1系列予

備)設置する。 

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対

象の施設と同様に，合計 3(1個/系列×3系列内 1個/系列×1系列予備)使用する。 
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(5) 主配管 
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名 称 
ＮＯＸ廃ガス洗浄塔入口配管～ＮＯＸ

廃ガス洗浄塔( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，ＮＯＸ廃ガス洗浄塔入口配管からＮＯＸ廃ガス洗浄塔( )までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送

するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，ＮＯＸ廃ガス洗浄塔入口配

管からＮＯＸ廃ガス洗浄塔( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成するために使用す

る。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために設置する配管の境界を

形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも であり， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
ＮＯＸ廃ガス洗浄塔( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，ＮＯＸ廃ガス洗浄塔(1 )から廃ガス洗浄塔入口配管(

)合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系

として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，ＮＯＸ廃ガス洗浄塔(

)から廃ガス洗浄塔入口配管( )合流点までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に

移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放

射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出する配管の境界を形成するために使用

する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送する配管の境界を形成するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも であり， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用温度と同じ とする 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
廃ガス洗浄塔入口配管～廃ガス洗浄塔

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管から廃ガス洗浄塔( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管から

廃ガス洗浄塔( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気

空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理

設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気

をセルに導出するために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するため使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が
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であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
廃ガス洗浄塔( )～凝縮器

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，廃ガス洗浄塔( )から凝縮器( )までをつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設

置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔( )か

ら凝縮器( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気

に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備

の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセ

ルに導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

大気圧 であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，TBPによる爆発が発生した

際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が
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であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
凝縮器( )～デミスタ(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，凝縮器( )からデミスタ( )までをつなぐ配管であり，設

計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器( )からデミ

スタ( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同

伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流

路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに

導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，TBPによる爆発が発生した

際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が
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であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

デミスタ( )～第1，第2高性能

粒子フィルタ(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，デミスタ( )から第１，第２高性能粒子フィルタ(

)までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処

理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，デミスタ( )から第

1，第2高性能粒子フィルタ( )までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移

行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線

分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射

性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成する

ために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，TBPによる爆発が発生した

際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 
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設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これと同等若しくは上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

溶媒処理廃ガス処理系～第1，第2高性

能粒子フィルタ(1405-F31～F33，F41

～F43)入口配管結合部 

最高使用圧力 MPa 0.030（外圧） 

最高使用温度 ℃ 65 

外径 mm 76.3 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，溶媒処理廃ガス処理系～第 1，第 2高性能粒子フィルタ(

)入口配管結合部までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として

溶媒処理廃ガス処理系からの廃ガスを塔槽類廃ガス処理系へ移送するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，溶媒処理廃ガス処理系～第

1，第2高性能粒子フィルタ( )入口配管結合部までをつなぐ

配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆

発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相

中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する配管

の境界を形成するために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために設置する配管の境界を

形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも であり， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

第1，第2高性能粒子フィルタ(

)～よう素フィルタ

第１加熱器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，第１，第２高性能粒子フィルタ( )からよう素フ

ィルタ第１加熱器( )までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔

槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第１，第２高性能粒子フィ

ルタ( )からよう素フィルタ第１加熱器( )までをつな

ぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素

爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気

相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する配

管の境界を形成するために設置する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る0 とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これと同等の とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

第５一時貯留処理槽，第１洗浄器，第

２洗浄器，第３洗浄器出口配管～廃ガ

ス洗浄塔入口配管( )合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，第５一時貯留処理槽，第１洗浄器，第２洗浄器，第３洗浄器出口配管か

ら廃ガス洗浄塔入口配管( )合流点までをつなぐ配管であり，設計基準

対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第５一時貯留処理槽，第１

洗浄器，第２洗浄器，第３洗浄器出口配管から廃ガス洗浄塔入口配管(

)合流点までをつなぐ配管であり，「臨界事故」の発生を仮定する機器において，

臨界事故が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を含む気体を貯蔵し，

大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な重大事故等対処設備として廃

ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，本配管を重大事故等時にお

いて使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限され最大でも であり，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，水蒸気の温度は臨界事故時

の溶液の温度 を超えないことから，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

よう素フィルタ第１加熱器( )

～よう素フィルタ第２加熱器(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，よう素フィルタ第１加熱器( )からよう素フィルタ第２加熱器

( )までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系

として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第１，第２高性能粒子フィ

ルタ( )からよう素フィルタ第１加熱器( )までをつな

ぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素

爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気

相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する配

管の境界を形成するために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
よう素フィルタ第２加熱器( )

～よう素フィルタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，よう素フィルタ第２加熱器( )からよう素フィルタ(

)までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として

廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，よう素フィルタ第２加熱器

( )からよう素フィルタ( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行す

る放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物

質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成するため

に使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
よう素フィルタ( )～弁

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，よう素フィルタ( )から弁( )までをつな

ぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送す

るために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，よう素フィルタ(

)から弁( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物

質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽

類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成するために使用す

る。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回

る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る
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とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る 及び通常運転時の温度が であるた

め，これと同等若しくは上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
弁( )～排風機

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，弁( )から排風機( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，弁(

)から排風機( )までをつなぐ配管であり，重大事故等時に

廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災

又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を貯留するため，廃

ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に放射性物質を含む

気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な重大事故等対

処設備として廃ガスを移送及び配管の境界を形成するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，水蒸気の温度は臨界事故時

の溶液の温度 を超えないことから，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

排風機( )～ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処

理設備配管( )合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，排風機( )からウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃

ガス処理設備配管( )合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対

象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，排風機

( )からウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備配管

( )合流点までをつなぐ配管であり，重大事故等時に廃ガス貯留設

備として使用する本配管は，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災又は爆発」が

発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を貯留するため，廃ガス貯留槽へ

の経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に放射性物質を含む気体を貯留

し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な重大事故等対処設備とし

て廃ガスを移送及び配管の境界を形成するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とす

る。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用圧力と同じ とする 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
塔槽類廃ガス処理系(ウラン系)～排風

機出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，塔槽類廃ガス処理系(ウラン系)～排風機出口配管合流点までをつなぐ配

管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するた

めに設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，塔槽類廃ガス処理系(ウ

ラン系)～排風機出口配管合流点をつなぐ配管であり，「臨界事故」及び「有機溶媒

等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を貯留

するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に放射

性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な

重大事故等対処設備として廃ガスを移送及び配管の境界を形成するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とす

る。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用圧力と同じ とする 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用温度と同じ とする 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

49

40813



とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
第１一時貯留処理槽( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，第１一時貯留処理槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までを

つなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移

送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第１一時貯留処理槽(

)から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
第２一時貯留処理槽( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，第２一時貯留処理槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までを

つなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移

送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第２一時貯留処理槽(

)から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
第３一時貯留処理槽( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，第３一時貯留処理槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までを

つなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移

送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第３一時貯留処理槽(

)から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

第５一時貯留処理槽( )～第５

一時貯留処理槽，第１洗浄器，第２洗

浄器，第３洗浄器出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，第５一時貯留処理槽( )から第５一時貯留処理槽，第１洗浄器，

第２洗浄器，第３洗浄器出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施

設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，第５一時貯留処理槽

( )から第５一時貯留処理槽，第１洗浄器，第２洗浄器，第３洗浄器出口配管

合流点までをつなぐ配管であり，「臨界事故」が発生した場合，当該重大事故で発生

した放射性物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用い

て廃ガス貯留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を

低減するために必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，本配管を重大事故等時にお

いて使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限され最大でも であり，

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，水蒸気の温度は臨界事故時

の溶液の温度 を超えないことから，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に
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とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
第７一時貯留処理槽( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，第７一時貯留処理槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までを

つなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移

送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第７一時貯留処理槽(

)から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

また，重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性

物質を貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯

留槽に放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が
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であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム溶液供給槽( )～

廃ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム溶液供給槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点ま

でをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガス

を移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，プルトニウム溶液供給槽

( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放

射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質

を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
油水分離槽( )～プルトニウム

溶液受槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，油水分離槽( )から油水分離槽( )までをつなぐ配管であ

り，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，油水分離槽( )から

油水分離槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空

気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設

備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気を

セルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム溶液受槽( )～廃

ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム溶液受槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点まで

をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを

移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム溶液受槽(

)から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム濃縮缶供給槽( )

～プルトニウム濃縮缶出口配管(

)合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム濃縮缶供給槽( )からプルトニウム濃縮缶出口配管

( )合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔

槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム濃縮缶供給槽

( )からプルトニウム濃縮缶出口配管( )合流点までをつな

ぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素

爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気

相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム濃縮缶( )～廃ガ

ス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム濃縮缶( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までを

つなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移

送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム濃縮缶(

)から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，TBPによる爆発が発生した

際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム濃縮液受槽( )～

廃ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム濃縮液受槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点ま

でをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガス

を移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム濃縮液受槽

( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放

射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質

を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム溶液一時貯槽( )

～廃ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム溶液一時貯槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点

までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガ

スを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム溶液一時貯槽

( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放

射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質

を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
リサイクル槽( )～廃ガス洗浄

塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，リサイクル槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ

配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送する

ために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はリサイクル槽( )から

廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素

掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス

処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
希釈槽( )～廃ガス洗浄塔入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，希釈槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は希釈槽( )から廃ガス

洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空

気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設

備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気を

セルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム濃縮液一時貯槽(

)～プルトニウム濃縮液計量槽出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム濃縮液一時貯槽( )からプルトニウム濃縮液計量槽

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処

理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム濃縮液一時貯槽

( )からプルトニウム濃縮液計量槽出口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中

に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する

放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム濃縮液計量槽( )

～廃ガス洗浄塔入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム濃縮液計量槽( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点

までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔槽類廃ガス処理系として廃ガ

スを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム濃縮液計量槽

( )から廃ガス洗浄塔入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放

射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質

を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム濃縮液中間貯槽

( )～プルトニウム濃縮液

計量槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム濃縮液中間貯槽( )からプルトニウム濃縮

液計量槽出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として塔

槽類廃ガス処理系として廃ガスを移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管はプルトニウム濃縮液中間

貯槽( )からプルトニウム濃縮液計量槽出口配管合流点までをつな

ぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素

爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気

相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，放射線分解により発生する

水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

84

40848



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－３－１－２－４ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

塔槽類廃ガス処理設備 
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 (1) 容器 
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名称 第 1廃ガス洗浄塔  

容量 m3/h/個[normal] 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  第 1 廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含

まれる放射性物質を除去するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第 1 廃ガス洗浄塔は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減するための流路として使用する。 

水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出

される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生，又は「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生による系統構成は，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，

凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・

ダンパで構成する。 

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生による系統構成は，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・

ダンパで構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第 1 廃ガス洗浄塔の最高使用圧力は，塔槽類廃

ガス処理設備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPa と

する。 

第 1 廃ガス洗浄塔を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽

及び一時貯槽の気相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素

2

40851



による爆発発生時の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPa と

する。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1廃ガス洗浄塔の最高使用温度は，運転温度

℃に余裕を考慮し， ℃とする。 

第1廃ガス洗浄塔を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の

温度と同じ ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1廃ガス洗浄塔は，廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去するために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時に使用する第1廃ガス洗浄塔は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に

移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対象の施設とし

て1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 第 2廃ガス洗浄塔  

容量 m3/h/個[normal] 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  第 2 廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含

まれる放射性物質を除去するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第 2 廃ガス洗浄塔は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減するための流路として使用する。 

また，水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生，又は「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生による系統構成は，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，

凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・

ダンパで構成する。 

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生による系統構成は，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・

ダンパで構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第 2 廃ガス洗浄塔の最高使用圧力は，塔槽類廃

ガス処理設備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPa と

する。 

第 2 廃ガス洗浄塔を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽

及び一時貯槽の気相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素
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による爆発発生時の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPa と

する 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2廃ガス洗浄塔の最高使用温度は，運転温度

℃に余裕を考慮し， ℃とする。 

第2廃ガス洗浄塔を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の

温度と同じ ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第2廃ガス洗浄塔は，廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去するために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時に使用する第2廃ガス洗浄塔は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に

移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対象の施設とし

て1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 第 3廃ガス洗浄塔  

容量 m3/h/個[normal] 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  第 3 廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含

まれる放射性物質を除去するために設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第 3 廃ガス洗浄塔は，下記の機能を有

する。 

気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を低

減するための流路として使用する。 

また，水素爆発により貯槽の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生，又は「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生による系統構成は，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，

凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・

ダンパで構成する。 

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生による系統構成は，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ及びダクト・

ダンパで構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第 3 廃ガス洗浄塔の最高使用圧力は，塔槽類廃

ガス処理設備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPa と

する。 

第 3 廃ガス洗浄塔を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽

及び一時貯槽の気相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素
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による爆発発生時の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPa と

する 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第3廃ガス洗浄塔の最高使用温度は，運転温度

℃に余裕を考慮し， ℃とする。 

第3廃ガス洗浄塔を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の

温度と同じ ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第3廃ガス洗浄塔は，廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去するために必要な個数として，1個設置する。 

第3廃ガス洗浄塔を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計

基準対象の施設と同様に，1個とする。 
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(2) ファン 
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名称 第 1排風機  

容量 m3/h/個[normal] 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  第 1 排風機は，設計基準対象の施設として廃ガスを主排気筒へ移送するとともに，

接続される塔槽類の内部を常時負圧に維持するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第 1排風機は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器か

らの蒸気及び水素掃気用空気を主排気筒へ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット，凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニ

ットフィルタ及びダクト・ダンパで構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第 1 排風機の最高使用圧力は，運転圧力

MPa に余裕を考慮し， MPaとする。 

  第 1排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯

槽の気相部と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第 1排風機の最高使用温度は，運転温度 ℃に

余裕を考慮し， ℃とする。 

第 1排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の温度

と同じ ℃とする。 
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(3) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1排風機は，塔槽類の負圧を維持するととも

に，廃ガスを第2高性能粒子フィルタへ移送するために必要な個数として，2個設置す

る。 

第1排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基

準対象の施設と同様に，2個とする。 
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(3) フィルタ 
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名称 
第 1高性能粒子フィルタ

 

容量 m3/h/個[normal] 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 

効率 
単品 － 

総合 － 

個数 － 3 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

  第 1 高性能粒子フィルタは，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス

中に含まれる放射性物質を除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第 1高性能粒子フィルタは，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射

性物質を低減するための流路として設置する。 

また，系統構成は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導

出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第 1 高性能粒子フィルタの最高使用圧力は，塔

槽類廃ガス処理設備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ

MPaとする。 

第 1 高性能粒子フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，

混合槽及び一時貯槽の気相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生す

る水素による爆発発生時の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ

MPa とする。 
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(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1高性能粒子フィルタの最高使用温度は，運

転温度 ℃に余裕を考慮し， ℃とする。 

第1高性能粒子フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び

一時貯槽の温度と同じ ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1高性能粒子フィルタは，廃ガス中に含まれ

る放射性エアロゾルを除去するために必要な個数として，3個設置する。 

第1高性能粒子フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成する

ため，設計基準対象の施設と同様に，3個使用する。 
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(4) 主配管 
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脱
硝
 
A 

名称 

硝酸プルトニウム貯槽( ),混合槽

( ),一時貯槽( )～混

合廃ガス凝縮器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，硝酸プルトニウム貯

槽，混合槽及び一時貯槽の気相部が MPaのため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同

じ MPa とする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬間

圧力は， MPa のため， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，硝酸プルトニウム貯

槽，混合槽及び一時貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊1 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

     

＊2：保安規定に基づき，硝酸プルトニウム貯槽または混合槽からの漏えい液を

回収するための必要な容量 m3の空容量を確保している状態とする。 
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名称 
混合廃ガス凝縮器入口配管合流点～第 1廃

ガス洗浄塔( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，硝酸プルトニウム貯

槽，混合槽及び一時貯槽の気相部が MPaのため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同

じ MPa とする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬間

圧力は， MPa のため， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，硝酸プルトニウム貯

槽，混合槽及び一時貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ

℃とする。 
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(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

＊1＊2mmとする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊3 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊1：混合廃ガス凝縮器( )を示す。 

＊2：混合廃ガスデミスタ( )を示す。 

＊3：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
第 1廃ガス洗浄塔( )～第 2廃 

ガス洗浄塔( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と

同じ MPaとする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬

間圧力は， MPaのため， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1廃ガス洗浄塔の

最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃

とする。 
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(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

＊1mmとする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊2 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊1：第 1廃ガス洗浄塔デミスタ( )を示す。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
第 2廃ガス洗浄塔( )～第 3廃 

ガス洗浄塔( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理

設備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と

同じ MPa とする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬

間圧力は， MPaのため， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第2廃ガス洗浄塔の

最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 
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(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

＊1mmとする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊2 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊1：第 2廃ガス洗浄塔デミスタ( )を示す。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
第 3廃ガス洗浄塔( )～第 1高性

能粒子フィルタ( , , ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同

じ MPa とする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬間

圧力は， MPa のため， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第3廃ガス洗浄塔の

最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 
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(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

， ＊1， ＊2mmとする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊3 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊1：廃ガス第 1冷却器デミスタ( )を示す。 

＊2：廃ガス第 1冷却器( )を示す。 

＊3：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
第 1高性能粒子フィルタ(

, , )～第 1排風機入口配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

 

 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同

じ MPa とする。放射線分解により発生する水素による爆発発生時の気相部の瞬間

圧力は， MPa のため， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1高性能粒子フィ

ルタの最高使用温度と同じ ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

mmとする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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脱
硝

 
A 

名称 
第 1 排風機入口配管分岐点～第 1 排風機

(4 ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同

じ MPa とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1排風機の最高使

用温度と同じ ℃とする。 
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脱
硝

 
A 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 

(3) 外径の設定根拠

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出す

るための隔離弁( )までの流路であり，セルへ導出するための主流路

ではないため標準流速は考慮しない。外径については， mm とする。 
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A 

名称 第 1排風機( )～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備を負圧に維持する第2排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同

じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1排風機の最高使

用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 
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A 

(3) 外径の設定根拠

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出す

るための隔離弁( )までの流路であり，セルへ導出するための主流路

ではないため標準流速は考慮しない。外径については， mm とする。 
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A 

名称 第 1 排風機( )～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 本配管は，設計基準対象の施設として塔槽類から発生する廃ガス中に含まれる放射

性物質を除去し，排風機により主排気筒へ移送するとともに，接続される塔槽類の内部

を排風機により常時負圧に維持するための流路として設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備を負圧に維持する第2排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同

じ MPa とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1排風機の最高使

用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 
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A 

(3) 外径の設定根拠

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出す

るための隔離弁( )までの流路であり，セルへ導出するための主流路

ではないため標準流速は考慮しない。外径については， mm とする。 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－２－５ 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類

廃ガス処理設備 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－２－５ 

－１ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

40883



(1) 地下水排水設備

1
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 45以上（45） 

揚 程 m 45以上(45) 

最高使用圧力 MPa 0.54 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 15 

個 数 － 4（予備 2） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+270～＋1200

個 数 － 10 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備（高レベル廃液ガラス固化建屋周り）は，高レベル廃液ガラス固化建

屋の耐震設計において地下水位の低下に期待していることから，地下水の排水のために

設置する。また，高レベル廃液ガラス固化建屋地下水排水設備は，地震後にもその機能

に期待することから，Ss機能維持として設計する。地下水排水設備（高レベル廃液ガラ

ス固化建屋周り）うち，高レベル廃液ガラス固化建屋地下水排水設備の耐震性を有する

ピットは高レベル廃液ガラス固化建屋北東側に1個，南東側に1個設置し，各集水ピット

に，高レベル廃液ガラス固化建屋地下水排水設備（排水ポンプ）（以下「排水ポンプ」と

いう。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水位検出器」という。）5個を設置す

る。地下水排水設備（高レベル廃液ガラス固化建屋周り）の概略図を図１に示す。 

高レベル廃液ガラス固化建屋地下水排水設備が機能喪失した場合は，状況を確認し速や

かに予備品と交換する対応をとる。 
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1. 排水ポンプについいて 

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：254m3/日 

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：308m3/日 

 

以上より，排水ポンプの容量は②308m3/日(約13m3/h)を上回る45m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ45m3/h/個とする。 

 なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

 

 

 

 

 

：耐震性を有するピット 

集水管エリア 1 

図１ 地下水排水設備（高レベル廃液ガラス固化建屋周り）の概略図 

  

地下水排水ポンプ現場制御盤 

  
高レベル廃液ガラス

固化建屋等 

    排水配管 

P LS P 
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1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響 

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

 

集水管エリア１ 湧水量 湧水量合計 

使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋廻り 

308m3/日 308m3/日 

使用済燃料受入れ・貯蔵

管理建屋廻り 

前処理建屋廻り 

分離建屋廻り 

高レベル廃液ガラス固化

建屋建屋廻り 

使用済燃料受入れ・貯蔵

施設用冷却設備(B)廻り 

 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，308m3/日であり，近年実測し

た地下水の排水実績（254m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値で

あることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約28 m 

② 配管・機器圧力損失           ：約2 m 

③ 合計                  ：30ｍ 

 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約30mを上回る

45m以上とする。 

 

公称値については，要求される揚程30mを上回る45 mとする。 
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1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻 

  η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100 

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

   P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100
 

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)     ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)    ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)            ＝45/3600 

H  ：揚程 (m)               ＝45 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝43  

 

   P =
10−3×1000×9.80665×( 45

3600)×45

43/100
= 12.828 ≒ 12.9 kW 

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力12.9 kWを上回る15 kW/個とする。 

 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで高レベル廃液ガラス固化

建屋の健全性を確保するため，高レベル廃液ガラス固化建屋北東側ピットと南東側

ピットへ各々2個（合計4個）設置する。 
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2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋370mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋270mm～＋1200mm とする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋270mmとす

る。

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋370mm とする。

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mmとす

る。 

2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで高レベル廃液ガラス固化建屋の健全性を確保するため，サブドレンポン

プの制御に必要な個数として，高レベル廃液ガラス固化建屋北東側ピットと南東側ピ

ットへ各々5個（合計 10個）設置する。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.54MPaする。

4. 最高使用温度の設定根拠

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約 35℃（むつ特別地域気象観測所での観

察記録における日最高気温 37.4℃（2012 年 7月））を上回る 40℃とする。 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－２－５ 

－２ 

高レベル濃縮廃液廃ガス処理系 
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(1) 容器

1
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名称 
デミスタ 

（ ） 

容量 
m3/h/個 

[normal] 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

デミスタは，設計基準対象の施設として多層板構造のエレメントを使用し，廃ガス中

に含まれる放射性エアロゾルを除去する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用するデミスタは，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器から

の蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用圧力は，排風機）の吸引圧力

が であるため，それを上回る とする。

デミスタを重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより

制限され，最大でも であることから， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するデミスタの最高使用温度は，デミスタの通常温度

が であるため，これを上回る とする。 

デミスタを重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される

であることから，これを上回る とする。 
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3. 個数の設定根拠

デミスタは，設計基準対象の施設として廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去

するために必要な個数である1個設置する。 

重大事故等時に使用するデミスタは，設計基準対象の施設として1個設置しているも

のを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 廃ガス洗浄塔（ ） 

容量 
m3/h/個 

[normal] 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として，廃ガス中に含まれる放射性物質を除去

するとともに，必要に応じて廃ガスの温度を下げるために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する廃ガス洗浄塔は，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス洗浄塔の最高使用圧力は，排風機の吸引圧

力が であるため，それを上回る とする。また，内圧について

は，廃ガス洗浄塔の であるため，これを上回る とする。 

廃ガス洗浄塔を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットに

より制限され，最大でも であることから， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する廃ガス洗浄塔の最高使用温度は，廃ガス洗浄塔の

通常温度が であることから，これを上回る とする。 

廃ガス洗浄塔を重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される

であることから，これを上回る とする。 

3. 個数の設定根拠

廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として廃ガス中に含まれる放射性物質を除去す

るために必要な個数である1個設置する。 

重大事故等時に使用する廃ガス洗浄塔は，設計基準対象の施設として1個設置してい

るものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 熱交換器 
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名称 凝縮器（ ） 

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
管側 MPa 

胴側 kPa 

最高使用温度 
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

凝縮器は，設計基準対象の施設として，廃ガスを冷却して除湿することにより，廃ガ

ス中のトリチウムを除去するとともに，廃ガス中に含まれる放射性物質を除去するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮器は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの

蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

1.1 胴側 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の胴側の最高使用圧力は，排風機の吸引

圧力が であるため，それを上回る とする。

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の胴側の圧力は，廃ガスシールポ

ットにより制限され，最大でも であることから， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 胴側 

設計基準対象の施設として使用する凝縮器の最高使用温度は，凝縮器の通常温度が

であることから，これを上回る とする。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される

であることから，これを上回る とする。 

3. 個数の設定根拠

凝縮器は，設計基準対象の施設として廃ガス中の冷却に必要な個数である1個設置す

る。 

重大事故等時に使用する凝縮器は，設計基準対象の施設として1個設置しているもの

を重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
第1，第2加熱器 

（ ） 

容量 設計熱交換量 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

第1，第2加熱器は，設計基準対象の施設として電気ヒータを使用し,廃ガスを加熱し

て相対湿度を下げるとともに，下流のよう素除去に適切な温度にするために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第1，第2加熱器は，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1，第2加熱器の最高使用圧力は，排風機（の吸

引圧力が であるため，それを上回る とする。

第1，第2加熱器を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポット

により制限され，最大でも であることから，大気圧とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1，第2加熱器の最高使用温度は，第1，第2加熱

器の通常温度が であるため，これを上回る とする。 

第1，第2加熱器を重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される

であることから，これを上回る とする。 

9

40899



3. 個数の設定根拠

第1，第2加熱器は，設計基準対象の施設として1個設置し，よう素除去に適切な温度

にするため必要な個数として電気ヒータは，2個設置し，1個は予備とする。 

重大事故等時に使用する第1，第2加熱器は，設計基準対象の施設として1個設置して

いるものを重大事故等対処設備として使用する。 

10

40900



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) フィルタ 
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名称 
第1,第2高性能粒子フィルタ 

（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 
m3/h/個

[normal] 

効率 
単品 % 

総合 % 

個数 － 4（予備2） 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

第1,第2高性能粒子フィルタは，設計基準対象の施設としてろ材にガラス繊維を使用

し，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する第1,第2高性能粒子フィルタは，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために流路として使用す

る。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高性能粒子フィルタの最高使用圧力は，

排風機（ ）の吸引圧力が であるため，それを上回る

とする。

第1,第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガス

シールポット( )により制限され，最大でも であることから， と

する。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高性能粒子フィルタの最高使用温度は，

第1,第2高性能粒子フィルタの通常温度が であるため，これと同じ とする。 

第1,第2高性能粒子フィルタを重大事故等時において使用する場合の温度は，想定さ

れる であることから，これを上回る とする。 

3. 個数の設定根拠

第1,第2高性能フィルタは，設計基準対象の施設として廃ガス中に含まれる放射性物

質を除去するために必要な個数である2個設置し、予備としての2個と合わせて合計4個

設置する。 

第1,第2高性能フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設

計基準対象の施設と同様に，4個使用する。 
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名称 
よう素フィルタ 

（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 
m3/h/個 

[normal] 

効率 % 

個数 － 3（予備1） 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

よう素フィルタは，設計基準対象の施設としてろ材に銀系吸着材を使用し，よう素を

除去するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用するよう素フィルタは，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用圧力は，排風機の吸引

圧力が であるため，それを上回る とする。

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポット

により制限され，最大でも であることから， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するよう素フィルタの最高使用温度は，よう素フィル

タの通常温度が であるため，これを上回る とする。

よう素フィルタを重大事故等時において使用する場合の温度は，想定される

であることから，これを上回る とする。 

3. 個数の設定根拠

よう素フィルタは，設計基準対象の施設としてよう素を除去するために必要な個数で

ある3個設置し，1個を予備とする。 

重大事故等時に使用するよう素フィルタは，設計基準対象の施設として１個設置し

ているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(4) 主配管 
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名称 廃ガス洗浄塔（ ）～凝縮器（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，廃ガス洗浄塔から凝縮器までをつなぐ配管であり，貯槽で発生する廃ガス

を廃ガス洗浄塔から凝縮器に移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔から凝縮器まで

をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導

出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸引圧力が

であるため，それを上回る とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，廃ガス洗浄塔出口の廃

ガス温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における蒸気及び水素掃気用空気の流れはない。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 凝縮器（ ）～デミスタ（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，凝縮器からデミスタまでをつなぐ配管であり，廃ガスを凝縮器からデミス

タに移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器からデミスタまでをつ

なぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出す

るために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸引圧力が

であるため，それを上回る とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，凝縮器と同じ とす

る。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における蒸気及び水素掃気用空気の流れはない。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第1,第2高性能粒子フィルタ（

）～第1,第2加熱器（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，第1,第2高性能粒子フィルタ（ ）から第1,第2加熱器

（ ）までをつなぐ配管であり，廃ガスを第1,第2高性能粒子フィルタ（

）から第1,第2加熱器（ ）に移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1,第2高性能粒子フィルタ

（ ）から第1,第2加熱器（ ）までをつなぐ配管であ

り，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために使用

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機（

）の吸引圧力が であるため，それを上回る とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポット(

)により制限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1,第2高性能粒子フ

ィルタ（ ）の最高使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽（

）の使用温度と同じ とする。
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における蒸気及び水素掃気用空気の流れはない。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第1,第2加熱器（ ）～よう素フィルタ

（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，第1,第2加熱器からよう素フィルタまでをつなぐ配管であり，廃ガスを第

1,第2加熱器からよう素フィルタに移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1,第2加熱器からよう素フ

ィルタまでをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気

をセルへ導出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸引圧力が

であるため，それを上回る とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1,第2加熱器（出口

の廃ガス温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における蒸気及び水素掃気用空気の流れはない。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
デミスタ（ ）～第1,第2高性能粒子フィル

タ（ ）

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，デミスタから第1,第2高性能粒子フィルタまでをつなぐ配管であり，廃ガ

スをデミスタから第1,第2高性能粒子フィルタに移送するために設置する。なお，デミ

スタからの廃ガスは，電気ヒータで加温し，第1,第2高性能粒子フィルタに適した温度

としている。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，デミスタから第1,第2高性能

粒子フィルタまでをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気

用空気をセルへ導出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸引圧力が

であるため，それを上回る とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の第1区間の最高使用温度は，凝縮器と同

じ とする。第2区間の最高使用温度は，電気ヒータによる配管表面温度が であ

るため，これを上回る とする。また，第3区間の最高使用温度は，電気ヒータでの

廃ガスの加熱温度から とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における蒸気及び水素掃気用空気の流れはない。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
よう素フィルタ（ ）～弁(

) 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，よう素フィルタから弁までをつなぐ配管であり，廃ガスをよう素フィルタ

から弁に移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，よう素フィルタから弁までを

つなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出

するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，排風機の吸引圧力が

であるため，それを上回る とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，よう素フィルタ（

）から廃ガス冷却器( )までは，よう素フィルタと同じ とす

る。また，廃ガス冷却器から弁までの最高使用温度は，廃ガス冷却器出口の廃ガス温度

が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における廃ガスの流れはない。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊3 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：廃ガス冷却器( )を示す。 

＊2：ダストフィルタ( )を示す。 

＊3：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )

～高レベル廃液共用貯槽( )出口配管合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽から高レベル廃液共用貯槽出口配管合

流点までをつなぐ配管であり，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽からの廃ガスを廃ガ

ス洗浄塔に移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時

貯槽から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮

廃液一時貯槽の最高使用圧力と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1,第2高レベル濃縮

廃液一時貯槽の最高使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液一

時貯槽の使用温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )～高

レベル廃液共用貯槽( )出口配管合流点

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点

までをつなぐ配管であり，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽からの廃ガスを廃ガス洗浄塔

に移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯

槽から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮

廃液貯槽の最高使用圧力と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1,第2高レベル濃縮

廃液貯槽の最高使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯

槽の使用温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
高レベル廃液共用貯槽（ ）～廃ガス洗浄塔

（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，高レベル廃液共用貯槽から廃ガス洗浄塔までをつなぐ配管であり，高レベ

ル廃液共用貯槽からの廃ガスを廃ガス洗浄塔に移送するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽から廃

ガス洗浄塔までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空

気をセルへ導出するための流路として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，高レベル廃液共用貯槽

の最高使用圧力と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高レベル廃液共用貯槽

の最高使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
高レベル廃液混合槽( )～高レベル廃液

共用貯槽( )出口配管合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，高レベル廃液混合槽から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点までをつな

ぐ配管であり，高レベル廃液混合槽からの廃ガスを廃ガス洗浄塔に移送するために設置

する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，高レベル廃液混合槽から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点までをつなぐ

配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するため

の流路として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，高レベル廃液混合槽の

最高使用圧力と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高レベル廃液混合槽か

ら高レベル廃液混合槽凝縮器までは高レベル廃液混合槽の最高使用温度と同じ と

する。また，高レベル廃液混合槽凝縮器から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点まで

の配管の最高使用温度は，高レベル廃液混合槽凝縮器出口の廃ガス温度が であるこ

とから，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液混合槽の使用温

度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：高レベル廃液混合槽凝縮器（ )を示す。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

供給液槽（ ），供給槽（

）～高レベル廃液共用貯槽( )出口配管合

流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，供給液槽，供給槽から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点をつなぐ配管

であり，供給液槽及び供給槽からの廃ガスを廃ガス洗浄塔に移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，供給液槽，供給槽から高レベル

廃液共用貯槽出口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及

び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水

素掃気用空気をセルへ導出するための流路として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給液槽及び供給槽の

最高使用圧力と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され最大でも 以下であり， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給液槽，供給槽から

供給液槽凝縮器までは供給液槽，供給槽の最高使用温度と同じ とする。また，供給

液槽凝縮器から高レベル廃液共用貯槽出口配管合流点までの配管の最高使用温度は，供

給液槽凝縮器出口の廃ガス温度が であることから，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，供給液槽及び供給槽の使用温

度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：供給液槽凝縮器( )を示す。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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(1) 主配管

1
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名称 

建屋排風機( )出口ライン合流点 

～ 

建屋排風機出口逆止ダンパ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは，設計基準対象の施設として，管理区域の各室の負圧を維持し，排気経路

以外からの放射性物質の放出を防止するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトは，重大事故等対処設備として，セルへ導出された蒸気および水素掃気用空

気を主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の設計

静圧  MPaであるため流路圧損を考慮し  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，セルの最高温度

 ℃に合わせて  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

 mmとする。 

 

 

2
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外径 

A1 

外径 

A2 

厚さ 

B 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
𝐴𝐴1

1000
∙
𝐴𝐴2

1000

E =
D

3600 ∙ C

3

40934



 

名称 

建屋排風機出口逆止ダンパ( ) 

～ 

建屋排風機出口逆止ダンパ(  

)出口ライン合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは，設計基準対象の施設として，管理区域の各室の負圧を維持し，排気経路

以外からの放射性物質の放出を防止するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトは，重大事故等対処設備として，セルへ導出された蒸気および水素掃気用空

気を主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の設計

静圧  MPaであるため流路圧損を考慮し  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，セルの最高温度

 ℃に合わせて  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

 mmとする。 

 

4
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外径 

A1 

外径 

A2 

厚さ 

B 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
𝐴𝐴1

1000
∙
𝐴𝐴2

1000
 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

建屋排風機出口逆止ダンパ(  

)出口ライン合流点 

～ 

セル排風機( )出口合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 
 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは，設計基準対象の施設として，管理区域の各室の負圧を維持し，排気経路

以外からの放射性物質の放出を防止するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトは，重大事故等対処設備として，セルへ導出された蒸気および水素掃気用空

気を主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の設計

静圧  MPaであるため流路圧損を考慮し  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，セルの最高温度

 ℃に合わせて  ℃とする。 

 

 

 

6
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3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に

 mmとする。 

 

外径 

A1 

外径 

A2 

厚さ 

B 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
𝐴𝐴1

1000
∙
𝐴𝐴2

1000
 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

セル排風機( )出口合流点 

～ 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系ダクト合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは，設計基準対象の施設として，セルの負圧を維持し，排気経路以外からの放

射性物質の放出を防止するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトは，重大事故等対処設備として，セルへ導出された蒸気および水素掃気用空気

を主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の設計

静圧が  MPaであるため流路圧損を考慮し  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，セルの最高温度  ℃

に合わせて  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，

 mmとする。 

 

 

8
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外径 

A1 

外径 

A2 

厚さ 

B 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
𝐴𝐴1

1000
∙
𝐴𝐴2

1000
 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

アクティブギャラリ( ) 

～ 

アクティブギャラリ( )排気ダクト分岐

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは，設計基準対象の施設として，セルの負圧を維持し，排気経路以外からの

放射性物質の放出を防止するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトは，重大事故等対処設備として，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および

水素掃気用空気をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の設計

静圧が  MPaであるため流路圧損を考慮し  MPa および

 MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，セルの最高温度

 ℃に合わせて  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， 

 mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

11
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Ⅵ－１－１－３－３－１－３－２ 

分離建屋換気設備 
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(1) ファン

1
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（１）ファン 

名称 建屋排風機( ) 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3/h/個 

個数 － 1 

原動機出力 kW/個 － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

建屋排風機( )は，設計基準対象の施設としての分離建屋排気系として，

分離建屋の汚染のあるおそれのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排気の主排気筒

の排気口からの排気排出のための設備を構成するものである。建屋排風機(

)は，分離建屋の汚染のあるおそれがある区域の負圧維持，排気の主排気筒の排

気口からの排気排出のために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する建屋排風機( )は，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気を主排気筒へ導出するための流路として

使用する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，グローブボックス・セル

排気フィルタユニット，隔離ダンパ，建屋排風機( ），可搬型排風機，可搬

型ダクト及び可搬型フィルタで構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する建屋排風機( )の最高使用圧力は，

機器・配管の圧力損失に余裕を考慮して選定された建屋排風機の性能特性上の最大

静圧 kPa とする。 

建屋排風機( )を重大事故時において流路として使用する場合の圧力

は，可搬型排風機の使用圧力と同じ とする。 

 

 

 

 

2
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する建屋排風機( )の最高使用温度は，

設計基準対象の施設として使用する場合における建屋内の環境を考慮した温度と同

じ ℃とする。 

建屋排風機( )を重大事故時において使用する場合の温度は，可搬型排風

機の使用温度と同じ ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する建屋排風機( )の個数は，分離建屋

の汚染のあるおそれがある区域の負圧維持を行うために 1個設置する。 

重大事故等対処設備として建屋排風機( )を使用する場合は，流路とし

て使用されるために必要な 1個とする。 

3
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(2) フィルタ 

4
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（２）フィルタ 

名 称 

グローブボックス･セル 

排気フィルタユニット 

（ ） 

最高使用圧力 Pa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3/h/個 － 

効率 単体 ％ － 

個数 － 11 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

グローブボックス・セル排気フィルタユニットは，設計基準対象の施設としての分

離建屋排気系として，分離建屋の汚染のあるおそれがある区域の負圧維持，排気の浄

化及び排気の主排気筒の排気口からの排気排出のための設備を構成するものである。

グローブボックス・セル排気フィルタユニットは，排気の浄化のために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するグローブボックス・セル排気フィルタ

ユニットは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気を主排気筒へ導

出するための流路として使用する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，グローブボックス・セル

排気フィルタユニット，隔離ダンパ，建屋排風機( ），可搬型排風機，可搬

型ダクト及び可搬型フィルタで構成する。。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するグローブボックス・セル排気フィルタユニッ

トの最高使用圧力は，建屋換気設備のグローブボックス・セル排風機の静圧から，

グローブボックス・セル排気フィルタユニットまでの圧損を考慮して Pa とす

る。 

グローブボックス・セル排気フィルタユニットを重大事故等時において流路とし

て使用する場合の圧力は，可搬型排風機の使用圧力と同じ Pa とする。 

 

 

5
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するグローブボックス・セル排気フィルタユニッ

トの最高使用温度は，セル内での有機溶媒火災発生時にフィルタユニットに流入す

る気体の最高温度約 ℃に余裕を考慮し， ℃とする。 

グローブボックス・セル排気フィルタユニットを重大事故時において流路として

使用する場合の温度は，可搬型排風機の使用温度と同じ ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

グローブボックス・セル排気フィルタユニットの個数は，グローブボックス・セ

ル排風機の容量を考慮して，分離建屋に必要数10個，予備1個の計11個を設置す

る。 

6
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(3) 主配管 
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（３）主配管 

名称 

放射性配管分岐第１セル 

～ 

グローブボックス・セル排気フィルタ 

ユニット 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径＊ 

   注記 ＊：ダクト内側の寸法を示す。 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは放射性配管分岐第１セルからグローブボックス・セル排気フィルタユニ

ットをつなぐダクトであり，放射性配管分岐第２セルを負圧に維持し，セル内の空気

をグローブボックス・セル排気フィルタユニットへ導くために設置する。 
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・重大事故等対処設備

本ダクトは放射性配管分岐第１セルからグローブボックス・セル排気フィルタユニ

ットをつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解に

より発生する水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設に

おける換気設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放

射性物質を代替換気設備の代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬

型排風機，可搬型フィルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後

に主排気筒から排出することで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環

境への放出量を管理しながら放出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の

可搬型排風機の最大静圧が kPaであるため， kPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系の

ダクトが敷設されるエリア内の最高温度が ℃であるため， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 
A1×A2 

厚さ 
B 

呼び径 
 

流路面積 
C 

流量 
D 

流速＊2 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊1：標準流速を超えるが、超過は部分的であり最高使用圧力等への 
      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ
ሺA1 െ 2･Bሻ

1000
･
ሺA2 െ 2･Bሻ

1000
 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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外径 
A 

厚さ 
B 

呼び径 
 

流路面積 
C 

流量 
D 

流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

グローブボックス・セル 

排気フィルタユニット 

～ 

可搬型排風機入口ダクト 

上流側接続口 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径＊ 

  注記 ＊：ダクト内側の寸法を示す。 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトはグローブボックス・セル排気フィルタユニットから可搬型排風機入口ダ

クト上流側接続口をつなぐダクトであり，建屋内を負圧に維持し，建屋内の空気を主

排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトはグローブボックス・セル排気フィルタユニットから可搬型排風機入口ダ

クト上流側接続口をつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄

物の廃棄施設における換気設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相

中へ移行する放射性物質を代替換気設備の代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダ

クト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物質

を低減させた後に主排気筒から排出することで，高レベル廃液等の気相中に含まれる

放射性物質の環境への放出量を管理しながら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の

可搬型排風機の最大静圧が kPaであるため， kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系の

ダクトが敷設されるエリア内の最高温度が ℃であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 
A1×A2 

厚さ 
B 

呼び径 
 

流路面積 
C 

流量 
D 

流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ
ሺA1 െ 2･Bሻ

1000
･
ሺA2 െ 2･Bሻ

1000
 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

可搬型排風機出口ダクト接続口 

～ 

建屋排風機 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径＊ 

  注記 ＊：ダクト内側の寸法を示す。 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは可搬型排風機出口ダクト接続口から建屋排風機をつなぐダクトであり，

建屋内を負圧に維持し，セル内の空気を主排気筒へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトは可搬型排風機出口ダクト接続口から建屋排風機をつなぐダクトであり，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能

が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質を代替セル排気系

のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタからなる非常用

ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出することで，高レベル

廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理しながら放出するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の

可搬型排風機の最大静圧が kPaであるため， kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系の

ダクトが敷設されるエリア内の最高温度が ℃であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

とする。 

 

外径 
A1×A2 

厚さ 
B 

呼び径 
 

流路面積 
C 

流量 
D 

流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ
ሺA1 െ 2･Bሻ

1000
･
ሺA2 െ 2･Bሻ

1000
 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 
外径 

A 
厚さ 

B 
呼び径 

 
流路面積 

C 
流量 

D 
流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

建屋排風機 

～ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

排気系ダクト合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径＊ 

  注記 ＊：ダクト内側の寸法を示す。 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは建屋排風機から高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備ダクトをつなぐ

ダクトであり，建屋内を負圧に維持し，セル内の空気を主排気筒へ導くために設置

する。 

 

・重大事故等対処設備 

本ダクトは建屋排風機から高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備ダクトをつなぐ

ダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気

設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質

を代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィ

ルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出

することで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管

理しながら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の

可搬型排風機の最大静圧が kPaであるため， kPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系の

ダクトが敷設されるエリア内の最高温度が ℃であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，，標準流速を基に

とす

る。 

 

外径 
A1×A2 

厚さ 
B 

呼び径 
 

流路面積 
C 

流量 
D 

流速＊2 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 
      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ
ሺA1 െ 2･Bሻ

1000
･
ሺA2 െ 2･Bሻ

1000
 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 
 

外径 
A 

厚さ 
B 

呼び径 
 

流路面積 
C 

流量 
D 

流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

 

 

 

17

40960



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－３－１－３－３ 

精製建屋換気設備 
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 (1)  ファン 

1
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名 称 
建屋排風機 A 

( ) 

容 量 m3/h/個 － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個 数 － １ 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  建屋排風機は，設計基準対象の施設として建屋内の負圧を維持するとともに，排気

を主排気筒に排出する 

 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する建屋排風機は，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」が発生した場合において，セルに導出した廃ガスを環境へ放出するた

めの流路として使用する。 
系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，セル排気フィルタユニッ

ト，グローブボックス・セル排風機，建屋排風機，可搬型排風機，可搬型ダクト及び

可搬型フィルタで構成する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

  設計基準対象施設として使用する建屋排風機の最高使用圧力は，建屋排風機にお

ける吸入圧力を考慮して  MPaとする。 

建屋排風機を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同じ  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

  設計基準対象施設として使用する建屋排風機の最高使用温度は，建屋排風機の吐

出温度を考慮して ℃とする。 

建屋排風機を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

  設計基準対象の施設として使用する建屋排風機は，セルの負圧を維持するととも

に，排気を主排気筒に排出するために必要な個数として，1個設置する。 

グローブボックス・セル排風機を重大事故等時において使用する場合の個数は，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した場合において，セルに導出した廃ガス

を環境へ放出するための流路として使用するため，設計基準対象の施設と同様に1個

2
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使用する。 

 

  

3
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名 称 グローブボックス・セル排風機 

( ) 

容 量 m3/h/個 － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力 kW/個  

個数 － 2(内 1 個予備) 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

グローブボックス・セル排風機は，設計基準対象の施設として精製建屋のセ

ルの負圧を維持するとともに，排気を主排気筒から排出するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するグローブボックス・セル排風機

は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」が発生した場合において，セルに導出した廃ガスを環境へ放出する

ための流路として使用する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，セル排気フィル

タユニット，グローブボックス・セル排風機，建屋排風機，可搬型排風機，可搬

型ダクト及び可搬型フィルタで構成する。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用するグローブボックス・セル排風

機は，「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合において，塔槽類廃

ガス処理設備の廃ガスポットからセルに導出した放射性物質の大気中への放出

量を低減するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮

定する機器，セル排気フィルタユニット，グローブボックス・セル排風機で構成

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

  設計基準対象施設として使用するグローブボックス・セル排風機の最高使用

圧力は，グローブボックス・セル排風機の吸込圧力を考慮して  MPaと

する。 

グローブボックス・セル排風機を重大事故等時において使用する場合の最高

使用圧力は，設計基準対象の施設として使用する場合と同じ  MPaとす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

  設計基準対象施設として使用するグローブボックス・セル排風機の最高使用

温度は，グローブボックス・セル排風機の吐出温度を考慮して ℃とする。 

グローブボックス・セル排風機を重大事故等時において使用する場合の温度

は，設計基準対象の施設として使用する場合と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するグローブボックス・セル排風機は，設計

基準対象の施設として精製建屋のセルの負圧を維持するとともに，排気を主排

気筒から排出するために必要な個数として，2個(内1個予備)設置する。 

グローブボックス・セル排風機を重大事故等時において使用する場合の個数

は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」が発生した場合において，セルに導出した

廃ガスを環境へ放出するための流路として使用するため，「有機溶媒等による

火災又は爆発」が発生した場合において，塔槽類廃ガス処理設備の廃ガスポッ

トからセルに導出した放射性物質の大気中への放出量を低減するために必要な

個数として，設計基準対象の施設と同様に，合計2個(内1個予備)使用する。 
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(2) フィルタ 
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名 称 
セル排気フィルタユニット 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

容量 m3/h/個[normal]  

効率 単品 ％  

個数 － 10(内 1個予備) 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

  セル排気フィルタユニットは、設計基準対象の施設としてろ材にガラス繊維を使用

し，精製建屋のセルからの排気に含まれる放射性エアロゾルを除去するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替換気設備として使用するセル排気フィルタユニットは，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」が発生した場合において，セルに導出した廃ガスを環境へ放出する

ための流路として使用する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，セル排気フィルタユニット，

グローブボックス・セル排風機，建屋排風機，可搬型排風機，可搬型ダクト及び可搬型

フィルタで構成する。 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用するセル排気フィルタユニットは，「有

機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合において，塔槽類廃ガス処理設備の廃

ガスポットからセルに導出した放射性物質の大気中への放出量を低減するために設置

する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する

機器，セル排気フィルタユニット，グローブボックス・セル排風機で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するセル排気フィルタユニットの最高使用圧力は，

グローブボックス・排風機の吸込圧力を考慮して，  MPaとする。 

セル排気フィルタユニットを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力

は，設計基準対象の施設として使用する場合と同じ  MPaとする。 
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3. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象施設として使用するセル排気フィルタユニットの最高使用温度は，通

常運転温度を考慮して ℃とする。 

グローブボックス・セル排気フィルタユニットを重大事故等時において使用する場

合の最高使用温度は，設計基準対象の施設として使用する場合と同じ ℃とする。 

 

4. 粒子除去効率の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する場合のセル排気フィルタユニットの除去効率

は，「放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」(JIS Z 4812-1975)で規定される性能

を基に設定し， %以上( μmDOP粒子)とする。 

セル排気フィルタユニットを重大事故等時において使用する場合の除去効率は,放

射性物質による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめ

るものとして定められているCs-137の放出量が TBqを下回ることができる性能を有

するものとして，粒子状放射性物質除去効率 %以上とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用するセル排気フィルタユニットは，設計基準対象の

施設としてろ材にガラス繊維を使用し，セルからの排気に含まれる放射性エアロゾル

を除去するために必要な個数として，合計 10個(内 1個予備)設置する。 

セル排気フィルタユニットを重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設の気体廃棄物の

廃棄施設の換気設備の換気機能が喪失した場合に，気相中へ移行する放射性物質を除

去するため，「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合において，塔槽類廃

ガス処理設備の外ガスポットからセルに導出した放射性物質を用いて大気中への放出

量を低減するために必要な個数として，設計基準対象の施設と同様に，合計10個(内1

個予備)使用する。 
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(3) 主配管
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名 称 
放射性配管分岐第１セル( )～セ

ル排気フィルタユニット入口ダクト

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは放射性配管分岐第１セルからセル排気フィルタユニットをつなぐダクト

であり，放射性配管分岐第１セルを負圧に維持し，セル内の空気をセル排気フィルタ

ユニットへ導くために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，放射性配管分岐第１セル

( )～セル排気フィルタユニット入口ダクトをつなぐダクトであり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生した

場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能が喪失した場合

に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質を代替換気設備の代替セル排気系

のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタからなる非常用

ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出することで，高レベル

廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理しながら放出するため

に使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機の最大静圧が であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。

3. 外径の設定根拠

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

 影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

E =
D

3600 ∙ C

11

40972



名 称 

Pu系塔槽類廃ガス洗浄塔セル( )

～セル排気フィルタユニット入口ダク

ト 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトはPu系塔槽類廃ガス洗浄塔セル( )からセル排気フィルタユニットを

つなぐダクトであり，Pu系塔槽類廃ガス洗浄塔セル( )を負圧に維持し，セル内

の空気をセル排気フィルタユニットへ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，Pu系塔槽類廃ガス洗浄塔セ

ル( )～セル排気フィルタユニット入口ダクトをつなぐダクトであり，であり，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能

が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質を代替換気設備の

代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタ

からなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出するこ

とで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理しなが

ら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機の最大静圧が であるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
セル排気フィルタユニット入口ダクト

合流点～セル排気フィルタユニット 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトはセル排気フィルタユニット入口からセル排気フィルタユニットをつなぐ

ダクトであり，セル内を負圧に維持し，空気をセル排気フィルタユニットへ導くため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，セル排気フィルタユニット

入口ダクト合流点～セル排気フィルタユニットをつなぐダクトであり，であり，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」が

発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能が喪失

した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質を代替換気設備の代替セ

ル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタからな

る非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出することで，

高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理しながら放出

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機の最大静圧が であるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に
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とする。 

 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

15

40976



名 称 

セル排気フィルタユニット(

)～可搬型排風機入口ダクト分

岐点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトはセル排気フィルタユニットから可搬型排風機入口ダクト分岐点をつなぐ

ダクトであり，セル排気フィルタユニットからの空気を可搬型排風機入口ダクト分岐

点へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，セル排気フィルタユニット

( )～可搬型排風機入口ダクト分岐点をつなぐダクトであり，であ

り，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による

爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機

能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質を代替換気設備

の代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィル

タからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出する

ことで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理しな

がら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機の最大静圧が であるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

可搬型排風機入口ダクト分岐点～グロ

ーブボックス・セル排風機(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは可搬型排風機入口ダクト分岐点からグローブボックス・セル排風機をつ

なぐダクトであり，可搬型排風機入口ダクト分岐点からの空気をグローブボックス・

セル排風機へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，可搬型排風機入口ダクト分

岐点～グローブボックス・セル排風機( )をつなぐダクトであり，で

あり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気

機能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質を代替換気設

備の代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィ

ルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出す

ることで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理し

ながら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機下流のダクトとなるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
可搬型排風機出口ダクト合流点～建屋

排風機( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは可搬型排風機出口ダクト合流点から建屋排風機をつなぐダクトであり，

可搬型排風機出口ダクト合流点からの空気を建屋排風機へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，可搬型排風機出口ダクト合

流点～建屋排風機( )をつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生した場合において，放

射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液

等の気相中へ移行する放射性物質を代替換気設備の代替セル排気系のダクトを介して

可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタからなる非常用ラインへ導き，放

射性物質を低減させた後に主排気筒から排出することで，高レベル廃液等の気相中に

含まれる放射性物質の環境への放出量を管理しながら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機下流のダクトとなるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

建屋排風機( )～建屋排風機，

グローブボックス・セル排風機出口ダ

クト 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは建屋排風機から建屋排風機，グローブボックス・セル排風機出口をつな

ぐダクトであり，建屋排風機からの空気を建屋排風機，グローブボックス・セル排風

機出口へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，建屋排風機( )～建

屋排風機，グローブボックス・セル排風機出口ダクトをつなぐダクトであり，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」が発

生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能が喪失し

た場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質を代替換気設備の代替セル

排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタからなる

非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出することで，高

レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理しながら放出す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機下流のダクトとなるため，大気圧とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

グローブボックス・セル排風機 

( )～建屋排風機，グロ

ーブボックス・セル排風機出口ダクト  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトはグローブボックス・セル排風機から建屋排風機，グローブボックス・セ

ル排風機出口をつなぐダクトであり，グローブボックス・セル排風機からの空気を建

屋排風機，グローブボックス・セル排風機出口へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，グローブボックス・セル排

風機 ( )～建屋排風機，グローブボックス・セル排風機出口ダクトを

つなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発

生する水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における

換気設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物

質を代替換気設備の代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風

機，可搬型フィルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排

気筒から排出することで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への

放出量を管理しながら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機下流のダクトとなるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 
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外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

建屋排風機，グローブボックス・セル

排風機出口ダクト～ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋排気系ダクト合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本ダクトは建屋排風機，グローブボックス・セル排風機出口からウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋排気系ダクト合流点をつなぐダクトであり，建屋排風機，グローブ

ボックス・セル排風機からの空気をウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気系ダクト

合流点へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，建屋排風機，グローブボッ

クス・セル排風機出口ダクト～ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気系ダクト合流

点をつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設にお

ける換気設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射

性物質を代替換気設備の代替セル排気系のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型

排風機，可搬型フィルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に

主排気筒から排出することで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境

への放出量を管理しながら放出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，代替セル排気系の可

搬型排風機下流のダクトとなるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，代替セル排気系のダ

クトが敷設されるエリア内の最高温度が であるため， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に
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とする。 

 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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Ⅵ－１－１－３－３－１－３－４ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

換気設備 

40989



(1) 主配管

1

40990



脱
 
A 

名称 

硝酸プルトニウム貯槽セル( )～グロ

ーブボックス・セル排気フィルタユニット

入口ライン点検口合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは硝酸プルトニウム貯槽セル( )からグローブボックス・セル排気フ

ィルタユニット入口ライン点検口合流点をつなぐダクトであり，セル内を負圧に維

持し，セル内の空気を主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本ダクトは硝酸プルトニウム貯槽セル( )からグローブボックス・セル排気フ

ィルタユニット入口ライン点検口合流点をつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生した場合

において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能が喪失した場合

に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質をウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋換気設備のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，可搬型フィル

タからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気筒から排出す

ることで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への放出量を管理

しながら放出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，代替換気

設備の可搬型排風機の最高使用圧力が であるため，

とする。 

2
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脱
 
A 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，代替換気

設備のダクトが敷設されるエリア内の最高温度が ℃であるため， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 

 

とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

E =
D

3600 ∙ C

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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脱
 
A 

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

  影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1 − 2･B)

1000
･
(A2 − 2･B)

1000

E =
D

3600 ∙ C

4

40993



脱
 
A 

名称 
建屋排風機出口ライン点検口合流点～精製

建屋排気系ダクト合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは建屋排風機出口ライン点検口合流点から精製建屋排気系ダクト合流点を

つなぐダクトであり，建屋内を負圧に維持し，建屋内の空気を主排気筒へ導くために

設置する。 

・重大事故等対処設備

本ダクトは建屋排風機出口ライン点検口合流点から精製建屋排気系ダクト合流点

をつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により

発生する水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設にお

ける換気設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放

射性物質をウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備のダクトを介して可搬型ダ

クト並びに可搬型排風機，可搬型フィルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物

質を低減させた後に主排気筒から排出することで，高レベル廃液等の気相中に含ま

れる放射性物質の環境への放出量を管理しながら放出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，代替換気

設備の可搬型排風機下流のダクトとなるため，大気圧とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，代替換気

設備のダクトが敷設されるエリア内の最高温度が ℃であるため， ℃とする。 
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A 

3. 外径の設定根拠

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とす

る。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1 − 2･B)

1000
･
(A2 − 2･B)

1000

E =
D

3600 ∙ C
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脱
 
A 

名称 精製建屋排気系ダクト合流点～主排気筒 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは精製建屋排気系ダクト合流点から主排気筒をつなぐダクトであり，建

屋内を負圧に維持し，セル内の空気を主排気筒へ導くために設置する。 

・重大事故等対処設備

本ダクトは精製建屋排気系ダクト合流点から主排気筒をつなぐダクトであり，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」

が発生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設における換気設備の換気機能が

喪失した場合に，高レベル廃液等の気相中へ移行する放射性物質をウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋換気設備のダクトを介して可搬型ダクト並びに可搬型排風機，

可搬型フィルタからなる非常用ラインへ導き，放射性物質を低減させた後に主排気

筒から排出することで，高レベル廃液等の気相中に含まれる放射性物質の環境への

放出量を管理しながら放出するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用圧力は，代替換気

設備の可搬型排風機下流のダクトとなるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の最高使用温度は，代替換気

設備のダクトが敷設されるエリア内の最高使用温度が ℃であるため， ℃とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

7
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脱
 
A 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

  影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1 − 2･B)

1000
･
(A2 − 2･B)

1000

E =
D

3600 ∙ C

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

E =
D

3600 ∙ C

8
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Ⅵ－１－１－３－３－１－２－５ 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類

廃ガス処理設備 

40998



(1) ファン

1

40999



名称 
セル排風機

（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3/h/個 

個数 － 2(予備1） 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

セル排風機は，設計基準対象の施設としてセルの負圧を維持するとともに，排気を主

排気筒に排出する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用するセル排風機は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器か

らの蒸気及び水素掃気用空気を主排気筒へ導出するための流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するセル排風機の最高使用圧力は，セル排風機にお

ける吸入圧力を考慮して外圧 とする。 

セル排風機を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型排風機の吸入圧

力が であることから，これを上回る外圧 とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するセル排風機の最高使用温度は，セル排風機の吐

出温度を考慮して とする。 

セル排風機を重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器(

)と同じ とする。

2

41000



3. 個数の設定根拠

セル排風機は，設計基準対象の施設としてセルの負圧を維持するために必要な個数で

ある1個設置し，予備としての1個を含めて合計2個設置する。 

セル排風機は，設計基準対象の施設として設置しているものを重大事故等対処設備

として使用する。 

3
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(2) フィルタ

4
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名称 
セル排気フィルタユニット

（ ）

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3/h/個 

効率 % 

個数 － 7(予備1），2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

セル排気フィルタユニットは，設計基準対象の施設としてろ材にガラス繊維を使用

し，セルからの排気に含まれる放射性エアロゾルを除去する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用するセル排気フィルタユニット（

）は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気を主排気筒へ導出する

ために流路として使用する。 

また，セル排気フィルタユニット（ ）は，重大事故等時に内部のろ材を可

搬型デミスタに交換し，排気中のミストを除去する。一方，セル排気フィルタユニット

（ ）は，重大事故等時に内部のろ材を取り外し，流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するセル排気フィルタユニットの最高使用圧力は，セ

ル排風機における吸入圧力を考慮して外圧 とする。

セル排気フィルタユニットを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型排

風機の吸入圧力が であることから，これを上回る外圧 とする。 

5
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するセル排気フィルタユニットの最高使用温度は，セ

ル排風機の吐出温度を考慮して とする。

セル排気フィルタユニットを重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離

器( )と同じ とする。 

3. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用するセル排気フィルタユニットの容量は，流入する空

気量が  であることから，これを上回る とする。 

重大事故等対処設備として使用するセル排気フィルタユニットの容量は，流入する空

気量が であることから，これを上回る とする。 

4. 個数の設定根拠

セル排気フィルタユニットは，設計基準対象の施設として廃ガス中に含まれる放射性

物質を除去するために必要な個数である6個設置し，予備としての1個と合わせて合計7

個設置する。 

セル排気フィルタユニットを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の気相中のミストを除去するために必要な個数である2個設置し，1個

は流路として使用する。 

6
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(3) 主配管

7
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名称 

放射性配管分岐セル（ ） 

～ 

ダンパ（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは，放射性配管分岐セルからダンパまでをつなぐダクトであり，放射性配管

分岐セルからの空気をセル排気フィルタユニットに排気するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，放射性配管分岐セルからダ

ンパまでをつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空気

をセル排気フィルタユニットへ排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，セル排風機における

吸入圧力を考慮して外圧 とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型排風機の吸入圧力が

であることから，これを上回る外圧 とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，セル排風機の吐出温

度を考慮して とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器と同じ とす

る。 

8
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3. 外径の設定根拠

本ダクトを設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

 mm，  mmとする。 

本ダクトを重大事故等対処設備において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

 mm，  mmとする。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

9

41007



名称 

放射性配管分岐セル（ ） 

～ 

セル導出ユニットフィルタ( )出口配管

合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは，放射性配管分岐セルからセル導出ユニットフィルタ出口配管合流点まで

をつなぐダクトであり，放射性配管分岐セル（ ）からの空気をセル排気フィルタ

ユニットに排気するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，放射性配管分岐セルからセ

ル導出ユニットフィルタ出口配管合流点までをつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器からの蒸気及び水素掃気用空気を放射性配管分岐セルへ排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，セル排風機における

吸入圧力を考慮して外圧 とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型排風機の吸入圧力が

であることから，これを上回る外圧 とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，セル排風機の吐出温

度を考慮して とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器と同じ とす

る。 

10

41008



3. 外径の設定根拠

本ダクトを設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 mm，  mm，  mmとする。 

本ダクトを重大事故等対処設備において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 mm，  mm，  mmとする。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

セル排風機 ( )

～ 

セル排風機出口逆止ダンパ( )

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは，セル排風機からセル排風機出口逆止ダンパまでをつなぐダクトであり，

セル排風機からの空気を排気筒に排気するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，セル排風機からセル排風機

出口逆止ダンパまでをつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水

素掃気用空気を排気筒へ排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，セル排風機における

吐出圧力を考慮して とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型排風機の吐出圧力を

考慮して とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，セル排風機の吐出温

度を考慮して とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器と同じ とす

る。 

12
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3. 外径の設定根拠

本ダクトを設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

 mm， mmとする。 

本ダクトを重大事故等対処設備において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 mm， mmとする。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：ダクトの標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して排気機能を

十分に確保できることから問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

ダンパ( ) 

～ 

セル排気フィルタユニット( )

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 
mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは，ダンパからセル排気フィルタユニットまでをつなぐダクトであり，放射

性配管分岐セルからの空気をセル排気フィルタユニットに排気するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，ダンパからセル排気フィル

タユニットまでをつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気

用空気をセル排気フィルタユニット( )へ排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，セル排風機における

吸入圧力を考慮して外圧 とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型排風機の吸入圧力が

であることから，これを上回る外圧 とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，セル排風機の吐出温

度を考慮して とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器と同じ とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本ダクトを設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

 mm，  mm，  mm， mm，  mm，1  mmとする。 

本ダクトを重大事故等対処設備において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

 mm，  mm，  mm， mm，  mm，  mmとする。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

セル排気フィルタユニット( )

～ 

セル排風機 ( )

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本ダクトは，セル排気フィルタユニットからセル排風機までをつなぐダクトであり，

セル排気フィルタユニットからの空気をセル排風機に排気するために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，セル排気フィルタユニット

からセル排風機までをつなぐダクトであり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水

素掃気用空気をセル排気フィルタユニットからの空気をセル排風機へ排気するために使

用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，セル排風機における

吸入圧力を考慮して外圧 とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型排風機の吐出圧力を

考慮して とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，セル排風機の吐出温

度を考慮して とする。 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器( )と

同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本ダクトを設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 mm，  mm， mm，  mm，  mmとする。 

本ダクトを重大事故等対処設備において使用する場合の外径は，標準流速を基に

 mm，  mm， mm，  mm，  mmとする。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替換気設備のダクト外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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Ⅵ－１－１－３－３－１－４ 

主排気筒 

41017



(1) 建物・構築物

1

41018



名称 主排気筒 
個数 ― 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設

主排気筒は，せん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備及び高レベル廃

液ガラス固化廃ガス処理設備で処理した気体状の放射性物質を，換気設備の排気ととも

に大気へ放出するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に使用する主排気筒は，以下の機能を有する。

 主排気筒は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素によ

る爆発が発生した場合において，当該重大事故等が発生した機器の気相中に移行する放

射性物質をセルに導出し，大気中へ放出するために設置する。 

 主排気筒は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合及びＴ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を仮定する機器においてＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気

中へ放出するために設置する。 

 主排気筒は，臨界事故が発生した場合又はＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生し

た場合において，当該重大事故で発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気中へ放出

するために設置する。 

１．個数の設定根拠 

 主排気筒は，設計基準対象施設としてせん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス

処理設備及び高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で処理した気体状の放射性物質

を，換気設備の排気とともに大気へ放出するために必要な個数である 1個設置する。 

 主排気筒は，設計基準対象施設として 1 個設置しているものを重大事故等時に使用す
る。 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－５ 

代替換気設備 
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(1) 容器

1
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名称 廃ガス洗浄塔シールポット  

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての廃ガス洗浄塔シールポットは，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器から

の蒸気および水素掃気用空気をセルに導出する流路を構築するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋内ホース及び前

処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

廃ガス洗浄塔シールポットを重大事故等時において使用する場合の圧力は，シール

水を考慮して， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

廃ガス洗浄塔シールポットを重大事故等時において使用する場合の温度は沸騰時の

蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

廃ガス洗浄塔シールポットは「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用

空気をセルに導出する流路を構築するために必要な個数として，1個とする。 
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名称 
廃ガスリリーフポット 

( ) 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する廃ガスリリーフポットは，以下の機能

を有する。 

廃ガスリリーフポットは，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性

物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処

理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用

する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。  
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

廃ガスリリーフポットを重大事故等時において使用する場合の定常状態の圧力は，

大気開放の容器であるため低レベル廃液を考慮して， とする。 

廃ガスリリーフポットを重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発

生時の本体圧力は気相部の瞬間圧力を考慮して， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

廃ガスリリーフポットを重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸

気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

重大事故等時において使用する廃ガスリリーフポットは，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対象

の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 

 

4
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名称 
凝縮液分配器 

( ) 

容量 m3/h/個 － 

最高使用圧力 － 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮液分配器は，以下の機能を有す

る。 

凝縮液分配器は，セル導出経路上の高レベル廃液濃縮缶凝縮器，第1エジェクタ凝縮

器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。  
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

凝縮液分配器を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重力流によるハーフ

フィル流れとなるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

凝縮液分配器を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液濃縮缶

凝縮器及び第1エジェクタ凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

重大事故等時において使用する凝縮液分配器は，セル導出経路上の高レベル廃液濃

縮缶凝縮器，第1エジェクタ凝縮器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するため，設計

基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名 称 
廃ガスポット 

( ) 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する廃ガスポットは，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽

類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製

建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。  

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する廃ガスポットは，「有機溶媒等によ

る火災又は爆発」の発生によって分解生成物及び熱が発生することから，発生を仮定

する機器の気相部の圧力が瞬間的に上昇することにより，平常運転中に気相中に移行

した放射性物質がセルへ導出されるための流路として使用する。 
系統構成は，配管・弁，主要弁，廃ガスポット，排風機，設計基準対象の施設と兼用

する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋換気設備のダクト・ダンパの一

部，グローブボックス・セル排風機，「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定

する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

廃ガスポットを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，大気開放の

容器であるため， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部および液相

部の瞬間圧力を考慮し, MPa, MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

廃ガスポットを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，沸騰時の蒸

気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 
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3. 個数の設定根拠 

重大事故等時において使用する廃ガスポットは，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出する

流路を形成するため，「有機溶媒等による火災又は爆発」の発生を仮定する機器から

の放射性物質及び水素掃気用空気をセルへ導出する流路を形成するため，設計基準対

象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 気液分離器（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する気液分離器は，凝縮器下流側に設置し，

凝縮器で重大事故等時に溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する蒸気を凝縮した後の凝縮水を回収し，回収先の漏えい液受皿に移送するために

設置する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋内ホース，

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

気液分離器を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットによ

り制限され，最大でも であることから， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

気液分離器を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器による蒸気の冷却

温度が 以下であることから， ℃とする。 

3. 容量の設定根拠

気液分離器を重大事故等時において使用する場合の容量は，蒸気から凝縮水を回収す

るために必要な容量として とする。 

4. 個数の設定根拠

気液分離器を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，蒸気からの凝縮水を

回収するために必要な個数として1個設置する。 
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名称 廃ガスシールポット（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する廃ガスシールポットは，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器からの蒸気及び水素掃気用空気の圧力が上昇した場合にセル内に蒸気及び空気を

セル内に排気するために設置する。

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，凝縮器，予備凝縮器，気液分離

器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋内ホース，高レベ

ル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

廃ガスシールポットを重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシール

ポットが大気開放のため とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

廃ガスシールポットを重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液

共用貯槽の使用温度と同じ とする。 

3. 個数の設定根拠

廃ガスシールポットを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，廃ガスをセ

ル内に排気するために必要な個数として 1個設置する。
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名 称 
可搬型デミスタ 

（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 Nm³/h/個 

個数 － 
8(予備として故障時のバックアップを

4 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

可搬型デミスタは，セルに導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行

する放射性物質，水素掃気用空気に同伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して

放出するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型ダクト，可搬型フ

ィルタ及び可搬型排風機で構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

可搬型デミスタを使用する場合の使用圧力は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の

沸騰により発生する蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれのある「放

射線分解により発生する水素による爆発」の使用条件の考慮し，可搬型排風機の性

能特性上の最大静圧 であるため， とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

可搬型デミスタを重大事故等に使用する場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸

発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合においての環

境を考慮した温度と同じ とする。 

(3) 容量の設定根拠

可搬型デミスタを重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，可搬型排風機

の容量と同等とし，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水

素による爆発で同時に要求される複数の機能に必要な処理容量を有した

とする。 

公称値は，要求される容量と同じ とする。 

(4) 個数の設定根拠

可搬型デミスタ（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合

の個数は、対策に必要な個数として4個，予備4個合計8個とする 
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(2) 熱交換器 
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名称 
凝縮器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 以上( ) 

最高使用圧力 
管側 MPa  

胴側 MPa ，  

最高使用温度 
管側 ℃  

胴側 ℃  

伝熱面積 m2/個 以上( ) 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮器は，想定される重大事故等時に

おいて，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の

沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気およびそれに同伴する水素掃気用空気等の非

凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために設置する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成す

る。 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等時において，凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水

素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な熱交換量Q

は，4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

凝縮器を重大事故等時に使用する場合の容量は，4.伝熱面積の設定根拠より，計算

上必要な熱交換量が kWであるため，これを上回る kWとする。公称値は要求される

容量と同じ kWとする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1  管側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器管側の最高使用圧力は，可搬型中型移

送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2.2  胴側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器胴側の最高使用圧力は， であ

るため凝縮液を考慮して， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は MPaとする。瞬間圧力の強度評価について

は，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.2  管側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器管側の最高使用温度は，注水された冷

却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，それを上回る ℃とする。 

 

3.1  胴側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器胴側の最高使用温度は，沸騰時の蒸気

の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

130℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における凝縮

器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の伝熱

面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用済燃

料の冷却年数15年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生を仮

定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。  

凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につい

ては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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第 1 表前処理建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

交換熱量 
ΔQ W - 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 - 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，凝縮器を重大事故時において使用する場合の伝熱面積は，計算上必要

な伝熱面積が ㎡であるため，それを上回る ㎡/個とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ ㎡/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，想定される重大事故等

時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器に内包す

る溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃気空気等の非凝縮

性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な個数として1個設置する。 
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名称 
予備凝縮器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 以上( ) 

最高使用圧力 
管側 MPa  

胴側 MPa ，  

最高使用温度 
管側 ℃  

胴側 ℃  

伝熱面積 m2/個 以上( ) 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮器は，想定される重大事故等時に

おいて，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の

沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気およびそれに同伴する水素掃気用空気等の非

凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために設置する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成す

る。 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等時において，凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水

素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な熱交換量Q

は，4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

凝縮器を重大事故等時に使用する場合の容量は，4.伝熱面積の設定根拠より，計算

上必要な熱交換量が kWであるため，これを上回る kWとする。公称値は要求される

容量と同じ kWとする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1  管側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器管側の最高使用圧力は，可搬型中型移

送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2.2  胴側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器胴側の最高使用圧力は， であ

るため凝縮液を考慮して， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は MPaとする。瞬間圧力の強度評価について

は，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.2  管側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器管側の最高使用温度は，注水された冷

却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，それを上回る ℃とする。 

 

3.1  胴側 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器胴側の最高使用温度は，沸騰時の蒸気

の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る

℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における凝縮

器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の伝熱

面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用済燃

料の冷却年数15年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生を仮

定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。  

凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につい

ては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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第１表 前処理建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

交換熱量 
ΔQ W - 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 - 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，凝縮器を重大事故時において使用する場合の伝熱面積は，計算上必要

な伝熱面積が ㎡であるため，それを上回る ㎡/個とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ ㎡/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，想定される重大事故等

時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器に内包す

る溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃気空気等の非凝縮

性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な個数として1個設置する。 
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名称 
凝縮器 

( ) 

容量 
処理容量 kg/h/個 － 

設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
管側 MPa 

胴側 MPa 

最高使用温度 
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮器は，安全冷却水系の冷却機能が

喪失した場合においても，高レベル廃液等の沸騰に伴い発生する蒸気を導出先セルに

導出する前に凝縮し，蒸気に同伴する放射性物質を凝縮水として回収するために設置

する。 

  系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。  
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1. 容量の設定根拠 

重大事故等時において，凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃

気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な熱交換量Qは，

4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の容量(設計熱交換量)は，計算上必要

な熱交換量が kW/個であるため、これを上回る kW/個以上とする。 

公称値は要求される容量(設計熱交換量)と同じ kW/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 管側の最高使用圧力 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の管側の最高使用圧力は，可搬型中

型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaと

する。 

 

 

2.2 胴側の最高使用圧力 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の胴側の最高使用圧力は，大気開放

であるため凝縮液を考慮して， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は MPaとする。瞬間圧力の強度評価につい

ては，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 管側の最高使用温度 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の管側の最高使用温度は，注水され

た冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，それを上回る ℃とす

る。 
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3.2 胴側の最高使用温度 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の胴側の最高使用温度は，沸騰時の

蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを

上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における凝縮

器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の伝熱

面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用済燃

料の冷却年数15年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生を仮

定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。 

凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につい

ては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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表 分離建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 － － － － ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

交換熱量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，凝縮器を重大事故等時において使用する場合の伝熱面積は，計算上必要

な伝熱面積が  m2であるため，それを上回る m2/個以上とする。 

公称値は要求される伝熱面積と同じ m2/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

凝縮器を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を想定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮

し，蒸気に同伴する水素掃気空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするため

に，必要な個数として1個設置する。 
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名称 
高レベル廃液濃縮缶凝縮器 

( ) 

容量 
処理容量 m3/h/個 － 

設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
管側 MPa 

胴側 MPa 

最高使用温度 
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器は，設計基準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶の蒸

発蒸気を冷却・凝縮するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器は，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合においても，高レベル廃液濃縮缶の沸騰に伴い発生

する蒸気を導出先セルに導出する前に凝縮し，蒸気に同伴する放射性物質を凝縮水と

して回収するために設置する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器の容量(設計熱交換

量)は，設計基準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶の蒸発蒸気を冷却・凝縮するた

めに，計算上必要な容量として kW/個以上とする。 

公称値は要求される容量(設計熱交換量)と同じ kW/個とする。 

重大事故等時において，高レベル廃液濃縮缶凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸

気に同伴する水素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必

要な熱交換量Qは，4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器を重大事故等時において使用する場合の容量(設計熱交

換量)は，計算上必要な熱交換量が kW/個であるため、これを上回る

kW/個とする。 

公称値は要求される容量(設計熱交換量)と同じ kW/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 管側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器の管側の最高使

用圧力は，高レベル廃液濃縮缶凝縮器の管側の通常運転圧力が MPaであるため，

これを上回る圧力として MPaとする。 

重大事故等時において使用する場合の高レベル廃液濃縮缶凝縮器の管側の圧力

は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回

る MPaとする。 

 

 

2.2 胴側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器の胴側の最高使

用圧力は，高レベル廃液濃縮缶凝縮器の胴側の通常運転圧力が MPa( )であ

るため，これを上回る圧力として MPa( )とする。 

重大事故等時において使用する場合の高レベル廃液濃縮缶凝縮器の胴側の圧力

は，大気開放であるため， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は， MPaとする。瞬間圧力の強度評価につい

ては，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 
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3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 管側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器の管側の最高使

用温度は，高レベル廃液濃縮缶凝縮器の管側の通常運転温度が ℃であるため，こ

れを上回る温度として ℃とする。 

重大事故等時において使用する場合の高レベル廃液濃縮缶凝縮器の管側の温度

は，注水された冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，それを上

回る ℃とする。 

 

3.2 胴側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器の胴側の最高使

用温度は，高レベル廃液濃縮缶凝縮器の胴側の通常運転温度が ℃であるため，こ

れを上回る温度として ℃とする。 

重大事故等時において使用する場合の高レベル廃液濃縮缶凝縮器の胴側の温度

は，沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であること

から，これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器の伝熱面積は，要求

される容量(設計熱交換量) kW/個を満足するために必要な伝熱面積 m2を

上回る m2/個以上とする。 

公称値は要求される伝熱面積と同じ m2/個とする。 

重大事故等時において使用する場合の高レベル廃液濃縮缶凝縮器の伝熱面積は，蒸

発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を

算出し，実際の伝熱面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，

再処理する使用済燃料の冷却年数 15年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，

蒸発乾固の発生を仮定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。 

凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につい

ては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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表 分離建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1  

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 － － － － ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

交換熱量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，高レベル廃液濃縮缶凝縮器を重大事故時において使用する場合の伝熱

面積は，計算上必要な伝熱面積が ㎡であるため，それを上回る ㎡/個とす

る。 

公称値は，要求される伝熱面積と同じ ㎡/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶凝縮器は，高レベル廃液濃

縮缶の蒸発蒸気を冷却・凝縮するために必要な個数として，1個設置する。 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生す

る蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃気空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下と

するために必要な個数として，1個使用する。 
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名称 
第 1エジェクタ凝縮器 

( ) 

容量 
処理容量 m3/h/個 － 

設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
管側 MPa 

胴側 MPa 

最高使用温度 
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

第1エジェクタ凝縮器は，設計基準対象の施設として第1エジェクタ蒸気駆動に使用

した蒸気を凝縮するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する第1エジェクタ凝縮器は，安全冷却水

系の冷却機能が喪失した場合においても，高レベル廃液濃縮缶の沸騰に伴い発生する

蒸気を導出先セルに導出する前に凝縮し，蒸気に同伴する放射性物質を凝縮水として

回収するために設置する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1エジェクタ凝縮器の容量(設計熱交換量)

は，設計基準対象の施設として第1エジェクタ蒸気駆動に使用した蒸気を凝縮するた

めに，計算上必要な容量として kW/個以上とする。 

公称値は要求される容量(設計熱交換量)と同じ kW/個とする。 

重大事故等時において，第1エジェクタ凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同

伴する水素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な熱

交換量Qは，4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

第1エジェクタ凝縮器を重大事故等時において使用する場合の容量(設計熱交換量)

は，計算上必要な熱交換量が W/個であるため、これを上回 W/

個とする。 

公称値は要求される容量(設計熱交換量)と同じ W/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 管側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1エジェクタ凝縮器の管側の最高使用圧力

は，第1エジェクタ凝縮器の管側の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回

る圧力として MPaとする。 

重大事故等時において使用する場合の第1エジェクタ凝縮器の管側の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 

 

2.2 胴側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1エジェクタ凝縮器の胴側の最高使用圧力

は，第1エジェクタ凝縮器の胴側の通常運転圧力が MPa( )であるため，こ

れを上回る圧力として MPa( )とする。 

重大事故等時において使用する場合の第1エジェクタ凝縮器の胴側の圧力は，大

気開放であるため， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は， MPaとする。瞬間圧力の強度評価につい

ては，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 
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3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 管側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第1エジェクタ凝縮器の管側の最高使用温度

は，第1エジェクタ凝縮器の管側の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温

度として ℃とする。 

重大事故等時において使用する場合の第1エジェクタ凝縮器の管側の温度は，注

水された冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，それを上回る

℃とする。 

 

3.2 胴側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第1エジェクタ凝縮器の胴側の最高使用温度

は，第1エジェクタ凝縮器の胴側の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る

温度として ℃とする。 

重大事故等時において使用する場合の第1エジェクタ凝縮器の胴側の温度は，沸

騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，

これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1エジェクタ凝縮器の伝熱面積は，要求され

る容量(設計熱交換量) kW/個を満足するために必要な伝熱面積 m2を上回る

m2/個以上とする。 

公称値は要求される伝熱面積と同じ m2/個とする。 

重大事故等時において使用する場合の第1エジェクタ凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾

固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出

し，実際の伝熱面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処

理する使用済燃料の冷却年数15年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，蒸発

乾固の発生を仮定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。 

凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につい

ては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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表 分離建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 0 1 2 3 4 5 

項目 記号 単位 ガス入口 － － － － ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

交換熱量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，第1エジェクタ凝縮器を重大事故等時において使用する場合の伝熱面積

は，計算上必要な伝熱面積が m2であるため，それを上回る m2/個以上とする。 

公称値は要求される伝熱面積と同じ m2/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1エジェクタ凝縮器は，第1エジェクタ蒸気駆

動に使用した蒸気を凝縮するために必要な個数として，1個設置する。 

第1エジェクタ凝縮器を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気

を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃気空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするた

めに必要な個数として，1個使用する。 
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名 称 凝縮器,予備凝縮器（ ） 

容量 設計熱交換量 kW/個  

最高使用圧力 
管側 MPa  

胴側 MPa  

最高使用温度 
管側 ℃  

胴側 ℃  

伝熱面積 ㎡/個  

個  数 － 1(内 1 個予備) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する凝縮器又は予備凝縮器は，第 1 貯水槽

の水を凝縮器又は予備凝縮器に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい

液受皿等に回収するために設置する。また，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される

放射性物質を低減するために設置する。 

凝縮器又は予備凝縮器へ通水する系統構成は，第 1貯水槽，可搬型中型移送ポン

プ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，冷却水配管・弁(凝縮器)，凝縮器又

は予備凝縮器，冷却水配管・弁(凝縮器)，可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ及び第 1貯水槽で構成する。 

凝縮水回収の系統構成は，凝縮器又は予備凝縮器，凝縮液回収系及び可搬型建屋内

ホースで構成する。 

放射性物質をセルに導出する系統構成は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニッ

ト，凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導出ユニットフィルタ及びダク

ト・ダンパで構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等時において，凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃

気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な熱交換量Qは，

4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

凝縮器を重大事故等時に使用する場合の容量は，4.伝熱面積の設定根拠より，計算

上必要な熱交換量が kWであるため，これを上回る kWとする。公称

値は要求される容量と同じ kWとする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

 2.1 管側の最高使用圧力  

重大事故等時において使用する場合の凝縮器又は予備凝縮器の管側の最高使用

圧力は，水供給設備の可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであ

るため，これを上回る MPaとする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は， MPa とする。瞬間圧力の強度評価につ

いては，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

 

2.2 胴側の最高使用圧力 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器又は予備凝縮器の胴側の最高使用

圧力は，大気開放であるため凝縮液を考慮して， とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

 3.1 管側の最高使用温度 

    重大事故等時において使用する場合の凝縮器又は予備凝縮器の管側の最高使用

温度は，通水された冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，そ

れを上回る ℃とする。 

 

3.2 胴側の最高使用温度 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器又は予備凝縮器の胴側の最高使用

温度は,「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器と同じ ℃と

する。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における凝縮

器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の伝熱面

積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用済燃料の

冷却年数 15 年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生を仮定す

る機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。  

  凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につい

ては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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第 1 表 精製建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度 Tg ℃       

冷却水温度*2 tcw ℃       

各区間の 

交換熱量 
ΔQ W -      

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K       

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 -      

温度差補正係数 Ft -  

必要伝熱面積*2 Areq m2  

実際の伝熱面積*2 Aact m2  

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，凝縮器を重大事故時において使用する場合の伝熱面積は，計算上必要な

伝熱面積が ㎡であるため，それを上回る ㎡/個とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ ㎡/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

重大事故等時において凝縮器又は予備凝縮器を使用する場合の個数は，第 1貯水槽

の水を凝縮器又は予備凝縮器に通水することで「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい

液受皿等に回収するために必要な個数として，1個(内 1個予備)使用する。 
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名称 凝縮器 ( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
管側 MPa 

胴側 MPa 

最高使用温度 
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 ㎡/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要)  

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての凝縮器は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気およびそ

れに同伴する水素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために設置

する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセル

に導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収

系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等時において，凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃

気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な熱交換量Qは，

4. 伝熱面積の設定根拠で示す。

凝縮器を重大事故等時に使用する場合の容量は，4. 伝熱面積の設定根拠より，計

算上必要な熱交換量が kWであるため，これを上回る kWとする。公

称値は要求される容量と同じ kWとする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 管側の最高使用圧力 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器管側の圧力は，可搬型中

型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaと

する。  
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2.2  胴側の最高使用圧力 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器胴側の圧力は，

であるため凝縮液を考慮して， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は， MPaとする。瞬間圧力の強度評価につい

ては，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1  管側の最高使用温度 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器管側の温度は，注水され

た冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，それを上回る ℃とす

る。 

 

3.2  胴側の最高使用温度 

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器管側の温度は,「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時

貯槽と同じ ℃とする。  

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における凝縮

器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の伝熱面

積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用済燃料の

冷却年数 15 年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生を仮定す

る機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。  
凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算について

は蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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第 4-1表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，凝縮器を重大事故時において使用する場合の伝熱面積は，計算上必要な

伝熱面積が ㎡であるため，それを上回る ㎡/個とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ ㎡/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

凝縮器は，想定される重大事故等時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を想定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気

に同伴する水素掃気空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために必要な個

数として，1個設置する。 
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名称 予備凝縮器 ( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
管側 MPa 

胴側 MPa 

最高使用温度 
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 ㎡/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要)  

・重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備としての予備凝縮器は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気およ

びそれに同伴する水素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために

設置する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設備からセル

に導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収

系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

  

1. 容量の設定根拠 

重大事故等時において，予備凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水

素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために，必要な熱交換量Q

は，4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

予備凝縮器を重大事故等時に使用する場合の容量は，4. 伝熱面積の設定根拠よ

り，計算上必要な熱交換量が kWであるため，これを上回る kWとす

る。公称値は要求される容量と同じ kWとする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1  管側の最高使用圧力 

予備凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器管側の圧力は，可搬

型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPa

とする。  
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2.2  胴側の最高使用圧力 

予備凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器胴側の圧力は，

であるため凝縮液を考慮して， とする。  

水素による爆発発生時の瞬間圧力は， MPaとする。瞬間圧力の強度評価につい

ては，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1  管側の最高使用温度 

予備凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器管側の温度は，注水

された冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，それを上回る ℃

とする。 

 

3.2  胴側の最高使用温度 

予備凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の凝縮器管側の温度は,「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び

一時貯槽と同じ ℃とする。  

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

重大事故等時において使用する場合の予備凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における

凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の伝

熱面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用済燃

料の冷却年数 15 年に基づき算出される溶液の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生を仮

定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。  
予備凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につ

いては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。 
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第 4-1表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における予備凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度および必要伝熱面積については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。実際の伝熱面積については，４桁目を切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，予備凝縮器を重大事故時において使用する場合の伝熱面積は，計算上必

要な伝熱面積が ㎡であるため，それを上回る ㎡/個とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ ㎡/個とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

予備凝縮器は，想定される重大事故等時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を想定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，

蒸気に同伴する水素掃気空気等の非凝縮性の気体の温度を ℃以下とするために必要

な個数として，1個設置する。 
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名称 凝縮器（ ）

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力
管側 MPa 

胴側 MPa 

最高使用温度
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】

(概要) 

・重大事故等対処設備

凝縮器は，想定される重大事故等時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気およ

びそれに同伴する水素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を 以下とするために

設置する。

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，予備凝縮

器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋内

ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成す

る。

1. 容量の設定根拠

重大事故等時において，凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃

気用空気等の非凝縮性の気体の温度を 以下とするために，必要な熱交換量Qは，

4. 伝熱面積の設定根拠で示す。

凝縮器を重大事故等時に使用する場合の容量は，4.伝熱面積の設定根拠より，計算

上必要な熱交換量が であるため，これを上回る とする。

公称値は要求される容量と同じ とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1  管側の最高使用圧力 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器管側の最高使用圧力は，可搬型中型移

送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2.2  胴側の最高使用圧力 

  重大事故等時において使用する場合の凝縮器胴側の最高使用圧力は，廃ガスシール

ポットで制限され，最大でも であることから， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は， とする。瞬間圧力の強度評価について

は，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1  管側の最高使用温度 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器管側の最高使用温度は，冷却水出口の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

3.2  胴側の最高使用温度 

重大事故等時において使用する場合の凝縮器胴側の最高使用温度は，想定される硝

酸の沸点が であることから，これを上回る とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

重大事故等時において使用する場合の凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における凝縮

器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の伝熱

面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用済燃

料の冷却年数15年に基づき算出される容器の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生を仮

定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。

凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算につい

ては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。
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第 4-1 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1

区間 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

項目 記号 単位 
ガス 

入口 
- - - 

ガス 

入口 

ガス 

出口 
- - - - 

ガス 

入口 

ガス 

出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，凝縮器を重大事故等時において使用する場合の伝熱面積は，計算上必要

な伝熱面積が であるため，それを上回る  とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ とする。

5. 個数の設定根拠

凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，想定される重大事故

等時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器に内

包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃気空気等の

非凝縮性の気体の温度を 以下とするために，必要な個数として1個設置する。 

53

41073



名称 予備凝縮器（ ）

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力
管側 MPa 

胴側 MPa 

最高使用温度
管側 ℃ 

胴側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】

(概要) 

・重大事故等対処設備

予備凝縮器は，想定される重大事故等時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する対象機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気お

よびそれに同伴する水素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を 以下とするため

に設置する。

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，

気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋内ホー

ス，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成する。

1. 容量の設定根拠

重大事故等時において，予備凝縮器が「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水

素掃気用空気等の非凝縮性の気体の温度を 以下とするために，必要な熱交換量Q

は，4. 伝熱面積の設定根拠で示す。 

予備凝縮器を重大事故等時に使用する場合の容量は，4.伝熱面積の設定根拠より，

計算上必要な熱交換量が であるため，これを上回る とす

る。公称値は要求される容量と同じ とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1  管側の最高使用圧力 

重大事故等時において使用する場合の予備凝縮器管側の最高使用圧力は，可搬型中

型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

2.2  胴側の最高使用圧力 

重大事故等時において使用する場合の予備凝縮器胴側の最高使用圧力は，廃ガスシ

ールポットで制限され，最大でも であることから， とする。 

水素による爆発発生時の瞬間圧力は， とする。瞬間圧力の強度評価について

は，Ⅴ 強度及び耐食性に関する説明書に示す。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1  管側の最高使用温度 

重大事故等時において使用する場合の予備凝縮器管側の最高使用温度は，冷却水出

口の温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

3.2  胴側の最高使用温度 

重大事故等時において使用する場合の予備凝縮器胴側の最高使用温度は，想定され

る硝酸の沸点が であることから，これを上回る とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

重大事故等時において使用する場合の予備凝縮器の伝熱面積は，蒸発乾固における

凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に基づき，計算上必要な伝熱面積を算出し，実際の

伝熱面積が上回ることを確認する。また，計算上必要な伝熱面積は，再処理する使用

済燃料の冷却年数15年に基づき算出される容器の崩壊熱密度を基に，蒸発乾固の発生

を仮定する機器からの水蒸気量及び水素掃気量を考慮して決定する。

予備凝縮器の伝熱面積の計算結果を以下の表に示す。また，他パラメータの計算に

ついては蒸発乾固における凝縮器の崩壊熱除去の除熱計算書に示す。
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第 4-1 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における予備凝縮器の伝熱面積の計算結果*1

区間 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

項目 記号 単位 
ガス 

入口 
- - - 

ガス 

入口 

ガス 

出口 
- - - - 

ガス 

入口 

ガス 

出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 
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以上より，予備凝縮器を重大事故等時において使用する場合の伝熱面積は，計算上

必要な伝熱面積が であるため，それを上回る  とする。 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ とする。

5. 個数の設定根拠

予備凝縮器を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，想定される重大

事故等時において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器

に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃気空気

等の非凝縮性の気体の温度を 以下とするために，必要な個数として1個設置す

る。
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(3) ファン 
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名 称 
可搬型排風機 

（ ） 

容量 m³/h/個  

原動機出力 kW/個  

個数 － 
3(予備として故障時のバックアップを

2 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

【代替セル排気系の構築】

重大事故等対処設備としての可搬型排風機は，セルに導出された「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気用空気に同

伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型ダ

クト，可搬型フィルタ及び可搬型排風機で構成する。

(1) 容量の設定根拠

可搬型排風機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器内の水素濃度

を未然防止濃度に維持するために必要な圧縮空気流量に余裕を考慮して， m³

/h/個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m³/h/個とする。 

(2) 原動機出力の設定根拠

可搬型排風機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の原動機出

力は，(1)の容量を満足するために必要な出力として， kW/個とする。

(3) 個数の設定根拠

可搬型排風機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は、対

策に必要な建屋内に1個保管し，予備として故障時バックアップを建屋外に2個保管す

る。 
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名称 可搬型排風機 

容量 m3/h/個  

原動機出力 kW/個  

個数 － 
2(予備として故障時の 

バックアップを 1個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替セル排気設備として使用する可搬型排風機は，冷却機能の喪失

による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合におい

て，セルへ導出された放射性物質がセル排気系の排気経路以外の経路から放出される

ことを防止し，環境への放出量を低減するために可搬型フィルタを介して主排気筒か

ら管理しながら放出するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，グローブボックス・セル

排気フィルタユニット，隔離ダンパ，建屋排風機( ），可搬型排風機，可搬

型ダクト及び可搬型フィルタで構成する。 

 

(1) 容量の設定根拠 

可搬型排風機の容量は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの

放射性物質を除去するために必要な容量を有した， m3/h/個以上とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m3/h/個とする。 

 

(2) 原動機出力の設定根拠 

可搬型排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の原動機出力は，(1)の

容量を満足するために必要な出力として， kW/個とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

可搬型排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は、対策に必要な

建屋内に1個保管し，予備として故障時バックアップを建屋外に1個保管する。 
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名称 可搬型排風機 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3/h/個 

個数 － 
3(予備として故障時の 

バックアップを 2個) 

原動機出力 kW/個 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替セル排気設備として使用する可搬型排風機は，冷却機能の喪失

による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合におい

て，セルへ導出された放射性物質がセル排気系の排気経路以外の経路から放出される

ことを防止し，環境への放出量を低減するために可搬型フィルタを介して主排気筒か

ら管理しながら放出するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，グローブボックス・セル

排気フィルタユニット，隔離ダンパ，建屋排風機( ），可搬型排風機，可搬

型ダクト及び可搬型フィルタで構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

可搬型排風機の使用圧力は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の沸騰により発

生する蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれのある「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の使用条件も考慮し，可搬型排風機の性能特性上の最

大静圧 kPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

重大事故時に可搬型排風機を使用する場合の温度は，凝縮器の出口温度の最高温

度と同じ ℃とする。 

 

3. 容量の設定根拠 

可搬型排風機の容量は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの

放射性物質を除去するために必要な容量を有した， m3/h/個以上とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m3/h/個とする。 
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4. 個数の設定根拠 

可搬型排風機の個数は，3.の容量を満足させるために，必要数として1個とす

る。また，故障時及び待機除外時バックアップに必要な個数は2個とし，合計3個を

配備するものとする。 

 

5. 原動機出力の設定根拠 

可搬型排風機の原動機出力は，3.の容量を満足するために必要な出力として，

3.7kW／個とする。 
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名 称 
可搬型排風機 

（ ） 

容量 m³/h/個  

原動機出力 kW/個  

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップを

1 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

【代替セル排気系の構築】 

重大事故時に代替換気設備として使用する本排風機は，セルに導出された「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気用

空気に同伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設置する。 

 

(1) 容量の設定根拠 

本排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器内の水素濃度を未然防止濃度に維

持するために必要な圧縮空気流量に余裕を考慮して， m³/h/個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m³/h/個とする。 

 

(2) 原動機出力の設定根拠 

本排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の原動機出力は，(1)の容量を

満足するために必要な出力として， kW/個とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は、対策に必要な建屋内

に1個保管し，予備として故障時バックアップを建屋外に1個保管する。 
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名称 可搬型排風機 

容量 m3/h/個 

原動機出力 kW/個 

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップを 1

個) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【代替セル排気系の構築】

重大事故等対処設備としての可搬型排風機は，セルに導出された「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気用空気に同伴

する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬

型ダクト，可搬型フィルタ及び可搬型排風機で構成する。 

(1) 容量の設定根拠

可搬型排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器内の水素濃度を未然防止濃度に

維持するために必要な圧縮空気流量に余裕を考慮して， m³/h/個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m³/h/個とする。 

(2) 原動機出力の設定根拠

可搬型排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の原動機出力は，(1)の容量

を満足するために必要な出力として， kW/個とする。 

(3) 個数の設定根拠

可搬型排風機を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は、対策に必要な建

屋内に1個保管し，予備として故障時バックアップを建屋外に1個保管する。 
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名 称 
可搬型排風機 

（ ） 

容量 m³/h/個 

原動機出力 kW/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップを

1 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

【代替セル排気系の構築】

重大事故等時に代替セル排気設備として使用する可搬型排風機は，セルに導出さ

れた「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，

水素掃気用空気に同伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設

置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型ダ

クト，可搬型フィルタ及び可搬型排風機で構成する。

(1) 容量の設定根拠

可搬型排風機の容量は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器内の放射

性物質を除去するために必要な容量を有した， とする。 

公称値は，要求される容量以上の とする。 

(2) 原動機出力の設定根拠

可搬型排風機の原動機出力は，(1)の容量を満足するために必要な出力として，

とする。

(3) 最高使用圧力の設定根拠

可搬型排風機を使用する場合の使用圧力は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の沸

騰により発生する蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれのある「放射

線分解により発生する水素による爆発」の使用条件の考慮し，可搬型排風機の性能

特性上の最大静圧 とする。

(4) 最高使用温度の設定根拠

可搬型排風機を重大事故等に使用する場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸発
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乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合においての環境

を考慮した温度と同じ とする。 

(5) 個数の設定根拠

可搬型排風機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は、対

策に必要な建屋内に1個保管し，予備として故障時バックアップを建屋外に1個保管す

る。 
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(4) フィルタ 
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名称 
セル導出ユニットフィルタ 

 

効率 
単品 ％  

総合 ％ － 

容量 m3/h/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
1(予備として故障時及び待機除外

時のバックアップを1台) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

凝縮器下流側に設置するセル導出ユニットフィルタA,Bは，溶液の沸騰により「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質

及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気用空気に同伴する放射性物質を除去す

るために設置する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，水封安全器，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット，凝縮器，予備凝縮器，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋内ホース及び前処理建屋の可搬型ダクトで構成する。 

 

1. 効率の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタA,Bを重大事故等時に使用する場合の単品除去効率は，

既設VOG系統に設置されている高性能粒子フィルタの単体除去効率が放射性エアゾル

を除去するために %であることから，それを基に と

する。 

 

2. 容量の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタA,Bを重大事故等時に使用する場合の容量は，粒子除去

効率 を達成できる容量として， Nm3/h/個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ Nm3/h/個とする。 
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3. 最高使用圧力 

セル導出ユニットフィルタA,Bを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，

廃ガス洗浄塔シールポットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とす

る。 

 

4. 最高使用温度 

セル導出ユニットフィルタA，Bを重大事故等時に使用する場合の温度は，凝縮器出口の

最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタA，Bは，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放

射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器の気相中に移行する放射性物質を除去するために必要な個数として1個設

置する。また、故障時及び待機除外時のバックアップとして予備機を1個設置する。 
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名 称 
可搬型フィルタ 

（ ） 

容量 Nm³/h/個  

効率 
単品 ％  

総合 ％ 

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップを

2 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての可搬型フィルタ（ ）は，セルに導出された

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素

掃気用空気に同伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設置す

る。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型ダ

クト，可搬型フィルタ及び可搬型排風機で構成する。

(1) 容量の設定根拠

可搬型フィルタ（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，

冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発で同時

に要求される複数の機能に必要な処理容量を有した Nm³/h/個とし、兼用できる

設計とする。 

公称値は，要求される容量と同じ Nm³/h/個とする。 

(2) 効率の設定根拠

可搬型フィルタ（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の効率

は，放射性物質による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さ

くとどめるものとして定められているCs-137の放出量が100TBqを下回ることができ

る性能を有するものとして，単品除去効率が ，高性能

粒子フィルタをフィルタ装置に装着した使用状態において，高性能粒子フィルタを

通らない空気（バイパスリーク）を考慮した総合除去効率が

とする。これを直列2段とするため，除去効率は
＊1とする。 

注記 ＊1：高性能粒子フィルタ直列2段時の除去効率 
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(3) 個数の設定根拠

可搬型フィルタ（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は、

対策に必要な建屋内に2個保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に2個保

管する 
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名称 
セル導出ユニットフィルタ 

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3[normal]/h/個 

効率 単品 % 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  セル導出ユニットフィルタは，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射

性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器の気相中に移行する放射性物質を除去するために設置する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の定常状態の圧

力は，廃ガスリリーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とす

る。 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の水素による爆

発発生時の本体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa及び MP

aとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器

の出口廃ガス温度最大 ℃を考慮して， ℃とする。 

 

3. 容量の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の容量は，粒子除

去効率 %以上( μmDOP粒子)を達成できる容量として m3[normal]/h/個以上と

する。 

公称値は要求される容量と同じ m3[normal]/h/個とする。 

 

4. 効率の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の効率は，放射性

物質による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるも

のとして定められているCs-137の放出量が TBqを下回ることができる性能を有す

るものとして，1段当たりの除去効率は ％以上( μmDOP粒子)とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」が発

生した場合において，放射性廃棄物の廃棄施設の気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の

換気機能が喪失した場合に，高レベル廃液等から気相中へ移行する放射性物質をセル

へ導出する前に除去するために，必要な個数として1個とし，予備機1個と合わせて，

合計2個とする。 
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名称 可搬型フィルタ 
最高使用圧力 Pa 
最高使用温度 ℃ 

容量 m3/h/個 

効率 
単体 % 
総合 % 

個数 － 
4(予備として故障時の 
バックアップを 2 個) 

【設定根拠】 
（概要） 
・重大事故等対処設備 
  可搬型フィルタは，セルに導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」が発生した場合において，放射性廃棄物の

廃棄施設の気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の換気機能が喪失した場合に，高レベル

廃液等の気相中へ移行する放射性物質を除去するために設置する。 
  系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，グローブボックス・セル

排気フィルタユニット，隔離ダンパ，建屋排風機( ），可搬型排風機，可搬

型ダクト及び可搬型フィルタで構成する。 
 
1. 最高使用圧力の設定根拠 

可搬型フィルタの使用圧力は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の沸騰により

発生する蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれのある「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の使用条件も考慮し，可搬型排風機の性能特性上の

最大静圧 Paであるため， Paとする。 
 
2. 最高使用温度の設定根拠 

可搬型フィルタを「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発

生する水素による爆発」が発生した場合において使用する場合の温度は，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」が発

生した場合においての作業環境を考慮した温度と同じ ℃とする。 
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3. 容量の設定根拠 

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，「冷却機能

の装置による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」で同時

に要求される複数の機能に必要な処理容量を有した m3/h/個以上とし，兼用で

きる設計とする。 
公称値は，要求される容量と同じ m3/h/個とする。 
 

4. 効率の設定根拠 
可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の効率は，放射性物質

による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をどれだけ小さくとどめるものと

して定められているCs-137の放出量が TBqを下回ることができる性能を有する

ものとして，単体除去効率が ％以上( μmDOP粒子)，高性能粒子フィルタ

をフィルタ装置に装着した使用状態において，高性能粒子フィルタを通らない空気

(バイパスリーク)を考慮した総合効率は ％以上( μmDOP粒子)とする。 
 
5. 個数の設定根拠 

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要

な個数として2個，予備2個を含め合計4個とする。 
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名 称 
セル導出ユニットフィルタ 

( ) 

容量 m３/h/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

効率 ％  

個  数 － 2(予備として故障時のバックアップを 1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 
セル導出ユニットフィルタは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物

質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を除去するために設置する。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット,凝縮器，

凝縮液回収系，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，

廃ガスポット，精製建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

 セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力

は，廃ガスポットにより制限され最大でも kPa以下であり，大気圧とする及び，放射線

分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力を考慮し， M

Paとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度

は，凝縮器又は予備凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 
 

3. 容量の設定根拠 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の容量は，粒子除

去効率 %以上( μmDOP粒子)を達成できる容量として， m3[normal]/h/個以上と

する。 

公称値は要求される容量と同じ m3[normal]/h/個とする。 

 

4. 効率の設定根拠 
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 セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の効率は，放射性

物質による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるも

のとして定められているCs-137の放出量が TBqを下回ることができる性能を有する

ものとして，1段当たりの除去効率は ％以上( μmDOP粒子)とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

  セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出し，大気中へ放出され

る放射性物質を低減するために必要な個数である1個及び予備として故障時のバック

アップ1個の合計2個とする。 
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名 称 
可搬型フィルタ 

（ ） 

容量 Nm³/h/個  

効率 
単品 ％  

総合 ％  

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップを

2 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故時に代替換気設備として使用する本フィルタは，セルに導出された「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気

用空気に同伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設置する。 

 

(1) 容量の設定根拠 

本フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発で同時に要求される複数

の機能に必要な処理容量を有した Nm³/h/個とし、兼用できる設計とする。 

公称値は，要求される容量と同じ Nm³/h/個とする。 

 

(2) 効率の設定根拠 

本フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の効率は，放射性物質によ

る環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものとし

て定められているCs-137の放出量が TBqを下回ることができる性能を有するもの

として，単品除去効率が %以上( μmDOP粒子)，高性能粒子フィルタをフィ

ルタ装置に装着した使用状態において，高性能粒子フィルタを通らない空気（バイ

パスリーク）を考慮した総合除去効率が ％以上（ μmDOP粒子）とする。これ

を直列2段とするため，除去効率は ％以上（ μm粒子）＊1とする。 

注記 ＊1：高性能粒子フィルタ直列2段時の除去効率 

＝ ％ 

 

(3) 個数の設定根拠 

本フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は、対策に必要な建屋

内に2個保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に2個保管する。 
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名称 
セル導出ユニットフィルタ

( ) 

容量 m3/h/個[normal] 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

効率 
単品 ％ 

総合 ％ 

個数 － 2(予備として故障時のバックアップを 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

セル導出ユニットフィルタは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物

質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を除去するために設置する。 

また，系統構成は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器，配管・弁，隔離弁，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニット，凝縮器又は予備凝縮器，可搬型建屋内ホース，セル導

出ユニットフィルタ及びダクト・ダンパで構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯 

槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝

縮器又は予備凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。

(3) 容量の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，粒

子除去効率 を達成できる能力としては， m3/h/個

[normal]の容量を有しているが，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器内の水素濃度を未然防止濃度に維持するために必要な圧縮空気流量

が m3/h/個[normal]であるため，それを上回る m3/h/個[normal]とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m3/h/個[normal]とする。 
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(4) 効率の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の効率は，放

射性物質による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめ

るものとして定められているCs-137の放出量が TBqを下回ることができる性能を有

するものとして，単品除去効率が ，高性能粒子フィルタ

をフィルタ装置に装着した使用状態において，高性能粒子フィルタを通らない空気

（バイパスリーク）を考慮した総合除去効率が とす

る。 

(5) 個数の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するために必要な個数である1個及び予備として故障時

のバックアップ1個の合計2個とする。 
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名称 可搬型フィルタ 

容量 m3/h/個[normal] 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

効率 
単品 ％ 

総合 ％ 

個数 － 4(予備として故障時のバックアップを 2

個) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

可搬型フィルタは，セルに導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器及び「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの放射性物質を除去し，主

排気筒を介して放出するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，可搬型ダクト，可搬型フィルタ及び可搬型排風機で

構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の使用条件

を考慮し，可搬型排風機の性能特性上の最大静圧 MPaであるため

MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の環境を考

慮した温度と同じ ℃とする。 

(3) 容量の設定根拠

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，冷却機能の喪

失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発で同時に要求される

複数の機能に必要な処理容量を有した Nm³/h/個とし、兼用できる設計とする。

公称値は，要求される容量と同じ Nm³/h/個とする。 

(4) 効率の設定根拠
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可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の効率は，放射性物質に

よる環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものとし

て定められているCs-137の放出量が100TBqを下回ることができる性能を有するものと

して，単品除去効率が ，高性能粒子フィルタをフィルタ

装置に装着した使用状態において，高性能粒子フィルタを通らない空気（バイパスリ

ーク）を考慮した総合除去効率が とする。これを

とするため，除去効率は ＊1とする。 

注記 ＊1：高性能粒子フィルタ直列2段時の除去効率 

 

(5) 個数の設定根拠

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な

個数として2個，予備2個合計4個とする 
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名称 
セル導出ユニットフィルタ

（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 m3/h/個 

効率 
単品 ％ 

総合 ％ 

個数 － 2（予備1） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

凝縮器下流側に設置するセル導出ユニットフィルタは，溶液の沸騰により「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃

気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質及び水素掃気用空気に同

伴される放射性物質を除去するために設置する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋内ホース，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシ

ールポットにより制限され，最大でも であることから， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離

器( )と同じ とする。 
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3. 容量の設定根拠

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時に使用する場合の容量は，流入する空気量

が であることから，これを上回る とする。 

4. 効率の設定根拠

4.1 単品の効率 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時に使用する場合の単品の効率は，使用す

る高性能粒子フィルタエレメントの仕様に合わせて 以上( μm DOP 粒子)

とする。 

4.2 総合の効率 

セル導出ユニットフィルタを重大事故等時に使用する場合の総合の効率は，既設塔

槽類廃ガス処理設備に設置されている高性能粒子フィルタの放射性エアロゾルを除

去するために 以上であることから，それを基に 以上( μm DOP 粒子)と

する。 

5. 個数の設定根拠

セル導出ユニットフィルタは，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性

物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質を除去するために必要な個数として1個とし，故

障時のバックアップとしての1個と合わせて，合計2個とする。 
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名 称 
可搬型フィルタ 

（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

容量 Nm³/h/個 

効率 
単品 ％ 

総合 ％ 

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップを

2 個) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

可搬型フィルタは，セルに導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行

する放射性物質，水素掃気用空気に同伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して

放出するために設置する。 

系統構成は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型ダクト，可搬型フ

ィルタ及び可搬型排風機で構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

可搬型フィルタを使用する場合の使用圧力は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の

沸騰により発生する蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれのある「放

射線分解により発生する水素による爆発」の使用条件の考慮し，可搬型排風機の性

能特性上の最大静圧 であるため， とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

可搬型フィルタを重大事故等に使用する場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸

発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合においての環

境を考慮した温度と同じ とする。 

(3) 容量の設定根拠

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，冷却機能の喪

失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発で同時に要求される

複数の機能に必要な処理容量を有した とする。 

公称値は，要求される容量以上の とする。 

(4) 効率の設定根拠

可搬型フィルタを重大事故等対処設備として使用する場合の効率は，放射性物質
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による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるもの

として定められているCs-137の放出量が を下回ることができる性能を有する

ものとして，単品除去効率が 以上( μmDOP粒子)，高性能粒子フィルタを

フィルタ装置に装着した使用状態において，高性能粒子フィルタを通らない空気

（バイパスリーク）を考慮した総合除去効率が 以上（ μmDOP粒子）とす

る。これを直列2段とするため，除去効率は 以上（ μm粒子）＊1とする。 

注記 ＊1：高性能粒子フィルタ直列2段時の除去効率 

 

(5) 個数の設定根拠

可搬型フィルタ（ ）を重大事故等対処設備として使用す

る場合の個数は、対策に必要な個数として2個，予備2個合計4個とする 
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(5) 主配管 
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名称 

フィルタ 入口配管 

 

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，フィルタ 入口配管 から弁 を

つなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導

出する流路のバウンダリとして使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象の

施設と同様の  mmとする。 
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名称 

シールポット  

～ 

中間ポット 出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，シールポット から中間ポット 出口配管合流点ま

でをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセル

へ導出する流路を構築するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

想定される重大事故等時，本配管には定常的な流れが生じないため，設計基準対象の

施設と同様の  mmとする。 
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名称 

廃ガス洗浄塔入口配管  

～ 

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系空気供給

配管分岐点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管 から前処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備系空気供給配管分岐点までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸

気および水素掃気用空気をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系空気供給

配管分岐点 

～ 

凝縮器及び予備凝縮器入口ライン上流側 

接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系空気供給配管分岐点から凝縮器及び予

備凝縮器入口ライン上流側接続口までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの

蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

凝縮器及び予備凝縮器入口ライン下流側 

接続口 

～ 

凝縮器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，凝縮器及び予備凝縮器入口ライン下流側接続口から凝縮器 ま

でをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセル

へ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

95

41115



 

 

名称 

凝縮器入口配管  

～ 

予備凝縮器入口ライン上流側接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，凝縮器入口配管 から予備凝縮器入口ライン上流側接

続口までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気

をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

予備凝縮器入口ライン下流側接続口 

～ 

予備凝縮器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，予備凝縮器入口ライン下流側接続口から予備凝縮器 までをつ

なぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出

するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る  ℃

とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

凝縮器  

～ 

凝縮器出口ライン上流側接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，凝縮器 から凝縮器出口ライン上流側接続口までをつなぐ配管

であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出するため

に設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm,  

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

凝縮器出口ライン下流側接続口 

～ 

アクティブギャラリ  

給気ダクト合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，凝縮器出口ライン下流側接続口からアクティブギャラリ 給気ダク

ト合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用

空気をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

予備凝縮器  

～ 

予備凝縮器出口ライン上流側接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，予備凝縮器 から予備凝縮器出口ライン上流側接続口までをつ

なぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気をセルへ導出

するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

予備凝縮器出口ライン下流側接続口 

～ 

凝縮器出口配管  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，予備凝縮器出口ライン下流側接続口から凝縮器出口配管

までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空

気をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

凝縮器  

～ 

迅速流体継手接続口  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，凝縮器 から迅速流体継手接続口 までをつなぐ配

管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気の凝縮水をセルへ導

出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，凝縮器での凝縮水を考

慮して， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故時に使用する場合の外径は，発生する凝縮水  m3/hをセルに導出

できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし  mmとする。 
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

凝縮器出口配管  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，迅速流体継手接続口 から凝縮器出口配管

までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気

の凝縮水をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，凝縮器での凝縮水を考

慮して， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故時に使用する場合の外径は，発生する凝縮水  m3/hをセルに導出

できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし  mmとする。 
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名称 

予備凝縮器  

～ 

迅速流体継手接続口  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，予備凝縮器 から迅速流体継手接続口 までをつな

ぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気の凝縮水をセル

へ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，凝縮器での凝縮水を考

慮して， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故時に使用する場合の外径は，発生する凝縮水  m3/hをセルに導

出できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし  mmとする。 
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

凝縮器出口配管  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，迅速流体継手接続口 から凝縮器出口配管

までをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気の凝

縮水をセルへ導出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，凝縮器での凝縮水を考

慮して， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故時に使用する場合の外径は，発生する凝縮水  m3/hをセルに導

出できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし  mmとする。 

111

41131



 

 

名称 

アクティブギャラリ 排気ダクト 

～ 

可搬型フィルタ入口ライン上流側接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，アクティブギャラリ 排気ダクトから可搬型フィルタ入口ライン上

流側接続口までをつなぐ配管であり，セルへ導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」および「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸

気および水素掃気用空気を，主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

可搬型フィルタ入口ライン下流側接続口 

～ 

可搬型フィルタ入口接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，可搬型フィルタ入口ライン下流側接続口から可搬型フィルタ入口接続口ま

でをつなぐ配管であり，セルへ導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素

掃気用空気を，主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

可搬型フィルタ出口接続口 

～ 

可搬型排風機入口接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，可搬型フィルタ出口接続口から可搬型排風機入口接続口までをつなぐ配管

であり，セルへ導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気用空気を，主

排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

想本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

可搬型排風機出口接続口 

～ 

可搬型排風機出口ライン上流側接続口 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，可搬型排風機出口接続口から可搬型排風機出口ライン上流側接続口までを

つなぐ配管であり，セルへ導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および「放射線

分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および水素掃気

用空気を，主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

可搬型排風機出口ライン下流側接続口 

～ 

排風機 出口ライン合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，可搬型排風機出口ライン下流側接続口から排風機 出口ライン合流点

までをつなぐ配管であり，セルへ導出された「冷却機能の喪失による蒸発乾固」および

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気および

水素掃気用空気を，主排気筒を介して大気中に管理しながら放出するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大静

圧が  MPaであるため，それを上回る  MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転

温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
代替換気用0.5m，4m 

可搬型ダクト 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃  

個数 － 
8(予備として故障時のバックアップ

を4本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故等対処設備としての本ホースは，【内部ループへの通水による冷却】が機能

しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰に伴い発生する蒸

気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として設置する。系統構成

は，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シール

ポットにより制限され最大でも  kPa以下であり， とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度

であり，想定される硝酸の沸点が  ℃～  ℃であることから，これを上回る

 ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に4本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に4本保管する 
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名称 
代替換気用1m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップ

を2) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故等対処設備としての本ホースは，【内部ループへの通水による冷却】が機能

しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰に伴い発生する蒸

気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として設置する。系統構成

は，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重

力流にて回収先に移送することから とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮

器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に2本保管し，予備として故障時のバックアップを2本保管する。 
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名称 代替換気用2m可搬型ダクト 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
6(予備として故障時のバックアップ

を3本) 

【設定根拠】 

(概要)  

・重大事故対処設備 

【代替セル排気系の構築】 

重大事故等対処設備としての本ダクトは，セルに導出された「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気用空気に同

伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設置する。系統構成

は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型ダク

ト，可搬型フィルタ及び可搬型排風機で構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可溶性中性子吸収材

の供給元である代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽が開放容器であることから，

とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，本配管が臨界事故時

における過度の温度上昇の影響を受けないため，設置室の最大環境温度 ℃を上回る

℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に3本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に3本保管する。 
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名称 

廃ガス洗浄塔入口配管分岐点 

～ 

廃ガスリリーフポット( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管分岐

点と廃ガスリリーフポットを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気

空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接

続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断

することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mと

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

廃ガス洗浄塔入口配管分岐点 

～ 

弁出口配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管分岐

点と弁出口配管分岐点を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気

に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続す

る塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断する

ことで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mと

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

排風機入口配管分岐点 

～ 

弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，排風機入口配管分岐点と弁

を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質

及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設

備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmと

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

放射性配管分岐第 1セル漏えい液受皿 2 

入口配管合流点 

～ 

放射性配管分岐第 1セル漏えい液 

受皿 2( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，放射性配管分岐第1セル漏

えい液受皿2入口配管合流点と放射性配管分岐第1セル漏えい液受皿2を接続する配管

であり，セル導出経路上の凝縮器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するために使用

する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，蒸気凝縮水が重力流で流れ

ることを考慮して， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器の最大運転温度が

℃であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，発生する凝縮水 m3/hを

回収できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし ㎜とする。 
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名称 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器， 

第 1エジェクタ凝縮器 

～ 

凝縮液分配器( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶凝縮

器，第1エジェクタ凝縮器と凝縮液分配器を接続する配管であり，セル導出経路上の高

レベル廃液濃縮缶凝縮器，第1エジェクタ凝縮器により凝縮された蒸気凝縮水を回収

するために使用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，凝縮水が重力流で流れるこ

とを考慮して， とする。 

本配管の流路として使用する凝縮液シールポットは，凝縮水を考慮して， と

する。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液濃縮缶凝縮

器，第1エジェクタ凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，発生する凝縮水 m3/hを

回収できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし ㎜， ㎜， ㎜，

㎜， ㎜とする。 
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名称 

凝縮液分配器( ) 

～ 

第 1，第 2供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮液分配器と第1，第2供

給槽を接続する配管であり，セル導出経路上の高レベル廃液濃縮缶凝縮器，第1エジェ

クタ凝縮器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するために使用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，凝縮水が重力流で流れるこ

とを考慮して， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液濃縮缶凝縮

器，第1エジェクタ凝縮器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，発生する凝縮水 m3/hを

回収できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし ㎜とする。 
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名称 

弁出口配管分岐点 

～ 

凝縮器入口配管接続口(フランジ)， 

迅速流体継手接続口( )， 

セル導出ユニットフィルタ(  

)，放射性配管分岐第 1セル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，弁出口配管分岐点と凝縮器

入口配管接続口(フランジ)，迅速流体継手接続口，セル導出ユニットフィルタ，放射

性配管分岐第1セルを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同

伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔

槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断すること

で，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使

用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

mm， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器入口配管接続口(フランジ) 

～ 

凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器入口配管接続口(フ

ランジ)と凝縮器を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴

する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽

類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断すること

で，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使

用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器( ) 

～ 

凝縮器出口配管接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器と凝縮器出口配管接

続口(フランジ)を接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴

する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽

類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断すること

で，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使

用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器の出口温度最大 ℃

を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器出口配管接続口(フランジ) 

～ 

凝縮器入口配管接続口(フランジ)， 

迅速流体継手接続口( )， 

セル導出ユニットフィルタ(  

)，放射性配管分岐第 1セル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器出口配管接続口(フ

ランジ)と凝縮器入口配管接続口(フランジ)，迅速流体継手接続口，セル導出ユニット

フィルタ，放射性配管分岐第1セルを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水

素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機

器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路

を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導

出するために使用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器の出口温度最大 ℃

を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

凝縮器入口配管接続口(フランジ)， 

迅速流体継手接続口( )， 

セル導出ユニットフィルタ(  

)，放射性配管分岐第 1セル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と凝縮

器入口配管接続口(フランジ)，迅速流体継手接続口，セル導出ユニットフィルタ，放

射性配管分岐第1セルを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に

同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続す

る塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断する

ことで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するため

に使用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器の出口温度最大 ℃

を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

セル導出ユニットフィルタ( ) 

～ 

凝縮器入口配管接続口(フランジ)， 

迅速流体継手接続口( )， 

セル導出ユニットフィルタ(  

)，放射性配管分岐第 1セル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタ

と凝縮器入口配管接続口(フランジ)，迅速流体継手接続口，セル導出ユニットフィル

タ，放射性配管分岐第1セルを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気

空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接

続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断

することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出する

ために使用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスリリーフポットによ

り制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器の出口温度最大 ℃

を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

145

41165



 

 

 

名称 

凝縮器( ) 

～ 

放射性配管分岐第 1セル漏えい液受皿 2 

入口配管接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器と放射性配管分岐第

1セル漏えい液受皿2入口配管接続口(フランジ)を接続する配管であり，セル導出経路

上の凝縮器により凝縮された蒸気凝縮水を回収するために使用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，凝縮器での凝縮水を考慮し

て， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器の最大運転温度が

℃であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，発生する凝縮水 m3/hを

回収できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし ㎜とする。 
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名称 

放射性配管分岐第 1セル漏えい液受皿 2 

入口配管接続口(フランジ) 

～ 

放射性配管分岐第 1セル漏えい液受皿 2 

入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 
(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，放射性配管分岐第1セル漏

えい液受皿2入口配管接続口(フランジ)と放射性配管分岐第1セル漏えい液受皿2入口

配管合流点を接続する配管であり，セル導出経路上の凝縮器により凝縮された蒸気凝

縮水を回収するために使用する。 
 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，凝縮器での凝縮水を考慮し

て， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器の最大運転温度が

℃であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，発生する凝縮水 m3/hを

回収できるように，重力流で移送する配管の標準外径とし ㎜とする。 
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名 称 
廃ガス洗浄塔入口配管分岐点～廃ガス

ポット( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管(

)分岐点から廃ガスポット( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行す

る放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物

質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ～ であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
廃ガスポット( )～セル開放

部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガスポット( )

からセル開放部までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同

伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流

路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに

導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ～ であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
廃ガス洗浄塔入口配管分岐点～凝縮器

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管分岐

点から凝縮器( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気

空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理

設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気

をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする，設計基準対象の一般圧縮空気系の配管の

最高使用圧力と同じ とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

  

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
排風機入口配管分岐点～弁(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，排風機入口配管分岐点～弁

( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空

気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設

備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気を

セルに導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
弁( )入口配管分岐

点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，弁( )入

口配管分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水

素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガ

ス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

157

41177



名 称 
凝縮器( )～セル導出ユニット

フィルタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器( )からセル

導出ユニットフィルタ( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 凝縮器入口配管分岐点～フランジ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器入口配管(

)分岐点からフランジまでをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素

掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス

処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 フランジ～予備凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，フランジから予備凝縮器

( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴す

る放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を

遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 予備凝縮器( )～フランジ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，予備凝縮器( )から

フランジまでをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する

放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮

断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 フランジ～凝縮器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，フランジから凝縮器入口配

管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する

放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮

断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ 及び放射性配管分岐第１セル( )給

気ダクト入口配管合流点側の配管の使用温度は，沸騰時の蒸気の温度であり，想定さ

れる硝酸の沸点が ～ であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

セル導出ユニットフィルタ(

)～放射性配管分岐第１セル

給気ダクト合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタ

( )から放射性配管分岐第１セル給気ダクト合流点までをつなぐ配管で

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発によ

り「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移

行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

セル導出ユニットフィルタ入口配管分

岐点～セル導出ユニットフィルタ出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタ

入口配管分岐点からセル導出ユニットフィルタ出口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気

相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行

する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

170

41190



       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
セル導出ユニットフィルタ出口配管分

岐点～フランジ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタ

出口配管分岐点～フランジまでをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃

気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処

理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排

気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
フランジ～セル導出ユニットフィルタ

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，フランジ～セル導出ユニッ

トフィルタ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃

気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処

理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排

気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

174

41194



       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

凝縮器( )，迅速流体継手

( )～精製建屋一時貯留処理槽第

１セル 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器( )，迅速流

体継手( )から精製建屋一時貯留処理槽第１セルまでをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」による溶液の沸騰に伴い発生する蒸

気をセルに導出する前に排気経路上の凝縮器，予備凝縮器により凝縮し，発生する凝

縮水は，回収先の漏えい液受皿等に貯蔵するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
予備凝縮器( )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，予備凝縮器( )から

迅速流体継手( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」による溶液の沸騰に伴い発生する蒸気をセルに導出する前に排気経

路上の凝縮器，予備凝縮器により凝縮し，発生する凝縮水は，回収先の漏えい液受皿

等に貯蔵するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
セル導出ラインダクト合流点～放射性

配管分岐第1セル1( )吸気ライン 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管，ダクトは，セル導出ラインダ

クト合流点～放射性配管分岐第1セル1( )吸気ラインをつなぐ配管及びダクトで

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発によ

り「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移

行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管，ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，代替セル排気系の

可搬型排風機の最大静圧が であるため， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管，ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度

が であるため，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管，ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

， ， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
代替換気用 m， m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
3(予備として故障時のバックアップ

を3本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故時に代替換気設備として使用する本ホースは，【内部ループへの通水によ

る冷却】が機能しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰に

伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として設置

する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重力流

にて回収先に移送することから とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮器出

口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に3

本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に3本保管する 
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名称 
凝縮水回収用 m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップ

を2) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故等対処設備としての本ホースは，【内部ループへの通水による冷却】が機能

しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰に伴い発生する蒸

気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として設置する。系統構成

は，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重

力流にて回収先に移送することから とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮

器出口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に2本保管し，予備として故障時のバックアップを2本保管する。 
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名称 代替換気用可搬型ダクト（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
一式(予備として故障時のバックアッ

プを一式) 

【設定根拠】 

(概要)  

・重大事故対処設備 

【代替セル排気系の構築】 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，セルに導出された「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの放射性物質を除去し，主排気筒

を介して放出するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の沸騰により発生する蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれ

のある「放射線分解により発生する水素による爆発」の使用条件も考慮し、可搬型排

風機の性能特性上の最大静圧 MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸

発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合においての環

境を考慮した温度と同じ ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に一

式保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に一式保管する。 
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名 称 
廃ガス洗浄塔入口配管分岐点～廃ガス

ポット( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管(

)分岐点から廃ガスポット( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行す

る放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物

質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ～ であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
廃ガスポット( )～セル開放

部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガスポット( )

からセル開放部までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同

伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流

路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに

導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ～ であることから，これを上回る とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
廃ガス洗浄塔入口配管分岐点～凝縮器

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガス洗浄塔入口配管分岐

点から凝縮器( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気

空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理

設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気

をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする，設計基準対象の一般圧縮空気系の配管の

最高使用圧力と同じ とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

  

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
排風機入口配管分岐点～弁(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，排風機入口配管分岐点～弁

( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空

気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設

備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気を

セルに導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 

 

 

 

 

 

191

41211



外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
弁( )入口配管分岐

点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，弁( )入

口配管分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水

素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガ

ス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

の排気をセルに導出するために設置する配管の境界を形成するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 
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流量 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
凝縮器( )～セル導出ユニット

フィルタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器( )からセル

導出ユニットフィルタ( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性

物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 凝縮器入口配管分岐点～フランジ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器入口配管(

)分岐点からフランジまでをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素

掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス

処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の

排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 フランジ～予備凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，フランジから予備凝縮器

( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴す

る放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を

遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器上流側

は沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ～ であることか

ら，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 予備凝縮器( )～フランジ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，予備凝縮器( )から

フランジまでをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する

放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮

断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
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�
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名 称 フランジ～凝縮器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，フランジから凝縮器入口配

管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する

放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮

断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ 及び放射性配管分岐第１セル( )給

気ダクト入口配管合流点側の配管の使用温度は，沸騰時の蒸気の温度であり，想定さ

れる硝酸の沸点が ～ であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
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D

3600 ∙ C
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名 称 

セル導出ユニットフィルタ(

)～放射性配管分岐第１セル

給気ダクト合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタ

( )から放射性配管分岐第１セル給気ダクト合流点までをつなぐ配管で

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発によ

り「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移

行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
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名 称 

セル導出ユニットフィルタ入口配管分

岐点～セル導出ユニットフィルタ出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタ

入口配管分岐点からセル導出ユニットフィルタ出口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気

相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行

する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
セル導出ユニットフィルタ出口配管分

岐点～フランジ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタ

出口配管分岐点～フランジまでをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃

気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処

理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排

気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
フランジ～セル導出ユニットフィルタ

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，フランジ～セル導出ユニッ

トフィルタ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃

気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処

理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の排

気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスポットにより制限さ

れ最大でも 以下であり， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器，予備凝縮器下流側

は，凝縮器，予備凝縮器出口温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

凝縮器( )，迅速流体継手

( )～精製建屋一時貯留処理槽第

１セル 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器( )，迅速流

体継手( )から精製建屋一時貯留処理槽第１セルまでをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」による溶液の沸騰に伴い発生する蒸

気をセルに導出する前に排気経路上の凝縮器，予備凝縮器により凝縮し，発生する凝

縮水は，回収先の漏えい液受皿等に貯蔵するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
予備凝縮器( )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，予備凝縮器( )から

迅速流体継手( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」による溶液の沸騰に伴い発生する蒸気をセルに導出する前に排気経

路上の凝縮器，予備凝縮器により凝縮し，発生する凝縮水は，回収先の漏えい液受皿

等に貯蔵するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これと同等の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2
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E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
セル導出ラインダクト合流点～放射性

配管分岐第1セル1( )吸気ライン 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管，ダクトは，セル導出ラインダ

クト合流点～放射性配管分岐第1セル1( )吸気ラインをつなぐ配管及びダクトで

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の

気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発によ

り「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移

行する放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管，ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，代替セル排気系の

可搬型排風機の最大静圧が であるため， とする。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発が発生した際の気相部の瞬間圧力

を考慮し， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管，ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度

が であるため，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管，ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

， ， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊1：標準流速を超えるが，超過は部分的であり最高使用圧力等への 

      影響は小さいため問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 代替換気用可搬型ダクト（ ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
一式(予備として故障時のバックアッ

プを一式) 

【設定根拠】 

(概要)  

・重大事故対処設備 

【代替セル排気系の構築】 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，セルに導出された「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの放射性物質を除去し，主排気筒

を介して放出するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の沸騰により発生する蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれ

のある「放射線分解により発生する水素による爆発」の使用条件も考慮し、可搬型排

風機の性能特性上の最大静圧 MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸

発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合においての環

境を考慮した温度と同じ ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に一

式保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に一式保管する。 
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名称 
弁( )～第 1排風機入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，塔槽類廃ガス処理設

備を負圧に維持する第１排風機の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1廃ガス洗浄塔の

最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 

(3) 外径の設定根拠

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルへ導出す

るための隔離弁( )までの流路であり，セルへ導出するための流路で

はないため標準流速は考慮しない。外径については， mm とする。 
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名称 
第 1排風機入口配管分岐点～凝縮器

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
凝縮器入口配管分岐点～予備凝縮器入口

ライン上流側接続口

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
予備凝縮器入口ライン下流側接続口～予

備凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ ℃と

する。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
凝縮器( )～セル導出ユニット 

フィルタ( )

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器出口の最大運転温度

が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
予備凝縮器( )～予備凝縮器出口

ライン上流側接続口

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，予備凝縮器出口の最大運転

温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
予備凝縮器出口ライン下流側接続口～弁

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，予備凝縮器出口の最大運転

温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～凝縮器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器使用時においては「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び

一時貯槽と同じ ℃とする。予備凝縮器使用時には出口の最大運転温度が ℃であ

るため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

セル導出ユニットフィルタ入口配管分岐

点～セル導出ユニットフィルタ出口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮器出口

の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

セル導出ユニットフィルタ(

)～硝酸プルトニウム貯槽セル給

気ダクト接続口 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の気

相部と同じ MPa とする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生時

の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮器出口

の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
凝縮器( ),迅速流体継手(

)～迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器へ通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重力流に

て回収先に移送することから とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮器出口

の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
予備凝縮器( )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器へ通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重力流に

て回収先に移送することから とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，予備凝縮器出口の最大運転

温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

フランジ～凝縮廃液受槽セル漏えい液受

皿( ),凝縮廃液貯槽セル漏

えい液受皿( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器へ通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重力流に

て回収先に移送することから とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮器出口

の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm

とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

241

41261



名称 
硝酸プルトニウム貯槽セル給気ダクト接

続口～硝酸プルトニウム貯槽セル( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用するダクトは，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型排風機の最大

静圧が であるため， とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，ダクトが敷設される

エリア内の最高温度が ℃であるため， ℃とする。

(3) 外径の設定根拠

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

, とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C =
(A1− 2･B)

1000
･

(A2− 2･B)
1000

E =
D

3600 ∙ C
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名称 代替換気用 0.25m 可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2(予備として故障時のバックアップを 2本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ

放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

また，「放射線分解により発生する水素による爆発」が発生すると，水素爆発によっ

て発生する飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行し，

大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質をセルに導

出し，大気中へ放出される放射性物質を低減するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽の

気相部と同じ MPaとする。また、放射線分解により発生する水素による爆発発生

時の気相部の瞬間圧力は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する硝酸プルトニウム貯槽，混合槽及び一時貯槽と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，予備凝縮器上流側におい

ては「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する硝酸プルトニウム貯槽，混

合槽及び一時貯槽と同じ ℃とする。なお，予備凝縮器下流側においては出口の最

高使用温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に 2

本保管し，予備として故障時のバックアップ用を建屋外に 2本保管する。 
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名称 代替換気用 4ｍ可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 10(予備として故障時のバックアップを 10本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器へ通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，発生する凝縮水を重力流

にて回収先に移送することから とする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器又は予備凝縮器出

口の最大運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に 22

本(凝縮水回収用 10本に予備 1本，更に同数を 1セット) 保管し，予備として故障時

のバックアップを建屋外に 10本保管する。 
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名称 代替換気用 2ｍ可搬型ダクト 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 25(予備として故障時のバックアップを 25本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本ダクトは，セルに導出された「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器からの放射性物質を除去し，主排気筒を介し

て放出するために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

可搬型排風機の使用圧力は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の沸騰により発生す

る蒸気による湿度の上昇，及び同時に発生するおそれのある「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の使用条件も考慮し、可搬型排風機の性能特性上の最大静圧

MPaとする。 

(2)最高使用温度の設定根拠

可搬型排風機を重大事故等に使用する場合の温度は，冷却機能の喪失による蒸発乾

固及び放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合においての環境を考

慮した温度と同じ ℃とする。 

(3)個数の設定根拠

本ダクトを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に 25

本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に 25本保管する。 
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名称 
高レベル廃液共用貯槽( )出口配管分岐点～

建屋換気ダクト入口配管分岐点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽出口配

管分岐点から建屋換気ダクト入口配管分岐点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器からの蒸気及び水素掃気用空気をセルへ導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mm，  mmとする。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
廃ガスシールポット（ )～塔槽類廃ガス

処理第1セル（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，廃ガスシールポットから塔槽

類廃ガス処理第1セルをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生時に系統内の圧力が万一上昇した場合

に，廃ガスシールポットを介して系内の蒸気をセル内に排気するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，大気開放のため とす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は重大事故等時において蒸気の流れはない。
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名称 
高レベル廃液共用貯槽( )出口配管分岐点～

廃ガスシールポット（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽出口配

管分岐点から廃ガスシールポットをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生時に系統内の圧力が万一

上昇した場合に，廃ガスシールポットを介して系内の蒸気をセル内に排気するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は重大事故等時において蒸気の流れはない。
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名称 
建屋換気ダクト入口配管分岐点～凝縮器（

） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，建屋換気ダクト入口配管分岐

点から凝縮器をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気及び水素掃気用空

気を凝縮器へ導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

 mmとする。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 凝縮器（ ）～気液分離器（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器から気液分離器をつな

ぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気を凝縮器で凝縮し，凝縮後の空気を気

液分離器へ導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器出口の空気の温度が

以下であることから とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

253

41273



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

254
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名称 
凝縮器( )入口配管分岐点～予備凝縮器(

)入口配管接続口(フランジ)

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器入口配管分岐点から予

備凝縮器入口配管接続口(フランジ)をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの

蒸気及び水素掃気用空気を予備凝縮器へ導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

255
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
予備凝縮器( )出口配管接続口(フランジ)～

気液分離器( )入口配管合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，予備凝縮器出口配管接続口

(フランジ)から気液分離器入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

からの蒸気を予備凝縮器で凝縮し，凝縮後の空気を気液分離器へ導出するために設置す

る。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポット(

)により制限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，予備凝縮器( )出口の

空気の温度が 以下であることから とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

257
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
気液分離器（ ）～セル導出ユニットフィ

ルタ（ ）

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，気液分離器からセル導出ユニ

ットフィルタをつなぐ配管であり，「「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器からの蒸気を凝縮器で凝縮

し，凝縮後の空気をセル導出ユニットフィルタへ導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器の使用温度と同

じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

259

41279



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
凝縮器( )入口配管分岐点～迅速流体継手接

続口（ ） 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，凝縮器入口配管分岐点から迅

速流体継手接続口をつなぐ配管であり，貯槽が沸騰開始する前に水素掃気量を計測する

ために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

261

41281



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口（ ）～凝縮器(

)入口配管合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から凝縮

器入口配管合流点をつなぐ配管であり，貯槽が沸騰開始する前に水素掃気量を計測する

ために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

263

41283



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

264
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名称 

セル導出ユニットフィルタ（ ）～放射

性配管分岐セル（ ）出口ダクト合流点

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，セル導出ユニットフィルタか

ら放射性配管分岐セル出口ダクト合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器か

らの蒸気を凝縮器で凝縮し，凝縮後の空気をセルへ導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器と同じ とす

る。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替換気設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

265

41285



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

266

41286



名称 
気液分離器（ ）～供給槽第2セル除染配

管合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，気液分離器から供給槽第2セ

ル除染配管合流点をつなぐ配管であり，重大事故等時に発生する凝縮器及び予備凝縮器

からの凝縮水を気液分離器から供給槽第2セルに排水するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器（の使用温度と

同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故時に使用する場合の外径は，発生する凝縮水 をセルに導

出できるように，重力流で移送する配管の標準外径から mm，  mmとする。 

267

41287



名称 
弁( )～排風機（ ）入

口配管合流点 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，弁から排風機入口配管合流点

をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する貯槽からの

蒸気をセルへ導出するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液共用貯槽の使用

温度と同じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管は重大事故等時において蒸気の流れはない。
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名称 
供給槽第2セル除染配管合流点～供給槽第2セル(

) 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，供給槽第2セル除染配管合流

点から供給槽第2セルをつなぐ配管であり，重大事故等時に発生する凝縮器及び予備凝

縮器からの凝縮水を気液分離器から供給槽第2セルに排水するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，廃ガスシールポットにより制

限され，最大でも であるため， とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，気液分離器の使用温度と同

じ とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，発生する凝縮水 を

セルへ導出できるように，重力流で移送する配管の標準外径から mmとする。
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名称 
セル導出 250A 

可搬型配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
1(予備として故障時のバックアップ

を1本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故等対処設備としての本配管は，【内部ループへの通水による冷却】が機能し

なかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰に伴い発生する蒸気

を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として設置する。系統構成は，

凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも 以下であり， とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る

とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に

1本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に1本保管する 
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名称 
セル導出 400A 

可搬型配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
1(予備として故障時のバックアップ

を1本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故等対処設備としての本配管は，【内部ループへの通水による冷却】が機能し

なかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器へ通水することで，沸騰に伴い発生する蒸気

を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として設置する。系統構成は，

凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，廃ガス洗浄塔シールポ

ットにより制限され最大でも 以下であり， とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度で

あり，想定される硝酸の沸点が であることから，これを上回る

とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に

1本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に1本保管する 

 

 

 

271

41291



 

名称 排気用 可搬型ダクト 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
41(予備として故障時のバックアップ

を41本) 

【設定根拠】 

(概要)  

・重大事故対処設備 

【代替セル排気系の構築】 

重大事故等対処設備としての本ダクトは，セルに導出された「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気用空気に同

伴する放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出するために設置する。系統構成

は，ダクト・ダンパ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，

「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型ダク

ト，可搬型フィルタ及び可搬型排風機で構成する。 

 

(1) 個数の設定根拠 

本ダクトを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に41本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に41本保管する。 
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Ⅵ－１－１－３－３－１－６ 

廃ガス貯留設備 
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 (1) 容器 
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名称 
廃ガス貯留槽 

 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 - 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

廃ガス貯留槽は，重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮定する機器に

おいて臨界事故が発生した場合に，発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気

中への放射性物質の放出量を低減するために設置する。 

系統構成は，隔離弁，空気圧縮機，逆止弁，廃ガス貯留槽及び主配管・弁で構成

する。 

 

1. 容量の設定根拠 

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽の容量は，臨界事故の発生の検知を起点として約

10分で未臨界に移行した後に，臨界事故の発生を基点として約1時間にわたって廃ガ

ス処理設備から流入する放射性物質を含む気体を貯留できるよう，必要な容量を確

保する。 

具体的には，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から臨界事故後に流入する非凝縮

性ガス流量として，水素掃気用空気，計装用空気，プロセス上必要な空気及び臨界

事故により発生する放射線分解水素の掃気対策で供給する空気を考慮し， m3/h 

[normal]を未臨界への移行後1時間貯留可能な容量とする。廃ガス貯留設備は，廃ガ

ス貯留槽の圧力が MPaとなったことを確認して運転を停止することから，廃ガス

貯留槽の必要容量は以下となる。 

廃ガス貯留槽の必要容量 

＝ ＝約 m3 

 

一方，放射性物質を廃ガス貯留槽へ導出する空気圧縮機は m3/h[normal]の容量を

有しており，また，運転温度の変化として保守側に廃ガス貯留設備の設置室(セル外)

の最大環境温度 ℃の場合を考慮すると以下となる。 
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廃ガス貯留槽の必要容量 

＝  

＝約 m3 

 

以上より，1個あたりの容量は，予備も考慮して約 m3を3個で確保することと

し， m3/個以上とする。公称値は要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

廃ガス貯留槽を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は空気圧縮機の吐

出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

廃ガス貯留槽を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は想定される運転

温度を考慮して設定する。 

臨界事故で発生した放射性物質を含む気体は，せん断・溶解廃ガス処理設備の凝

縮器及びNOX吸収塔にて冷却され ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度

が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

廃ガス貯留槽の個数は，必要容量確保するため3個とする。また，定期検査時の隔

離も考慮し，1個を予備として設置し，合計4個設置する。 
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名 称 
廃ガス貯留槽 

( ) 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 13 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する廃ガス貯留槽は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合に，発生した放射性物質を含む気

体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために設置する。 

系統構成は，主要弁，空気圧縮機，廃ガス貯留槽及び主配管・弁で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

  廃ガス貯留槽を重大事故等時に使用する場合の廃ガス貯留槽の容量は，臨界事故

及び「有機溶媒等による火災又は爆発」においてそれぞれ以下の通りとする。 

 

臨界事故の発生の検知を起点として約 分で未臨界に移行した後に，臨界事故の

発生を起点として約 時間にわたって廃ガス処理設備から流入する放射性物質を含む

気体を貯留できるよう，必要な容量を確保する。 

   具体的には，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系(プルトニウム

系)から臨界事故後に流入する非凝縮性ガス流量として，水素掃気用空気，計装用

空気，プロセス上必要な空気及び臨界事故によりより発生する空気を考慮し， ｍ

3/h［normal］を未臨界への移行後 時間貯留可能な容量とする。廃ガス貯留設備

は，廃ガス貯留槽の圧力が MPaとなったことを確認して運転を停止することか

ら，廃ガス貯留槽の必要容量は以下となる。 

  廃ガス貯留槽の必要容量 

＝ ＝約 ｍ3 

 

有機溶媒等による火災又は爆発の発生の検知を起点として，臨界事故の発生を起

点として約 時間にわたって廃ガス処理設備から流入する放射性物質を含む気体を貯

留できるよう，必要な容量を確保する。 

   具体的には，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系(プルトニウム

系)から臨界事故後に流入する非凝縮性ガス流量として，水素掃気用空気，計装用
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空気，プロセス上必要な空気を考慮し， ｍ3/h［normal］を未臨界への移行後1時

間貯留可能な容量とする。廃ガス貯留設備は，廃ガス貯留槽の圧力が MPaとなっ

たことを確認して運転を停止することから，廃ガス貯留槽の必要容量は以下とな

る。 

  廃ガス貯留槽の必要容量 

＝ ＝約 ｍ3 

 

一方，放射性物質を廃ガス貯留槽へ導出する空気圧縮機は m3/h[normal]の容量を有

しており，また，運転温度の変化として保守側に廃ガス貯留設備の設置室(セル外)の最

大環境温度 ℃の場合を考慮すると以下となる。 

 

以上より，1個あたりの容量は，予備も考慮して約 m3を11個で確保することと 

し， m3/個以上とする。公称値は要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

廃ガス貯留槽を重大事故等時に使用する場合の最高使用圧力は空気圧縮機の吐出

圧力 MPaを上回る MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

廃ガス貯留槽を重大事故等時に使用する場合の最高使用温度は想定される運転温

度を考慮して設定する。 

臨界事故で発生した放射性物質を含む気体は，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽

類廃ガス処理系(プルトニウム系)の凝縮器，よう素フィルタ冷却器にて冷却され ℃

以下となり，設置室(セル外)の最大環境温度が ℃であるため，これを上回る ℃と

する。 

 

4. 個数の設定根拠 

廃ガス貯留槽を重大事故等時において使用する場合の個数は，「臨界事故」及び

「有機溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合に，発生した放射性物質を含む気

体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要容量を確保するた

めに必要な個数として13個使用する。 
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(2) 圧縮機 
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名称 
空気圧縮機 

 

容量 
m3/h/個 

[normal] 

 

 

吐出圧力 MPa 
 

 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

空気圧縮機は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合

に，発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減

するため，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽へ放射性物質を含む気体を導出するために

設置する。 

系統構成は，廃ガス貯留設備の隔離弁，空気圧縮機，逆止弁，廃ガス貯留槽及び配

管・弁等で構成する。 

1. 定格容量

空気圧縮機の必要容量は，臨界事故が発生した場合にせん断処理・溶解廃ガス処理

設備から流入する非凝縮性ガス流量として，水素掃気用空気，計装用空気，プロセス

上必要な空気及び臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気対策で供給する空

気の導出に必要な m3/h[normal]を上回る m3/h/個[normal]以上とする。 

公称値は要求される容量を上回る m3/h/個[normal]とする。 

2. 吐出圧力

臨界事故時における放射性物質を含む気体の貯留運転は，臨界事故の発生の検知を

起点として約 10 分で未臨界に移行した後に，臨界事故の発生を基点として約 1 時間

にわたって放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽へ導出し，廃ガス貯留槽の圧力が

MPa となったことで貯留完了と判断して運転員の手動操作により終了する。 

空気圧縮機の必要な吐出圧力は， MPa を上回る MPa 以上とする。公称値は要

求される吐出圧力を上回る MPa とする。 

3. 個数

空気圧縮機は，必要な性能を有するものを 1個，故障及び保守点検による待機除外

時のバックアップ用として予備を 1個設置し，合計 2個とする。 
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名称 
空気圧縮機 

( ) 

容量 
m3/h/個

[normal] 
 

吐出圧力 MPa  

個  数 － 2(予備 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する空気圧縮機は，「臨界事故」及び「有

機溶媒等による火災又は爆発」で発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への

放射性物質の放出量を低減するため，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽へ放射性物質を

含む気体を導出するために設置する。 

系統構成は，主要弁，空気圧縮機，廃ガス貯留槽及び配管・弁等で構成する。 

 

1. 定格容量 

空気圧縮機を重大事故等時において使用する場合の容量は，臨界事故が発生した場

合に精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系(プルトニウム系)から流入す

る非凝縮性ガス流量として，水素掃気用空気，計装用空気，プロセス上必要な空気及び

臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気対策で供給する空気の導出に必要な

m3/h[normal]を空気圧縮機 2個で満足できる m3/h/個[normal]以上とする。 

公称値は要求される容量と同じ m3/h/個[normal]とする。 

 

2. 吐出圧力 

空気圧縮機を重大事故等時において使用する場合の吐出圧力は，臨界事故時におけ

る放射性物質を含む気体の貯留運転において，臨界事故の発生の検知を起点として約

分で未臨界に移行した後に，臨界事故の発生を基点として約 時間にわたって放射

性物質を含む気体を廃ガス貯留槽へ導出，有機溶媒等による火災又は爆発の発生の検

知を起点として，臨界事故の発生を起点として約 時間にわたって放射性物質を含む

気体を廃ガス貯留槽へ導出できるよう，必要な容量を確保する。 

廃ガス貯留槽の圧力が MPaとなったことで貯留完了と判断して運転員の手動操作

により終了する。 

空気圧縮機の必要な吐出圧力は， MPaを上回る MPa以上とする。公称値は要求

される吐出圧力と同じ MPaとする。 

 

3. 個数 
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空気圧縮機を重大事故等時において使用する場合の個数は，「臨界事故」及び「有機

溶媒等による火災又は爆発」で発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放

射性物質の放出量を低減するために必要な個数として 2個（予備 1個）使用する。 
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(3) 主要弁
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名称 
主要弁 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 ― 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

主要弁 は，重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮

定する機器において臨界事故が発生した場合に，臨界事故が発生した機器から廃ガス

貯留設備への放射性物質の導出経路を形成するために設置する。 

系統構成は，主要弁 ，空気圧縮機，逆止弁，廃ガス貯留槽及

び主配管・弁で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

主要弁 は，機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため

最高使用圧力を設定しないが，主要弁 の閉止状態で空気圧縮

機が起動した場合の真空状態を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ MPa と

する。 

2. 最高使用温度の設定根拠

主要弁 を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮

器及び NOx 吸収塔の出口温度は ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度

℃を上回る ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

主要弁 は，重大事故等対処設備としてせん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備から廃ガス貯留設備への放射性物質の導出を確実に実施するため多重化

し，せん断処理・溶解廃ガス処理設備 1系列あたり 2個設置し，合計 4個設置する。 
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名称 
主要弁 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 ― 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

主要弁 は，重大事故等対処設備として，臨界事故の発生を仮

定する機器において臨界事故が発生した場合に，臨界事故が発生した機器から廃ガス

貯留設備への放射性物質の導出経路を形成するために，空気圧縮機の入口に設置す

る。 

系統構成は，主要弁 ，空気圧縮機，逆止弁，廃ガス貯留槽及

び主配管・弁で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁 は，機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため

最高使用圧力を設定しないが，主要弁 の閉止状態で空気圧縮

機が起動した場合の真空状態を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ MPa と

する。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁 を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮

器及び NOx 吸収塔の出口温度は ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度

℃を上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁 は，重大事故等対処設備としてせん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備から廃ガス貯留設備への放射性物質の導出に際し起動する空気圧縮機1個

あたり 1個設置し，合計 2個設置する。 
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名称 
主要弁 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 − 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

主要弁 は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生し

廃ガス貯留設備が起動した場合に，廃ガス貯留設備へ導出した放射性物質を含む気体

が空気圧縮機停止後にせん断処理・溶解廃ガス処理設備へ逆流することを防止するた

めに設置する。 

系統構成は，空気圧縮機，主要弁 ，廃ガス貯留槽及び主配管・弁で構

成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁 は，機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため最高使用圧

力を設定しないが，空気圧縮機の吐出圧力 MPa を考慮し，接続配管の最高使用圧

力と同じ MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁 を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，空気圧縮

機停止後に廃ガス貯留槽に貯留している放射性物質を含む気体のバウンダリを構成す

るため，廃ガス貯留槽と同様に ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁 は廃ガス貯留槽のバウンダリを構成するため，廃ガス貯留槽入

口配管のヘッダ部に設置し，1個とする。 
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名称 
主要弁  

 

最高使用圧力 kPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 6 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  主要弁 は，設計基準対象の施設とし

て，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する

廃ガスの処理設備を構成するものであり，廃ガスを処理設備に導くための流路として

使用する。 

 

・重大事故等対処設備 

主要弁 は，臨界事故の拡大を防止す

る設備であり，臨界事故により気相中に移行した放射性物質の大気中への放出流路を

遮断するために設置する。 

本主要弁は，重大事故時においては自動で閉止し，復旧時には遠隔手動操作にて開

とする設計とする。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨界事故が発生した機器内

に残留している放射性物質を，せん断処理・溶解廃ガス処理設備から主排気筒を介し

て，大気中へ放出する流路として使用する。 

系統構成は，主要弁，ミストフィルタ，廃ガス加熱器，第1高性能粒子フィルタ， 

 第1よう素フィルタ，第2よう素フィルタ，第2高性能粒子フィルタ，廃ガス冷却器， 

排風機，配管・弁等で構成する。 

 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する主要弁  

の最高使用圧力は，排風機 の吸込圧力が kPaであるた

め，これを上回る kPaとする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として使用

する場合と同じ kPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する主要弁  
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の最高使用温度は，NOx吸収塔 の最高使用温度と同じ ℃とす

る。 

重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故が発生した機器から廃

ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する主要弁  

は，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発

生する廃ガスを処理設備に導くための流路として6個を設置する。 

重大事故等対処設備として使用する場合は，臨界事故により気相中に移行した放射

性物質の大気中への放出流路を遮断するために，設計基準対象の施設と同様に6個とす

る。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する主要弁は，重大事故等対処設備とし

て，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合に，臨界事故が発

生した機器から廃ガス貯留設備への放射性物質の導出経路を形成するために設置す

る。 

系統構成は，主要弁，空気圧縮機，逆止弁，廃ガス貯留槽及び主配管・弁で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，機能及び構造上の

耐圧機能を必要としないため最高使用圧力を設定しないが，主要弁の閉止状態で空気

圧縮機が起動した場合の真空状態を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ MPa

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，凝縮器，よう素フィ

ルタ冷却器にて冷却され ℃以下となり，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回

る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合は，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔

槽類廃ガス処理系(プルトニウム系)から廃ガス貯留設備への放射性物質の導出を確実

に実施するため多重化し，廃ガス貯留設備 1系列あたり 2個設置する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する主要弁は，臨界事故の発生を仮定す

る機器において臨界事故が発生し廃ガス貯留設備が起動した場合に，廃ガス貯留設備

へ導出した放射性物質を含む気体が空気圧縮機停止後にせ精製建屋塔槽類廃ガス処理

設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）へ逆流することを防止するために設置す

る。 

系統構成は，空気圧縮機，主要弁，廃ガス貯留槽及び主配管・弁で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，機能及び構造上の

耐圧機能を必要としないため最高使用圧力を設定しないが，空気圧縮機の吐出圧力

MPa を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，空気圧縮機停止後

に廃ガス貯留槽に貯留している放射性物質を含む気体のバウンダリを構成するため，

廃ガス貯留槽と同様に ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合は廃ガス貯留槽のバウンダリを構

成するため，廃ガス貯留槽入口配管のヘッダ部に 1個設置する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する主要弁は，「臨界事故」及び「有機溶

媒等による火災又は爆発」の発生により気相中に移行した放射性物質の建屋内への放

出経路を遮断するために設置する。 

本主要弁は，重大事故時においては自動で閉止し，復旧時には遠隔手動操作にて開と

する設計とする。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，「臨界事故」及び「有機溶

媒等による火災又は爆発」が発生した機器内に残留している放射性物質を，精製建屋

塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系(プルトニウム系)から主排気筒を介して，

大気中へ放出するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，主要弁，排風機，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋塔

槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災又は爆発」の発

生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，設計基準対象の施

設として使用する排風機の吸込圧力が MPa(外圧)であるため，それを上回る

MPa(外圧)とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，臨界事故が発生し

た機器から廃ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，「臨界事故」及び「有機溶媒

等による火災又は爆発」により気相中に移行した放射性物質の大気中への放出流路を

遮断するために必要な個数として，1個使用する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する主要弁は，「臨界事故」及び「有機溶

媒等による火災又は爆発」の発生により気相中に移行した放射性物質の建屋内への放

出経路を遮断するために設置する。 

本主要弁は，重大事故時においては自動で閉止し，復旧時には遠隔手動操作にて開と

する設計とする。 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，「臨界事故」及び「有機溶媒

等による火災又は爆発」が発生した機器内に残留している放射性物質を，精製建屋塔槽

類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系(プルトニウム系)から主排気筒を介して，大気

中へ放出するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，主要弁，排風機，設計基準対象の施設と兼用する精製建屋塔

槽類廃ガス処理設備の一部，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災又は爆発」の発

生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，設計基準対象の施

設として使用する排風機の吸込圧力が MPa(外圧)であるため，それを上回る

MPa(外圧)とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，臨界事故が発生し

た機器から廃ガス貯留設備の空気圧縮機までの系統の使用温度と同じ ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，「臨界事故」及び「有機溶媒

等による火災又は爆発」により気相中に移行した放射性物質の大気中への放出流路を

遮断するために必要な個数として，1個使用する。 
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(4) 安全弁及び逃がし弁 
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名称 
安全弁 

 

個数 － 4 

吹出圧力 MPa  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

安全弁 は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故

が発生し廃ガス貯留設備が起動した場合において，廃ガス貯留槽の圧力が重大事故等

時における使用圧力となった場合に開動作し，廃ガス貯留槽を最高使用圧力以下に維

持するために設置する。 

 

1. 吹出圧力の設定根拠 

安全弁 の吹出圧力は，廃ガス貯留槽の最高使用圧力と同じ

MPa とする。 

 

2. 個数の設定根拠 

安全弁 は廃ガス貯留槽 1 個につき 1 個設置し，合計 4 個と

する。 

 

22

41314



名称 

安全弁 

(  

 

) 

吐出圧力 MPa  

個数 個 13 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する安全弁は，臨界事故の発生を仮定す

る機器において臨界事故が発生し廃ガス貯留設備が起動した場合において，廃ガス貯

留槽の圧力が重大事故等時における使用圧力となった場合に開動作し，廃ガス貯留槽

を最高使用圧力以下に維持するために設置する。 

 

1. 吹出圧力の設定根拠 

安全弁を重大事故等時において使用する場合の吹出圧力は，作動圧力の誤差を考慮

し， MPaとする。 

 

2. 個数の設定根拠 

安全弁を重大事故等時において使用する場合は廃ガス貯留槽 1個につき 1個設置し，

合計 13個とする。 
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(5) 主配管 
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名称 

NOx吸収塔出口配管

 

～ 

空気圧縮機入口配管

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，NOx吸収塔出口配管 から空気圧縮機入口配管

までを接続する配管であり，臨界事故で発生する放射性物質を

含む気体を廃ガス貯留槽へ導き貯留することで，放射性物質の大気中への放出量を低

減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，

最大でも kPaであ

り とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器及びNOx吸収塔の

出口温度は ℃以下となるが，セル内の温度は空調による温度制御により最大 ℃で

制御されるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を臨界において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質を含む気 

体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

空気圧縮機入口配管

 

～ 

弁

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，空気圧縮機入口配管 から弁

までを接続する配管であり，臨界事故で発生する放射性物質を含む気

体を廃ガス貯留槽へ導き貯留することで，放射性物質の大気中への放出量を低減する

ために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，

最大でも kPaで

あり とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器及びNOx吸収塔の

出口温度は ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度が ℃であるため，これ

を上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を臨界において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質を含む

気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

弁

 

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，弁 から弁 まで

を接続する配管であり，臨界事故で発生する放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽へ

導き貯留することで，放射性物質の大気中への放出量を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，弁

が閉止した状態で空気圧縮機が起動し締切り運転となった場合を考慮

し， MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器及びNOx吸収塔の

出口温度は ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度が ℃であるため，これ

を上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を臨界において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質を含む気

体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

弁  

～ 

空気圧縮機  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，弁 から空気圧縮機 までを接続する

配管であり，臨界事故で発生する放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽へ導き貯留す

ることで，放射性物質の大気中への放出量を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，弁

が閉止した状態で空気圧縮機が起動し締切り運転となった場合を考慮し， MPa

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器及びNOx吸収塔の

出口温度は ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度が ℃であるため，これ

を上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を臨界において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質を含む気

体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

空気圧縮機  

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，空気圧縮機 から弁 までを接続する配管で

あり，臨界事故で発生する放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽へ導き貯留すること

で，放射性物質の大気中への放出量を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は、空気圧縮機の吐出圧力

MPaを上回るし MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器及びNOx吸収塔の

出口温度は ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度が ℃であるため，これ

を上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を臨界において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質を含む気

体の導出のため，標準流速を目安に選定する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

弁  

～ 

廃ガス貯留槽

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

・重大事故等対処設備 

本配管は，弁 から廃ガス貯留槽 までを接

続する配管であり，臨界事故で発生する放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽へ導き

貯留することで，放射性物質の大気中への放出量を低減するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は、空気圧縮機の吐出圧力

MPaを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器及びNOx吸収塔の

出口温度は ℃以下となるが，設置室(セル外)の最大環境温度が ℃であるため，これ

を上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を臨界において使用する場合の外径は，臨界で発生する放射性物質を含む

気体の導出のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
排風機入口配管分岐点～空気圧縮機

( ) 

最高使用圧力 MPa 

 

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，排風機入口配管分岐点か

ら空気圧縮機( )までをつなぐ配管であり，「臨界事故」及び「有機

溶媒等による火災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を

貯留するため，廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に

放射性物質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必

要な重大事故等対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，空気圧縮機の吸込圧力，吐

出圧力を考慮し とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
空気圧縮機( )～廃ガ

ス貯留槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，弁( )から主要

弁( )までをつなぐ配管であり，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災

又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を貯留するため，廃

ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に放射性物質を含む

気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な重大事故等対

処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，空気圧縮機の使用圧力を考

慮し とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する配管の最高使用温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 弁( )～主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，弁( )から主要

弁( )までをつなぐ配管であり，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火災

又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を貯留するため，廃

ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に放射性物質を含む

気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な重大事故等対

処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，水蒸気の温度は臨界事故時

の溶液の温度 を超えないことから，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
弁( )～主要弁(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に廃ガス貯留設備として使用する本配管は，弁( )から主要

弁( )までをつなぐ配管であり，「臨界事故」及び「有機溶媒等による火

災又は爆発」が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物質を貯留するため，

廃ガス貯留槽への経路を確立し，空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に放射性物質を含

む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な重大事故等

対処設備として廃ガスを移送するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設の通常

運転時圧力と比較した上昇割合が であり，通常運転時の圧力は

であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，水蒸気の温度は臨界事故時

の溶液の温度 を超えないことから，これと同等の とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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高レベル廃液処理設備 
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高レベル廃液濃縮設備 
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Ⅵ－１－１－３－３－２－１－１ 

－１ 

高レベル廃液濃縮設備 
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(1) 容器

1
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（１）容器

名称 
高レベル廃液供給槽 

( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 
本体 MPa 

コイル部 MPa 

最高使用温度 
本体 ℃ 

コイル部 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

高レベル廃液供給槽は，設計基準対象の施設として分離施設の分離設備から発生す

る抽出廃液，気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃液

等を受け入れるために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する高レベル廃液供給槽は，以下の機

能を有する。 

高レベル廃液供給槽は，内包する溶液による蒸発乾固の発生を未然に防止するた

め，安全冷却水系の内部ループ，冷却コイルに冷却水を通水するために使用する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，

内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器で構成する。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する高レベル廃液供給槽は，以下の機能を

有する。 

高レベル廃液供給槽は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類

廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出する

ために流路として使用する。 

2
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系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液供給槽の容量は，分離施設の分離

設備から発生する抽出廃液，気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス

処理設備の廃液等による高レベル廃液の発生量 m3を上回る容量として m3以上と

する。 

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 

重大事故等において使用する高レベル廃液供給槽の容量は，設計基準対象の施設と

同様に， m3以上とする。 

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 高レベル廃液供給槽の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液供給槽の本体の最高使用圧力

は，高レベル廃液供給槽が塔槽類廃ガス処理設備に接続されていることから

とする。 

高レベル廃液供給槽の本体を重大事故等において使用する場合の圧力は，

高レベル廃液を考慮して， とする。 

 

2.2 高レベル廃液供給槽のコイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液供給槽のコイル部の最高使用圧

力は，高レベル廃液供給槽のコイル部の通常運転圧力が MPaであるため，これを

上回る圧力として MPaとする。 

高レベル廃液供給槽のコイル部を重大事故等において使用する場合の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る

MPa とする。 
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3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 高レベル廃液供給槽の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液供給槽の本体の最高使用温度

は，高レベル廃液供給槽の本体の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温

度として ℃とする。 

高レベル廃液供給槽の本体を重大事故等において使用する場合の温度は，沸騰時

の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これ

を上回る ℃とする。 

 

3.2 高レベル廃液供給槽のコイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液供給槽のコイル部の最高使用温

度は，高レベル廃液供給槽のコイル部の通常運転温度が ℃であるため，これを上

回る温度として ℃とする。 

高レベル廃液供給槽のコイル部を重大事故等において使用する場合の温度は，沸

騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，

これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設としての高レベル廃液供給槽の伝熱面積の設定根拠について

は，再処理施設に関する設計及び工事の方法の認可申請書 第６回申請(六再事発第61

号 平成９年９月22日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計

及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-８ 崩壊熱除去に関する説

明書」による。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 
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高レベル廃液供給槽における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果

(表1，表2)から，冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕

を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温

度として， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果 (内部ループへの通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
高レベル廃液 

供給槽(コイル) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果 (冷却コイル等への通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
高レベル廃液 

供給槽(コイル) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には6本あるコイルのうちいずれか1本のみ使用 
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5. 個数の設定根拠 

高レベル廃液供給槽は，設計基準対象の施設として分離施設の分離設備から発生す

る抽出廃液，気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃液

等を受け入れるために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時において使用する高レベル廃液供給槽は，設計基準対象の施設として

1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
高レベル廃液濃縮缶 

( ) 

容量 m3/個  

最高使用圧力 

本体 MPa 
 

 

コイル部 MPa 

加熱運転時：  

   /  

冷却運転時：  

 

最高使用温度 
本体 ℃  

コイル部 ℃  

伝熱面積 加熱・冷却ｺｲﾙ部 m2/個 
 

 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

高レベル廃液濃縮缶は，設計基準対象の施設として分離施設の分離設備から発生す

る抽出廃液，気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃液

等を蒸発・濃縮するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する高レベル廃液濃縮缶は，以下の機

能を有する。 

高レベル廃液濃縮缶は，内包する溶液による蒸発乾固の発生を未然に防止するた

め，安全冷却水系の内部ループ，冷却コイルに冷却水を通水するために使用する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，

内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器で構成する。 
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重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する高レベル廃液濃縮缶は，以下の

機能を有する。 

高レベル廃液濃縮缶は，内包する溶液の放射線分解により発生する水素による水素

爆発の発生を未然に防止するため，圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，圧縮空気自動供給貯槽，建屋内空気中継配管，可搬型空気圧縮機，可

搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，水素掃気配管・弁，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する高レベル廃液濃縮缶は，以下の機能を

有する。 

高レベル廃液濃縮缶は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物

質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理

設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために流路として使用す

る。 

系統構成は，配管・弁，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，セル

導出ユニットフィルタ，凝縮器，凝縮液回収系，分離建屋の可搬型配管，設計基準対

象の施設と兼用する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，塔槽類廃ガス処理設備の

隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及び分離建屋の第1エ

ジェクタ凝縮器，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶の容量は，高レベル濃縮廃

液の発生量(希釈液含む) m3を上回る容量として m3以上とする。 

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 

重大事故等時において使用する高レベル廃液濃縮缶の容量は，設計基準対象の施設

と同様に， m3以上とする。 

公称値は要求される容量と同様に， m3とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 高レベル廃液濃縮缶の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶の本体の最高使用圧力

は，高レベル廃液濃縮缶の本体の通常運転圧力が kPa / kPa である

ため，これを上回る圧力として kPa / MPa とする。 

高レベル廃液濃縮缶の本体を重大事故等時において使用する場合の定常状態の圧

力は， 高レベル濃縮廃液を考慮して， とする。 

高レベル廃液濃縮缶を重大事故等時において使用する場合の水素による爆発発生

時の本体圧力は気相部及び液相部の各瞬間圧力を考慮して， MPa及び MPaと

する。 

 

2.2 高レベル廃液濃縮缶のコイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶のコイル部の最高使用圧

力は，加熱蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転圧力が MPa / M

Pa ，冷却水の供給元である冷却水循環ポンプの通常運転圧力が MPaであ

るため，これを上回る圧力として加熱運転時 MPa / MPa ，冷却

運転時 MPaとする。 

高レベル廃液濃縮缶のコイル部を重大事故等時において使用する場合の圧力は，

可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る

MPaとする。 
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3. 最高使用温度の設定根拠 

3.1 高レベル廃液濃縮缶の本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶の本体の最高使用温度

は，高レベル廃液濃縮缶の本体の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温

度として ℃とする。 

高レベル廃液濃縮缶の本体を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰

時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，こ

れを上回る ℃とする。 

 

3.2 高レベル廃液濃縮缶のコイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液濃縮缶のコイル部の最高使用温

度は，加熱蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転温度が ℃であることから，

これを上回る温度として ℃とする。 

高レベル廃液濃縮缶のコイル部を重大事故等時において使用する場合の温度は，

沸騰時の蒸気の温度であり，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，

これを上回る ℃とする。 

 

4. 伝熱面積の設定根拠 

設計基準対象の施設としての高レベル廃液濃縮缶の伝熱面積の設定根拠について

は，再処理施設に関する設計及び工事の方法の認可申請書 第６回申請(六再事発第61

号 平成９年９月22日)にて認可申請された設計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ 設計

及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-８ 崩壊熱除去に関する説

明書」による。 

 

重大事故時においては，蒸発乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内

部ループに通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに，安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより，蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 
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高レベル廃液濃縮缶における，実際の伝熱面積を用いた重大事故時の除熱評価結果

(表1，表2)から，冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件 ℃に対して余裕

を見込み， ℃以下となっている。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温

度として， ℃以下となっている。 

 

表 1 重大事故等時除熱評価結果 (内部ループへの通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
高レベル廃液 

濃縮缶(コイル) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果 (冷却コイル等への通水) 

No. パラメータ 記号 単位 
高レベル廃液 

濃縮缶(コイル) 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃ 

7 対数平均温度差 Δt ℃ 

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

＊1：冷却水出口温度が ℃以下，及び内包液温度が ℃以下を満たす必要最低流量 

＊2：重大事故時には6本あるコイルのうちいずれか1本のみ使用 
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5. 個数の設定根拠 

高レベル廃液濃縮缶は，設計基準対象の施設として分離施設の分離設備から発生す

る抽出廃液，気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃液

等を蒸発・濃縮するために必要な個数として，1個設置する。 

重大事故等時において使用する高レベル廃液濃縮缶は，設計基準対象の施設として

1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 主要弁 
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（２）主要弁 

名称 
加熱蒸気冷却水切替弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

加熱蒸気冷却水切替弁は，設計基準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶の濃縮運

転サイクルに対応して，加熱運転と冷却運転の切替え時に使用する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する加熱蒸気冷却水切替弁は，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ループに通水するた

め，安全冷却水の流路を構成するために設置する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁の最高使用圧力は，加熱

蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転圧力が MPa / MPa ，冷

却水の供給元である冷却水循環ポンプの通常運転圧力が であるため，これを

上回る MPa / MPa とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型

移送ポンプによる冷却水の供給圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁の最高使用温度は，加熱

蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転温度が ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用

する水温が ℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁は，加熱運転と冷却運転

を切替えるために必要な個数として，高レベル廃液濃縮缶のA系とB系のコイルに各1

個設置し，合計2個とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却

している内部ループに通水する安全冷却水の流路を構成するため，設計基準対象の施

設として2個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
加熱蒸気冷却水切替弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

加熱蒸気冷却水切替弁は，設計基準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶の濃縮運

転サイクルに対応して，加熱運転と冷却運転の切替え時に使用する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する加熱蒸気冷却水切替弁は，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ループに通水するた

め，安全冷却水の流路を構成するために設置する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁の最高使用圧力は，加熱

蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転圧力が MPa / MPa ，冷

却水の供給元である冷却水循環ポンプの通常運転圧力が MPaであるため，これを

上回る MPa / MPa とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型

移送ポンプによる冷却水の供給圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁の最高使用温度は，加熱

蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転温度が ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用

する水温が ℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁は，加熱運転と冷却運転

を切替えるために必要な個数として，高レベル廃液濃縮缶のA系とB系のコイルに各1

個設置し，合計2個とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却

している内部ループに通水する安全冷却水の流路を構成するため，設計基準対象の施

設として2個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
加熱蒸気冷却水切替弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 6 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

加熱蒸気冷却水切替弁は，設計基準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶の濃縮運

転サイクルに対応して，加熱運転と冷却運転の切替え時に使用する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する加熱蒸気冷却水切替弁は，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ループに通水するた

め，安全冷却水の流路を構成するために設置する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構

成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁の最高使用圧力は，加熱

蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転圧力が MPa / MPa ，冷

却水の供給元である冷却水循環ポンプの通常運転圧力が MPaであるため，これを

上回る MPa / MPa とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型

移送ポンプによる冷却水の供給圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁の最高使用温度は，加熱

蒸気の供給元である蒸気発生器の通常運転温度が ℃であることから，これを上回

る ℃とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用

する水温が ℃以下(排水側)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する加熱蒸気冷却水切替弁は，加熱運転と冷却運転

を切替えるために必要な個数として，高レベル廃液濃縮缶の6本のコイルに各1個設置

し，合計6個とする。 

加熱蒸気冷却水切替弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却

している内部ループに通水する安全冷却水の流路を構成するため，設計基準対象の施

設として6個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(3) 主配管 
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名称 

供給ポット( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，供給ポットと高レベル廃液供給槽を接続する配管であり，設計基準対象

の施設として分離施設の分離設備から発生する抽出廃液，気体廃棄物の廃棄施設の高

レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃液等を受入れるために設置する。

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給ポットと高レベル

廃液供給槽を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬

型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液供給槽へ供給し，溶液の温度を低下

させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給ポットで

となるため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同じ とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(供給ポット)の最高使用温度は，使用済硝酸の移送元である第1供給槽，第2

供給槽の通常運転温度が ℃であることから，それを上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：内径を示す。 
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名称 

高レベル廃液供給槽(  

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

 

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液供給槽と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計

基準対象の施設として高レベル廃液供給槽フルイディックポンプからの脈動流を高

レベル廃液濃縮缶に安定した給液を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液供給槽と

高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生

時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液濃縮缶へ供給し，溶液の温

度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液供給槽から高レベル廃液

供給槽供給液冷却器)の最高使用圧力は，高レベル廃液供給槽供給液脈動整定ポット

で となるため，高レベル廃液を考慮して とする。 

本配管(高レベル廃液供給槽供給液冷却器から高レベル廃液濃縮缶)の最高使用圧

力は，本配管の通常運転圧力が kPa であるため，これを上回る

圧力として MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同じ とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：内径を示す。 

 

24

41364



 

 

 

名称 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

～ 

第1エジェクタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液濃縮缶と第1エジェクタを接続する配管であり，高レベル廃

液濃縮缶で発生する廃ガスを分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶と第1

エジェクタを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する

放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃

ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が kPa であるため，これを上回る圧力として MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液濃縮缶から高レベル廃液

濃縮缶凝縮器)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度が ℃であるため，これを上

回る温度として ℃とする。 

本配管(高レベル廃液濃縮缶凝縮器から第1エジェクタ)の通常運転温度が ℃であ

るため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：高レベル廃液濃縮缶と第1エジェクタを接続する配管の経路上に設置 

される高レベル廃液濃縮缶凝縮器は，複数( mm 1本， mm 2本 

( mm 1本に流量 m3/hが流れる場合の流速 m/s未満))の廃ガス 

出口配管を有するため，当該外径部の流速は標準流速未満となる。 

＊3：内径を示す。 
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名称 

第1エジェクタ( ) 

～ 

第2エジェクタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1エジェクタと第2エジェクタを接続する配管であり，高レベル廃液濃

縮缶で発生する廃ガスを分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1エジェクタと第2エジェ

クタを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性

物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処

理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第1エジェクタ)の最高使用圧力は，蒸

気供給設備の一般蒸気系の最高使用圧力を考慮して， MPaとする。 

本配管(第1エジェクタから第2エジェクタ)の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が kPa であるため，これを上回る圧力として MPa とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第1エジェクタ)の最高使用温度は，蒸

気供給設備の一般蒸気系の最高使用温度を考慮して， ℃とする。 

本配管(第1エジェクタから第1エジェクタ凝縮器)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(第1エジェクタ凝縮器から第2エジェクタ)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

・第1エジェクタから第1エジェクタ凝縮器の範囲 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・第1エジェクタ凝縮器から第2エジェクタの範囲 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第 2エジェクタ( ) 

～ 

減衰器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 
 

 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第2エジェクタと減衰器を接続する配管であり，高レベル廃液濃縮缶で発

生する廃ガスを分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第2エジェクタと減衰器を

接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及

び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備

の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第2エジェクタから減衰器)の最高使用

圧力は，塔槽類廃ガス処理設備に接続されていることから とする。 

本配管(第2エジェクタ)の最高使用圧力は，蒸気供給設備の一般蒸気系の最高使用

圧力を考慮して， MPaとする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第2エジェクタ)の最高使用温度は，蒸

気供給設備の一般蒸気系の最高使用温度を考慮して， ℃とする。 

本配管(第2エジェクタから第2エジェクタ凝縮器)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(第2エジェクタ凝縮器から減衰器)の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(減衰器)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度 ℃を考慮して， ℃と

する。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜， ㎜， ㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 ＊2：内径を示す。 
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名称 

安全冷却水ポンプ出口配管分岐点 

～ 

高レベル廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と高レベル廃液供給槽を接続する配管

であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液供給槽に冷却水を供給するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と高レベル廃液供給槽を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発

乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水す

ることで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の運転圧力が

MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の運転温度が

℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液供給槽( ) 

～ 

安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液供給槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点を接続す

る配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液供給槽に冷却水を供給するた

めに設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液供給槽と

安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ

通水することで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の運転圧力が

MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の運転温度が

℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して高レベル廃液濃縮缶の内容物を撹拌する蒸気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃縮

缶を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移

送ポンプによって冷却水を高レベル廃液濃縮缶へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸

騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，蒸気供給設備の一般

蒸気系の最高使用圧力を考慮して， MPa / kPa とする。 

本配管(撹拌蒸気ポット)の最高使用圧力は，蒸気供給設備の一般蒸気系の最高使用

圧力を考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，蒸気供給設備の一般

蒸気系の最高使用温度を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

37

41377



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して再処理施設内の各施設に圧縮空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃

縮缶を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa / kPa であるため，これを上回る圧力として

/ MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(弁から )の最高使用

温度は，運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管( から高レベル廃液濃縮缶)の最高使用温度は，運転温度

が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃縮

缶を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に

内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃縮

缶を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に

内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

～ 

フラッシュドラム( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液濃縮缶とフラッシュドラムを接続する配管であり，設計基

準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶と

フラッシュドラムを接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レ

ベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベ

ル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液濃縮缶から

)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度が ℃であるため，

これを上回る温度として ℃とする。 

本配管( からフラッシュドラム)の最高使用温度は，

本配管の通常運転温度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

・内部ループ通水の場合

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

50

41390



 

 

 

名称 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

～ 

フラッシュドラム( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液濃縮缶とフラッシュドラムを接続する配管であり，設計基

準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶と

フラッシュドラムを接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レ

ベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベ

ル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液濃縮缶から

)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温

度として ℃とする。 

本配管( からフラッシュドラム)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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（３）主配管 

名称 

供給ポット( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，供給ポットと高レベル廃液供給槽を接続する配管であり，設計基準対象

の施設として分離施設の分離設備から発生する抽出廃液，気体廃棄物の廃棄施設の高

レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃液等を受入れるために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給ポットと高レベル

廃液供給槽を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬

型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液供給槽へ供給し，溶液の温度を低下

させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給ポットで

となるため， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(供給ポット)の最高使用温度は，使用済硝酸の移送元である第1供給槽，第2

供給槽の通常運転温度が ℃であることから，それを上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：内径を示す。 
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名称 

高レベル廃液供給槽(  

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

 

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液供給槽と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計

基準対象の施設として高レベル廃液供給槽フルイディックポンプからの脈動流を高

レベル廃液濃縮缶に安定した給液を行うために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液供給槽と

高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生

時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液濃縮缶へ供給し，溶液の温

度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液供給槽から高レベル廃液

供給槽供給液冷却器)の最高使用圧力は，高レベル廃液供給槽供給液脈動整定ポット

で となるため，高レベル廃液を考慮して とする。 

本配管(高レベル廃液供給槽供給液冷却器から高レベル廃液濃縮缶)の最高使用圧

力は，本配管の通常運転圧力が kPa であるため，これを上回る

圧力として MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同じ とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：内径を示す。 

 

57

41397



 

 

 

名称 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

～ 

第1エジェクタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液濃縮缶と第1エジェクタを接続する配管であり，高レベル廃

液濃縮缶で発生する廃ガスを分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶と第1

エジェクタを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する

放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃

ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が kPa であるため，これを上回る圧力として MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液濃縮缶から高レベル廃液

濃縮缶凝縮器)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度が ℃であるため，これを上

回る温度として ℃とする。 

本配管(高レベル廃液濃縮缶凝縮器から第1エジェクタ)の通常運転温度が ℃であ

るため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

＊2：高レベル廃液濃縮缶と第1エジェクタを接続する配管の経路上に設置 

される高レベル廃液濃縮缶凝縮器は，複数( mm 1本， mm 2本 

( mm 1本に流量 m3/hが流れる場合の流速 m/s未満))の廃ガス 

出口配管を有するため，当該外径部の流速は標準流速未満となる。 

＊3：内径を示す。 
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名称 

第1エジェクタ( ) 

～ 

第2エジェクタ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1エジェクタと第2エジェクタを接続する配管であり，高レベル廃液濃

縮缶で発生する廃ガスを分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第1エジェクタと第2エジェ

クタを接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性

物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処

理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第1エジェクタ)の最高使用圧力は，蒸

気供給設備の一般蒸気系の最高使用圧力を考慮して， MPaとする。 

本配管(第1エジェクタから第2エジェクタ)の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が kPa であるため，これを上回る圧力として MPa とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第1エジェクタ)の最高使用温度は，蒸

気供給設備の一般蒸気系の最高使用温度を考慮して， ℃とする。 

本配管(第1エジェクタから第1エジェクタ凝縮器)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(第1エジェクタ凝縮器から第2エジェクタ)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度が ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

・第1エジェクタから第1エジェクタ凝縮器の範囲 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・第1エジェクタ凝縮器から第2エジェクタの範囲 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第 2エジェクタ( ) 

～ 

減衰器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 
 

 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第2エジェクタと減衰器を接続する配管であり，高レベル廃液濃縮缶で発

生する廃ガスを分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ導くために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する本配管は，第2エジェクタと減衰器を

接続する配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放射性物質及

び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備

の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器の廃ガスをセルに導出するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第2エジェクタから減衰器)の最高使用

圧力は，塔槽類廃ガス処理設備に接続されていることから とする。 

本配管(第2エジェクタ)の最高使用圧力は，蒸気供給設備の一般蒸気系の最高使用

圧力を考慮して， MPaとする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，塔槽類廃ガス処理設備リリ

ーフポットにより制限され最大でも kPa以下であり， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(第2エジェクタ)の最高使用温度は，蒸

気供給設備の一般蒸気系の最高使用温度を考慮して， ℃とする。 

本配管(第2エジェクタから第2エジェクタ凝縮器)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(第2エジェクタ凝縮器から減衰器)の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管(減衰器)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度 ℃を考慮して， ℃と

する。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，沸騰時の蒸気の温度であ

り，想定される硝酸の沸点が ℃～ ℃であることから，これを上回る ℃とす

る。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜， ㎜， ㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 ＊2：内径を示す。 
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名称 

安全冷却水ポンプ出口配管分岐点 

～ 

高レベル廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ出口配管分岐点と高レベル廃液供給槽を接続する配管

であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液供給槽に冷却水を供給するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ出口

配管分岐点と高レベル廃液供給槽を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発

乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水す

ることで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の運転圧力が

MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の運転温度が

℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液供給槽( ) 

～ 

安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液供給槽と安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点を接続す

る配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液供給槽に冷却水を供給するた

めに設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液供給槽と

安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ

通水することで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の運転圧力が

MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の運転温度が

℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して高レベル廃液濃縮缶の内容物を撹拌する蒸気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃縮

缶を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移

送ポンプによって冷却水を高レベル廃液濃縮缶へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸

騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，蒸気供給設備の一般

蒸気系の最高使用圧力を考慮して， MPa / kPa とする。 

本配管(撹拌蒸気ポット)の最高使用圧力は，蒸気供給設備の一般蒸気系の最高使用

圧力を考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，蒸気供給設備の一般

蒸気系の最高使用温度を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して再処理施設内の各施設に圧縮空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃

縮缶を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa / kPa であるため，これを上回る圧力として

/ MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(弁から )の最高使用

温度は，運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管( から高レベル廃液濃縮缶)の最高使用温度は，運転温度

が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃縮

缶を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に

内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，弁と高レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，設計基準対象の施設と

して高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁と高レベル廃液濃縮

缶を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に

内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

～ 

フラッシュドラム( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液濃縮缶とフラッシュドラムを接続する配管であり，設計基

準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶と

フラッシュドラムを接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レ

ベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベ

ル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液濃縮缶から

)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度が ℃であるため，

これを上回る温度として ℃とする。 

本配管( からフラッシュドラム)の最高使用温度は，

本配管の通常運転温度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・内部ループ通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・冷却コイル通水の場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

～ 

フラッシュドラム( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液濃縮缶とフラッシュドラムを接続する配管であり，設計基

準対象の施設として高レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶と

フラッシュドラムを接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レ

ベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，高レベ

ル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa であるため，これを上回る圧力として MPa /

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管(高レベル廃液濃縮缶から

)の最高使用温度は，本配管の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る温

度として ℃とする。 

本配管( からフラッシュドラム)の最高使用温度は，本配管の通常

運転温度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

・内部ループ通水の場合

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・冷却コイル通水の場合

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜

とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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高レベル廃液貯蔵設備 
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Ⅵ－１－１－３－３－２－１－２ 

－１ 

高レベル濃縮廃液貯蔵系 
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(1) 容器

1
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名 称 
第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽 

( ) 

本体 

容 量 m3/個 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個 数 － 2

冷却コイル部 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝 熱 面 積 m2/個 

冷却 

ジャケット部 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝 熱 面 積 m2/個 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )は，設計基準対象の施設として高レ

ベル廃液濃縮施設の高レベル濃縮廃液設備の高レベル廃液濃縮缶から高レベル濃縮廃

液を高レベル濃縮廃液一時貯槽に受け入れた後、スチームジェットで移送された高レ

ベル濃縮廃液を貯留するために設置する。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )は、内包する廃液の崩壊熱を除去す

るため、必要に応じて冷却コイル及び冷却ジャケットに、その他再処理設備の付属施

設の安全冷却水系から冷却水を適切に供給する設計とする。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽

( )の冷却コイル部は、以下の機能を有する。 

設計基準対象の施設として設置されている第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽(

)の冷却コイル部は、冷却機能喪失による蒸発乾固が発生した場合において、

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である第1,第2高レベル濃縮

廃液貯槽( )に内包する溶液を冷却している内部ループに通水すること

で、蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用される。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプと安全冷却水系の内部ループ配管・弁を可搬型

建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプ

を運転することで，水供給設備の第1貯水槽の水を内部ループへ通水し，第1,第2高レ

ベル濃縮廃液貯槽( )に内包する溶液が沸騰に至る前に冷却でき，未沸騰

状態を維持できる設計とする。 
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設計基準対象の施設として設置されている第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽(

)の冷却コイル部は，第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽( )の冷却コ

イルへ通水することで，第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽( )に内包する溶

液を未沸騰状態に維持するために使用される。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプと冷却コイル配管・弁を可搬型建屋外ホース，

可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプを運転すること

で，冷却コイルへ通水し，第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽( )に内包する

溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持できる設計とする。 

気体廃棄物の廃棄施設の代替換気設備は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に

同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続す

る高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス処理

系の隔離弁を閉止し，高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する。 

 

1.容量の設定根拠 

  設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )

の容量は,貯槽の有効容量である とする。 

  第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )を重大事故等対処設備として使用す

る場合の容量は,設計基準対象の施設と同様, とする。 

  公称値については,要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )

の本体の最高使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の本体の通

常運転圧力が であるため，これを上回る圧力として(外圧) とする。ま

た、通常運転における静水頭に相当する圧力を上回る圧力として(内圧) とす

る。 

重大事故等時における第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の本体の使用

圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )が大気開放であるため，静水

頭に相当する圧力を上回る圧力として(内圧) とする。 

 

 2.2 第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の冷却コイル部の最高使用圧力 
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設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )

の冷却コイル部の最高使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の

冷却コイル部の通常運転圧力が であるため，これを上回る圧力として

とする。

重大事故等対処設備として使用する場合の第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽(

)の冷却コイル部の使用圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し

とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の本体の最高使用温度

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )

の本体の最高使用温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の本体の通

常運転温度が であるため，これを上回る温度として とする。 

重大事故等時における第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の本体の使用

温度は，沸騰に伴う溶液の濃縮による沸点上昇に対し余裕を考慮し とする。 

3.2 第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )

の冷却コイル部の最高使用温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の

冷却コイル部の通常運転温度が であり、第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽(

)の内部に設置されるため，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )と

同様の とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽(

)の冷却コイル部の使用温度は，沸騰に伴う溶液の濃縮による沸点上昇に対し

余裕を考慮し とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽( )の伝熱

面積の設定根拠については、再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第

6回申請（9安（核規）第 596 号 平成 10 年 6 月 9日認可）にて認可された設計及び

工事の方法の添付書類「Ⅵ設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添

付-8 崩壊熱除去に関する説明書」による。 

 重大事故等時においては、蒸発乾固の発生を未然に防止するため、安全冷却水系の

内部ループに通水し、蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに、安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも、より
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貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより、蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

 

 第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽( )における実際の伝熱面積を用いた重

大事故等時の除熱評価結果（表 1、表 2）から、冷却水出口温度 t2[℃]は、消防ホース

の使用条件 に対して余裕を見込み、 以下となっている。また、内包液温度

T[℃]は、沸点を十分に下回る温度として、 以下となっている。 

 

 

 

 

 

No. パラメータ 記号 単位 
第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 

6 冷却水出口温度 t2 

7 対数平均温度差 Δt ℃

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2

10 内包液温度 T ℃ 

No. パラメータ 記号 単位 
第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 

6 冷却水出口温度 t2 

7 対数平均温度差 Δt ℃

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイルへの通水） 
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5. 個数の設定根拠

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )の本体は，設計基準対象の施設とし

て高レベル濃縮廃液を貯留するために必要な個数として,1系統につき1個とし,合計2

個設置する。 

第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽( )の冷却コイル部は，設計基準対象の

施設として設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名 称 
第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽 

( ) 

本体 

容 量 3/個 

最高使用圧力 kPa 

最高使用温度 ℃ 

個 数 － 2

冷却コイル部 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝 熱 面 積 m2/個 

冷却 

ジャケット部 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝 熱 面 積 m2/個 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )は，設計基準対象の施設として

高レベル廃液濃縮施設の高レベル濃縮廃液設備の高レベル廃液濃縮缶から受け入れる

高レベル濃縮廃液を、第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )に貯蔵する前に

一時的に受け入れるために設置する。また、第1,第2高高レベル濃縮廃液貯槽(

)に貯蔵した高レベル濃縮廃液はスチームジェットポンプで第1,第2高レベル

濃縮廃液一時貯槽( )へ移送した後,固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃

液ガラス固化設備の高レベル廃液混合槽へスチームジェットポンプで移送する。 

第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )は、内包する廃液の崩壊熱を除

去するため、必要に応じて冷却コイル及び冷却ジャケットに、その他再処理設備の付

属施設の安全冷却水系から冷却水を適切に供給する設計とする。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯

槽( )の冷却コイル部は、以下の機能を有する。 

設計基準対象の施設として設置されている第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽

( )の冷却コイル部は、冷却機能喪失による蒸発乾固が発生した場合にお

いて、「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である第1,第2高レベ

ル濃縮廃液一時貯槽( )に内包する溶液を冷却している内部ループに通水

することで、蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用される。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプと安全冷却水系の内部ループ配管・弁を可搬型

建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプ
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を運転することで，水供給設備の第1貯水槽の水を内部ループへ通水し，第1,第2高レ

ベル濃縮廃液一時貯槽( )に内包する溶液が沸騰に至る前に冷却でき，未

沸騰状態を維持できる設計とする。 

設計基準対象の施設として設置されている第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽

( )の冷却コイル部は，第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の冷却コイルへ通水することで，第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用される。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプと冷却コイル配管・弁を可搬型建屋外ホース，

可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプを運転すること

で，冷却コイルへ通水し，第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽( )に内包

する溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持できる設計とする。 

気体廃棄物の廃棄施設の代替換気設備は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に

同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続す

る高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス処理

系の隔離弁を閉止し，高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の流路を遮断することで，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する。 

 

1.容量の設定根拠 

  設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の容量は,貯槽の有効容量である とする。 

  第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )を重大事故等対処設備として使

用する場合の容量は,設計基準対象の施設と同様, とする。 

  公称値については,要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

2.1 第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の本体の最高使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の本体の通常運転圧力が であるため，これを上回る圧力として(外

圧) とする。また、通常運転における静水頭に相当する圧力を上回る圧力とし

て(内圧) とする 

重大事故等時における第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の本体の

使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )が大気開放であるた
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め，静水頭に相当する圧力を上回る圧力として(内圧) とする。 

2.2 第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の冷却コイル部の 

最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の冷却コイル部の最高使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽

( )の冷却コイル部の通常運転圧力が であるため，これを上回る

圧力として とする。

重大事故等対処設備として使用する場合の第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽

( )の冷却コイル部の使用圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考

慮し とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の本体の最高使用温度

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の本体の最高使用温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(  

)の本体の通常運転温度が であるため，これを上回る温度として とす

る。 

重大事故等時における第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の本体の

使用温度は，沸騰に伴う溶液の濃縮による沸点上昇に対し余裕を考慮し とす

る。 

3.2 第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の冷却コイル部の 

最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の冷却コイル部の最高使用温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽

( )の冷却コイル部の通常運転温度が であり，第1,第2高レベル濃縮

廃液一時貯槽( )の内部に設置されるため, 第1,第2高レベル濃縮廃液一

時貯槽( )と同様の とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽

( )の冷却コイル部の使用温度は，沸騰に伴う溶液の濃縮による沸点上昇

に対し余裕を考慮し とする。  
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4. 伝熱面積の設定根拠 

 設計基準対象の施設としての第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の

伝熱面積の設定根拠については、再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請

書 第 6回申請（9安（核規）第 596 号 平成 10 年 6 月 9日認可）にて認可された設

計及び工事の方法の添付書類「Ⅵ設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説

明書 添付-8 崩壊熱除去に関する説明書」による。 

 

 重大事故等時においては、蒸発乾固の発生を未然に防止するため、安全冷却水系の

内部ループに通水し、蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに、安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも、より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより、蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

 

 第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽( )における実際の伝熱面積を用い

た重大事故等時の除熱評価結果（表 1、表 2）から、冷却水出口温度 t2[℃]は、消防ホ

ースの使用条件 に対して余裕を見込み、 以下となっている。また、内包液温

度 T[℃]は、沸点を十分に下回る温度として、 以下となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

No. パラメータ 記号 単位 
第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q w 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃

7 対数平均温度差 Δt ℃

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 
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5. 個数の設定根拠 

第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の本体は，設計基準対象の施設

として高レベル濃縮廃液を一時的に貯留するために必要な個数として,1系統につき1

個とし,合計2個設置する。 

第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の冷却コイル部は，設計基準対

象の施設として設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 

No. パラメータ 記号 単位 
第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽 

（コイル） 

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3

3 崩壊熱量 Q w 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃

7 対数平均温度差 Δt ℃

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイルへの通水） 
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(2) 主配管 
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名称 
安全圧縮空気系～ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から第１高レベル濃縮廃液一時貯槽( ) までをつな

ぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を第

１高レベル濃縮廃液一時貯槽( )に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持

するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，安全圧縮空気系から第１高レベル濃縮廃液一時貯槽( )までをつな

ぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し

た場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から

圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用す

る。 

本配管は，安全圧縮空気系から第１高レベル濃縮廃液一時貯槽( )までをつな

ぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって

冷却水を第１高レベル濃縮廃液一時貯槽( )に注水し，溶液の温度を低下させ，未

沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の

吐出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，

可搬型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上

回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は とする。

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，

通常温度が 以下であるため， とする。ただし，一部の配管の温度は，第１高レ

ベル濃縮廃液一時貯槽( )と環境温度が同一になるため，第１高レベル濃縮廃

液一時貯槽( )の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注

水に使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

mmとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/

h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全圧縮空気系～ 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から第２高レベル濃縮廃液一時貯槽( ) までをつな

ぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を第

２高レベル濃縮廃液一時貯槽( )に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持

するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，安全圧縮空気系から第２高レベル濃縮廃液一時貯槽( )までをつな

ぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し

た場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から

圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用す

る。 

本配管は，安全圧縮空気系から第２高レベル濃縮廃液一時貯槽( )までをつな

ぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって

冷却水を第２高レベル濃縮廃液一時貯槽( )に注水し，溶液の温度を低下させ，未

沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の

吐出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，

可搬型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上

回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が であ

るため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，

通常温度が 以下であるため， とする。ただし，一部の配管の温度は，第２高レ

ベル濃縮廃液一時貯槽( )と環境温度が同一になるため，第２高レベル濃縮廃

液一時貯槽( )の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注

水に使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

 mmとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmと

する。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全圧縮空気系～第１高レベル濃縮廃液貯槽

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から第１高レベル濃縮廃液貯槽( )までをつなぐ配

管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を第１高

レベル濃縮廃液貯槽( )に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するため

に必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，安全圧縮空気系から第１高レベル濃縮廃液貯槽( )までをつなぐ配

管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮

空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

本配管は，安全圧縮空気系から第１高レベル濃縮廃液貯槽( )までをつなぐ配

管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を第１高レベル濃縮廃液貯槽( )に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態

を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の

吐出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，

可搬型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上

回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は とする。

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，

通常温度が 以下であるため， とする。ただし，一部の配管の温度は，第１高レ

ベル濃縮廃液貯槽( )と環境温度が同一になるため，第１高レベル濃縮廃液貯

槽( )の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注

水に使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

 mmとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmと

する。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

＊2：配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して供給機能を

十分に確保できることから問題ない。 
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名称 
安全圧縮空気系～第２高レベル濃縮廃液貯槽

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から第２高レベル濃縮廃液貯槽( )までをつなぐ配

管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を第２高

レベル濃縮廃液貯槽( )に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するため

に必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，安全圧縮空気系から第２高レベル濃縮廃液貯槽( )までをつなぐ配

管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮

空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

本配管は，安全圧縮空気系から第２高レベル濃縮廃液貯槽( )までをつなぐ配

管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水を第２高レベル濃縮廃液貯槽( )に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態

を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の

吐出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，

可搬型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上

回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が であ

るため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，

通常温度が 以下であるため， とする。ただし，一部の配管の温度は，第２高レ

ベル濃縮廃液貯槽( )と環境温度が同一になるため，第２高レベル濃縮廃液貯

槽( )の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注

水に使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に 

 mmとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmと

する。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

＊2：配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して供給機能を

十分に確保できることから問題ない。 
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Ⅵ－１－１－３－３－２－１－２ 

－２ 

共用貯蔵系 
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(1) 容器
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名 称 
高レベル廃液共用貯槽 

( ) 

本体 

容 量 3/個 

最 高 使 用 圧 力 kPa 

最 高 使 用 温 度 ℃ 

個 数 － 1

冷却コイル部 

最 高 使 用 圧 力 MPa 

最 高 使 用 温 度 ℃ 

伝 熱 面 積 m２/個 

冷却 

ジャケット部 

最 高 使 用 圧 力 MPa 

最 高 使 用 温 度 ℃ 

伝 熱 面 積 m２/個 

【設定根拠】 

（概要）  

・設計基準対象の施設

高レベル廃液共用貯槽( )は、設計基準対象の施設として高レベル濃縮廃

液、不溶解残渣廃液、アルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄廃液を貯留するために設置

する。また、貯留した廃液はスチームジェットポンプで固体廃棄物の廃棄施設の高レ

ベル廃液ガラス固化設備へ移送する。 

高レベル廃液共用貯槽( )は、高レベル濃縮廃液及び不溶解残渣廃液を貯留

する場合は、それらの廃液の崩壊熱を除去するため、必要に応じて冷却コイル及び冷

却ジャケットに、その他再処理設備の付属施設の安全冷却水系から冷却水を適切に供

給する設計とする。また、アルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄廃液を貯留する場合

は、塩の析出を防止するため冷却コイルの一部を温水コイルとして使用し、前処理建

屋温水設備から温水を適切に供給する設計とする。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する高レベル廃液共用貯槽( )

の冷却コイル部は、以下の機能を有する。 

設計基準対象の施設として設置されている高レベル廃液共用貯槽( )の冷却

コイル部は、冷却機能喪失による蒸発乾固が発生した場合において、「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レベル廃液共用貯槽( )に内

包する溶液を冷却している内部ループに通水することで、蒸発乾固の発生を未然に防

止するために使用される。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプと安全冷却水系の内部ループ配管・弁を可搬型

建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプ
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を運転することで，水供給設備の第1貯水槽の水を内部ループへ通水し，高レベル廃液

共用貯槽( )に内包する溶液が沸騰に至る前に冷却でき，未沸騰状態を維持で

きる設計とする。 

設計基準対象の施設として設置されている高レベル廃液共用貯槽( )の冷却

コイル部は，高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイルへ通水することで，高レ

ベル廃液共用貯槽( )に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用され

る。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプと冷却コイル配管・弁を可搬型建屋外ホース，

可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型中型移送ポンプを運転すること

で，冷却コイルへ通水し，高レベル廃液共用貯槽( )に内包する溶液の温度を

低下させ，未沸騰状態を維持できる設計とする。 

気体廃棄物の廃棄施設の代替換気設備は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に

同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続す

る高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス処理

系の隔離弁を閉止し，高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の流路を遮断することで，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために設置する。 

1.容量の設定根拠

 設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽( )の容量は,貯

槽の有効容量である とする。 

 高レベル廃液共用貯槽( )を重大事故等対処設備として使用する場合の容量

は,設計基準対象の施設と同様, とする。 

公称値については,要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 高レベル廃液共用貯槽( )の本体の最高使用圧力

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽( )の本体の最高

使用圧力は，高レベル廃液共用貯槽( )の本体の通常運転圧力が であ

るため，これを上回る圧力として(外圧) とする。また、通常運転における静水

頭に相当する圧力を上回る圧力として(内圧) とする。 

重大事故等時における高レベル廃液共用貯槽( )の本体の使用圧力は，高レ

ベル廃液共用貯槽( )が大気開放であるため，静水頭に相当する圧力を上回る

圧力として(内圧) とする。 
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2.2 高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイル

部の最高使用圧力は，高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイル部の通常運転圧

力が （温水供給時は ）であるため，これを上回る圧力として

とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の高レベル廃液共用貯槽( )の冷却

コイル部の使用圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力を考慮し とする。

2.3 高レベル廃液共用貯槽( )の冷却ジャケット部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽( )の冷却ジャケ

ット部の最高使用圧力は，高レベル廃液共用貯槽( )の冷却ジャケット部の通

常運転圧力が であるため，これを上回る圧力として とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 高レベル廃液共用貯槽( )の本体の最高使用温度

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽( )の本体の最高

使用温度は，高レベル廃液共用貯槽( )の本体の通常運転温度が冷却時は

、加温時は であるため、これらを上回る温度として とする。 

重大事故等時における高レベル廃液共用貯槽( )の本体の使用温度は，沸騰

に伴う溶液の濃縮による沸点上昇に対し余裕を考慮し とする。 

3.2 高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイル

部の最高使用温度は，高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイル部の通常運転温

度が であり、高レベル廃液共用貯槽( )の内部に設置されるため，高レベ

ル廃液共用貯槽( )と同様の とする。また、アルカリ濃縮廃液及びアルカ

リ洗浄廃液を高レベル廃液共用貯槽( )に貯蔵時は加温の為、温水を使用す

る。温水の通常運転温度が であるため、最高使用温度を とする。 

重大事故等対処設備として使用する場合の高レベル廃液共用貯槽( )の冷却

コイル部の使用温度は，沸騰に伴う溶液の濃縮による沸点上昇に対し余裕を考慮し

とする。 

3.3 高レベル廃液共用貯槽( )の冷却ジャケット部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽( )の冷却ジャケ

ット部は，高レベル廃液共用貯槽( )の外側に設置されることから、冷却水供

給系の最高使用温度に合わせて とする。 
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4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての第 1,第 2 高レベル廃液共用貯槽( )の伝熱面積

の設定根拠については、再処理施設に関する設計及び工事の方法の許可申請書 第 6回

申請（9安（核規）第 596 号 平成 10 年 6 月 9日認可）にて認可された設計及び工事

の方法の添付書類「Ⅵ設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-8 

崩壊熱除去に関する説明書」による。 

 重大事故等時においては、蒸発乾固の発生を未然に防止するため、安全冷却水系の

内部ループに通水し、蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。さらに、安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも、より

貯槽等に近い位置から冷却コイル等へ通水することにより、蒸発乾固を想定する貯槽

等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

 第 1,第 2 高レベル廃液共用貯槽( )における実際の伝熱面積を用いた重大事

故等時の除熱評価結果（表 1,表 2）から、冷却水出口温度 t2[℃]は、消防ホースの使

用条件 に対して余裕を見込み、 以下となっている。また、内包液温度 T[℃]

は、沸点を十分に下回る温度として、 以下となっている。 

No. パラメータ 記号 単位 第 1,第 2 高レベル廃液共用貯槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q w 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃

7 対数平均温度差 Δt ℃

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 1 重大事故等時除熱評価結果（内部ループへの通水） 
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5. 個数の設定根拠

高レベル廃液共用貯槽( )の本体は，設計基準対象の施設として高レベル濃

縮廃液、不溶解残渣廃液、アルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄廃液を貯留するために

必要な個数である１個設置する。 

高レベル廃液共用貯槽( )の冷却コイル部は，設計基準対象の施設として設

置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 

No. パラメータ 記号 単位 
第 1,第 2 高レベル廃液共用貯槽 

（コイル）

1 崩壊熱密度 P W/m3 

2 液量 V m3 

3 崩壊熱量 Q W 

4 冷却水流量 W m3/h 

5 冷却水入口温度 t1 ℃

6 冷却水出口温度 t2 ℃

7 対数平均温度差 Δt ℃

8 総括伝熱係数 U W/m2K 

9 伝熱面積 A m2 

10 内包液温度 T ℃ 

表 2 重大事故等時除熱評価結果（冷却コイルへの通水） 
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(2) 主配管
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名称 
安全圧縮空気系～ 

高レベル廃液共用貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から高レベル廃液共用貯槽( )までをつなぐ配管で

あり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を高レベル廃

液共用貯槽( )に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な

量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

本配管は，安全圧縮空気系から高レベル廃液共用貯槽( )までをつなぐ配管で

あり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合に

おいて，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気

を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

本配管は，安全圧縮空気系から高レベル廃液共用貯槽( )までをつなぐ配管で

あり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

高レベル廃液共用貯槽( )に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持す

るために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の

吐出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，

可搬型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上

回る とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可

搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は とする。

本配管を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，

通常温度が 以下であるため， とする。ただし，一部の配管の温度は，高レベル

廃液共用貯槽( )と環境温度が同一になるため，高レベル廃液共用貯槽(  

)の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等対処設備の代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注

水に使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

mmとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊1 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

＊2：配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して供給機能を

十分に確保できることから問題ない。 
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Ⅵ－１－１－３－３－３ 

固体廃棄物の廃棄施設 
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Ⅵ－１－１－３－３－３－１ 

高レベル廃液ガラス固化設備 
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(1) 容器
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名称 
固化セル漏えい液受皿 

( ) 

高さ mm 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

固化セル漏えい液受皿は，設計基準対象の施設として廃液が漏えいした場合の受皿と

して設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する固化セル漏えい液受皿は，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」により発生した蒸気を凝縮器及び予備凝縮器で凝縮し，その凝縮

水の受皿として使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース並びに高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 高さの設定根拠

設計基準対象の施設として使用する固化セル漏えい液受皿の高さは，漏えい時の底面

からの液位が 注)であることから，これを上回る とする。 

 固化セル漏えい液受皿を重大事故等時において使用する高さは，発生する凝縮水の底

面からの液位が であることから，これを上回る とする。 

 なお，固化セルは全面ライニングのため，凝縮液の受入量としては，さらに余裕があ

る。 

注）平成11年１月29日付け10安（核規）第538号にて認可された設工認の「Ⅵ 設計及

び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-7 漏えい液受皿の容量に関

する説明書」による。 

2. 個数の設定根拠

固化セル漏えい液受皿は，設計基準対象の施設として漏えいした廃液を受けるために

必要な個数である1個設置する。 

固化セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，凝縮水を
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受けるために必要な個数として1個使用する。 
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(参考)固化セル漏えい液受皿の容量について 

「Ⅵ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付-7 漏えい液受皿

の容量に関する説明書」(添付)から容量を求める。 

有効床面積＝床面積－基礎台面積 

ａ部  

ｂ部  

中央平面部  

有効容量 

凝縮水量 に対応する高さ 

平面部までの容量 

平面部以上の高さ 

したがって，底面からの高さは 
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名称 
供給槽第 2セル漏えい液受皿 

( ) 

高さ mm － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

供給槽第 2セル漏えい液受皿は，設計基準対象の施設として廃液が漏えいした場合の

漏えい液を固化セル漏えい液受皿に移送するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替換気設備として使用する供給槽第2セル漏えい液受皿は，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」により発生した蒸気を凝縮器及び予備凝縮器で凝縮し，その

凝縮水を固化セル漏えい液受皿に移送するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋内ホース並びに高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクトで構成する。 

1. 個数の設定根拠

供給槽第 2セル漏えい液受皿は，設計基準対象の施設として漏えいした廃液を固化

セル漏えい液受皿に移送するため必要な個数である 1個設置する。

供給槽第2セル漏えい液受皿を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，凝

縮水を固化セル漏えい液受皿に移送するため必要な個数として1個使用する。 
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名称 
高レベル廃液混合槽 

( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力 

本体 kPa 

冷却コイル部 MPa 

ジャケット部 MPa 

最高使用温度 

本体 ℃ 

冷却コイル部 ℃ 

ジャケット部 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

高レベル廃液混合槽は，設計基準対象の施設として液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃

液貯蔵設備から高レベル濃縮廃液及び不溶解残渣廃液を，また，必要に応じて中和処理

したアルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄廃液をアルカリ濃縮廃液中和槽を介して受け入

れ，必要に応じて組成調整した廃液を供給液槽に移送するために設置する。 

高レベル廃液混合槽は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため，冷却コイルにその他再

処理設備の附属施設の安全冷却水系から冷却水を適切に供給する設計とする。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する高レベル廃液混合槽は，冷却機能の

喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器である高レベル廃液混合槽に内包する溶液を冷却している冷却コイルに

通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，配管・弁，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内

ホース等で構成する。
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重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する高レベル廃液混合槽は，内包する溶

液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するため，貯槽の空間部

に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型圧縮機及び配管・弁で構成する 。 

重大事故等時に代替換気設備として使用する高レベル廃液混合槽は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気

に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の

隔離弁を閉止し，高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の流路を遮断することで，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋

内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成す

る。 

1. 容量の設定根拠

高レベル廃液混合槽は，設計基準対象の施設として高レベル濃縮廃液，不溶解残渣

廃液，アルカリ濃縮廃液，アルカリ洗浄廃液及び組成調整液を保有できる容量として

とする。

公称値は要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液混合槽の本体の最高使用圧力は，

高レベル廃液混合槽の本体の通常運転圧力が であるた

め，これを上回る圧力として とする。 

高レベル廃液混合槽の本体の重大事故等時における圧力は，廃ガスシールポットに

より制限され，最大でも であることから， とする。 
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2.2 冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液混合槽の冷却コイル部の最高使用

圧力は，高レベル廃液混合槽の冷却コイル部の通常運転圧力が であるため，

これを上回る圧力として とする。 

高レベル廃液混合槽の冷却コイル部を重大事故等時に使用する場合の圧力は，可搬

型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液混合槽の本体の最高使用温度は，

高レベル廃液混合槽の本体の通常運転温度が であるため，これを上回る とす

る。 

高レベル廃液混合槽を重大事故等時に使用する場合の本体の温度は，想定される硝

酸の沸点が であることから，これを上回る とする。 

3.2 冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液混合槽の冷却コイル部の最高使用

温度は，高レベル廃液混合槽の冷却コイル部の出口温度が 以下であるため，これ

を上回る温度として とする。 

高レベル廃液混合槽の冷却コイル部を重大事故等時に使用する場合の温度は，想定

される硝酸の沸点が であることから，これを上回る とする。 
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4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての高レベル廃液混合槽の伝熱面積の設定根拠については，

平成11年１月29日付け10安（核規）第538号にて認可された設工認の「Ⅵ 設計及び工

事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付－11 崩壊熱除去に関する説明書」に

よる。 

高レベル廃液混合槽を重大事故等時に使用する場合の伝熱面積の設定根拠について

は，「除熱評価に関する補足説明資料 内部ループ通水による崩壊熱除去について」

及び「除熱評価に関する補足説明資料 冷却コイル通水及び冷却ジャケット通水によ

る崩壊熱除去について」による。 

5. 個数の設定根拠

高レベル廃液混合槽は，設計基準対象の施設として高レベル廃液の組成調整及び高

レベル廃液混合槽へ廃液を移送するために必要な個数である 2個設置する。また，冷

却コイルは，本体の崩壊熱除去に必要な個数 1個設置し，予備としての 1個を合わせ

て 2個設置する。 

重大事故等時に使用する高レベル廃液混合槽の本体及び冷却コイルは，設計基準対

象の施設として設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
供給液槽 

（ ） 

容量 m3/個 

最高使用圧力 

本体 kPa 

冷却コイル部 MPa 

ジャケット部 MPa 

最高使用温度 

本体 ℃ 

冷却コイル部 ℃ 

ジャケット部 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

供給液槽は，設計基準対象の施設として高レベル廃液混合槽からの廃液を供給槽を介

してガラス溶融炉に供給するために設置する。 

供給液槽は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため，冷却コイルに，その他再処理設

備の附属施設の安全冷却水系から冷却水を適切に供給する設計とする。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する供給液槽は，冷却機能の喪失による

蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器である供給液槽に内包する溶液を冷却している冷却コイルに通水することで，蒸発

乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，配管・弁，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内

ホース等で構成する。

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する供給液槽は，内包する溶液の放射

線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するため，貯槽の空間部に圧縮空

気を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型圧縮機及び配管・弁で構成する 。 
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重大事故等時に代替換気設備として使用する供給液槽は，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する

放射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する高レベル廃液

ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の隔離弁を閉止

し，高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋

内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成す

る。 

1. 容量の設定根拠

供給液槽は，設計基準対象の施設として高レベル廃液混合槽からの廃液を受入れ，

供給槽に移送できる容量として とする。

公称値は要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する供給液槽の本体の最高使用圧力は，供給液槽の

本体の通常運転圧力が であるため，これを上回る圧力

として とする。 

供給液槽の本体の重大事故等時における圧力は，廃ガスシールポットにより制限さ

れ，最大でも であることから， とする。 
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2.2 冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する供給液槽の冷却コイル部の最高使用圧力は，供

給液槽の冷却コイル部の通常運転圧力が であるため，これを上回る圧力として

とする。 

供給液槽の冷却コイル部を重大事故等時に使用する場合の圧力は，可搬型中型移送

ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する供給液槽の本体の最高使用温度は，供給液槽の

本体の通常運転温度が であるため，これを上回る とする。 

供給液槽を重大事故等時に使用する場合の本体の温度は，想定される硝酸の沸点が

であることから，これを上回る とする。 

3.2 冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する供給液槽の冷却コイル部の最高使用温度は，供

給液槽の冷却コイル部の出口温度が 以下であるため，これを上回る温度として

とする。 

供給液槽の冷却コイル部を重大事故等時に使用する場合の温度は，想定される硝酸の

沸点が であることから，これを上回る とする。 
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4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての供給液槽( )の伝熱面積の設定根拠につい

ては，平成11年１月29日付け10安（核燃）第538号にて認可された設工認の「Ⅵ 設計

及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付－11 崩壊熱除去に関する説

明書」による。 

供給液槽を重大事故等時に使用する場合の伝熱面積の設定根拠については，「除熱評

価に関する補足説明資料 内部ループ通水による崩壊熱除去について」及び「除熱

評価に関する補足説明資料 冷却コイル通水及び冷却ジャケット通水による崩壊熱除

去について」による。 

5. 個数の設定根拠

供給液槽は，設計基準対象の施設として供給槽へ廃液を移送するために必要な個数

である2個設置する。また，冷却コイルは，本体の崩壊熱除去に必要な個数1個設置

し，予備としての1個を合わせて2個設置する。 

重大事故等時に使用する供給液槽の本体及び冷却コイルは，設計基準対象の施設と

して設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
供給槽 

（ ） 

容量 m3/個 

最高使用圧力 

本体 kPa 

冷却コイル部 MPa 

ジャケット部 MPa 

最高使用温度 

本体 ℃ 

冷却コイル部 ℃ 

ジャケット部 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

供給槽は，設計基準対象の施設として供給液槽からの廃液をガラス溶融炉（に供給する

ために設置する。 

供給槽は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため，冷却コイルに，その他再処理設備の

附属施設の安全冷却水系から冷却水を適切に供給する設計とする。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する供給槽は，冷却機能の喪失による蒸

発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器である供給液に内包する溶液を冷却している冷却コイルに通水することで，蒸発乾固

の発生を未然に防止するために使用する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，配管・弁，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内

ホース等で構成する。

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する供給槽は，内包する溶液の放射線

分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するため，貯槽の空間部に圧縮空気

を供給するために使用する。 

系統構成は，可搬型圧縮機及び配管・弁で構成する 。 
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重大事故等時に代替換気設備として使用する供給槽は，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器の気相中に移行する放射性物質，水素掃気空気に同伴する放

射性物質及び水素爆発により「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器の気相中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続する高レベル廃液ガ

ラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の隔離弁を閉止

し，高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の流路を遮断することで，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器の排気をセルに導出するために使用する。 

系統構成は，配管・弁，ダクト・ダンパ，隔離弁，廃ガスシールポット，凝縮器，予

備凝縮器，気液分離器，セル導出ユニットフィルタ，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型建屋

内ホース，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型ダクト並びに漏えい液受皿で構成す

る。 

1. 容量の設定根拠

供給槽は，設計基準対象の施設として供給液槽からの廃液を受入れ，ガラス溶融炉

に移送できる容量として とする。

公称値は要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 本体の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する供給槽の本体の最高使用圧力は，供給槽（の本

体の通常運転圧力が4 であるため，これを上回る圧力と

して とする。 

供給槽の本体の重大事故等時における圧力は，廃ガスシールポットにより制限され，

最大でも であることから， とする。 
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2.2 冷却コイル部の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する供給槽の冷却コイル部の最高使用圧力は，供給

槽の冷却コイル部の通常運転圧力が であるため，これを上回る圧力として

とする。 

供給槽の冷却コイル部を重大事故等時に使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポ

ンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 本体の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する供給槽の本体の最高使用温度は，供給槽の本体

の通常運転温度が であるため，これを上回る とする。 

供給槽を重大事故等時に使用する場合の本体の温度は，想定される硝酸の沸点が

であることから，これを上回る とする。 

3.2 冷却コイル部の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する供給槽の冷却コイル部の最高使用温度は，供給

槽の冷却コイル部の出口温度が 以下であるため，これを上回る温度として と

する。 

供給槽の冷却コイル部を重大事故等時に使用する場合の温度は，想定される硝酸の沸

点が であることから，これを上回る とする。 
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4. 伝熱面積の設定根拠

設計基準対象の施設としての供給槽( )の伝熱面積の設定根拠について

は，平成11年１月29日付け10安（核燃）第538号にて認可された設工認の「Ⅵ 設計及

び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書 添付－11 崩壊熱除去に関する説明

書」による。 

供給槽を重大事故等時に使用する場合の伝熱面積の設定根拠については，「除熱評価

に関する補足説明資料 内部ループ通水による崩壊熱除去について」及び「除熱評

価に関する補足説明資料 冷却コイル通水及び冷却ジャケット通水による崩壊熱除去

について」による。 

5. 個数の設定根拠

供給槽は，設計基準対象の施設としてガラス溶融炉へ廃液を移送するために必要な

個数である2個設置する。また，冷却コイルは，本体の崩壊熱除去に必要な個数1個設

置し，予備としての1個を合わせて2個設置する。 

重大事故等時に使用する供給槽の本体及び冷却コイルは，設計基準対象の施設とし

て設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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(2) 主配管 
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名称 
安全冷却水系～高レベル廃液混合槽(

) の冷却コイル

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全冷却水系と高レベル廃液混合槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，設

計基準対象の施設として安全冷却水ポンプから高レベル廃液混合槽の冷却コイルに安全

冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系と高レベル

廃液混合槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの最

高使用圧力に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換

器の最高使用温度に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，貯槽出口の冷却水の温度が

以下であるため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系～高レベル廃液混合槽(

) の冷却コイル

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全冷却水系と高レベル廃液混合槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，設

計基準対象の施設として安全冷却水ポンプから高レベル廃液混合槽の冷却コイルに安全

冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系と高レベル

廃液混合槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの最

高使用圧力に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換

器の最高使用温度に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，貯槽出口の冷却水の温度が

以下であるため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系～供給液槽 ( ) の冷却

コイル

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全冷却水系と供給液槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，設計基準対象

の施設として安全冷却水ポンプから供給液槽の冷却コイルに安全冷却水を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系と供給液槽

の冷却コイルとをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプ

によって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶

液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの最

高使用圧力に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換

器の最高使用温度に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，貯槽出口の冷却水の温度が

以下であるため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

26

41491



名称 
安全冷却水系～供給槽( ) の冷却コイ

ル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全冷却水系と供給槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，設計基準対象の

施設として安全冷却水ポンプから供給槽の冷却コイルに安全冷却水を供給するために設

置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系と供給槽の

冷却コイルとをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプに

よって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液

の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの最

高使用圧力に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換

器の最高使用温度に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，貯槽出口の冷却水の温度が

以下であるため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系～供給液槽( ) の冷却コ

イル

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全冷却水系と供給液槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，設計基準対象

の施設として安全冷却水ポンプから供給液槽の冷却コイルに安全冷却水を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系と供給液槽

の冷却コイルとをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプ

によって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶

液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの最

高使用圧力に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換

器の最高使用温度に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，貯槽出口の冷却水の温度が

以下であるため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系～供給槽( ) の冷却コイ

ル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全冷却水系と供給槽の冷却コイルとをつなぐ配管であり，設計基準対象の

施設として安全冷却水ポンプから供給槽の冷却コイルに安全冷却水を供給するために設

置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水系と供給槽の

冷却コイルとをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプに

よって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液

の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの最

高使用圧力に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換

器の最高使用温度に合わせて とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，貯槽出口の冷却水の温度が

以下であるため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全圧縮空気系～高レベル廃液混合槽(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その他再

処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を高レベル廃液混合槽に貯槽

内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から高

レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧

縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から高レ

ベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬

型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に注水し，溶液の温度を低下さ

せ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，高レ

ベル廃液混合槽と環境温度が同一になるため，高レベル廃液混合槽の使用温度と同じ

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に 

 mmとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mmと

する。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全圧縮空気系～高レベル廃液混合槽(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その他再

処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を高レベル廃液混合槽に貯槽

内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から高

レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧

縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から高レ

ベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬

型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に注水し，溶液の温度を低下さ

せ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，高レ

ベル廃液混合槽( )と環境温度が同一になるため，高レベル廃液混合槽(

)の使用温度と同じ とする。

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

 mmとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mmと

する。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 安全圧縮空気系～供給液槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から供給液槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の

附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給液槽に貯槽内の水素濃度を未然防

止濃度未満に維持するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供

給液槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系と

は異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持

するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供給

液槽( )までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬

型中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽( )に注水し，溶液の温度を低下さ

せ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，供給

液槽と環境温度が同一になるため，供給液槽の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmと

する。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 安全圧縮空気系～供給槽 ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から供給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃

度未満に維持するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供

給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは

異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供給

槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポ

ンプによって冷却水を供給槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するた

めに使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設として使用する場合の最高使用圧力は，安全空気圧縮装

置の吐出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設として使用する場合の最高使用温度は，通常温度が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，供給

槽と環境温度が同一になるため，供給槽の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 安全圧縮空気系～供給液槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から供給液槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の

附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給液槽に貯槽内の水素濃度を未然防

止濃度未満に維持するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供

給液槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系と

は異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持

するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供給

液槽(2811-V63)までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬

型中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状

態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，供給

液槽と環境温度が同一になるため，供給液槽の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmと

する。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 安全圧縮空気系～供給槽 ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，安全圧縮空気系から供給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃

度未満に維持するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供

給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは

異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全圧縮空気系から供給

槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポ

ンプによって冷却水を供給槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するた

めに使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，供給

槽と環境温度が同一になるため，供給槽の使用温度と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  m

mとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 高レベル廃液ガラス固化設備の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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ガラス固化体貯蔵設備 
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第1ガラス固化体貯蔵建屋東棟 
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(1) 地下水排水設備

1
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 4（予備 2） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 10 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備（第１ガラス固化体貯蔵建屋周り）は，第１ガラス固化体貯蔵建屋の

耐震設計において地下水位の低下に期待していることから，地下水の排水のために設置

する。また，地下水排水設備（第１ガラス固化体貯蔵建屋周り）は，地震後にもその機

能に期待することから，Ss機能維持として設計する。第１ガラス固化体貯蔵建屋地下水

排水設備うち，第１ガラス固化体貯蔵建屋地下水排水設備の耐震性を有するピットは第

１ガラス固化体貯蔵建屋（西棟）北東側に1個，南東側に1個設置し，各集水ピットに，

第１ガラス固化体貯蔵建屋地下水排水設備（排水ポンプ）（以下「排水ポンプ」とい

う。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水位検出器」という。）5個を設置す

る。地下水排水設備（第１ガラス固化体貯蔵建屋周り）の概略図を図１に示す。 

地下水排水設備（第１ガラス固化体貯蔵建屋周り）が機能喪失した場合は，状況を確認

し速やかに予備品と交換する対応をとる。  

2
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1. 排水ポンプについいて

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：36m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：142m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②142m3/日(約6m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

：耐震性を有するピット 

集水管エリア５ 

地下水排水ポンプ現場制御盤

 

第１ガラス固化体

貯蔵建屋

    排水配管

PLS P

図１ 地下水排水設備（第１ガラス固化体貯蔵建屋周り）の概略図 
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集水管エリア５ 湧水量 湧水量合計 

第１ガラス固化体貯蔵建

屋建屋廻り 
142m3/日 142m3/日 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，142m3/日であり，近年実測し

た地下水の排水実績と比較しても解析結果が十分裕度を持った値であることか

ら，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約23 m

② 配管・機器圧力損失  ：約1 m 

③ 合計  ：24ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約24mを上回る

30.2m以上とする。 

公称値については，要求される揚程24mを上回る30.2 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)  ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)   ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)        ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)      ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54 
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P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで第１ガラス固化体貯蔵建

屋の健全性を確保するため，第１ガラス固化体貯蔵建屋（西棟）北東側ピットと南

東側ピットへ各々2個（合計4個）設置する。 

2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋230mm～＋1200mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mm とする。

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。

2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで第１ガラス固化体貯蔵建屋の健全性を確保するため，サブドレンポンプ

の制御に必要な個数として，第１ガラス固化体貯蔵建屋（西棟）北東側ピットと南東

側ピットへ各々5個（合計 10個）設置する。 
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3. 最高使用圧力の設定根拠

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。

4. 最高使用温度の設定根拠

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約35℃（むつ特別地域気象観測所での

観察記録における日最高気温37.4℃（2012年7月））を上回る40℃とする。 

6
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低レベル固体廃棄物貯蔵設備 
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ハル・エンドピース貯蔵建屋 
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(1) 地下水排水設備

1
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 4（予備 2） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 10 

配

管

名   称 排水配管 

最高使用圧力 MPa 0.98 

最高使用温度 ℃ 40℃ 

発
電
機

名   称 発電機装置 

発電機容量 kVA/基 34 

機関出力 kW/基 40.8 

個 数 － 2 

容

器

名   称 燃料油貯槽 

容 量 m3/個 0.69以上（0.9） 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

個 数 － 2 

配

管

名   称 燃料油配管 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

2
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【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）は，ハル・エンドピース貯蔵

建屋の耐震設計において地下水位の低下に期待していることから，地下水の排水のた

めに設置する。また，ハル・エンドピース貯蔵建屋地下水排水設備は，地震後にもそ

の機能に期待することから，Ss機能維持として設計する。ハル・エンドピース貯蔵建

屋地下水排水設備地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）うち，ハル・

エンドピース貯蔵建屋地下水排水設備の耐震性を有するピットはハル・エンドピース

貯蔵建屋北西側に1個，南東側に1個設置し，各集水ピットに，ハル・エンドピース貯

蔵建屋地下水排水設備（排水ポンプ）（以下「排水ポンプ」という。）2個，地下水排水

設備水位検出器（以下「水位検出器」という。）5個を設置する。地下水排水設備発電

機装置（以下「発電機装置」という。）および地下水排水設備燃料油貯槽（以下「燃料

油貯槽」という。）各１個を設置し，発電機と燃料油貯槽を燃料油配管で接続する。 

 地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）への電源が喪失した場合は，

発電機装置から給電可能な設計とする。地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建

屋周り）の概略図を図１に示す。 

地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）が機能喪失した場合は，状況を

確認し速やかに予備品と交換する対応をとる。  

1. 排水ポンプについいて

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

：耐震性を有するピット 

集水管エリア７ 

地下水排水ポンプ現場制御盤

ハル・エンドピース

貯蔵建屋

    排水配管

PLS P

図１ 地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）の概略図 
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る。 

① 地下水の排水実績：56m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：127m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②127m3/日(約5m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

集水管エリア７ 湧水量 湧水量合計 

ハル・エンドピース貯蔵

建屋建屋廻り 
127m3/日 127m3/日 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，127m3/日であり，近年実測し

た地下水の排水実績（56m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値であ

ることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約27 m

② 配管・機器圧力損失  ：約1 m 

③ 合計  ：28ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約28mを上回る

30.2m以上とする。 
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公称値については，要求される揚程28mを上回る30.2 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)  ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)   ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)        ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)      ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54 

P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することでハル・エンドピース貯蔵

建屋の健全性を確保するため，ハル・エンドピース貯蔵建屋北西側ピットと南東側

ピットへ各々2個（合計4個）設置する。 

2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  
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り＋230mm～＋1200mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mm とする。

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。

2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することでハル・エンドピース貯蔵建屋の健全性を確保するため，サブドレンポン

プの制御に必要な個数として，ハル・エンドピース貯蔵建屋北西側ピットと南東側ピ

ットへ各々5個（合計 10個）設置する。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。

4. 最高使用温度の設定根拠

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約35℃（むつ特別地域気象観測所での

観察記録における日最高気温37.4℃（2012年7月））を上回る40℃とする。 

5．排水配管について 

5.1 最高使用圧力の設定根拠 

地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）として使用する排水配管の最

高使用圧力は，排水ポンプ2台起動時の吐出圧力を考慮して，0.98MPaする。 

5.2  最高使用温度の設定根拠 

地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）として使用する排水配管の

最高使用温度は，屋外の最高温度約35℃（むつ特別地域気象観測所での観察記録に

おける日最高気温37.4℃（2012年7月））を上回る40℃とする。 
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6. 発電機ついて

6.1  発電機容量の設定根拠 

 発電機は，地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）がその機能を維

持するために必要な負荷に電力を供給する設計とする。発電機は，表-1，図-1に示

す地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）への給電時の負荷(7.0kW)

に対し，十分な容量を確保できるよう27.2kW/基の発電機出力を有する設計とし，

設定した発電機出力を力率で除することにより，発電機に必要な容量を算出する。

発電機の容量は次式により34kVAとする。 

Q=P÷pf=27.2÷0.8=34 

  Q：発電機の容量(kVA) 

  P：発電機の出力(kW)=27.2 

  Pf：力率=0.8 

6.2 機関出力の設定根拠 

 機関の必要な出力は設定した発電機出力を発電機の効率で除することにより算出

する。発電機出力27.2kWから，機関の出力は次式により30.7kW以上の40.8kWとす

る。 

PE≧P÷η=27.2÷0.888≒30.7 

 PE：内燃機関の出力(kW) 

 P：発電機の定格出力(kW)=27.2 

 η：発電機の効率=0.888 

表-1  地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）への給電時の負荷 

起動順序 負荷 負荷容量(kW) 

① 
ハル・エンドピース貯蔵建屋

地下水排水ポンプ現場制御盤(注1) 
7.0 

負荷合計 7.0 

(注1) 地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）地下水排水ポンプ現場制

御盤下にある主要な負荷は，地下水排水ポンプ、水位検出器である。 

以下余白 
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図-1 地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周りの給電時の負荷積算イメージ 

6.3 個数の設定根拠 

発電機は，地震後にも地下水排水設備が必要とする電力の供給を確保し，継続的

に流入する地下水を排水し，地下水位を一定レベル以深に維持することでハル・エ

ンドピース貯蔵建屋の耐震性を確保するため，ハル・エンドピース貯蔵建屋の北西

側と南東側に各々1基設置する。 

7. 燃料油貯槽について

7.1 容量の設定根拠 

燃料油貯槽の容量は，発電機の実負荷容量にて 7日分連続運転が可能な容量とす

る。 

７日間連続運転において必要となる発電機出力は7.0 kWであることから，必要な

燃料は以下の通り0.68544 m3である。 

V＝Q×H＝4.08×168＝685.44 L＝0.68544 m3 

V：7日間連続運転時燃料消費量（m3） 

Q：燃料消費量（L/h） ＝4.08（発電出力7.0 kW） 

H：運転時間（h） ＝168 

以上より，燃料油貯槽の容量は，0.68544 m3を上回る容量として，0.69 m3以上と

する。 

経過時間(h) 

負荷容量(kW) 

発電機 1台の最大負荷容量 27.2kW 

最大負荷容量 

7.0kW 

起動時の最大負荷 

30.95kW 

0 

10 

20 

30 

0 
1 

① 
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公称値については，要求される容量0.69 m3を上回る0.9 m3/個とする。 

7.2  最高使用圧力の設定根拠 

 燃料油貯槽を使用する場合の圧力は，燃料油貯槽が大気開放タンクであることか

ら静水頭とする。 

7.3  最高使用温度の設定根拠 

燃料油貯槽を使用する場合の温度は，燃料油貯槽が大気開放タンクであり屋外設

置のタンクであることから外気の温度（注 1）を上回る 40℃とする。 

  (注 1）外気の温度は，むつ特別地域観測所における日最高気温である 7月の約 

  35℃（34.7℃）とする。 

7.4  個数 

燃料油貯槽は，地震後にも地下水排水設備への電源供給を確保し，継続的に流入

する地下水を排水し，地下水位を一定レベル以下に維持することでハル・エンドピ

ース貯蔵建屋の耐震性を確保することから，発電機の7日間連続運転に必要な燃料油

を確保するため，ハル・エンドピース貯蔵建屋の北西側と南東側に各々1個設置す

る。 

8. 燃料油配管

8.1 最高使用圧力の設定根拠 

地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）として使用する燃料油配管の圧

力は，燃料油貯槽の最高使用圧力と同じ静水頭とする。

8.2  最高使用温度の設定根拠 

地下水排水設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋周り）として使用する燃料油配管の

温度は，燃料油貯槽の最高使用温度と同じ 40℃とする。 

9
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放射線監視設備 
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屋外モニタリング設備 
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排気モニタリング設備 
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名称 主排気筒ガスモニタ 
個数 ― 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

主排気筒ガスモニタは，設計基準対象の施設として主排気筒から放出される放射性希

ガスの濃度の監視を行い，中央制御室にて指示及び記録するとともに，放射能レベルがあ

らかじめ設定した値を超えたときは，警報を発するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に排気モニタリング設備として使用する主排気筒ガスモニタは，再処理

施設から大気中へ放出される放射性希ガスの濃度を監視し，及び測定し，並びにその結果

を記録するために使用する。  

 主排気筒ガスモニタの装置の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射

線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」に

よる。 

（1）個数の設定根拠 

 設計基準対象の施設として使用する主排気筒ガスモニタの個数は，再処理施設から放

出される放射性希ガスの濃度の監視に必要な個数として2個設置する。 

 主排気筒ガスモニタを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，設計基準対

象の施設として2個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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代替モニタリング設備 

41541



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－４－２－１ 

代替排気モニタリング設備 
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名称 可搬型排気モニタリング用発電機 
容量(発電機) kVA/個 3.1 
出力(機関) kW/個 5.5 

容量(燃料タンク) L/個 7.0以上(15) 
最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 
最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 ― 1(予備2) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に再処理施設から放出される放射性物質の濃度の監視，測

定するために必要な電力を可搬型ガスモニタ，可搬型排気サンプリング設備，可搬型排気

モニタリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置，可搬型トリチウム測定装置及び

可搬型核種分析装置へ給電するために使用する。 

可搬型排気モニタリング用発電機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理施設の構

成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」にて説明する。 

（1）容量の設定根拠 

可搬型排気モニタリング用発電機燃料タンクの容量は，可搬型排気モニタリング用発

電機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された可搬型排気モニタリング用発電機近傍のドラム缶か

らの燃料補給時間が最長で約5.0時間後であることから，この間の燃料消費量は以下の

とおりとなる。 

V=C×H=1.4×5.0＝7.0 

V：燃料消費量(L) 

H：燃料補給時間(h)＝5.0 

C：燃料消費率(l/h)＝1.4 

以上により燃料補給までの燃料消費量が7.0Lであることから，可搬型排気モニタリン

グ用発電機燃料タンクの容量は7.0L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量15L/個とする。 

（2）最高使用圧力の設定根拠 

 可搬型排気モニタリング用発電機燃料タンクの最高使用圧力は，大気開放タンクであ

ることから静水頭とする。 
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（3）最高使用温度の設定根拠 

 可搬型排気モニタリング用発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で使用する可搬

型設備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

（4）個数の設定根拠 

 可搬型排気モニタリング用発電機は，重大事故等対処設備として1個及び故障時又は点

検保守による待機除外時の予備として2個の合計3個を配備する。 
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可搬型排気モニタリング設備 
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名称 可搬型ガスモニタ 
個数 ― 2(予備2) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に主排気筒及び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

筒)から大気中へ放出される放射性希ガスの濃度を連続測定するために使用する。 

 可搬型ガスモニタの装置の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射線

管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」によ

る。 

（1）個数の設定根拠 

 可搬型ガスモニタは，重大事故等対処設備として2個及び故障時の予備として2個の合

計4個を配備する。 

2

41548



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－４－２－２ 

代替環境モニタリング設備 

41549



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 発電機 

1

41550



名称 可搬型環境モニタリング用発電機 
容量 kVA/個 3.1 

出力(機関) kW/個 5.5 
容量(燃料タンク) L/個 9.4以上(15) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 
最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 ― 9(予備 10) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に再処理施設から大気中へ放出される放射性物質の線量及

び濃度を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録するために必要な電力を可搬型線

量率計，可搬型ダストモニタ及び可搬型環境モニタリング用データ伝送装置へ給電する

ために使用する。  

 可搬型環境モニタリング用発電機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理施設の

構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」にて説明する。 

（1）容量の設定根拠 

可搬型環境モニタリング用発電機燃料タンクの容量は，可搬型環境モニタリング用発

電機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された可搬型環境モニタリング用発電機用のドラム缶から

の燃料補給時間が最長で約6.7時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のと

おりとなる。 

V=C×H=1.4×6.7＝9.38 

V：燃料消費量(L) 

H：燃料補給時間(h)＝6.7 

C：燃料消費率(l/h)＝1.4 

以上により可搬型環境モニタリング用発電機燃料タンクの容量は，燃料補給までの燃

料消費量である9.38Lを上回る容量として9.4L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量15L/個とする。 

（2）最高使用圧力の設定根拠 

 可搬型環境モニタリング用発電機燃料タンクの最高使用圧力は，大気開放タンクであ

ることから静水頭とする。 
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（3）最高使用温度の設定根拠 

 可搬型環境モニタリング用発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で使用する可搬

型設備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

（4）個数の設定根拠 

 可搬型環境モニタリング用発電機は，重大事故等対処設備として9個及び故障時又は

点検保守による待機除外時の予備として10個の合計19個を配備する。 
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名称 可搬型線量率計 
個数 ― 9(予備9) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に周辺監視区域境界付近において，線量を測定するために

使用する。 

 可搬型線量率計の装置の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管

理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

 可搬型線量率計は，重大事故等対処設備として9個及び故障時の予備として9個の合計1

8個を配備する。 
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名称 可搬型ダストモニタ 
個数 ― 9（予備9） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に周辺監視区域境界付近において，空気中の粒子状放射性

物質を連続的に捕集及び測定するために使用する。 

 可搬型ダストモニタの装置の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射

線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」に

よる。 

（1）個数の設定根拠 

 可搬型ダストモニタは，重大事故等対処設備として9個及び故障時の予備として9個の

合計18個を配備する。 
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名称 ガンマ線用サーベイメータ(SA) 
個数 ― 8(予備8) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に可搬型環境モニタリング設備を設置するまでの間，建屋

周辺において線量当量率を測定し，及びその結果を記録するために使用する。 

ガンマ線用サーベイメータ(SA)の装置の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-7-1 放射線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関す

る説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

 ガンマ線用サーベイメータ(SA)は，重大事故等対処設備として8個及び故障時の予備と

して8個の合計16個を配備する。 
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名称 中性子線用サーベイメータ(SA) 
個数 ― 2(予備2) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に可搬型環境モニタリング設備を設置するまでの間，建屋

周辺において線量当量率を測定し，及びその結果を記録するために使用する。 

中性子線用サーベイメータ(SA)の装置の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-7-1 放射線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関す

る説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

 中性子線用サーベイメータ(SA)は，重大事故等対処設備として2個及び故障時の予備と

して2個の合計4個を配備する。 
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名称 アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)
個数 ― 3(予備3) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に可搬型環境モニタリング設備を設置するまでの間，建屋

周辺において空気中の放射性物質の濃度を測定し，及びその結果を記録するために使用

する。  

アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)の装置の構成，計測範囲等については，添付

書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範

囲に関する説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)は，重大事故等対処設備として3個及び故障

時の予備として3個の合計6個を配備する。 

4

41561



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－４－３ 

試料分析関係設備 
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Ⅵ－１－１－３－４－３－１ 

放出管理分析設備 

41563



(1) 計装/放管設備

1

41564



名称 放射能測定装置(アルファ・ベータ線用) 
個数 ― 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

放射能測定装置(アルファ・ベータ線用)は，設計基準対象の施設として主排気筒及び北

換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)の排気サンプリング設備により捕集した放

射性物質の濃度を測定するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に放出管理分析設備として使用する放射能測定装置(アルファ・ベータ線

用)は，主排気筒及び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)の排気サンプリング

設備又は可搬型排気サンプリング設備で捕集した試料を，定期的(1日ごと)又は大気中へ

の放射性物質の放出のおそれがある場合に回収し，回収した試料の放射性物質の濃度を

測定し，主排気筒及び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)から大気中へ放出さ

れる放射性物質の濃度を評価し，記録するために使用する。  

 放射能測定装置(アルファ・ベータ線用)の計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-

2 管理区域の出入管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関す

る説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

 設計基準対象の施設として使用する放射能測定装置(アルファ・ベータ線用)の個数は，

再処理施設から放出される放射性物質の濃度の測定に必要な個数として1個を設置する。 

 放射能測定装置(アルファ・ベータ線用)を重大事故等対処設備として使用する場合の

個数は，設計基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使

用する。 

2
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名称 放射能測定装置(低エネルギーベータ線用) 
個数 ― 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

放射能測定装置(低エネルギーベータ線用)は，設計基準対象の施設として主排気筒及

び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)の排気サンプリング設備により捕集し

た放射性物質の濃度を測定するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に放出管理分析設備として使用する放射能測定装置(低エネルギーベー

タ線用)は，主排気筒及び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)の排気サンプリ

ング設備又は可搬型排気サンプリング設備で捕集した試料を，定期的(1日ごと)又は大気

中への放射性物質の放出のおそれがある場合に回収し，回収した試料の放射性物質の濃

度を測定し，主排気筒及び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)から大気中へ放

出される放射性物質の濃度を評価し，記録するために使用する。  

放射能測定装置(低エネルギーベータ線用)の計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-

7-2 管理区域の出入管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関

する説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

 設計基準対象の施設として使用する放射能測定装置(低エネルギーベータ線用)の個数

は，再処理施設から放出される放射性物質の濃度の測定に必要な個数として1個を設置す

る。 

 放射能測定装置(低エネルギーベータ線用)を重大事故等対処設備として使用する場合

の個数は，設計基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として

使用する。 
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名称 核種分析装置(ガンマ線用) 
個数 ― 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

核種分析装置(ガンマ線用)は，設計基準対象の施設として主排気筒及び北換気筒(使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)の排気サンプリング設備により捕集した放射性物質の濃

度を測定するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に放出管理分析設備として使用する核種分析装置(ガンマ線用)は，主排

気筒及び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)の排気サンプリング設備又は可

搬型排気サンプリング設備で捕集した試料を，定期的(1日ごと)又は大気中への放射性物

質の放出のおそれがある場合に回収し，回収した試料の放射性物質の濃度を測定し，主排

気筒及び北換気筒(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)から大気中へ放出される放射性

物質の濃度を評価し，記録するために使用する。  

 核種分析装置(ガンマ線用)の計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-2 管理区域の

出入管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関する説明書」によ

る。 

（1）個数の設定根拠 

 設計基準対象の施設として使用する核種分析装置(ガンマ線用)の個数は，再処理施設

から放出される放射性物質の濃度の測定に必要な個数として1個を設置する。 

 核種分析装置(ガンマ線用)を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，設計

基準対象の施設として1個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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Ⅵ－１－１－３－４－４ 

代替試料分析関係設備 
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Ⅵ－１－１－３－４－４－１ 

可搬型試料分析設備 

41569



(1) 計装/放管設備

1
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名称 可搬型放射能測定装置 
個数 ― 1(予備1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に排気サンプリング設備(主排気筒)，排気サンプリング設

備(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)及び可搬型排気サンプリング設備で捕集した試

料を，定期的(1日ごと)又は大気中への放射性物質の放出のおそれがある場合に測定し，

その結果を記録するために使用する。  

 可搬型放射能測定装置の計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-2 管理区域の出入

管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関する説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

 可搬型放射能測定装置は，重大事故等対処設備として1個及び故障時の予備として1個

の合計2個を配備する。 

2
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名称 可搬型トリチウム測定装置 
個数 ― 1(予備1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に排気サンプリング設備(主排気筒)，排気サンプリング設

備(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)及び可搬型排気サンプリング設備で捕集した試

料を，定期的(1日ごと)又は大気中への放射性物質の放出のおそれがある場合に測定し，

その結果を記録するために使用する。  

 可搬型トリチウム測定装置の計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-2 管理区域の

出入管理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関する説明書」によ

る。 

（1）個数の設定根拠 

 可搬型トリチウム測定装置は，重大事故等対処設備として1個及び故障時の予備として

1個の合計2個を配備する。 
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名称 可搬型核種分析装置 
個数 ― 2(予備2) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に排気サンプリング設備(主排気筒)，排気サンプリング設

備(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒)及び可搬型排気サンプリング設備で捕集した試

料を，定期的(1日ごと)又は大気中への放射性物質の放出のおそれがある場合に測定し，

その結果を記録するために使用する。  

 可搬型核種分析装置の計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-7-2 管理区域の出入管

理設備並びに試料分析関係設備及び代替試料分析関係設備に関する説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

 可搬型核種分析装置は，重大事故等対処設備として2個及び故障時の予備として2個の

合計4個を配備する。 
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Ⅵ－１－１－３－４－６ 

代替放射能観測設備 
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(1) 計装/放管設備

1

41575



 

名称 ガンマ線用サーベイメータ(NaI(Tl)シンチレーション)(SA) 
個数 ― 1(予備1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等が発生した場合に敷地周辺において空間放射線量率を測定し，その結果を

記録するために使用する。  

 ガンマ線用サーベイメータ(NaI(Tl)シンチレーション)(SA)の装置の構成，計測範囲等

については，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲

及び警報動作範囲に関する説明書」による。 

 

（1）個数の設定根拠 

 ガンマ線用サーベイメータ(NaI(Tl)シンチレーション)(SA)の個数は，重大事故等対処

設備として1個及び故障時の予備として1個の合計2個を配備する。 

 

 

 

2
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名称 ガンマ線用サーベイメータ(電離箱)(SA) 
個数 ― 1(予備1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等が発生した場合に敷地周辺において空間放射線量率を測定し，その結果を

記録するために使用する。  

 ガンマ線用サーベイメータ(電離箱)(SA)の装置の構成，計測範囲等については，添付書

類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲

に関する説明書」による。 

 

（1）個数の設定根拠 

 ガンマ線用サーベイメータ(電離箱)(SA)は，重大事故等対処設備として1個及び故障時

の予備として1個の合計2個を配備する。 
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名称 中性子線用サーベイメータ(SA) 
個数 ― 1(予備1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等が発生した場合に敷地周辺において空間放射線量率を測定し，その結果を

記録するために使用する。  

 中性子線用サーベイメータ(SA)の装置の構成，計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-

1-7-1 放射線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関す

る説明書」による。 

 

（1）個数の設定根拠 

 中性子線用サーベイメータ(SA)は，重大事故等対処設備として1個及び故障時の予備と

して1個の合計2個を配備する。 
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名称 アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)
個数 ― 1(予備1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に敷地周辺において空気中の放射性物質の濃度を測定し，

その結果を記録するために使用する。 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)の装置の構成，計測範囲等については，添付

書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範

囲に関する説明書」による。 

（1）個数の設定根拠 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)は，重大事故等対処設備として１個及び故障

時の予備として1個の合計2個を配備する。 
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Ⅵ－１－１－３－４－７ 

代替気象観測設備 

41580



(1) 発電機

1
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名称 可搬型気象観測用発電機 
容量 kVA/台 3.1 

出力(機関) kW/個 5.5 
容量(燃料タンク) L/個 9.4以上(15) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 
最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 ― 1(予備2) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に敷地内において風向，風速その他の気象条件を監視し，及

び測定し，並びにその結果を記録するために必要な電力を可搬型気象観測設備及び可搬

型気象観測用データ伝送装置へ給電するために使用する。 

 可搬型気象観測用発電機の容量に関しては，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理施設の構

成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」にて説明する。 

（1）容量の設定根拠 

可搬型気象観測用発電機燃料タンクの容量は，可搬型気象観測用発電機運転時の燃料

消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された可搬型気象観測用発電機用のドラム缶からの燃料補

給時間が最長で約6.7時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のとおりとな

る。 

V=C×H=1.4×6.7＝9.38 

V：燃料消費量(L) 

H：燃料補給時間(h)＝6.7 

C：燃料消費率(l/h)＝1.4 

以上により可搬型気象観測用発電機燃料タンクの容量は，燃料補給までの燃料消費量

である9.38Lを上回る容量として9.4L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量15L/個とする。 

（2）最高使用圧力の設定根拠 

 可搬型気象観測用発電機燃料タンクの最高使用圧力は，大気開放タンクであることか

ら静水頭とする。 

2

41582



（3）最高使用温度の設定根拠 

 可搬型気象観測用発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で使用する可搬型設備で

あることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

  

（4）個数の設定根拠 

 可搬型気象観測用発電機は，重大事故等対処設備として1個及び故障時又は点検保守に

よる待機除外時の予備として2個の合計3個を配備する。 
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Ⅵ－１－１－３－４－８ 

環境モニタリング用代替電源設備 
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(1) 発電機

1

41585



名称 環境モニタリング用可搬型発電機 
容量 kVA/台 6.5 

出力(機関) kW/個 6.8 
容量(燃料タンク) L/個 14.1以上(26) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 
最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 ― 9(予備10) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等が発生した場合に周辺監視区域境界付近の空間放射線量率及び空気中の放

射性物質の濃度を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録するために必要な電力をモ

ニタリングポスト及びダストモニタへ給電するために使用する。

環境モニタリング用可搬型発電機の容量に関しては，添付書類「Ⅵ-1-7-1 放射線管理

施設の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」にて説明

する。 

（1）容量の設定根拠 

環境モニタリング用可搬型発電機燃料タンクの容量は，環境モニタリング用可搬型発

電機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された環境モニタリング用可搬型発電機用のドラム缶から

の燃料補給時間が最長で約6.7時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のと

おりとなる。 

V=C×H=2.1×6.7＝14.07 

V：燃料消費量(L) 

H：燃料補給時間(h)＝6.7 

C：燃料消費率(l/h)＝2.1 

以上により環境モニタリング用可搬型発電機燃料タンクの容量は，燃料補給までの燃

料消費量である14.07Lを上回る容量として14.1L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量26L/個とする。 

（2）最高使用圧力の設定根拠 

 環境モニタリング用可搬型発電機燃料タンクの最高使用圧力は，大気開放タンクであ

ることから静水頭とする。 
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（3）最高使用温度の設定根拠 

 環境モニタリング用可搬型発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で使用する可搬

型設備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

（4）個数の設定根拠 

 環境モニタリング用可搬型発電機は，重大事故等対処設備として9個及び故障時又は点

検保守による待機除外時の予備として10個の合計19個を配備する。 
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その他再処理設備の附属施設 
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Ⅵ－１－１－３－５－１ 

動力装置及び非常用動力装置 
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電気設備 
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Ⅵ－１－１－３－５－１－１－１ 

－１ 

非常用電源建屋 
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(1) 地下水排水設備

1
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動 機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 4（予備 2） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 10 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備（非常用電源建屋周り）は，非常用電源建屋の耐震設計において地下

水位の低下に期待していることから，地下水の排水のために設置する。また，地下水排

水設備（非常用電源建屋周り）は，地震後にもその機能に期待することから，Ss機能維

持として設計する。非常用電源建屋地下水排水設備うち，非常用電源建屋地下水排水設

備の耐震性を有するピットは非常用電源建屋北西側に1個，南東側に1個設置し，各集水

ピットに，非常用電源建屋地下水排水設備（排水ポンプ）（以下「排水ポンプ」とい

う。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水位検出器」という。）5個を設置す

る。地下水排水設備（非常用電源建屋周り）の概略図を図１に示す。 

地下水排水設備（非常用電源建屋周り）が機能喪失した場合は，状況を確認し速やかに

予備品と交換する対応をとる。  
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1. 排水ポンプについいて 

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：7m3/日 

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：30m3/日 

 

以上より，排水ポンプの容量は②30m3/日(約1m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

 なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響 

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

 

 

 

：耐震性を有するピット 

集水管エリア６ 

地下水排水ポンプ現場制御盤 

  非常用電源建屋 

    排水配管 

P LS P 

図１ 地下水排水設備（非常用電源建屋周り）の概略図 
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集水管エリア６ 湧水量 湧水量合計 

非常用電源建屋建屋廻り 30m3/日 30m3/日 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，30m3/日であり，近年実測した

地下水の排水実績（7m3/日）と比較しても解析結果が十分裕度を持った値である

ことから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約13 m

② 配管・機器圧力損失  ：約1 m 

③ 合計  ：14ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約14mを上回る

30.2m以上とする。 

公称値については，要求される揚程14mを上回る30.2 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)  ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)   ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)        ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)      ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54 
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P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで非常用電源建屋の健全性

を確保するため，非常用電源建屋北西側ピットと南東側ピットへ各々2個（合計4

個）設置する。 

2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋230mm～＋1200mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mm とする。

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。

2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで非常用電源建屋の健全性を確保するため，サブドレンポンプの制御に必

要な個数として，非常用電源建屋北西側ピットと南東側ピットへ各々5 個（合計 10

個）設置する。 
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3. 最高使用圧力の設定根拠

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。

4. 最高使用温度の設定根拠

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約35℃（むつ特別地域気象観測所での

観察記録における日最高気温37.4℃（2012年7月））を上回る40℃とする。 
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－２ 

代替電源設備 
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(1) 発電機
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名 称 可搬型発電機( ) 

容量(発電機) kVA/個 80 

出力(機関) ㎾/個 73.6 

容量(燃料タンク) L/個 67以上(200) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 
4(予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップを3)

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替電源設備として使用する前処理建屋の可搬型発電機は，全交流

動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するた

めの設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装

設備に必要な電力を確保するために設置する。 

  発電機は重大事故等の対処に必要な負荷へ電力を供給できる設計，機関は発電機を

駆動できる設計，燃料タンクは燃料を貯蔵できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

(1)容量(発電機)及び出力(機関)

前処理建屋の可搬型発電機の容量及び機関の出力に関しては，添付書類「Ⅵ－１－

８－１－１ 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて説明する。 

(2)容量(燃料タンク)

前処理建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，前処理建屋の可搬型発電機運転時

の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された前処理建屋の可搬型発電機近傍のドラム缶からの 

燃料補給時間が最長で約3.7時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のと 

おりとなる。 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝18×3.7＝66.6 

Ｖ：燃料消費量(L) 

Ｈ：燃料補給時間(h)＝3.7 

Ｃ：燃料消費率(l/h)＝18 

以上により前処理建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，燃料補給までの燃料消 

費量である66.6Lを上回る容量として67L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量67L/個を上回る200L/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

前処理建屋の可搬型発電機燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の最高使用圧

力は，大気開放タンクであることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

前処理建屋の可搬型発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で使用する可搬型設

備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

前処理建屋の可搬型発電機は，重大事故等対処設備として冷却機能の喪失による蒸

発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処する

ための設備及び計装設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並びに故障時及

び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備3個とし，合計4個を配備す

る。 
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名 称 可搬型発電機( ) 

容量(発電機) kVA/個 80 

出力(機関) ㎾/個 73.6 

容量(燃料タンク) L/個 63以上(200) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 3(予備として故障時のバックアップを2) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替電源設備として使用する分離建屋の可搬型発電機は，全交流動 

力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するため 

の設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装設 

備に必要な電力を確保するために設置する。 

 発電機は重大事故等の対処に必要な負荷へ電力を供給できる設計，機関は発電機を

駆動できる設計，燃料タンクは燃料を貯蔵できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

(1)容量(発電機)及び出力(機関)

分離建屋の可搬型発電機の容量及び機関の出力に関しては，添付書類「Ⅵ－１－８

－１－１ 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて説明する。 

(2)容量(燃料タンク)

分離建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，分離建屋の可搬型発電機運転時の燃

料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された分離建屋の可搬型発電機近傍のドラム缶からの燃 

料補給時間が最長で約3.5時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のとお 

りとなる。 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝18×3.5＝63.0 

Ｖ：燃料消費量(l) 

Ｈ：燃料補給時間(h)＝3.5 

Ｃ：燃料消費率(l/h)＝18 

以上により燃料補給までの燃料消費量が63.0Lであることから，分離建屋の可搬型 

発電機燃料タンクの容量は63.0L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量63L/個を上回る200L/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠 

分離建屋の可搬型発電機燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の最高使用圧力

は，大気開放タンクであることから静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

分離建屋の可搬型発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で使用する可搬型設備 

であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

分離建屋の可搬型発電機は，重大事故等対処設備として冷却機能の喪失による蒸発

乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するた

めの設備及び計装設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並びに故障時のバ

ックアップ用として予備2個とし，合計3個を配備する。 

なお、保守点検による待機除外時のバックアップ用については前処理建屋の可搬型

発電機を兼用する。 
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名   称 可搬型発電機( ) 

容量(発電機) kVA/個 80 

出力(機関) ㎾/個 73.6 

容量(燃料タンク) L/個 76以上(200) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 3(予備として故障時のバックアップを2) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替電源設備として使用するウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の

可搬型発電機は，全交流動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処

するための設備及び計装設備に必要な電力を確保するために設置する。 

発電機は重大事故等の対処に必要な負荷へ電力を供給できる設計，機関は発電機を

駆動できる設計，燃料タンクは燃料を貯蔵できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

(1)容量(発電機)及び出力(機関) 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機の容量及び機関の出力に関して

は，添付書類「Ⅵ－１－８－１－１ 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」に

て説明する。 

(2)容量(燃料タンク) 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給されたウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電

機近傍のドラム缶からの燃料補給時間が最長で約4.2時間後であることから，この間の

燃料消費量は以下のとおりとなる。 

 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝18×4.2＝75.6 

Ｖ：燃料消費量(l) 

Ｈ：燃料補給時間(h)＝4.2 

Ｃ：燃料消費率(l/h)＝18 

 

以上によりウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，

燃料補給までの燃料消費量である75.6Lを上回る容量として76L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量76L/個を上回る200L/個とする。 
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2. 最高使用圧力の設定根拠

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機燃料タンク最高使用圧力は，大

気開放タンクであることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機燃料タンクを重大事故等時に使

用する場合の最高使用温度は，屋外で使用する可搬型設備であることから，外気の温

度37℃を上回る40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機は，重大事故等対処設備として

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水

素による爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力の確保に必要な個数で

ある1個，並びに故障時のバックアップ用として予備2個とし，合計3個を配備する。 

なお、保守点検による待機除外時のバックアップ用については前処理建屋の可搬型

発電機を兼用する。 
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名   称 可搬型発電機( ) 

容量(発電機) kVA/個 80 

出力(機関) ㎾/個 73.6 

容量(燃料タンク) L/個 78以上(200) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 3(予備として故障時のバックアップを2) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替電源設備として使用する高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型

発電機は，全交流動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発

乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するた

めの設備及び計装設備に必要な電力を確保するために設置する。 

発電機は重大事故等の対処に必要な負荷へ電力を供給できる設計，機関は発電機を

駆動できる設計，燃料タンクは燃料を貯蔵できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

(1)容量(発電機)及び出力(機関) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機の容量及び機関の出力に関しては，添

付書類「Ⅵ－１－８－１－１ 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて説

明する。 

(2)容量(燃料タンク) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋の可搬型発電機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機近傍

のドラム缶からの燃料補給時間が最長で約4.3時間後であることから，この間の燃料消

費量は以下のとおりとなる。 

 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝18×4.3＝77.4 

Ｖ：燃料消費量(l) 

Ｈ：燃料補給時間(h)＝4.3 

Ｃ：燃料消費率(l/h)＝18 

 

以上により高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，燃料

補給までの燃料消費量である77.4Lを上回る容量として78L/個以上とする。 
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なお，公称値については要求される容量78L/個を上回る200L/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機燃料タンクを重大事故等時に使用する

場合の最高使用圧力は，大気開放タンクであることから静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外で

使用する可搬型設備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機は，重大事故等対処設備として冷却機

能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素によ

る爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力の確保に必要な個数である1

個，並びに故障時のバックアップ用として予備2個とし，合計3個を配備する。 

なお、保守点検による待機除外時のバックアップ用については前処理建屋の可搬型

発電機を兼用する。 
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名   称 可搬型発電機( ) 

容量(発電機) kVA/個 80 

出力(機関) ㎾/個 73.6 

容量(燃料タンク) L/個 63以上(200) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 3(予備として故障時のバックアップを2) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替電源設備として使用する制御建屋の可搬型発電機は，全交流動

力電源喪失が発生した場合において，制御室の居住性を確保するための設備，計装設

備及び通信連絡を行うために必要な設備に必要な電力を確保するために設置する。 

発電機は重大事故等の対処に必要な負荷へ電力を供給できる設計，機関は発電機を

駆動できる設計，燃料タンクは燃料を貯蔵できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

(1)容量(発電機)及び出力(機関) 

制御建屋の可搬型発電機の容量及び機関の出力に関しては，添付書類「Ⅵ－１－８

－１－１ 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて説明する。 

(2)容量(燃料タンク) 

制御建屋の可搬型発電機燃料タンクの容量は，制御建屋の可搬型発電機運転時の燃

料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された制御建屋の可搬型発電機近傍のドラム缶からの燃

料補給時間が最長で約3.5時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のとおり

となる。 

 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝18×3.5＝63.0 

Ｖ：燃料消費量(L) 

Ｈ：燃料補給時間(h)＝3.5 

Ｃ：燃料消費率(l/h)＝18 

 

以上により燃料補給までの燃料消費量が63.0Lであることから，制御建屋の可搬型発

電機燃料タンクの容量は63.0L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量63L/個を上回る200L/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 
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制御建屋の可搬型発電機燃料タンクの最高使用圧力は，大気開放タンクであること 

から静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

制御建屋の可搬型発電機燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の最高使用温度

は，屋外で使用する可搬型設備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とす

る。 

4. 個数の設定根拠

制御建屋の可搬型発電機は，重大事故等対処設備として制御室の居住性を確保する

ための設備，計装設備及び通信連絡を行うために必要な設備に必要な電力の確保に必

要な個数である1個，並びに故障時のバックアップ用として予備2個とし，合計3個配備

する。 

なお、保守点検による待機除外時のバックアップ用については前処理建屋の可搬型

発電機を兼用する。 
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Ⅵ－１－１－３－５－１－１－１ 

－３ 

代替所内電気設備 
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(1) 電源盤 
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名   称 
重大事故対処用母線分電盤1，2 

( ) 

容 量 A/個 250 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に重大事故等対処設備のうち代替所内電気設備として使用する前処理

建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2は，以下の機能を有する。 

前処理建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2は，全交流動力電源喪失が発生した場

合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解によ

り発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を確保す

るために設置する。 

系統構成は，非常用所内電源系統と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，非常用所内電源系統と異なる系統として設置することにより，非

常用所内電源系統と位置的分散を図る設計とする。 

前処理建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線電圧は，上流に設置されている

前処理建屋の可搬型発電機の電圧と同じ200Vとする。 

 

1. 容量の設定根拠 

前処理建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，重大事故等時の対応に

必要な負荷容量に基づき設計した前処理建屋の可搬型発電機の容量を基に設計する。 

前処理建屋の可搬型発電機の電流は，添付書類「Ⅵ-1-8-1-1 非常用発電装置の出力

の決定に関する説明書」にて示す前処理建屋の可搬型発電機の容量80kVAに対し，以下

のとおり231Aである。 

 

I＝
Q

√3×V
＝

80

√3×0.2
=230.94≒231 

 

I：電流(A) 

Q：前処理建屋の可搬型発電機の容量(kVA)＝80 

V：電圧(kV)＝0.2 

 

したがって，前処理建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，231Aに対

し，十分な余裕を有する250A/個とする。 

 

2
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2. 個数の設定根拠 

前処理建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2は，重大事故等対処設備として冷却機

能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素によ

る爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を確保するために必要な個数

である2個設置する。 
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名   称 
重大事故対処用母線常設分電盤1，2 

( ) 

容 量 A/個 300 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に重大事故等対処設備のうち代替所内電気設備として使用する分離建

屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，以下の機能を有する。 

分離建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，全交流動力電源喪失が発生した

場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解に

より発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を確保

するために設置する。 

系統構成は，非常用所内電源系統と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，非常用所内電源系統と異なる系統として設置することにより，非

常用所内電源系統と位置的分散を図る設計とする。 

分離建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2の母線電圧は，上流に設置されてい

る分離建屋の可搬型発電機の電圧と同じ200Vとする。 

 

1. 容量の設定根拠 

分離建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，重大事故等時の対応に必

要な負荷容量に基づき設計した分離建屋の可搬型発電機の容量を基に設計する。 

分離建屋の可搬型発電機の電流は，添付書類「Ⅵ-1-8-1-1 非常用発電装置の出力の

決定に関する説明書」にて示す分離建屋の可搬型発電機の容量80kVAに対し，以下のと

おり231Aである。 

 

I＝
Q

√3×V
＝

80

√3×0.2
=230.94≒231 

 

I：電流(A) 

Q：分離建屋の可搬型発電機の容量(kVA)＝80 

V：電圧(kV)＝0.2 

 

したがって，分離建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，231Aに対し，

十分な余裕を有する300A/個とする。 
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2. 個数の設定根拠 

分離建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，重大事故等対処設備として冷却

機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素に

よる爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を確保するために必要な個

数である2個設置する。 
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名   称 
重大事故対処用母線常設分電盤1，2 

( ) 

容 量 A/個 250 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に重大事故等対処設備のうち代替所内電気設備として使用する精製建

屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，以下の機能を有する。 

精製建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，全交流動力電源喪失が発生した

場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解に

より発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を確保

するために設置する。 

系統構成は，非常用所内電源系統と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，非常用所内電源系統と異なる系統として設置することにより，非

常用所内電源系統と位置的分散を図る設計とする。 

精製建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2の母線電圧は，上流に設置されてい

るウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機の電圧と同じ200Vとする。 

 

1. 容量の設定根拠 

精製建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，重大事故等時の対応に必

要な負荷容量に基づき設計した精製建屋の可搬型発電機の容量を基に設計する。 

精製建屋の可搬型発電機の電流は，添付書類「Ⅵ-1-8-1-1 非常用発電装置の出力の

決定に関する説明書」にて示す精製建屋の可搬型発電機の容量80kVAに対し，以下のと

おり231Aである。 

 

I＝
Q

√3×V
＝

80

√3×0.2
=230.94≒231 

 

I：電流(A) 

Q：精製建屋の可搬型発電機の容量(kVA)＝80 

V：電圧(kV)＝0.2 

 

したがって，精製建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，231Aに対し，

十分な余裕を有する250A/個とする。 
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2. 個数の設定根拠 

精製建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，重大事故等対処設備として冷却

機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素に

よる爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を確保するために必要な個

数である2個設置する。 
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名   称 
重大事故対処用母線常設分電盤1，2 

( ) 

容 量 A/個 250 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に重大事故等対処設備のうち代替所内電気設備として使用するウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，以下の機能を

有する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，全交流

動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するた

めの設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装

設備に必要な電力を確保するために設置する。 

系統構成は，非常用所内電源系統と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，非常用所内電源系統と異なる系統として設置することにより，非

常用所内電源系統と位置的分散を図る設計とする。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2の母線電

圧は，上流に設置されているウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機の電

圧と同じ200Vとする。 

 

1. 容量の設定根拠 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，

重大事故等時の対応に必要な負荷容量に基づき設計したウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の可搬型発電機の容量を基に設計する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機の電流は，添付書類「Ⅵ-1-8-1-

1 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて示すウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋の可搬型発電機の容量80kVAに対し，以下のとおり231Aである。 

 

I＝
Q

√3×V
＝

80

√3×0.2
=230.94≒231 

 

I：電流(A) 

Q：ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機の容量(kVA)＝80 

V：電圧(kV)＝0.2 
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したがって，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線常設分電盤

1，2の母線容量は，231Aに対し，十分な余裕を有する250A/個とする。 

 

2. 個数の設定根拠 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線常設分電盤1，2は，重大事

故等対処設備として冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分

解により発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を

確保するために必要な個数である2個設置する。 
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名   称 
重大事故対処用母線分電盤1，2 

( ) 

容 量 A/個 250 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に重大事故等対処設備のうち代替所内電気設備として使用する高レベ

ル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2は，以下の機能を有する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2は，全交流動力電源

喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，

放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装設備に必要

な電力を確保するために設置する。 

系統構成は，非常用所内電源系統と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，非常用所内電源系統と異なる系統として設置することにより，非

常用所内電源系統と位置的分散を図る設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線電圧は，上流

に設置されている高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機の電圧と同じ200Vとす

る。 

 

1. 容量の設定根拠 

高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線容量は，重大

事故等時の対応に必要な負荷容量に基づき設計した高レベル廃液ガラス固化建屋の可

搬型発電機の容量を基に設計する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機の電流は，添付書類「Ⅵ-1-8-1-1 非常

用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて示す高レベル廃液ガラス固化建屋の可

搬型発電機の容量80kVAに対し，以下のとおり231Aである。 

 

I＝
Q

√3×V
＝

80

√3×0.2
=230.94≒231 

 

I：電流(A) 

Q：高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型発電機の容量(kVA)＝80 

V：電圧(kV)＝0.2 
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したがって，高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2の母線

容量は，231Aに対し，十分な余裕を有する250A/個とする。 

 

2. 個数の設定根拠 

高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線分電盤1，2は，重大事故等対処

設備として冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により

発生する水素による爆発に対処するための設備及び計装設備に必要な電力を確保する

ために必要な個数である2個設置する。 
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名   称 
可搬型分電盤 

( ) 

容 量 A/個 16 

個 数 － 2(予備として故障時バックアップを1) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替所内電気設備として使用する前処理建屋の可搬型分電盤は，全

交流動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処す

るための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備に必

要な電力を確保するために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

前処理建屋の可搬型分電盤の容量は，上流に設置されている前処理建屋の重大事故

対処用母線分電盤から供給される容量を下流に設置されている前処理建屋の可搬型排

風機へ供給するために必要な負荷容量を基に設計する。 

前処理建屋の可搬型排風機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-1-3-6-1-6 代替換気設備(3)

ファン」に示すとおり3.7kWである。 

したがって，前処理建屋の可搬型分電盤の電流は，以下のとおり15.1Aである。 

 

I＝
P

√3×V×pf∙ef
＝

3.7

√3×0.2×0.8×0.888
≒15.1 

 

I：電流(A) 

P：前処理建屋の可搬型排風機の負荷容量(kW)＝3.7 

V：電圧(kV)＝0.2 

pf：力率＝0.8 

ef：効率＝0.888 

 

以上により，前処理建屋の可搬型分電盤の負荷容量は15.1Aに対し，十分な余裕を有

する16A/個とする。 

 

2. 個数の設定根拠 

前処理建屋の可搬型分電盤は，重大事故等対処設備として冷却機能の喪失による蒸

発乾固に対処するための設備及び放射線分解により発生する水素による爆発に対処す

るための設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並びに故障時のバックアッ

プ用として予備1個とし，合計2個を配備する。 

12
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名   称 
可搬型分電盤 

( ) 

容 量 A/個 32 

個 数 － 2(予備として故障時バックアップを1) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替所内電気設備として使用する分離建屋の可搬型分電盤は，全交

流動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処する

ための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備に必要

な電力を確保するために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

分離建屋の可搬型分電盤の容量は，上流に設置されている分離建屋の重大事故対処

用母線常設分電盤から供給される容量を下流に設置されている分離建屋の可搬型排風

機へ供給するために必要な負荷容量を基に設計する。 

分離建屋の可搬型排風機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-1-3-6-1-6 代替換気設備(3)フ

ァン」に示すとおり3.7kWである。 

したがって，分離建屋の可搬型分電盤の電流は，以下のとおり15.1Aである。 

 

I＝
P

√3×V×pf∙ef
＝

3.7

√3×0.2×0.8×0.888
≒15.1 

 

I：電流(A) 

P：分離建屋の可搬型排風機の負荷容量(kW)＝3.7 

V：電圧(kV)＝0.2 

pf：力率＝0.8 

ef：効率＝0.888 

 

以上により，分離建屋の可搬型分電盤の負荷容量は15.1Aに対し，十分な余裕を有す

る32A/個とする。 
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2. 個数の設定根拠 

分離建屋の可搬型分電盤は，重大事故等対処設備として冷却機能の喪失による蒸発

乾固に対処するための設備及び放射線分解により発生する水素による爆発に対処する

ための設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並びに故障時のバックアップ

用として予備1個とし，合計2個を配備する。 
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名   称 
可搬型分電盤 

( ) 

容 量 A/個 40 

個 数 － 2(予備として故障時バックアップを1) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替所内電気設備として使用する精製建屋の可搬型分電盤は，全交

流動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処する

ための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備に必要

な電力を確保するために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

精製建屋の可搬型分電盤の容量は，上流に設置されている精製建屋の重大事故対処

用母線常設分電盤1，2から供給される容量を下流に設置されている精製建屋の可搬型

排風機へ供給するために必要な負荷容量を基に設計する。 

精製建屋の可搬型排風機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-1-3-6-1-6 代替換気設備(3)フ

ァン」に示すとおり3.7kWである。 

したがって，精製建屋の可搬型分電盤の電流は，以下のとおり15.1Aである。 

 

I＝
P

√3×V×pf∙ef
＝

3.7

√3×0.2×0.8×0.888
≒15.1 

 

I：電流(A) 

P：精製建屋の可搬型排風機の負荷容量(kW)＝3.7 

V：電圧(kV)＝0.2 

pf：力率＝0.8 

ef：効率＝0.888 

 

以上により，精製建屋の可搬型分電盤の負荷容量は15.1Aに対し，十分な余裕を有す

る40A/個とする。 
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2. 個数の設定根拠 

精製建屋の可搬型分電盤は，重大事故等対処設備として冷却機能の喪失による蒸発

乾固に対処するための設備及び放射線分解により発生する水素による爆発に対処する

ための設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並びに故障時のバックアップ

用として予備1個とし，合計2個を配備する。 
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名   称 
可搬型分電盤 

( ) 

容 量 A/個 40 

個 数 － 2(予備として故障時バックアップを1) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替所内電気設備として使用するウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋の可搬型分電盤は，全交流動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失

による蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に

対処するための設備に必要な電力を確保するために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分電盤の容量は，上流に設置されてい

るウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線常設分電盤から供給され

る容量を下流に設置されているウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機へ

供給するために必要な負荷容量を基に設計する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-1-3-

6-1-6 代替換気設備(3)ファン」に示すとおり3.7kWである。 

したがって，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分電盤の電流は，以下のと

おり15.1Aである。 

 

I＝
P

√3×V×pf∙ef
＝

3.7

√3×0.2×0.8×0.888
≒15.1 

 

I：電流(A) 

P：ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の負荷容量(kW)＝3.7 

V：電圧(kV)＝0.2 

pf：力率＝0.8 

ef：効率＝0.888 

 

以上により，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分電盤の負荷容量は15.1A

に対し，十分な余裕を有する40A/個とする。 
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2. 個数の設定根拠 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分電盤は，重大事故等対処設備として

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備及び放射線分解により発生する

水素による爆発に対処するための設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並

びに故障時のバックアップ用として予備1個とし，合計2個を配備する。 
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名   称 
可搬型分電盤 

( ) 

容 量 A/個 40 

個 数 － 2(予備として故障時バックアップを1) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替所内電気設備として使用する高レベル廃液ガラス固化建屋の可

搬型分電盤は，全交流動力電源喪失が発生した場合において，冷却機能の喪失による

蒸発乾固に対処するための設備，放射線分解により発生する水素による爆発に対処す

るための設備に必要な電力を確保するために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤の容量は，上流に設置されている高レ

ベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線分電盤から供給される容量を下流に設

置されている高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機へ供給するために必要な負

荷容量を基に設計する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-1-3-6-1-6

代替換気設備(3)ファン」に示すとおり3.7kWである。 

したがって，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤の電流は，以下のとおり1

5.1Aである。 

 

I＝
P

√3×V×pf∙ef
＝

3.7

√3×0.2×0.8×0.888
≒15.1 

 

I：電流(A) 

P：高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機の負荷容量(kW)＝3.7 

V：電圧(kV)＝0.2 

pf：力率＝0.8 

ef：効率＝0.888 

 

以上により，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤の負荷容量は15.1Aに対

し，十分な余裕を有する40A/個とする。 
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2. 個数の設定根拠 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤は，重大事故等対処設備として冷却機

能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備及び放射線分解により発生する水素に

よる爆発に対処するための設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並びに故

障時のバックアップ用として予備1個とし，合計2個を配備する。 
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名   称 
可搬型分電盤 

( ) 

容 量 A/個 189 

個 数 － 2(予備として故障時バックアップを1) 

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等時に代替所内電気設備として使用する制御建屋の可搬型分電盤は，全交

流動力電源喪失が発生した場合において，制御室の居住性を確保するための設備に必

要な電力を確保するために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

制御建屋の可搬型分電盤の容量は，上流に設置されている制御建屋の可搬型発電機

から供給される容量を下流に設置されている代替中央制御室送風機及び火災防護設備

へ供給するために必要な負荷容量を基に設計する。 

代替中央制御室送風機の容量は，添付書類「Ⅵ-1-1-3-5-3-2 制御室換気設備(1)フ

ァン」に示すとおり3.7kWである。また，火災防護設備の容量は10.39kWである。 

したがって，制御建屋の可搬型分電盤の電流は，以下のとおり60.1Aである。 

 

I＝
P1

√3×V×pf1∙ef1
＋

P2

√3×V×pf2∙ef2
 

   ＝
7.4

√3×0.2×0.8×0.888
＋

10.39

√3×0.2×1.0×1.0
≒60.1 

 

I：電流(A) 

P1：代替中央制御室送風機(kW)2台＝3.7×2＝7.4 

P2：火災防護設備(kW)＝10.39 

V：電圧(kV)＝0.2 

Pf1：力率＝0.8 

Pf2：力率＝1.0 

ef1：効率＝0.888 

ef2：効率＝1.0 

 

以上により，制御建屋の可搬型分電盤の負荷容量は60.1Aに対し，十分な余裕を有す

る189A/個とする。 
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2. 個数の設定根拠 

制御建屋の可搬型分電盤は，重大事故等対処設備として制御室の居住性を確保する

ための設備に必要な電力の確保に必要な個数である1個，並びに故障時のバックアップ

用として予備1個とし，合計2個を配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22

41632



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－５－１－１－１ 

－４ 

補機駆動用燃料補給設備 

41633



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 容器 
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(1) 容器

名称 

第１軽油貯槽(9915-V11，V12，V13，

V14)(再処理施設，MOX燃料加工施設と

共用) 

容量 m3/基 90以上(100) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

個数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に補機駆動用燃料補給設備として使用する第１軽油貯槽及び第２軽油貯

槽は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，大型移送ポンプ車，ホース

展張車，運搬車，監視測定用運搬車，けん引車，ホイールローダ及び軽油用タンクローリ

に燃料を補給するための設備として設置する。 

系統構成は，第１軽油貯槽，第２軽油貯槽，燃料補給用可搬型ホース及び軽油用タンク

ローリで構成する。

1. 容量の設定根拠

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽を重大事故等において使用する場合の容量は，容量が

最大となる一般的な地下貯蔵タンクを選定し，90m3/基以上とする。 

公称値は，要求される90m3/基を上回る100m3/基とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽を重大事故等において使用する場合の圧力は，大気開

放タンクであることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽を重大事故等において使用する場合の温度は，屋外に

設置される地下貯蔵タンクで大気開放タンクであることから，外気の温度＊を上回る4

0℃とする。 

注記  ＊：外気の温度は，再処理事業変更許可申請書添付書類四に示す八戸特別地域

気象観測所における日最高気温である37.0℃以下となる。 
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4. 個数の設定根拠

重大事故等時における有効性評価のうち，燃料使用量が最大となる事象は，可搬型発

電機及び可搬型空気圧縮機を使用する「冷却機能の喪失による蒸発乾固」，「放射線分解

により発生する水素による爆発」及び「使用済燃料貯蔵槽の冷却等」の重畳であるが，

さらに厳しい条件として，重大事故等発生時の進展に合わせて補給対象機器を定格負荷

で使用した場合を想定し，7日間で必要となる燃料消費量は合計約660m3である。 

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽は，燃料消費量の合計約660m3を第１軽油貯槽及び第

２軽油貯槽の容量90m3/基で割った値7.4基を上回る8基とし，第１軽油貯槽として4基，

第２軽油貯槽として4基の合計8基とする。 
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名称 

第２軽油貯槽(9916-V11，V12，V13，

V14)(再処理施設，MOX燃料加工施設と

共用) 

容量 m3/基 90以上(100) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

個数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に補機駆動用燃料補給設備として使用する第１軽油貯槽及び第２軽油貯

槽は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，大型移送ポンプ車，ホース

展張車，運搬車，監視測定用運搬車，けん引車，ホイールローダ及び軽油用タンクローリ

に燃料を補給するための設備として設置する。 

系統構成は，第１軽油貯槽，第２軽油貯槽，燃料補給用可搬型ホース及び軽油用タンク

ローリで構成する。

1. 容量の設定根拠

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽を重大事故等において使用する場合の容量は，容量が

最大となる一般的な地下貯蔵タンクを選定し，90m3/基以上とする。 

公称値は，要求される90m3/基を上回る100m3/基とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽を重大事故等において使用する場合の圧力は，大気開

放タンクであることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽を重大事故等において使用する場合の温度は，屋外に

設置される地下貯蔵タンクで大気開放タンクであることから，外気の温度＊を上回る4

0℃とする。 

注記  ＊：外気の温度は，再処理事業変更許可申請書添付書類四に示す八戸特別地域

気象観測所における日最高気温である37.0℃以下となる。 

4. 個数の設定根拠

重大事故等時における有効性評価のうち，燃料使用量が最大となる事象は，可搬型発
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電機及び可搬型空気圧縮機を使用する「冷却機能の喪失による蒸発乾固」，「放射線分解

により発生する水素による爆発」及び「使用済燃料貯蔵槽の冷却等」の重畳であるが，

さらに厳しい条件として，重大事故等発生時の進展に合わせて補給対象機器を定格負荷

で使用した場合を想定し，7日間で必要となる燃料消費量は合計約660m3である。 

第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽は，燃料消費量の合計約660m3を第１軽油貯槽及び第

２軽油貯槽の容量90m3/基で割った値7.4基を上回る8基とし，第１軽油貯槽として4基，

第２軽油貯槽として4基の合計8基とする。 
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名称 
軽油用タンクローリ(再処理施設，MOX

燃料加工施設と共用) 

容量 kL/台 3.4以上(4.0) 

最高使用圧力 kPa 24 

最高使用温度 ℃ 40 

個数 － 
9(予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを 5) 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に補機駆動用燃料補給設備として使用する軽油用タンクローリは，第１

軽油貯槽及び第２軽油貯槽から可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，可搬型中型移送ポン

プ及び大型移送ポンプ車の燃料タンク用の資機材として保有するドラム缶等へ燃料を

補給するために設置する。 

系統構成は，第１軽油貯槽，第２軽油貯槽，燃料補給用可搬型ホース及び軽油用タン

クローリで構成する。

1. 容量の設定根拠

軽油用タンクローリを重大事故等時において使用する場合の容量は，各燃料タンク用

のドラム缶等へ燃料を補給するために必要な容量を基に設定する。 

重大事故等時における有効性評価(再処理事業変更許可申請書添付書類八)のうち，燃

料使用量が最大となる事象は，可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機を使用する「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」，「放射線分解により発生する水素による爆発」及び「使用

済燃料貯蔵槽の冷却等」の重畳であり，全て定格負荷で連続運転したとしても，7日間は

全ての燃料タンクが枯渇しないように各燃料タンク用のドラム缶等へ補給する。 

さらに厳しい条件として，有効性評価にて使用しない機器については，技術的能力(再

処理事業変更許可申請書添付書類八)において設定した手順等において，使用する可能

性がある機器が，定格負荷で連続運転したとしても，7日間は全ての燃料タンクが枯渇

しないように各燃料タンク用のドラム缶等へ補給する。 

各燃料タンク用のドラム缶等への補給は，軽油用タンクローリ3台を使用し補給対象

機器を分けて補給することとしており，各軽油用タンクローリに対する補給対象機器及

び各燃料タンクの必要補給量を第1表，第2表及び第3表に示す。 

各表中の「連続補給間隔」は，全ての補給対象機器の燃料が枯渇することなく運転継

続が可能となるための補給間隔を示す。この補給間隔は，軽油用タンクローリが補給対

象機器用のドラム缶等へ補給後，その他の補給対象機器用のドラム缶等へ補給してから
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再び同じ補給対象機器用のドラム缶等の補給に戻ってくるルートで最も厳しい時間を

示したものである。 

各表中の「必要補給量」は，各補給対象機器用のドラム缶等へ「連続補給間隔」で燃

料補給をした時の軽油用タンクローリへの1回あたりの必要補給量を示す。 

第1表，第2表及び第3表より，軽油用タンクローリへの1回あたりの必要な最大補給量

は， 

(1)軽油用タンクローリ ルート1(第1表)：約3.1kL

(2)軽油用タンクローリ ルート2(第2表)：約3.4kL

(3)軽油用タンクローリ ルート3(第3表)：約3.3kL

 したがって，軽油用タンクローリの必要な容量は，最大補給量である3.4kL以上/台と

する。 

公称値については，要求される3.4kL/台を上回る4kL/台とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

軽油用タンクローリを重大事故等時において使用する場合の圧力は，移動タンク貯蔵

所であり，危険物の規制に関する規則第19条に定める20kPaを超え，24kPa以下の範囲の

圧力で作動する安全弁を取り付けていることから，24kPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

軽油用タンクローリを重大事故等において使用する場合の温度は，屋外で使用する可

搬型設備であることから，外気の温度＊1を上回る40℃とする。 

注記 ＊1：外気の温度は，再処理事業変更許可申請書添付書類四に示す八戸特別地域

気象観測所における日最高気温である37.0℃以下となる。 

4. 個数の設定根拠

軽油用タンクローリは，重大事故等への対処に必要な燃料を補給するために必要な4

台に，故障時及び保管点検による待機除外時のバックアップ用として5台の合計9台を保

管する。 
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第1表 軽油用タンクローリ ルート1の補給対象機器及び必要補給量 
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第2表 軽油用タンクローリ ルート2の補給対象機器及び必要補給量 
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第3表 軽油用タンクローリ ルート3の補給対象機器及び必要補給量 
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(2) 主配管 
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(2) 主配管

名称 
燃料補給用10m可搬型ホース(再処理施

設，MOX燃料加工施設と共用) 

最高使用圧力 MPa 1.0 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 mm 64 

個数 － 
9(予備として故障時のバックアップを

5) 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に補機駆動用燃料補給設備として使用する本ホースは，第１軽油貯槽及び

第２軽油貯槽から軽油用タンクローリまでを接続するホースであり，重大事故等時に重大

事故等対処設備へ補機駆動用の燃料を補給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，供給元の第１軽油貯槽及び

第２軽油貯槽の最高使用圧力が静水頭であることから，これを上回る1.0MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，供給元の第１軽油貯槽及び

第２軽油貯槽の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に選定す

る。標準流速の を超えることになるが，実績を参考に圧力損失上許容できる64mmと

する。 

外径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊

D 

標準流速 

(mm) (mm) (m2) (L/min) (m/s) (m/s) 

64 50.8 0.00203 265.0 2.2  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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B = π ∙ �
1
2
∙

A
1000

�
2

D =
1

1000 ∙ B
・ C

60

4. 個数の設定根拠

本ホースは，重大事故等への対処に必要な燃料を補給するために必要な4本に，本ホ

ースは点検中にも使用可能であるため，待機除外時のバックアップ用は考慮せずに，故

障時のバックアップ用として5本の合計9本を保管する。 
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(2) 主配管

名称 
燃料補給用49.5m可搬型ホース(再処理

施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最高使用圧力 MPa 1.0 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 mm 37 

個数 － 
9(予備として故障時のバックアップを

5) 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に補機駆動用燃料補給設備として使用する本ホースは，軽油用タンクロー

リに接続するホースであり，軽油用タンクローリから可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，

可搬型中型移送ポンプ及び大型移送ポンプ車燃料タンク用の資機材として保有するドラ

ム缶へ燃料を補給するために設置する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は、供給元の軽油用タンクロー

リの最高使用圧力が24kPaであることから，これを上回る1.0MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，供給元の軽油用タンクロー

リの最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に選定す

る。標準流速の を超えることになるが，実績を参考に圧力損失上許容できる37mmと

する。 

外径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊

D 

標準流速 

(mm) (mm) (m2) (L/min) (m/s) (m/s) 

37 25.4 0.000507 85.00 2.8  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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4. 個数の設定根拠 

本ホースは，軽油用タンクローリ1個あたり1本を保管することとし，重大事故等への

対処に必要な燃料を補給するために必要な本数として軽油用タンクローリ個数と同じ4

本に，本ホースは点検中にも使用可能であるため，待機除外時のバックアップ用は考慮

せずに，故障時のバックアップ用として5本の合計9本を保管する。 
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Ⅵ－１－１－３－５－１－２ 

圧縮空気設備 

41650



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－１－１－３－５－１－２－１ 

安全圧縮空気系 
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(1) 容器
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名称 
計測制御用空気貯槽 

 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 計測制御用空気貯槽は，設計基準対象の施設として，計測制御系統施設の安全上

重要な施設の計測制御系及び安全保護回路の火災及び爆発の防止，臨界安全等の安

全機能を維持するために，安全空気圧縮装置で製造され安全空気脱湿装置で脱湿さ

れた圧縮空気を一時的に貯留し，各使用先に計測制御用空気を供給するために設置

する。また，計測制御用空気貯槽は，短時間の全交流電源喪失時においても，各使

用先へ計測制御用空気を必要量供給できる容量を有する。 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に再処理設備本体のうち溶解施設重大事故等対処設備の代替可溶性

中性子吸収材緊急供給系として使用する計測制御用空気貯槽は，溶解施設の溶解槽

での臨界が発生した場合に使用する代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽の液位計測

及び代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁の駆動のため，安全空気圧縮装置で製造さ

れ，安全空気脱湿装置で脱湿された圧縮空気を供給する流路として使用する。 

 重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処

設備の臨界事故時水素掃気系として使用する計測制御用空気貯槽は，臨界事故が発

生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol％未満に維持し，ド

ライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気を製造する安全空気圧縮装置の

運転制御のため，安全空気圧縮装置で製造され，安全空気脱湿装置で脱湿された圧

縮空気を供給する流路として使用する。 

 系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する圧縮空気設備の一部である 3台の空気

圧縮機，計測制御用空気貯槽，安全空気脱湿装置及び計測制御用安全圧縮空気系で構

成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する計測制御用空気貯槽の最高使用圧力は，供給

元である安全空気圧縮装置の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

計測制御用空気貯槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対

象の施設として使用する場合と同様の使用方法であるため MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する計測制御用空気貯槽の最高使用温度は，通常運

転温度 ℃を上回る ℃とする。 

計測制御用空気貯槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象

の施設として使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する計測制御用空気貯槽の個数は， 

計測制御用空気貯槽を重大事故等時において使用する場合の個数は，設計基準対象

の施設として使用する場合と同様の使用方法であるため，1個とする。 
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名称 
水素掃気用空気貯槽 

 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

水素掃気用空気貯槽は，設計基準対象の施設として，溶液等の放射線分解により発生

する水素を希釈することによる火災及び爆発の防止等の安全機能を維持するために，安

全空気圧縮装置で製造された圧縮空気を一時的に貯留し，各使用先に水素掃気用空気

を供給するために設置する。また，水素掃気用空気貯槽は，短時間の全交流電源喪失時

においても，各使用先へ水素掃気用空気を必要量供給できる容量を有する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する水素掃気用空気貯槽は，臨界事

故の発生を仮定する機器において，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水

素濃度をドライ換算 8vol%未満に維持し，ドライ換算 4vol%未満に移行するため，安全空気

圧縮装置で製造された圧縮空気を供給する流路として使用する。 

 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する圧縮空気設備の一部である 3 台の空気圧

縮機，水素掃気用空気貯槽及び水素掃気用安全圧縮空気系等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する水素掃気用空気貯槽の最高使用圧力は，供給元で

ある安全空気圧縮装置の吐出圧力 MPa を上回る MPa とする。 

水素掃気用空気貯槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象

の施設として使用する場合と同様の使用方法であるため MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する水素掃気用空気貯槽の最高使用温度は，通常運転

温度 ℃を上回る ℃とする。 
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水素掃気用空気貯槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象

の施設として使用する場合と同様の使用方法であるため ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する水素掃気用空気貯槽の個数は，

水素掃気用空気貯槽を重大事故等時において使用する場合の個数は，設計基準対象

の施設として使用する場合と同様の使用方法であるため，1個とする。 
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(2) 圧縮機 

6

41657



  

 

名称 
安全空気圧縮装置 

 

容量 
m3[normal] 

/h/個 

 

 

吐出圧力 MPa 
 

 

個数 ― 2(予備 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  安全空気圧縮装置は，設計基準対象の施設として，圧縮空気を製造し，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガ

ラス固化建屋内の各使用先に，水素掃気用空気，計測制御用空気及びかくはん用空

気を，制御建屋に計測制御用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等対処設備としての安全空気圧縮装置は，溶解施設の溶解槽での臨界が

発生した場合に使用する代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽の液位計測及び代替可

溶性中性子吸収材緊急供給弁の駆動のため，計測制御用空気貯槽 より空

気を供給するために使用する。また，臨界事故により発生する放射線分解水素の掃

気のため，水素掃気用空気貯槽 より臨界事故の発生を仮定する機器へ掃

気用空気を供給し，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持

し，ドライ換算4vol%未満に移行するために使用する。 

系統構成は，安全空気圧縮装置，水素掃気用空気貯槽，計測制御用空気貯槽，安

全空気脱湿装置，配管・弁で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全空気圧縮装置の容量は，1台で必要な圧縮

空気を供給する容量を有するものとし，各建屋の使用先が必要とする計測制御用空

気，水素掃気用空気，かくはん用空気の各消費量に安全空気脱湿装置の再生に必要

な空気量を加えた必要供給量 m3[normal]/h/個に余裕を考慮して m3[normal] 

/h/個とする。公称値は要求される容量と同じ m3[normal]/h/個とする。 

安全空気圧縮装置を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，設計基準

時と同様の使用方法のため m3[normal]/h/個とする。 
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2. 吐出圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全空気圧縮装置の吐出圧力は，供給先の各

建屋入口での供給圧力 MPaに機器・配管の圧力損失を考慮して MPa以上とす

る。公称値は要求される吐出圧力と同じ MPaとする。 

 安全空気圧縮装置を重大事故等対処設備として使用する場合の吐出圧力は，設計

基準時と同様の使用方法のため， MPa以上とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全空気圧縮装置は，1.，2.の必要な性能を

有するものを2個，単一故障を仮定しても必要な機能が確保できるよう予備1個を設

置し，合計3個とする。 

安全空気圧縮装置を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，設計基準

時と同様の使用方法のため，設計基準対象の施設と同様に，必要な性能を有するも

のを2個，予備1個設置し，合計3個とする。 
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(3) 主配管
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管

 

～ 

計測制御用空気貯槽出口配管

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管

計測制御用空気貯槽出口配管

までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置に

て製造した圧縮空気を計測制御用空気として，せん断処理設備のせん断機並びに溶解

設備の可溶性中性子吸収材緊急供給槽及び可溶性中性子吸収材緊急供給弁へ供給する

ために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に再処理設備本体のうち溶解施設重大事故等対処設備の代替可溶性中

性子吸収材緊急供給系として使用する本配管は，溶解施設の溶解槽での臨界が発生し

た場合に使用する主要弁 の駆動のため，安全空気圧縮装置で製

造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

 

系統構成は，安全空気圧縮装置，計測制御用空気貯槽，安全空気脱湿装置及び安全圧

縮空気系の配管・弁で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmとする。

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管 

 

～ 

計測制御用空気貯槽出口配管 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管 から計測制御用空気

貯槽出口配管 までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて

製造し安全空気脱湿装置にて脱湿された圧縮空気を計測制御用空気として，せん断処

理設備のせん断機並びに溶解設備の可溶性中性子吸収材緊急供給槽及び可溶性中性子

吸収材緊急供給弁へ供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に再処理設備本体のうち溶解施設重大事故等対処設備の代替可溶性中

性子吸収材緊急供給系として使用する本配管は，溶解施設の溶解槽での臨界が発生し

た場合に使用する主要弁 の駆動のため，安全空気圧縮装置で

製造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

12

41663



 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，安全空気脱湿装置で脱湿された圧

縮空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管 

 

～ 

計測制御用空気貯槽出口配管 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管 から計測制御用空気

貯槽出口配管 までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて

製造し安全空気脱湿装置にて脱湿された圧縮空気を計測制御用空気として，前処理建

屋内の各使用先へ供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に再処理設備本体のうち溶解施設重大事故等対処設備の代替可溶性中

性子吸収材緊急供給系として使用する本配管は，溶解施設の溶解槽での臨界が発生し

た場合に使用する主要弁 の駆動のため，安全空気圧縮装置で

製造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

重大事故当時に放射性廃棄物の廃棄施設のうち気体廃棄物の廃棄施設重大事故等対

処設備の廃ガス貯留設備として使用する本配管は，溶解設備で臨界事故が発生した場

合に，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離弁の駆動のため，安全空気圧縮装置で製

造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，安全空気脱湿装置で脱湿された圧

縮空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管 

 

～ 

計測制御設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管 から

計測制御設備までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製造し安全空気脱湿装

置にて脱湿された圧縮空気を計測制御用空気として，前処理建屋内の各使用先へ供給

するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故当時に放射性廃棄物の廃棄施設のうち気体廃棄物の廃棄施設重大事故等対

処設備の廃ガス貯留設備として使用する本配管は，溶解設備で臨界事故が発生した場

合に，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離弁の駆動のため，安全空気圧縮装置で製

造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，安全空気脱湿装置で脱湿された圧

縮空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管

～ 

計測制御用空気貯槽出口配管

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管 から

計測制御用空気貯槽出口配管 までをつなぐ配管

であり，安全空気圧縮装置にて製造した圧縮空気を計測制御用空気として，せん断設備

及び溶解設備の各使用先へ供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に再処理設備本体のうち溶解施設重大事故等対処設備の代替可溶性中

性子吸収材緊急供給系として使用する本配管は，溶解施設の溶解槽での臨界が発生し

た場合に使用する主要弁 の駆動のため，安全空気圧縮装置で製

造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

重大事故当時に放射性廃棄物の廃棄施設重大事故等対処設備の廃ガス貯留設備とし

て使用する本配管は，溶解設備で臨界事故が発生した場合に，計装設備の溶解槽圧力計

の計測のため，安全空気圧縮装置で製造された圧縮空気を供給する配管として使用す

る。 

系統構成は，安全空気圧縮装置，計測制御用空気貯槽，安全空気脱湿装置及び安全圧

縮空気系の配管・弁で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， とする。

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管分岐点 

～ 

安全圧縮空気系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管分岐点から 安全圧縮空気系までをつな

ぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製造し安全空気脱湿装置にて脱湿された圧縮空

気を計測制御用空気として，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の各使用

先へ供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故当時に放射性廃棄物の廃棄施設のうち気体廃棄物の廃棄施設重大事故等対

処設備の廃ガス貯留設備として使用する本配管は，精製建屋において臨界事故又はTBP

等の急激な分解反応が発生した場合に，計装設備の廃ガス洗浄塔入口圧力計の計測の

ため，安全空気圧縮装置で製造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

20

41671



3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，安全空気脱湿装置で脱湿された圧

縮空気を各使用先へ供給するため，標準流速を目安に mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管分岐点 

～ 

計測制御用空気貯槽出口配管

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管分岐点から計測制御用空気貯槽出口配管

までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製

造し安全空気脱湿装置にて脱湿された圧縮空気を計測制御用空気として，前処理建屋

内の各使用先へ供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に再処理設備本体のうち溶解施設重大事故等対処設備の代替可溶性中

性子吸収材緊急供給系として使用する本配管は，溶解設備の溶解槽での臨界が発生し

た場合に使用する主要弁 の駆動のため，安全空気圧縮装置で

製造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

重大事故当時に放射性廃棄物の廃棄施設のうち気体廃棄物の廃棄施設重大事故等対

処設備の廃ガス貯留設備として使用する本配管は，溶解設備で臨界事故が発生した場

合に，せん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離弁の駆動及び計装設備の溶解槽圧力計の

計測のため，安全空気圧縮装置で製造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，安全空気脱湿装置で脱湿された圧

縮空気を前処理建屋の各使用先への供給するため，標準流速を目安に mm， mm，

mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管分岐点 

～ 

計測制御用空気貯槽出口配管

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管分岐点から計測制御用空気貯槽出口配管

までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製

造した圧縮空気を計測制御用空気として，前処理建屋内の各使用先へ供給するために

設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に再処理設備本体のうち溶解施設重大事故等対処設備の代替可溶性中

性子吸収材緊急供給系として使用する本配管は，溶解設備の溶解槽での臨界が発生し

た場合に使用する主要弁 の駆動のため，安全空気圧縮装置で製

造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

重大事故当時に放射性廃棄物の廃棄施設重大事故等対処設備の廃ガス貯留設備とし

て使用する本配管は，溶解設備で臨界事故が発生した場合に，せん断処理・溶解廃ガス

処理設備の隔離弁の駆動及び計装設備の溶解槽圧力計の計測のため，安全空気圧縮装

置で製造された圧縮空気を供給する配管として使用する。 

系統構成は，安全空気圧縮装置，計測制御用空気貯槽，安全空気脱湿装置及び安全圧

縮空気系の配管・弁で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmとする。

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁  

～ 

溶解槽 入口配管合流

点，エンドピース酸洗浄槽

，エンドピース酸洗浄槽

入口配管合流点，ハル洗浄槽

迅速流体継手接続口

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜ 

 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合に，機

器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未

満に移行するため，一般圧縮空気系の空気圧縮機で製造された圧縮空気を臨界事故の

発生を仮定する機器へ供給する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

1.1 最高使用圧力 MPa 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧

縮空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

1.2 最高使用圧力 MPa 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，計装ラックの入口圧

力設定値である MPaとする。 

1.3 最高使用圧力  

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設置する機器内の溶 
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液による水頭圧を考慮し とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃とする。 

2.2 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回

る， ℃とする。 

2.3 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，接続するハル洗浄槽の平常時における最高

使用温度と同じ ℃とする。 

2.4 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，接続するエンドピース酸洗浄槽の平常時に

おける最高使用温度と同じ ℃とする。 

2.5 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用

温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で 8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mm， mm， mm，

mm， mm， mm， mm， mm， mm， mm， mm， mm とす

る。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

計測制御用空気貯槽出口配管 

 

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，計測制御用空気貯槽出口配管 から弁

までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製造し安全空気

脱湿装置にて脱湿された圧縮空気を計測制御用空気として溶解設備の計測制御系へ供

給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

 

重大事故等時に放射性廃棄物の廃棄施設のうち気体廃棄物の廃棄施設重大事故等対

処設備の廃ガス貯留設備として使用する本配管は，溶解設備で臨界事故が発生した場

合に，計装設備の溶解槽圧力計の計測のため，安全空気圧縮装置で製造された圧縮空気

を供給する配管として使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である計測制

御用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，安全空気脱湿装置で脱湿された圧

縮空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

水素掃気用空気貯槽  

～ 

安全圧縮空気系 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 本配管は，水素掃気用空気貯槽 から 安全圧縮空気系までをつなぐ配

管であり，安全空気圧縮装置にて製造した圧縮空気を水素掃気用空気として，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス

固化建屋内の各使用先へ供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の気相部に

おける水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行するために必要な空

気の供給のため，標準流速を目安に mm， mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

水素掃気用空気貯槽出口配管分岐点 

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，水素掃気用空気貯槽出口配管分岐点から弁 までをつなぐ配

管であり，安全空気圧縮装置にて製造した圧縮空気を水素掃気用空気として，前処理建

屋内の各使用先へ供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の気相部に

おける水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行するために必要な空

気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解設備供給配管  

～ 

弁  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 本配管は，溶解設備供給配管 から弁 までをつ

なぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製造した圧縮空気を水素掃気用空気として，前

処理建屋のハル洗浄槽へ供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 

35

41686



3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の気相部に

おける水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行するために必要な空

気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解設備及び清澄・計量設備供給配管 

( ) 

～ 

溶解設備供給配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，溶解設備及び清澄・計量設備供給配管( )から溶解設備供給配

管までをつなぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製造した圧縮空気を水素掃気用空

気として，前処理建屋の中間ポット及びハル洗浄槽へ供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である水素掃

気用空気貯槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と

して使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の気相部に

おける水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行するために必要な空

気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解設備及び清澄・計量設備供給配管分岐点 

～ 

溶解設備及び清澄・計量設備供給配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，溶解設備及び清澄・計量設備供給配管分岐点から溶解設備及び清澄・計量設

備供給配管までをつなぐ配管であり，放射線分解により水素の発生が想定される貯槽へ

水素掃気用圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解設備及び清澄・計量設備供給配管分岐点から溶解設備及び清澄・計量設

備供給配管までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型空気圧縮機によ

って水素掃気用圧縮空気を「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定す

る機器へ供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，水素掃気用空気貯槽

の最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機によ

る水素掃気用圧縮空気の供給圧が  MPa以上であるため，これを上回る  MPaと

する。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，水素掃気用空気貯槽

の最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，供給する水素掃気用圧

縮空気の最高使用温度であり，  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，21.7 mm，34.0 m

mとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全空気圧縮装置出口配管 

～ 

水素掃気用空気貯槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全空気圧縮装置出口配管から水素掃気用空気貯槽 までをつ

なぐ配管であり，安全空気圧縮装置にて製造した圧縮空気を水素掃気用空気として，前

処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液

ガラス固化建屋内の各使用先へ供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他再処理設備の附属施設のうち圧縮空気設備重大事故等対処設

備の臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，安全空気圧縮装置で製造した圧

縮空気を，臨界事故が発生した場合に機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移行するための水素掃気用空気として供給

する配管として使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元である安全空

気圧縮装置の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の使用方法であるため MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元である安全空

気圧縮装置からの供給温度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の使用方法であるため， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，臨界事故が発生した場合に機器の

気相部における水素濃度をドライ換算8vol％未満に維持し，ドライ換算4vol%未満に移

行するために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( ) 

～ 

分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留

処理設備，分離・分配系及び高レベル廃

液濃縮系ヘッダ部(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，弁と分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部を接続する配管であり，設計基準対象の施設として再処理

施設内の各施設に圧縮空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と分離設備，分配設

備，分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部を接

続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線

分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPa/ MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，運転温度が ℃であ

るため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留 

処理設備，分離・分配系及び 

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点 

～ 

分離設備ヘッダ部( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び高レ

ベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点と分離設備ヘッダ部を接続する配管であり，設計基準対

象の施設として再処理施設内の各施設に圧縮空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備，

分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点と

分離設備ヘッダ部を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に

圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，運転温度が ℃であ

るため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

 

47

41698



・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留 

処理設備，分離・分配系及び 

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点 

～ 

分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯

留処理設備ヘッダ部( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び高レ

ベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点と分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備

ヘッダ部を接続する配管であり，設計基準対象の施設として再処理施設内の各施設に圧

縮空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備，

分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点と

分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部を接続する配管であり，安

全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然

に防止するために使用する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，運転温度が ℃であ

るため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
分離設備ヘッダ部分岐点 

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，分離設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設

として溶解液中間貯槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備ヘッダ部分

岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である溶解

液中間貯槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
分離設備ヘッダ部分岐点 

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，分離設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設

として溶解液供給槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備ヘッダ部分

岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器である溶解

液供給槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，抽出廃液受槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液受槽に圧縮空気を供給し，水素爆発の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，抽出廃液中間貯槽に水素掃気用空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液中間貯槽に圧縮空気を供給し，水素爆

発の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

59

41710



 

 

 

 

名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液供給槽に圧縮空気を供給し，水素爆発

の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽に水素掃気用空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器である抽出廃液供給槽に圧縮空気を供給し，水素爆発

の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，プルトニウム溶液受槽に水素掃気用空気を供給するために設置

する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器であるプルトニウム溶液受槽に圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，プルトニウム溶液中間貯槽に水素掃気用空気を供給するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器であるプルトニウム溶液中間貯槽に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，第2一時貯留処理槽に水素掃気用空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器である第2一時貯留処理槽に圧縮空気を供給し，水素

爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，第3一時貯留処理槽に水素掃気用空気を供給するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器である第3一時貯留処理槽に圧縮空気を供給し，水素

爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備，分配設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁

をつなぐ配管であり，第4一時貯留処理槽に水素掃気用空気を供給するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備

及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部分岐点と弁をつなぐ配管であり，安全圧縮空

気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器である第4一時貯留処理槽に圧縮空気を供給し，水素

爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，供給元の最高使用圧

力に合わせて， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，供給元の最高使用温

度に合わせて， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留 

処理設備，分離・分配系及び 

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点 

～ 

弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び高レ

ベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点と弁を接続する配管であり，設計基準対象の施設として

再処理施設内の各施設に圧縮空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，分離設備，分配設備，

分離建屋一時貯留処理設備，分離・分配系及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部分岐点と

弁を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放

射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，運転温度が ℃であ

るため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

洞道の安全圧縮空気系（水素掃気用空

気）～迅速流体継手接続口(

)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，洞道の安全圧縮空気系（水素掃気用空気）～迅速流体継手接続口(

)入口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋

内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，洞道の安全圧縮空

気系（水素掃気用空気）～迅速流体継手接続口( )入口配管合流点までをつ

なぐ配管であり，「臨界事故」の発生を仮定する機器において，臨界事故が発生した

場合，安全圧縮空気系による水素掃気を実施するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

77

41728



名 称 

迅速流体継手接続口( )入口

配管合流点～プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘ

ッダ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，迅速流体継手接続口( )入口配管合流点～プルトニウム精製設

備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダまでをつなぐ配管であり，設計基準対

象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )入口配管合流点～プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供

給配管ヘッダまでをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定

する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

また，重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，「臨界事

故」の発生を仮定する機器において，臨界事故が発生した場合，安全圧縮空気系によ

る水素掃気を実施するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～プルトニウム精製設備供給配管ヘッダまでをつなぐ配管であり，設計基準対象の

施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～プルトニウム精製設備供給配管ヘ

ッダまでをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可

搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホ

ース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転するこ

とで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供

給するため及び， 「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器に

圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
洞道の安全圧縮空気系（計測制御用空

気）～計測制御設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，洞道の安全圧縮空気系（計測制御用空気）～計測制御設備までをつなぐ

配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給す

るために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，洞道の安全圧縮空気系

（計測制御用空気）～計測制御設備までをつなぐ配管であり，また，重大事故等時に

臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，「臨界事故」の発生を仮定する機器

において，臨界事故が発生した場合，安全圧縮空気系による水素掃気を実施するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ

分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供

給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備供

給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ

分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供

給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備供

給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給す

るために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ

分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，ププルトニウム精製設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までを

つなぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を

供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備供

給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ

分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供

給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備供

給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給す

るために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ

分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供

給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備供

給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ

分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供

給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備供

給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 Paを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ

分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつ

なぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供

給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備供

給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給す

るために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～弁( )までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内

の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管

であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素

掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホ

ース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び， 

「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯

槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

 

 

98

41749



3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～弁( )までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内

の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管

であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素

掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホ

ース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放

射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽よ

り圧縮空気を自動供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を希釈槽に注水す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 
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本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮缶供給槽に注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を油水分離槽に注

水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

115

41766



名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルト二ウム溶

液受槽に注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルト二ウム溶

液一時貯槽に注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～弁( )までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内

の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつなぐ配管

であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素

掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホ

ース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放

射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽よ

り圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第３一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が Paであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第２一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

133

41784



名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をリサイクル槽に

注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C

135

41786



名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルト二ウム濃

縮液受槽に注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に21.7mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液計量槽に注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液中間貯槽に注水するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点点までをつなぐ配管であり，設

計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備，

精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口( )

出口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬

型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を

運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧

縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定す

る機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～弁

( )  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，迅速流体継手接続口( )～弁( )までをつなぐ配管で

あり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～弁( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給

配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬

型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮

定する機器へ圧縮空気を供給するため及び，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使

用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液一時貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が
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℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

 

  

     

 

  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計

基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム精製設

備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～迅速流体継手接続口(

)出口配管合流点までをつなぐ配管であり，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸

発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第１一時貯留処理槽に注水するため

に使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に17.3mmとす
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る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，迅速流体継手接続口( )出口配管合流点～弁( )まで

をつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内の各設備に安全圧縮空気

を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～弁( )までをつなぐ配管であり，放射性物質

の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第１一時貯

留処理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が であるため，これを上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃ であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～

弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐

点～弁( )までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として精製建屋内

の各設備に安全圧縮空気を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，プルトニウム精製

設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ分岐点～弁( )までをつな

ぐ配管であり，「臨界事故」の発生を仮定する機器において，臨界事故が発生した場

合，安全圧縮空気系による水素掃気を実施するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を上回る ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管合

流点～高レベル廃液混合槽 ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，迅速流体継手接続口出口配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ

配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を高レ

ベル廃液混合槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供

給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮

定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて

生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出口

配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発

乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に注水し，溶

液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

  

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

 

 

新
R
②
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～高レベル

廃液混合槽( )かくはん用空気配管分

岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点から高レベル廃液混合槽かくはん用空気

配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系か

らの安全圧縮空気を高レベル廃液混合槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持

するために必要な量を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘッダ

分岐点から高レベル廃液混合槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であり，そ

の他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，

水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給

し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管合

流点～高レベル廃液混合槽 ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，迅速流体継手接続口出口配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ

配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を高レ

ベル廃液混合槽 ( )に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために

必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮

定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて

生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出口

配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発

乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に注水し，溶

液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常温度

が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に使用

する温度が であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～高レベル

廃液混合槽 ( )かくはん用空気配管分

岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点から高レベル廃液混合槽かくはん用空気

配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系か

らの安全圧縮空気を高レベル廃液混合槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持

するために必要な量を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から高レベル廃液混合槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であ

り，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合にお

いて，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を

供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  とす

る。 

 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/

h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管

合流点～供給液槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，迅速流体継手接続口出口配管合流点から供給液槽までをつなぐ配管であ

り，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給液槽(

)に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供給する

ために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点から供給液槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安

全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器

に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそ

れがない状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口(

)出口配管合流点から供給液槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による

蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽( )に注水

し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可

搬型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上

回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬

型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通

常温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水

に使用する温度が であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～供給液

槽( )かくはん用空気配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点から供給液槽かくはん用空気配管分岐点

までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧

縮空気を供給液槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量

を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から供給液槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再

処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆

発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素

爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下である

ため， とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管合

流点～供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，迅速流体継手接続口出口配管合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，そ

の他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給槽に貯槽内の水

素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全

圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に

安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれ

がない状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出口

配管合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時

に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸

騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠（1）最高使用圧力の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～供給槽(

)かくはん用空気配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点から供給槽かくはん用空気配管分岐点ま

でをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮

空気を供給槽( )に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要

な量を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から供給槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再処

理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発

の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆

発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管合

流点～供給液槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，迅速流体継手接続口出口配管合流点から供給液槽までをつなぐ配管であり，

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給液槽(

)に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供給するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点から供給液槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安

全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器

に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそ

れがない状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出口

配管合流点から供給液槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生

時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽に注水し，溶液の温度を低下させ，

未沸騰状態を維持するために使用する。 

  

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常温度

が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に使用

する温度が であることから，これを上回る とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  とす

る。 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～供給液槽 

( )かくはん用空気配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点から供給液槽かくはん用空気配管分岐点

までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧

縮空気を供給液槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を

供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から供給液槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再

処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆

発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素

爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管

合流点～供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，迅速流体継手接続口出口配管合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気を供給槽に貯槽内

の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全

圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に

安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれ

がない状態を維持するために使用する。 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出口

配管合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生

時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給槽に注水し，溶液の温度を低下させ，

未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可

搬型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上

回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬

型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

新
R
②

 

183

41834



2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通

常温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水

に使用する温度が であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に と

する。 

 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第3表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～供給槽 (

)かくはん用空気配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点から供給槽かくはん用空気配管分岐点ま

でをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮

空気を供給槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量を供給

するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から供給槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再処

理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発

の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆

発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

 

新
R
②
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  とす

る。 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

新
R
②

 

187

41838



名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管

合流点～水素掃気用空気配管ヘッダ 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

本配管は，迅速流体継手接続口出口配管合流点から水素掃気用空気配管ヘッダまでを

つなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系からの安全圧縮空気

を高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽に貯槽内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持

するために必要な量を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点から水素掃気用空気配管ヘッダまでをつなぐ配管であり，その他再処理設

備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発

生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が

続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全空気圧縮装置の吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，通常温度が である

ため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下である

ため， とする。 

新
R
②
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

とする。 

第1表 安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して

圧縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

新
R
②
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代替安全圧縮空気系 
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 (1) 容器 
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名称 
圧縮空気自動供給貯槽 

( ) 

容 量 m3/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個 数 － 3 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する圧縮空気自動供給貯槽は，安全

圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する対象機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未

然に防止するために設置する。 

系統構成は，圧縮空気自動供給貯槽，水素掃気配管・弁，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等時において使用する圧縮空気自動供給貯槽の容量は，可搬型空気圧縮機

からの空気の供給開始時間に操作遅れを考慮した11時間10分までの間，水素爆発を仮

定する機器内の水素濃度を8vol%以下に維持できる圧縮空気流量の2倍の流量を供給

するために必要な容量を以下の通り確保する。 

容量 

①  容量： m3/個 

②  基数：3 基 

公称値は要求される容量と同様に， m3/個とする。 
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1.1 容量の妥当性の評価方法について 

水素掃気機能が喪失した場合に，重大事故等対処施設の放射線分解により発生す

る水素による爆発に対処するための設備の分離建屋の代替安全圧縮空気系の圧縮

空気自動供給貯槽(以下では「圧縮空気自動供給貯槽」という。)から水素爆発を想

定する機器に圧縮空気の供給が継続される時間を以下のとおり評価する。 

水素爆発を想定する機器内の水素濃度を8vol%以下に維持するために必要な圧縮

空気流量及び平常運転時の水素掃気用安全圧縮空気系からの圧縮空気流量の比率

を下式により求める。 

 

Fratio＝
F8vol% × 2

Fdesign
 

 

ここで， 

Fratio：機器毎の水素爆発を想定する機器内の水素濃度を8vol%以下に維持する

ために必要な圧縮空気流量及び平常運転時の水素掃気用安全圧縮空気系

からの圧縮空気流量の比率(－) 

F8vol%：機器毎の水素爆発を想定する機器内の水素濃度を8vol%以下に維持する

ために必要な圧縮空気流量(m3/h[normal]) 

Fdesign：機器毎の平常運転時の水素掃気用安全圧縮空気系からの圧縮空気流量

(m3/h[normal]) 

 

得られた機器毎の比率の最大値に，平常運転時において水素爆発を想定する機器

に供給されている圧縮空気の流量の建屋毎の和をかけることで，水素爆発を想定す

る機器内の水素濃度を8vol%以下に維持できる圧縮空気量の2倍を供給するために

必要な建屋入口での圧縮空気流量を求めることができる。 
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水素掃気機能が喪失した直後に，圧縮空気自動供給貯槽から供給される圧縮空気

流量を初期圧縮空気流量とする。圧縮空気の供給に伴い圧縮空気自動供給貯槽の圧

力が減少し，供給される空気流量も減少する。圧縮空気自動供給貯槽からの供給開

始後1分毎の圧縮空気自動供給貯槽の圧力の減少は，オリフィスにより減圧し減圧

後の圧力で各機器に必要な圧縮空気が流れる設計としていることから，オリフィス

における空気の乱流流れを考慮し，下式から求める。 

 

ΔP＝
ζρ𝑢𝑢2

2
 

 

ここで， 

ΔP ：同一の空気流量で圧縮空気を1分間供給したときの圧力の減少量(MPa) 

ζ ：損失係数 

ρ ：流路内空気密度 

u ：流速 

 

上式を貯槽出口圧力P1，機器側圧力P2(=大気圧P1)，流路内圧力Pを用いて整理し，

1分後の圧縮空気自動供給貯槽出口流量を下式から求める。 

 

Fserve_b＝Fserve_a×�
Pa
Pb
∙
P1b－P0

P1a－P0
�
0.5

 

 

ここで， 

Fserve_b：1分後の圧縮空気自動供給貯槽出口流量(体積流量) 

Fserve_a：初期の圧縮空気自動供給貯槽出口流量(体積流量) 

Pa：初期の流路内圧力(絶対圧力) 

Pb：1分後の流路内圧力(絶対圧力) 

P1a：初期の圧縮空気自動供給貯槽出口圧力(絶対圧力) 

P1b：1分後の圧縮空気自動供給貯槽出口圧力(絶対圧力) 

P0：大気圧(絶対圧力) 
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1分毎の圧力低下及び圧力低下後の流量の計算を，水素濃度を8vol%以下に維持で

きる圧縮空気量の2倍を下回るまで繰り返すことにより，必要な流量を確保可能な

時間を評価する。 

更に，必要な流量を確保可能な時間が，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給

開始の2時間後以上であることを確認することにより，圧縮空気自動供給貯槽の容

量が十分であることを確認する。 

 

1.2 評価条件及び結果 

機器毎の水素発生速度，F8vol%，Fdesign及びFratioを第1表に示す。 

Fratioの最大値，平常運転時において水素爆発を想定する機器に供給されている圧

縮空気流量の建屋毎の和，Fserveの初期値，圧縮空気自動供給貯槽の初期圧力，V，

T，必要な流量を確保可能な時間及び可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始

の2時間後の時間を第2表に示す。 

必要な流量を確保可能な時間は可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始の2

時間後以上であり，圧縮空気自動供給貯槽は必要な容量を確保している。 

 

第1表 水素爆発を仮定する機器に関する評価条件 

機器名称 
水素発生 
速度 

(Nm3/h) 

F8vol% 
(Nm3/h) 

Fdesign 
(Nm3/h) 

Fratio 
(－) 

溶解液中間貯槽 
溶解液供給槽 
抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 
抽出廃液供給槽A 
抽出廃液供給槽B 

プルトニウム溶液受槽 
プルトニウム溶液中間

貯槽 
第2一時貯留処理槽 
第3一時貯留処理槽 
第4一時貯留処理槽 

高レベル廃液濃縮缶A 
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第2表 圧縮空気自動供給貯槽に関する評価条件及び評価結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 最高使用圧力の設定根拠 

圧縮空気自動供給貯槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，供給元であ

る水素掃気用空気貯槽の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回る MPaと

する。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

圧縮空気自動供給貯槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，供給元であ

る水素掃気用空気貯槽の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

重大事故等時において使用する圧縮空気自動供給貯槽は，容量設定根拠を踏まえ，

必要な個数として3基設置する。 

Fratioの最大値(－) 
平常運転時において水素爆発を想定する機器に供給

されている圧縮空気流量の和(m3/h) 
必要な流量(m3/h) 

Fserveの初期値(m3/h[normal]) 
圧縮空気自動供給貯槽の初期圧力(MPa) 

圧縮空気自動供給貯槽の容量(m3) 
圧縮空気自動供給貯槽温度T(℃) 
必要な流量を確保可能な時間 11時間10分 

可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始の2時間
後の時間 

11時間10分 
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名称 

機器圧縮空気 

自動供給ユニット 

圧縮空気ボンベ 

容量 L/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

機器圧縮空気自動供給ユニット 圧縮空気ボンベは，安全圧縮空気系の水素掃気機

能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために設置する。 

代替安全圧縮空気系は，水素発生量の増加が想定される時間の前に，圧縮空気自動

供給貯槽及び圧縮空気自動供給ユニットから機器圧縮空気自動供給ユニットへの切

り替えを行い，可搬型空気圧縮機により圧縮空気を供給するまでの間，未然防止濃度

に維持するために十分な量の圧縮空気を供給できる設計とする。 

代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気自動供給ユニットは，安全圧縮空気系の配管の

内圧が所定の圧力を下回った場合に自動で圧縮空気を供給する設計とする。 

系統構成は，圧縮空気自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気自

動供給ユニット，建屋内空気中継配管，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース，水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配管・弁で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

機器圧縮空気自動供給ユニット 圧縮空気ボンベは，高圧ガス保安法の適合品であ

る一般汎用型の空気ボンベを使用する。このため，本ボンベの容量は，一般汎用型の

空気ボンベの標準容量  L/個以上とする。 

1.1 必要空気量 

機器圧縮空気自動供給ユニットは，3個の貯槽（分配設備のプルトニウム溶液

受槽，プルトニウム溶液中間貯槽，分離建屋一時貯留処理設備の第 2 一時貯留

処理槽）にそれぞれ  NL/hの流量で空気を供給する設計としている。空気の

供給を想定しているのは 時間であるため，必要な空気の量は， 

 NL である。 
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1.2 機器圧縮空気自動供給ユニット 圧縮空気ボンベによる供給量 

𝑆𝑆ｂ =
(𝑃𝑃1 − 𝑃𝑃2)

𝑃𝑃𝑁𝑁
× 𝑉𝑉ｂ × 𝑀𝑀 

 

Sb：ボンベによる供給量［NL］ 

P1：ボンベ初期充てん圧力＝ ［MPa(abs)］ 

P2：ボンベ交換圧力＝ ［MPa(abs)］ 

PN：大気圧＝0.1013［MPa(abs)］ 

Vb：ボンベ容量＝ ［L/個］ 

M：必要ボンベ個数［個］ 

 

必要空気量より多い供給量（Sb）が必要であるため， 

𝑆𝑆𝑏𝑏 >  

上記の関係式より 

× 𝑀𝑀 >  

𝑀𝑀 >  

よって，必要空気量を確保するために必要なボンベの個数は 1個であるが，こ

れを上回る 2個を設置する。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

機器圧縮空気自動供給ユニット 圧縮空気ボンベを重大事故等時において使用する

場合の使用圧力は，高圧ガス保安法の適合品であるボンベにて実績を有する充てん圧

力である MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

機器圧縮空気自動供給ユニット 圧縮空気ボンベを重大事故等時において使用する

場合の使用温度は，高圧ガス保安法に基づき ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

機器圧縮空気自動供給ユニット 圧縮空気ボンベは，容量の設定根拠を踏まえ，2個

設置する。 
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名称 
圧縮空気手動供給ユニット 

圧縮空気ボンベ 

容量 L/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

圧縮空気手動供給ユニット 圧縮空気ボンベは，水素爆発を未然に防止するための

空気供給が機能しなかった場合に備え，「放射線分解により発生する水素による爆発」

（以下「水素爆発」という。）の発生を仮定する機器に水素爆発を未然に防止するため

の対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給することで，水素爆発の再

発を防止するために設置する。 

代替安全圧縮空気系の可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防止濃度

に至る可能性のある水素爆発の発生を仮定する機器に対して，圧縮空気手動供給ユニ

ットを設置する。圧縮空気手動供給ユニットは，代替安全圧縮空気系の可搬型空気圧

縮機に切り替えるまでの間，貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するため

に必要な量の圧縮空気を供給できる設計とする。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，建屋内空気中継配管，可搬型空気圧縮機，

可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース及び機器圧縮空気供給配管・弁で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

圧縮空気手動供給ユニット 圧縮空気ボンベは，高圧ガス保安法の適合品である一

般汎用型の空気ボンベを使用する。このため，本ボンベの容量は，一般汎用型の空気

ボンベの標準容量  L/個以上とする。 

1.1 必要空気量 

圧縮空気手動供給ユニットは，3個の貯槽（分配設備のプルトニウム溶液受槽，

プルトニウム溶液中間貯槽，分離建屋一時貯留処理設備の第 2一時貯留処理槽）

にそれぞれ  NL/hの流量で空気を供給する設計としている。空気の供給を想

定しているのは 時間であるため，必要な空気の量は， 

 NL である。 
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1.2 圧縮空気手動供給ユニット 圧縮空気ボンベによる供給量 

𝑆𝑆ｂ =
(𝑃𝑃1 − 𝑃𝑃2)

𝑃𝑃𝑁𝑁
× 𝑉𝑉ｂ × 𝑀𝑀 

 

 

Sb：ボンベによる供給量［NL］ 

P1：ボンベ初期充てん圧力＝ ［MPa(abs)］ 

P2：ボンベ交換圧力＝ ［MPa(abs)］ 

PN：大気圧＝0.1013［MPa(abs)］ 

Vb：ボンベ容量＝ ［L/個］ 

M：必要ボンベ個数［個］ 

 

必要空気量より多い供給量（Sb）が必要であるため， 

𝑆𝑆𝑏𝑏 >  

上記の関係式より 

× 𝑀𝑀 >  

𝑀𝑀 >  

よって，必要空気量を確保するために必要なボンベの個数は 1個であるが，こ

れを上回る 2個を設置する。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

圧縮空気手動供給ユニット 圧縮空気ボンベを重大事故等時において使用する場合

の使用圧力は，高圧ガス保安法の適合品であるボンベにて実績を有する充てん圧力で

ある  MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

圧縮空気手動供給ユニット 圧縮空気ボンベを重大事故等時において使用する場合

の使用温度は，高圧ガス保安法に基づき ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

圧縮空気手動供給ユニット 圧縮空気ボンベは，容量の設定根拠を踏まえ，2 個設

置する。 
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名 称 
圧縮空気自動供給貯槽 

( ) 

容量 m3/個 
 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個 数 － 5 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する圧縮空気自動供給貯槽は，安全

圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する対象機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未

然に防止するために設置する。 

系統構成は，圧縮空気自動供給貯槽，水素掃気配管・弁，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等対処設備として使用する圧縮空気自動供給貯槽の容量は，可搬型空気圧

縮機からの空気の供給開始時間に操作遅れを考慮した 時間 分までの間，水素爆発

を仮定する機器内の水素濃度を vol%以下に維持できる圧縮空気流量の 倍の流量を

供給するために必要な容量を以下の通り確保する。 

容量 

①  容量：  m3/個（ ） 

 m3/個（ ） 

②  基数：  基（ ） 

     基（ ） 

公称値は要求される容量と同様に，  m3/個及び  m3/個とする。 

 

1.1 容量の妥当性の評価方法について 

水素掃気機能が喪失した場合に，重大事故等対処施設の放射線分解により発生す 

る水素による爆発に対処するための設備の精製建屋の代替安全圧縮空気系の圧縮空

気自動供給貯槽(以下では「圧縮空気自動供給貯槽」という。)から水素爆発を想定

する機器に圧縮空気の供給が継続される時間を以下のとおり評価する。 

水素爆発を想定する機器内の水素濃度を vol%以下に維持するために必要な圧縮

空気流量及び平常運転時の水素掃気用安全圧縮空気系からの圧縮空気流量の比率を

下式により求める。 
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Fratio＝
F vol% × 2

Fdesign
 

 

ここで， 

Fratio：機器毎の水素爆発を想定する機器内の水素濃度を vol%以下に維持する

ために必要な圧縮空気流量及び平常運転時の水素掃気用安全圧縮空気

系からの圧縮空気流量の比率(－) 

F vol%：機器毎の水素爆発を想定する機器内の水素濃度を vol%以下に維持する

ために必要な圧縮空気流量(m3/h[normal]) 

Fdesign：機器毎の平常運転時の水素掃気用安全圧縮空気系からの圧縮空気流量

(m3/h[normal]) 

 

得られた機器毎の比率の最大値に，平常運転時において水素爆発を想定する機器

に供給されている圧縮空気の流量の建屋毎の和をかけることで，水素爆発を想定す

る機器内の水素濃度を vol%以下に維持できる圧縮空気量の 倍を供給するために必

要な建屋入口での圧縮空気流量を求めることができる。 

 

水素掃気機能が喪失した直後に，圧縮空気自動供給貯槽から供給される圧縮空気

流量を初期圧縮空気流量とする。圧縮空気の供給に伴い圧縮空気自動供給貯槽の圧

力が減少し，供給される空気流量も減少する。圧縮空気自動供給貯槽からの供給開

始後1分毎の圧縮空気自動供給貯槽の圧力の減少は，オリフィスにより減圧し減圧

後の圧力で各機器に必要な圧縮空気が流れる設計としていることから，オリフィス

における空気の乱流流れを考慮し，下式から求める。 

 

ΔP＝
ζρ𝑢𝑢2

2
 

 

ここで， 

ΔP ：同一の空気流量で圧縮空気を 分間供給したときの圧力の減少量(MPa) 

ζ ：損失係数 

ρ ：流路内空気密度 

u ：流速 

 

上式を貯槽出口圧力P1，機器側圧力P2(=大気圧P1)，流路内圧力Pを用いて整理し，

分後の圧縮空気自動供給貯槽出口流量を下式から求める。 
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Fserve_b＝Fserve_a×�
Pa
Pb
∙
P1b－P0

P1a－P0
�
0.5

 

 

ここで， 

Fserve_b： 分後の圧縮空気自動供給貯槽出口流量(体積流量) 

Fserve_a：初期の圧縮空気自動供給貯槽出口流量(体積流量) 

Pa：初期の流路内圧力(絶対圧力) 

Pb： 分後の流路内圧力(絶対圧力) 

P1a：初期の圧縮空気自動供給貯槽出口圧力(絶対圧力) 

P1b： 分後の圧縮空気自動供給貯槽出口圧力(絶対圧力) 

P0：大気圧(絶対圧力) 

 

分毎の圧力低下及び圧力低下後の流量の計算を，水素濃度を vol%以下に維持で

きる圧縮空気量の 倍を下回るまで繰り返すことにより，必要な流量を確保可能な

時間を評価する。 

更に，必要な流量を確保可能な時間が，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給

開始の 時間後以上であることを確認することにより，圧縮空気自動供給貯槽の容

量が十分であることを確認する。 

 

1.2 評価条件及び結果 

機器毎の水素発生速度，F8vol%，Fdesign及びFratioを第1表に示す。 

Fratioの最大値，平常運転時において水素爆発を想定する機器に供給されている

圧縮空気流量の建屋毎の和，Fserveの初期値，圧縮空気自動供給貯槽の初期圧力，V，

T，必要な流量を確保可能な時間及び可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始

の2時間後の時間を第2表に示す。 

必要な流量を確保可能な時間は可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始の2

時間後以上であり，圧縮空気自動供給貯槽は必要な容量を確保している。 

 

第1表 水素爆発を仮定する機器に関する評価条件 

機器名称 
水素発生 

速度 
(Nm3/h) 

F8vol% 
(Nm3/h) 

Fdesign 
(Nm3/h) 

Fratio 

(－) 

プルトニウム溶液 
供給槽 

    

プルトニウム溶液 
受槽 

    

油水分離槽     
プルトニウム濃縮缶

供給槽 
    

プルトニウム溶液 
一時貯槽 

    

プルトニウム濃縮缶     
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プルトニウム濃縮液
受槽 

    

プルトニウム濃縮液
一時貯槽 

    

プルトニウム濃縮液
計量槽 

    

リサイクル槽     
希釈槽     

プルトニウム濃縮液
中間貯槽 

    

第2一時貯留処理槽     
第3一時貯留処理槽     
第7一時貯留処理槽     

 
第2表 圧縮空気自動供給貯槽に関する評価条件及び評価結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 最高使用圧力の設定根拠 

重大事故等対処設備として使用する圧縮空気自動供給貯槽の使用圧力は，供給元で

ある水素掃気用空気貯槽の通常運転圧力が MPaであるため，これを上回る MP

aとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

重大事故等対処設備として使用する圧縮空気自動供給貯槽の使用温度は，供給元で

ある水素掃気用空気貯槽の通常運転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とす

る。 

 

4. 個数の設定根拠 

圧縮空気自動供給貯槽の個数は，容量設定根拠を踏まえ，5基設置する。 

Fratioの最大値(－)  
平常運転時において水素爆発を想定する機器に供

給されている圧縮空気流量の和(m3/h) 
 

必要な流量(m3/h)  
Fserveの初期値(m3/h[normal])  

圧縮空気自動供給貯槽の初期圧力(MPa)  
圧縮空気自動供給貯槽の容量(m3)  
圧縮空気自動供給貯槽温度T(℃)  
必要な流量を確保可能な時間 時間 分 

可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始の2
時間後の時間 

時間 分 
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名 称 機器圧縮空気自動供給ユニットボンベ 
容 量 l/個 以上( ) 

最高使用圧力 MPa  
最高使用温度 ℃  

個 数 －  
【設定根拠】 
（概要） 
・重大事故等対処設備 

 重大事故等対処設備としての機器圧縮空気自動供給ユニットボンベは，プル

トニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する

ために，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 
系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射

線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 
 
1. 容量の設定根拠 

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベは，高圧ガス保安法の適合品である一

般汎用型の空気ボンベを使用する。このため，本ボンベの容量は，一般汎用型

の空気ボンベの標準容量 l/個以上とする。 
機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等対処設備として使用する

場合の総容量は，重大事故発生後から6時間の圧縮空気を供給するために必要

な空気量を上回る容量を確保しており，根拠は以下のとおり。  
   

ボンベ圧力

14.2MPa 時

の空気標準

体積 
V1(m3) 

ボンベ圧力

2.0MPa 時

の空気標準

体積 
V2(m3) 

ボンベ

本数 
A(本) 

ボンベ内空

気標準体積 
V(m3) 

対象貯槽へ

供給する合

計空気流量 
Q(m3/h) 

空気供給

可能時間
＊ 

t(h) 

      
注記 ＊：空気供給可能時間及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりと

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

V
0
(空気ボンベの容積)： (m

3
/本) 

P
0
(空気ボンベの初期圧力)： (MPa) 

P
0
’(空気ボンベ使用下限圧力)： (MPa) 

T
0
(空気ボンベ温度)： (K) 

𝑉𝑉1＝
𝑉𝑉0 ∙ 𝑃𝑃0 ∙

∙ 𝑇𝑇0
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Q(対象貯槽へ供給する合計空気流量)の内訳 
        プルトニウム溶液受槽  ： m3/h 
        油水分離槽  ： m3/h 
        プルト二ウム濃縮缶供給槽  ： m3/h 
        プルトニウム溶液一時貯槽  ： m3/h 
        プルトニウム濃縮液受槽  ： m3/h 
        プルトニウム濃縮液一時貯槽  ： m3/h 
        プルトニウム濃縮液計量槽  ： m3/h 
        リサイクル槽  ： m3/h 
        希釈槽  ： m3/h 
        プルトニウム濃縮液中間貯槽  ： m3/h 
        第2一時貯留処理槽  ： m3/h 
        第3一時貯留処理槽  ： m3/h 
                合計： m3/h 
 
 
 
        時間の圧縮空気を供給するために必要な空気量 
        m3/h× 時間≒ m3 

 
  上記より，圧縮空気を供給するために必要な空気量 m3に対し，ボンベ10

個の設置により， 時間の圧縮空気を供給できる m3の空気容量を確保し

ている。 
  公称値については，標準容量と同じ l/個とする。 

 
2. 最高使用圧力の設定根拠 

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合

の圧力は，高圧ガス保安法に基づく最高充てん圧力の MPaとする。但し，

誤差等を考慮した最小充てん圧力が MPaであることから1.容量の設定根拠

における初期圧力は MPaとする。 
 
 

3. 最高使用温度の設定根拠 
機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合

の温度は，高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則に従い， ℃とす

る。 

𝑉𝑉 = (𝑉𝑉1 − 𝑉𝑉2) ∙ 𝐴𝐴 

𝑡𝑡 =
𝑉𝑉
𝑄𝑄

 

𝑉𝑉2 =
𝑉𝑉0𝑃𝑃0’ ∙

∙ 𝑇𝑇0
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4. 個数の設定根拠 

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合

の個数は，プルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度

未満に抑制するために，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために必要な個数

である10個を使用する。 
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名称 圧縮空気自動供給ユニットボンベ 

容量 l/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 3 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

  重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する圧縮空気自動供給ユニットボンベ

は，下記の機能を有する。 

プルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制するた

めに，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

(1) 容量の設定根拠

圧縮空気自動供給ユニットボンベは，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の

空気ボンベを使用する。このため，本ボンベの容量は，一般汎用型の空気ボンベの標

準容量 /個とする。 

圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の総容量

は，重大事故発生後から の圧縮空気を供給するために必要な空気量を上回

る容量を確保しており，根拠は以下のとおり。  

ボンベ圧力

MPa時の

空気標準体積 

V1(m3) 

ボンベ圧力

MPa時の

空気標準体積 

V2(m3) 

ボンベ

本数 

A(本) 

ボンベ内空

気標準体積 

V(m3) 

対象貯槽へ

供給する合

計空気流量 

Q(m3/h) 

空気供給

可能時間＊ 

t(h) 

  3    

注記 ＊：空気供給可能時間及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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Q(対象貯槽へ供給する合計空気流量)の内訳 

硝酸プルトニウム貯槽： m3/h 

混合槽( )  ： m3/h 

混合槽( )  ： m3/h 

一時貯槽 ： m3/h 

合計： m3/h 

の圧縮空気を供給するために必要な空気量 

 m3

  上記より，圧縮空気を供給するために必要な空気量 m3に対し，ボンベ3個の設置

により， 時間の圧縮空気を供給できる m3の空気容量を確保している。 

  公称値については，標準容量と同じ /個とする。 

(2) 最高使用圧力の設定根拠

圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

高圧ガス保安法に基づく最高充てん圧力の MPaとする。 

V
0
(空気ボンベの容積)： (m

3
/本)

P
0
(空気ボンベの初期圧力)： ＋0.1013(MPa) 

P
0
’(空気ボンベ使用下限圧力)： ＋0.1013(MPa) 

T
0
(空気ボンベ温度)： ＋273.15(K) 

𝑉𝑉1＝
𝑉𝑉0 ∙ 𝑃𝑃0 ∙ 273.15

0.1013 ∙ 𝑇𝑇0

𝑉𝑉2 =
𝑉𝑉0𝑃𝑃0’ ∙ 273.15

0.1013 ∙ 𝑇𝑇0

𝑉𝑉 = (𝑉𝑉1 − 𝑉𝑉2) ∙ 𝐴𝐴 

𝑡𝑡 =
𝑉𝑉
𝑄𝑄
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(3) 最高使用温度の設定根拠

圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の温度は，

高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則に従い， ℃とする。 

(4) 個数の設定根拠

圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の個数は，

水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニット

ボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するため

に必要な個数である3個設置する。 
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名称 機器圧縮空気自動供給ユニットボンベ 

容量 l/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 6 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する機器圧縮空気自動供給ユニットボン

ベは，下記の機能を有する。 

プルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する

ために，貯槽の空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃

気配管・弁及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

で構成する。 

(1) 容量の設定根拠

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベは，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用

型の空気ボンベを使用する。このため，本ボンベの容量は，一般汎用型の空気ボンベ

の標準容量 /個とする。 

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の総容

量は，重大事故発生後 の圧縮空気を供給する

ために必要な空気量を上回る容量を確保しており，根拠は以下のとおり。  

ボンベ圧力

MPa時の

空気標準体積 

V1(m3) 

ボンベ圧力

MPa時の

空気標準体積 

V2(m3) 

ボンベ

本数 

A(本) 

ボンベ内空

気標準体積 

V(m3) 

対象貯槽へ

供給する合

計空気流量 

Q(m3/h) 

空気供給

可能時間＊ 

t(h) 

  6    

注記 ＊：空気供給可能時間及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

V
0
(空気ボンベの容積)： (m

3
/本)

P
0
(空気ボンベの初期圧力)： ＋0.1013(MPa) 

P
0
’(空気ボンベ使用下限圧力)： ＋0.1013(MPa) 

T
0
(空気ボンベ温度)： ＋273.15(K) 
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Q(対象貯槽へ供給する合計空気流量)の内訳 

硝酸プルトニウム貯槽： m3/h 

混合槽( )  ： m3/h 

混合槽( )  ： m3/h 

一時貯槽 ： m3/h 

合計： m3/h 

の圧縮空気を供給するために必要な空気量 

m3 

  上記より，圧縮空気を供給するために必要な空気量 m3に対し，ボンベ6個の設

置により， 時間の圧縮空気を供給できる m3の空気容量を確保している。 

  公称値については，標準容量と同じ /個とする。 

(2) 最高使用圧力の設定根拠

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の圧力

は，高圧ガス保安法に基づく最高充てん圧力の MPaとする。 

(3) 最高使用温度の設定根拠

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の温度

は，高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則に従い， ℃とする。 

(4) 個数の設定根拠

機器圧縮空気自動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の個数

は，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供

𝑉𝑉1 =
𝑉𝑉0 ∙ 𝑃𝑃0 ∙ 273.15

0.1013 ∙ 𝑇𝑇0
 

𝑉𝑉2 =
𝑉𝑉0𝑃𝑃0’ ∙ 273.15

0.1013 ∙ 𝑇𝑇0

𝑉𝑉 = (𝑉𝑉1 − 𝑉𝑉2) ∙ 𝐴𝐴 

𝑡𝑡 =
𝑉𝑉
𝑄𝑄
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給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために必要な個数で

ある6個設置する。 
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名称 圧縮空気手動供給ユニットボンベ 

容量 l/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 7 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する圧縮空気手動供給ユニットボンベ

は，下記の機能を有する。 

プルトニウム溶液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する

ために，機器空間部に圧縮空気を供給するために使用する。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，可搬型建屋内ホース，機器圧縮空気供給

配管・弁及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で

構成する。 

(1) 容量の設定根拠

圧縮空気手動供給ユニットボンベは，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の

空気ボンベを使用する。このため，本ボンベの容量は，一般汎用型の空気ボンベの標

準容量 /個とする。 

圧縮空気手動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の総容量

は，重大事故発生後から の圧縮空気を供給す

るために必要な空気量を上回る容量を確保しており，根拠は以下のとおり。  

ボンベ圧力

MPa時の

空気標準体積 

V1(m3) 

ボンベ圧力

MPa時の

空気標準体積 

V2(m3) 

ボンベ

本数 

A(本) 

ボンベ内空

気標準体積 

V(m3) 

対象貯槽へ

供給する合

計空気流量 

Q(m3/h) 

空気供給

可能時間＊ 

t(h) 

  7    

注記 ＊：空気供給可能時間及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

V
0
(空気ボンベの容積)： (m

3
/本)

P
0
(空気ボンベの初期圧力)： ＋0.1013(MPa) 

P
0
’(空気ボンベ使用下限圧力)： ＋0.1013(MPa) 

T
0
(空気ボンベ温度)： ＋273.15(K) 
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Q(対象貯槽へ供給する合計空気流量)の内訳 

硝酸プルトニウム貯槽 m3/h 

混合槽( )  m3/h 

混合槽( )  m3/h 

一時貯槽 m3/h 

計 m3/h 

の圧縮空気を供給するために必要な空気量 

m3 

  上記より，圧縮空気を供給するために必要な空気量 m3に対し，ボンベ7個の設

置により， 時間の圧縮空気を供給できる m3の空気容量を確保している。 

  公称値については，標準容量と同じ /個とする。 

(2) 最高使用圧力の設定根拠

圧縮空気手動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

高圧ガス保安法に基づく最高充てん圧力の MPaとする。 

(3) 最高使用温度の設定根拠

圧縮空気手動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の温度は，

高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則に従い， ℃とする。 

(4) 個数の設定根拠

圧縮空気手動供給ユニットボンベを重大事故等時において使用する場合の個数は，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベから「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

𝑉𝑉1 =
𝑉𝑉0 ∙ 𝑃𝑃0 ∙ 273.15

0.1013 ∙ 𝑇𝑇0
 

𝑉𝑉2 =
𝑉𝑉0𝑃𝑃0’ ∙ 273.15

0.1013 ∙ 𝑇𝑇0

𝑉𝑉 = (𝑉𝑉1 − 𝑉𝑉2) ∙ 𝐴𝐴 

𝑡𝑡 =
𝑉𝑉
𝑄𝑄
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定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するために必要な個数

である7個設置する。 
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(5) 圧縮機 
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名 称 
可搬型空気圧縮機 

燃料タンク 

容 量 L/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

重大事故等発生時に重大事故等対処設備のうち代替圧縮空気系として使用する前処

理建屋の可搬型空気圧縮機燃料タンクは，以下の機能を有する。 

前処理建屋の可搬型空気圧縮機燃料タンクは，全交流動力電源喪失が発生した場合

において，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備に必要な

圧縮空気を供給する前処理建屋の可搬型空気圧縮機の機関の燃料を貯蔵するために設

置する。 

前処理建屋の可搬型空気圧縮機燃料タンクは全交流動力電源喪失が発生した場合

に，重大事故等の対処に必要な圧縮空気を供給する前処理建屋の可搬型空気圧縮機の

燃料を貯蔵できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

前処理建屋の可搬型空気圧縮機燃料タンクの容量は，前処理建屋の可搬型空気圧縮

機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

軽油タンクローリから補給された前処理建屋の可搬型空気圧縮機近傍のドラム缶か

らの燃料補給時間が最長で約 時間後であることから，この間の燃料消費量は以下

のとおりとなる。 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝  

Ｖ：燃料消費量(L) 

Ｈ：運転時間(h)＝  

Ｃ：燃料消費率(l/h)＝  

燃料補給までの燃料消費量が Lであることから，前処理建屋の可搬型空気圧縮機

燃料タンクの容量は L/個以上とする。 

なお，公称値については要求される容量 L/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

前処理建屋の可搬型空気圧縮機燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の圧力

28

41869



は，大気開放タンクであることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

前処理建屋の可可搬型空気圧縮機燃料タンクを重大事故等発生時に使用する場合の

温度は，屋外で使用する可搬型設備であることから，外気の温度＊を上回る ℃とす

る。 

注記 ＊：外気の温度は，再処理事業指定申請書添付書類六に示す設計外気温29℃

(むつ特別地域気象観測所の夏季(６月～９月)の外気温度の観測データか

ら算出する超過確立1％に相当する値。 

4. 個数の設定根拠

前処理建屋の可搬型空気圧縮機燃料タンクは，前処理建屋の可搬型空気圧縮機付き

の燃料タンクであるため，重大事故等対処設備として前処理建屋の可搬型空気圧縮機

の機関の燃料を貯蔵するために必要な個数である機関1個当たり1個とする。 
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−資〇− 
 

名 称 
可搬型空気圧縮機 

（ ） 

容量 m³/h/個  

吐出圧力 MPa  

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップ 3

個) 

【設定根拠】 

（概 要） 

・重大事故等対処設備 

可搬型空気圧縮機（ ）は安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合に

おいて，水素爆発の発生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然

に防止するために必要な重大事故等対処設備である。 

水素爆発の発生を仮定する機器へ圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満

に維持できる設計とする。 

 

(1) 容量の設定根拠 

可搬型空気圧縮機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，

放射線分解により発生する水素による爆発に要求される機能に必要な処理容量を有し

た m³/h/個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m³/h/個とする。 

 

(2) 吐出圧力の設定根拠 

可搬型空気圧縮機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の吐出圧

力は，水素爆発の発生を仮定する機器へ圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度

未満に維持するために必要な MPa とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

可搬型空気圧縮機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の個数

は，対策に必要な建屋近傍に2個保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外

に2個保管する。 
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名 称 
可搬型空気圧縮機 

（ ） 

容量 m³/h/個  

吐出圧力 MPa  

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概 要） 

・重大事故等対処設備 

可搬型空気圧縮機（ ）は安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合に

おいて，水素爆発の発生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然

に防止するために必要な重大事故等対処設備である。 

水素爆発の発生を仮定する機器へ圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満

に維持できる設計とする。 

 

(1) 容量の設定根拠 

可搬型空気圧縮機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，

放射線分解により発生する水素による爆発に要求される機能に必要な処理容量を有し

た m³/h/個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m³/h/個とする。 

 

(2) 吐出圧力の設定根拠 

可搬型空気圧縮機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の吐出圧

力は，水素爆発の発生を仮定する機器へ圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度

未満に維持するために必要な MPa とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

可搬型空気圧縮機（ ）を重大事故等対処設備として使用する場合の個数

は，対策に必要な建屋近傍に1個保管する。 
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名 称 
可搬型空気圧縮機 

（ ） 

容量 m³/h/個  

吐出圧力 MPa  

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップ 3

個) 

【設定根拠】 

（概 要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故時に代替安全圧縮空気系として使用する本空気圧縮機は,安全圧縮空気系

の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

水素爆発の発生を仮定する機器へ圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満

に維持できる設計とする。 

 

(1) 容量の設定根拠 

本空気圧縮機を重大事故等対処設備として使用する場合の容量は，放射線分解によ

り発生する水素による爆発に要求される機能に必要な処理容量を有した m³/h/個

とする。 

 

(2) 吐出圧力の設定根拠 

本空気圧縮機を重大事故等対処設備として使用する場合の吐出圧力は，水素爆発の

発生を仮定する機器へ圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するた

めに必要な MPa とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本空気圧縮機を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建

屋近傍に1個保管し，予備として故障時のバックアップを建屋外に3個保管する。 
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(2) 主要弁 
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（３） 主要弁 

名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 個  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合において，安全圧縮空気系の圧力低下により自動的に開状態

となり，「放射線分解により発生する水素による爆発」（以下「水素爆発」という。）

の発生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために

設置する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用圧力は，機器圧縮空気自動供給

ユニットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給

する経路上に設置されている安全弁の吹出圧力が MPaであるため，これに合わせ

て MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用温度は，圧縮空気ボンベから供

給する圧縮空気の温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給する

ために必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 個  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する主要弁は，機器圧縮空気自動供給ユ

ニットの圧縮空気ボンベから供給される圧縮空気の圧力を所定の圧力( MPa)に減

圧するために設置する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用圧力は，機器圧縮空気自動供給

ユニットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給

する経路上に設置されている安全弁の吹出圧力が MPaであるため，これに合わせ

て MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用温度は，圧縮空気ボンベから供

給する圧縮空気の温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給する

ために必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 個  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替圧縮空気系として使用する主要弁は，圧縮空気手動供給ユニッ

トの圧縮空気ボンベから供給される圧縮空気の圧力を所定の圧力( MPa)に減圧す

るために設置する。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用圧力は，圧縮空気手動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給する

経路上に設置されている安全弁の吹出圧力が MPaであるため，これに合わせて

MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用温度は，圧縮空気ボンベから供

給する圧縮空気の温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，圧縮空気手動供給ユニット

の圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給するため

に必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，機器圧縮空気自動供

給ユニットの圧縮空気ボンベから供給される圧縮空気の圧力を所定の圧力に減圧する

ために設置する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，機器圧縮空気自動

供給ユニットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供

給する経路上に設置されている安全弁の吹出圧力が MPaであるため，これを考慮し

て MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，圧縮空気ボンベか

ら供給する圧縮空気の温度が であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給するた

めに必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，安全圧縮空気系の水

素掃気機能が喪失した場合において，安全圧縮空気系の圧力低下により自動的に開状

態となり，「放射線分解により発生する水素による爆発」（以下「水素爆発」という。）

の発生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために

設置する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

主主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用圧力は，機器圧縮空気自動供

給ユニットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給

する経路上に設置されている安全弁の吹出圧力が MPaであるため，これを考慮して

MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の使用温度は，圧縮空気ボンベから供

給する圧縮空気の温度が であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給するた

めに必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 
主要弁 

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，圧縮空気手動供給ユ

ニットの圧縮空気ボンベから供給される圧縮空気の圧力を所定の圧力に減圧するため

に設置する。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1.  最高使用圧力の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，機器圧縮空気自動

供給ユニットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供

給する経路上に設置されている安全弁の吹出圧力が MPaであるため，これを考慮し

て MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，圧縮空気ボンベか

ら供給する圧縮空気の温度が であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

主要弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，圧縮空気手動供給ユニット

の圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給するために

必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給さ

れる圧縮空気の圧力を所定の圧力 MPa)に減圧するために設置する。 

系統構成は，圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，圧縮空気自動供給

ユニットボンベが MPaであるため、それを上回る MPaとする。

(2) 最高使用温度の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，圧縮空気自動供給

ユニットボンベが ℃であるため，それを上回る  ℃とする。

(3) 個数の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，水素掃気配管の内圧が

低下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力

を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間

部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために必要な個数である2

個設置する。 
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名称 主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁

が開となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給される圧縮空気の圧力

を所定の圧力( MPa)に減圧するために設置する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃

気配管・弁及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

で構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，機器圧縮空気自動

供給ユニットボンベが MPaであるため、それを上回る MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，機器圧縮空気自動

供給ユニットボンベが ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が

開となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線

分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止するために必要な個数である2個設置する。 
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名称 主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，【水素爆発を未然に防

止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボンベ

からの供給される圧縮空気の圧力を所定の圧力( MPa)に減圧するために設置する。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，可搬型建屋内ホース，機器圧縮空気供給

配管・弁及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で

構成する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，圧縮空気手動供給

ユニットボンベが MPaであるため、それを上回る MPaとする。

(2) 最高使用温度の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，圧縮空気手動供給

ユニットボンベが ℃であるため，それを上回る  ℃とする。

(3) 個数の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，【水素爆発を未然に防

止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボンベ

からの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するために必要な個数

である2個設置する。 
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名称 主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

  重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に本主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給

圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために設置する。 

系統構成は，圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

(1) 本主要弁が開となる圧力の根拠

水素掃気配管に繋がる主配管「圧縮空気自動供給ユニット入口ライン分岐点～主要

弁( )」の圧力が MPaを下回ると，本主要弁が開となる。主要弁

( )の減圧後の二次側の圧力が MPaであることから，水素掃気配管

の内圧が MPaを下回った場合に，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給開始

となるが，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器へ圧縮

空気を供給する際の必要圧力は MPaのため問題ない。 

(2) 最高使用圧力の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，圧縮空気自動供給

ユニットボンベが MPaであるため、それを上回る MPaとする。

(3) 最高使用温度の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，圧縮空気自動供給

ユニットボンベが ℃であるため，それを上回る ℃とする。

(4) 個数の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，水素掃気配管の内圧が

低下した場合に本主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧

力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空

間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために必要な個数である

2個設置する。 
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名称 主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する主要弁は，圧縮空気自動供給ユ

ニットからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に本主要弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止するために設置する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃

気配管・弁及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

で構成する。 

(1) 本主要弁が開となる圧力の根拠

水素掃気配管に繋がる主配管「主要弁( )出口ライン分岐点～主要

弁( )」の圧力が MPaを下回ると本主要弁が開となる。主要弁

( )の減圧後の二次側の圧力が MPaであることから，本主要弁が開

となると機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給開始となるが，「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器へ圧縮空気を供給する際の必

要圧力は MPaのため問題ない。 

(2) 最高使用圧力の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，機器圧縮空気自動

供給ユニットボンベが MPaであるため、それを上回る MPaとする。 

(3) 最高使用温度の設定根拠

主要弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，機器圧縮空気自動

供給ユニットボンベが ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

(4) 個数の設定根拠

主要弁を重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，圧縮空気自動供給ユニ

ットからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に本主要弁が開と

なり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解
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により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，

水素爆発の発生を未然に防止するために必要な個数である2個設置する。 
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(4) 安全弁及び逃がし弁
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（４） 安全弁及び逃し弁

名称 
安全弁 

( ) 

吐出圧力 MPa  

個数 個 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する安全弁は，機器圧縮空気自動供

給ユニットの圧縮空気ボンベからの供給圧力が万一上昇した場合であっても，機器圧

縮空気自動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないようにするために設置す

る。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解

により発生する水素」の発生を仮定する機器で構成する。 

1. 吐出圧力の設定根拠

安全弁の吐出圧力は，水素掃気配管・弁の最高使用圧力に合わせ， MPaとする。 

2. 個数の設定根拠

安全弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給する

ために必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 
安全弁 

( ) 

吐出圧力 MPa  

個数 個 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する安全弁は，圧縮空気手動供給ユ

ニットの圧縮空気ボンベからの供給圧力が万一上昇した場合であっても，圧縮空気手

動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないようにするために設置する。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 吐出圧力の設定根拠 

安全弁の吐出圧力は，水素掃気配管・弁の最高使用圧力に合わせ， MPaとする。 

 

2. 個数の設定根拠 

安全弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，圧縮空気手動供給ユニットの

圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給するために

必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 

 

48

41889



名称 
安全弁 

( ) 

吹出圧力 MPa  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する安全弁は，機器圧縮空気自動供

給ユニットの圧縮空気ボンベからの供給圧力が万一上昇した場合であっても，機器圧

縮空気自動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないようにするために設置す

る。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解に

より発生する水素」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 吹出圧力の設定根拠 

安全弁を重大事故等時において使用する場合の吹出圧力は，作動圧力の誤差を考慮

し， MPaとする。 

 

2. 個数の設定根拠 

安全弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，機器圧縮空気自動供給ユニッ

トの圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給するため

に必要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 
安全弁 

( ) 

吹出圧力 MPa  

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する安全弁は，圧縮空気手動供給ユ

ニットの圧縮空気ボンベからの供給圧力が万一上昇した場合であっても，圧縮空気手

動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないようにするために設置する。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解により

発生する水素」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 吹出圧力の設定根拠 

安全弁を重大事故等時において使用する場合の吹出圧力は，作動圧力の誤差を考慮

し， MPaとする。 

 

2. 個数の設定根拠 

安全弁を重大事故等時において使用する場合の個数は，圧縮空気手動供給ユニットの

圧縮空気ボンベから水素爆発の発生を仮定する機器まで圧縮空気を供給するために必

要な個数1個に対し、本供給系統の冗長性を確保するため，2個設置する。 
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名称 安全弁( ) 

吹出圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

  重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する安全弁は，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧

力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空

間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止する上で，水素掃気配管の過

圧破損を防止するために設置する。 

系統構成は，圧縮空気自動供給ユニット，水素掃気配管・弁及び「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で構成する。 

(1) 吹出圧力の設定根拠

安全弁の吹出圧力は，水素掃気配管の最高使用圧力と同じ， MPaとする。

(2) 最高使用温度の設定根拠

安全弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，水素掃気配管の最

高使用圧力と同じ， ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

安全弁の個数は，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，圧縮空

気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を

未然に防止する上で，水素掃気配管の過圧破損を防止するために必要な個数である2

個設置する。 
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名称 安全弁( ) 

吹出圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する安全弁は，圧縮空気自動供給ユ

ニットからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開と

なり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，

水素爆発の発生を未然に防止する上で，機器圧縮空気供給配管及び水素掃気配管の過

圧破損を防止するために設置する。 

系統構成は，機器圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気供給配管・弁，水素掃

気配管・弁及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器

で構成する。 

(1) 吹出圧力の設定根拠

安全弁の吹出圧力は，水素掃気配管の最高使用圧力 MPaと同じ， MPaとす

る。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

安全弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，水素掃気配管の最

高使用圧力と同じ，  ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

安全弁の個数は，圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気供給時に，水素掃気配

管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベ

からの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止する上で，機器

圧縮空気供給配管及び水素掃気配管の過圧破損を防止するために必要な個数である2個

設置する。 
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名称 安全弁( ) 

吹出圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【水素爆発の再発を防止するための空気供給】

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する安全弁は，【水素爆発を未然に防

止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボンベ

からの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止する上で，機器圧縮空

気供給配管の過圧破損を防止するために設置する。 

系統構成は，圧縮空気手動供給ユニット，可搬型建屋内ホース，機器圧縮空気供給

配管・弁及び「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器で

構成する。 

(1) 吹出圧力の設定根拠

安全弁の吹出圧力は，機器圧縮空気供給配管の最高使用圧力 MPaと同じ，

MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

安全弁を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，水素掃気配管の最

高使用圧力と同じ，  ℃とする。 

(3) 個数の設定根拠

安全弁の個数は，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった

場合に，圧縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水

素爆発の再発を防止する上で，機器圧縮空気供給配管の過圧破損を防止するために必

要な個数である2個設置する。 
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(4) 主配管 
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

水素掃気用空気貯槽出口配管 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，迅速流体継手接続口 から水素掃気用空気貯槽出口配管

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型空気圧縮機

によって水素掃気用圧縮空気を「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器へ供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機によ

る水素掃気用圧縮空気の供給圧が MPa以上であるため，これを上回る MPaと

する。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，供給する水素掃気用圧

縮空気の最高使用温度であり， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
代替安全圧縮空気用5m，20m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
38(予備として故障時のバックアップ

を72) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。系統構成は，水素掃気

配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

【水素爆発の再発を防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，【水素爆発を未然に防止するための空気供

給】が機能しなかった場合に，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器空間部に圧縮空気手動供給ユニットボンベ又は可搬型空気圧縮機か

ら圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止するための対策に使用する系統とは異な

る系統から圧縮空気を供給することで水素爆発の再発を防止するための流路として

設置する。系統構成は，機器圧縮空気供給配管・弁，圧縮空気手動供給ユニット，建

屋内空気中継配管，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ ℃とする。 
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(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に38本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に38本，建屋外に34本保管

する。 
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名称 
代替安全圧縮空気用20m 

可搬型建屋外ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
10(予備として故障時のバックアップ

を19) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。系統構成は，水素掃気

配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

【水素爆発の再発を防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，【水素爆発を未然に防止するための空気供

給】が機能しなかった場合に，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器空間部に圧縮空気手動供給ユニットボンベ又は可搬型空気圧縮機か

ら圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止するための対策に使用する系統とは異な

る系統から圧縮空気を供給することで水素爆発の再発を防止するための流路として

設置する。系統構成は，機器圧縮空気供給配管・弁，圧縮空気手動供給ユニット，建

屋内空気中継配管，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機

器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ ℃とする。 
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(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に 10本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に10本，建屋外に9本保管

する。 
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名称 
溶解液中間貯槽入口配管合流点～

溶解液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，溶解液中間貯槽入口

配管合流点と溶解液中間貯槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，溶解液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統とは

異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持

するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液中間貯槽

入口配管合流点と溶解液中間貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の拡大防止のため，溶解液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状

態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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2
∙
ሺA െ 2 ∙ B
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ൠ
ଶ
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名称 
溶解液供給槽入口配管合流点～溶

解液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，溶解液供給槽入口配

管合流点と溶解液供給槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，溶解液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液供給槽入

口配管合流点と溶解液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の拡大防止のため，溶解液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
抽出廃液受槽入口配管合流点～抽

出廃液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液受槽入口配

管合流点と抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，抽出廃液受槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液受槽入

口配管合流点と抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の拡大防止のため，抽出廃液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
抽出廃液中間貯槽入口配管合流点

～抽出廃液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液中間貯槽入

口配管合流点と抽出廃液中間貯槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の拡大防止のため，抽出廃液中間貯槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液中間貯

槽入口配管合流点と抽出廃液中間貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の拡大防止のため，抽出廃液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
抽出廃液供給槽入口配管合流点～

抽出廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽入口

配管合流点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは

異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持

するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽

入口配管合流点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状

態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
抽出廃液供給槽入口配管合流点～

抽出廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽入口

配管合流点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは

異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持

するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽

入口配管合流点と抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状

態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

72

41913



 

 

 

 

名称 

プルトニウム溶液受槽入口配管合

流点～プルトニウム溶液受槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム溶液受

槽入口配管合流点とプルトニウム溶液受槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受槽に未然防止対策

に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそ

れがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

プルトニウム溶液中間貯槽入口配

管合流点～プルトニウム溶液中間

貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム溶液中

間貯槽入口配管合流点とプルトニウム溶液中間貯槽をつなぐ配管であり，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液中間貯槽に

未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続け

て生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
第2一時貯留処理槽入口配管合流点

～第2一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第2一時貯留処理槽

入口配管合流点と第2一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の拡大防止のため，第2一時貯留処理槽に未然防止対策に使用

する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
第3一時貯留処理槽入口配管合流点

～第3一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第3一時貯留処理槽

入口配管合流点と第3一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の拡大防止のため，第3一時貯留処理槽に未然防止対策に使用

する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第3一時貯留処

理槽入口配管合流点と第3一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の拡大防止のため，第3一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下

させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第4一時貯留処理槽入口配管合流点

～第4一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第4一時貯留処理槽

入口配管合流点と第4一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の拡大防止のため，第4一時貯留処理槽に未然防止対策に使用

する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第4一時貯留処

理槽入口配管合流点と第4一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の拡大防止のため，第4一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下

させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と高レベ

ル廃液濃縮缶を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合に

おいて，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮

空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と高

レベル廃液濃縮缶を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液濃縮缶へ供給し，溶液の温度を

低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃ であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・冷却水を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～溶解液中間貯槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と溶解液中間

貯槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止

のため，溶解液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気

を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

 

85

41926



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 三方弁～溶解液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と溶解液供給

槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止の

ため，溶解液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供

給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 三方弁～溶解液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と溶解液供給

槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止の

ため，溶解液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供

給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と溶解液

供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，

溶解液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 三方弁～抽出廃液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と抽出廃液受

槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止の

ため，抽出廃液受槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供

給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～抽出廃液中間貯槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と抽出廃液中

間貯槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防

止のため，抽出廃液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮

空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～抽出廃液供給槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と抽出廃液供

給槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止

のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気

を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～抽出廃液供給槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と抽出廃液供

給槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止

のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気

を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～プルトニウム溶液受槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁とプルトニウ

ム溶液受槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡

大防止のため，プルトニウム溶液受槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統

から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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41941



 

 

 

 

名称 
三方弁～プルトニウム溶液中間貯

槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁とプルトニウ

ム溶液中間貯槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」

の拡大防止のため，プルトニウム溶液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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41942



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～第2一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と第2一時貯

留処理槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大

防止のため，第2一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から

圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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41944



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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41945



 

 

 

 

名称 
三方弁～第3一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と第3一時貯

留処理槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大

防止のため，第3一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から

圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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41946



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～第4一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と第4一時貯

留処理槽をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大

防止のため，第4一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から

圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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41948



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

三方弁 

～ 

高レベル廃液濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁と高レベル廃液

濃縮缶を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手( ) 

～ 

迅速流体継手(  

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と迅速流

体継手を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 
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41952



 

 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手( ) 

～ 

迅速流体継手(  

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と迅速流

体継手を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

113
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手( ) 

～ 

迅速流体継手(  

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と迅速流

体継手を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手( ) 

～ 

迅速流体継手(  

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と迅速流

体継手を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合におい

て，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に圧縮空気

を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 
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41958



 

 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

118
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名称 

圧縮空気自動供給貯槽( ) 

～ 

水素掃気用空気貯槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給貯槽

と水素掃気用空気貯槽出口配管合流点を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手( ) 

～ 

圧縮空気自動供給貯槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と圧縮空

気自動供給貯槽出口配管合流点を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能

が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

圧縮空気自動供給貯槽( ) 

～ 

圧縮空気自動供給槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給貯槽

と圧縮空気自動供給槽出口配管合流点を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

圧縮空気自動供給貯槽( ) 

～ 

圧縮空気自動供給槽出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給貯槽

と圧縮空気自動供給槽出口配管合流点を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

126

41967



 

 

 

 

名称 
迅速流体継手( )

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と弁を

つなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止のため，

未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続け

て生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 

 

 

127

41968



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
機器圧縮空気自動供給ユニット出

口配管分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，機器圧縮空気自動供

給ユニット出口配管分岐点と弁をつなぐ配管であり，機器圧縮空気自動供給ユニット

の系統が最高使用圧力を超えないようにするために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～弁( )

出口配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁出口配管をつ

なぐ配管であり，機器圧縮空気自動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないよ

うにするために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全弁の出口で で

あることから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁をつなぐ配管

であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止のため，未然防止

対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じる

おそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～弁( )

出口配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁出口配管をつ

なぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止のため，

未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続け

て生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
機器圧縮空気自動供給ユニット出

口配管分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，機器圧縮空気自動供

給ユニット出口配管分岐点と弁をつなぐ配管であり，機器圧縮空気自動供給ユニット

の系統が最高使用圧力を超えないようにするために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～弁( )

出口配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁出口配管をつ

なぐ配管であり，機器圧縮空気自動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないよ

うにするために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全弁の出口で で

あることから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁をつなぐ配管

であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止のため，未然防止

対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じる

おそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～弁( )

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁出口配管合流

点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止の

ため，未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発

が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットの圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )

～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と弁を

つなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止のため，

未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続け

て生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

の圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
圧縮空気手動供給ユニット出口配

管分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気手動供給ユ

ニット出口配管分岐点と弁をつなぐ配管であり，圧縮空気手動供給ユニットの系統が

最高使用圧力を超えないようにするために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

の圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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41988



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～弁( )

出口配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁出口配管をつ

なぐ配管であり，圧縮空気手動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないように

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全弁の出口で で

あることから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と迅速流体継手を

つなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止のため，

未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続け

て生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

の圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
圧縮空気手動供給ユニット出口配

管分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気手動供給ユ

ニット出口配管分岐点と弁をつなぐ配管であり，圧縮空気手動供給ユニットの系統が

最高使用圧力を超えないようにするために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

の圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～弁( )

出口配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁出口配管をつ

なぐ配管であり，圧縮空気手動供給ユニットの系統が最高使用圧力を超えないように

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全弁の出口で で

あることから， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )～弁( )

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁と弁出口配管合流

点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡大防止の

ため，未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発

が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

の圧縮空気ボンベからの供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気ボンベからの供給

温度が室温であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～溶解

液中間貯槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と溶解

液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，溶解液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

溶解液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の拡大防止のため，溶解液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

160

42001



 

 

 

 

名称 
溶解液中間貯槽入口配管分岐点～

迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，溶解液中間貯槽入口

配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，溶解液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～溶解

液中間貯槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と溶解

液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，溶解液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～溶解

液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と溶解

液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，溶解液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

溶解液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の拡大防止のため，溶解液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
溶解液供給槽入口配管分岐点～迅

速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，溶解液供給槽入口配

管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，溶解液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～溶解

液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と溶解

液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，溶解液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液受槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，抽出廃液受槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

抽出廃液受槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の拡大防止のため，抽出廃液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
抽出廃液受槽入口配管分岐点～迅

速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液受槽入口配

管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，抽出廃液受槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
 

174

42015



 

 

 

 

名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液受槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，抽出廃液受槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる

系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液中間貯槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，抽出廃液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統と

は異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維

持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

抽出廃液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の拡大防止のため，抽出廃液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰

状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

178

42019



 

 

 

 

名称 
抽出廃液中間貯槽入口配管分岐点

～迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液中間貯槽入

口配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，抽出廃液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統と

は異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維

持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B
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ൠ
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E ൌ
D
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42021



 

 

 

 

名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液中間貯槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，抽出廃液中間貯槽に未然防止対策に使用する系統と

は異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維

持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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42022



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

抽出廃液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
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E ൌ
D
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名称 
抽出廃液供給槽入口配管分岐点～

迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽入口

配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

抽出廃液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
抽出廃液供給槽入口配管分岐点～

迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽入口

配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～抽出

廃液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と抽出

廃液供給槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，抽出廃液供給槽に未然防止対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～プル

トニウム溶液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手とプル

トニウム溶液受槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受槽に未然防止対策に使用す

る系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

迅速流体継手( )～プル

トニウム溶液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手とプル

トニウム溶液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液中間貯槽に未然防止対策

に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそ

れがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
プルトニウム溶液受槽入口配管分

岐点～迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム溶液受

槽入口配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受槽に未然防止対策に使用す

る系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～プル

トニウム溶液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手とプル

トニウム溶液受槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する

水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受槽に未然防止対策に使用す

る系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

プルトニウム溶液中間貯槽入口配

管分岐点～迅速流体継手(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム溶液中

間貯槽入口配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液中間貯槽に未然防止対策

に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそ

れがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

迅速流体継手( )～プル

トニウム溶液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手とプル

トニウム溶液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液中間貯槽に未然防止対策

に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそ

れがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

弁( )出口配管分岐点～

プルトニウム溶液受槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁出口配管分岐点と

プルトニウム溶液受槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生

する水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受槽に未然防止対策に使

用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

弁( )出口配管分岐点～

プルトニウム溶液中間貯槽入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁出口配管分岐点と

プルトニウム溶液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液中間貯槽に未然防止

対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じる

おそれがない状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～第2一

時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と第2

一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第2一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 
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厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
第2一時貯留処理槽入口配管分岐点

～迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第2一時貯留処理槽

入口配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第2一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 
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呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～第2一

時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と第2

一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第2一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
弁( )出口配管分岐点～

第2一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，弁出口配管分岐点と

第2一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の拡大防止のため，第2一時貯留処理槽に未然防止対策に使用す

る系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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流量 

D 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～第3一

時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と第3

一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第3一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

第3一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の拡大防止のため，第3一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手( )～第4一

時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と第4

一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第4一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

第4一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の拡大防止のため，第4一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
第3一時貯留処理槽入口配管分岐点

～迅速流体継手( ） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第3一時貯留処理槽

入口配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第3一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

 

223

42064



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

224

42065



 

 

 

 

名称 
迅速流体継手( )～第3一

時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と第3

一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第3一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

第3一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の拡大防止のため，第3一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第4一時貯留処理槽入口配管分岐点

～迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第4一時貯留処理槽

入口配管分岐点と迅速流体継手をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第4一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給され

る空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～第4一

時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と第4

一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の拡大防止のため，第4一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系

統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手と

第4一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の拡大防止のため，第4一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D
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名称 

高レベル廃液濃縮缶入口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶入

口配管分岐点と迅速流体継手を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が

喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ
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ൠ
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名称 

迅速流体継手( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手と高レベ

ル廃液濃縮缶入口配管合流点を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が

喪失した場合において，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定

する機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給さ

れる空気温度を考慮して， ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

・可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

・圧縮空気自動供給貯槽から圧縮空気を供給する場合 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
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ൠ
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E ൌ
D
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名称 

水素掃気用空気貯槽出口配管分岐点 

～ 

弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 50 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気貯槽出

口配管分岐点と弁を接続する配管であり，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合において，可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性

のある水素爆発を仮定する機器に対して設置する機器圧縮空気自動供給ユニットの

空気作動弁に圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給貯槽の運

転温度が ℃であるため，これを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
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1000
ൠ
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E ൌ
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名 称 

圧縮空気自動供給貯槽(

)～プルトニウム精製設備，精製建

屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給貯

槽( )～プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘ

ッダ合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」

を仮定する機器に圧縮空気自動供給貯槽より圧縮空気を自動供給するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気自動供給貯槽から

の供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給貯槽から

の供給温度が室温であることから，これを上回る ℃とする 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム精製設備，精製建屋一時貯

留処理設備供給配管ヘッダ合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッダ合

流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可

搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホ

ース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転するこ

とで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供

給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
圧縮空気自動供給貯槽出口配管分岐点

～主要弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給貯

槽出口配管分岐点から主要弁( )までをつなぐ配管であり，圧縮空気自動

供給貯槽の圧力が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供給ユニット

ボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気自動供給貯槽から

の供給圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給貯槽から

の供給温度が室温であることから，これを上回る ℃とする 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管は，圧縮空気自動供給貯槽の圧力が低下した場合に主要弁を開とするための

動作用配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する

機器空間部に圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して圧縮空気

を供給する流路ではないため標準流速は考慮しない。外径については mm とする。 
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名 称 

機器圧縮空気自動供給ユニット

)～主要弁(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，機器圧縮空気自動供

給ユニット( )～主要弁( )までをつなぐ配管であり，

圧縮空気自動供給貯槽の圧力が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動

供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に

防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの圧力 MPaに裕度を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
主要弁( )～主要弁

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 Mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，主要弁(

)～主要弁( )までをつなぐ配管であり，圧縮空気自動

供給貯槽の圧力が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供給ユニット

ボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの圧力 MPaに裕度を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
主要弁( )～水素掃

気系への流量計接続配管 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，主要弁(

)～主要弁( )までをつなぐ配管であり，圧縮空気自動

供給貯槽の圧力が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供給ユニット

ボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
主要弁( )出口配管

分岐点～安全弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，主要弁(

)出口配管分岐点～安全弁( )までをつなぐ配管であ

り，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，機器圧縮空気自動供給

ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止

する上で，安全弁により機器圧縮空気供給配管及び水素掃気配管の過圧破損を防止す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～安

全圧縮空気系（かくはん用）入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～安全圧縮空気系（かくはん用）入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系（かくはん用）入口配

管合流点～プルトニウム精製設備，精

製建屋一時貯留処理設備供給配管ヘッ

ダ 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～安全圧縮空気系（かくはん用）入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

機器圧縮空気手動供給ユニット(

)～主要弁(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，機器圧縮空気手動供

給ユニット( )～主要弁( )までをつなぐ配管であり，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの圧力 MPaに裕度を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
主要弁( )～迅速流

体継手( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，主要弁(

)～迅速流体継手( )までをつなぐ配管であり，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの圧力 MPaに裕度を考慮し， MPaとする。 

また，圧縮空気手動供給ユニットボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
主要弁( )出口配管

分岐点～安全弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，主要弁(

)出口配管分岐点～安全弁( )までをつなぐ配管であ

り，水素掃気配管の内圧が低下した場合に主要弁が開となり，圧縮空気手動供給ユニ

ットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」

の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止する

上で，安全弁により機器圧縮空気供給配管及び水素掃気配管の過圧破損を防止するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～迅

速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～迅速流体継手接続口( )まで

をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気

圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，

「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～迅

速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～迅速流体継手接続口( )まで

をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気

圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，

「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～迅

速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～迅速流体継手接続口( )までをつな

ぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機

と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線

分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～迅

速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～迅速流体継手接続口( )までをつな

ぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機

と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建

屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線

分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～第２一時貯留処理槽 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～第２一時貯留処理槽までをつなぐ配管であり，【水素

爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給

ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するため

に使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第２一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

 

 

 

 

270

42111



外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

２一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，【水素

爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給

ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するため

に使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第２一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

273

42114



名 称 
第２一時貯留処理槽入口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第２一時貯留処理槽

入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

２一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽入口配管合流点)までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
第２一時貯留処理槽入口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽入口配管合流点)までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

２一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第２一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～第３一時貯留処理槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～第３一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第３一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

３一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第３一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，【水素

爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給

ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するため

に使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第３一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
第３一時貯留処理槽入口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第３一時貯留処理槽

入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

３一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第３一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
第３一時貯留処理槽入口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第３一時貯留処理槽

入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

３一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第３一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を第３一時貯留処

理槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～重

大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

(第7一時貯留処理槽用)出口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第7一時貯留処理槽用)出口配

管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」時

に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋

外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転す

ることで，「放射線分解により発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気

を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に34.0mm，

48.6mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
第７一時貯留処理槽入口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第７一時貯留処理槽

入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

７一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第７一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
安全圧縮空気系入口分岐点～プルトニ

ウム溶液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系入口

分岐点～プルトニウム溶液供給槽( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解

により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器

圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続し

た上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルトニウム溶液供給槽入口配管分岐

点～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム溶液供

給槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )プル

トニウム溶液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )プルトニウム溶液供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルトニウム溶液供給槽入口配管分岐

点～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム溶液供

給槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

308

42149



C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

309

42150



名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液供給槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )プルトニウム溶液供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系入口配管分岐部～迅速

流体継手接続口( )出口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系入口

配管分岐部～迅速流体継手接続口( )出口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～油

水分離槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，流体継手接続口

( )～油水分離槽( )までをつなぐ配管であり，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を油水分離槽に注

水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～油

水分離槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～油水分離槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，【水素爆発を未

然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するために使用す

る。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を油水分離槽に注

水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
油水分離槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，油水分離槽入口配管

分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧

縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した

上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～油

水分離槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～油水分離槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧

縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した

上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
油水分離槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，油水分離槽入口配管

分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧

縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した

上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
油水分離槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口(1421-Y0915) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，油水分離槽入口配管

分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧

縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した

上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による

爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を油水分離槽に注

水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液受槽( )までをつなぐ配管であり，【水素爆

発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユ

ニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するため

に使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム溶

液受槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，【水

素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供

給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するた

めに使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム溶

液受槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルト二ウム溶液受槽入口配管分岐点

～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム溶液受

槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム溶液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム溶液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルト二ウム溶液受槽入口配管分岐点

～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム溶液受

槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

336

42177



C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

337

42178



名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム溶液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム溶液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放

射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁

又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用い

て接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する

水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が 40℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルトニウム濃縮缶供給

槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～プルトニウム濃縮缶供給槽( )までをつなぐ配

管であり，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，

圧縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再

発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮缶供給槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルトニウム濃縮缶供給

槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～プルトニウム濃縮缶供給槽入口配管合流点までをつな

ぐ配管であり，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合

に，圧縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発

の再発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮缶供給槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルト二ウム濃縮缶供給槽入口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム濃縮缶

供給槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮缶供給槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮缶供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルト二ウム濃縮缶供給槽入口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム濃縮缶

供給槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮缶供給槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮缶供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を油水分離槽に注

水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮缶( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮缶( )までをつなぐ配管であり，「放射線分

解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機

器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続

した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルト二ウム濃縮缶入口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム濃縮缶

入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮缶入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮缶入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射

線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又

は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて

接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水

素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルト二ウム濃縮液受槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～プルト二ウム濃縮液受槽( )までをつなぐ配管

であり，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧

縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発

を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液受槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液受槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルト二ウム濃縮液受槽入口配管分岐

点～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム濃縮液

受槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルト二ウム濃縮液受槽入口配管分岐

点～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム濃縮液

受槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液受槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

373

42214



名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルト二ウム溶液一時貯

槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム溶液一時貯槽( )までをつなぐ配管であり，【水

素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供

給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するた

めに使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム溶

液一時貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム溶液一時貯槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム溶液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム溶

液一時貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルト二ウム溶液一時貯槽入口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム溶液一

時貯槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に21.7mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルト二ウム溶液一時貯槽入口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルト二ウム溶液一

時貯槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム溶液一時貯槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム溶液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム溶

液一時貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～リサイクル槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～リサイクル槽( )までをつなぐ配管であり，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をリサイクル槽に

注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～リサイクル槽( )までをつなぐ配管であり，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をリサイクル槽に

注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
リサイクル槽入口配管分岐点～迅速流

体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，リサイクル槽入口配

管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解

により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器

圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続し

た上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解

により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器

圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続し

た上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
リサイクル槽入口配管分岐点～迅速流

体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，リサイクル槽入口配

管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解

により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器

圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続し

た上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解

により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器

圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続し

た上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をリサイクル槽に

注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～希釈槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～希釈槽( )までをつなぐ配管であり，【水素爆

発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユ

ニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するため

に使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を希釈槽に注水す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を希釈槽に注水す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
希釈槽入口配管分岐点～迅速流体継手

接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，リサイクル槽入口配

管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解

により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器

圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続し

た上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽入口配管合流点でをつなぐ配管であり，「放射線分解により発

生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空気

供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上で，

可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆発」

を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
希釈槽入口配管分岐点～迅速流体継手

接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，希釈槽入口配管分岐

点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

(1431-Y0719)～希釈槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配管・弁又は機器圧縮空

気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を用いて接続した上

で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発生する水素による爆

発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水を希釈槽に注水す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルトニウム濃縮液一時

貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～プルトニウム濃縮液一時貯槽( )までをつなぐ

配管であり，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合

に，圧縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発

の再発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液一時貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口(1441-Y0670)～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液一時貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管

分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液

一時貯槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管

分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液

一時貯槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液一時貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に21.7mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルトニウム濃縮液計量

槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～プルトニウム濃縮液計量槽( )までをつなぐ配

管であり，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，

圧縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再

発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液計量槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手

動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液計量槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮液計量槽入口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液

計量槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮液計量槽入口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液

計量槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気配

管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等

を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により発

生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液計量槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

441

42282



名 称 

安全圧縮空気系ヘッダ分岐点～迅速流

体継手接続口( )出口配管合

流部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，安全圧縮空気系ヘッ

ダ分岐点～迅速流体継手接続口( )出口配管合流部までをつなぐ配管であ

り，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空

気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防

止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの減圧後の使用圧力を考慮し， MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルトニウム濃縮液中間

貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～プルトニウム濃縮液中間貯槽( )までをつなぐ

配管であり，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場合

に，圧縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により

発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発

の再発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液中間貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
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1000
ൠ
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～プルトニウム濃縮液中間

貯槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合流点までをつ

なぐ配管であり，【水素爆発を未然に防止するための空気供給】が機能しなかった場

合に，圧縮空気手動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆

発の再発を防止するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液中間貯槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

圧縮空気

手動供給

ユニット

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
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ൠ
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名 称 

プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管

分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液

中間貯槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管

分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液

中間貯槽入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，「放射線分解により発生する水素による爆発」時に可搬型空気圧縮機と水素掃気

配管・弁又は機器圧縮空気供給配管・弁を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース

等を用いて接続した上で，可搬型空気圧縮機を運転することで，「放射線分解により

発生する水素による爆発」を仮定する機器へ圧縮空気を供給するために使用する。 

また，重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，放射性物質の発

生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第１貯水槽の水をプルトニウム濃

縮液計量槽に注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

    

可搬型空

気圧縮機

より

 

  

    

第１貯水

槽より 

 

  

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～第２一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～第２一時貯

留処理槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の拡大防止のため，第２一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系統とは異な

る系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持する

ために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～第３一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～第３一時貯

留処理槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の拡大防止のため，第３一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系統とは異な

る系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持する

ために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

458

42299



E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 
三方弁～第７一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～第７一時貯

留処理槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の拡大防止のため，第７一時貯留処理槽に未然防止対策に使用する系統とは異な

る系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持する

ために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム溶液供給槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム溶液供給槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液供給槽に未然防止対策に使用する系統

とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を

維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム溶液受槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム溶液受槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受槽に未然防止対策に使用する系統とは

異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持

するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 三方弁～油水分離槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～油水分離槽

( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡

大防止のため，油水分離槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空

気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム濃縮缶供給槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム濃縮缶供給槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，プルトニウム濃縮缶供給槽に未然防止対策に使用する

系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状

態を維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム溶液一時貯槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム溶液一時貯槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，プルトニウム溶液一時貯槽に未然防止対策に使用する

系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状

態を維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム濃縮缶(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム濃縮缶( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆

発」の拡大防止のため，プルトニウム濃縮缶に未然防止対策に使用する系統とは異な

る系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持する

ために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム濃縮液受槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム濃縮液受槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の拡大防止のため，プルトニウム濃縮液受槽に未然防止対策に使用する系統

とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を

維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 三方弁～リサイクル槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～リサイクル

槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の

拡大防止のため，リサイクル槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧

縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用す

る 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 三方弁～希釈槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～希釈槽

( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の拡

大防止のため，希釈槽に未然防止対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を

供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 
三方弁～プルトニウム濃縮液一時貯槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム濃縮液一時貯槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，プルトニウム濃縮液一時貯槽に未然防止対策に使用

する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム濃縮液計量槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム濃縮液計量槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素に

よる爆発」の拡大防止のため，プルトニウム濃縮液計量槽に未然防止対策に使用する

系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状

態を維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
三方弁～プルトニウム濃縮液中間貯槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，三方弁～プルトニウ

ム濃縮液中間貯槽( )をつなぐ配管であり，「放射線分解により発生する水素

による爆発」の拡大防止のため，ルトニウム濃縮液中間貯槽に未然防止対策に使用す

る系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するために使用する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水

素掃気用圧縮空気の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機から供給

される空気温度を考慮して， ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
圧縮空気供給用 m, m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
39(予備として故障時のバックアップ

を82) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故時に代替安全圧縮空気系として使用する本ホースは，「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から

圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するために使用する。 

 

【水素爆発の再発を防止するための空気供給】 

重大事故時に代替安全圧縮空気系として使用する本ホースは，「水素爆発を未然に

防止するための空気供給」が機能しなかった場合に，「放射線分解により発生する水

素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気手動供給ユニットボンベ又は

可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止するための対策に使

用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給することで水素爆発の再発を防止す

るために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に39本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に43本，建屋外に39本保管

する。 
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名称 
圧縮空気供給用 m 

可搬型建屋外ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
10(予備として故障時のバックアップ

を22) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本ホースは，「放射線分解により発生する水素によ

る爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，

水素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。 

 

【水素爆発の再発を防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本ホースは，【水素爆発を未然に防止するための空気

供給】が機能しなかった場合に，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器空間部に圧縮空気手動供給ユニットボンベ又は可搬型空気圧縮機

から圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に防止するための対策に使用する系統とは異

なる系統から圧縮空気を供給することで水素爆発の再発を防止するための流路とし

て設置する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に 10本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に12本，建屋外に10本保

管する。 
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名称 
圧縮空気自動供給ユニット入口ライン分岐点～ 

弁( , )  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

  重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部

に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧

力と同じ MPaとする。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

(3) 外径の設定根拠

本配管は，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁を開とするための動作用配管で

あり，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に

圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して圧縮空気を供給する流路

ではないため標準流速は考慮しない。外径については， mmとする。 
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名称 

圧縮空気自動供給ユニットボンベ～弁(

, )～弁( , )～圧空調湿系

(水素掃気用)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部

に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管のうち、圧縮空気自動供給ユニットボンベから弁( , )を重大

事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気自動供給ユニットボンベの圧力

MPaに裕度を考慮し， MPaとする。 

本配管のうち、弁( , )から圧空調湿系(水素掃気用)入口配管合流点

を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧力と同じ

MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )出口ライン分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部

に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止する上で，弁により水素掃気配管

の過圧破損を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧

力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )出口ライン分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気配管の内圧

が低下した場合に弁が開となり，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を

減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部

に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止する上で，弁により水素掃気配管

の過圧破損を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧

力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( , )出口ライン分岐点～弁(

, ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧

力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気自動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管は，圧縮空気自動供給ユニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配

管の内圧が低下した場合に弁を開とするための動作用配管であり，「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に機器圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの供給圧力を減圧して圧縮空気を供給する流路ではないため標準流

速は考慮しない。外径については， mmとする。 
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名称 
機器圧縮空気自動供給ユニットボンベ～弁(

, )～弁( , ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの圧力 MPaに裕度を考慮し， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( , )，迅速流体継手(

, , , )～圧空調

湿系(水素掃気用)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給す

るための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の

発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧

力と同じ MPaとする。また，可搬型空気圧縮機からの供給時については，可搬型

空気圧縮機と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。また，可

搬型空気圧縮機からの供給時については，可搬型空気圧縮機と同じ ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )出口ライン分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止する上で，弁により機器圧縮空気供給配管及び水素

掃気配管の過圧破損を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧

力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )出口ライン分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の発生を未然に防止する上で，弁により機器圧縮空気供給配管及び水素

掃気配管の過圧破損を防止するための流路として使用する。 

 

(4) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，水素掃気配管の最高使用圧

力と同じ MPaとする。 

 

(5) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

(6) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

498

42339



名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して硝酸プルト

ニム貯槽の空間部に圧縮空気を供給するための流路として使用する。また，可搬型空

気圧縮機から硝酸プルトニム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未

然に防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を硝酸プルトニウム貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して混合槽の空

間部に圧縮空気を供給するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から

混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路と

して使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して混合槽の空

間部に圧縮空気を供給するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から

混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路と

して使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，圧縮空気自動供給ユ

ニットボンベからの圧縮空気供給時に，水素掃気配管の内圧が低下した場合に弁が開

となり，機器圧縮空気自動供給ユニットボンベからの供給圧力を減圧して一時貯槽の

空間部に圧縮空気を供給するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機か

ら一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流

路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を一時貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
圧縮空気手動供給ユニットボンベ～弁(

, )～弁( , ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を防止するための流路として

使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの圧力 MPaに裕度を考慮し， MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( , )～迅速流体継手( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に防

止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボンベ

からの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として

使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気供給配管の最

高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )出口ライン分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止する上で，弁により

機器圧縮空気供給配管の過圧破損を防止するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気供給配管の最

高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )出口ライン分岐点～弁( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に防

止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボンベ

からの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮

定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止する上で，弁により機

器圧縮空気供給配管の過圧破損を防止するために使用する。 

 

(4) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，機器圧縮空気供給配管の最

高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

(5) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，圧縮空気手動供給ユニット

ボンベの最高使用温度が ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

 

(6) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して硝酸プルトニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水

素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を硝酸プルトニム貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を

防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を

防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手   

( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発

を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を一時貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( , )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮

空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mm

とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( , )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮

空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～迅速流体継手(

)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮

空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )入口配管合流点～     

圧空調湿系(水素掃気用)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮

空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～            

硝酸プルトニウム貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら硝酸プルトニム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止す

るための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，可搬型空気圧縮機

の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～            

混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路

として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，可搬型空気圧縮機

の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～            

混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路

として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，可搬型空気圧縮機

の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～            

一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，可搬型空気圧縮機か

ら一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流

路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，可搬型空気圧縮機

の最高使用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( , )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に防

止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( , )～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に防

止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給

し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～圧空調湿系(かくはん

用)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から硝酸プル

トニム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路とし

て使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～圧空調湿系(かくはん

用)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から混合槽の

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

 

530

42371



 

 
   

名称 
迅速流体継手( )～圧空調湿系(かくはん

用)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から混合槽の

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

21.7 2.8 15 2.04×10-4 1.000 1.4 ～10 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )～圧空調湿系(かくはん

用)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から一時貯槽

の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用す

る。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

 

532

42373



 

 
   

名称 
圧空調湿系(かくはん用)入口配管合流点～迅速流体

継手( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から硝酸プル

トニム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路とし

て使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
圧空調湿系(かくはん用)入口配管合流点～迅速流体

継手( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から混合槽の

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

 

534

42375



 

 
   

名称 
圧空調湿系(かくはん用)入口配管合流点～迅速流体

継手( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から混合槽の

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
圧空調湿系(かくはん用)入口配管合流点～迅速流体

継手( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から一時貯槽

の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用す

る。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )入口配管合流点～弁

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して硝酸プルトニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水

素爆発の再発を防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から硝

酸プルトニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための

流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を硝酸プルトニム貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )入口配管合流点～弁

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を

防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から混合槽の空間部に

圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )入口配管合流点～弁

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を

防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から混合槽の空間部に

圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

541

42382



 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( )入口配管合流点～弁

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給し水素爆発の再発を

防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から一時貯槽の空間部

に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を一時貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～硝酸プルトニウム貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して硝酸プルトニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水

素爆発の再発を防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から硝

酸プルトニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための

流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を硝酸プルトニム貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を

防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から混合槽の空間部に

圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して混合槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を

防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から混合槽の空間部に

圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 弁( )～一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して一時貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発

を防止するための流路として使用する。また，可搬型空気圧縮機から一時貯槽の空間

部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を一時貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～      

硝酸プルトニウム貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から硝酸プル

トニウム貯槽の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路と

して使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～      

混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から混合槽の

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～      

混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から混合槽の

空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手( 用)～      

一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，可搬型空気圧縮機から一時貯槽

の空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路として使用す

る。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機の最高使

用圧力と同じ MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機と同じ

℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に、 mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

代替安全圧縮空気用 20ｍ 

可搬型建屋内ホース 

代替安全圧縮空気用 20ｍ 

可搬型建屋外ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 
－ 48(予備として故障時のバックアップを 28

本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本ホースは，可搬型空気圧縮機

から「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器空間部に圧

縮空気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するための流路として使用する。 

 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本ホースは，【水素爆発を未然に

防止するための空気供給】が機能しなかった場合に，圧縮空気手動供給ユニットボン

ベからの供給圧力を減圧して「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を

仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するための流路とし

て使用する。また，可搬型空気圧縮機から「放射線分解により発生する水素による爆

発」の発生を仮定する機器空間部に圧縮空気を供給し，水素爆発の再発を防止するた

めの流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機からの

供給においては可搬型空気圧縮機と同じ MPa とし，圧縮空気手動供給ユニットボ

ンベからの供給においては機器圧縮空気供給配管の最高使用圧力と同じ MPa とす

る。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機からの

供給においては可搬型空気圧縮機と同じ ℃とし，圧縮空気手動供給ユニットボンベ

からの供給においては圧縮空気手動供給ユニットボンベの最高使用温度が ℃である

ため，それを上回る  ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 
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本ホースを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内に 48

本(未然防止及び兼用する再発防止空気供給用の可搬型建屋外ホース 15 本，可搬型建

屋内ホース 9 本，更にそれぞれ同数を 1 セット)保管し，予備として故障時のバックア

ップ 28本(建屋内に未然防止及び兼用する再発防止空気供給用の可搬型建屋外ホース 2

本，可搬型建屋内ホース 2本，建屋外に未然防止及び兼用する再発防止空気供給用の可

搬型建屋外ホース 15 本，可搬型建屋内ホース 9本)保管する。 
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名称 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )

入口配管合流点～第1,第2高レベル濃縮廃液貯

槽( )  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃

液貯槽入口配管合流点から第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽までをつなぐ配管であり，その

他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水

素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，

水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液

貯槽入口配管合流点から第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽までをつなぐ配管であり，「冷却

機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第1,第2高レ

ベル濃縮廃液貯槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，減圧

弁の設定値が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，減圧弁

の設定値が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。また，一部の

配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽の雰囲気と同じになるため，第1,第2高レベル濃

縮廃液貯槽の使用温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)入口配管合流点～第1,第2高レベル濃縮廃

液一時貯槽( )  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃

液一時貯槽入口配管合流点から第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽までをつなぐ配管で

あり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合に

おいて，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気

を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液

一時貯槽入口配管合流点から第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽までをつなぐ配管であ

り，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第

1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持す

るために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，減圧

弁の設定値が であるため，これを上回る aとする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，減圧弁

の設定値が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。また，一部の

配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の雰囲気と同じになるため，第1,第2高レベ

ル濃縮廃液一時貯槽の使用温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )～第

1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理

設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の

発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発

が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失

による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第1,第2高レベル濃縮

廃液貯槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，減圧

弁の設定値が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，減圧弁

の設定値が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mm と

する。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊3 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊3 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供給

機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊3：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )～第

1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再

処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆

発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素

爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能

喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第1,第2高レベル

濃縮廃液一時貯槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，減圧

弁の設定値が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，減圧弁

の設定値が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
高レベル廃液共用貯槽( )入口配管合

流点～高レベル廃液共用貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽

入口配管合流点から高レベル廃液共用貯槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備

の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生

を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続

けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽入

口配管合流点から高レベル廃液共用貯槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による

蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽に注

水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，減圧

弁の設定値が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，減圧弁

の設定値が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。また，一部の

配管は，高レベル廃液共用貯槽の雰囲気と同じになるため，高レベル廃液共用貯槽の使

用温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )～高レベル

廃液共用貯槽( )入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら高レベル廃液共用貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の

附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を

仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続け

て生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

高レベル廃液共用貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸

発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽に注水

し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，減圧

弁の設定値が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，減圧弁

の設定値が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mm と

する。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊3 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊3 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供給

機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊3：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
供給槽( )入口配管合流点～供給

槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，供給槽入口配管合流点

から供給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の

水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気

系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を

維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給槽入口配管合流点か

ら供給槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を供給槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持

するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。また，一部の

配管は，供給槽の雰囲気と同じになるため，供給槽の使用温度と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 
高レベル廃液混合槽( )入口配管

合流点～高レベル廃液混合槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，高レベル廃液混合槽入

口配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮

定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて

生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液混合槽入口

配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発

乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に注水し，溶

液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
供給液槽( )入口配管合流点～供

給液槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，供給液槽入口配管合流

点から供給液槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気

系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮

空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状

態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給液槽入口配管合流点

から供給液槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態

を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～高レベル廃液混合槽(

)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら高レベル廃液混合槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮

定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて

生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

高レベル廃液混合槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発

乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に注水し，溶

液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

  

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～供給液槽( )入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら供給液槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安

全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器

に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそ

れがない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

供給液槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生

時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽に注水し，溶液の温度を低下させ，

未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～供給槽(

)入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は迅速流体継手接続口から

供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧

縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安

全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために設置する。 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時

に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給槽( )に注水し，溶液の温度

を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の圧力は，可搬

型空気圧縮機による水素掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る

とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の圧力は，可搬型

中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において代替安全圧縮空気系として使用する場合の温度は，通常

温度が 以下であるため， とする。 

本配管を重大事故等時において代替安全冷却水系として使用する場合の温度は，注水に

使用する温度が （常温）であることから，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液混合槽( )代替安全

圧縮空気入口配管合流点～高レベル廃液混合

槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，高レベル廃液混合槽代

替安全圧縮空気入口配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，その

他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水

素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，

水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，高レベル廃液混合槽と雰囲気

が同じになるため，高レベル廃液混合槽の使用温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mm，

 mm，  mmとする。 
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第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )～高

レベル廃液混合槽( )代替安全圧

縮空気入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら高レベル廃液混合槽代替安全圧縮空気入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その

他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水

素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，

水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め とする。また，一部の配管は，高レベル廃液混合槽の雰囲気と同じになるため，

高レベル廃液混合槽の使用温度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mm，

 mmとする。 
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第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
かくはん用空気槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，かくはん用空気槽入口

配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定

する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，減圧弁の設定値が であ

るため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
かくはん用空気槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，かくはん用空気槽入口

配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定

する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，減圧弁の設定値が であ

るため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
かくはん用空気槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，かくはん用空気槽入口

配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定

する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，減圧弁の設定値が であ

るため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
かくはん用空気槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，かくはん用空気槽入口

配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定

する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，減圧弁の設定値が であ

るため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
かくはん用空気槽入口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，かくはん用空気槽入口

配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定

する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，減圧弁の設定値が であ

るため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

新
R
②

 

595

42436



 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

596

42437



 

名称 
供給槽( )代替安全圧縮空気入口

配管合流点～供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，供給槽代替安全圧縮空

気入口配管合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機

器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるお

それがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

597

42438



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

598

42439



 

名称 

水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～高レベル

廃液混合槽( )かくはん用空気配

管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から高レベル廃液混合槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であ

り，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合にお

いて，水素爆発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を

供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

599

42440



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

600

42441



 

名称 

高レベル廃液混合槽( )かくはん

用空気配管合流点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，高レベル廃液混合槽か

くはん用空気配管合流点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処

理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発

の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆

発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

601

42442



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

602

42443



 

名称 
水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～供給液槽

( )かくはん用空気配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から供給液槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再

処理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆

発の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素

爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
②

 

603

42444



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

604

42445



 

名称 
水素掃気用空気配管ヘッダ分岐点～供給槽(

)かくはん用空気配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，水素掃気用空気配管ヘ

ッダ分岐点から供給槽かくはん用空気配管分岐点までをつなぐ配管であり，その他再処

理設備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発

の発生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆

発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

605

42446



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

606

42447



 

名称 

供給液槽( )かくはん用空気配管

合流点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，供給液槽かくはん用空

気配管合流点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮

定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて

生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

607

42448



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

608

42449



 

名称 

供給槽( )かくはん用空気配管合

流点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，供給槽かくはん用空気

配管合流点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定

する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mmとす

る。 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

609

42450



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

610

42451



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～供

給槽( )代替安全圧縮空気入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら供給槽代替安全圧縮空気入口配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備

の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生

を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続

けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
②

 

611

42452



 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

612

42453



 

名称 
迅速流体継手接続口( )出口配管合

流点～かくはん用空気槽入口配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口出

口配管合流点からかくはん用空気槽入口配管までをつなぐ配管であり，その他再処理設

備の附属施設の安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発

生を仮定する機器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が

続けて生じるおそれがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，減圧弁の設定値が であ

るため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mm，

 mm，  mm，  mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/

h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

新
R
②

 

613

42454



 

注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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42455



 

名称 
迅速流体継手接続口( )～かくはん

用空気配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

らかくはん用空気配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機

器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるお

それがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，減圧弁の設定値が であ

るため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
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注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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42457



 

名称 
迅速流体継手接続口( )～水素掃気

用空気配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら水素掃気用空気配管合流点までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機

器に安全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるお

それがない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に  mmとす

る。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
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注記 ＊1：圧縮空気系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して圧

縮空気供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②

 

618

42459



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～迅速流体

継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧

縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安

全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 

迅速流体継手接続口( )～迅速流体継手接

続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧

縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安

全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が5 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 

迅速流体継手接続口( )～迅速流体

継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧

縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安

全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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42465



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全圧縮空気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口か

ら迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，その他再処理設備の附属施設の安全圧

縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，水素爆発の発生を仮定する機器に安

全圧縮空気系とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機による水素

掃気用圧縮空気の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常温度が 以下であるた

め， とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mmとする。 

 

第1表 代替安全圧縮空気系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 
空気供給用（19 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
29（7本は未然防止と兼用）(予備と

して故障時のバックアップを44) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発の再発を防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，【水素爆発を未然に防止するための空気供

給】が機能しなかった場合に，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に

防止するための対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給することで

水素爆発の再発を防止するための流路として設置する。系統構成は，機器圧縮空気供

給配管・弁，圧縮空気手動供給ユニット，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホ

ース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に22本保管し（7本は未然防止と兼用），予備として故障時のバックアップを建屋内に

22本，建屋外に22本保管する。 

 

 

    

627

42468



 

名称 
空気供給用（19 2m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
12（5本は未然防止と兼用）(予備と

して故障時のバックアップを14) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発の再発を防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，【水素爆発を未然に防止するための空気供

給】が機能しなかった場合に，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生

を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水素爆発を未然に

防止するための対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給することで

水素爆発の再発を防止するための流路として設置する。系統構成は，機器圧縮空気供

給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

で構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に7本保管し（5本は未然防止と兼用），予備として故障時のバックアップを建屋内に

7本，建屋外に7本保管する。 

 

 

 

628

42469



 

名称 
空気供給用（31.8 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップ

を6) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。系統構成は，水素掃気

配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に2本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に4本，建屋外に2本保管す

る。 
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名称 
空気供給用（31.8 2m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップ

を6) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。系統構成は，水素掃気

配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に2本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に4本，建屋外に2本保管す

る。 
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名称 
空気供給用（19 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
7(予備として故障時のバックアップ

を16) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。系統構成は，水素掃気

配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に7本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に9本，建屋外に7本保管す

る。 
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名称 
空気供給用（19 2m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
5(予備として故障時のバックアップ

を12) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。系統構成は，水素掃気

配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に5本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に7本，建屋外に5本保管す

る。 
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名称 
空気供給用（31.8 10m） 

可搬型建屋外ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
15(予備として故障時のバックアップ

を32) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【水素爆発を未然に防止するための空気供給】 

重大事故等対処設備としての本配管は，「放射線分解により発生する水素による

爆発」の発生を仮定する機器空間部に可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給し，水

素爆発の発生を未然に防止するための流路として設置する。系統構成は，水素掃気

配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁，建屋内空気中継配管，「放射線分解により発

生する水素による爆発」の発生を仮定する機器，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型空気圧縮機か

らの供給において可搬型空気圧縮機と同じ とする。 

 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に15本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に17本，建屋外に15本保管

する。 
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臨界事故時水素掃気系 
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(1) 圧縮機

1
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名称 
常用空気圧縮機 

(8130-K41,K42,K43) 

容量 m3[normal]/h/個 
7800 以上 

(7800) 

吐出圧力 MPa 
0.88 以上 

(0.88) 

個数 ― 3 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

運転予備空気圧縮機は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した

場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算

4vol％未満に移行するため圧縮空気を製造し，可搬型建屋内ホース等を介して臨界事故

の発生を仮定する機器へ供給する。 

系統構成は，常用空気圧縮機，運転予備空気圧縮機，空気第２貯槽，配管・弁で構

成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する運転予備空気圧縮装置の容量は，1台で必要な

圧縮空気を供給する容量を有するものとし，各建屋の使用先が必要とする水素掃気用

空気の必要供給量1351m3[normal]/h/個に余裕を考慮して6000m3[normal] /h/個とす

る。公称値は要求される容量と同じ7800m3[normal]/h/個とする。 

2. 吐出圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する運転予備空気圧縮装置の吐出圧力は，供給先の

各建屋入口での供給圧力0.68MPaに機器・配管の圧力損失を考慮して0.88MPa以上と

する。公称値は要求される吐出圧力と同じ0.88MPaとする。 

3. 個数の設定根拠

運転予備空気圧縮機は，重大事故等対処設備として圧縮空気を製造・供給するための

予備として1台設置する。 
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名称 
運転予備空気圧縮機 

(8130-K50) 

容量 m3[normal]/h/個 
6000 以上 

(6000) 

吐出圧力 MPa 
0.88 以上 

(0.88) 

個数 ― 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

運転予備空気圧縮機は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した

場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算

4vol％未満に移行するため圧縮空気を製造し，可搬型建屋内ホース等を介して臨界事故

の発生を仮定する機器へ供給する。 

系統構成は，常用空気圧縮機，運転予備空気圧縮機，空気第２貯槽，配管・弁で構

成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する運転予備空気圧縮装置の容量は，1台で必要な

圧縮空気を供給する容量を有するものとし，各建屋の使用先が必要とする水素掃気用

空気の必要供給量1351m3[normal]/h/個に余裕を考慮して6000m3[normal] /h/個とす

る。公称値は要求される容量と同じ6000m3[normal]/h/個とする。 

2. 吐出圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する運転予備空気圧縮装置の吐出圧力は，供給先の

各建屋入口での供給圧力0.68MPaに機器・配管の圧力損失を考慮して0.88MPa以上と

する。公称値は要求される吐出圧力と同じ0.88MPaとする。 

3. 個数の設定根拠

運転予備空気圧縮機は，重大事故等対処設備として圧縮空気を製造・供給するための

予備として 1 台設置する。 
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(2) 主配管
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

 本配管は，迅速流体継手接続口 から異材接手 ま

でを接続する配管であり，溶解槽において臨界事故が発生した場合に，一般圧縮空気

系から可搬型建屋内ホースを介して圧縮空気を供給することで機器の気相部におけ

る水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧

縮空気系と同様に MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，平常時の最高使用温度である ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器

の気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行す

るために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に選定し mm， mmとする。 
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外径 

A 

(㎜) 

厚さ 

B 

(㎜) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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−資〇−

名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜ 

入口(SUS側)/  

異材接合部/  

出口(Zr側)/  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

 異材継手 は，溶解槽において臨界事故が発生した場合に，一般圧

縮空気系から可搬型建屋内ホースを介して圧縮空気を供給することで機器の気相部

における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行す

るために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，圧縮空気供給

元である一般圧縮空気系と同様に MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，平常時の最高使用温度である ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

入口(SUS側)及び出口(Zr側)の外径は接続配管と同様の  mmとする。

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度

を確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を

用いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度

を確保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)

の2倍，又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外

径を決定する。 
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名称 

 

～ 

溶解槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

 本配管は，異材接手 から溶解槽 までを接続する配

管であり，溶解槽において臨界事故が発生した場合に，一般圧縮空気系から可搬型建

屋内ホースを介して圧縮空気を供給することで機器の気相部における水素濃度をド

ライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するために設置する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧

縮空気系と同様に MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過

度の温度上昇の影響を受けないことから，平常時の最高使用温度である ℃とす

る。 

 2.2 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界による溶液の

沸騰に伴う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し ℃と

する。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器

の気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行す

るために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に選定し mmとする。
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外径 

A 

(㎜) 

厚さ 

B 

(㎜) 

呼び径 

（A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

エンドピース酸洗浄槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

 本配管は，迅速流体継手接続口 からエンドピース酸洗浄槽

までを接続する配管であり，エンドピース酸洗浄槽において臨界事故が発

生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ド

ライ換算4vol％未満に移行するために設置する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧

縮空気系と同様に MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 最高使用温度 ℃, ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過

度の温度上昇の影響を受けないことから，平常時の最高使用温度である ℃及び

℃とする。 

 2.2 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界による溶液の

沸騰に伴う硝酸濃度及び核燃料物質濃度の上昇に伴う沸点上昇を考慮し,接続す

るエンドピース酸洗浄槽の最高使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器

の気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行す

るために必要な空気の供給のため,標準流速を目安に選定し mmとする。 
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外径 

A 

(㎜) 

厚さ 

B 

(㎜) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

ハル洗浄槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

 本配管は，迅速流体継手接続口 からハル洗浄槽 ま

でを接続する配管であり，ハル洗浄槽において臨界事故が発生した場合に，一般圧縮

空気系から可搬型建屋内ホースを介して圧縮空気を供給することで機器の気相部に

おける水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行する

ために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧

縮空気系と同様に MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，平常時の最高使用温度である ℃及び ℃

とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器

の気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行す

るために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に選定し mm， mmとする。 
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外径 

A 

(㎜) 

厚さ 

B 

(㎜) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

ハル洗浄槽 入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

 本配管は，迅速流体継手接続口 からハル洗浄槽 入

口配管合流点までを接続する配管であり，ハル洗浄槽において臨界事故が発生した

場合に，一般圧縮空気系から可搬型建屋内ホースを介して圧縮空気を供給すること

で機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vo

l％未満に移行するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧

縮空気系と同様に MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，供給元である一般圧縮空気系と同様に ℃

とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器

の気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行す

るために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に選定し mmとする。 
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外径 

A 

(㎜) 

厚さ 

B 

(㎜) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口 

 

～ 

溶解槽 入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は，迅速流体継手接続口 から溶解槽

入口配管合流点までを接続する配管であり，臨界事故の発生を仮定する機器において

臨界事故が発生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満

に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，一般圧縮空気系の空気圧縮機で製

造された圧縮空気を可搬型建屋内ホースを介して臨界事故の発生を仮定する機器へ供

給する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧縮

空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回

る， ℃とする。 

2.2 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用

温度と同じ ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で 8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mm とする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(SUS側)/  

異材接合部/  

出口(Zr側)/  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

異材接手 は,臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が

発生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ド

ライ換算4vol％未満に移行するため，一般圧縮空気系の空気圧縮機で製造された圧縮

空気を可搬型建屋内ホースを介して臨界事故の発生を仮定する機器へ供給するために

使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧縮

空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用温度

と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

入口(SUS側)及び出口(Zr側)の外径は接続配管と同様の mmとする。

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2倍，

又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外径を決

定する。 
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名称 

 

～ 

溶解槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は，異材接手 から溶解槽 までを接続する配

管であり，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合に，機器

の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満

に移行するため，一般圧縮空気系の空気圧縮機で製造された圧縮空気を可搬型建屋内

ホースを介して臨界事故の発生を仮定する機器へ供給する配管として使用する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧縮

空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用温度

と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解槽 入口配管合流点 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は，溶解槽 入口配管合流点から異材接手 ま

でを接続する配管であり，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生し

た場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換

算4vol％未満に移行するため，一般圧縮空気系の空気圧縮機で製造された圧縮空気を

可搬型建屋内ホースを介して臨界事故の発生を仮定する機器へ供給する配管として使

用する。なお，本配管は通常時に溶解槽内の液位計測に使用する配管である。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧縮

空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用温度

と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口 

 

～ 

エンドピース酸洗浄槽

入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

本配管は，迅速流体継手接続口 からエンドピース酸洗浄槽

入口配管合流点までを接続する配管であり，臨界事故の発生を仮定す

る機器において臨界事故が発生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ

換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，一般圧縮空気系の空

気圧縮機で製造された圧縮空気を可搬型建屋内ホースを介して臨界事故の発生を仮定

する機器へ供給する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧縮

空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回

る， ℃とする。 

2.2 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続するエンドピース酸洗浄槽の平常時におけ

る最高使用温度と同じ ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

エンドピース酸洗浄槽

入口配管合流点 

～ 

エンドピース酸洗浄槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は，エンドピース酸洗浄槽 入口配管合流点からエンドピース

酸洗浄槽 までを接続する配管であり，臨界事故の発生を仮定する機器

において臨界事故が発生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8v

ol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，一般圧縮空気系の空気圧縮

機で製造された圧縮空気を可搬型建屋内ホースを介して臨界事故の発生を仮定する機

器へ供給する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧縮

空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続するエンドピース酸洗浄槽の平常時におけ

る最高使用温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

26

42501



名称 
 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(SUS側)/  

異材接合部/  

出口(Zr側)/  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

異材接手 は,臨界事故の

発生を仮定する溶解槽において臨界事故が発生した場合に，機器の気相部における水

素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，一般

圧縮空気系の空気圧縮機で製造された圧縮空気を溶解槽へ供給するために使用する。

なお，本配管は通常時に溶解槽内の液位計測に使用する配管の異材接手である。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，計装ラックの入口圧力

設定値である MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用温度

と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

入口(SUS側)及び出口(Zr側)の外径は接続配管と同様の mmとする。

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2倍，

又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外径を決

定する。 
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名称 
 

～ 

溶解槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は，異材接手 から溶

解槽 までを接続する配管であり，臨界事故の発生を仮定する機器にお

いて臨界事故が発生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%

未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，安全圧縮空気系の空気圧縮機

で製造された圧縮空気を溶解槽へ供給する配管として使用する。なお，本配管は通常

時に溶解槽内の液位計測に使用する配管である。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である一般圧縮

空気系の空気圧縮機の吐出圧力を考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃を上回る，

℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な流量( m3/h[normal])を考慮して，標準流速を目安に mm mm，

mm， mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速* 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
 

～ 

溶解槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は， から溶解槽

までを接続する配管であり，臨界事故の発生を仮定する溶解槽において臨

界事故が発生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に

維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，一般圧縮空気系の空気圧縮機で製造

された圧縮空気を溶解槽へ供給する配管として使用する。なお，本配管は通常時に溶

解槽内の液位計測に使用する配管である。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，計装ラックの入口圧力

設定値である MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用温度

と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜ 

入口(SUS側)/  

異材接合部/  

出口(Zr側)/  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

異材接手 は,臨界事故の発

生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合に，機器の気相部における水素濃

度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，安全圧縮

空気系の空気圧縮機で製造された圧縮空気を臨界事故の発生を仮定する機器へ供給す

る配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，計装ラックの入口圧力

設定値である MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用温度

と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

入口(SUS側)及び出口(Zr側)の外径は接続配管と同様の mmとする。

異材接続部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2倍，

又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，外径を決

定する。 
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名称 
 

～ 

溶解槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

本配管は，臨界事故の発生を仮定する機器において臨界事故が発生した場合に，機

器の気相部における水素濃度をドライ換算8vol%未満に維持し，ドライ換算4vol％未

満に移行するため，安全圧縮空気系の空気圧縮機で製造された圧縮空気を臨界事故の

発生を仮定する機器へ供給する配管として使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，計装ラックの入口圧力

設定値である MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度の

温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用温度

と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部における水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行する

ために必要な空気を供給するため，標準流速を目安に mmとする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁  

～ 

 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 ㎜  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備

本配管は，弁 から異材接手

までを接続する配管であり，臨界事故の発生を仮定する機器に

おいて臨界事故が発生した場合に，機器の気相部における水素濃度をドライ換算8vo

l%未満に維持し，ドライ換算4vol％未満に移行するため，安全圧縮空気系の空気圧縮

機で製造された圧縮空気を臨界事故の発生を仮定する機器へ供給する配管として使用

する。 

重大事故等時に放射性廃棄物の廃棄施設重大事故等対処設備の廃ガス貯留設備とし

て使用する本配管は，溶解設備で臨界事故が発生した場合に，計装設備の溶解槽圧力

計の計測のため，安全空気圧縮装置で製造された圧縮空気を供給する配管として使用

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

1.1 最高使用圧力 MPa 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である安全圧

縮空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

1.2 最高使用圧力 MPa 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，計装ラックの入口圧

力設定値である MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃とする。 
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2.2 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，供給元である安全圧縮空気系の最高使用温

度と同じ ℃とする。 

2.5 最高使用温度 ℃ 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，接続する溶解槽の平常時における最高使用

温度と同じ ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，臨界事故が発生した機器の

気相部にオおける水素濃度をドライ換算で8vol％未満に維持し，4vol%未満に移行す

るために必要な空気の供給のため，標準流速を目安に mm， mm， mm，

㎜， ㎜， mmとする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(㎡) 

流量 

D 

(㎥/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C ൌ π ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
臨界事故時水素掃気用20m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
9(予備として故障時のバックアップ

を2) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気】 

重大事故等対処設備としての本ホースは，臨界事故の発生を仮定する機器で臨界事

故が発生した場合，臨界事故により発生した放射線分解水素を掃気するため，一般圧

縮空気系と既設の配管を可搬型建屋内ホースで接続し，機器圧縮空気供給配管・弁か

ら臨界事故の発生を仮定する機器に空気を追加供給し機器空間部の水素掃気実施す

るため設置する。系統構成は，機器圧縮空気供給配管・弁，臨界事故の発生を仮定す

る機器，常用空気圧縮機，運転予備用空気圧縮機，空気貯槽，可搬型建屋内ホースで

構成する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である安全圧

縮空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に3本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に6本，建屋外に2本保管す

る。 
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名 称 
洞道の一般圧縮空気系～迅速流体継手

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，洞道の一般圧縮空

気系～迅速流体継手( )までをつなぐ配管であり，「臨界

事故」の発生を仮定する機器において，臨界事故が発生した場合，一般圧縮空気系に

よる水素掃気に加え，可搬型建屋内ホースを敷設し一般圧縮空気系から空気を機器に

供給し，水素掃気を実施するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを考慮し とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを考慮し 及び とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， ， ， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
洞道の一般圧縮空気系出口配管分岐点

～計測制御設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，洞道の一般圧縮空

気系出口配管分岐点～計測制御設備までをつなぐ配管であり，「臨界事故」の発生を

仮定する機器において，臨界事故が発生した場合，一般圧縮空気系による水素掃気に

加え，可搬型建屋内ホースを敷設し一般圧縮空気系から空気を機器に供給し，水素掃

気を実施するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを考慮し とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを考慮し とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， ， ， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～重

大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

(第５一時貯留処理槽用)出口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続

口( )～重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第5一時貯留処理槽用)出口

配管合流点までをつなぐ配管であり，「臨界事故」の発生を仮定する機器において，

臨界事故が発生した場合，一般圧縮空気系による水素掃気に加え，可搬型建屋内ホー

スを敷設し一般圧縮空気系から空気を機器に供給し，水素掃気を実施するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを考慮し とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が

であるため，これを考慮し とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～重

大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

(第７一時貯留処理槽用) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続

口( )～重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第７一時貯留処理槽用)まで

をつなぐ配管であり，「臨界事故」の発生を仮定する機器において，臨界事故が発生

した場合，一般圧縮空気系による水素掃気に加え，可搬型建屋内ホースを敷設し一般

圧縮空気系から空気を機器に供給し，水素掃気を実施するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを考慮し とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が

及び であるため，これを考慮し 及び とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
三方弁～第５一時貯留処理槽（

） 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に臨界事故時水素掃気系として使用する本配管は，迅速流体継手接続

口( )～重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽(第７一時貯留処理槽用)まで

をつなぐ配管であり，「臨界事故」の発生を仮定する機器において，臨界事故が発生

した場合，一般圧縮空気系による水素掃気に加え，可搬型建屋内ホースを敷設し一般

圧縮空気系から空気を機器に供給し，水素掃気を実施するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，通常運転時の圧力が

であるため，これを考慮し とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通常運転時の温度が で

あるため，これを考慮し とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
圧縮空気供給用 m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップ

を12本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気】 

重大事故時に臨界事故時水素掃気系として使用する本ホースは，臨界事故の発生を

仮定する機器で臨界事故が発生した場合，臨界事故により発生した放射線分解水素を

掃気するため，一般圧縮空気系と既設の配管を可搬型建屋内ホースで接続し，機器圧

縮空気供給配管・弁から臨界事故の発生を仮定する機器に空気を追加供給し機器空間

部の水素掃気実施するため設置する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，供給元である安全圧

縮空気系の空気圧縮機の吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，臨界事故による過度

の温度上昇の影響を受けないことから，設置室(セル外)の最大環境温度 ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に4本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に8本，建屋外に4本保管す

る。 
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Ⅵ－１－１－３－５－２ 

給水施設及び蒸気供給施設 
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Ⅵ－１－１－３－５－２－１ 

給水処理設備 
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Ⅵ－１－１－３－５－２－１－１ 

第2保管庫・貯水所 
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(1) 地下水排水設備

1
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 4（予備 2） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 10 

配

管

名   称 排水配管 

最高使用圧力 0.98 0.98 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

発
電
機

名   称 発電機装置 

発電機容量 kVA/基 34 

機関出力 kW/基 40.8 

個 数 － 2 

容

器

名   称 燃料油貯槽 

容量 m3/個 0.69以上（0.9） 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

個 数 － 2 

配

管

名   称 燃料油配管 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

2
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【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）は，第2保管庫・貯水所の耐震設計にお

いて地下水位の低下に期待していることから，地下水の排水のために設置する。ま

た，地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）は，地震後にもその機能に期待するこ

とから，Ss機能維持として設計する。地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）う

ち，地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）の耐震性を有するピットは第2保管

庫・貯水所の北東側に1個，南西側に1個設置し，各集水ピットに，第2保管庫・貯水所

地下水排水設備（排水ポンプ）（以下「排水ポンプ」という。）2個，地下水排水設備排

水位検出器（以下「水位検出器」という。）5個を設置する。地下水排水設備発電機装

置（以下「発電機装置」という。）および地下水排水設備燃料油貯槽（以下「燃料油貯

槽」という。）各１個を設置し，発電機と燃料油貯槽を燃料油配管で接続する。 

 地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）への電源が喪失した場合は，発電機装置

から給電可能な設計とする。地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）の概略図を図

１に示す。 

地下水排水設備（第 2保管庫・貯水所周り）が機能喪失した場合は，状況を確認し速

やかに予備品と交換する対応をとる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 排水ポンプについいて 

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

：耐震性を有するピット 

集水管エリア９ 

地下水排水ポンプ現場制御盤 

  第 2 保管庫・貯水所等 

    排水配管 

P LS P 

図１ 重大事故等対処設備第２保管建屋地下水排水設備の概
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① 地下水の排水実績：－m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：113m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②113m3/日(約5m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

集水管エリア９ 湧水量 湧水量合計 

重大事故等対処設備第２

保管建屋建屋廻り 
113m3/日 113m3/日 

重大事故等対処設備第２

軽油貯蔵所廻り 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，113m3/日であり，近年実測し

た他エリアの地下水の排水実績と比較しても解析結果が十分裕度を持った値であ

ることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約13 m

② 配管・機器圧力損失  ：約1 m 

③ 合計  ：14ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約14mを上回る

30.2m以上とする。 
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公称値については，要求される揚程14mを上回る30.2 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)  ＝1000 

g  ：重力加速度(m/s2)   ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)        ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)      ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54 

P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで重大事故等対処設備第２

保管建屋の健全性を確保するため，重大事故等対処設備第２保管建屋北東側ピット

と南西側ピットへ各々2個（合計4個）設置する。 

2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 
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 2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋230mm～＋1200mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。 

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mm とする。 

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。 

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。 

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。 

 

 2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで重大事故等対処設備第２保管建屋の健全性を確保するため，サブドレン

ポンプの制御に必要な個数として，重大事故等対処設備第２保管建屋北東側ピットと

南西側ピットへ各々5個（合計 10個）設置する。 

 

3. 最高使用圧力の設定根拠 

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約35℃（むつ特別地域気象観測所での

観察記録における日最高気温37.4℃（2012年7月））を上回る40℃とする。 

 

5．排水配管について 

5.1 最高使用圧力の設定根拠 

地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）として使用する排水配管の最高使用圧

力は，排水ポンプ2台起動時の吐出圧力を考慮して，0.98MPaする。 
 

 5.2  最高使用温度の設定根拠 

地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）として使用する排水配管の最高使用温

度は，屋外の最高温度約35℃（むつ特別地域気象観測所での観察記録における日最

高気温37.4℃（2012年7月））を上回る40℃とする。 
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6. 発電機について

6.1  発電機容量の設定根拠 

 発電機は，地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）がその機能を維持するた

めに必要な負荷に電力を供給する設計とする。発電機は，表-1，図-1に示す地下水

排水設備（第2保管庫・貯水所周り）への給電時の負荷(9.4kW)に対し，十分な容量

を確保できるよう27.2kW/基の発電機出力を有する設計とし，設定した発電機出力

を力率で除することにより，発電機に必要な容量を算出する。発電機の容量は次式

により34kVAとする。 

Q=P÷pf=27.2÷0.8=34 

  Q：発電機の容量(kVA) 

  P：発電機の出力(kW)=27.2 

  Pf：力率=0.8 

6.2 機関出力の設定根拠 

 機関の必要な出力は設定した発電機出力を発電機の効率で除することにより算出

する。発電機出力27.2kWから，機関の出力は次式により30.7kW以上の40.8kWとす

る。 

PE≧P÷η=27.2÷0.888≒30.7 

 PE：内燃機関の出力(kW) 

 P：発電機の定格出力(kW)=27.2 

 η：発電機の効率=0.888 

表-1  地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）への給電時の負荷 

起動順序 負荷 負荷容量(kW) 

① 
第2保管庫・貯水所 

地下水排水ポンプ現場制御盤(注1) 
9.4 

負荷合計 9.4 

(注1) 地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）地下水排水ポンプ現場制御盤下にあ

る主要な負荷は，地下水排水ポンプ、水位検出器である。 

以下余白 
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図-1 地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周りの給電時の負荷積算イメージ 

6.3 個数の設定根拠 

発電機は，地震後にも地下水排水設備が必要とする電力の供給を確保し，継続的

に流入する地下水を排水し，地下水位を一定レベル以深に維持することで第2保管

庫・貯水所の耐震性を確保するため，第2保管庫・貯水所の北西側と東側に各々1基

設置する。 

7. 燃料油貯槽

7.1 容量の設定根拠 

燃料油貯槽の容量は，発電機の実負荷容量にて 7日分連続運転が可能な容量とす

る。 

７日間連続運転において必要となる発電機出力は9.4 kWであることから，必要な

燃料は以下の通り0.80304 m3である。 

V＝Q×H＝4.78×168＝803.04 L＝0.80304 m3 

V：7日間連続運転時燃料消費量（m3） 

Q：燃料消費量（L/h） ＝4.78（発電出力9.4 kW） 

H：運転時間（h） ＝168 

経過時間(h) 

負荷容量(kW) 

発電機 1台の最大負荷容量 27.2kW 

最大負荷容量 

9.4kW 

起動時の最大負荷 

30.95kW 

0 

10 

20 

30 

0 
1 

① 
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以上より，燃料油貯槽の容量は，0.80304 m3を上回る容量として，0.81 m3以上と

する。 

公称値については，要求される容量0.81 m3を上回る0.9 m3/個とする。 

7.2  最高使用圧力の設定根拠 

 燃料油貯槽を使用する場合の圧力は，燃料油貯槽が大気開放タンクであることか

ら静水頭とする。 

7.3  最高使用温度の設定根拠 

燃料油貯槽を使用する場合の温度は，燃料油貯槽が大気開放タンクであり屋外設

置のタンクであることから外気の温度（注 1）を上回る 40℃とする。 

  (注 1）外気の温度は，むつ特別地域観測所における日最高気温である 7月の約 

  35℃（34.7℃）とする。 

7.4  個数 

燃料油貯槽は，地震後にも地下水排水設備への電源供給を確保し，継続的に流入

する地下水を排水し，地下水位を一定レベル以下に維持することで第2保管庫・貯水

所の耐震性を確保することから，発電機の7日間連続運転に必要な燃料油を確保する

ため，第2保管庫・貯水所の北西側と東側に各々1個設置する。 

8. 燃料油配管

8.1 最高使用圧力の設定根拠 

地下水排水設備（第2保管庫・貯水所周り）として使用する燃料油配管の圧力は，

燃料油貯槽の最高使用圧力と同じ静水頭とする。

8.2  最高使用温度の設定根拠 

地下水排水設備（第 2保管庫・貯水所周り）として使用する燃料油配管の温度

は，燃料油貯槽の最高使用温度と同じ 40℃とする。 
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冷却水設備 
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安全冷却水系 
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(1) 容器
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名称 
安全冷却水膨張槽 

 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 3 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として，冷却水の膨張及び収縮を吸収する

ためにAA建屋内の安全冷却水設備の内部冷却系に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備としての安全冷却水1A,1B,2膨張槽は，想定される重大事故等時

に，安全冷却水1A,1B,2ループの破損の有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水1A,1B,2中間熱交換器，安全冷却水1A,1B,2ポンプA,Bおよび

内部ループ配管・弁等で構成する。 

 

1. 容量の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の容量は，安全冷却水1A,1B,2

ループの冷却水の膨張及び収縮を吸収するために必要な容量として，  m3/個以上と

する。 

安全冷却水1A,1B,2膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1B,2ループの

破損の有無を確認するために使用するので，容量は設計基準対象施設と同様の  m3/

個以上とする。 

公称値は，要求される容量と同じ m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用圧力は，

であるため冷却水を考慮して， とする。 

安全冷却水1A,1B,2膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1B,2ループの

破損の有無を確認するために使用するので，圧力は設計基準対象施設と同様の

とする。 
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3. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用温度は，補給水で

ある純水の温度が  ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

安全冷却水1A,1B,2膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1B,2ループの

破損の有無を確認するために使用するので，温度は設計基準対象施設と同様の ℃と

する。 

 

4. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽は，冷却水の膨張及び収縮を

吸収するために必要な個数として，内部ループ1系列につき1個の合計3個設置する。 

安全冷却水1A,1B,2膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1B,2ループの

破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象施設と同様に内部ループ1系

列につき1個の合計3個とする。 
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名称 
安全冷却水膨張槽 

( ) 

容量 m3/個 － 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 3 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰するお

それのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

  

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水膨張槽は，以下の機能

を有する。 

安全冷却水膨張槽は，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾

固の発生防止対策である内部ループへの通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用圧力は，大気開放

の容器であるため冷却水を考慮して， とする。 

安全冷却水膨張槽は重大事故等時において安全冷却水ループの破損の有無を確認

するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離することから，設計基準対象の施設と

同様の とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用温度は，安全冷却

水中間熱交換器及び安全冷却水2中間熱交換器の通常運転温度 ℃を上回る ℃とす

る。 

安全冷却水膨張槽は重大事故等時において安全冷却水ループの破損の有無を確認

するために使用するため，温度は設計基準対象の施設と同様の ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために必要な個数とし

て合計3個設置する。 

重大事故等時において使用する安全冷却水膨張槽は，内部ループの漏えいの有無を

確認するために設置するため，設計基準対象の施設として3個設置しているものを重

大事故等対処設備として使用する。 
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名 称 
安全冷却水膨張槽 

( ) 

容量 m3/個  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 3 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰するお

それのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水膨張槽は，以下の機能

を有する。 

安全冷却水膨張槽は，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾

固の発生防止対策である内部ループへの通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・

弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用圧力は，大気開放

の容器であるため冷却水を考慮して， とする。 

安全冷却水膨張槽は重大事故等時において安全冷却水ループの破損の有無を確認

するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離することから，設計基準対象の施設

と同様の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用温度は，安全冷却

水ループの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

安全冷却水膨張槽は重大事故等時において安全冷却水ループの破損の有無を確認

するために使用するため，最高使用温度は設計基準対象の施設と同様の ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために必要な個数とし

て合計3個設置する。 

重大事故等時において使用する安全冷却水膨張槽は，内部ループの漏えいの有無を

確認するために設置するため，設計基準対象の施設と同様に，合計 4 個使用する。 
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名称 
安全冷却水膨張槽 

（ ） 

容量 m3/個 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として，冷却水の膨張及び収縮を吸収する

ためにウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内の冷却水設備の安全冷却系に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての安全冷却水A,B膨張槽は，想定される重大事故等時に，

安全冷却水A系,B系内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水A,B第１中間熱交換器，冷水移送ポンプA,B,C,Dおよび内部ル

ープ配管・弁等で構成する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の容量は，安全冷却水A系,B系

内部ループの冷却水の膨張及び収縮を吸収するために必要な容量として，  m3/個と

する。 

安全冷却水A,B膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部ループの

破損の有無を確認するために使用するので，容量は設計基準対象施設と同様の  m3/

個とする。 

公称値は，要求される容量と同じ  m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用圧力は，

の容器であるため冷却水を考慮して， とする。 

安全冷却水A,B膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部ループの

破損の有無を確認するために使用するので，圧力は設計基準対象施設と同様の

とする。 
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3. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用温度は，補給水で

ある純水の温度が  ℃であるため，それを上回る  ℃とする。 

安全冷却水A,B膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部ループの

破損の有無を確認するために使用するので，温度は設計基準対象施設と同様の ℃と

する。 

4. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽は，冷却水の膨張及び収縮を

吸収するために必要な個数として，内部ループ1系列につき1個の合計2個設置する。 

安全冷却水A,B膨張槽は重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部ループの

破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象施設と同様に内部ループ1系

列につき1個の合計2個とする。 
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名称 
第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽 

( )  

容量 m3/個 

最高使用圧力  MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 4 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として崩壊熱に

より溶液が沸騰するおそれのある第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽の崩壊熱の除去等のた

めに供給する冷却水の保有量を調整するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨

張槽は，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等

により，配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ，第1,第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水中間熱交換器，内部ループ配管・弁等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽

は，開放容器であり，その最高使用圧力は，静水頭とする。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合

の圧力は，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と

同じ静水頭とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽の

最高使用温度は，冷却水の水温 を考慮して，それを上回る とする。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合

の温度は，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と

同じ とする。 
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3. 個数の設定根拠 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として冷却水

の保有量調整に必要な個数である4個設置する。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽は，重大事故等時に内部ループ配管・

弁等からの漏えいの有無を確認するために必要な個数である4個使用する。 

 

 

新
R
②
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名称 
安全冷却水膨張槽 

（ ） 

容量 m3/個 

最高使用圧力  MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水膨張槽（ ）は，設計基準対象の施設として崩壊熱によ

り溶液が沸騰するおそれのある第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽( )の

崩壊熱の除去等のために供給する冷却水の保有量を調整するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する安全冷却水膨張槽は，重大事故等時に

蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，

配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水ポンプ，安全冷却水中間熱交換器，内部ループ配管・弁等で

構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽は，開放容器であり，その最

高使用圧力は， とする。 

安全冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の

施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用温度は，冷却水の

水温 を考慮して，それを上回る とする。 

安全冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の

施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

 

新
R
②
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3. 個数の設定根拠 

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として冷却水の保有量調整に必要な個数

である 2個設置する。 

安全冷却水膨張槽は，重大事故等時に内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を

確認するために必要な個数である2個使用する。 

 

 

 

新
R
②
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名称 
高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽 

( ) 

容量 m3/個 

最高使用圧力  MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽は，設計基準対象施設として崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある高レベル廃液共用貯槽の崩壊熱の除去等のために供給する冷

却水の保有量を調整するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽

は，重大事故等時に蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の

液位確認等により，配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ，高レベル廃液共用貯槽冷却水中間

熱交換器，内部ループ配管・弁等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽は，開放容

器であり，その最高使用圧力は，静水頭とする。 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合の圧力

は，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ静

水頭とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽の最高使

用温度は，冷却水の水温 を考慮して，それを上回る とする。 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合の温度

は，設計基準対象の施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ

とする。 

 

新
R
②
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3. 個数の設定根拠 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として冷却水の保有量

調整に必要な個数である 2個設置する。 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽は，重大事故等時に内部ループ配管・弁等から

の漏えいの有無を確認するために必要な個数である2個使用する。 

 

 

 

新
R
②
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名称 
安全冷却水膨張槽 

（ ） 

容量 m3/個 

最高使用圧力  MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある高レベル廃液ガラス固化設備の貯槽の崩壊熱の除去等のために供給する冷却

水の保有量を調整するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する安全冷却水膨張槽は，重大事故等時に

蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，

配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水ポンプ，安全冷却水中間熱交換器，内部ループ配管・弁等で

構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽は，開放容器であり，その最

高使用圧力は， とする。 

安全冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の

施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水膨張槽の最高使用温度は，冷却水の

水温 を考慮して，それを上回る とする。 

安全冷却水膨張槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の

施設と同様の使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

 

新
R
②
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3. 個数の設定根拠 

安全冷却水膨張槽は，設計基準対象の施設として冷却水の保有量調整に必要な個数

である 2個設置する。 

安全冷却水膨張槽は，重大事故等時に内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を

確認するために必要な個数である2個使用する。 

 

 

 

新
R
②
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(2) 熱交換器
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名 称 
安全冷却水中間熱交換器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個  

最高使用圧力 2 次側 MPa  

最高使用温度 2 次側 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を熱交換するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水中間熱交換器は，代替

安全冷却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内部

ループへの通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの通常運転圧力 MPaを上回る MP

aとする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の 2 次側の圧力は，

系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても であるため，

設計基準対象の施設と同様の MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換器の通常運転温度 ℃を上回る

℃とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，安全冷

却水ループの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設の最高

使用温度を考慮し ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

 設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の個数は，崩壊熱によ
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り溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を熱

交換するために必要な個数として，合計2個設置する。 

 安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の個数は，内部ルー

プの漏えいの有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様に，2

個使用する。 
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名 称 
安全冷却水中間熱交換器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個  

最高使用圧力 2 次側 MPa  

最高使用温度 2 次側 ℃  

伝熱面積 m2/個  

個数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を熱交換するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水中間熱交換器は，代替

安全冷却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内部

ループへの通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの通常運転圧力 MPaを上回る MP

aとする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の 2 次側の圧力は，

系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても静水頭であるため，

設計基準対象の施設と同様の MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換器の通常運転温度 ℃を上回る

℃とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，安全冷

却水ループの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設の最高

使用温度を考慮し ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の個数は，崩壊熱によ
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り溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を熱

交換するために必要な個数として，1個設置する。 

 安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の個数は，内部ルー

プの漏えいの有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様に，1

個使用する。 
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名称 
安全冷却水中間熱交換器 

 

容量 
処理容量 m3/h個 － 

設計熱交換量 kW/個 － 

1次側 
最高使用圧力 MPa － 

最高使用温度 ℃ － 

2次側 
最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水1A,1B中間熱交換器は，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰

するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を安全冷却水系A外部ループと

の熱交換により，所定温度に調整するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備としての安全冷却水1A,1B中間熱交換器は，想定される重大事故等時

に，安全冷却水1A,1Bループの破損の有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水1A,1B膨張槽，安全冷却水1A,1BポンプA,Bおよび内部ループ配

管・弁等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力（2次側）の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水1A,1B中間熱交換器の2次側の最高使

用圧力は，安全冷却水1A,1BポンプA,Bの最高使用圧力が MPaであるため， MPaと

する。 

安全冷却水1A,1B中間熱交換器は重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1Bループ

の破損の有無を確認するために使用するので，2次側の圧力は系統を隔離することから安

全冷却水1A,1B膨張槽の冷却水を考慮して であることから，設計基準対象の施設

と同様の  MPaとして問題ない。 
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2. 最高使用温度（2次側）の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水1A，1B中間熱交換器の2次側の最高使用温度

は，各除熱対象機器からの戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 

安全冷却水1A,1B中間熱交換器は重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1Bループの破損

の有無を確認するために使用するので，温度は設計基準対象の施設と同様の  ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水1A,1B中間熱交換器の個数は，崩壊熱により

溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を安全冷却水系A外部

ループとの熱交換により，所定温度に調整するために必要な個数として，内部ループ1系統につき1

個設置する。 

安全冷却水1A，1B中間熱交換器を重大事故等時に使用する場合，安全冷却水1A,1Bループの

破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様に，内部ループ1系統

につき1個とする。 
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名称 
安全冷却水中間熱交換器 

 

容量 
処理容量 m3/h個 － 

設計熱交換量 kW/個 － 

1次側 
最高使用圧力 MPa － 

最高使用温度 ℃ － 

2次側 
最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水2中間熱交換器は，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰する

おそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を安全冷却水系B外部ループとの熱

交換により，所定温度に調整するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備としての安全冷却水2中間熱交換器は，想定される重大事故等時に，

安全冷却水2ループの破損の有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水2B膨張槽，安全冷却水2ポンプA,Bおよび内部ループ配管・弁等

で構成する。 

 

1. 最高使用圧力（2次側）の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2中間熱交換器の2次側の最高使用圧

力は，安全冷却水2ポンプA,Bの最高使用圧力が MPaであるため，  MPaとする。 

安全冷却水2中間熱交換器は重大事故等対処設備として安全冷却水2ループの破損の

有無を確認するために使用するので，2次側の圧力は系統を隔離することから安全冷却水

2膨張槽の冷却水を考慮して であることから，設計基準対象の施設と同様の  

MPaとして問題ない。 

 

 

 

 

24

42562



2. 最高使用温度（2次側）の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2中間熱交換器の2次側の最高使用温度は，

各除熱対象機器からの戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 

安全冷却水2中間熱交換器は重大事故等対処設備として安全冷却水2ループの破損の有無を

確認するために使用するので，温度は設計基準対象の施設と同様の  ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2中間熱交換器の個数は，崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を安全冷却水系B外部ルー

プとの熱交換により，所定温度に調整するために必要な個数として，内部ループ1系統につき1個設

置する。 

安全冷却水2中間熱交換器を重大事故等時に使用する場合，安全冷却水2ループの破損の有

無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様に，内部ループ1系統につき1個

とする。 
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名称 
安全冷却水中間熱交換器 

( ) 

容量 kW/個 － 

最高使用圧力 2次側 MPa 

最高使用温度 2次側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  安全冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を熱交換するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水中間熱交換器は，代替

安全冷却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内部

ループへの通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの通常運転圧力 MPaを上回る MP

aとする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の圧力は，

系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても であるため，

設計基準対象の施設と同様の MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換器の通常運転温度 ℃を上回る

℃とする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の温度は，

安全冷却水ループの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設

と同様の ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

 設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の個数は，崩壊熱によ

り溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を熱

交換するために必要な個数として，合計2個設置する。 

 安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の個数は，内部ルー

プの漏えいの有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様に，2個

使用する。 
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名称 
安全冷却水2中間熱交換器 

( ) 

容量 kW/個 － 

最高使用圧力 2次側 MPa 

最高使用温度 2次側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 － 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  安全冷却水2中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰

するおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を熱交換するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水2中間熱交換器は，代

替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内

部ループへの通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用圧力は，安全冷却水2ポンプの通常運転圧力 MPaを上回る M

Paとする。 

安全冷却水2中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の圧力は，

系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても であるため，

設計基準対象の施設と同様の MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2中間熱交換器の内部ループ側とな

る2次側の最高使用温度は，安全冷却水2中間熱交換器の通常運転温度 ℃を上回

℃とする。 

安全冷却水2中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の温度は，

安全冷却水ループの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設

と同様の ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2中間熱交換器の個数は，崩壊熱に

より溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水を

熱交換するために必要な個数として，1個設置する。 

安全冷却水2中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の個数は，内部ル

ープの漏えいの有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様に，

1個使用する。 
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名称 
安全冷却水第１中間熱交換器 

（ ） 

容量 
処理容量 m3/h個 － 

設計熱交換量 kW/個 － 

1次側 
最高使用圧力 MPa － 

最高使用温度 ℃ － 

2次側 
最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

安全冷却水第１中間熱交換器は，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰

するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を安全冷却水A系,B系外部ル

ープとの熱交換により，所定温度に調整するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての安全冷却水第１中間熱交換器は，想定される重大事故等

時に，安全冷却水A系,B系内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水A,B膨張槽，冷水移送ポンプA,B,C,Dおよび内部ループ配管・弁

等で構成する。 

1. 最高使用圧力（2次側）の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水第１中間熱交換器の2次側の最高使

用圧力は，冷水移送ポンプA,B,C,Dの最高使用圧力が MPaであるため，  MPaと

する。 

安全冷却水第１中間熱交換器は重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部

ループの破損の有無を確認するために使用するので，2次側の圧力は系統を隔離するこ

とから安全冷却水A,B膨張槽の冷却水を考慮して であることから，設計基準対象

の施設と同様の MPaとして問題ない。 
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2. 最高使用温度（2次側）の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水第１中間熱交換器の2次側の最高使用温度

は，各除熱対象機器からの戻り温度 ℃程度に余裕を考慮し ℃とする。 

安全冷却水第１中間熱交換器は重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部ループ

の破損の有無を確認するために使用するので，温度は設計基準対象の施設と同様の ℃とす

る。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水第１中間熱交換器の個数は，崩壊熱により

溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を安全冷却水A系,B系

外部ループとの熱交換により，所定温度に調整するために必要な個数として，内部ループ1系

統につき1個の合計2個設置する。 

安全冷却水第１中間熱交換器を重大事故等時に使用する場合，安全冷却水A系,B系内部ルー

プの破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様に，内部ループ

1系統につき1個の合計2個設置する。 
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名称 
第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱

交換器( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
1次側 MPa 

2次側 MPa 

最高使用温度 
1次側 ℃ 

2次側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 4 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩

壊熱により溶液が沸騰するおそれのある第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽の崩壊熱の除去

等のために供給する冷却水を熱交換するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中

間熱交換器の2次側は，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽

の液位確認等により，配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽，第1,第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水ポンプ，内部ループ配管・弁等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

1.1 2次側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱

交換器の2次側の最高使用圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプの最

高使用圧力と同じ とする。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用

する場合の2次側の圧力は，大気開放のため とする。 

 

 

 

 

 

新
R
②
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2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 2次側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交

換器の2次側の最高使用温度は，高レベル濃縮廃液貯蔵系からの冷却水出口温度が

以下であるため，これを上回る とする。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用す

る場合の2次側の温度は，重大事故等時に代替安全冷却水系の通水を行わないため，設

計基準対象の施設の最高使用温度と同じ とする。 

3. 個数の設定根拠

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩

壊熱除去の熱交換に必要な個数である4個設置し，2個においても必要な熱交換能力を有

する設計とする。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器は，重大事故等時に使用する場

合，設計基準対象の施設と同じ4個使用する。 

新
R
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名称 
安全冷却水中間熱交換器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
1次側 MPa 

2次側 MPa 

最高使用温度 
1次側 ℃ 

2次側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある高レベル濃縮廃液一時貯槽の崩壊熱の除去等のために供給する冷却水

を熱交換するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する安全冷却水中間熱交換器の2次側は，蒸

発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，配

管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水膨張槽，安全冷却水ポンプ，内部ループ配管・弁等で構成す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

1.1 2次側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の2次側の最高使用

圧力は，安全冷却水ポンプの最高使用圧力と同じ とする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の圧力

は，大気開放のため とする。 

 

 

 

 

 

新
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2. 最高使用温度の設定根拠 

2.1 2次側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の2次側の最高使用温

度は，高レベル濃縮廃液貯蔵系からの冷却水出口温度が 以下であるため，これを

上回る とする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の温度は，

重大事故等時に代替安全冷却水系の通水を行わないため，設計基準対象の施設の最高

使用温度と同じ とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

安全冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱除去の熱交換に必要

な個数である2個設置し，1個においても必要な熱交換能力を有する設計とする。 

安全冷却水中間熱交換器は，重大事故等時に使用する場合，設計基準対象の施設と

同じ2個使用する。 

 

 

新
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名称 
高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
1次側 MPa 

2次側 MPa 

最高使用温度 
1次側 ℃ 

2次側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器)は，設計基準対象の施設として崩壊熱に

より溶液が沸騰するおそれのある高レベル廃液共用貯槽の崩壊熱の除去等のために供

給する冷却水を熱交換するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交

換器の2次側は，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位

確認等により，配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽，高レベル廃液共用貯槽冷却水ポン

プ，内部ループ配管・弁等で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

1.1 2次側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器の

2次側の最高使用圧力は，高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプの最高使用圧力と同じ

とする。 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合

の2次側の圧力は，大気開放のため とする。 

 

 

 

 

 

新
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2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 2次側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器の2

次側の最高使用温度は，高レベル濃縮廃液貯蔵系からの冷却水出口温度が 以下で

あるため，これを上回る とする。 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合

の2次側の温度は，重大事故等時に代替安全冷却水系の通水を行わないため，設計基準

対象の施設の最高使用温度と同じ とする。 

3. 個数の設定根拠

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱除去

の熱交換に必要な個数である2個設置し，1個においても必要な熱交換能力を有する設計

とする。 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器は，重大事故等時に使用する場合，設計基

準対象の施設と同じ2個使用する。 

新
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名称 
安全冷却水中間熱交換器 

( ) 

容量 設計熱交換量 kW/個 

最高使用圧力 
1次側 MPa 

2次側 MPa 

最高使用温度 
1次側 ℃ 

2次側 ℃ 

伝熱面積 m2/個 

個数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある高レベル廃液混合槽，供給液槽及び供給槽の崩壊熱の除去等のために

供給する冷却水を熱交換するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替換気設備として使用する安全冷却水中間熱交換器の2次側は，蒸

発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，配

管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

系統構成は，安全冷却水膨張槽，安全冷却水ポンプ，内部ループ配管・弁等で構成す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

1.1 2次側の最高使用圧力 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の2次側の最高使用

圧力は，安全冷却水ポンプの最高使用圧力と同じ とする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の圧力

は，大気開放のため とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

2.1 2次側の最高使用温度 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水中間熱交換器の2次側の最高使用温

度は，高レベル廃液ガラス固化設備の貯槽からの冷却水出口温度が 以下であるた

め，これを上回る とする。 

安全冷却水中間熱交換器を重大事故等時において使用する場合の2次側の温度は，

重大事故等時に代替安全冷却水系の通水を行わないため，設計基準対象の施設の最高

使用温度と同じ とする。 

3. 個数の設定根拠

安全冷却水中間熱交換器は，設計基準対象の施設として崩壊熱除去の熱交換に必要

な個数である2個設置し，1個においても必要な熱交換能力を有する設計とする。 

安全冷却水中間熱交換器は，重大事故等時に使用する場合，設計基準対象の施設と

同じ2個使用する。 
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(3) ポンプ 
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名称 
安全冷却水ポンプ 

 

容量 m3/h/個 － 

揚程 m － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力 kW/個 － 

個数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

安全冷却水1A,1BポンプA,Bは，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸

騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置

する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての安全冷却水1A,1BポンプA,Bは，想定される重大事故等

時に，安全冷却水1A,1Bループの破損の有無を確認するために設置する。 

系統構成は，安全冷却水1A,11B膨張槽，安全冷却水1A,1B中間熱交換器，および内部

ループ配管・弁等で構成する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水1A,1BポンプA,Bの最高使用圧力は，

安全冷却水1A,1BポンプA,Bの吐出圧力および安全冷却水1A,1B膨張槽の水頭圧を考慮

した場合の運転圧力  MPaを上回る  MPaとする。 

安全冷却水1A,1BポンプA,Bは重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1Bループの

破損の有無を確認するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離することから安全

冷却水1A,1B膨張槽の冷却水を考慮して であるので，設計基準対象の施設と同

様の MPaとしても問題ない。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水1A,1BポンプA,Bの最高使用温度は，

各除熱対象機器からの戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 
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安全冷却水1A,1BポンプA,Bは重大事故等対処設備として安全冷却水1A,1Bループの

破損の有無を確認するために使用するので，温度は設計基準対象の施設と同様の  ℃と

する。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水1A,1BポンプA,Bは，崩壊熱により溶

液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するため

に必要な個数として内部ループ1系統につき1個設置し，保守点検時のバックアップと

しての1個と合わせ，合計4個設置する。 

安全冷却水1AポンプA,Bを重大事故等時に使用する場合，安全冷却水1Aループの破

損の有無を確認するために設置するので，設計基準対象の施設と同様に，4個設置す

る。 
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名称 
安全冷却水ポンプ 

 

容量 m3/h/個 － 

揚程 m － 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力 kW/個 － 

個数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

安全冷却水2ポンプA,Bは，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰する

おそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての安全冷却水2ポンプA,Bは，想定される重大事故等時に，

安全冷却水2ループの破損の有無を確認するために設置する。 

系統構成は，安全冷却水2膨張槽，安全冷却水2中間熱交換器，および内部ループ配管・

弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2ポンプA,Bの最高使用圧力は，安全

冷却水2ポンプA,Bの吐出圧力および安全冷却水2膨張槽の水頭圧を考慮した場合の運

転圧力  MPaを上回る  MPaとする。 

安全冷却水2ポンプA,Bは重大事故等対処設備として安全冷却水2ループの破損の有

無を確認するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離することから安全冷却水2膨

張槽の冷却水を考慮して であるので，設計基準対象の施設と同様の  MPaと

しても問題ない。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2ポンプA,Bの最高使用温度は，各除

熱対象機器からの戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 
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安全冷却水2ポンプA,Bは重大事故等対処設備として安全冷却水2ループの破損の有

無を確認するために使用するので，温度は設計基準対象の施設と同様の  ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2ポンプA,Bは，崩壊熱により溶液が

沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために必

要な個数として1個設置し，保守点検時のバックアップとしての1個と合わせ，合計2

個設置する。 

安全冷却水2ポンプA,Bを重大事故等時に使用する場合，安全冷却水2ループの破損

の有無を確認するために設置するので，設計基準対象の施設と同様に，2個設置する。 
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名称 
安全冷却水ポンプ 

( ) 

容量 m3/h/個 － 

揚程 m － 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 4 

原動機 出力 kW/個 － 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

  安全冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰するお

それのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

  

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水ポンプは，代替安全冷

却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループ

への通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用圧力は，安全冷却

水ポンプの通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全冷却水ルー

プの破損の有無を確認するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離することから

安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても であるため，設計基準対象の施設と同

様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用温度は，安全冷却

水中間熱交換器の通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の温度は，安全冷却水ルー

プの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様の ℃と

する。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの個数は，崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために

必要な個数として合計4個設置する。 

重大事故等時において使用する安全冷却水ポンプは，内部ループの漏えいの有無を

確認するために使用するため，設計基準対象の施設として4個設置しているものを重

大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
安全冷却水 2ポンプ 

( ) 

容量 m3/h/個 － 

揚程 m － 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 2(内1個予備) 

原動機 出力 kW/個 － 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

 安全冷却水2ポンプは，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰するお

それのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水2ポンプは，代替安全

冷却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内部ルー

プへの通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 
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1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2ポンプの最高使用圧力は，安全冷

却水2ポンプの通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

安全冷却水2ポンプを重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全冷却水ル

ープの破損の有無を確認するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離することか

ら安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても であるため，設計基準対象の施設と

同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2ポンプの最高使用温度は，安全冷

却水2中間熱交換器の通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

安全冷却水2ポンプを重大事故等時において使用する場合の温度は，安全冷却水ル

ープの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様の ℃

とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水2ポンプの個数は，崩壊熱により溶

液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するため

に必要な個数として1個設置し，保守点検時のバックアップとしての1個と合わせ，合

計2個設置する。 

重大事故等時において使用する安全冷却水2ポンプは，内部ループの漏えいの有無

を確認するために使用するため，設計基準対象の施設として2個設置しているものを

重大事故等対処設備として使用する。 
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名 称 
安全冷却水ポンプ 

( ) 

容量 m3/h/個  

揚程 m  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力 kW/個  

個 数 － 4(内 2 個予備) 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰するお

それのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水ポンプは，代替安全冷

却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループ

への通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用圧力は，安全冷却

水ポンプの吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，安全冷

却水ループの破損の有無を確認するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離する

ことから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても であるため，設計基準対象

の施設と同様の MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用温度は，安全冷却

水ループの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，安全冷

却水ループの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設の最

高使用温度を考慮し ℃とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの個数は，崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために
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必要な個数として合計4個(内2個予備)設置する。 

重大事故等時において使用する安全冷却水ポンプは，内部ループの漏えいの有無を

確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様に，合計4個(内2個予備)使

用する。 
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名 称 
安全冷却水ポンプ 

 ( ) 

容量 m3/h/個  

揚程 m  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力 kW/個  

個 数 － 2（内 1 個予備） 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

安全冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰するお

それのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する安全冷却水ポンプは，代替安全冷

却水系の内部ループ配管・弁等を使用し，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループ

への通水を実施するための流路として使用する。 

系統構成は，設計基準対象の施設と兼用する安全冷却水系の内部ループ配管・弁，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用圧力は，安全冷却

水ポンプの吐出圧力 MPaを上回る MPaとする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，安全冷

却水ループの破損の有無を確認するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離する

ことから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮しても であるため，設計基準対象

の施設と同様の MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用温度は，安全冷却

水ループの通常運転温度 ℃を上回る ℃とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，安全冷

却水ループの破損の有無を確認するために使用するため，設計基準対象の施設の最

高使用温度を考慮し ℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの個数は，崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために
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必要な個数として合計2個(内1個予備)設置する。 

重大事故等時において使用する安全冷却水ポンプは，内部ループの漏えいの有無を

確認するために使用するため，設計基準対象の施設と同様に，合計2個(内1個予備)使

用する。 
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名称 
冷水移送ポンプ 

( ) 

容量 m3/h/個 － 

揚程 m － 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

原動機出力 kW/個 － 

個数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

冷水移送ポンプA,B,C,Dは，設計基準対象の施設として，崩壊熱により溶液が沸騰

するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置す

る。 

・重大事故等対処設備

重大事故等対処設備としての冷水移送ポンプA,B,C,Dは，想定される重大事故等時

に，安全冷却水A系,B系内部ループの破損の有無を確認するために設置する。 

系統構成は，安全冷却水A,B膨張槽，安全冷却水A,B第１中間熱交換器および内部ル

ープ配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する冷水移送ポンプA,B,C,Dの最高使用圧力は，冷

水移送ポンプA,B,C,Dの吐出圧力および安全冷却水A,B膨張槽の水頭圧を考慮した場

合の運転圧力  MPaと同じ MPaとする。 

冷水移送ポンプA,B,C,Dは重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部ルー

プの破損の有無を確認するために使用する。2次側の圧力は系統を隔離することから

安全冷却水A,B膨張槽の冷却水を考慮して であるので，設計基準対象の施設と

同様の MPaとしても問題ない。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する冷水移送ポンプA,B,C,Dの最高使用温度は，各

除熱対象機器からの戻り温度 ℃程度に余裕を考慮し ℃とする。 
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冷水移送ポンプA,B,C,Dは重大事故等対処設備として安全冷却水A系,B系内部ルー

プの破損の有無を確認するために使用するので，温度は設計基準対象の施設と同様の

℃とする。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する冷水移送ポンプA,B,C,Dは，崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために

必要な個数として内部ループ1系統につき1個設置し，保守点検時のバックアップとし

ての1個と合わせ，合計4個設置する。 

冷水移送ポンプA,B,C,Dを重大事故等時に使用する場合，安全冷却水A系,B系内部ル

ープの破損の有無を確認するために設置するので，設計基準対象の施設と同様に，4

個設置する。 
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名称 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ 

(

) 

容量 m3/h/個 

揚程 m 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

原動機出力 kW/個 

個数 － 8（予備4） 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として崩壊熱に

より溶液が沸騰するおそれのある第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽( )に冷却

水を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ

は，想定される重大事故等時に，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水系の破損の有無

を確認するために流路として使用する。 

系統構成は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽，第1,第2高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水中間熱交換器，内部ループ配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプの

最高使用圧力は，通常運転圧力が であるため，これを上回る とする。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合

の圧力は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水系の破損の有無を確認するために使用

するため，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽と同じ とする。 

新
R
②
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプの

最高使用温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器の最高使用温度と

同じ とする。 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合

の温度は，第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水系の破損の有無を確認するため，設計

基準対象の施設の最高使用温度と同じ とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ)は，設計基準対象の施設として安全冷

却水を供給するために必要な個数4個設置し，予備としての4個と合わせて8個設置する。 

重大事故等時に使用する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプは，第1,第2高

レベル濃縮廃液貯槽冷却水系の破損の有無を確認するため，設計基準対象の施設として

8個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
安全冷却水ポンプ 

( ) 

容量 m3/h/個 

揚程 m 

最高使用圧力  MPa 

最高使用温度 ℃ 

原動機出力 kW/個 

個数 － 4（予備2） 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰するおそれ

のある高レベル濃縮廃液一時貯槽等に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として安全冷却水ポンプ(は，想定される重大事故

等時に，安全冷却水系の破損の有無を確認するために流路として使用する。 

系統構成は，安全冷却水膨張槽，安全冷却水中間熱交換器，内部ループ配管・弁等で構

成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用圧力は，通常運転圧

力が であるため，これを上回る とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全冷却水系の破

損の有無を確認するために使用するため，安全冷却水膨張槽と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプ(の最高使用温度は，安全冷却

水中間熱交換器の最高使用温度と同じ とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の温度は，安全冷却水系の

破損の有無を確認するため，設計基準対象の施設の最高使用温度と同じ とする。 
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3. 個数の設定根拠 

安全冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として安全冷却水を供給するために必要

な個数2個設置し，予備としての2個と合わせて4個設置する。 

重大事故等時に使用する安全冷却水ポンプは，安全冷却水系の破損の有無を確認す

るため，設計基準対象の施設として4個設置しているものを重大事故等対処設備として

使用する。 
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名称 
高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ 

( )  

容量 m3/h/個 

揚程 m 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

原動機出力 kW/個 

個数 － 4（予備2） 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設

高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある高レベル廃液共用貯槽に冷却水を供給するために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプは，想定

される重大事故等時に，高レベル廃液共用貯槽冷却水系の破損の有無を確認するために

流路として使用する。 

系統構成は，高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽，高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱

交換器，内部ループ配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプの最高使用

圧力は，通常運転圧力が であるため，これを上回る とする。 

高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の圧力

は，高レベル廃液共用貯槽冷却水系の破損の有無を確認するために使用するため，高レ

ベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽と同じ とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプの最高使用

温度は，高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器の最高使用温度と同じ とする。 
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高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の温度

は，高レベル廃液共用貯槽冷却水系の破損の有無を確認するため，設計基準対象の施設

の最高使用温度と同じ とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として安全冷却水を供

給するために必要な個数2個設置し，予備としての2個と合わせて4個設置する。 

重大事故等時に使用する高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプは，重大事故等時に使

用する場合，高レベル廃液共用貯槽冷却水系の破損の有無を確認するため，設計基準対

象の施設として4個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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名称 
安全冷却水ポンプ 

( ) 

容量 m3/h/個 

揚程 m 

最高使用圧力  MPa 

最高使用温度 ℃ 

原動機出力 kW/個 

個数 － 4(予備2） 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

安全冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として崩壊熱により溶液が沸騰するおそれ

のある高レベル廃液混合槽，供給液槽及び供給槽に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として安全冷却水ポンプは，想定される重大事故等

時に，安全冷却水系の破損の有無を確認するために流路として使用する。 

系統構成は，安全冷却水膨張槽，安全冷却水中間熱交換器，内部ループ配管・弁等で構

成する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用圧力は，通常運転

圧力が であるため，これを上回る とする。 

安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の圧力は，安全冷却水系の

破損の有無を確認するために使用するため，安全冷却水膨張槽と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する安全冷却水ポンプの最高使用温度は，安全冷却

水中間熱交換器の最高使用温度と同じ とする。 
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安全冷却水ポンプを重大事故等時において使用する場合の温度は，安全冷却水系の

破損の有無を確認するため，設計基準対象の施設の最高使用温度と同じ とする。 

 

3. 個数の設定根拠 

安全冷却水ポンプは，設計基準対象の施設として安全冷却水を供給するために必要

な個数2個設置し，予備としての2個と合わせて4個設置する。 

重大事故等時に使用する安全冷却水ポンプは，安全冷却水系の破損の有無を確認す

るため，設計基準対象の施設として4個設置しているものを重大事故等対処設備として

使用する。 
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(4) 主配管 
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名称 
安全冷却水系配管( )合流

部～冷水移送ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

・重大事故対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

また、想定される重大事故等時に，安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認す

るために使用する。 

(1) 最高使用圧力の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

また、重大事故等対処設備として安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認する

ために使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮し

て であるので，設計基準対象の施設と同様の MPaとしても問題ない。 

(2) 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃

であることから，余裕を考慮し ℃とする。 
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また、重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水系内部ループ

の破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃と

する。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

また、重大事故等対処設備として、安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認す

るために使用する場合の外径は、設計基準対象の施設と同様の mmで問題ない。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水系配管( )合流

部～冷水移送ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

また、重大事故等対処設備として安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認する

ために使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮し

て であるので，設計基準対象の施設と同様の  MPaとしても問題ない。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃

であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

また、重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水系内部ループ

の破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃と
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脱
 
A 

する。 

(3) 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

また、重大事故等対処設備として、安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認す

るために使用する場合の外径は、設計基準対象の施設と同様の mm で問題ない。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ ൜
1

2
∙
(A − 2 ∙ B)

1000
ൠ
ଶ

E =
D

3600 ∙ C
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A 

名称 
冷水移送ポンプ( )～安

全冷却水第１中間熱交換器( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処設備 

本配管は，想定される重大事故等時に，安全冷却水系内部ループの破損の有無を確

認するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPa とする。 

本配管は重大事故等対処設備として安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考

慮して であるので，設計基準対象の施設と同様の MPa としても問題ない。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水系内部ルー

プの破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃

とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管は重大事故等対処設備として、安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。よって設計基準対象の施設と同様の mmで問題ない。 
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A 

名称 
冷水移送ポンプ( )～安

全冷却水第１中間熱交換器( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処設備 

本配管は，想定される重大事故等時に，安全冷却水系内部ループの破損の有無を確

認するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPa とする。 

本配管は重大事故等対処設備として安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考

慮して であるので，設計基準対象の施設と同様の MPa としても問題ない。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水系内部ルー

プの破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃

とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管は重大事故等対処設備として、安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。よって設計基準対象の施設と同様の mmで問題ない。 
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脱
 
A 

名称 

安全冷却水第１中間熱交換器( )

～安全冷却水系配管( )分

岐部 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内に MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮し

MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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脱
 
A 

名称 

安全冷却水第１中間熱交換器( )

～安全冷却水系配管( )分

岐部 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力と同じ MPa とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内に MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮し

MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊

E 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
冷水移送ポンプ入口配管分岐点～安全冷

却水膨張槽 ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処設備 

本配管は，想定される重大事故等時に，安全冷却水系内部ループの破損の有無を確

認するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力が MPaであり，膨張槽の最高使用圧力が である

ため， MPa， とする。 

本配管は重大事故等対処設備として安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考

慮して であるので，設計基準対象の施設と同様の  MPa， としても問

題ない。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水系内部ルー

プの破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の ℃

とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管は重大事故等対処設備として、安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。よって設計基準対象の施設と同様の mmで問題ない。 
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名称 
冷水移送ポンプ入口配管分岐点～安全冷

却水膨張槽 ( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，設計基準対象の施設として安全冷却水系から崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器の冷却ジャケットへ冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去するた

めに設置する。 

 

・重大事故対処設備 

本配管は，想定される重大事故等時に，安全冷却水系内部ループの破損の有無を確

認するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用圧力が MPaであり，膨張槽の最高使用圧力が である

ため， MPa， とする。 

本配管は重大事故等対処設備として安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考

慮して であるので，設計基準対象の施設と同様の MPa， としても問

題ない。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水系の冷水

移送ポンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水系内部ルー

プの破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃

とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管は重大事故等対処設備として、安全冷却水系内部ループの破損の有無を確認

するために使用する。よって設計基準対象の施設と同様の mmで問題ない。 
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名称 

安全冷却水中間熱交換器  

～ 

安全冷却水ポンプ

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器 から安全冷却水ポンプ

までをつなぐ配管であり，崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊

熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器 から安全冷却水ポンプ

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に，安全冷却水1Aループの破

損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が  MPaであり，膨張槽の最高使用圧力が であるため，  MP

a， とする。 

本配管は重大事故等対処設備として安全冷却水1Aループの破損の有無を確認するた

めに使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して

であるので，設計基準対象の施設と同様の  MPa， としても問題ない。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交

換器の最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水1Aループの

破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠

本配管は重大事故等対処設備として、安全冷却水1Aループの破損の有無を確認する

ために使用する。よって，外径は設計基準対象の施設と同様の  mmで問題ない。 
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名称 

安全冷却水ポンプ  

～ 

清澄・計量設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ から清澄・計量設備までをつなぐ配

管であり，崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する

冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水ポンプ から清澄・計量設備までをつなぐ

配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器へ供給し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため，  MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交

換器の最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

78

42616



3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm， mm,

 mmとする。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

（A） 

流路面積 

C 

（m2） 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊

E 

（m/s） 

標準流速 

（m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

79

42617



 

 

名称 

清澄・計量設備 

～ 

安全冷却水中間熱交換器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，清澄・計量設備から安全冷却水中間熱交換器 までをつなぐ配管

であり，崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷

却水を回収するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，清澄・計量設備から安全冷却水中間熱交換器 までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器から回収するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプA,B

の最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，各除熱対象機器から

の戻り温度 ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，各除熱対象機器からの

戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm， mm,

 mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水中間熱交換器  

～ 

安全冷却水ポンプ  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器 から安全冷却水ポンプ

までをつなぐ配管であり，崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊

熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器 から安全冷却水ポンプ

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に，安全冷却水1Bループの破

損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであり，膨張槽の最高使用圧力が であるため，  MP

a， とする。 

本配管は重大事故等対処設備として安全冷却水1Bループの破損の有無を確認するた

めに使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して

であるので，設計基準対象の施設と同様の  MPa， としても問題ない。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交

換器の最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水1Bループの

破損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃とす

る。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管は重大事故等対処設備として、安全冷却水1Bループの破損の有無を確認する

ために使用する。よって設計基準対象の施設と同様の  mmで問題ない。 

 

 

83

42621



 

 

 

名称 

安全冷却水ポンプ  

～ 

清澄・計量設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ から清澄・計量設備までをつなぐ配

管であり，崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する

冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水ポンプ から清澄・計量設備までをつなぐ配

管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状

態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が  MPaであるため，  MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交

換器の最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm， mm,

 mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

清澄・計量設備 

～ 

安全冷却水中間熱交換器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，清澄・計量設備から安全冷却水中間熱交換器 までをつなぐ配管

であり，崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷

却水を回収するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，清澄・計量設備から安全冷却水中間熱交換器 までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器から回収するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため，  MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，各除熱対象機器から

の戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，各除熱対象機器からの

戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm， mm,

 mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水中間熱交換器  

～ 

安全冷却水ポンプ  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器 から安全冷却水ポンプ

までをつなぐ配管であり，崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器の崩壊

熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器 から安全冷却水ポンプ

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に，安全冷却水2ループの破損

の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであり，膨張槽の最高使用圧力が であるため，  MP

a， とする。 

本配管は重大事故等対処設備として安全冷却水2ループの破損の有無を確認するた

めに使用する。圧力は系統を隔離することから安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して

であるので，設計基準対象の施設と同様の  MPa， としても問題ない。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交

換器の最高使用温度が  ℃であるため，  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，安全冷却水2ループの破

損の有無を確認するために使用するので，設計基準対象の施設と同様の  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管は重大事故等対処設備として、安全冷却水2ループの破損の有無を確認する

ために使用する。よって設計基準対象の施設と同様の  mm,  mmで問題な

い。 
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名称 

安全冷却水ポンプ  

～ 

溶解設備，清澄・計量設備及び 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ から溶解設備,清澄・計量設備及び

せん断処理・溶解廃ガス処理設備までをつなぐ配管であり，崩壊熱により溶液が沸騰する

おそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水ポンプ から溶解設備,清澄・計量設備及び

せん断処理・溶解廃ガス処理設備までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可

搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水2中間熱交

換器の最高使用温度が  ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm,  m

m， mm,  mm,  mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水ポンプ  

～ 

溶解設備，清澄・計量設備及び 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプ から溶解設備,清澄・計量設備及び

せん断処理・溶解廃ガス処理設備までをつなぐ配管であり，崩壊熱により溶液が沸騰する

おそれのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，安全冷却水ポンプ から溶解設備,清澄・計量設備及び

せん断処理・溶解廃ガス処理設備までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可

搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る機器へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため，  MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交

換器の最高使用温度が  ℃であるため， ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を目安に， mm,  

mm， mm,  mm, mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊１：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却

水供給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊２：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解設備，清澄・計量設備及び 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備 

～ 

安全冷却水中間熱交換器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，溶解設備,清澄・計量設備及びせん断処理・溶解廃ガス処理設備から安全冷

却水中間熱交換器 までをつなぐ配管であり，崩壊熱により溶液が沸騰するお

それのある機器の崩壊熱の除去等に使用する冷却水を回収するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

本配管は，溶解設備,清澄・計量設備及びせん断処理・溶解廃ガス処理設備までをつな

ぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器から回収するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

最高使用圧力が MPaであるため， MPaとする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，各除熱対象機器から

の戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，各除熱対象機器からの

戻り温度  ℃程度に余裕を考慮し  ℃とする。 

94

42632



 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を目安に，  mm,  

mm， mm,  mm, mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊１：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却

水回収機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊２：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器( ) 

～ 

弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，中間熱交換器と弁を接続する配管であり，設計基準対象の施設として高

レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器と弁を接

続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包

する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜と

する。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器( ) 

～ 

弁( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，中間熱交換器と弁を接続する配管であり，設計基準対象の施設として高

レベル廃液濃縮缶に冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器と弁を接

続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包

する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力が MPaであるため，これを上回る圧力として MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度が ℃であるため，これを上回る温度として ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜と

する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水中間熱交換器( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，設

計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのあ

る機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生

した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包

する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループの破損の有無を

確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(安全冷却水中間熱交換器から

)の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧力 MPaを考慮して MPaとする。 

本配管( から )の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の冷却水

を考慮して， とする。 

本配管( から安全冷却水ポンプ)の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPa/ とする。 
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42638



 

2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

安全冷却水中間熱交換器 

出口配管分岐点 

～ 

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器出口配管分岐点と安全冷却水ポンプを接続する

配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器出口配管分岐点と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，冷却機能の喪失による

蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループ

の破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(安全冷却水中間熱交換器出口配管分岐

点から )の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して，

とする。 

本配管( から安全冷却水ポンプ)の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPa/ とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

安全冷却水ポンプ( ) 

～ 

分離建屋一時貯留処理設備及び 

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプと分離建屋一時貯留処理設備及び高レベル廃液濃縮系

ヘッダ部を接続する配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱

により溶液が沸騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプと分

離建屋一時貯留処理設備及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部を接続する配管であり，冷

却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水するこ

とで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水ポンプ( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ 

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプと安全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管で

あり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプと安

全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾

固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離建屋一時貯留処理設備及び 

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部 

～ 

安全冷却水中間熱交換器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離建屋一時貯留処理設備及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部と安全冷却

水中間熱交換器を接続する配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の

崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，分離建屋一時貯留処理

設備及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部と安全冷却水中間熱交換器を接続する配管で

あり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通

水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ，

㎜， ㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水中間熱交換器( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，設

計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのあ

る機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生

した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包

する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループの破損の有無を

確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(安全冷却水中間熱交換器から

)の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧力 MPaを考慮して Paとする。 

本配管( から )の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽(

)の冷却水を考慮して， とする。 

本配管( から安全冷却水ポンプ)の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPa/ とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

安全冷却水中間熱交換器 

出口配管分岐点 

～  

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器出口配管分岐点と安全冷却水ポンプを接続する

配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器出口配管分岐点と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，冷却機能の喪失による

蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループ

の破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(安全冷却水中間熱交換器出口配管分岐

点から )の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して，

とする。 

本配管( から安全冷却水ポンプ)の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPa/ とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

安全冷却水ポンプ( ) 

～ 

分離建屋一時貯留処理設備及び 

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプと分離建屋一時貯留処理設備及び高レベル廃液濃縮系

ヘッダ部を接続する配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱

により溶液が沸騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプと分

離建屋一時貯留処理設備及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部を接続する配管であり，冷

却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水するこ

とで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水ポンプ( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ 

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプと安全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管で

あり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプと安

全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾

固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離建屋一時貯留処理設備及び 

高レベル廃液濃縮系ヘッダ部 

～ 

安全冷却水中間熱交換器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離建屋一時貯留処理設備及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部と安全冷却

水中間熱交換器を接続する配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の

崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，分離建屋一時貯留処理

設備及び高レベル廃液濃縮系ヘッダ部と安全冷却水中間熱交換器を接続する配管で

あり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通

水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水中間熱交換器( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，設

計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそれのあ

る機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生

した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包

する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループの破損の有無を

確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(安全冷却水中間熱交換器から

)の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧力 MPaを考慮して MPaとする。 

本配管( から )の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の冷却水

を考慮して， とする。 

本配管( から安全冷却水ポンプ)の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPa/ とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

安全冷却水中間熱交換器 

出口配管分岐点 

～ 

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器出口配管分岐点と安全冷却水ポンプを接続する

配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰す

るおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器出口配管分岐点と安全冷却水ポンプを接続する配管であり，冷却機能の喪失による

蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループ

の破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管(安全冷却水中間熱交換器出口配管分岐

点から )の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して，

とする。 

本配管( から安全冷却水ポンプ)の最高使用圧力は，安全冷却水ポンプの

通常運転圧力 MPaを上回る MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の MPa/ とする。 
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2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

安全冷却水ポンプ( ) 

～ 

分離設備及び 

分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプと分離設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部を

接続する配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液

が沸騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプと分

離設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発

乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

125

42663



 

 

 

名称 

安全冷却水ポンプ( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ 

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプと安全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管で

あり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプと安

全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾

固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

分離設備及び 

分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部 

～ 

安全冷却水中間熱交換器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，分離設備及び分離建屋一時貯留処理設備ヘッダ部と安全冷却水中間熱交

換器を接続する配管であり，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱によ

り溶液が沸騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，分離設備及び分離建屋

一時貯留処理設備ヘッダ部と安全冷却水中間熱交換器を接続する配管であり，冷却機

能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，

蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 MPaを考慮して， MPaとする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

膨張槽( ) 

～ 

安全冷却水中間熱交換器 

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，膨張槽と安全冷却水中間熱交換器出口配管合流点を接続する配管であ

り，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそれ

のある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，膨張槽と安全冷却水中

間熱交換器出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が

発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループの破損の有

無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の

冷却水を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

膨張槽( ) 

～ 

安全冷却水中間熱交換器 

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，膨張槽と安全冷却水中間熱交換器出口配管合流点を接続する配管であ

り，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそれ

のある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，膨張槽と安全冷却水中

間熱交換器出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が

発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループの破損の有

無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の

冷却水を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名称 

膨張槽( ) 

～ 

安全冷却水中間熱交換器 

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

本配管は，膨張槽と安全冷却水中間熱交換器出口配管合流点を接続する配管であ

り，設計基準対象の施設として高レベル廃液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそれ

のある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，膨張槽と安全冷却水中

間熱交換器出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が

発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することから，内部ループの破損の有

無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽の

冷却水を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，本配管の通常運転温

度 ℃を考慮して， ℃とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象の施設と同様

の使用方法であるため， ㎜とする。 
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名 称 
安全冷却水中間熱交換器( )～

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水中間熱交換器( )～安全冷却水ポンプ(

)までをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液等の崩壊熱により溶液が沸

騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )～安全冷却水ポンプ( )までをつなぐ配管であり，冷却

機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水すること

から，内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

また，安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設の最高

使用温度を考慮し とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
安全冷却水ポンプ( )

～プルトニウム精製設備 

最高使用圧力 MPa   

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水ポンプ( )～プルトニウム精製設備までをつ

なぐ配管であり，プルトニウム精製設備の内部ループとして冷却水を循環するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ

( )～プルトニウム精製設備までをつなぐ配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器に可搬型中型移送ポンプによって冷却水をプルトニウム精製設備の

内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備～安全冷却水中

間熱交換器( ) 

最高使用圧力 MPa   

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備～安全冷却水中間熱交換器( )までをつな

ぐ配管であり，プルトニウム精製設備の内部ループとして冷却水を循環するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備

～安全冷却水中間熱交換器( )までをつなぐ配管であり，冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器に可搬型中型移送ポンプによって冷却水をプルトニウム精製設備の内部ル

ープへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
安全冷却水膨張槽( )～安全

冷却水中間熱交換器出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水膨張槽( )～安全冷却水中間熱交換器出口配管合流

点までをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水膨張槽

( )～安全冷却水中間熱交換器出口配管合流点までをつなぐ配管であり，冷

却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水するこ

とから，内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，膨張槽の冷却水を考

慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
安全冷却水中間熱交換器( )～

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水中間熱交換器( )～安全冷却水ポンプ(

)までをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液等の崩壊熱により溶液が沸

騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )～安全冷却水ポンプ( )までをつなぐ配管であり，冷却

機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水すること

から，内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

また，安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設の最高

使用温度を考慮し とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 

144

42682



外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
安全冷却水ポンプ( )

～プルトニウム精製設備 

最高使用圧力 MPa   

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水ポンプ( )～プルトニウム精製設備までをつ

なぐ配管であり，プルトニウム精製設備の内部ループとして冷却水を循環するために

設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ

( )～プルトニウム精製設備までをつなぐ配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器に可搬型中型移送ポンプによって冷却水をプルトニウム精製設備の

内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
プルトニウム精製設備～安全冷却水中

間熱交換器( ) 

最高使用圧力 MPa   

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備～安全冷却水中間熱交換器( )までをつな

ぐ配管であり，プルトニウム精製設備の内部ループとして冷却水を循環するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム精製設備

～安全冷却水中間熱交換器( )までをつなぐ配管であり，冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器に可搬型中型移送ポンプによって冷却水をプルトニウム精製設備の内部ル

ープへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
安全冷却水膨張槽( )～安全

冷却水中間熱交換器出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水膨張槽( )～安全冷却水中間熱交換器出口配管合流

点までをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水膨張槽

( )～安全冷却水中間熱交換器出口配管合流点までをつなぐ配管であり，冷

却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水するこ

とから，内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，膨張槽の冷却水を考

慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
安全冷却水中間熱交換器( )～

安全冷却水ポンプ( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水中間熱交換器( )～安全冷却水ポンプ(

)までをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液等の崩壊熱により溶液が沸

騰するおそれのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )～安全冷却水ポンプ( )までをつなぐ配管であり，冷却

機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水すること

から，内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

また，安全冷却水膨張槽の冷却水を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設として

使用する場合と同様の ， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設の最高

使用温度を考慮し とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ， 

， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

安全冷却水ポンプ( )

～プルトニウム精製設備，精製建屋一

時貯留処理設備 

最高使用圧力 MPa   

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水ポンプ( )～プルトニウム精製設備，精製建

屋一時貯留処理設備までをつなぐ配管であり，プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留処理設備の内部ループとして冷却水を循環するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプ

( )～プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備までをつな

ぐ配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に可搬型中型移送ポンプによって冷却

水をプルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留処理設備の内部ループへ通水するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム精製設備，精製建屋一時

貯留設備～安全冷却水中間熱交換器

( ) 

最高使用圧力 MPa   

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，プルトニウム精製設備，精製建屋一時貯留設備～安全冷却水中間熱交換

器( )までをつなぐ配管であり，プルトニウム精製設備の内部ループとして冷

却水を循環するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム精製設

備，精製建屋一時貯留設備～安全冷却水中間熱交換器( )までをつなぐ配管で

あり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器に可搬型中型移送ポンプによって冷却水をプル

トニウム精製設備の内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，本配管の通常運転圧

力 を考慮して， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ，

， ， とする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名 称 
安全冷却水膨張槽( )～安全

冷却水中間熱交換器出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

  本配管は，安全冷却水膨張槽( )～安全冷却水中間熱交換器出口配管合流

点までをつなぐ配管であり，プルトニウム溶液等の崩壊熱により溶液が沸騰するおそ

れのある機器を冷却するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水膨張槽

( )～安全冷却水中間熱交換器出口配管合流点までをつなぐ配管であり，冷

却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水するこ

とから，内部ループの破損の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，膨張槽の冷却水を考

慮し， とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水ループの

通常運転温度 を上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A− 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ（

）～高レベル濃縮廃液貯蔵系 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までを

つなぐ配管であり，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系を介して第1高レベル濃縮廃液貯

槽へ冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系を

介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水することで，溶液

の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。また，第1高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水ポンプからポンプ出口の弁までは，蒸発乾固の発生防止対策である内部ルー

プへの通水前に膨張槽の液位確認等により，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系の配管・

弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の温

度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

新
R
②

 

160

42698



3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供

給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

新
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名称 
第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ（

）～高レベル濃縮廃液貯蔵系 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までを

つなぐ配管であり，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系を介して第1高レベル濃縮廃液貯

槽へ冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系を

介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水することで，溶液

の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。また，第1高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水ポンプからポンプ出口の弁までは，蒸発乾固の発生防止対策である内部ルー

プへの通水前に膨張槽の液位確認等により，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系の配管・

弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の温

度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ（

）～高レベル濃縮廃液貯蔵系 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までを

つなぐ配管であり，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系を介して第2高レベル濃縮廃液貯

槽へ冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系を

介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液

の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。また，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水ポンプからポンプ出口の弁までは，蒸発乾固の発生防止対策である内部ルー

プへの通水前に膨張槽の液位確認等により，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系の配管・

弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため静水頭とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の温

度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供

給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ（

）～高レベル濃縮廃液貯蔵系 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までを

つなぐ配管であり，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系を介して第2高レベル濃縮廃液貯

槽へ冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水ポンプから高レベル濃縮廃液貯蔵系までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系を

介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液

の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。また，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水ポンプからポンプ出口の弁までは，蒸発乾固の発生防止対策である内部ルー

プへの通水前に膨張槽の液位確認等により，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系の配管・

弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため静水頭とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の温

度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水ポンプ（ ）～第

1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の冷却コイル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプから第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルまで

をつなぐ配管であり，安全冷却水A系を介して第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却

コイルへ冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプから第

1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルまでをつなぐ配管であり，想定される重大

事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水A系を介して「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液の温度を低下させ，

未沸騰状態を維持するために使用する。また，安全冷却水ポンプからポンプ出口の弁まで

は，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，

安全冷却水A系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の温

度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供

給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水ポンプ（ ）～第

1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の冷却コイル 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプから第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルまで

をつなぐ配管であり，安全冷却水B系を介して第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却

コイルへ冷却水を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプから第

1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルまでをつなぐ配管であり，想定される重大

事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水B系を介して「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液の温度を低下させ，

未沸騰状態を維持するために使用する。また，安全冷却水ポンプからポンプ出口の弁まで

は，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，

安全冷却水B系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の

温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供

給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
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名称 
高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ（

）～共用貯蔵系 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプから共用貯蔵系までをつなぐ配管であ

り，高レベル廃液共用貯槽冷却水A系を介して高レベル廃液共用貯槽へ冷却水を供給する

ために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷

却水ポンプから共用貯蔵系までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水A系を介して「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液の温度を低下させ，

未沸騰状態を維持するために使用する。また，高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプからポ

ンプ出口の弁までは，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の

液位確認等により，高レベル廃液共用貯槽冷却水A系の配管・弁等からの漏えいの有無を

確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の

温度が であるため，これを上回る とする。また，一部の配管は の温水を使

用する場合があるため，本配管の最高使用温度は，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供

給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ（

）～共用貯蔵系 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプから共用貯蔵系までをつなぐ配管であ

り，高レベル廃液共用貯槽冷却水B系を介して高レベル廃液共用貯槽へ冷却水を供給する

ために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷

却水ポンプから共用貯蔵系までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水B系を介して「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液の温度を低下させ，

未沸騰状態を維持するために使用する。また，高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプからポ

ンプ出口の弁までは，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の

液位確認等により，高レベル廃液共用貯槽冷却水B系の配管・弁等からの漏えいの有無を

確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の

温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を目安に

とする。

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊2 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊1：水系配管の標準流速を超えるが，当該系統の圧力損失に対して冷却水供

給機能を十分に確保できるため，問題ない。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
安全冷却水ポンプ（ ）～高

レベル廃液ガラス固化設備 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプから高レベル廃液ガラス固化設備までをつなぐ配管であ

り，安全冷却水1A系を介して高レベル廃液ガラス固化設備へ冷却水を供給するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は安全冷却水ポンプから高レ

ベル廃液ガラス固化設備までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中

型移送ポンプによって冷却水を，安全冷却水1A系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持

するために使用する。また，安全冷却水ポンプからポンプ出口の弁までは，蒸発乾固の発

生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，安全冷却水1A系

の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の温

度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
安全冷却水ポンプ（ ）～高

レベル廃液ガラス固化設備 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水ポンプから高レベル廃液ガラス固化設備までをつなぐ配管であ

り，安全冷却水1B系を介して高レベル廃液ガラス固化設備へ冷却水を供給するために設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水ポンプから高

レベル廃液ガラス固化設備までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を，安全冷却水1B系を介して「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維

持するために使用する。また，安全冷却水ポンプからポンプ出口の弁までは，蒸発乾固の

発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，安全冷却水1B

系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。なお，冷却水が流

れない一部の配管の圧力は，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器入口の冷却水の温

度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器

（ ）～第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器から第1高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，安全冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水

中間熱交換器から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプに移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水中間熱交換器から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であ

り，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，

第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷

却水の流れはなく，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が であるた

め，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器

（ ）～第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器から第1高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，安全冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間

熱交換器から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプに移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷

却水中間熱交換器から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，蒸

発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，第1高レ

ベル濃縮廃液貯槽冷却水B系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷

却水の供給前に第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷却水

の流れはなく，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が であるた

め，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器

（ ）～第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器から第2高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換

器から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプに安全冷却水を移送するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水中間熱交換器から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であ

り，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，

第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷

却水の流れはなく，膨張槽が大気開放のため静水頭とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る と

する。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が である

ため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器

（ ）～第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B中間熱交換器から第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交

換器から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプに安全冷却水を移送するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水中間熱交換器から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であ

り，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，

第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷

却水の流れはなく，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る と

する。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が であるた

め，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）～安全冷

却水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，安

全冷却水を安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプに移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器か

ら安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，蒸発乾固の発生防止対策である内部ループ

への通水前に膨張槽の液位確認等により，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系の配管・弁

等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に安全冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷却水の流れはなく，膨

張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水を安全冷却

水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が であるた

め，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）～安全

冷却水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，安

全冷却水を安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプに移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

から安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，蒸発乾固の発生防止対策である内部ル

ープへの通水前に膨張槽の液位確認等により，安全冷却水を安全冷却水B系の配管・弁等

からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に安全冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷却水の流れはなく，膨

張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水を安全冷

却水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が であるた

め，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器（

）～高レベル廃液共用貯槽冷却水ポン

プ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器から高レベル廃液共用貯槽冷却

水ポンプまでをつなぐ配管であり，安全冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交

換器から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプに移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷

却水中間熱交換器から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，蒸

発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，高レ

ベル廃液共用貯槽冷却水A系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷却

水の流れはなく，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高レベル廃液共用貯

槽冷却水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とす

る。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が である

ため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器（

）～高レベル廃液共用貯槽冷却水ポン

プ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器から高レベル廃液共用貯槽冷却

水ポンプまでをつなぐ配管であり，安全冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交

換器から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプに移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷

却水中間熱交換器から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，蒸

発乾固の発生防止対策である内部ループへの通水前に膨張槽の液位確認等により，高レ

ベル廃液共用貯槽冷却水B系の配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷却

水の流れはなく，膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高レベル廃液共用貯

槽冷却水中間熱交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とす

る。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が である

ため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）～安

全冷却水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，

安全冷却水を安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプに移送するために設置す

る。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

から安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，蒸発乾固の発生防止対策である内部ル

ープへの通水前に膨張槽の液位確認等により，安全冷却水1A系の配管・弁等からの漏え

いの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給前に安全冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷却水の流れはなく，

膨張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水中間熱交換

器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が であるた

め，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）～安全

冷却水ポンプ（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，安

全冷却水を安全冷却水中間熱交換器から安全冷却水ポンプに移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

から安全冷却水ポンプまでをつなぐ配管であり，蒸発乾固の発生防止対策である内部ル

ープへの通水前に膨張槽の液位確認等により，安全冷却水1B系の配管・弁等からの漏えい

の有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給前に安全冷却水ポンプ出口の弁で隔離するため，冷却水の流れはなく，膨

張槽が大気開放のため とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水1B中間熱

交換器出口の冷却水の温度が であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水の温度が である

ため，これを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
高レベル濃縮廃液貯蔵系～第1高レベル濃縮廃

液貯槽冷却水中間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器

までをつなぐ配管であり，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系を介して第1高レベル濃縮

廃液貯槽からの冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器に移送するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系

から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定される

重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水A系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却

水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の温

度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
高レベル濃縮廃液貯蔵系～第1高レベル濃縮

廃液貯槽冷却水中間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換

器までをつなぐ配管であり，第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系を介して第1高レベル

濃縮廃液貯槽からの冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器に移送する

ために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系

から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定され

る重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第1高レベル濃縮廃液貯槽冷

却水B系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した

冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の温

度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
高レベル濃縮廃液貯蔵系～第2高レベル濃縮廃

液貯槽冷却水中間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器

までをつなぐ配管であり，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A系を介して第2高レベル濃縮

廃液貯槽からの冷却水を第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器に移送するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系

から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定される

重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水A系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却

水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

新
R
②

 

205

42743



 

名称 
高レベル濃縮廃液貯蔵系～第2高レベル濃縮廃

液貯槽冷却水中間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器

までをつなぐ配管であり，第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B系を介して第2高レベル濃縮

廃液貯槽からの冷却水を第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器に移送するため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル濃縮廃液貯蔵系

から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定される

重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水B系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却

水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の温

度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の冷却コイル～安全冷却水中間熱交換器

（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルから安全冷却水中間熱交換

器までをつなぐ配管であり，安全冷却水A系を介して第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽

の冷却コイルからの冷却水を安全冷却水中間熱交換器に移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液

一時貯槽の冷却コイルから安全冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定され

る重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水A系を介して「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，

溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)の冷却コイル～安全冷却水中間熱交換器

（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルから安全冷却水中間熱交換

器までをつなぐ配管であり，安全冷却水B系を介して第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽

の冷却コイルからの冷却水を安全冷却水B系中間熱交換器に移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液

一時貯槽の冷却コイルから安全冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定され

る重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水B系を介して「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，

溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

  

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準施設の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D
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名称 

迅速流体継手接続口( )入口配管分

岐点～安全冷却水中間熱交換器( )入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，迅速流体継手接続口入口配管分岐点から安全冷却水中間熱交換器入口配管

合流点までをつなぐ配管であり，安全冷却水B系を介して迅速流体継手接続口入口配管分

岐点からの冷却水を安全冷却水B系中間熱交換器に移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口入口

配管分岐点から安全冷却水中間熱交換器入口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定

される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水B系を介して

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水する

ことで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

  

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準施設の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に  

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に とす

る。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
共用貯蔵系～高レベル廃液共用貯槽冷却水中

間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，共用貯蔵系から高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配

管であり，高レベル廃液共用貯槽冷却水A系を介して高レベル廃液共用貯槽からの冷却水

を高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器に移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，共用貯蔵系から高レベル

廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水A系を介して「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，

溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。また，一部の配管は の温水

を使用する場合があるため，本配管の最高使用温度は，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

及び とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

及び とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
共用貯蔵系～高レベル廃液共用貯槽冷却水中

間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，共用貯蔵系から高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配

管であり，高レベル廃液共用貯槽冷却水B系を介して高レベル廃液共用貯槽からの冷却水

を高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器に移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，共用貯蔵系から高レベル

廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水B系を介して「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，

溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ
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ቋ
ଶ

E ൌ
D
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名称 
高レベル廃液ガラス固化設備～安全冷却水中

間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液ガラス固化設備から安全冷却水中間熱交換器までをつなぐ配

管であり，安全冷却水1A系を介して高レベル廃液ガラス固化設備からの冷却水を安全冷

却水中間熱交換器に移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液ガラス固化

設備から安全冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水1A系を介して「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低

下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の温

度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ
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ቋ
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名称 
高レベル廃液ガラス固化設備～安全冷却水

中間熱交換器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液ガラス固化設備から安全冷却水中間熱交換器までをつなぐ配

管であり，安全冷却水1B系を介して高レベル廃液ガラス固化設備からの冷却水を安全冷

却水中間熱交換器に移送するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液ガラス固化

設備から安全冷却水中間熱交換器までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水1B系を介して「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を

低下させ，未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，通常運転圧力が

であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，機器出口の冷却水の

温度が 以下であるため，これを上回る とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

及び とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に

及び とする。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

第2表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽（

）～第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ）入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第 1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽から第 1高レベル濃縮廃液貯槽冷

却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として安全冷

却水の保有量を管理するために設置する第１高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽と安

全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水膨張槽から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ入口配管合流点までをつな

ぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，第1高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽が大気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽（

）～第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ）入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第 1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽から第 1高レベル濃縮廃液貯槽冷

却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として安全冷

却水の保有量を管理するために設置する第１高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽

（ ）と安全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水膨張槽から第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ入口配管合流点までをつな

ぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，第1高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽が大気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第1高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽（

）～第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ）入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，第 2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽から第 2高レベル濃縮廃液貯槽冷

却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として安全冷

却水の保有量を管理するために設置する第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽と安

全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水膨張槽から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ入口配管合流点までをつな

ぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽が大気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽と同じ とする。 

本配管重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽（

）～第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却

水ポンプ（ ）入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，第 2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽から第 2高レベル濃縮廃液貯槽冷

却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として安全冷

却水の保有量を管理するために設置する第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽と安

全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第2高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水膨張槽から第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ入口配管合流点までをつな

ぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽が大気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水膨張槽（ ）～安全冷

却水ポンプ（ ）入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水膨張槽から安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として安全冷却水の保有量を管理するために設置する安全

冷却水膨張槽と安全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水膨張槽から

安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部

ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽が大

気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水膨張槽と同

じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水膨張槽（ ）～安全冷

却水ポンプ（ ）入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水膨張槽から安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として安全冷却水の保有量を管理するために設置する安全

冷却水膨張槽と安全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水膨張槽から

安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部

ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽が大

気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水膨張槽と同

じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽（

）～高レベル廃液共用貯槽冷却水ポン

プ（ ）入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポン

プ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として安全冷却水の保

有量を管理するために設置する高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽と安全冷却水系の

配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽

冷却水膨張槽から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配

管であり，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，高レベル廃液共用貯槽

冷却水膨張槽が大気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高レベル廃液共用貯槽

冷却水膨張槽と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽（

）～高レベル廃液共用貯槽冷却水ポン

プ（ ）入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポン

プ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，設計基準対象の施設として安全冷却水の保

有量を管理するために設置する高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽と安全冷却水系の

配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽

冷却水膨張槽から高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配

管であり，代替安全冷却水系の内部ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，高レベル廃液共用貯槽

冷却水膨張槽が大気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，高レベル廃液共用貯槽

冷却水膨張槽と同じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水膨張槽（ ）～安全冷

却水ポンプ（ ）入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水膨張槽から安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として安全冷却水の保有量を管理するために設置する安全

冷却水膨張槽と安全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水膨張槽から

安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部

ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽が大

気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水膨張槽と同

じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水膨張槽（ ）～安全冷

却水ポンプ（ ）入口配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象の施設 

本配管は，安全冷却水膨張槽から安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管

であり，設計基準対象の施設として安全冷却水の保有量を管理するために設置する安全

冷却水膨張槽と安全冷却水系の配管とを接続するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水膨張槽から

安全冷却水ポンプ入口配管合流点までをつなぐ配管であり，代替安全冷却水系の内部

ループ配管・弁等からの漏えいの有無を確認するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用圧力は，安全冷却水膨張槽が大

気開放のため とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象の施設として使用する本配管の最高使用温度は，安全冷却水膨張槽と同

じ とする。 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象の施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象の施設と同じ とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を設計基準の対象の施設において使用する場合の外径は，標準流速を基に

とする。 

なお，本配管は，重大事故等時における安全冷却水の流れはない。 

第1表 安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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代替安全冷却水系 
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(1) 主配管

1
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

リサイクル槽

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ＊1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

本配管は，迅速流体継手接続口 からリサイクル槽

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによっ

て冷却水をリサイクル槽 へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を

維持するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃（常温）であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm,  

mm, mm, ＊1 mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

2
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注記 ＊1： サンプリングエアリフト分離ポット

を示す。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

 

～ 

計量補助槽 ，計量後中間貯槽

，計量前中間貯槽 及び計

量・調整槽  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ＊1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は， から計量補助槽 ，

計量後中間貯槽 ，計量前中間貯槽 及び計量・調整

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって

冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器へ供給し，溶液の温度

を低下させ未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃（常温）であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm, m

m, ＊1 mmとする。 

4
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊1： サンプリングエアリフト分離ポット

及び サンプリングエアリフト

分離ポット を示す。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

5
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名称 

 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ＊1 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は， から までをつなぐ配管であり，想定

される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポット

へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃（常温）であることから，それを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に， mm, m

m, ＊1 mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

6
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注記 ＊1： サンプリングエアリフト分離ポット

を示す。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

  

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(SUS側)  ／ 

 異材接合部  ／ 

出口(Zr側) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

異材継手 は，中間ポット  に冷却水を供給する配管

の異材接合部に設置する接手であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を中間ポットへ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状

態を維持するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポ

ンプによる冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水

温が  ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

入口(SUS側)及び出口(Zr側）の外径は接続配管と同様の  mmとする。

異材接合部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため，  mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ(  mm)の2

倍，又はSUS配管部(  mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，公称

厚さは  mmとする。 

以上より，異材接合部の外径は，SUS配管部の内径  mmに公称厚さ  mmを考慮

して  mmとする。 

8
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名称 

 

～ 

中間ポット  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

本配管は， から中間ポット までをつなぐ配管であり，

想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポット

へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために設置する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

凝縮器及び予備凝縮器  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

本配管は，迅速流体継手接続口 から凝縮器及び予備凝縮器

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポン

プによって凝縮器及び予備凝縮器 へ冷却水を供給するために設置す

る。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm,  mm

とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

凝縮器及び予備凝縮器入口配管 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，迅速流体継手接続口 から凝縮器及び予備凝縮器入口配

管 までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等

時に可搬型中型移送ポンプによって凝縮器及び予備凝縮器 へ冷却水

を供給するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm,  mm

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

凝縮器及び予備凝縮器  

～ 

迅速流体継手接続口  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，凝縮器及び予備凝縮器 から迅速流体継手接続口

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポン

プによって凝縮器及び予備凝縮器 から冷却水を回収するために設置

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器からの戻り温度

が  ℃なので，それを上回る  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm,  mm

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

凝縮器及び予備凝縮器出口配管 

 

～ 

迅速流体継手接続口  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，凝縮器及び予備凝縮器出口配管 から迅

速流体継手接続口 までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等

時に可搬型中型移送ポンプによって凝縮器及び予備凝縮器 から冷却

水を回収するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，凝縮器からの戻り温度

が  ℃なので，それを上回る  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mm,  mm

とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

16

42796



 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

17

42797



 

 

名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

中間ポット硝酸供給配管 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は，迅速流体継手接続口 から中間ポット硝酸供給配管

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポ

ンプによって冷却水を中間ポット へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰

状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，設計基準対象の施設と同様の で問

題ない。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

中間ポット硝酸供給配管 

 

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

本配管は，中間ポット硝酸供給配管 から まで

をつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水

を中間ポット へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，設計基準対象の施設と同様の で問

題ない。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(SUS側)  ／ 

 異材接合部  ／ 

   出口(Zr側)      

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

異材継手 は，中間ポット  の冷却ジャケットに冷却水

を通水する配管の異材接合部に設置する接手であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポットの冷却水ジャケットへ供給

し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。  

  

1. 最高使用圧力の設定根拠  

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポ

ンプによる冷却水の供給圧が  MPaであるため，設計基準対象の施設と同様の

で問題ない。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水

温が  ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

入口（SUS側）及び出口（Zr側）の外径は接続配管と同様の  mmとする。 

異材接合部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため，  mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ(  mm)の2

倍，又はSUS配管部(  mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，公称

厚さは  mmとする。 

以上より，異材接合部の外径は，SUS配管部の内径  mmに公称厚さ  mmを考慮

して  mmとする。 
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名称 

 

～ 

中間ポット  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

本配管は， から中間ポット までをつなぐ配管であり，想

定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポット

へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，設計基準対象の施設と同様の で問

題ない。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

（mm） （mm） （A） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 

迅速流体継手接続口  

～ 

 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

本配管は，迅速流体継手接続口 から までをつなぐ配管

であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポット

へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプ

による冷却水の供給圧が  MPaであるため，これを上回る  MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

 ℃（常温）であることから，それを上回る  ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に，  mmとする。

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

（mm） （mm） （mm） （m2） （m3/h） （m/s） （m/s） 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 

入口(SUS側)  ／ 

 異材接合部  ／ 

出口(Zr側) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

異材継手 は，中間ポット  の冷却ジャケットに冷却水

を通水する配管の異材接合部に設置する接手であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を中間ポットの冷却水ジャケットへ供給

し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。  

1. 最高使用圧力の設定根拠

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポ

ンプによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本異材継手を重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，注水に使用する水

温が ℃（常温）であることから，それを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

入口（SUS側）及び出口（Zr側）の外径は接続配管と同様の mmとする。

異材接合部の外径は，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を

確保するため， mmとする。 

異材継手を構成する材料は，ステンレス鋼母材とTa，高延性Zr及びZrの合わせ材で

あり，接合配管部のステンレス鋼及びZrと比べてTa及び高延性Zrは低強度の材料を用

いる事としている為，異材接合部の厚さを両側配管の厚さ以上とすることで強度を確

保するものとしている。異材接合部の公称厚さは，Zr配管部の公称厚さ( mm)の2

倍，又はSUS配管部( mm)の公称厚さの3倍の値のうちいずれか大きい値とし，公称

厚さは  mmとする。 

以上より，異材接合部の外径は，両側配管の内径  mmに公称厚さ  mmを考慮

して  mmとする。 
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名称 
代替安全冷却水用2m，20m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
86(予備として故障時のバックアップ

を250) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【内部ループへの通水による冷却】

重大事故等対処設備としての内部ループへの通水用ホースは，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループ

に通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止する。系統構成は，内部ループ配

管・弁，冷却ジャケット配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース及び

可搬型排水受槽で構成する。 

【貯槽等への注水】 

重大事故等対処設備としての貯槽等への注水用ホースは，【内部ループへの通水に

よる冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器へ注水することで放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を

防止する。系統構成は，機器注水配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

【冷却コイル等への通水による冷却】 

重大事故等対処設備としての冷却ジャケットへの通水用ホースは，【内部ループへ

の通水による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器の冷却ジャケットへ通水することで，内包する溶液を未沸騰

状態に維持する。系統構成は，内部ループ配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬

型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース及び可搬型排水受槽で構成する。 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故等対処設備としてのセル導出設備の凝縮器への通水用ホースは，【内部ル

ープへの通水による冷却】が機能しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器に通水す

ることで「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の

沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮するための流路として設置する。系統構成は，冷却水
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配管・弁(凝縮器)，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽，代替

換気設備の凝縮器及び予備凝縮器で構成する。 

(1)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

(2)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ ℃とする。  

(3)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に86本保管し，故障時のバックアップを205本保管する。 
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

安全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発

乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器入口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器入口配管

分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固

が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

安全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発

乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器入口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器入口配管

分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固

が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

安全冷却水ポンプ出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

安全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発

乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， 3㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器入口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器入口配管

分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固

が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

弁( )出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

弁出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

43

42823



名称 

弁( )出口配管合流点 

～ 

安全冷却水ポンプ出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁出口配管合流点と安

全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾

固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器入口配管分岐点 

～ 

弁( )入口配管分岐点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器入口配管

分岐点と弁入口配管分岐点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が

発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( )入口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁入口配管分岐点と迅

速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

弁( )出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

弁出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42830



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( )出口配管合流点 

～ 

安全冷却水ポンプ出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁出口配管合流点と安

全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾

固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器入口配管分岐点 

～ 

弁( )入口配管分岐点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器入口配管

分岐点と弁入口配管分岐点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が

発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( )入口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁入口配管分岐点と迅

速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

弁( )出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

弁出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( )出口配管合流点 

～ 

安全冷却水ポンプ出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁出口配管合流点と安

全冷却水ポンプ出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾

固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

中間熱交換器入口配管分岐点 

～ 

弁( )入口配管分岐点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，中間熱交換器入口配管

分岐点と弁入口配管分岐点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が

発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42842



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

弁( )入口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

  重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁入口配管分岐点と迅

速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した

場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

   

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

64

42844



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

中間熱交換器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

中間熱交換器入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固

が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器

である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水するこ

とで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

蒸気発生器出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

蒸気発生器出口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪失による蒸発乾固が

発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器で

ある高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ループへ通水すること

で，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コ

イルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失

による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コイ

ルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42852



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失

による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ルー

プへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42854



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失

による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ルー

プへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42856



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ル

ープへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42858



3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ル

ープへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コ

イルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42862



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失

による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している冷却コイ

ルへ通水することで，高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を未沸騰状態に維持するた

めに使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42864



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失

による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ルー

プへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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42866



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶冷却コイル 

出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪失

による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器である高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液を冷却している内部ルー

プへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

88

42868



 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～溶解液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

溶解液中間貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止

のため，溶解液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～溶解液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

溶解液中間貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止

のため，溶解液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42873



 

 

 

 

名称 
迅速流体継手接続口( )

～溶解液中間貯槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

溶解液中間貯槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，溶解液中間貯槽の冷却コイルに

通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶解液中間貯

槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

95

42875



 

 

 

 

名称 
溶解液中間貯槽出口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液中間貯槽出口配

管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，溶解液中間貯槽の冷却コイルに

通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶解液中間貯

槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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42876



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～溶解液中間貯槽冷却コイル入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

溶解液中間貯槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，溶解液中間貯槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶

解液中間貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解液中間貯槽冷却コイル出口配

管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液中間貯槽冷却コ

イル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，溶解液中間貯槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶

解液中間貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42881



名称 

迅速流体継手接続口( )

～溶解液供給槽冷却コイル入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

溶解液供給槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，溶解液供給槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶解液

供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

102
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42883



 

 

 

 

名称 

溶解液供給槽冷却コイル出口配管

分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液供給槽冷却コイ

ル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，溶解液供給槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶解液

供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温 ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

105

42885



 

 

 

 

名称 

迅速流体継手接続口( )

～溶解液供給槽冷却コイル入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

溶解液供給槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，溶解液供給槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶解液

供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

溶解液供給槽冷却コイル出口配管

分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，溶解液供給槽冷却コイ

ル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，溶解液供給槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する溶解液

供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

108

42888



 

 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

109

42889



 

 

 

 

名称 
迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止の

ため，抽出廃液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液受槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止の

ため，抽出廃液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42893



名称 
迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液中間貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防

止のため，抽出廃液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持する

ために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液中間貯槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液中間貯槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液中間貯槽

の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る抽出廃液中間貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液受槽冷却コイル入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液受槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液受槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽出廃

液受槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

抽出廃液受槽冷却コイル出口配管

分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液受槽冷却コイ

ル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液受槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽出廃

液受槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

抽出廃液中間貯槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液中間貯槽冷却

コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液中間貯槽

の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る抽出廃液中間貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

123

42903



名称 

抽出廃液受槽冷却コイル出口配管

分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液受槽冷却コイ

ル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液受槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽出廃

液受槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

125

42905



名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液受槽冷却コイル入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液受槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液受槽の冷却コ

イルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽出廃

液受槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

126

42906



 

 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

127

42907



 

 

 

 

名称 

抽出廃液中間貯槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液中間貯槽冷却

コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液中間貯槽

の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る抽出廃液中間貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液中間貯槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液中間貯槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液中間貯槽

の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る抽出廃液中間貯槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止

のため，抽出廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液供給槽冷却コイル入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液供給槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液供給槽冷却コイル入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液供給槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42917



名称 

抽出廃液供給槽冷却コイル出口配

管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽冷却コ

イル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

138

42918



 

 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

抽出廃液供給槽冷却コイル出口配

管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽冷却コ

イル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液供給槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止

のため，抽出廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

抽出廃液供給槽冷却コイル出口配

管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽冷却コ

イル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

145

42925



 

 

 

 

名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液供給槽冷却コイル入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液供給槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～抽出廃液供給槽冷却コイル入口

配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

抽出廃液供給槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

抽出廃液供給槽冷却コイル出口配

管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，抽出廃液供給槽冷却コ

イル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，抽出廃液供給槽の冷

却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する抽

出廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( ) 

～弁( )出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

弁出口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防

止のため，第7一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )出口配管合流点 

～第7一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁出口配管合流点と第

7一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防

止のため，第7一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

155

42935



 

 

 

名称 
迅速流体継手接続口( ) 

～弁( )出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

弁出口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防

止のため，第1一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
弁( )出口配管合流点 

～第1一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁出口配管合流点と第

1一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防

止のため，第1一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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42938



 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42939



 

 

 

 

名称 

迅速流体継手接続口( )

～第1一時貯留処理槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第1一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の拡大防止のため，第1一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42941



 

 

 

 

名称 

迅速流体継手接続口( )

～溶解液中間貯槽セル漏えい液受

皿3スチームジェットポンプシール

ポット( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

溶解液中間貯槽セル漏えい液受皿3スチームジェットポンプシールポットをつなぐ配

管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第7一時貯留処理槽

へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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42942



 

 

 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42943



 

 

 

 

名称 

迅速流体継手接続口( )

～第7一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第7一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第7一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第7一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42945



 

 

 

 

名称 

第7一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第7一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第7一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第7一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

166

42946



外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

167

42947



 

 

 

 

名称 

迅速流体継手接続口( )

～第7一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第7一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第7一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第7一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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42948



外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

E ൌ
D

3600 ∙ C

169

42949



 

 

 

 

名称 

第7一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第7一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第7一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第7一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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42951



 

 

 

 

名称 

第1一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第1一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第1一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第1一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第1一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第1一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第1一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第1一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第1一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第1一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第1一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第1一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第1一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第1一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～ウラン洗浄塔流量計測ポット

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

ウラン洗浄塔流量計測ポットをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の拡大防止のため，第8一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
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E ൌ
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名称 

ウラン洗浄塔エアリフトポンプバ

ッファチューブ( )～第8

一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，ウラン洗浄塔エアリフ

トポンプバッファチューブと第8一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ配管であ

り，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第8一時貯留処理槽へ注水

し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
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E ൌ
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名称 
迅速流体継手接続口( ) 

～弁( )出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

弁出口配管合流点をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防

止のため，第8一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B
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ൠ
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E ൌ
D
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名称 
弁( )出口配管合流点 

～第8一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，弁出口配管合流点と第

8一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防

止のため，第8一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B
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E ൌ
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第8一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第8一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第8一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第8一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B
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ൠ
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E ൌ
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3600 ∙ C
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名称 

第8一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第8一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第8一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第8一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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∙
ሺA െ 2 ∙ B
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第8一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第8一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第8一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第8一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名称 

第8一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第8一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第8一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第8一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～第4一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第4一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大

防止のため，第4一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～第3一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第3一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大

防止のため，第3一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第7一時貯留処理槽エアリフトポ

ンプ分離ポット( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第7一時貯留処理槽エアリフトポンプ分離ポットをつなぐ配管であり，「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第7一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度

を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第4一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第4一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第4一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第4一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第3一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第3一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第3一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第3一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第4一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第4一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第4一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第4一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第3一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第3一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第3一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第3一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第3一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第3一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第3一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第3一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第3一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第3一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第3一時貯留処理

槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する第3一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第3一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第3一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第3一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第3一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第4一時貯留処理槽冷却コイル入口

配管合流点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第4一時貯留処理槽冷

却コイル入口配管合流点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第4一時貯留処

理槽の冷却コイルに通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する第4一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手接続口( )

～第6一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第6一時貯留処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大

防止のため，第6一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第6一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第6一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第6一時貯留処

理槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第6一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第6一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第6一時貯留処理

槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第6一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第6一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第6一時貯留処理

槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第6一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第6一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第6一時貯留処理

槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第6一時貯留処理槽冷却コイル入

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第6一時貯留処理槽冷却コイル入口配管合流点をつなぐ配管であり，第6一時貯留処理

槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第6一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第6一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第6一時貯留処

理槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第6一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第6一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第6一時貯留処

理槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

232

43012



 

 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第6一時貯留処理槽冷却コイル出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第6一時貯留処理槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口をつなぐ配管であり，第6一時貯留処

理槽の冷却コイル(ジャケット)に通水することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第6一時貯留処理槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

235

43015



 

 

 

 

名称 

ノズル( ) 

～ 

溶解液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，ノズルと溶解液供給槽

を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポン

プによって冷却水を溶解液供給槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～TBP洗浄塔流量計測ポット(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

TBP洗浄塔流量計測ポットをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の拡大防止のため，抽出廃液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )

～第2洗浄塔流量計測ポット(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第2洗浄塔流量計測ポットをつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の拡大防止のため，第1一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第2洗浄塔エアリフトポンプバッフ

ァチューブ( )～第1一時

貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第2洗浄塔エアリフト

ポンプバッファチューブ( )と第1一時貯留処理槽入口配管合流点をつなぐ

配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第1一時貯留処理

槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

242

43022



 

 

 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

ノズル( ) 

～ 

第7一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，ノズルと第7一時貯留処

理槽を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送

ポンプによって冷却水を第7一時貯留処理槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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43024



 

 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

ノズル( ) 

～ 

第4一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，ノズルと第4一時貯留処

理槽を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送

ポンプによって冷却水を第4一時貯留処理槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態

を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽供給液 

脈動整定ポット( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液供給槽供給液脈動整定ポットを接続する配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液濃縮缶へ

供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽供給液 

脈動整定ポット( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液供給槽供給液脈動整定ポットを接続する配管であり，「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液濃縮缶へ

供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

供給ポット( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

供給ポットを接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中

型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液供給槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未

沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液供給槽を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液供給槽へ供給し，溶液の温度を低

下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽 

冷却コイル入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液供給槽冷却コイル入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コ

イルへ通水することで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液供給槽 

冷却コイル出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液供給槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コ

イルへ通水することで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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43038



 

 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽 

冷却コイル入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液供給槽冷却コイル入口配管合流点を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コ

イルへ通水することで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 

 

260

43040



 

 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液供給槽 

冷却コイル出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液供給槽冷

却コイル出口配管分岐点と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，冷却機能の喪

失による蒸発乾固が発生した場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器である高レベル廃液供給槽に内包する溶液を冷却している冷却コ

イルへ通水することで，高レベル廃液供給槽に内包する溶液を未沸騰状態に維持する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液供給槽を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液供給槽へ供給し，溶液の温度を低

下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管(迅速流体継手接続口から )を重大事故等時において使用

する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

本配管( から濃縮廃液抜出スチームジェットポンプ漏えい検知

ポット)を重大事故等時において使用する場合の圧力は，経路上のUシールを考慮して

静水頭とする。 

本配管(濃縮廃液抜出スチームジェットポンプ漏えい検知ポットから高レベル廃液

供給槽)を重大事故等時において使用する場合の圧力は，濃縮廃液抜出スチームジェ

ットポンプ漏えい検知ポットで となるため， とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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43044



 

 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

高レベル廃液濃縮缶凝縮器を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発

生時に伴い，発生する蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の高レベル廃液濃

縮缶凝縮器に冷却水を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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43046



 

 

 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器( ) 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液濃縮缶凝

縮器と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発

生時に伴い，発生する蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の高レベル廃液濃

縮缶凝縮器に冷却水を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜， ㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

第1エジェクタ凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

第1エジェクタ凝縮器を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時

に伴い，発生する蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の第1エジェクタ凝縮

器に冷却水を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

第1エジェクタ凝縮器( ) 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1エジェクタ凝縮器と

迅速流体継手接続口を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に

伴い，発生する蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の第1エジェクタ凝縮器

に冷却水を供給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜，

㎜とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( )  

～ 

凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

凝縮器を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に伴い，発生す

る蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の凝縮器に冷却水を供給するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口( ) 

～ 

凝縮器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口と

凝縮器入口配管合流点を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時

に伴い，発生する蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の凝縮器に冷却水を供

給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器( ) 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器と迅速流体継手

接続口を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に伴い，発生す

る蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の凝縮器に冷却水を供給するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に 3㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

凝縮器出口配管分岐点 

～ 

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器出口配管分岐点

と迅速流体継手接続口を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時

に伴い，発生する蒸気を凝縮水として回収するため，代替換気設備の凝縮器に冷却水を供

給するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～溶解液中間貯槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と溶解液中間貯

槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，溶解

液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 三方弁～溶解液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と溶解液供給槽

をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，溶解液

供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～抽出廃液中間貯槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と抽出廃液中間

貯槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，抽

出廃液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～抽出廃液供給槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と抽出廃液供給

槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，抽出

廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～抽出廃液供給槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と抽出廃液供給

槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，抽出

廃液供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～第1一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と第1一時貯留

処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，

第1一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
三方弁～第8一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と第8一時貯留

処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，

第8一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

295

43075



 

 

 

 

名称 
三方弁～第6一時貯留処理槽(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と第6一時貯留

処理槽をつなぐ配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，

第6一時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使

用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ B

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

三方弁 

～ 

高レベル廃液供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，三方弁と高レベル廃液

供給槽を接続する配管であり，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移

送ポンプによって冷却水を高レベル廃液供給槽へ供給し，溶液の温度を低下させ未沸騰

状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力 MPaを考慮し MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が ℃

であることから，それを上回る ℃とする。 
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3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に ㎜とす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ(1 )

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手(

)から安全冷却水ポンプ( )出口配管( )合流点ま

でをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生

した際に，可搬型中型移送ポンプによって冷却水をプルトニウム精製設備の内部ルー

プへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 
外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

安全冷却水中間熱交換器( )入

口配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )入口配管分岐点から迅速流体継手( )までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中

型移送ポンプによって冷却水をプルトニウム精製設備の内部ループへ通水するために

使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ( 1 )

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手(

)から安全冷却水ポンプ( )出口配管( )合流点ま

でをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生

した際に，可搬型中型移送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

安全冷却水中間熱交換器( )入

口配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )入口配管分岐点～迅速流体継手( )までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移

送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ( ， )

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手(

)～安全冷却水ポンプ( ， )出口配管合流点までをつなぐ配管で

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

安全冷却水中間熱交換器( )入

口配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )入口配管分岐点～迅速流体継手( )までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移

送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

310

43090



C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

 

  

311

43091



名 称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ( ， )

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～安全冷却水ポンプ( ， )出口配管合流点までをつなぐ

配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全冷却水中間熱交換器( )入

口配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管で

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ( ，

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～安全冷却水ポンプ( ， )出口配管合流点までをつなぐ

配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全冷却水中間熱交換器( )入

口配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管で

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ( ， )

出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～安全冷却水ポンプ( ， )出口配管合流点までをつなぐ

配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を内部ループへ通水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

安全冷却水中間熱交換器( )入

口配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換

器( )入口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管で

あり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を機器へ注水するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽( )までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム濃

縮液計量槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム

濃縮液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，リサイクル槽へ注水し，溶液

の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液受槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム濃縮

液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム

濃縮液一時貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～油

水分離槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～油水分離槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，油水分離槽へ注水し，溶液の

温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

３一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第３一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰

により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第３一時貯留処理槽へ

注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

21.7 2.5 15 0.000219 0.05400 0.069 ～2.5 

27.2 2.5 20 0.000387 0.05400 0.039 ～2.5 

34.0 3.0 25 0.000616 0.05400 0.025 ～2.5 

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮缶供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮缶供給槽( )までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム濃

縮缶供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，34.0 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液受槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受

槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，希釈槽へ注水し，溶液の温度を低下

させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液一時貯槽( )までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム溶

液一時貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

２一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰

により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第２一時貯留処理槽へ

注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

１一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口(

)～第１一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰によ

り「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第１一時貯留処理槽へ注水

し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～予

備凝縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～予備凝縮器( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポンプによって

冷却水をセル導出設備の予備凝縮器へ通水し，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～予

備凝縮器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～予備凝縮器入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰によ

り「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポンプによっ

て冷却水をセル導出設備の予備凝縮器へ通水し，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝

縮するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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名 称 
予備凝縮器( )～迅速流体継手

接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，予備凝縮器( )

～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポンプによって冷却

水をセル導出設備の予備凝縮器へ通水し，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
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1000
ൠ
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名 称 
予備凝縮器出口配管分岐点～予備迅速

流体継ぎ手接続口( )合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，予備凝縮器出口配管分

岐点～予備迅速流体継ぎ手接続口( )合流点までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポ

ンプによって冷却水をセル導出設備の予備凝縮器へ通水し，溶液の沸騰に伴い発生す

る蒸気を凝縮するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～凝

縮器( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～凝縮器( )合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポンプによって

冷却水をセル導出設備の予備凝縮器へ通水し，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～凝

縮器入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～凝縮器入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポンプによって

セル導出設備の凝縮器への通水に使用した排水を，水供給設備に移送するために設置

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
凝縮器( )～迅速流体継手接続

口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器( )～迅

速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポンプによって冷却水を

セル導出設備の予備凝縮器へ通水し，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮するため

に使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 
凝縮器出口配管分岐点～迅速流体継手

接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器出口配管分岐点

～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，可搬型中型移送ポンプによってセル

導出設備の凝縮器への通水に使用した排水を，水供給設備に移送するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 
第１一時貯留処理槽入口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第１一時貯留処理槽入

口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～第１一時貯留処理槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～第１一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第1一

時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )出口

配管合流点～第１一時貯留処理槽

( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )出口配管合流点～第１一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第1一

時貯留処理槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

1一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第1一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第1一時貯留処理

槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に21.7mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

１一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第１一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
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3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

１一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第１一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
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名 称 
第１一時貯留処理槽出口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第１一時貯留処理槽出

口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
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∙
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

１一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第１一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第１一時貯留処理

槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
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∙
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名 称 
第２一時貯留処理槽出口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第２一時貯留処理槽出

口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
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∙
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

２一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰

により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第２一時貯留処理槽へ

注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

２一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

２一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第２一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
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名 称 
第２一時貯留処理槽出口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第２一時貯留処理槽出

口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が Paであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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∙
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名 称 
第３一時貯留処理槽出口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第３一時貯留処理槽出

口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

３一時貯留処理槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第３一時貯留処理槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰

により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，第３一時貯留処理槽へ

注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

３一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第３一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～第

３一時貯留処理槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～第３一時貯留処理槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
第３一時貯留処理槽出口配管分岐点～

迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第３一時貯留処理槽出

口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に

防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

400

43180



E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

401

43181



名 称 
油水分離槽出口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，油水分離槽出口配管分

岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～油

水分離槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～油水分離槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，油水分離槽へ注水し，溶液の

温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～油

水分離槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～油水分離槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰によ

り「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包す

る溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～油

水分離槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～油水分離槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰によ

り「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包す

る溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止す

るために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
油水分離槽出口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，油水分離槽出口配管分

岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
油水分離槽出口配管分岐点～迅速流体

継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，油水分離槽出口配管分

岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液受槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸

騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム溶液受

槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機

器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未

然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
プルトニウム溶液受槽出口配管分岐点

～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム溶液受槽

出口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器

に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然

に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮缶供給槽出口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮缶供

給槽出口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮缶供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮缶供給槽( )までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム濃

縮缶供給槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮缶供給槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮缶供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮缶供給槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮缶供給槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮缶供給槽出口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮缶供

給槽出口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルト二ウム濃縮液受槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム濃縮液受槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の

沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルト二ウム濃縮

液受槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルト二ウム濃縮液受槽出口配管合流

点～迅速流体継手接続口(

， ， ， ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルト二ウム濃縮液受

槽出口配管合流点～迅速流体継手接続口( ， ， ， )までを

つなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した

際に，発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水すること

で，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液受槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

442

43222



E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

  

443

43223



名 称 
迅速流体継手接続口(1431-Y0664)～プ

ルト二ウム溶液一時貯槽(1431-V15) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルト二ウム溶液一時貯槽( )までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルト二ウム溶

液一時貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルト二ウム溶液一時貯槽出口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルト二ウム溶液一時

貯槽出口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液一時貯槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム溶液一時貯槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム溶液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルト二ウム溶液一時貯槽出口配管分

岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルト二ウム溶液一時

貯槽出口配管分岐点～迅速流体継手接続口( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する

機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，リサイクル槽へ注水し，溶液

の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

リサイクル槽出口配管合流点～迅速流

体継手接続口( ， ，

， ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，リサイクル槽出口配管

合流点～迅速流体継手接続口( ， ， ， )までをつなぐ配管

であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生

を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾

固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包

する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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E ൌ
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包

する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包

する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D
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463

43243



名 称 
迅速流体継手接続口( )～リ

サイクル槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～リサイクル槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰に

より「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包

する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止

するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
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465

43245



名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽( )までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，希釈槽へ注水し，溶液の温度を低下

させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

       

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ
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ൠ
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E ൌ
D
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名 称 

希釈槽出口配管合流点～迅速流体継手

接続口( ， ， ，

) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，希釈槽出口配管合流点

～迅速流体継手接続口( ， ， ， )までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm 21.7 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
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E ൌ
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
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E ൌ
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～希

釈槽入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～希釈槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定する機器に内包する

溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防止する

ために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
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E ൌ
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム

濃縮液一時貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ
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名 称 

プルトニウム濃縮液一時貯槽出口配管

合流点～迅速流体継手接続口(

， ， ， ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液一

時貯槽出口配管合流点～迅速流体継手接続口( ， ， ， )ま

でをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生

した際に，発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水する

ことで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口(1 )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液一時貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽( )

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ， ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽( )までをつなぐ配管であり，溶液

の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム濃

縮液計量槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mm， mmとする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

       

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

プルトニウム濃縮液計量槽出口配管合

流点～迅速流体継手接続口(

， ， ， ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液計

量槽出口配管合流点～迅速流体継手接続口( ， ， ， )まで

をつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生し

た際に，発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水するこ

とで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流

点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃ 60 

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液計量槽入口配管合流点までをつなぐ配管であり，

溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮定す

る機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の発生

を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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名 称 
迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽( ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm ，  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽( )までをつなぐ配管であり，溶

液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の拡大防止のため，プルトニウム

濃縮液中間貯槽へ注水し，溶液の温度を低下させ未沸騰状態を維持するために使用す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，

mmとする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

        

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

プルトニウム濃縮液中間貯槽出口配管

合流点～迅速流体継手接続口(

， ， ， ) 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，プルトニウム濃縮液中

間貯槽出口配管合流点～迅速流体継手接続口( ， ， ， )ま

でをつなぐ配管であり，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生

した際に，発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水する

ことで，蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ

 

506

43286



E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名 称 

迅速流体継手接続口( )～プ

ルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合

流点 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

外径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口

( )～プルトニウム濃縮液中間貯槽入口配管合流点までをつなぐ配管であ

り，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾固」が発生した際に，発生を仮

定する機器に内包する溶液を冷却している冷却コイルへ通水することで，蒸発乾固の

発生を未然に防止するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの吐

出圧力が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃(常温)であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mmとす

る。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

        

 
注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ π ∙ ൜
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ൠ
ଶ
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E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
給水・排水用 m 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

個数 － 
149(予備として故障時のバックアッ

プを275) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

【内部ループへの通水による冷却】 

重大事故時に代替安全冷却水系としての使用する本ホースは,「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループに

通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止するために使用する。 

 

【貯槽等への注水】 

重大事故時に代替安全冷却水系として使用する本ホースは,【内部ループへの通水

による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器へ注水することで放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行

を防止するために使用する。 

 

【冷却コイル等への通水による冷却】 

重大事故時に代替安全冷却水系として使用する本ホースは,【内部ループへの通水

による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器の冷却コイルへ通水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持

するために使用する。 

 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故時に代替安全冷却水系として使用する本ホースは,【内部ループへの通水

による冷却】が機能しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器に通水することで「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発

生する蒸気を凝縮するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が MPaであるため，これを上回る MPaとする。 

514

43294



 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ ℃とする。  

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に149本保管し，予備として故障時のバックアップを建屋内に67本，建屋外に208本保

管する。 

 

   

515
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脱
 
A
 

（３） 主配管
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名称 
迅速流体継手 ～迅速

流体継手 入口配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内に MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮し

MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手 入口配

管～安全冷却水系配管

溶液系分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 ～  

     ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～迅速

流体継手 入口配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手 入口配

管～安全冷却水系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水系配管 溶液

系合流点～迅速流体継手

出口配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃

であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mmとする。 
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43302



 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 ～  

     ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 出口配

管～迅速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃

であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 

安全冷却水系配管 分岐

点～迅速流体継手 出

口配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃

であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 
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外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 出口配

管～迅速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

本配管は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，「冷却機能の喪失による蒸

発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃

であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

 

529
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手   

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，硝酸プルトニウム貯槽に内

包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃

とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を硝酸プルトニウム貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，硝酸プルトニウム貯槽に内

包する溶液を冷却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃

とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，混合槽に内包する溶液を冷

却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，混合槽に内包する溶液を冷

却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，混合槽に内包する溶液を冷

却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を混合槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，混合槽に内包する溶液を冷

却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を一時貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～溶液系配管

合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を一時貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を一時貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，一時貯槽に内包する溶液を

冷却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
溶液系配管 分岐点～迅

速流体継手  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の冷却コイル等への通水による冷却として使用す

る本配管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1

貯水槽の水を一時貯槽の冷却ジャケットに通水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧 MPa を建屋内にて MPa に減圧し供給するため，余裕を考慮

し MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，一時貯槽に内包する溶液を

冷却している冷却水出口温度が ℃であることから，余裕を考慮し ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に，

mm とする。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

    

 
 

～  
     

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～硝酸プルト

ニウム貯槽  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を硝酸プルトニウム貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～混合槽

 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～混合槽

 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～一時貯槽

 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を一時貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～硝酸

プルトニウム貯槽  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を硝酸プルトニウム貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

   

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

       ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～混合

槽  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

   

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

       ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～混合

槽  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を混合槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

   

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

       ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～一時

貯槽  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用する本配

管は，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するため，第 1貯水槽

の水を一時貯槽に注水するために使用する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

   

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

       ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～凝縮

器  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器へ通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃(常温)であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
凝縮器 ～迅速流体継手

 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器に通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，代替換気設備のセル導出設

備の凝縮器に通水された冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるため，そ

れを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
迅速流体継手 ～予備

凝縮器  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器に通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

℃( )であることから，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
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名称 
予備凝縮器 ～迅速流体継手

 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故対処設備 

重大事故等時に凝縮水の回収に使用する本配管は，【内部ループへの通水による冷

却】が機能しなかった場合に，第 1 貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器に通水するこ

とで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰

に伴い発生する蒸気を凝縮水として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用

する。 

 

(1) 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによ

る冷却水の供給圧が MPa であるため，これを上回る MPaとする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，代替換気設備のセル導出設

備の予備凝縮器に通水された冷却水が混合ガスとの熱交換により ℃以下となるた

め，それを上回る ℃とする。 

 

(3) 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に， mmと

する。 

 

外径 

A 

（mm） 

厚さ 

B 

（mm） 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

(m3/h) 

流速＊ 

E 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

      ～  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C = π ∙ �
1
2
∙

(A − 2 ∙ B)
1000

�
2

 

E =
D

3600 ∙ C
 

555

43335



名称 代替安全冷却水用 20ｍ可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 
－ 84(予備として故障時のバックアップを 44

本) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系の内部ループへの通水による冷却として使用する

ホースは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液

を冷却するため，第 1貯水槽の水を内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を

未然に防止するための流路として使用する。 

 

【貯槽等への注水】 

重大事故等対処設備に代替安全冷却水系の貯槽等への注水による冷却として使用す

るホースは，【内部ループへの通水による冷却】が機能しなかった場合に，第 1貯水槽

の水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に注水することで，

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するための流路として使用す

る。 

 

【冷却コイル等への通水による冷却】 

重大事故等対処設備に代替安全冷却水系の冷却ジャケットへの通水による冷却とし

て使用するホースは，【内部ループへの通水による冷却】が機能しなかった場合に，第

1貯水槽の水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の冷却ジャケ

ットへ通水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持するための流路として使用

する。 

 

【セルへの導出経路の構築】 

重大事故等対処設備に代替安全冷却水系のセル導出設備の凝縮器への通水による冷

却として使用するホースは，【内部ループへの通水による冷却】が機能しなかった場合

に，第 1貯水槽の水を凝縮器又は予備凝縮器に通水することで，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮水

として漏えい液受皿等に回収するための流路として使用する。 
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(1) 最高使用圧力の設定根拠 

内部ループへの通水用ホース及び冷却ジャケットへの通水用ホースを重大事故等時

において使用する場合の最高使用圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧

を MPaに減圧し供給するため，余裕を考慮し MPaとする。また，貯槽等への注

水用ホース及びセル導出設備の凝縮器への通水用ホースを重大事故等時において使用

する場合の最高使用圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷却水の供給圧が MPa で

あるため，これを上回る MPa とする。 

 

(2) 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，可搬型中型移送ポ

ンプの最高使用温度と同じ ℃とする。 

 

(3) 個数の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の個数は，対策に必要な 84 本(建屋

内に内部ループへの通水用 14本，貯槽等への注水用 10本，セル導出設備の凝縮器への

通水用 14本，更にそれぞれ同数を 1 セット，建屋外に内部ループへの通水用と兼用す

る冷却ジャケットへの通水用 8 本(4 本に同数を 1 セット))保管し，故障時のバックア

ップを 44本(建屋内に内部ループへの通水用 2本，貯槽等への注水用 2本，セル導出設

備の凝縮器への通水用 2本，建屋外に内部ループへの通水用 14本，貯槽等への注水用

10本，セル導出設備の凝縮器への通水用 14本)保管する。 
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名称 

第 1代替安全冷却水入口配管上流側接続口(フ

ランジ)～第 1代替安全冷却水入口配管下流側

接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 1 代替安全冷却水入口

配管上流側接続口(フランジ)から第 1 代替安全冷却水入口配管下流側接続口(フランジ)

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷

却水を高レベル廃液ガラス固化建屋内の「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する各機器に供給することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管重大事故等時において使用する場合の温度は，供給する冷却水の水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 

代替安全冷却水出口配管上流側接続口(フラン

ジ)～代替安全冷却水出口配管下流側接続口

(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，代替安全冷却水出口配管

上流側接続口(フランジ)から代替安全冷却水出口配管下流側接続口(フランジ)までをつ

なぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高

レベル廃液ガラス固化建屋内の「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する各機

器に供給することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，供給する冷却水の水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 

第 1代替安全冷却水入口中継配管上流側接続

口(フランジ)～第 1代替安全冷却水入口中継

配管下流側接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 1 代替安全冷却水入口

中継配管上流側接続口(フランジ)から第 1代替安全冷却水入口中継配管下流側接続口(フ

ランジ)までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによ

って冷却水を高レベル廃液ガラス固化建屋内の「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する各機器に供給することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持するために設置

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，供給する冷却水の水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm

とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 

代替安全冷却水出口中継配管上流側接続口(フ

ランジ)～代替安全冷却水出口中継配管下流側

接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，代替安全冷却水出口中継

配管上流側接続口(フランジ)から代替安全冷却水出口中継配管下流側接続口(フランジ)

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって高

レベル廃液ガラス固化建屋内の「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する各機

器に通水した冷却水を排水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 

第 2代替安全冷却水入口配管上流側接続口(フ

ランジ)～第 2代替安全冷却水入口配管下流側

接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 2 代替安全冷却水入口

配管上流側接続口(フランジ)から第 2 代替安全冷却水入口配管下流側接続口(フランジ)

までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷

却水を高レベル廃液ガラス固化建屋内の「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する各機器に供給することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，供給する冷却水の水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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名称 

第 2代替安全冷却水入口中継配管上流側接続

口(フランジ)～第 2代替安全冷却水入口中継

配管下流側接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 2 代替安全冷却水入口

中継配管上流側接続口(フランジ)から第 2代替安全冷却水入口中継配管下流側接続口(フ

ランジ)までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによ

って冷却水を高レベル廃液ガラス固化建屋内の「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する各機器に供給することで，内包する溶液を未沸騰状態に維持するために設置

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，供給する冷却水の水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

新
R
②
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②
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名称 

第 1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換

器（ ）入口配管分岐点～迅速流体継

手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 1 高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水中間熱交換器入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であ

り，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 1 高レベル濃

縮廃液貯槽冷却水 A 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するた

めに設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，貯槽出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
②

 

570

43350



 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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43351



 

名称 

第 1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換

器（ ）入口配管分岐点～迅速流体継

手接続口( )  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 1 高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水中間熱交換器入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であ

り，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 1 高レベル濃

縮廃液貯槽冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するた

めに設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
②

 

572

43352



 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

573

43353



 

名称 

第 2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換

器（ ）入口配管分岐点～迅速流体継

手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 2 高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水中間熱交換器入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であ

り，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 2 高レベル濃

縮廃液貯槽冷却水 A 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するた

めに設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

574

43354



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②

 

575

43355



 

名称 

第 2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水中間熱交換

器（ ）入口配管分岐点～迅速流体継

手接続口( )  

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第 2 高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水中間熱交換器入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であ

り，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 2 高レベル濃

縮廃液貯槽冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するた

めに設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

576

43356



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

577

43357



 

名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）入口配

管分岐点～バイパス系配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

入口配管分岐点からバイパス系配管分岐点までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 A 系を介して「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の

温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

578

43358



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

579

43359



 

名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）入口配

管分岐点～バイパス系配管分岐点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

入口配管分岐点からバイパス系配管分岐点までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 B 系を介して「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の

温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

580

43360



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

581

43361



 

名称 
バイパス系配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，バイパス系配管分岐点か

ら迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 A系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸

騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

582

43362



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

583

43363



 

名称 
バイパス系配管分岐点～迅速流体継手接続口

( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，バイパス系配管分岐点か

ら迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 B系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸

騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

第 1表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

584

43364



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

585

43365



 

名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）入口配

管分岐点～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故

等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 A 系を介して「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温

度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

第 1表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

586

43366



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

587

43367



 

名称 
安全冷却水中間熱交換器（ ）入口配

管分岐点～迅速流体継手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故

等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温

度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

588

43368



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

589

43369



 

名称 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器

（ ）入口配管分岐点～迅速流体継手

接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷

却水中間熱交換器入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想

定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽

冷却水 A 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し

た冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

590

43370



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

591

43371



 

名称 

高レベル廃液共用貯槽冷却水中間熱交換器

（ ）入口配管分岐点～迅速流体継手

接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷

却水中間熱交換器入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想

定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽

冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し

た冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

592

43372



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②

 

593

43373



 

名称 

安全冷却水中間熱交換器（ ）入口配

管分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故

等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 1A 系を介して「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温

度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

594

43374



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

595

43375



 

名称 

安全冷却水中間熱交換器（ ）入口配

管分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，安全冷却水中間熱交換器

入口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故

等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 1B 系を介して「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水した冷却水を排水することで，溶液の温

度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，機器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

596

43376



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

597

43377



 

名称 

バイパス系配管合流点～第 2高レベル濃縮廃

液貯槽冷却水ポンプ（ ）出

口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，バイパス系配管合流点か

ら第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想

定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 2 高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水 A 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通

水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
②

 

598

43378



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

599

43379



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～第

1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ（

）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPA 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定

される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 1 高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水 A 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水

し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

600

43380



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

601

43381



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～第

1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ（

）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定

される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 1 高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水

し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

602

43382



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

603

43383



 

名称 
迅速流体継手接続口( )～バ

イパス系配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

バイパス系配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 系を介して「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰

状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

604

43384



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

605

43385



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～第

2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ（

）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定

される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を第 2 高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水

し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

606

43386



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

607

43387



 

名称 
バイパス系配管合流点～安全冷却水ポンプ

（ ）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，バイパス系配管合流点か

ら安全冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時

に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 A 系を介して「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維

持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm  

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

608

43388



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

609

43389



 

名称 
バイパス系配管合流点～安全冷却水ポンプ

（ ）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，バイパス系配管合流点か

ら安全冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時

に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維

持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm  

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

610

43390



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

611

43391



 

名称 
迅速流体継手接続口( )～バ

イパス系配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

バイパス系配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 A系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

612

43392



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

613

43393



 

名称 
迅速流体継手接続口( )～バ

イパス系配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

バイパス系配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 B系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

614

43394



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

615

43395



 

名称 

バイパス系配管合流点～高レベル廃液共用貯

槽冷却水ポンプ（ ）出口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，バイパス系配管合流点か

ら高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定さ

れる重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却

水 B系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液

の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

616

43396



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

617

43397



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～高

レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ（

）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定され

る重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水

A系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の

温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

618

43398



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②

 

619

43399



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～高レベル

廃液共用貯槽冷却水ポンプ（

）出口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

高レベル廃液共用貯槽冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定され

る重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水

B系を介して「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の

温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

620

43400



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

621

43401



 

名    称 
迅速流体継手接続口( )～バイパス

系配管合流点 

最 高 使 用 圧 力 MPa 

最 高 使 用 温 度 ℃ 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

バイパス系配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型

移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液共用貯槽冷却水 B 系を介して「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態

を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

622

43402



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

623

43403



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ（ ）出口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

安全冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 1A 系を介して「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持

するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

624

43404



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

625

43405



 

名称 

迅速流体継手接続口( )～安

全冷却水ポンプ（ ）出口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

安全冷却水ポンプ出口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に

可搬型中型移送ポンプによって冷却水を安全冷却水 1B 系を介して「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する機器に通水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持

するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

626

43406



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

627

43407



 

名称 

高レベル廃液混合槽( )貯槽注水

入口配管合流点～高レベル廃液混合槽(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液混合槽貯槽

注水入口配管合流点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失に

よる蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に

注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する温度が

（常温）であることから，これを上回る とする。なお，一部の配管の温度は，高

レベル廃液混合槽の気相部と同じ環境のため，高レベル廃液混合槽の使用温度と同じ

とする。 

 

3.外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm  

mm とする。 

 

新
R
②

 

628

43408



 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

629

43409



 

名称 

高レベル廃液混合槽（ ）貯槽注水入

口配管分岐点～高レベル廃液混合槽（

） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液混合槽貯

槽注水入口配管分岐点から高レベル廃液混合槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失

による蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽

に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する温度が

（常温）であることから，これを上回る とする。なお，一部の配管の温度は，高

レベル廃液混合槽（ ）の気相部と同じ環境のため，高レベル廃液混合槽（

）の使用温度と同じ とする。 

 

3.外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm と

する。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

630

43410



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

631

43411



 

名称 
供給液槽( )貯槽注水入口配管合

流点～供給液槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給液槽貯槽注水入口配

管合流点から供給液槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時

に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未

沸騰状態を維持するために設置する。 

 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する温度が

（常温）であることから，これを上回る とする。なお，一部の配管の温度は，供

給液槽( )の気相部と同じ環境のため，供給液槽( )の使用温

度と同じ とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

632

43412



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②

 

633

43413



 

名称 
供給槽( )貯槽注水入口配管合流

点～供給槽( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給槽貯槽注水入口配管

合流点から供給槽までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾固」発生時に可

搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給槽に注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状

態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる冷

却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する温度が （常

温）であることから，これを上回る ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm と

する。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

634

43414



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

635

43415



 

名称 

迅速流体継手接続口(

)～供給槽(

)貯槽注水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

供給槽貯槽注水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾

固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給槽に注水し，溶液の温度を低下

させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する温度が

（常温）であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

636

43416



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②

 

637

43417



名称 

迅速流体継手接続口(

)～高レベル廃液混合槽(

)貯槽注水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

高レベル廃液混合槽貯槽注水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失に

よる蒸発乾固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を高レベル廃液混合槽に

注水し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する温度が

（常温）であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，  

mm，  mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

638

43418



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

639

43419



 

名称 

迅速流体継手接続口(

)～供給液槽( )貯槽

注水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

供給液槽貯槽注水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，「冷却機能喪失による蒸発乾

固」発生時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を供給液槽に注水し，溶液の温度を低

下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，注水に使用する温度が

（常温）であることから，これを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，  

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

640

43420



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
②

 

641

43421



 

名称 
凝縮器( )冷却水入口配管接続口(フラ

ンジ)～凝縮器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器冷却水入口配管接

続口(フランジ)から凝縮器までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を凝縮器に通水し，凝縮器による蒸気の凝縮を維持する

ために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，

 mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

642

43422



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

643

43423



 

名称 
凝縮器（ ）～凝縮器( )冷却

水出口配管接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器から凝縮器冷却水

出口配管接続口(フランジ) までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型

中型移送ポンプによって冷却水を凝縮器に通水した後の冷却水を排水することで，凝縮

器による蒸気の凝縮を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
②

 

644

43424



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②

 

645

43425



 

名称 

予備凝縮器( )冷却水入口中継配管上

流側接続口(フランジ)～予備凝縮器(

)冷却水入口中継配管下流側接続口(フラン

ジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，予備凝縮器冷却水入口中

継配管上流側接続口(フランジ)から予備凝縮器冷却水入口中継配管下流側接続口(フラ

ンジ)までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによっ

て冷却水を予備凝縮器に通水し，予備凝縮器による蒸気の凝縮を維持するために設置す

る。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②
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43426



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
②
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43427



 

名称 
予備凝縮器( )冷却水入口配管接続口

(フランジ)～予備凝縮器（ ） 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，予備凝縮器冷却水入口配

管接続口(フランジ)から予備凝縮器までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時

に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を予備凝縮器に通水し，予備凝縮器による蒸気

の凝縮を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
②

 

648

43428



注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 
予備凝縮器（ ）～予備凝縮器(

)冷却水出口配管接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，予備凝縮器から予備凝縮

器冷却水出口配管接続口(フランジ)までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時

に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を予備凝縮器に通水した後の冷却水を排水する

ことで，予備凝縮器による蒸気の凝縮を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，予備凝縮器出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
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名称 

予備凝縮器( )冷却水出口中継配管上

流側接続口(フランジ)～予備凝縮器(

)冷却水出口中継配管下流側接続口(フラン

ジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，予備凝縮器冷却水出口中

継配管上流側接続口(フランジ)から予備凝縮器冷却水出口中継配管下流側接続口(フラ

ンジ)までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによっ

て冷却水を予備凝縮器に通水した後の冷却水を排水することで，予備凝縮器による蒸気

の凝縮を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，予備凝縮器出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
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新
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名称 

凝縮器( ),予備凝縮器( )冷却

水入口配管上流側接続口(フランジ)～凝縮器

( ),予備凝縮器( )冷却水入口

配管下流側接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器,予備凝縮器冷却水

入口配管上流側接続口(フランジ)から凝縮器,予備凝縮器冷却水入口配管下流側接続口

(フランジ)までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプ

によって冷却水を凝縮器に通水し，凝縮器による蒸気の凝縮を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
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 注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D
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名称 

凝縮器( ),予備凝縮器( )冷却

水出口配管上流側接続口(フランジ)～凝縮器

( ),予備凝縮器( )冷却水出口

配管下流側接続口(フランジ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，凝縮器,予備凝縮器冷却水

出口配管上流側接続口(フランジ)から凝縮器,予備凝縮器冷却水出口配管下流側接続口

(フランジ)までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプ

によって冷却水を凝縮器に通水した後の冷却水を排水することで，凝縮器による蒸気の

凝縮を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，凝縮器出口の冷却水の温度が

以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
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名称 

第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯槽(

)冷却水出口配管分岐点～迅速流体継

手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水出口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定され

る重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽の冷却コイルに通水した冷却水を排水する

ことで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
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新
R
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名称 

第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽(

)冷却水出口配管分岐点～迅速流体継

手接続口( ) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，第1,第2高レベル濃縮廃液

一時貯槽冷却水出口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定

される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する第1,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルに通水した冷却水を排

水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ
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新
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名称 

高レベル廃液共用貯槽( )冷却水出口

配管分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液共用貯槽冷

却水出口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大

事故等時に可搬型中型移送ポンプによって「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する高レベル廃液共用貯槽の冷却コイルに通水した冷却水を排水することで，溶液の

温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ
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ቋ
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名称 

高レベル廃液混合槽( )冷却水出

口配管分岐点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，高レベル廃液混合槽冷却

水出口配管分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定

する高レベル廃液混合槽の冷却コイルに通水した冷却水を排水することで，溶液の温度

を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
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∙
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名称 

供給液槽( )冷却水出口配管分岐

点～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給液槽冷却水出口配管

分岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可

搬型中型移送ポンプによって「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する供給液

槽の冷却コイルに通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態

を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，  

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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R
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名称 

供給槽( )冷却水出口配管分岐点

～迅速流体継手接続口(

) 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，供給槽冷却水出口配管分

岐点から迅速流体継手接続口までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬

型中型移送ポンプによって「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する供給槽の

冷却コイルに通水した冷却水を排水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維

持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm  

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 新
R
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～第 1,第 2 高レベル濃縮廃液貯

槽( )冷却水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定され

る重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発

乾固」の発生を仮定する第1,第2高レベル濃縮廃液貯槽の冷却コイルに通水し，溶液の温

度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～第 1,第 2 高レベル濃

縮廃液一時貯槽( )冷却水入口配

管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽冷却水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，想

定される重大事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」の発生を仮定する第 1,第 2 高レベル濃縮廃液一時貯槽の冷却コイルに通水

し，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～高レベル廃液共用貯槽

( )冷却水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

高レベル廃液共用貯槽冷却水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大

事故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の

発生を仮定する高レベル廃液共用貯槽の冷却コイルに通水し，溶液の温度を低下させ，未

沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，通水に使用する水温が

（常温）であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

 

新
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～高レベル廃液混

合槽( )冷却水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

高レベル廃液混合槽冷却水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事

故等時に可搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する高レベル廃液混合槽の冷却コイルに通水することで，溶液の温度を低下さ

せ，未沸騰状態を維持するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm とす

る。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
 

 

 

新
R
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名称 

迅速流体継手接続口(

)～供給液槽(

)冷却水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

供給液槽冷却水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可

搬型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る供給液槽の冷却コイルに通水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持す

るために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に  mm，  

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
R
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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R
②

 

679

43459



 

名称 

迅速流体継手接続口(

)～供給槽(

)冷却水入口配管合流点 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

外径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本配管は，迅速流体継手接続口から

供給槽冷却水入口配管合流点までをつなぐ配管であり，想定される重大事故等時に可搬

型中型移送ポンプによって冷却水を「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

供給槽冷却水の冷却コイルに通水することで，溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持

するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプによる

冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却コイル出口の冷却水の温

度が 以下であることからこれを上回る とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を基に mm，  

mm とする。 

 

第 1 表 代替安全冷却水系の配管外径及び標準流速の関係 

外径 

A 

(mm) 

厚さ 

B 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

C 

(m2) 

流量 

D 

（m3/h） 

流速＊ 

E 

（m/s） 

標準流速 

 

 (m/s) 

 

 

新
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C ൌ 𝜋 ∙ ቊ
1
2
∙
ሺA െ 2 ∙ Bሻ

1000
ቋ
ଶ

 

E ൌ
D

3600 ∙ C
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R
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名称 
給水・排水用（150 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
22(予備として故障時のバックアップ

を46) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【セルへの導出経路の構築】

重大事故等対処設備としてのセル導出設備の凝縮器への通水用ホースは，【内部ル

ープへの通水による冷却】が機能しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器に通水す

ることで「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の

沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮するための流路として設置する。系統構成は，冷却水

配管・弁(凝縮器)，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽，代替

換気設備の凝縮器及び予備凝縮器で構成する。 

(1)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(2)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(3)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に22本保管し，故障時のバックアップを46本保管する。 

682
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名称 
給水・排水用 

可搬型配管 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップ

を4) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【セルへの導出経路の構築】

重大事故等対処設備としてのセル導出設備の凝縮器への通水用ホースは，【内部ル

ープへの通水による冷却】が機能しなかった場合に，凝縮器又は予備凝縮器に通水す

ることで「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の

沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮するための流路として設置する。系統構成は，冷却水

配管・弁(凝縮器)，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，可搬型

建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽，代替

換気設備の凝縮器及び予備凝縮器で構成する。 

(4)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(5)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(6)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に2本保管し，故障時のバックアップを4本保管する。 
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名称 
給水・排水用（150 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
36(予備として故障時のバックアップ

を74) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【貯槽等への注水】

重大事故等対処設備としての貯槽等への注水用ホースは，【内部ループへの通水に

よる冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器へ注水することで放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を

防止する。系統構成は，機器注水配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

(1)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(2)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(3)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に36本保管し，故障時のバックアップを建屋内に38本，建屋外に36本保管する。 
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名称 
給水・排水用（150 5m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
2(予備として故障時のバックアップ

を6) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【貯槽等への注水】

重大事故等対処設備としての貯槽等への注水用ホースは，【内部ループへの通水に

よる冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器へ注水することで放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を

防止する。系統構成は，機器注水配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

(4)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(5)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(6)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に2本保管し，故障時のバックアップを建屋内に4本，建屋外に2本保管する。 
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名称 
給水・排水用（150 2m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
6(予備として故障時のバックアップ

を14) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【貯槽等への注水】

重大事故等対処設備としての貯槽等への注水用ホースは，【内部ループへの通水に

よる冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器へ注水することで放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を

防止する。系統構成は，機器注水配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

(7)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(8)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(9)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に6本保管し，故障時のバックアップを建屋内に8本，建屋外に6本保管する。 
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名称 
給水・排水用（65 20m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
53(予備として故障時のバックアップ

を108) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【貯槽等への注水】

重大事故等対処設備としての貯槽等への注水用ホースは，【内部ループへの通水に

よる冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器へ注水することで放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を

防止する。系統構成は，機器注水配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

(10) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(11) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(12) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に53本保管し，故障時のバックアップを建屋内に55本，建屋外に53本保管する。 
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名称 
給水・排水用（65 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
11(予備として故障時のバックアップ

を24) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【貯槽等への注水】

重大事故等対処設備としての貯槽等への注水用ホースは，【内部ループへの通水に

よる冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器へ注水することで放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を

防止する。系統構成は，機器注水配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋内

ホースで構成する。

(13) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(14) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(15) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に11本保管し，故障時のバックアップを建屋内に13本，建屋外に11本保管する。 
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名称 
給水・排水用（150 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
50(予備として故障時のバックアップ

を102) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【内部ループへの通水による冷却】

重大事故等対処設備としての内部ループへの通水用ホースは，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループ

に通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止する。系統構成は，内部ループ配

管・弁，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース及び可搬

型排水受槽で構成する。 

(1)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(2)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(3)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に50本保管し，故障時のバックアップを建屋内に52本，建屋外に50本保管する。 
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名称 
給水・排水用（150 5m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップ

を10) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【内部ループへの通水による冷却】

重大事故等対処設備としての内部ループへの通水用ホースは，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループ

に通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止する。系統構成は，内部ループ配

管・弁，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース及び可搬

型排水受槽で構成する。 

(4)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(5)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(6)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に4本保管し，故障時のバックアップを建屋内に6本，建屋外に4本保管する。 
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名称 
給水・排水用（150 2m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
4(予備として故障時のバックアップ

を10) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【内部ループへの通水による冷却】

重大事故等対処設備としての内部ループへの通水用ホースは，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループ

に通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止する。系統構成は，内部ループ配

管・弁，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース及び可搬

型排水受槽で構成する。 

(7)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(8)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(9)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に4本保管し，故障時のバックアップを建屋内に6本，建屋外に4本保管する。 
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名称 
給水・排水用（65 20m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
16(予備として故障時のバックアップ

を34) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【内部ループへの通水による冷却】

重大事故等対処設備としての内部ループへの通水用ホースは，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループ

に通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止する。系統構成は，内部ループ配

管・弁，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース及び可搬

型排水受槽で構成する。 

(10) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(11) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(12) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に16本保管し，故障時のバックアップを建屋内に18本，建屋外に16本保管する。 
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名称 
給水・排水用（65 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
6(予備として故障時のバックアップ

を14) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【内部ループへの通水による冷却】

重大事故等対処設備としての内部ループへの通水用ホースは，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷却している内部ループ

に通水することで蒸発乾固の発生を未然に防止する。系統構成は，内部ループ配

管・弁，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する

機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース及び可搬

型排水受槽で構成する。 

(13) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(14) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(15) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋内

に6本保管し，故障時のバックアップを建屋内に8本，建屋外に6本保管する。 
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名称 
給水・排水用（150 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
70(予備として故障時のバックアップ

を20)(50を内部ループと兼用) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【冷却コイル等への通水による冷却】

重大事故等対処設備としての冷却コイルへの通水用ホースは，【内部ループへの通

水による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の冷却コイルへ通水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維

持する。系統構成は，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホ

ース及び可搬型排水受槽で構成する。 

(1)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(2)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(3)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋外

に20本保管し，故障時のバックアップを20本保管する。（必要本数70本のうち，50本は

内部ループと兼用する） 
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名称 
給水・排水用（150 5m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
6(予備として故障時のバックアップ

を2)(4を内部ループと兼用) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【冷却コイル等への通水による冷却】

重大事故等対処設備としての冷却コイルへの通水用ホースは，【内部ループへの通

水による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の冷却コイルへ通水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維

持する。系統構成は，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホ

ース及び可搬型排水受槽で構成する。 

(4)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(5)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(6)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋外

に2本保管し，故障時のバックアップを2本保管する。（必要本数6本のうち，4本は内部

ループと兼用する）
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名称 
給水・排水用（150 2m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
6(予備として故障時のバックアップ

を2)(4を内部ループと兼用) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【冷却コイル等への通水による冷却】

重大事故等対処設備としての冷却コイルへの通水用ホースは，【内部ループへの通

水による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の冷却コイルへ通水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維

持する。系統構成は，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホ

ース及び可搬型排水受槽で構成する。 

(7)最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(8)最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(9)個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋外

に2本保管し，故障時のバックアップを2本保管する。（必要本数6本のうち，4本は内部

ループと兼用する）
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名称 
給水・排水用（65 20m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
40(予備として故障時のバックアップ

を40) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【冷却コイル等への通水による冷却】

重大事故等対処設備としての冷却コイルへの通水用ホースは，【内部ループへの通

水による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の冷却コイルへ通水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維

持する。系統構成は，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホ

ース及び可搬型排水受槽で構成する。 

(10) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(11) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(12) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋外

に40本保管し，故障時のバックアップを40本保管する。 
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名称 
給水・排水用（65 10m） 

可搬型建屋内ホース 

最高使用圧力 MPa 

最高使用温度 ℃ 

個数 － 
8(予備として故障時のバックアップ

を8) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

【冷却コイル等への通水による冷却】

重大事故等対処設備としての冷却コイルへの通水用ホースは，【内部ループへの通

水による冷却】が機能しなかった場合に，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器の冷却コイルへ通水することで，内包する溶液を未沸騰状態に維

持する。系統構成は，冷却コイル配管・弁，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発

生を仮定する機器，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホ

ース及び可搬型排水受槽で構成する。 

(13) 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポン

プによる冷却水の供給圧が であるため，これを上回る とする。 

(14) 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポン

プの最高使用温度と同じ とする。  

(15) 個数の設定根拠

本ホースを重大事故等対処設備として使用する場合の個数は，対策に必要な建屋外

に8本保管し，故障時のバックアップを8本保管する。 
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(3) 主配管

名称 
代替安全冷却水用 3m，5m，20m 

可搬型建屋外ホース 

最高使用圧力 MPa 0.98 

最高使用温度 ℃ 60 

外径 － 150A 

個数 － 
2866(予備として故障時バックアップ

を 1433) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する本ホースは，可搬型中型移送ポンプ

から可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽及び第１貯水槽までを接続するホースであり，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」(以下「蒸発乾固」という。)の発生を仮定する機器へ

通水又は注水するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型中型移送ポンプの

最高使用圧力と同じ0.98MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型中型移送ポンプの

最高使用温度と同じ60℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本ホースを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を目安に150Aとする。

呼び径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊

D 

標準流速 

(A) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

150 150 0.0177 153.0 2.5  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

B = π ∙ �
1
2
∙

A
1000

�
2

D =
C

3600 ∙ B

699

43479



4. 個数の設定根拠

本ホースは，重大事故等対処設備として蒸発乾固の発生を仮定する機器へ通水又は

注水するために必要な1433本(3m：283本，5m：237本，20m:913本)に，本ホースは点検

中にも使用可能であるため，待機除外時のバックアップ用は考慮せずに，故障時のバッ

クアップ用として1433本(3m：283本，5m：237本，20m:913本)の合計2866本を保管する。 
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(2) ポンプ

701

43481



名称 可搬型中型移送ポンプ 

容量(ポンプ) m3/h/個 41 以上，86 以上，153 以上(240) 

吐出圧力(ポンプ) MPa 
0.63 以上，0.78 以上，0.80 以上

(0.80) 

最高使用圧力(ポンプ) MPa 0.98 

最高使用温度(ポンプ) ℃ 60 

出力(原動機) kW/個 147 

容量(燃料タンク) L/個 100 以上(125) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 
13(予備として故障時及び待機除外

時のバックアップを 7) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する可搬型中型移送ポンプは，以下の機

能を有する。 

可搬型中型移送ポンプは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に

内包する溶液を冷却している内部ループに通水することで，蒸発乾固の発生を未然に防

止するために必要な水を供給する設備として設置する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，内部ループ配管・弁，可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽及び第１貯水槽で構成する。 

可搬型中型移送ポンプは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器へ

注水し，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止するために必要な水を

供給する設備として設置する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，機器注水配管・弁，可搬型建屋外ホース，可搬

型建屋内ホース及び第１貯水槽で構成する。 

可搬型中型移送ポンプは，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の

冷却コイル又は冷却ジャケットへ通水し，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮

定する機器に内包する溶液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持するために必要な水を

供給する設備として設置する。 
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系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，冷却コイル配管・弁又は冷却ジャケット配管・

弁，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽及び第１貯水槽で構成

する。 

可搬型中型移送ポンプは，代替換気設備のセル導出設備の凝縮器へ通水し，「冷却機能

の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器の溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮

するために必要な水を供給する設備として設置する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，冷却水配管・弁(凝縮器)，可搬型建屋外ホース，

可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽及び第１貯水槽で構成する。 

可搬型中型移送ポンプは，内部ループ，冷却コイル又は冷却ジャケット及び代替換気

設備のセル導出設備の凝縮器への通水に使用した排水を可搬型排水受槽に一旦貯留し

た後，第１貯水槽へ移送する設備として設置する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水受槽，可搬型建屋外ホース及び第１

貯水槽で構成する。 

1. 容量の設定根拠

1.1 ポンプ 

可搬型中型移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の容量について，以

下の(1)～(3)に示す。 

(1) 前処理建屋に使用する場合の容量

前処理建屋に使用する場合の可搬型中型移送ポンプの容量は，蒸発乾固への対

処の有効性評価(再処理事業変更許可申請書添付書類八)において有効性を確認

している冷却に必要な容量が第1.1-1表のとおり約39.33m3/hであることから，実

運用を考慮してこれを上回る41m3/h/個以上とする。 

(2) 分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に使用する場合の

容量

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に同時に使用する

場合の可搬型中型移送ポンプの容量は，蒸発乾固への対処の有効性評価(再処理

事業変更許可申請書添付書類八)において有効性を確認している冷却に必要な容

量が第1.1-1表のとおり約81.35m3/hであることから，実運用を考慮してこれを上

回る86m3/h/個以上とする。 

703

43483



(3) 高レベル廃液ガラス固化建屋に使用する場合の容量

高レベル廃液ガラス固化建屋に使用する場合の可搬型中型移送ポンプの容量

は，蒸発乾固への対処の有効性評価(再処理事業変更許可申請書添付書類八)にお

いて有効性を確認している冷却に必要な容量が第1.1-1表のとおり約122.53m3/h

であることから，実運用を考慮してこれを上回る153m3/h/個以上とする。 

公称値については，要求される最大容量である153m3/h/個を上回る240m3/h/個

とする。 

1.2 燃料タンク 

可搬型中型移送ポンプの燃料タンクの容量は，可搬型中型移送ポンプ運転時の燃

料消費量を基に設計する。 

軽油タンクローリから補給された可搬型中型移送ポンプ近傍のドラム缶からの

燃料補給時間が最長で約2.5時間後であることから，この間の燃料消費量は以下の

とおりとなる。 

容量 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝40×2.5＝100 

Ｖ：燃料消費量(L) 

Ｈ：運転時間(h)＝2.5(h) 

Ｃ：燃料消費率(L/h)＝40(L/h) 

よって，可搬型中型移送ポンプの燃料タンクの容量は，100L/個以上とする。 

公称値については，要求される容量100L/個を上回る125L/個とする。 

2. 吐出圧力の設定根拠

可搬型中型移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の吐出圧力について，

以下の(1)～(3)に示す。 

(1) 前処理建屋に使用する場合の吐出圧力

前処理建屋に使用する場合のうち，第１貯水槽から前処理建屋の各機器へ冷

却水を供給するための可搬型中型移送ポンプの吐出圧力は，必要吐出圧力が最

大となる，第１貯水槽から前処理建屋へ送水し，蒸発乾固の発生を仮定する機

器へ注水する場合の水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホース

及び弁類圧損を基に設定する。 
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水源と移送先の圧力差 0MPa 

静水頭    0.074MPa 

機器圧損      0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損 0.553MPa 

 合   計   0.63MPa 

前処理建屋に使用する場合のうち，前処理建屋からの冷却水戻り水を可搬型

排水受槽から第１貯水槽へ送水するための可搬型中型移送ポンプの吐出圧力

は，可搬型排水受槽の排水を第１貯水槽に送水する場合の水源と移送先の圧力

差，静水頭，機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 

水源と移送先の圧力差 0MPa 

静水頭    0.001MPa 

機器圧損 0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損 0.075MPa 

 合   計  0.077MPa 

よって，前処理建屋に使用する場合の可搬型中型移送ポンプの吐出圧力は，

これらのうち最大吐出圧力である0.63MPa以上とする。 

(2) 分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に使用する場合

の吐出圧力

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に使用する場合

のうち，第１貯水槽から分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の各機器へ冷却水を供給するための可搬型中型移送ポンプの吐出圧力

は，必要吐出圧力が最大となる，第１貯水槽からウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋へ送水し，蒸発乾固の発生を仮定する機器へ注水する場合の水源と移送

先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 

水源と移送先の圧力差 0MPa 

静水頭    0.074MPa 

機器圧損 0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損 0.705MPa 

 合   計   0.78MPa 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に使用する場合
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のうち，各建屋からの冷却水戻り水を可搬型排水受槽から第１貯水槽へ送水す

るための可搬型中型移送ポンプの吐出圧力は，可搬型排水受槽の排水を第１貯

水槽に送水する場合の水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホー

ス及び弁類圧損を基に設定する。

水源と移送先の圧力差 0MPa 

静水頭    0.001MPa 

機器圧損 0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損 0.337MPa 

 合   計   0.34MPa 

よって，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に使用

する場合の可搬型中型移送ポンプの吐出圧力は，これらのうち最大吐出圧力で

ある0.78MPa以上とする。 

(3) 高レベル廃液ガラス固化建屋に使用する場合の吐出圧力

高レベル廃液ガラス固化建屋に使用する場合のうち，第１貯水槽から高レベ

ル廃液ガラス固化建屋の各機器へ冷却水を供給するための可搬型中型移送ポ

ンプの吐出圧力は，必要吐出圧力が最大となる，第１貯水槽から高レベル廃液

ガラス固化建屋へ送水し，蒸発乾固の発生を仮定する機器へ注水する場合の水

源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に設

定する。 

水源と移送先の圧力差 0MPa 

静水頭    0.074MPa 

機器圧損 0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損 0.726MPa 

 合   計  0.80MPa 

高レベル廃液ガラス固化建屋に使用する場合のうち，高レベル廃液ガラス固

化建屋からの冷却水戻り水を可搬型排水受槽から第１貯水槽へ送水するため

の可搬型中型移送ポンプの吐出圧力は，可搬型排水受槽の排水を第１貯水槽に

送水する場合の水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホース及び

弁類圧損を基に設定する。 

706

43486



水源と移送先の圧力差 0MPa 

静水頭    0.001MPa 

機器圧損 0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損 0.715MPa 

 合   計   0.72MPa 

よって，高レベル廃液ガラス固化建屋に使用する場合の可搬型中型移送ポン

プの吐出圧力は，これらのうち最大吐出圧力である0.80MPa以上とする。 

公称値については，要求される最大吐出圧力と同じ0.8MPaとする。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

3.1 ポンプ 

可搬型中型移送ポンプの重大事故等時において使用する場合の圧力は，ポンプ運

転時の最大吐出圧力 0.8MPa を上回る 0.98MPa とする。 

3.2 燃料タンク 

可搬型中型移送ポンプの燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の圧

力は，大気開放タンクであることから静水頭とする。 

4. 最高使用温度の設定根拠

4.1 ポンプ 

可搬型中型移送ポンプの重大事故等時における使用温度は，代替安全冷却水系の

内部ループ通水及び冷却コイル又は冷却ジャケット通水の場合の冷却水出口温度

の最高温度 55℃を上回る 60℃とする。 

4.2 燃料タンク 

可搬型中型移送ポンプの燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の温

度は，可搬型中型移送ポンプの燃料タンクが大気開放タンクであり屋外で使用する

ことから外気の温度＊を上回る40℃とする。 

注記 ＊ ：外気の温度は、再処理事業変更許可申請書添付書類四に示す八戸特別地

域気象観測所における日最高気温である37.0℃以下となる。 

5. 原動機出力の設定根拠

可搬型中型移送ポンプの原動機出力は，定格流量である 240m3/h 時の軸動力を基に

設定する。可搬型中型移送ポンプの流量が 240m3/h，吐出圧力 0.8MPa の時の同ポンプ

の必要軸動力は，メーカ設定値より 147kW である。 
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以上より，可搬型中型移送ポンプの原動機出力は 147kW/個とする。 

6. 個数の設定根拠

可搬型中型移送ポンプは，蒸発乾固への対処に必要な数である6台並びに故障時及

び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備7台の合計13台を保管す

る。 

可搬型中型移送ポンプの燃料タンクは可搬型中型移送ポンプ1台あたり1個である。 
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第 1.1-1 表 可搬型中型移送ポンプの容量(設計確認値) 

供給先 

冷却水流量 

上段 ：実運用を考慮した場合の流量＊1 

(下段)：有効性評価(再処理事業変更許可申請書添付書類八)における流量 

(m3/h) 

可搬型中型移送ポンプ 

容量(設計確認値) 

(m3/h) 

①内部ループ ②機器注水

③冷却コイル

又は冷却ジャ

ケット

④凝縮器
合計＊3

(MAX[①②④,②③④]) 

前処理建屋 
約29 

(約29) 

約1.33 

(約0.329＊2) 

約3.16 

(約2.278) 

約10 

(約10) 

約40.33 

(約39.33) 
41 

分離建屋 
約32.8 

(約32.8) 

約3.92 

(約0.610＊2) 

約7.27 

(約5.298) 

約30 

(約30) 

約66.72 

(約63.410) 

約85.64 

(約81.35) 
86 精製建屋 

約4.1 

(約4.1) 

約0.98 

(約0.404＊2) 

約2.76 

(約2.752) 

約6 

(約6) 

約11.08 

(約10.504) 

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋

約1.3 

(約1.3) 

約0.54 

(約0.136＊2) 

約0.94 

(約0.94) 

約6 

(約6) 

約7.84 

(約7.436) 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

約77.84 

(約70) 

29.52 

(約7.524＊2) 

約72.04 

(約51.5) 

約45 

(約45) 

約152.36 

(約122.53) 
153 

注記 ＊1：実運用を考慮した場合の流量は，崩壊熱を除去できる流量以上又は蒸発量以上かつ流量計の計測下限流量以上とする。 

＊2：「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器に内包する溶液の保有する崩壊熱による蒸発量の 3倍の流量。 

＊3：①内部ループ及び③冷却コイル又は冷却ジャケットの同時通水はないため，合計流量は①②④又は②③④の大きい方と 

する。 
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(3) 容器
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名称 可搬型排水受槽 

容量 m3/基 200以上(300) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 60 

個数 － 
16(予備として故障時のバックアップ

を 8) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に代替安全冷却水系として使用する可搬型排水受槽は，「冷却機能の喪失

による蒸発乾固」(以下「蒸発乾固」という。)の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷

却している内部ループ，冷却コイル又は冷却ジャケット及び凝縮器への通水に使用した

排水を一旦貯留した後，可搬型中型移送ポンプにより第１貯水槽へ移送するために設置

する。 

系統構成は，可搬型中型移送ポンプ，内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁又は冷

却ジャケット配管・弁，冷却水配管・弁（凝縮器)，蒸発乾固の発生を仮定する機器，凝

縮器，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽並びに第１貯水槽で構

成する。 

1. 容量の設定根拠

可搬型排水受槽の容量は，容量が最大となる一般的な可搬型の水槽を選定し，200m3/

基以上とする。 

公称値は，要求される容量200m3/基を上回る300m3/基とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

可搬型排水受槽を重大事故等において使用する場合の圧力は，可搬型排水受槽が大

気開放であることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

可搬型排水受槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，冷却水供給先から

の戻り最大温度55℃を上回る60℃とする。 

4. 個数の設定根拠

可搬型排水受槽は，各建屋からの排水の受け入れに必要な数として，第 1 表のとお

り，前処理建屋で 2基，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋で 
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3基並びに高レベル廃液ガラス固化建屋で3基の計8基とし，故障時のバックアップ用を

8基とした合計16基を保管する。 

第1表 各建屋で必要な個数 

通水先 

受入流量＊1 

(m3/h) 

一時貯留

に必要な

容量＊2

(m3) 

一時貯留

に必要な

個数＊3

(基) 

保有する

必要な個

数＊4

(基) 

前処理建屋 41 82 0.41 2 

分離建屋，精製建屋及びウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋
86 172 0.86 3 

高レベル廃液ガラス固化建屋 153 306 1.53 3 

注記 ＊1：可搬型中型移送ポンプの必要な容量 

＊2：可搬型排水受槽に水を受け入れ開始後，水質確認が完了し排水開始するま

での時間(約2時間)において,可搬型排水受槽に一時貯留するために必要な

容量 

＊3：一時貯留に必要な容量を可搬型排水受槽の容量200m3/基で割った個数 

＊4：一時貯留に必要な個数に余裕を見た個数 
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火災防護設備 
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(1) 容器
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 8

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 10

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 
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注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

要な消火剤量により算出する。 

(つづき) 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 15

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数*を設置するものとし，   

のハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うため必要ボンベ個数＊より 1個多いボンベを設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第 3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 2

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 3

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 6

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数*を設置するものとし， 

のハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うため必要ボンベ個数＊より 1個多いボンベを設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第 3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 5

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 8

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器

( ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン1301貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン1301貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基

づき40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし のハ

ロン1301貯蔵容器を設置する設計とする。

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より1個以上多いボンベを設置する設計と

する。 
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注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

(つづき) 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(

) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン1301貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン1301貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基

づき40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， のハ

ロン1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必
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要な消火剤量により算出する。 

(つづき) 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器

) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン1301貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン1301貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基

づき40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし のハ

ロン1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器

( ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン1301貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン1301貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基

づき40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン1301貯蔵容器を設置する設計とする。

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より1個以上多いボンベを設置する設計と

する。 
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注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

(つづき) 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器

( ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン1301貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン1301貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基

づき40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， のハ

ロン1301貯蔵容器を設置する設計とする。

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より1個以上多いボンベを設置する設計と

する。 
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注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

(つづき) 

20

43514



名 称 
ハロン 1301貯蔵容器

( ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン1301貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン1301貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基

づき40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし のハ

ロン1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器

( ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン1301貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン1301貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基

づき40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン1301貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン1301貯蔵容器を設置する設計とする。

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より1個以上多いボンベを設置する設計と

する。 
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注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

(つづき) 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 4

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 4

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 3

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 3

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 2

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 3

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

33

43527



名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 16

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

また、系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 4

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

また、系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 2

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 2

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 4

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 3

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 2

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0102) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

安
ユ
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注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

(つづき)

き)
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0103，W0113，W0125) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1．容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2．最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3．最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4．個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0106，W0107，W0115) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1．容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2．最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3．最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4．個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0119，W0122) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1．容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2．最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3．最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4．個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0206) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1．容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2．最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3．最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4．個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

46

43540



名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0202，W0203) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1．容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2．最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3．最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4．個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

(AP-G0101，G0102，W0107) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

  

48

43542



名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AP-W0108) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

（BA-Y0101，Y0102，W0231，G0232） 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

 

  

50

43544



 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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43548



 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

要な消火剤量により算出する。 
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43549



 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

要な消火剤量により算出する。 
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43550



 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

要な消火剤量により算出する。 
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43551



 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

5. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

6. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

7. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

8. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数*を設置するものとし, 

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より1個多いボンベを設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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43552



 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数*を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うため必要ボンベ個数＊より 1個多いボンベを設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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43553



 

 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301化物貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，

火災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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43554



 

名 称 
ハロン1301貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －   

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301物

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数*を設置するものとし の

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より1個多いボンベを設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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43555



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(GA-W0103，W0104，W0105，W0106，W02

03，W0204) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

安
ユ

 A
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43556



注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

(つづき) 
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43557



名 称 
ハロン 1301貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

 

ガ
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器 

，廃ガス洗浄塔ポンプ A，

B , 廃ガス洗浄塔

ポンプ A，B

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備／ハロゲン化物消火設備（局

所）として使用するハロン 1301 貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 
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(つづき) 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ する。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器 

，排風機 A，B

，排風機 A，B

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備／ハロゲン化物消火設備（局

所）として使用するハロン 1301 貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 
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(つづき) 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器-1，2 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ する。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 
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(つづき) 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 
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(つづき) 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン 1301貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

(AZ-W0103，W0104，W0303，W0304， 

W0321，W0322，W0323，W0324) 

(再処理施設，MOX 燃料加工施設 

と共用) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 9

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301 貯蔵

容器は，以下の機能を有する。 

ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器 

(AZ-W0147 床下，W0151) 

(再処理施設，MOX 燃料加工施設 

と共用) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 10 

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301 貯蔵

容器は，以下の機能を有する。 

 

 ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室床下及び消火対象室内に発生した火災により安

全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

  公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

  注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器 

(AZ-W0150) 

(再処理施設，MOX 燃料加工施設 

と共用) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 9 

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用するハロン 1301 貯蔵

容器は，以下の機能を有する。 

 

 ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

  公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

のハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

  注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 
ハロゲン1301貯蔵容器 

(一般排水ピットポンプ ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備（局所）として使用するハロ

ン 1301 貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし,

のハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。また，系統分離対策が必要な火災区

域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，早期の消火を行うために要求される

必要ボンベ個数＊より 1個以上多いボンベを設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第 3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(インアクティブ廃液ポンプA，B

) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備（局所）として使用するハロ

ン 1301 貯蔵容器は，以下の機能を有する。

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1．容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2．最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3．最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4．個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし, 

のハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。 

また，系統分離対策が必要な火災区域又は火災区画は，容器弁の単一故障を考慮し，

早期の消火を行うために必要ボンベ個数＊より 1 個以上多いボンベを設置する設計と

する。 
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注記 ＊：消防法施行規則第二十条第 3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

 

(つづき) 
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精
製
 
A
 

名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

(廃液中和槽ポンプA，B  

) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(局所)として使用するハロン

1301 貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

(常用冷水2ポンプA，B  

) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(局所)として使用するハロン

1301 貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， の

ハロン 1301 貯蔵容器を設置する設計とする。 

 

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0302 PCPS安全系Aピット) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用するハロン

1301貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

安
ユ
 A
 

85

43579



名 称 
ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0302 PCPS安全系Bピット) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用するハロン

1301貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0302 北側生産系 Nエリア，南側

生産系 Nエリア，W0305 中央安全監視

室床下フリーアクセスフロア) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用するハロン

1301貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  ハロン 1301 貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれな

いよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型のハロン 1301

貯蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 5.2MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に

基づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ハロン 1301 貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし

ハロン 1301貯蔵容器を設置する設計とする。

注記 ＊：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

87

43581



 

 

分
離
 
A 

名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

(  

 

) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する二酸化炭素貯蔵

容器は，以下の機能を有する。 

 

  二酸化炭素貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の二酸化炭素貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ10.8MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第十九条第5項第六号に基

づき40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊以上を設置するものとし

の二酸化炭素貯蔵容器を設置する設計とする。 
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注記 ＊：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 

 

(つづき) 
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精
製
 
A
 

名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する二酸化炭素貯蔵

容器は，以下の機能を有する。 

 

  二酸化炭素貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の二酸化炭素貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 10.8MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第十九条第 5項第六号に基

づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊以上を設置するものとし，

の二酸化炭素貯蔵容器を設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する二酸化炭素貯蔵

容器は，以下の機能を有する。 

 

  二酸化炭素貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の二酸化炭素貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である

L/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ L/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 10.8MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第十九条第 5項第六号に基

づき 40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

二酸化炭素貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災

の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし， 個の

二酸化炭素貯蔵容器を設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出する。 
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安
ユ

A
 

名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

(GA-W0101，W0108，W0201，W0205，

W0301，W0302) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する二酸化炭素貯蔵

容器は，以下の機能を有する。 

  二酸化炭素貯蔵容器は，消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれない

よう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

二酸化炭素貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の二酸化炭素貯

蔵容器を使用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である  

以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度

40℃における貯蔵容器内圧と同じ 10.8MPaとする。

3. 最高使用温度の設定根拠

二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度は、消防法施行規則第十九条第 5項第六号に基

づき 40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

二酸化炭素貯蔵容器は，火災により再処理施設の安全性が損なわれないよう，火

災の影響を限定し，早期の消火を行うために必要な個数＊を設置するものとし，

個の二酸化炭素貯蔵容器を設置する設計とする。 

注記 ＊：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な消火剤量により算出。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(前処理建屋ケーブルトレイ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，前処理建屋に設置するケーブルトレイの

消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，第1表に

示すとおり，合計 とする。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 前処理建屋設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

BCD01-1/BCD0

2-1/BCD04-1/

BCD05-1 

BHD01-1/BHD0

2-1/BHD03-1/

BHD04-1 

BLD01-1/BLD0

2-1/BLD04-1 

BSD01-1/BSD0

2-1/BSD04-1/

BSD05-1 

NCD08-2/NCD1

0-1/NCD14-1/

NCD16-1/NCD1

7-1 

NLD08-2/NLD1

6-1/NLD23-1 

NSD08-2/NSD1

0-1/NSD14-1/

NSD17-1 

T.M.S.L. 

m 

BCD02-2/BLD0

2-2/BSD02-2 

T.M.S.L. 

m 

NCD03-2/NCD0

4A-1/NCD04B-

1 

NCD12-1/NSD1

2-1 

NLD03-2/NLD0

4A-1/NLD04B-

1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NLD28-1 

NSD03-2/NSD0

4A-1/NSD04B-

1/NSD05-1 

T.M.S.L. 

m 

ACD01-1 

AHD01-1/NCD2

3-1/NSD23-1 

ALD01-1 

ASD01-1 

NCD01A-1/NCD

01B-1/NCD07-

1 

NCD01B-2/NCD

01C-1/NCD02A

-1/NCD02B-1 

NCD02B-2/NCD

02C-1/NCD03-

1 

NCD08-1/NLD0

8-1/NSD08-1 

NCD09A-1/NLD

09-1/NSD09-1 

NCD11-1/NLD1

1-1/NSD11-1 

NCD15-1/NLD1

5-1/NSD15-1 

NCD18-1/NLD2

2-1/NSD18-1 

NCD19-1/NSD1

9-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NCD21-1/NLD2

1-1/NSD21-1 

NCD24-1/NSD2

4-1 

NLD01A-1/NLD

07-1 

NLD01A-2/NLD

01B-1 

NLD01B-2/NLD

02A-1/NLD02B

-1/NLD03-1 

NLD10-1 

NSD01A-1/NSD

01B-1/NSD07-

1 

NSD01B-2/NSD

01C-1/NSD02A

-1 

NSD02A-2/NSD

02B-1/NSD02C

-1/NSD03-1 

NSD13-1 

T.M.S.L. 

m 

ACC03-1/ASC0

2-1 

AHC01-1/ALC0

3-1/NLC34B-1 

BCC02-1/BSC0

2-1 

BHC01-1/BLC0

2-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L.

m

NCC12-1/NCC3

4A-1/NCC34B-

1/NCC51C-1 

NCC27-1/NLC3

5-1/NSC11-1

NCC30-1/NSC3

0-1

NCC49-1/NCC5

7D-1/NCC57E-

1/NLC49E-1/N

LC57C-1/NLC5

7D-1/NSC50A-

1/NSC50B-1 

NHC01-1/NKC-

1 

NLC34A-1/NLC

34B-2/NLC50-

1/NLC51E-1 

NLC76-1/NLC7

7A-1/NLC77B-

1 

NLC92-1/NLC9

4-1

NSC12-1/NSC2

9-1/NSC34A-1

/NSC34B-1/NS

C34C-2 

T.M.S.L.

m

ACC01-1/ALC0

1-1

AHC02-1/ASC0

1-1

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

BCC01-2/BLC0

1-2/BSC01-1 

NCC01B-2 

NCC01B-3/NCC

01C-1/NCC02A

-1 

NCC02A-2/NCC

02B-1 

NCC03A-1/NCC

03B-1/NCC03D

-1 

NCC03C-1/NCC

03D-2/NCC04A

-1/NCC04B-2/

NCC59A-1 

NCC04B-1/NCC

05A-1/NCC05B

-1/NCC05D-1 

NCC07A-1/NCC

07B-1/NCC66-

1 

NCC09-1/NCC1

0A-1/NCC10B-

1/NLC21-1/NL

C22-1 

NCC11-1/NLC1

1-1/NSC53A-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L.

m

NCC14-1/NCC1

5A-1/NCC15B-

1/NSC14-1/NS

C17A-1/NSC17

B-1

NCC18-1/NCC1

9A-1/NCC19B-

1/NSC18-1/NS

C19A-1/NSC19

B-1

NCC24-1/NLC2

4A-1/NSC24-1 

NCC26-1/NLC2

6-1

NCC31-1/NCC7

0-1

NCC41A-1/NLC

41A-1/NSC41A

-1

NCC65-1/NLC8

6-1/NSC15-1

NLC01B-2 

NLC01B-3/NLC

01BK-1/NLC12

A-1

NLC02A-2/NLC

02B-1/NLC03A

-1/NLC03B-1

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NLC03B-2/NLC

03C-1/NLC04A

-1/NLC04B-1/

NLC04C-1/NLC

04D-2/NLC46A

-1/NLC59A-1 

NLC04D-1/NLC

05A-1/NLC05B

-1 

NLC07-1/NLC0

8A-2/NLC08B-

1 

NLC09-1/NLC1

0A-1/NLC10B-

1/NLC87-1/NL

C88-1 

NLC18-1/NLC1

9A-1/NLC19B-

1 

NLC23-1/NSC0

9-1/NSC10A-1

/NSC10B-1 

NLC27-1/NLC2

8-1 

NLC29-1/NLC3

0-1 

NLC31-1 

NSC01B-2 

NSC01B-3/NSC

01C-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NSC03-2/NSC0

4-1/NSC05A-1 

NSC07A-2/NSC

07B-1/NSC07C

-1 

NSC61-1 

NSC61-2 

T.M.S.L. 

m 

ACC02-1/ALC0

2-1/NCC02AK-

1 

NCC01A-1/NCC

01B-1/NCC07A

-2 

NCC16-1/NLC1

8-2/NSC16-1 

NCC20-1/NLC2

0-1/NSC20-1 

NCC21-1/NCC5

7A-1/NCC69A-

1 

NLC01A-1/NLC

01B-1/NLC08A

-1 

NLC01C-1/NLC

01D-1/NLC01E

-1/NLC01F-1/

NLC01G-1/NLC

02A-1 

NLC57A-1/NLC

58A-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NSC01A-1/NSC

01B-1/NSC07A

-1 

NSC01C-2/NSC

02A-1/NSC02B

-1/NSC03-1 

T.M.S.L. 

m 

BCC01-1/BLC0

1-1 

NCC20-2/NLC2

0-2/NSC20-2 

T.M.S.L. 

m 

ACA17-1 

AHA01-1 

ALA17-1 

ASA08-1 

BCA17-1/BCA1

8-1/BCA19-1 

BHA01-1/BHA0

2-1/BHA04B-1

/BHA05-1 

BHA03-1/BLA2

8-1/NLA28A-1

/NLA28B-1/NL

A29-1 

BSA10-1/BSA1

3-1 

NCA26A-1/NCA

26B-1/NCA27-

1/NSA26A-1/N

SA26B-1/NSA2

7-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

ACA01-1/ACA0

2-1/ACA03-1 

ALA01-1/ALA0

2-1/ALA03-1 

ASA01-1 

BCA01-1/BCA0

2-1/BCA03-1/

BLA01-1/BLA0

2-1/BLA03-1 

BCA04-1/BCA0

5-1 

BCA04-2 

BCA07-1/NLA2

6-1/NSA11-1/

NSA21A-1 

BCA08-1/BLA0

7-1/BSA08-1/

NLA11-1 

BLA05-1/BLA1

0-1/BSA05-1 

BSA01-1/BSA0

2-1/BSA03-1/

NSA17-1/NSA1

8A-1/NSA18B-

1 

NCA01-1/NCA0

2A-2 

NCA02A-1/NCA

02B-1/NCA03A

-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NCA07A-1/NCA

07B-1/NCA08-

1 

NCA09-1/NCA1

0A-1/NCA10B-

1/NCA25-1 

NCA11-1/NCA2

1A-1/NCA21B-

1 

NCA17-1/NCA1

8A-1/NCA18B-

1/NLA17-1/NL

A18A-1/NLA18

B-1 

NCA28-1/NLA1

9-1/NSA28-1 

NLA01A-1/NLA

01B-1/NLA01C

-1/NLA01D-1/

NLA02A-2 

NLA02A-1/NLA

02B-1/NLA03A

-1/NLA03B-1 

NLA07A-1/NLA

07B-1/NLA08-

1 

NLA22-1/NLA2

3-1/NLA24-1/

NSA10A-1/NSA

10B-1 

小計 

 
 
 

104

43598



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NLA25-1/NSA2

5-1 

NSA01-1/NSA0

2-1/NSA03A-1 

NSA07A-1/NSA

07B-1/NSA07C

-1 

T.M.S.L. 

m 

ACA04-1/ACA0

5-1/ACA06-1/

AHA03-1 

ALA04-1/ALA0

5-1/ALA06-1/

ASA02-1/ASA0

3-1/ASA04-1/

ASA05-1 

NLA09-1/NLA1

0A-1/NLA10B-

1 

T.M.S.L. 

m 

NC148A-1/NC1

48B-1/NC149-

1/NS110-1/NS

111A-1/NS111

B-1 

NL130A-1/NL1

30B-1/NL131-

1 

T.M.S.L. 

m 

AC102-1/AC10

3-1/BC101-1/

BC102-1/BC10

3-1 

小計 

 
 
 

105

43599



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

AC103-3 

AC104-1 

AL102-1/AL10

3-1/BL101-1/

BL102-1/BL10

3-1 

AL103-3 

AL104-1 

AL105-1/AL10

6-1/AL107-1/

AL108-1/NC15

1-1/NL128-1 

AS101-1/AS10

2-1/AS103-1/

BS101-1/BS10

2-1/BS103-1 

AS103-3 

AS104-1 

BC104-1/BC10

5-1/BC106-1/

BS104-1 

BL104-1/BL10

5-1/BL106-1 

NC101A-1/NC1

06C-2 

NC102A-2/NC1

02B-1/NC102C

-1 

NC102BK1-1/N

C102BK2-1/NC

102BK3-1 

小計 

 
 

106

43600



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NC102CK-1/NS

103K-1 

NC106A-1/NC1

06B-1/NC106C

-1/NC106CK-1

/NC106CK-2 

NC114A-1/NC1

14B-1 

NC128A-1/NL1

23-1/NS128A-

1 

NC154-1/NL14

0-1/NS130-1 

NL101A-1/NL1

06B-2 

NL102A-2/NL1

02B-1/NL102C

-1/NL114-1 

NL106A-1/NL1

06B-1 

NL113-1/NS11

4A-1/NS114B-

1 

NS101-1/NS10

7B-2 

NS102-2/NS10

3-1 

NS107A-2/NS1

07B-1 

小計 

 

 

 

 

107

43601



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NC123-1/NC15

0A-1/NC150B-

1/NS123-1 

NL124-1 

NL125-1/NL12

6-1/NL127-1 

T.M.S.L. 

m 

AC103-2 

AC105-1/AC10

6-1/AC107-1/

AC108-1/AS10

5-1/AS106-1/

AS107-1 

AL103-2 

AS103-2 

NC101A-2/NC1

01B-1/NC102A

-1 

NC106A-2/NL1

06A-2/NS107A

-1 

NC120-1/NC12

1A-1/NC121B-

1/NL120-1/NL

121A-1/NL121

B-1 

NL101A-2/NL1

01B-1/NL101C

-1/NL101D-1/

NL102A-1 

小計 

 
 

 

 

108

43602



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L.

m

NS101-2/NS10

2-1

NS120-1/NS12

1A-1/NS121B-

1 

T.M.S.L.

m

AC104-2/AL10

4-2/AS104-2

NC103A-1/NL1

03A-1/NL136A

-1/NL136B-1/

NS104-1

NC103E-1/NC1

30A-1/NL129B

-1

AC104-3 

AL104-3/NC10

3B-1/NC129-1

/NC131-1 

AS104-3/NC11

5A-1/NC115B-

1 

T.M.S.L.

m

NC103A-2/NL1

03A-2/NL115-

1/NS104-2 

NC103C-1/NC1

03D-1/NC104-

1/NC147A-1 

NC116-1/NC11

7A-1/NC117B-

1 

小計 

109

43603



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NL103B-1/NL1

16-1/NL117A-

1/NL117B-1/N

L137A-1 

NS105-1/NS11

5A-1/NS115B-

1/NS116-1 

T.M.S.L. 

m 

NC215A-1/NC2

15B-1/NS215A

-1/NS215B-1 

NL215A-1/NL2

15B-1 

T.M.S.L. 

m 

BC206-2 

BL206-2 

NC213-1/NC21

4-1/NC220-1 

NL213-1/NL21

4A-1/NL214B-

1/NL218-1 

NS213-1/NS21

4-1/NS220-1 

T.M.S.L. 

m 

AC202-1/AC20

3-1/AC204-1/

AL202-1/AL20

3-1/AL204-1 

AS201-1/NL22

4-1/NL225A-1

/NL225B-1 

AS202-1/AS20

3-1/AS204-1 

小計 

 
 

 

110

43604



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

BC202-3 

BL202-3 

BS202-3 

NC201A-1/NC2

07B-1/NC207C

-1 

NC202A-1/NC2

02B-1 

NC202BK-1/NL

228-1 

NC202B-2/NC2

02C-1/NC203-

1 

NC213-2/NL21

3-2/NS213-2 

NC224-1/NC22

5A-1/NC225B-

1/NS224-1/NS

225A-1/NS225

B-1 

NC229A-1/NL2

29A-1/NS229A

-1 

NC231-1/NS23

1-1 

NC238A-1/NC2

38B-1/NC239-

1 

NL201A-1 

NL202A-1/NL2

02B-1/NL202C

-1/NL203-1 

小計 
 

111

43605



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NL210-1 

NS201A-1/NS2

07A-1/NS207B

-1 

NS202A-1/NS2

02B-1/NS203-

1 

T.M.S.L. 

m 

BC202-2 

BL202-2 

BS202-2 

NC228-1/NL22

6-1 

T.M.S.L. 

m 

BC201-1/BC20

2-1 

BL201-1/BL20

2-1 

BS201-1/BS20

2-1 

NC201A-2/NC2

01B-1/NC201C

-1/NC201D-1 

NC207D-1 

NC227-1/NS22

7-1/NS228-1 

NC230-1/NL22

7-1/NL227K-1

/NS230-1 

NL201A-2/NL2

01C-1/NL201D

-1 

小計 

 

 

112

43606



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L.

m

NS201A-2/NS2

01B-1/NS201C

-1/NS201D-1

T.M.S.L.

m

BC202-4/BC20

3-1/BC204-1/

BC205-1/BC20

6-1

BL202-4/BL20

3-1/BL204-1/

BL205-1/BL20

6-1

BS202-4/BS20

3-1/BS204-1/

BS205-1

NC203-2/NC20

4A-1 

NC204B-1/NC2

04C-1/NC206-

1 

NC208A-1/NC2

08B-1 

NC210-1/NS21

0-1

NC216A-1/NC2

16B-1/NC217A

-1/NC217B-1

NC219-1 

NL203-2/NL20

4A-1/NL206-1 

NL204BK-1 

小計 

113

43607



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NL208-1 

NL216-1/NL21

7A-1/NL217B-

1 

NS203-2/NS20

4A-1/NS204B-

1 

NS216-1/NS21

7A-1/NS217B-

1 

T.M.S.L. 

m 

NC205A-1/NC2

05B-1 

NC206-2/NL20

7-1 

NL204B-1/NL2

05-1 

NS205-1/NS21

9-1 

T.M.S.L. 

m 

AC301-1/AC30

2-1/AC303-1/

AC304-1 

AL301-1/AL30

2-1 

AL303-1/AL30

4-1 

AS302-1/AS30

2-2 

BC301-1 

BL301-1 

BS301-1 

小計 

 

 

114

43608



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L.

m

NC302A-1/NC3

02B-1/NC303-

2 

NC304A-1 

NC311-1/NL30

2K-1/NS311-1 

NC317-1/NS31

7-1

NC324-1/NS32

4-1

NC333-1 

NC334-1/NC33

5B-1/NL311-1 

NL301B-2/NL3

01C-1/NL301D

-1/NL301E-1/

NL301F-2

NL303-1 

NL303K1-1/NL

303K2-1/NL30

3K3-1 

NL317-1 

NL324-1/NL32

5-1

NS301B-2/NS3

01C-1/NS301D

-1/NS302-2

NS304-1 

T.M.S.L.

m
AS301-1 

小計 

115

43609



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L. 

m 

NC301A-1/NC3

01B-1/NC307-

1 

NC301B-2/NC3

01C-1/NC301D

-1 

NC303-1/NC30

4A-2/NC304B-

1/NC304C-1 

NC321-1/NC32

1-2 

NC322-1/NC32

3-1/NC323-2 

NL301A-1/NL3

01B-1/NL309-

1 

NL301F-1/NL3

02-1/NL303-2 

NL321-1/NL32

1-2 

NL322-1 

NL323-1/NL32

3-2 

NS301A-1/NS3

01B-1/NS307-

1 

NS302-1/NS30

3-1/NS304-2 

NS321-1/NS32

1-2 

NS322-1 

小計 

 
 

116

43610



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

前処理建

屋 

T.M.S.L.

m

NS323-1/NS32

3-2

T.M.S.L.

m

AL403-1 

AS401-1 

NC402-1/NC40

3A-1 

NL402-1/NL40

3A-1 

T.M.S.L.

m

BL401-1 

BS401-1 

NC403A-2/NC4

03B-1/NC404-

1 

NL403A-2/NL4

03B-1/NL404-

1 

小計 

合計 

117
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(分離建屋ケーブルトレイ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，分離建屋に設置するケーブルトレイの消

火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，第1表に示

すとおり，合計 とする。 

 

 

 

 

118

43612



第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 分離建屋設置個数(1/2) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

分離建屋 

T.M.S.L

m 

ALB01-1/ 

ASB01-1/ 

ACB01-1 

T.M.S.L

m 

NC165-1/ 

NS165-1 

T.M.S.L

m 

BC201-1/ 

BS201-1 

BL201-1 

NC248-1/ 

NC256-1/ 

NC243-1 

NS232-1/ 

NS256-1 

T.M.S.L

m 

NC209-1 

NS209-1/ 

NS258-1/ 

NS259-1/ 

NS258-2 

T.M.S.L

m 

BC301-1/ 

BS301-1 

BL301-1 

T.M.S.L

m 

NC347-1/ 

NC348-1/ 

NC349-1/ 

NS347-1/ 

NS348-1/ 

NS349-1 

NC348-2/ 

NS348-2 

小計 

119

43613



 

第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 分離建屋設置個数(2/2) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

分離建屋 

T.M.S.L 

m 

BC401-1 

BL401-1 

NC401-1 

NL401-1 

NS401-1 

T.M.S.L 

m 

BL401-2/ 

BC401-2 

合計 

 

 

 

120

43614



精
製
 
A
 

名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(精製建屋ケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 75

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，精製建屋に設置するケーブルトレイの消

火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，第1表に示

すとおり，合計 とする。 
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43615



 

 

第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 精製建屋設置個数(1/3) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

精製建屋 

T.M.S.L. 

 

NLA02-1/NLA04-1  

NLA02-2/NLA27-1  

NLA05-1/NSA05-1  

NLA06-1/NLA11-1  

NLA09-1/NCA22-1  

NLA23-1/NCA35-1/ 

NSA21-1  

NCA02-1/NCA04-1  

NCA02-2/NCA40-1  

NCA05-1  

NCA16-1/NCA21-1  

NCA46-1/NCA48-1  

NCA48-2  

NSA02-1/NSA04-1  

NSA02-2/NSA23-1  

NSA08-1  

T.M.S.L. 

m 

AHA01-1  

ALA01-1/ALA02-1  

ALA02-2  

ALA02-3/ACA04-1/ 

ASA04-1  

ALA03-1/ACA03-1/ 

ASA03-1  

ACA01-1/ACA02-1  

ACA02-2/ACA04-2/ 

ACA05-1  

ASA01-1/ASA02-1  

ASA02-2/ASA04-2/ 

ASA05-1  

BHA01-1  

BLA01-1/BCA01-1/ 

BSA01-1  

小計 

 
 

122

43616



 

 

第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 精製建屋設置個数(2/3) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

精製建屋 
T.M.S.L. 

m 

BLA02-1/BLA03-1  

BLA02-2/BCA04-1/ 

BSA05-1  

BLA03-2/BCA03-1  

BCA02-1/BCA03-2/ 

BCA04-2/BCA05-1  

BSA02-1/BSA03-1/ 

BSA04-1/BSA05-2  

BSA03-2  

NHA01-1/NHA02-1  

NHA03-1/NCA46-2/ 

NSA24-1  

NLA01-1/NCA47-1/ 

NSA01-1  

NLA04-2/NLA06-2  

NLA07-1  

NLA11-2/NLA12-1/ 

NSA08-2/NSA12-1  

NLA13-1/NCA27-1/ 

NSA13-1  

NLA14-1/NLA15-1  

NLA14-2/NLA17-1  

NLA15-2/NCA29-1/ 

NSA15-1  

NLA16-1/NLA18-1  

NLA18-2  

NLA18-3/NLA20-1  

NLA19-1/NCA33-1/ 

NSA19-1  

NLA21-1/NLA22-1  

NLA21-2/NLA27-2  

小計 

 
 

123

43617



 

 

第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 精製建屋設置個数(3/3) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

精製建屋 

T.M.S.L. 

m 

NLA24-1/NCA42-1  

NLA26-1/NCA41-1  

NCA01-1  

NCA08-1/NSA07-1  

NCA11-1/NCA12-1/ 

NCA16-2  

NCA13-1/NSA09-1  

NCA14-1/NCA15-1  

NCA21-2/NCA26-1  

NCA28-1/NCA29-2  

NCA28-2/NCA31-1  

NCA30-1/NCA32-1  

NCA32-2  

NCA32-3/NCA34-1/ 

NCA39-1  

NCA36-1/NCA37-1  

NCA36-2/NCA40-2  

NSA06-1/NSA08-3  

NSA10-1/NSA11-1  

NSA14-1/NSA15-2  

NSA14-2/NSA17-1  

NSA16-1/NSA18-1  

NSA18-2  

NSA18-3/NSA20-1  

NSA22-1/NSA23-2  

NSA22-2/NSA23-3  

T.M.S.L. 

m 

NLA04-3/NSA04-2/ 

NSA06-2  

NLA24-2  

NCA04-2/NCA11-2  

小計 

合計 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(制御建屋ケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，制御建屋ケーブルトレイに設置するケー

ブルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があること

から，第1表に示すとおり，合計 する。 

安
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 制御建屋設置個数(1/2) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

制御建屋 AG-W0117 

T.M.S.L

40.10m 

ALB02-1/ACB07-1/ 

ASB02-1 

BLB02-1/BCB12-1/ 

BSB03-1 

NHB11-1/NHB25-1 

NHB17-1/NLB12-1/ 

NLB13-1/NLB47-1/ 

NLB48-1/NCB13-1/ 

NCB15-1/NSB15-1/ 

NSB17-1 

NLB29-1/NLB31-1/ 

NLB62-1/NLB64-1/ 

NCB21-1/NCB23-1/ 

NSB23-1/NSB25-1  

T.M.S.L

40.13m 

BLB02-2/BCB02-1/ 

BCB07-1/BSB04-1  

NHB10-1/NHB27-1 

NHB10-2/NHB27-2/ 

NLB83-1 

NLB83-2 

T.M.S.L

40.15m 

ALB05-1/ACB01-1/ 

ACB04-1/ASB05-1  

BLB01-1/BCB01-1/ 

BSB01-1 

NLB03-1/NCB02-1/ 

NSB03-1 

NLB05-1/NLB38-1/ 

NCB05-1/NSB05-1  

T.M.S.L

43.05m 

BCB02-2 

BCB07-2 

BCB12-2 

BSB02-1 

小計 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 制御建屋設置個数(2/2) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

制御建屋 AG-W0117 
T.M.S.L

43.15m 

NLB33-1/NLB67-1 

NLB82-1/NCB20-1 

NSB22-1 

小計 

合計 
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脱
硝
 
A 

名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

ケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 －  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に設

置するケーブルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要

があることから，第1表に示すとおり，合計 とする。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋設置個数(1/3) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

ウラン・

プルトニ

ウム混合

脱硝建屋 

 

T.M.S.L 

47.30m 

BHA01-1/BCA11-1/ 

BSA01-1 

NLA24-1/NLA25-1 

NLA26-1/NLA27-1 

NCA30-1 

NCA32-1/NCA33-1 

NCA78-1 

NSA25-1/NSA26-1 

NSA27-1/NSA28-1 

T.M.S.L 

47.40m 

ALA02-1/ACA10-1/ 

ASA02-1 

BHA01-2 

BCA11-2 

BSA01-2 

NLA21-1 

NLA22-1 

NLA22-2/NSA23-1 

NLA35-1 

NCA28-1 

NCA28-2 

NCA28-3 

NCA28-4 

NCA30-2/NCA31-1 

NCA41-1/NSA36-1 

NSA23-2 

NSA23-3 

T.M.S.L 

47.60m 

AHA01-1 

ALA01-1 

ACA01-1 

ASA01-1 

小計 

1 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋設置個数(2/3) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

ウラン・

プルトニ

ウム混合

脱硝建屋 

 

T.M.S.L 

47.75m 

BHA01-3/BCA11-3/ 

BSA01-3 

NHA04-1/NCA26-1/ 

NSA21-1 

NCA28-5 

NSA23-4 

T.M.S.L 

47.90m 

BLA05-1 

BCA02-1/BSA05-1 

 

T.M.S.L 

55.30m 

AH101-1 

AL107-1 

AC107-1 

AS103-1 

NL101-1/NC105-1 

NL105-1 

NL109-1 

NLM01-1 

NC101-1/NS101-1 

NC107-1 

NC111-1 

NS105-1 

NS109-1 

T.M.S.L 

55.40m 

AH101-2 

AH101-3 

AL107-2 

AL107-3 

AC107-2 

AC107-3 

AS103-2 

AS103-3 

BL102-1/BC104-1/ 

BS102-1 

小計  
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋設置個数(3/3) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

ウラン・

プルトニ

ウム混合

脱硝建屋 

 

T.M.S.L 

55.40m 

NL106-1/NL107-1/ 

NL108-1 

NL108-2/NL109-2 

NC108-1/NC109-1/ 

NC110-1 

NC110-2/NC111-2 

NCM01-1 

NS106-1/NS107-1/ 

NS108-1 

NS108-2/NS109-2 

NS120-1 

NSM01-1 

T.M.S.L 

55.55m 

NL109-3/NL110-1 

NC111-3/NC112-1 

NS109-3/NS110-1 

小計 

合計 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(高レベル廃液ガラス固化建屋ケーブル

トレイ) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，高レベル廃液ガラス固化建屋に設置する

ケーブルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要がある

ことから，第1表に示すとおり，合計 とする。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 高レベル廃液ガラス固化建屋 設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

ALD01-1 

/ACD01-1 

/ASD01-1 

NLD15-1 

/NLD23-1 

/NCD17-1/ 

NSD15-1 

T.M.S.L. 

m 

NLD13-1/NCD1

5-1/NSD13-1 

ALD07-1/ACD0

7-1/ASD09-1 

BLD05-1/BCD0

5-1/BSD05-1 

T.M.S.L. 

m 

NLB12-1 

NCB12-1/NSB1

2-1 

AHB02-1/ACB0

3-1 

ALB03-

1/ASB03-1 

T.M.S.L. 

m 

AHB02-

2/ACB04-

1/ASB04-1 

T.M.S.L. 

m 

NCA34-

1/NSA38-1 

NLA34-

1/NCA31-

1/NSA35-1 

小計 

 

 

 

 

133

43627



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

NLA36-1/NLA3

3-1/NLA42-1/

NLA43-1/NLA3

2-1 

NCA35-1/NCA3

3-1/NCA30-1/

NCA37-1/NCA3

8-1/NCA29-1 

NSA39-1/NSA3

7-1/NSA41-1/

NSA42-1/NSA3

4-1 

NHA02-1/NHA0

4-1 

NLA44-1 

NCA39-1 

NSA43-1 

BLA04-1 

BCA02-1 

BSA02-1 

ACA02-1 

ASA02-1 

NCA40-

1/NCA41-

1/NCA42-

1/NSA44-

1/NSA45-

1/NSA46-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

NLA45-

1/NLA46-

1/NLA47-

1/BSA02-2 

NLA44-2/NLA4

8-1 

NCA39-2/NCA4

3-1 

NSA43-2/NSA4

7-1 

BCA01-1 

BCA02-2/BCA0

3-1 

BSA01-1/BSA0

3-1 

BLA01-1/BLA0

2-1 

BHA03-1 

T.M.S.L. 

m 

NLA48-2 

NCA43-2 

NSA47-2 

BLA02-2 

BCA03-2 

BSA03-2 

NLA49-1 

NCA44-

1/NCA45-1 

NSA48-

1/NSA49-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

NCA46-

1/NSA50-1 

BHA02-1 

BLA03-1 

BCA04-

1/BCA05-

1/BCA07-1/ 

BCA08-1 

BSA04-1/BSA0

5-1/BSA07-1/ 

BSA08-1 

BSA06-1 

BCA06-1 

BLA03-2 

NSA27-1/NSA2

4-1/NSA23-1/ 

NSA25-1 

NCA21-1/NCA1

8-1/NCA19-1 

NLA23-1/NLA2

0-1/NLA21-1 

NLA26-1/NLA2

3-2/NLA24-1 

NCA24-1/NCA2

1-2/NCA22-1 

NSA30-1/NSA2

7-2/NSA28-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

NLA20-

2/NLA19-

1/NLA17-

1/NLA15-

1/NLA13-1 

NCA18-2/NCA1

7-1/NCA15-1/

NCA13-1 

NSA22-1/NSA1

7-1/NSA12-1 

BCA07-2 

BSA07-2 

NSA23-2/NSA1

8-1/NSA13-1 

NLA16-1/NLA1

8-1 

NCA16-1/NSA1

9-1/NSA20-1/

NSA21-1 

NSA14-

1/NSA15-

1/NSA16-1 

NLA14-1/NCA1

4-1 

NLA13-

2/NLA06-

1/NLA07-

1/NLA09-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

NCA13-2/NCA0

6-1/NCA07-1/

NCA09-1 

NSA05-1/NSA0

8-1/NSA06-1 

BOX04-1 

BLA05-1 

NLA05-1/NCA0

5-1 

NSA04-1 

NSA01-1/NSA0

2-1/NSA03-1 

BOX02-1 

NCA01-1/NCA0

2-1/NCA03-1 

NCA04-

1/NCA50-1 

BOX01-1 

NLA01-1/NLA0

2-1/NLA03-1 

NLA04-1 

BOX03-1 

（予備用） 

T.M.S.L. 

m 
NC161-1 

T.M.S.L. 

m 

BOX05-1 

NS101-1 

NS102-

1/NS160-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

NL101-1/NL10

2-1/NL103-1 

NL104-1/NL10

5-1/NL106-1 

BOX07-1 

BOX07-2 

NC101-1 

NC102-1/NC10

3-1/NC104-1 

BOX06-1 

NS103-

1/NS104-1 

BOX08-1 

NS105-1 

NC107-1/NC10

8-1/NC109-1 

NC105-1 

NC106-1 

NS106-1 

BOX09-1 

BOX09-2 

NL107-1/NL10

9-1/NL130-1/ 

NL134-1 

NL108-

1/NL110-

1/NL131-1 

BL109-1 

NC134-1 

NC137-1 

NS122-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L. 

m 

NL132-1/NL13

5-1 

NC134-2/NC14

0-1/NC135-1 

NC137-2/NC14

1-1/NC138-1 

NS122-2/NS12

5-1/NS123-1 

NS126-1 

BOX10-1 

BOX10-2 

BOX11-1 

NL139-1/NC14

6-1 

NS128-1 

NC147-1/NC14

8-1 

NS129-1/NS13

0-1 

BL108-1 

BC103-1 

BS103-1 

NL140-

1/NL141-1 

NC154-1 

NC155-1 

BL109-

2/BL107-

1/BL106-

1/BL105-1 

小計 
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(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

T.M.S.L.

m

NL147-1 

NS125-2/NS13

6-1

NC157-1/NC15

8-1

NL147-2/NL14

9-1

NS136-2/NS13

8-1

BOX12-1 

BL105-2 

BC103-2 

BS103-2 

NL148-1/NC15

9-1/NS137-1

BL101-1/BL10

2-1/BC101-1/

BC102-1

BS101-1/BS10

2-1

BOX13-1 

BL104-1 

BH101-1 

BOX14-1 

NC160-1 

NL149-2 

NS138-2 

（予備用） 

小計 

合計  
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安
ユ

 
A 

名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TX40Sケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TX40Sに設置するケーブル

トレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，

第1表に示すとおり，合計 とする。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TX40Sケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TX40S T.M.S.L39.75m

BC121-1 

BC121-2 

BC121-3 

BL122-6 

BL122-7 

BL122-8 

BL122-9 

合計 

143

43637



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TX51ケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TX51に設置するケーブルト

レイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，第

1表に示すとおり，合計 とする。 
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43638



第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TX51ケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TX51 
T.M.S.L40.85m

AC114-1/ 

AC115-2 

AC115-1 

AH206-1/ 

AH207-2 

AH207-1 

AS104-1/ 

AS107-2 

AS107-1 

BC114-1 

BC114-2 

BH302-1 

BH302-2 

BS108-1 

BS108-2 

NC139-1 

NC139-2 

NK117-1/ 

NK118-2 

NK118-1 

NL115-1/ 

NL116-2 

NL116-1 

NS122-2/ 

NS123-2 

NS123-1 

T.M.S.L41.25m NC138-1 

小計 

145

43639



（つづき） 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

KA-W0211 
T.M.S.L.

40.85m

AHB03-1/ACB0

5-1

ASB05-1 

BHA01-1 

BSA09-1 

BCA09-1 

NSA52-1 

NCA47-1 

NSA51&NCA48-

1 

小計 

合計 

146

43640



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TX51-ABケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TX51-ABに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 とする。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TX51-ABケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TX51-AB 

T.M.S.L42.65m

AC116-1 

AH208-1 

AS108-1 

NC140-1 

NH134-2 

NK119-1 

NL118-1 

NS124-1 

T.M.S.L50.29m

ACA02-1 

AHA02-1 

ASA02-1 

NCA40-1 

NHA11-1 

NLA18-1 

NSA39-1 

合計 

148

43642



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TX60ケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TX60に設置するケーブルト

レイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，第

1表に示すとおり，合計 とする。 
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43643



第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TX60ケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TX60 T.M.S.L37.85m

AC112-5 

AC113-6 

AC113-7 

AC113-8 

AC113-9 

AC113-10 

AH220-4 

AH221-6/ 

AH231-1 

AH231-2 

AH231-3 

AH231-4 

AS106-4 

AS111-4/ 

AS114-1 

AS114-2 

AS114-3 

AS114-4 

BC111-4 

BC111-5 

BC111-6 

BC111-7 

BC111-8 

BC112-4 

BH320-3 

BH331-2 

BH331-3 

BH331-4 

BH331-5 

BS107-3 

小計 

150

43644



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TX60 T.M.S.L37.85m

BS114-2 

BS114-3 

BS114-4 

BS114-5 

NC137-5/ 

NC145-1 

NC143-6/ 

NC144-1 

NC144-2 

NC144-3 

NC144-4 

NC144-5 

NC145-2 

NC145-3 

NC145-4 

NC145-5 

NH133-4/ 

NH142-1 

NH142-2 

NH142-3 

NH142-4 

NK116-4/ 

NK122-1 

NK122-2 

NK122-3 

NK122-4 

NL114-3/ 

NL124-1 

NL124-2 

NL124-3 

小計 

151

43645



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TX60 

T.M.S.L37.85m

NS119-3/ 

NS131-1 

NS131-2 

NS131-3 

NS131-4 

T.M.S.L39.35m

AC112-6 

AC112-7 

AC112-8/ 

AC121-3 

AC121-2 

AH221-2 

AH221-3 

AH221-4 

AH221-5 

AL111-2 

AL111-3 

AS111-1/ 

AS112-3 

AS111-2 

AS111-3 

AS112-2 

BC112-5 

BC112-6 

BC112-7/ 

BC122-2 

BC122-1 

BH321-1 

BH321-2 

BH321-3 

BH321-4 

小計 

152

43646



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TX60 T.M.S.L39.35m

BL111-1 

BL111-2 

BS111-1/ 

BS112-2 

BS111-2 

BS111-3 

BS112-1 

NC161-1/ 

NC162-2 

NC161-2 

NC162-1 

NC163-2 

NC163-3 

NC165-3 

NC166-4 

NH141-2 

NH141-3 

NH141-4 

NH141-5 

NK121-2 

NK121-3 

NK121-4 

NK121-5 

NL121-1/ 

NL122-2 

NL121-2 

NL122-1/ 

NL123-3 

NL123-2 

NL125-3 

小計 

153

43647



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TX60 

T.M.S.L39.35m

NL126-4 

NS132-1/ 

NS133-2 

NS132-2 

NS133-1/ 

NS134-3 

NS134-2 

NS134-4 

NS135-3 

NS136-4 

T.M.S.L44.65m

BH321-5/ 

BH331-1 

BS111-4/ 

BS114-1 

小計 

合計 

154

43648



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TX60-AAaケーブルトレ

イ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TX60-AAaに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 する。 
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43649



第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TX60-AAaケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TX60-AAa 

T.M.S.L39.35m NK121-1 

T.M.S.L44.75m

AC121-1 

AH221-1 

AL111-1 

AS112-1 

NC163-1 

NH141-1 

NK121-6 

NL123-1 

NS134-1 

合計 

156

43650



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TX60-ARケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TX60-ARに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 する。 
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43651



第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TX60-ARケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TX60-AR T.M.S.L45.40m

NC165-1 

NC165-2 

NL125-1 

NL125-2 

NS135-1 

NS135-2 

合計 

158

43652



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY10Eケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY10Eに設置するケーブル

トレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，

第1表に示すとおり，合計 する。 
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43653



第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY10Eケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY10E T.M.S.L37.85m

AC113-11 

AC113-12 

AC113-13 

AC131-1 

AH231-5 

AH231-6 

AH231-7/ 

AH232-1 

AS114-5 

AS114-6 

AS114-7/ 

AS115-1 

NC145-6/ 

NC175-1 

NC175-3/ 

NC176-1 

NC176-2 

NC184-1 

NC184-3 

NH142-5/ 

NH153-1 

NH153-3/ 

NH154-1 

NK122-5/ 

NK133-1 

NK133-3/ 

NK134-1 

NL124-4/ 

NL134-1 

小計 

160

43654



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY10E 

T.M.S.L37.85m

NL134-3/ 

NL135-1 

NS131-5/ 

NS145-1 

NS145-3/ 

NS146-1 

T.M.S.L38.25m

BC111-10 

BC111-11 

BC131-1 

BH331-7 

BH331-8/ 

BH332-1 

BS114-7 

BS114-8/ 

BS115-1 

NC144-6/ 

NC188-1 

NC174-1 

NC175-2 

NC184-2 

NH152-1 

NH153-2 

NK132-1 

NK133-2 

NL133-1 

NL134-2 

NS144-1 

NS145-2 

T.M.S.L39.35m
NC176-3 

NH154-2 

小計 

161

43655



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY10E 

T.M.S.L39.35m

NK134-2 

NL135-2 

NS146-2 

T.M.S.L39.75m

AC131-2 

AH232-2 

AS115-2 

BC131-2 

BH332-2 

BS115-2 

T.M.S.L43.25m

BC111-9 

BH331-6 

BS114-6 

T.M.S.L

41.80m 

AHB01-1/ 

ACB02-1 

ASB02-1 

NHB01-1/ 

NLB28-1/ 

NCB31-1/ 

NCB30-1/ 

NSB28-1 

T.M.S.L

42.20m 

BHB01-1/ 

BCB02-1/ 

BSB02-1 

小計 

合計 
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43656



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY10E-ACaケーブルトレ

イ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY10E-ACaに設置するケー

ブルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があること

から，第1表に示すとおり，合計 する。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY10E-ACaケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY10E-ACa T.M.S.L40.45m

AC132-1 

AC132-2 

AH233-1 

AH233-2 

AS116-1 

AS116-2 

NC179-1 

NC179-2 

NH157-1 

NH157-2 

NL138-1 

NL138-2 

NS150-1 

NS150-2 

合計 

164

43658



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY10E-ACbケーブルトレ

イ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY10E-ACbに設置するケー

ブルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があること

から，第1表に示すとおり，合計 する。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY10E-ACb)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY10E-ACb T.M.S.L40.55m

BC132-1 

BC132-2 

BH333-1 

BS116-1 

BS116-2 

合計 

166

43660



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY10E-CAbケーブルトレ

イ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY10E-CAbに設置するケー

ブルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があること

から，第1表に示すとおり，合計 する。 
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43661



第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY10E-CAb)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY10E-CAb 

T.M.S.L40.50m

AC131-4 

AC131-5 

AH232-4 

AS115-4 

BC131-4 

BH332-4 

BS115-4 

NC176-5 

NC176-6 

NC176-7 

NH154-4 

NH154-5 

NK134-4 

NK134-5 

NL135-4 

NS146-4 

NS146-5 

T.M.S.L40.90m

BC131-5 

BH332-5 

BS115-5 

T.M.S.L41.50m

AC131-6 

AH232-5 

AS115-5 

NL135-5 

T.M.S.L42.20m

BC131-6 

BH332-6 

BS115-6 

T.M.S.L46.15m

AC131-3 

AH232-3 

AS115-3 

小計 
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43662



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY10E-CAb T.M.S.L46.15m

BC131-3 

BH332-3 

BS115-3 

NC176-4 

NH154-3 

NK134-3 

NL135-3 

NS146-3 

小計 

合計 
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43663



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY20ケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY20に設置するケーブルト

レイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，第

1表に示すとおり，合計 とする。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY20ケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY20 T.M.S.L39.35m

AC101-2 

AC102-1 

AC102-2 

AC103-1/ 

AC105-1/ 

AC114-2 

AC111-1/ 

AC112-1 

AC112-2 

AC112-3 

AC112-4 

AC113-1 

AC113-2 

AC113-3 

AC113-4 

AC113-5 

AH201-2 

AH201-3 

AH201-4 

AH202-1/ 

AH203-1 

AH206-2/ 

AH220-1 

AH220-2 

AH220-3 

AS102-1 

AS102-2 

AS103-1/ 

AS105-1 

小計 

171

43665



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY20 T.M.S.L39.35m

AS104-2/ 

AS106-1 

AS106-2 

AS106-3 

NC121-1 

NC121-2 

NC121-3/ 

NC122-1 

NC122-2 

NC122-3 

NC122-4 

NC122-5/ 

NC135-1/ 

NC136-1 

NC128-2 

NC136-2 

NC136-3 

NC136-4/ 

NC137-1 

NC137-2 

NC137-3 

NC137-4 

NC143-2 

NC143-3 

NC143-4 

NC143-5 

NH102-1 

NH102-2 

NH102-3 

NH102-4 

小計 

172

43666



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY20 T.M.S.L39.35m

NH103-1 

NH103-2 

NH103-3 

NH103-4 

NH104-1 

NH105-1 

NH108-1 

NH133-1 

NH133-2 

NH133-3 

NK111-1 

NK111-2 

NK111-3 

NK111-4 

NK114-1/ 

NK115-1 

NK116-1 

NK116-2 

NK116-3 

NK117-2 

NL111-1 

NL111-2 

NL111-3 

NL111-4/ 

NL112-1/ 

NL113-1 

NL113-2 

NL113-3/ 

NL114-1 

NL114-2 

小計 

173

43667



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY20 

T.M.S.L39.35m

NS108-1 

NS113-1 

NS113-2 

NS113-3/ 

NS117-1 

NS117-2/ 

NS118-1 

NS118-2/ 

NS119-1 

NS119-2 

T.M.S.L39.75m

BC101-2 

BC102-1/ 

BC121-5 

BC102-2 

BC102-3 

BC103-1 

BC103-2/ 

BC106-1 

BC106-2 

BC109-1/ 

BC112-1 

BC111-1 

BC111-2 

BC111-3 

BC112-2 

BC112-3 

BC121-4 

BH301-2 

BH301-3 

BH301-4 

小計 

174

43668



(つづき) 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY20 

T.M.S.L39.75m

BH314-1/ 

BH315-1 

BH315-2/ 

BH320-1 

BH320-2 

BL121-1/ 

BL122-1 

BL122-2 

BL122-3 

BL122-4 

BL122-5 

BS102-1 

BS102-2 

BS102-3 

BS103-1/ 

BS106-1 

BS106-2/ 

BS107-1 

BS107-2 

T.M.S.L40.85m

NH134-1 

NL115-2 

NS122-1 

T.M.S.L44.60m

BC102-4/ 

BC114-3 

BH302-3 

BS102-4/ 

BS108-3 

T.M.S.L

42.20m 

NHB01-1/ 

NHB02-1 

小計 

175

43669



（つづき） 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 

TY20 

T.M.S.L

42.20m 

NHB13-1/NHB15-1 

NLB07-1/NLB40-1 

NCB25-1/NCA23-1 

NCB26-1/NCB27-1/ 

NCB28-1/NCB29-1  

NCB30-1/NCA26-1 

NCB32-1 

NCB35-1 

NSB07-1/NSB09-1 

NSB08-1/NSB27-1 

NKB03-1/NKA13-1 

T.M.S.L

42.30m 

NCB31-1/NCA30-1 

NCB34-1/NCA34-1 

NSB27-2/NSA21-1 

NKB02-1/NKA06-1 

T.M.S.L

42.35m 

AHB01-1/ACB02-1/ 

ACB10-1 

ACB05-1/ASB07-1 

小計 

合計 
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43670



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY20-ABケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY20-ABに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 とする。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY20-ABケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY20-AB 

T.M.S.L44.65m

BC113-1 

BH319-1 

BS109-1 

T.M.S.L50.29m

BCA01-1 

BHA01-1 

BSA01-1 

合計 

178

43672



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY20-AGbケーブルトレ

イ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY20-AGbに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 する。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY20-AGbケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY20-AGb T.M.S.L43.55m

AC107-1/ 

AC108-1 

NC123-1 

NC134-1 

NC143-1 

NH124-1/ 

NH131-1 

NL120-1 

NS116-1 

合計 

180

43674



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY20-AGcケーブルトレ

イ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY20-AGcに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 する。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY20-AGcケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY20-AGc T.M.S.L42.90m

BC105-1 

BC107-1 

BH316-1 

BS105-1 

合計 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY20-AKケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量であ 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY20-AKに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 する。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY20-AKケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY20-AK T.M.S.L43.55m

NC151-1 

NCB05-1/ 

NC151-2 

NL119-1 

NLB05-1/ 

NL119-2 

NS125-1 

NSB05-1/ 

NS125-2 

合計 

184

43678



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY20-GAbケーブルトレ

イ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY20-GAbに設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることか

ら，第1表に示すとおり，合計 する。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY20-GAbケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY20-GAb 

T.M.S.L46.85m

AH201-1 

AS101-1 

BC101-1 

BH301-1 

BS101-1 

NC128-1 

NH104-2 

NH105-2 

NH121-1 

T.M.S.L50.00m
AC101-1 

NS121-1 

合計 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY25ケーブルトレイ) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用するFK-5-1-12

貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY25に設置するケーブルト

レイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，第

1表に示すとおり，合計 する。 
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第1表 FK-5-1-12貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY25ケーブルトレイ)設置個数 

建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画No. 必要ボンベ個数 保有数 

洞道 

(TX・TY) 
TY25 

T.M.S.L45.05m

AC123-1 

AC123-2 

AC123-3 

AL112-1 

AL112-2 

AL112-3 

AS113-1 

AS113-2 

AS113-3 

NC166-1 

NC166-2 

NC166-3 

NL126-1 

NL126-2 

NL126-3 

NS136-1 

NS136-2 

NS136-3 

T.M.S.L45.45m

BC123-1 

BC123-2 

BC123-3 

BL112-1 

BL112-2 

BL112-3 

BS113-1 

BS113-2 

BS113-3 

合計 
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名 称
FK-5-1-12貯蔵容器 

(洞道(TX・TY)TY25-APケーブルトレイ) 

容量 L/個  

最高使用圧力 MPa 4.6 

最高使用温度 ℃ 40 

個数 －

【設定根拠】

（概要）

再処理施設の消火設備のうち，ケーブルトレイ消火設備として使用する FK-5-1-12 貯蔵

容器は，以下の機能を有する。

  消火対象室内に設置されたケーブルトレイから発生した火災により再処理施設の

安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12 貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使用す

ることから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 上とする。 
公称値については，要求される容量と同じ する。

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12 貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度 40℃に

おける貯蔵容器内圧と同じ 4.6MPa とする。

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12 貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第 4 項第四号に基づき

40℃とする。

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12 貯蔵容器は，試験結果に基づき，洞道(TX・TY)TY25-AP に設置するケーブ

ルトレイの消火に必要となる数の貯蔵容器を設置する設計とする必要があることから，

第 1 表に示すとおり，合計 する。
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第 1 表 FK-5-1-12 貯蔵容器 (洞道(TX・TY)TY25-AP ケーブルトレイ)設置個数 
建屋名称 部屋番号 設置床 防護区画 No. 必要ボンベ個

数

保有数

洞道

(TX・TY) 
TY25-AP T.M.S.L51.20m

ASA01-1/ 
ACA01-1/ 
ALA01-1 
BSA01-1/ 
BCA01-1/ 
BLA01-1 
NSA01-1/ 
NCA01-1/ 
NLA01-1 

合計
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-V-M002） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-V-M002から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-V-M002の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-V-M005） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-V-M005から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-V-M005の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-V-M006） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-V-M006から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-V-M006の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-V-M004） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-V-M004から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-V-M004の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-V-M007） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-V-M007から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-V-M007の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-XPD-C1123） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-XPD-C1123から発生した火災により再処理施設の安

全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-XPD-C1123の消火に必要な貯蔵容器

個数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-XPD-C1211） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-XPD-C1211から発生した火災により再処理施設の安

全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-XPD-C1211の消火に必要な貯蔵容器

個数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-LPD-X123） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-LPD-X123から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-LPD-X123の消火に必要な貯蔵容器個

数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-XPD-C1221） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-XPD-C1221から発生した火災により再処理施設の安

全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-XPD-C1221の消火に必要な貯蔵容器

個数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-X-S121） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-X-S121から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-X-S121の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-I-J977） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-I-J977から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-I-J977の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-I-K985） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-I-K985から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-I-K985の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-XPD-D11221） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-XPD-D11221から発生した火災により再処理施設の安

全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-XPD-D11221の消火に必要な貯蔵容器

個数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

（AA-XPD-X122） 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，電源盤・制御盤消火設備として使用するFK-5-1-12貯

蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAA-XPD-X122から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AA-XPD-X122の消火に必要な貯蔵容器個

数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(AB-LTR-D7) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，AB-LTR-D7に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたAB-LTR-D7から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AB-LTR-D7の消火に必要な貯蔵容器個数

である 容器1個を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LTR-D13) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，AC-LTR-D13に対する消火設備として使用するFK-5-1

-12貯蔵容器は，以下の機能を有する。

 消火対象室内に設置されたAC-LTR-D13から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AC-LTR-D13の消火に必要な貯蔵容器個

数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LTR-D15) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，AC-LTR-D15に対する消火設備として使用するFK-5-1

-12貯蔵容器は，以下の機能を有する。

 消火対象室内に設置されたAC-LTR-D15から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AC-LTR-D15の消火に必要な貯蔵容器個

数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LTR-D11) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，AC-LTR-D11に対する消火設備として使用するFK-5-1

-12貯蔵容器は，以下の機能を有する。

 消火対象室内に設置されたAC-LTR-D11から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AC-LTR-D11の消火に必要な貯蔵容器個

数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LPD-X33) 

容 量 L/個   

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 40 

個 数 － 1 1

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，AC-LPD-X33に対する消火設備として使用するFK-5-1

-12貯蔵容器は，以下の機能を有する。

 消火対象室内に設置されたAC-LPD-X33から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上，

以上とする。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，AC-LPD-X33の消火に必要な貯蔵容器個

数である 及び を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(CA-LPD-X3) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，CA-LPD-X3に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたCA-LPD-X3から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である L/個以上，

6.7L/個以上とする。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，CA-LPD-X3の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置された から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき， の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置された から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上，

以上とする。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき， の消火に必要な貯蔵容器個数

である 及び 設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-X071) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-X071に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-X071から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-X071の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K071) 

容 量 L/個  

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-K071に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-K071から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-K071の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 

214

43708



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-XPD-D21) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-XPD-D21に対する消火設備として使用するFK-5-1

-12貯蔵容器は，以下の機能を有する。

  消火対象室内に設置されたKA-XPD-D21から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-XPD-D21の消火に必要な貯蔵容器個

数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K325) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-K325に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-K325から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-K325の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K085) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-K085に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-K085から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-K085の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 

217

43711



名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-XPD-D25) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-XPD-D25に対する消火設備として使用するFK-5-1

-12貯蔵容器は，以下の機能を有する。

  消火対象室内に設置されたKA-XPD-D25から発生した火災により再処理施設の安全

性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-XPD-D25の消火に必要な貯蔵容器個

数である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-X276) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-X276に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-X276から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-X276の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K275) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-K275に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-K275から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-K275の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K270) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-K270に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-K270から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-K270の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-X271) 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，KA-I-X271に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置されたKA-I-X271から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき，KA-I-X271の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名 称 
FK-5-1-12貯蔵容器 

容 量 L/個 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち に対する消火設備として使用するFK-5-1-

12貯蔵容器は，以下の機能を有する。 

  消火対象室内に設置された から発生した火災により再処理施設の安全性

が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

1. 容量の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の貯蔵容器を使

用することから，当該貯蔵容器の容量はメーカにて定めた容量である 以上と

する。 

公称値については要求される容量と同じ とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力は，貯蔵容器を設置する場所の周囲最高温度4

0℃における貯蔵容器内圧と同じ4.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度は，消防法施行規則第二十条第4項第四号に基づ

き40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

FK-5-1-12貯蔵容器は，試験結果に基づき の消火に必要な貯蔵容器個数

である を設置する設計とする。 
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名称 

ろ過水貯槽(8141-V50) 

(廃棄物管理施設及び 

MOX燃料加工施設共用) 

容 量 m3/h/個 2500以上(2500＊１) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 45 

個 数 － 1 

【設定値根拠】 

(概要) 

ろ過水貯槽は，再処理施設内で発生した火災により再処理施設の安全機能が損なわ

れないよう，早期の消火を行うための水源として設置する。 

1. 容量の設定根拠

ろ過水貯槽の容量は，電動機駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポンプの定格

容量450m3/hによる実用発電用原子炉及びその付属施設の火災防護に係る審査基準に基

づく2時間の最大放水量が426m3個を上回る2500m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ2500m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

ろ過水貯槽の最高使用圧力は，開放貯槽であるため静水頭とする。

3. 最高使用温度の設定根拠

ろ過水貯槽の最高使用温度は，設置場所が屋外であり開放貯槽であることから，外気

の温度＊２を上回る45℃とする。 

4. 個数の設定根拠

ろ過水貯槽は，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために必要な個数と

して1個設置する。また，多重性を確保するため，消火用水貯槽と共用する。 
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注記 ＊１：公称値を示す。 

＊２：敷地付近の気象観測所で観測された日最高気温は、むつ特別地域気象観測

所での観測記録(1935年〜2018年 3月)によれば 34.7℃(2012年 7月 31

日)である。 
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名称 

消火用水貯槽(8520-V10) 

(廃棄物管理施設及び 

MOX燃料加工施設共用) 

容 量 m3/h/個 900以上(900＊) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 45 

個 数 － 1 

【設定値根拠】 

(概要) 

消火用水貯槽は，再処理施設内で発生した火災により再処理施設の安全機能が損な

われないよう，早期の消火を行うための水源として設置する。 

1. 容量の設定根拠

消火用水貯槽の容量は，電動機駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポンプの定

格容量 450m3/hによる実用発電用原子炉及びその付属施設の火災防護に係る審査基準

に基づく 2時間の最大放水量が 426 m3個を上回る 900m3/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ 900m3/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

消火用水貯槽の最高使用圧力は，開放貯槽であるため静水頭とする。

3. 最高使用温度の設定根拠

消火用水貯槽の最高使用温度は，水源であるろ過水貯槽の最高使用温度と同じ 45℃

とする。 

4. 個数の設定根拠

消火用水貯槽は，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために必要な個数

として 1個設置する。また，多重性を確保するため，ろ過水貯槽と共用する。 

注記 ＊：公称値を示す。 
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名称 
消火水槽(緊急時対策建屋用) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容 量 m3/個 42.1以上(42.1＊) 

個 数 － 1 

【設定値根拠】 

(概要) 

消火水槽(緊急時対策建屋用)は，緊急時対策建屋内で発生した火災により緊急時対

策建屋の安全機能が損なわれないよう，早期の消火を行うための水源として設置す

る。 

1. 容量の設定根拠

消火水槽(緊急時対策建屋用)の容量は，電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の

定格容量 21.6m3/hによる消防法に基づく 300L/minに裕度を加えた 330L/min/個以上

とする。ここにミニマムフローラインへの流量として 30L/min/個を加え，容量を

360L/min/個＝21.6 m3/h/個を上回る 42.1m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ 42.1m3/個とする。 

2. 個数の設定根拠

消火水槽(緊急時対策建屋用)は，緊急時対策建屋内で発生した火災を早期に消火す

るために必要な個数として 1個設置する。また，多重性を確保するため，防火水槽と

共用する。 

注記 ＊：公称値を示す。 
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名称 
防火水槽(緊急時対策建屋用) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容 量 m3/個 40以上(40＊) 

個 数 － 1 

【設定値根拠】 

(概要) 

防火水槽(緊急時対策建屋用)は，緊急時対策建屋内で発生した火災により緊急時対

策建屋の安全機能が損なわれないよう，早期の消火を行うための水源として設置す

る。 

1. 容量の設定根拠

防火水槽(緊急時対策建屋用)の容量は，消防法に基づく 300L/minに裕度を加えた

330L/min/個以上とする。ここにミニマムフローラインへの流量として 30L/min/個を

加え，容量を 360L/min/個＝21.6 m3/h/個を上回る 40m3/個とする。 

公称値については，要求される容量と同じ 40m3/個とする。 

2. 個数の設定根拠

防火水槽(緊急時対策建屋用)は，緊急時対策建屋内で発生した火災を早期に消火す

るために必要な個数として 1個設置する。また，多重性を確保するため，消火水槽と

共用する。 

注記 ＊：公称値を示す。 
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(2) ポンプ
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名 称 
電動機駆動消火ポンプ(8520-P1011) 

(廃棄物管理施設，MOX燃料加工施設共用) 

容量 m3/h/個 

揚程 m 

最高使用圧力 MPa 1.96 

最高使用温度 ℃ 45 

原動機出力 kW/個 250 

個数 ― 1 

【設定根拠】 

(概要) 

電動機駆動消火ポンプは，再処理施設内で発生した火災により再処理施設の安全機

能が損なわれないよう，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

  電動機駆動消火ポンプの容量は，消防法及び都市計画法に基づく必要ポンプ容量に

対して必要揚程を考慮した 以上とする。 

 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 揚程の設定根拠 

電動機駆動消火ポンプの揚程は，必要揚程が最も大きい屋内消火栓における下記①

～⑤を基に設定する。 

   ① 放水圧力          

 ② 系統の摩擦損失水頭     ：

 ③ 落差            ：

 ④ 消火用水主配管の摩擦損失水頭：

 ⑤合計             ：

 

以上より，電動機駆動消火ポンプの揚程は，⑤の合計以上とし 以上とする。 

 

公称値については，要求される揚程 を上回る とする。 

 

3. 最高使用圧力の設定根拠 

  電動機駆動消火ポンプの最高使用圧力は，ポンプ許容締切全揚程

を上回る圧力1.96MPaとする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

電動機駆動消火ポンプの最高使用温度は，水源であるろ過水貯槽の最高使用温度と

同じ45 ℃とする。 

 

5. 原動機出力の設定根拠 

  電動機駆動消火ポンプの原動機出力は，定格流量 時点の軸動力を基に設定す

る。 

 

       Pw = 10-3・ρ・ｇ・Q・H 
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 η= 
Pw

P
 ・100 

 (引用文献：日本産業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10-3・ρ・g・Q ・H

η/100

 P  : 軸動力(kW) 

 Pw : 水動力(kW) 

 ρ : 密度  =

 g  : 重力加速度(m/s2) =

 Q  : ポンプ容量(m3/S) =

 H  : ポンプ揚程(m)  =

 η : ポンプ効率(%)  =

 上記から，電動機駆動消火ポンプの原動機出力は，軸動力 を上回る出力とし，

250kW/個とする。 

6．個数の設定根拠 

  電動機駆動消火ポンプ（原動機含む）は，再処理施設内で発生した火災を早期に消

火するために必要な個数として 1個とし，ディーゼル駆動消火ポンプと合わせて多重

性を確保する。 

注記 ＊：公称値を示す。 
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名称 
ディーゼル駆動消火ポンプ(8520-P1012) 

(廃棄物管理施設，MOX燃料加工施設共用) 

容量 m3/h/個 

揚程 m 

最高使用圧力 MPa 1.96 

最高使用温度 ℃ 45 

原動機出力 kW/個 228 

個数 ― 1 

【設定根拠】 

(概要) 

ディーゼル駆動消火ポンプは，再処理施設内で発生した火災により再処理施設の安

全機能が損なわれないよう，早期の消火を行うために設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

ディーゼル駆動消火ポンプの容量は，消防法及び都市計画法に基づく必要ポンプ容

量に対して必要揚程を考慮した 以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ とする。 

 

2. 揚程の設定根拠 

ディーゼル駆動消火ポンプの揚程は，必要揚程が最も大きい屋内消火栓における下

記①～⑤を基に設定する。 

 

① 放水圧力 ：

② 系統の摩擦損失水頭 ：

③ 落差 ：

④ 消火用水主配管の摩擦損失水頭 ：

⑤ 合計 ：

 

以上より，ディーゼル駆動消火ポンプの揚程は，⑤の合計以上とし 以上と

する。 

公称値については，要求される揚程 を上回る とする。 
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3. 最高使用圧力の設定根拠 

ディーゼル駆動消火ポンプの最高使用圧力は，ポンプ許容締切全揚程 117m(=約

1.15MPa)を上回る圧力 1.96MPaとする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

ディーゼル駆動消火ポンプの最高使用温度は，水源であるろ過水貯槽の最高使用温

度と同じ 45℃とする。 

 

5. 原動機出力の設定根拠 

電動機駆動消火ポンプの原動機出力は，定格流量 450m3/h時点の軸動力を基に設定

する。 

 

Pw = 10−3・ρ・g・Q・H 

η =
𝑃𝑃𝑃𝑃
𝑃𝑃

・100 

(引用文献:日本産業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3・ρ・g・Q・H

η
100

 

 

P ： 軸動力(kW) 

Pw ： 水動力(kW) 

ρ ： 密度 = 

g ： 重力加速度(m/s2) = 

Q ： ポンプ容量(m3/S) = 

H ： ポンプ揚程(m) = 

η ： ポンプ効率(%) = 

 

P =

 

上記から，ディーゼル駆動消火ポンプの原動機出力は，軸動力 を上回る出力

とし，228kW/個とする。 

 

233

43727



6. 個数の設定根拠 

ディーゼル駆動消火ポンプ(原動機含む)は，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために必要な個数として 1個とし，電動機駆動消火ポンプと合わせて多重性

を確保する。 

 

注記 ＊：公称値を示す。 
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名 称 

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用) 

(2146-P401，P402) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容 量 m3/h/個  

揚 程 m  

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

原 動 機 出 力 kW/個 11 

個 数 - 2(予備1) 

【設定値根拠】 

(概要) 

 電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)は，緊急時対策建屋内で発生した火災により

安全機能が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 系統構成は，消火水槽(緊急時対策建屋用)を水源として火災防護設備へ消火用水を供

給できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の容量は，消防法による要求である

300L/minに裕度を加えた L/min/個以上とする。ここにミニマムフローラインへの流

量として L/min/個を加え，容量を L/min/個＝  m3/h/個以上とする。 

  公称値は，要求される容量と同じ m3/h/個とする。 

2. 揚程の設定根拠

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の揚程は，必要揚程が最も大きい屋内消火

栓における下記①～⑤を基に設定する。 

  ①落差(m) ：  

②放水圧力(m) ：  

③配管の摩擦損失水頭(m) ：  

④消防用ホースの摩擦損失水頭(m)：

⑤合計(m)           ：  

  以上より，電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の揚程は，⑤の合計以上とし，

m以上とする。 

  公称値は，要求される揚程と同じ mとする。 
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(つづき) 

3. 最高使用圧力の設定根拠

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の最高使用圧力は，ポンプ締切揚程 m(＝

MPa)を上回る圧力0.98MPaとする。 

4. 最高使用温度の設定根拠

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の最高使用温度は，水源である消火水槽が

建屋地下に設置されることから，一般的な屋内環境条件に余裕を見た値として40℃と

する。 

5. 原動機出力の設定根拠

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の原動機出力は，流量 m3/h時の軸動力を

基に設定する。同ポンプの流量が L/min( m3/h)，揚程が m，その時の必要軸動

力は，以下のとおり kWとなる。 

  L＝

Q
60 ∙P

η
＝ 60 ×( ×9.80665×10-3)

≒ kW 

  L ：必要軸動力(kW) 

  Q ：ポンプ流量(L/min)＝  

  P ：全圧力(MPa) ＝ ×9.80665×10-3 

η ：ポンプ効率  ＝  

  以上より，電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の原動機出力は，必要軸動力

kWを上回る11kW/個とする。 

6. 個数の設定根拠

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)は，緊急時対策建屋内で発生した火災を早

期に消火するために必要な個数として各系列に1個とし，合計2個設置する。 
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(3) 主配管
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器ユニット

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X2013)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2013)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X2014)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2015)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2016)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2016)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 
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【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

241

43735



名 称 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2013)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2013)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

245

43739



名 称 

選択弁ユニット(X2014)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2015)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

247

43741



名 称 

選択弁ユニット(X2016)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2016)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1， 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン 

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め
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た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1，選択

弁ユニット(X4011)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

 

 

252

43746



名 称 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

 

 

 

255

43749



名 称 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X8012)選択弁-1， 

選択弁ユニット(X8012)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 
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＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8012)選択弁-1，選択

弁ユニット(X8012)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット(X8013)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X8013)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8013)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8013)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット(X1411)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1412)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1413)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1413)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 
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要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 

271

43765



名 称 

選択弁ユニット(X1411)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン130貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X1412)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X1413)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X1413)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット(X1611)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1611)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X1612)選択弁-1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間
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を示す。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(X1611)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X1611)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X1612)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(  

～ 

選択弁ユニット(X10)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X10)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X11)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X11)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X11)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ
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ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(X10)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

する。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X10)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X11) 

選択弁-1，2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X11)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

( ) 

～ 

選択弁ユニット(X12)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X12)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X12)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(X13)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X13)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ
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ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(X12)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X12)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X12)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X13)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X13)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

( ) 

～ 

選択弁ユニット(X14)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X14)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X15)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X15)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必
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要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間 

を示す。 

(つづき) 

295
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名 称 

選択弁ユニット(X14)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

296
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名 称 

選択弁ユニット(X14)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X15)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X15)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

299

43793



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

( ) 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

300

43794



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

( ) 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

301

43795



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

( ) 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

302

43796



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

( ) 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊1及び消火に必要なハロン13

01ガス量＊2を30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

 ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

 ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

303

43797



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

304

43798



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

する。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

305

43799



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

306

43800



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

307

43801



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

308

43802



 (つづき) 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

309

43803



名 称 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

310

43804



名 称 

選択弁ユニット 選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

311

43805



 

 
 

 

名 称 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

312

43806



名 称 

選択弁ユニット 選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

313

43807



名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

314

43808



 

 
 

 

名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

315

43809



 

 
 

 

名 称 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

316

43810



名 称 

選択弁ユニット 選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

317

43811



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

318

43812



名 称 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

319

43813



名 称 

選択弁ユニット 選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

320

43814



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット 選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

321

43815



名 称 

選択弁ユニット 選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット 選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0102) 

～ 

AG-W0102 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0103，W0113，W0125) 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間 
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を示す。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-2 

～ 

AG-W0103 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

335

43829



名 称 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1 

～ 

AG-W0113 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

336

43830



名 称 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1 

～ 

AG-W0125 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

337

43831



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0106，W0107，W0115) 

～ 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X8012)選択弁-1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間 

338
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を示す。 

(つづき) 

339

43833



名 称 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-1 

～ 

AG-W0107 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

340

43834



名 称 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-2 

～ 

AG-W0106 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

341

43835



名 称 

選択弁ユニット(X8012)選択弁-1 

～ 

AG-W0115 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

342

43836



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0119，W0122) 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

343

43837



名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

AG-W0119 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

344

43838



名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

AG-W0122 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

345

43839



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0206) 

～ 

AG-W0206 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

346

43840



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0202，W0203) 

～ 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-1 

～ 

AG-W0203 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-2 

～ 

AG-W0202 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

(AP-G0101，G0102，W0107) 

～ 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-1 

～ 

AP-G0101 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-2 

～ 

AP-G0102 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-3 

～ 

AP-W0107 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

(AP-W0108) 

～ 

AP-W0108 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

（BA-Y0101，Y0102，W0231，G0232） 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

355

43849



脱
硝

A

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 
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A

名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

BA-W0231 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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脱
硝

A

名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

BA-G0232 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1 

～ 

BA-Y0102 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

359

43853



名 称 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-2 

～ 

BA-Y0101 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

360

43854



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット(X1411)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1411)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X1412)選択弁-1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間 

を示す。 

361

43855



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X1411)選択弁-1，選択

弁ユニット(X1411)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

362

43856



名 称 

選択弁ユニット(X1412)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

363

43857



 

 

名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

 

～ 

選択弁ユニット(X1011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1011)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

364

43858



名 称 

選択弁ユニット(X1011)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

365

43859



名 称 

選択弁ユニット(X1011)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

366

43860



名 称 

選択弁ユニット(X8011)選択弁-1，選択

弁ユニット(X8011)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

367

43861



名 称 

選択弁ユニット(X8012)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

368

43862



名 称 

選択弁ユニット(X8012)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

369

43863



 

 

  

名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

 

～ 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

370

43864



名 称 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

371

43865



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X1211)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

372

43866



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X6012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X6012)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に 

要なハロン1301ガス量を示す。 

373

43867



＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 

374

43868



名 称 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-1，選択

弁ユニット(X6011)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

375

43869



名 称 

選択弁ユニット(X6012)選択弁-1，選択

弁ユニット(X6012)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

376

43870



 

 

 

名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

377

43871



 

 

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 

378

43872



名 称 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

379

43873



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1，選択

弁ユニット(X4012)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

380

43874



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

381

43875



名 称 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

382

43876



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X2013)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2013)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ
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ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 

384

43878



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

385

43879



名 称 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1，選択

弁ユニット(X2012)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

386

43880



名 称 

選択弁ユニット(X2013)選択弁-1，選択

弁ユニット(X2013)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

387
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

要なハロン1301ガス量を示す。 
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＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

(つづき) 

389

43883



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

390

43884



名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

391

43885



名 称 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

392

43886



名 称 

選択弁ユニット(X2012)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

393

43887



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

する。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間 

を示す。 

脱
硝

A

394

43888



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1，選択

弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

395

43889



名 称 

選択弁ユニット(X4012)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

396

43890



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

397

43891



名 称 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

398

43892



名 称 

選択弁ユニット(X4013)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

399

43893



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

 

～ 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X6012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X6012)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必 

400

43894



要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

(つづき) 

401

43895



 

 

名 称 

選択弁ユニット(X6011)選択弁-1，選択

弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊3に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

 

  

402

43896



名 称 

選択弁ユニット(X6012)選択弁-1，選択

弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊１及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

403

43897



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(GA-W0103，W0104，W0105，W0106，W02

03，W0204) 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

安
ユ

 
A 

404

43898



を示す。 

(づづき) 

405

43899



名 称 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-1 

～ 

GA-W0103，W0104，W0203 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

406

43900



名 称 

選択弁ユニット(X4011)選択弁-2 

～ 

GA-W0105，W0106，W0204 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

407

43901



名 称 

ハロン 1301貯蔵容器

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

408

43902



名 称 

ハロン 1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット(X7011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7011)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X7011)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7011)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7011)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7011)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器 

，廃ガス洗浄塔ポンプ A，

B ， 廃ガス洗浄塔

ポンプ A，B

～ 

選択弁ユニット(X7012)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7012)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X7013)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7013)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備／ハロゲン化物消火設備（局

所）として使用する本配管は以下の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間 

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7012)選択弁-1，2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7013)選択弁-1，2 

～ 

廃ガス洗浄塔ポンプ A，B

，廃ガス洗浄塔ポンプ

A，B

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備（局所）として使用する本配

管は以下の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器

～ 

選択弁ユニット(X7016)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7016)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X7016)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7016)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7016)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7016)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器

, 排風機 A，B  

，排風機 A，B

～ 

選択弁ユニット(X7014)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7014)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X7015)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7015)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X7015)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備／ハロゲン化物消火設備（局

所）として使用する本配管は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7014)選択弁-1，2 

～ 

排風機 A，B

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備（局所）として使用する本配

管は以下の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7015)選択弁-1，2 

～ 

排風機 A，B  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備（局所）として使用する本配

管は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7015)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器-1，2

～ 

選択弁ユニット(X7017)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7017)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X7017)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(X7018)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X7018)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X7018)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7017)選択弁-1，2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7017)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7018)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7018)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X7018)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301貯蔵容器

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下

の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AZ-W0103，W0104，W0303，W0304，

W0321，W0322，W0323，W0324) 

～ 

選択弁ユニット(X8101)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X8101)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X8102)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X8102)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X8103)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X8103)選択弁-2 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8101)選択弁-1 

～ 

AZ-W0303 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

  本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

  本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

  本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

     ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

     ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8101)選択弁-2 

～ 

AZ-W0104 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8102)選択弁-1 

～ 

AZ-W0304 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8102)選択弁-2 

～ 

AZ-W0103 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

  本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

  本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

  本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た mmとする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

     ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

     ＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8103)選択弁-1 

～ 

AZ-W0321,W0322 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8103)選択弁-2 

～ 

AZ-W0323,W0324 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器 

(AZ-W0147床下，W0151) 

～ 

選択弁ユニット(X8111)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X8111)選択弁-2 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 

 消火対象室床下及び消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよ

う，火災の影響を限定し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要

な量のハロン1301ガスを消火対象室床下及び消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

  本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

  本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

  本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

     ＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 
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(つづき) 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8111)選択弁-1 

～ 

AZ-W0151 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X8111)選択弁-2 

～ 

AZ-W0147床下 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室床下に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限

定し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室床下に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AZ-W0150) 

～ 

AZ-W0150 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

 再処理施設の消火設備の内，ハロゲン化物消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガス

を消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２ を30秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

  注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘ

ッドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に

必要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時

間を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(一般排水ピットポンプ ) 

～ 

一般排水ピットポンプ  

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備（局所）として使用する本配

管は以下の機能を有する。 

  消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象物に供給する

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊２ を 30 秒以内＊３ に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定め

た とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(インアクティブ廃液ポンプA，

B )

～ 

インアクティブ廃液ポンプA，B

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備（局所）として使用する本配

管は以下の機能を有する。 

  消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロゲン化物貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301

ガスを消火対象物に供給する 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa以上＊１ 及び消火に必要なハロン

1301ガス量＊２を 30秒以内＊３に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

452

43946



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(廃液中和槽ポンプA，B 

) 

～ 

廃液中和槽ポンプA，B 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(局所)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

 消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象物に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(常用冷水2ポンプA，B 

) 

～ 

常用冷水2ポンプA，B 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(局所)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

 消火対象物に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象物に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30 秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0302 PCPS 安全系 A ピット) 

～ 

AG-W0302 PCPS安全系Aピット 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 

安
ユ

 
A 

455

43949



名 称 

ハロン1301貯蔵容器

(AG-W0302 PCPS 安全系 B ピット) 

～ 

AG-W0302 PCPS安全系Bピット 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

ハロン 1301 貯蔵容器

(AG-W0302 北側生産系 Nエリア， 

南側生産系 N エリア，W0305 中央安全

監視室床下フリーアクセスフロア) 

～ 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 
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 (つづき) 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-1 

～ 

AG-W0302 北側生産系Nエリア 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-2 

～ 

AG-W0302 南側生産系 Nエリア 

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X0001)選択弁-3 

～ 

AG-W0305 中央安全監視室床下 

フリーアクセスフロア

最 高 使 用 圧 力 MPa 5.2 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，ハロゲン化物消火設備(床下)として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，ハロン1301貯蔵容器から消火に必要な量のハロン1301ガ

スを消火対象室に供給する。

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用圧力と同じ5.2MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，ハロン1301貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を 0.9MPa 以上＊1 及び消火に必要なハロン

1301 ガス量＊2 を 30秒以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第二十条第1項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第二十条第3項第一号において定められている消火に必

要なハロン1301ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第二十条第1項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

(  

 

) 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-4 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-4 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-4 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40，90 

外 径 mm 
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【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

二酸化炭素貯蔵ボンベ～気化器減圧弁までの配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯

蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとする。 

気化器減圧弁～選択弁ユニット選択弁までの配管の最高使用圧力は，圧力調整器の

設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

二酸化炭素貯蔵ボンベ～気化器入口までの配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵

容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

気化器入口～気化器出口までの配管の最高使用温度は，気化器温水タンク水温異常

上昇の警報設定温度と同じ90℃とする。 

気化器出口～選択弁ユニット選択弁までの配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵

容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

(つづき) 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 

466

43960



名 称 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-1 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-2 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-3 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，圧力調整器の設定圧力0.90MPaを上回る0.98MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1A)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1C)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1D)選択弁-4 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1E)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1E)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1E)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1E)選択弁-4 

～ 
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(つづき) 

名 称 

選択弁ユニット(SVU-1F)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1F)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1F)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1G)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1G)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1G)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1H)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1H)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8，0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40，90，50 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要)  

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

二酸化炭素貯蔵容器～気化器減圧弁までの配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵

容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとする。 

 気化器減圧弁～選択弁ユニット選択弁までの配管の最高使用圧力は，気化器低圧側

安全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 
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(つづき) 

2. 最高使用温度の設定根拠

二酸化炭素貯蔵容器～気化器入口までの配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容

器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

気化器入口～気化器出口までの配管の最高使用温度は，気化器温水タンク水温異常

上昇の警報設定温度と同じ90℃とする。 

気化器出口～選択弁ユニット選択弁までの配管の最高使用温度は，精製建屋の部屋

の最高温度と同じ50℃する。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1B)選択弁-3 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用圧力は，気化器低圧側安

全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用温度は，精製建屋の部屋

の最高温度と同じ50℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1F)選択弁-3 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用圧力は，気化器低圧側安

全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用温度は，精製建屋の部屋

の最高温度と同じ50℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1G)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用圧力は，気化器低圧側安

全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用温度は，精製建屋の部屋

の最高温度と同じ50℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とす

る。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1G)選択弁-3 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用圧力は，気化器低圧側安

全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用温度は，精製建屋の部屋

の最高温度と同じ50℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1H)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用圧力は，気化器低圧側安

全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～消火対象室までの配管の最高使用温度は，精製建屋の部屋

の最高温度と同じ50℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1F)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-1H)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～選択弁ユニット選択弁までの配管の最高使用圧力は，気化

器低圧側安全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～選択弁ユニット選択弁までの配管の最高使用温度は，精製

建屋の部屋の最高温度と同じ50℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた と

する。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-1H)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.97，0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50，40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

 消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～渡り廊下と分離建屋との取合点までの配管の最高使用圧

力は，気化器低圧側安全弁の設定圧力と同じ0.97MPaとする。 

渡り廊下と分離建屋との取合点～消火対象室 までの配管の最高使用圧

力は，気化器低圧側安全弁の設定圧力0.97MPaを上回る0.98MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

選択弁ユニット選択弁～渡り廊下と分離建屋との取合点までの配管の最高使用温

度は，精製建屋の部屋の最高温度と同じ50℃とする。 

渡り廊下と分離建屋との取合点～消火対象室 までの配管の最高使用温

度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，放射線管理上，消火対象室内を負圧維持するために定めた流量を

一定圧力で放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 
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名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

 

 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2A)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2A)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2B)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2B)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2B)選択弁-3 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2C)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2C)選択弁-2 

～ 

選択弁ユニット(SVU-2C)選択弁-3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を消

火対象室に供給する。1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-2A)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-2A)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-2B)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-2C)選択弁-1 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(SVU-2C)選択弁-2 

～ 

 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

二酸化炭素貯蔵容器 

(GA-W0101，W0108，W0201，W0205，W030

1，W0302) 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備（全域）として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた 

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 

安
ユ
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名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-1 

～ 

GA-W0101，W0201，W0301 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備として使用する本配管は以下の

機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

選択弁ユニット(X2011)選択弁-2 

～ 

GA-W0108，W0205，W0302 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

再処理施設の消火設備のうち，二酸化炭素消火設備（全域）として使用する本配管

は以下の機能を有する。 

  消火対象室内に発生した火災により安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うため，二酸化炭素貯蔵容器から消火に必要な量の二酸化炭素を

消火対象室に供給する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用圧力と同じ10.8MPaとす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，二酸化炭素貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，噴射ヘッドの放射圧力を1.4MPa以上＊1 及び消火に必要な二酸化

炭素ガス量＊2 を1分以内＊3 に放射可能な設計とし，メーカ社内基準に基づき定めた

とする。 

注記 ＊1：消防法施行規則第十九条第2項第二号において定められている噴射ヘッ

ドの放射圧力を示す。 

＊2：消防法施行規則第十九条第4項第一号において定められている消火に必

要な二酸化炭素ガス量を示す。 

＊3：消防法施行規則第十九条第2項第三号において定められている放射時間

を示す。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCD01-1/BCD02-1/BCD

04-1/BCD05-1))

～ 

ケーブルトレイ(BCD01-1/BCD02-

1/BCD04-1/BCD05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCD01-1/BCD02-1/BCD04-1/BCD05-

1))とケーブルトレイ(BCD01-1/BCD02-1/BCD04-1/BCD05-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHD01-1/BHD02-1/BHD

03-1/BHD04-1))

～ 

ケーブルトレイ(BHD01-1/BHD02-

1/BHD03-1/BHD04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHD01-1/BHD02-1/BHD03-1/BHD04-

1))とケーブルトレイ(BHD01-1/BHD02-1/BHD03-1/BHD04-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLD01-1/BLD02-1/BLD

04-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(BLD01-1/BLD02-

1/BLD04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLD01-1/BLD02-1/BLD04-1))とケー

ブルトレイ(BLD01-1/BLD02-1/BLD04-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSD01-1/BSD02-1/BSD

04-1/BSD05-1))

～ 

ケーブルトレイ(BSD01-1/BSD02-

1/BSD04-1/BSD05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSD01-1/BSD02-1/BSD04-1/BSD05-

1))とケーブルトレイ(BSD01-1/BSD02-1/BSD04-1/BSD05-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD08-2/NCD10-1/NCD

14-1/NCD16-1/NCD17-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCD08-2/NCD10-

1/NCD14-1/NCD16-1/NCD17-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD08-2/NCD10-1/NCD14-1/NCD16-1

/NCD17-1))とケーブルトレイ(NCD08-2/NCD10-1/NCD14-1/NCD16-1/NCD17-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD08-2/NLD16-1/NLD

23-1))

～

ケーブルトレイ(NLD08-2/NLD16-

1/NLD23-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD08-2/NLD16-1/NLD23-1))とケー

ブルトレイ(NLD08-2/NLD16-1/NLD23-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSD08-2/NSD10-1/NSD

14-1/NSD17-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSD08-2/NSD10-

1/NSD14-1/NSD17-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSD08-2/NSD10-1/NSD14-1/NSD17-

1))とケーブルトレイ(NSD08-2/NSD10-1/NSD14-1/NSD17-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCD02-2/BLD02-2/BSD

02-2))

～

ケーブルトレイ(BCD02-2/BLD02-

2/BSD02-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCD02-2/BLD02-2/BSD02-2))とケー

ブルトレイ(BCD02-2/BLD02-2/BSD02-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

501

43995



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD03-2/NCD04A-1/NC

D04B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCD03-2/NCD04A-

1/NCD04B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD03-2/NCD04A-1/NCD04B-1))とケ

ーブルトレイ(NCD03-2/NCD04A-1/NCD04B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

502

43996



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD12-1/NSD12-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCD12-1/NSD12-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD12-1/NSD12-1))とケーブルトレ

イ(NCD12-1/NSD12-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

503

43997



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD03-2/NLD04A-1/NL

D04B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLD03-2/NLD04A-

1/NLD04B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD03-2/NLD04A-1/NLD04B-1))とケ

ーブルトレイ(NLD03-2/NLD04A-1/NLD04B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

504

43998



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD28-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLD28-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD28-1))とケーブルトレイ(NLD28

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

505

43999



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSD03-2/NSD04A-1/NS

D04B-1/NSD05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSD03-2/NSD04A-

1/NSD04B-1/NSD05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSD03-2/NSD04A-1/NSD04B-1/NSD05

-1))とケーブルトレイ(NSD03-2/NSD04A-1/NSD04B-1/NSD05-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

506

44000



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACD01-1))

～ 

ケーブルトレイ(ACD01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACD01-1))とケーブルトレイ(ACD01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

507

44001



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHD01-1/NCD23-1/NSD

23-1))

～

ケーブルトレイ(AHD01-1/NCD23-

1/NSD23-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHD01-1/NCD23-1/NSD23-1))とケー

ブルトレイ(AHD01-1/NCD23-1/NSD23-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

508

44002



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALD01-1))

～ 

ケーブルトレイ(ALD01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALD01-1))とケーブルトレイ(ALD01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

509

44003



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ASD01-1))

～ 

ケーブルトレイ(ASD01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASD01-1))とケーブルトレイ(ASD01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

510

44004



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD01A-1/NCD01B-1/N

CD07-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCD01A-1/NCD01B-

1/NCD07-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD01A-1/NCD01B-1/NCD07-1))とケ

ーブルトレイ(NCD01A-1/NCD01B-1/NCD07-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

511

44005



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD01B-2/NCD01C-1/N

CD02A-1/NCD02B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCD01B-2/NCD01C-

1/NCD02A-1/NCD02B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD01B-2/NCD01C-1/NCD02A-1/NCD0

2B-1))とケーブルトレイ(NCD01B-2/NCD01C-1/NCD02A-1/NCD02B-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

512

44006



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD02B-2/NCD02C-1/N

CD03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCD02B-2/NCD02C-

1/NCD03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD02B-2/NCD02C-1/NCD03-1))とケ

ーブルトレイ(NCD02B-2/NCD02C-1/NCD03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

513

44007



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD08-1/NLD08-1/NSD

08-1))

～

ケーブルトレイ(NCD08-1/NLD08-

1/NSD08-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD08-1/NLD08-1/NSD08-1))とケー

ブルトレイ(NCD08-1/NLD08-1/NSD08-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

514

44008



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD09A-1/NLD09-1/NS

D09-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCD09A-1/NLD09-

1/NSD09-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD09A-1/NLD09-1/NSD09-1))とケ

ーブルトレイ(NCD09A-1/NLD09-1/NSD09-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

515

44009



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD11-1/NLD11-1/NSD

11-1))

～

ケーブルトレイ(NCD11-1/NLD11-

1/NSD11-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD11-1/NLD11-1/NSD11-1))とケー

ブルトレイ(NCD11-1/NLD11-1/NSD11-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

516

44010



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD15-1/NLD15-1/NSD

15-1))

～

ケーブルトレイ(NCD15-1/NLD15-

1/NSD15-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD15-1/NLD15-1/NSD15-1))とケー

ブルトレイ(NCD15-1/NLD15-1/NSD15-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

517

44011



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD18-1/NLD22-1/NSD

18-1))

～

ケーブルトレイ(NCD18-1/NLD22-

1/NSD18-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD18-1/NLD22-1/NSD18-1))とケー

ブルトレイ(NCD18-1/NLD22-1/NSD18-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

518

44012



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD19-1/NSD19-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCD19-1/NSD19-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD19-1/NSD19-1))とケーブルトレ

イ(NCD19-1/NSD19-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

519

44013



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD21-1/NLD21-1/NSD

21-1))

～

ケーブルトレイ(NCD21-1/NLD21-

1/NSD21-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD21-1/NLD21-1/NSD21-1))とケー

ブルトレイ(NCD21-1/NLD21-1/NSD21-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

520

44014



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCD24-1/NSD24-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCD24-1/NSD24-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCD24-1/NSD24-1))とケーブルトレ

イ(NCD24-1/NSD24-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

521

44015



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD01A-1/NLD07-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLD01A-1/NLD07-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD01A-1/NLD07-1))とケーブルト

レイ(NLD01A-1/NLD07-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期

に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

522

44016



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD01A-2/NLD01B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLD01A-2/NLD01B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD01A-2/NLD01B-1))とケーブルト

レイ(NLD01A-2/NLD01B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

523

44017



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD01B-2/NLD02A-1/N

LD02B-1/NLD03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLD01B-2/NLD02A-

1/NLD02B-1/NLD03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD01B-2/NLD02A-1/NLD02B-1/NLD0

3-1))とケーブルトレイ(NLD01B-2/NLD02A-1/NLD02B-1/NLD03-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

524

44018



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD10-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLD10-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD10-1))とケーブルトレイ(NLD10

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

525

44019



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSD01A-1/NSD01B-1/N

SD07-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSD01A-1/NSD01B-

1/NSD07-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSD01A-1/NSD01B-1/NSD07-1))とケ

ーブルトレイ(NSD01A-1/NSD01B-1/NSD07-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

526

44020



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSD01B-2/NSD01C-1/N

SD02A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSD01B-2/NSD01C-

1/NSD02A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSD01B-2/NSD01C-1/NSD02A-1))と

ケーブルトレイ(NSD01B-2/NSD01C-1/NSD02A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

527

44021



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSD02A-2/NSD02B-1/N

SD02C-1/NSD03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSD02A-2/NSD02B-

1/NSD02C-1/NSD03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSD02A-2/NSD02B-1/NSD02C-1/NSD0

3-1))とケーブルトレイ(NSD02A-2/NSD02B-1/NSD02C-1/NSD03-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

528

44022



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSD13-1))

～ 

ケーブルトレイ(NSD13-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSD13-1))とケーブルトレイ(NSD13

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

529

44023



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACC03-1/ASC02-1))

～ 

ケーブルトレイ(ACC03-1/ASC02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACC03-1/ASC02-1))とケーブルトレ

イ(ACC03-1/ASC02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

530

44024



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHC01-1/ALC03-1/NLC

34B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(AHC01-1/ALC03-

1/NLC34B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHC01-1/ALC03-1/NLC34B-1))とケ

ーブルトレイ(AHC01-1/ALC03-1/NLC34B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

531

44025



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCC02-1/BSC02-1))

～ 

ケーブルトレイ(BCC02-1/BSC02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCC02-1/BSC02-1))とケーブルトレ

イ(BCC02-1/BSC02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

532

44026



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHC01-1/BLC02-1))

～ 

ケーブルトレイ(BHC01-1/BLC02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHC01-1/BLC02-1))とケーブルトレ

イ(BHC01-1/BLC02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

533

44027



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC12-1/NCC34A-1/NC

C34B-1/NCC51C-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC12-1/NCC34A-

1/NCC34B-1/NCC51C-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC12-1/NCC34A-1/NCC34B-1/NCC51

C-1))とケーブルトレイ(NCC12-1/NCC34A-1/NCC34B-1/NCC51C-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

534

44028



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC27-1/NLC35-1/NSC

11-1))

～

ケーブルトレイ(NCC27-1/NLC35-

1/NSC11-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC27-1/NLC35-1/NSC11-1))とケー

ブルトレイ(NCC27-1/NLC35-1/NSC11-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC30-1/NSC30-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCC30-1/NSC30-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC30-1/NSC30-1))とケーブルトレ

イ(NCC30-1/NSC30-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC49-1/NCC57D-1/NC

C57E-1/NLC49E-1/NLC57C-1/NLC57D-1/N

SC50A-1/NSC50B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC49-1/NCC57D-

1/NCC57E-1/NLC49E-1/NLC57C-

1/NLC57D-1/NSC50A-1/NSC50B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC49-1/NCC57D-1/NCC57E-1/NLC49

E-1/NLC57C-1/NLC57D-1/NSC50A-1/NSC50B-1))とケーブルトレイ(NCC49-1/NCC57D-1/

NCC57E-1/NLC49E-1/NLC57C-1/NLC57D-1/NSC50A-1/NSC50B-1)を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NHC01-1/NKC-1))

～ 

ケーブルトレイ(NHC01-1/NKC-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHC01-1/NKC-1))とケーブルトレイ

(NHC01-1/NKC-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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44032



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC34A-1/NLC34B-2/N

LC50-1/NLC51E-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC34A-1/NLC34B-

2/NLC50-1/NLC51E-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC34A-1/NLC34B-2/NLC50-1/NLC51

E-1))とケーブルトレイ(NLC34A-1/NLC34B-2/NLC50-1/NLC51E-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC76-1/NLC77A-1/NL

C77B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC76-1/NLC77A-

1/NLC77B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC76-1/NLC77A-1/NLC77B-1))とケ

ーブルトレイ(NLC76-1/NLC77A-1/NLC77B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC92-1/NLC94-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLC92-1/NLC94-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC92-1/NLC94-1))とケーブルトレ

イ(NLC92-1/NLC94-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC12-1/NSC29-1/NSC

34A-1/NSC34B-1/NSC34C-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSC12-1/NSC29-

1/NSC34A-1/NSC34B-1/NSC34C-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC12-1/NSC29-1/NSC34A-1/NSC34B

-1/NSC34C-2))とケーブルトレイ(NSC12-1/NSC29-1/NSC34A-1/NSC34B-1/NSC34C-2)を

接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置す

る。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACC01-1/ALC01-1))

～ 

ケーブルトレイ(ACC01-1/ALC01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACC01-1/ALC01-1))とケーブルトレ

イ(ACC01-1/ALC01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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44037



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHC02-1/ASC01-1))

～ 

ケーブルトレイ(AHC02-1/ASC01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHC02-1/ASC01-1))とケーブルトレ

イ(AHC02-1/ASC01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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44038



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCC01-2/BLC01-2/BSC

01-1))

～

ケーブルトレイ(BCC01-2/BLC01-

2/BSC01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCC01-2/BLC01-2/BSC01-1))とケー

ブルトレイ(BCC01-2/BLC01-2/BSC01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC01B-2))

～ 

ケーブルトレイ(NCC01B-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC01B-2))とケーブルトレイ(NCC0

1B-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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44040



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC01B-3/NCC01C-1/N

CC02A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC01B-3/NCC01C-

1/NCC02A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC01B-3/NCC01C-1/NCC02A-1))と

ケーブルトレイ(NCC01B-3/NCC01C-1/NCC02A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC02A-2/NCC02B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCC02A-2/NCC02B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC02A-2/NCC02B-1))とケーブルト

レイ(NCC02A-2/NCC02B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC03A-1/NCC03B-1/N

CC03D-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC03A-1/NCC03B-

1/NCC03D-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC03A-1/NCC03B-1/NCC03D-1))と

ケーブルトレイ(NCC03A-1/NCC03B-1/NCC03D-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC03C-1/NCC03D-2/N

CC04A-1/NCC04B-2/NCC59A-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCC03C-1/NCC03D-

2/NCC04A-1/NCC04B-2/NCC59A-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC03C-1/NCC03D-2/NCC04A-1/NCC0

4B-2/NCC59A-1))とケーブルトレイ(NCC03C-1/NCC03D-2/NCC04A-1/NCC04B-2/NCC59A-

1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC04B-1/NCC05A-1/N

CC05B-1/NCC05D-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC04B-1/NCC05A-

1/NCC05B-1/NCC05D-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC04B-1/NCC05A-1/NCC05B-1/NCC0

5D-1))とケーブルトレイ(NCC04B-1/NCC05A-1/NCC05B-1/NCC05D-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

551

44045



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC07A-1/NCC07B-1/N

CC66-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC07A-1/NCC07B-

1/NCC66-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC07A-1/NCC07B-1/NCC66-1))とケ

ーブルトレイ(NCC07A-1/NCC07B-1/NCC66-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

552

44046



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC09-1/NCC10A-1/NC

C10B-1/NLC21-1/NLC22-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC09-1/NCC10A-

1/NCC10B-1/NLC21-1/NLC22-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC09-1/NCC10A-1/NCC10B-1/NLC21

-1/NLC22-1))とケーブルトレイ(NCC09-1/NCC10A-1/NCC10B-1/NLC21-1/NLC22-1)を接

続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

553

44047



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC11-1/NLC11-1/NSC

53A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC11-1/NLC11-

1/NSC53A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC11-1/NLC11-1/NSC53A-1))とケ

ーブルトレイ(NCC11-1/NLC11-1/NSC53A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

554

44048



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC14-1/NCC15A-1/NC

C15B-1/NSC14-1/NSC17A-1/NSC17B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC14-1/NCC15A-

1/NCC15B-1/NSC14-1/NSC17A-1/NSC17B-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC14-1/NCC15A-1/NCC15B-1/NSC14

-1/NSC17A-1/NSC17B-1))とケーブルトレイ(NCC14-1/NCC15A-1/NCC15B-1/NSC14-1/NS

C17A-1/NSC17B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

555

44049



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC18-1/NCC19A-1/NC

C19B-1/NSC18-1/NSC19A-1/NSC19B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC18-1/NCC19A-

1/NCC19B-1/NSC18-1/NSC19A-1/NSC19B-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC18-1/NCC19A-1/NCC19B-1/NSC18

-1/NSC19A-1/NSC19B-1))とケーブルトレイ(NCC18-1/NCC19A-1/NCC19B-1/NSC18-1/NS

C19A-1/NSC19B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

556

44050



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC24-1/NLC24A-1/NS

C24-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC24-1/NLC24A-

1/NSC24-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC24-1/NLC24A-1/NSC24-1))とケ

ーブルトレイ(NCC24-1/NLC24A-1/NSC24-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

557

44051



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC26-1/NLC26-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCC26-1/NLC26-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC26-1/NLC26-1))とケーブルトレ

イ(NCC26-1/NLC26-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

558

44052



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC31-1/NCC70-1))

～ 

ケーブルトレイ(NCC31-1/NCC70-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC31-1/NCC70-1))とケーブルトレ

イ(NCC31-1/NCC70-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

559

44053



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC41A-1/NLC41A-1/N

SC41A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC41A-1/NLC41A-

1/NSC41A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC41A-1/NLC41A-1/NSC41A-1))と

ケーブルトレイ(NCC41A-1/NLC41A-1/NSC41A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

560

44054



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC65-1/NLC86-1/NSC

15-1))

～

ケーブルトレイ(NCC65-1/NLC86-

1/NSC15-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC65-1/NLC86-1/NSC15-1))とケー

ブルトレイ(NCC65-1/NLC86-1/NSC15-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

561

44055



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC01B-2))

～ 

ケーブルトレイ(NLC01B-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC01B-2))とケーブルトレイ(NLC0

1B-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

562

44056



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC01B-3/NLC01BK-1/

NLC12A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC01B-3/NLC01BK-

1/NLC12A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC01B-3/NLC01BK-1/NLC12A-1))と

ケーブルトレイ(NLC01B-3/NLC01BK-1/NLC12A-1)を接続する配管であり，再処理施設

内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

563

44057



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC02A-2/NLC02B-1/N

LC03A-1/NLC03B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC02A-2/NLC02B-

1/NLC03A-1/NLC03B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC02A-2/NLC02B-1/NLC03A-1/NLC0

3B-1))とケーブルトレイ(NLC02A-2/NLC02B-1/NLC03A-1/NLC03B-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

564

44058



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC03B-2/NLC03C-1/N

LC04A-1/NLC04B-1/NLC04C-1/NLC04D-2/

NLC46A-1/NLC59A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC03B-2/NLC03C-

1/NLC04A-1/NLC04B-1/NLC04C-

1/NLC04D-2/NLC46A-1/NLC59A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC03B-2/NLC03C-1/NLC04A-1/NLC0

4B-1/NLC04C-1/NLC04D-2/NLC46A-1/NLC59A-1))とケーブルトレイ(NLC03B-2/NLC03C-

1/NLC04A-1/NLC04B-1/NLC04C-1/NLC04D-2/NLC46A-1/NLC59A-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

565

44059



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC04D-1/NLC05A-1/N

LC05B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC04D-1/NLC05A-

1/NLC05B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC04D-1/NLC05A-1/NLC05B-1))と

ケーブルトレイ(NLC04D-1/NLC05A-1/NLC05B-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

566

44060



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC07-1/NLC08A-2/NL

C08B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC07-1/NLC08A-

2/NLC08B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC07-1/NLC08A-2/NLC08B-1))とケ

ーブルトレイ(NLC07-1/NLC08A-2/NLC08B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

567

44061



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC09-1/NLC10A-1/NL

C10B-1/NLC87-1/NLC88-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC09-1/NLC10A-

1/NLC10B-1/NLC87-1/NLC88-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC09-1/NLC10A-1/NLC10B-1/NLC87

-1/NLC88-1))とケーブルトレイ(NLC09-1/NLC10A-1/NLC10B-1/NLC87-1/NLC88-1)を接

続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

568

44062



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC18-1/NLC19A-1/NL

C19B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC18-1/NLC19A-

1/NLC19B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC18-1/NLC19A-1/NLC19B-1))とケ

ーブルトレイ(NLC18-1/NLC19A-1/NLC19B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

569

44063



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC23-1/NSC09-1/NSC

10A-1/NSC10B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC23-1/NSC09-

1/NSC10A-1/NSC10B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC23-1/NSC09-1/NSC10A-1/NSC10B

-1))とケーブルトレイ(NLC23-1/NSC09-1/NSC10A-1/NSC10B-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

570

44064



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC27-1/NLC28-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLC27-1/NLC28-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC27-1/NLC28-1))とケーブルトレ

イ(NLC27-1/NLC28-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

571

44065



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC29-1/NLC30-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLC29-1/NLC30-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC29-1/NLC30-1))とケーブルトレ

イ(NLC29-1/NLC30-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

572

44066



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC31-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLC31-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC31-1))とケーブルトレイ(NLC31

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

573

44067



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC01B-2))

～ 

ケーブルトレイ(NSC01B-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC01B-2))とケーブルトレイ(NSC0

1B-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

574

44068



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC01B-3/NSC01C-1))

～ 

ケーブルトレイ(NSC01B-3/NSC01C-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC01B-3/NSC01C-1))とケーブルト

レイ(NSC01B-3/NSC01C-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

575

44069



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC03-2/NSC04-1/NSC

05A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSC03-2/NSC04-

1/NSC05A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC03-2/NSC04-1/NSC05A-1))とケ

ーブルトレイ(NSC03-2/NSC04-1/NSC05A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

576

44070



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC07A-2/NSC07B-1/N

SC07C-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSC07A-2/NSC07B-

1/NSC07C-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC07A-2/NSC07B-1/NSC07C-1))と

ケーブルトレイ(NSC07A-2/NSC07B-1/NSC07C-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

577

44071



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC61-1))

～ 

ケーブルトレイ(NSC61-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC61-1))とケーブルトレイ(NSC61

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

578

44072



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC61-2))

～ 

ケーブルトレイ(NSC61-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC61-2))とケーブルトレイ(NSC61

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

579

44073



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACC02-1/ALC02-1/NCC

02AK-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(ACC02-1/ALC02-

1/NCC02AK-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACC02-1/ALC02-1/NCC02AK-1))とケ

ーブルトレイ(ACC02-1/ALC02-1/NCC02AK-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

580

44074



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC01A-1/NCC01B-1/N

CC07A-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC01A-1/NCC01B-

1/NCC07A-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC01A-1/NCC01B-1/NCC07A-2))と

ケーブルトレイ(NCC01A-1/NCC01B-1/NCC07A-2)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

581

44075



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC16-1/NLC18-2/NSC

16-1))

～

ケーブルトレイ(NCC16-1/NLC18-

2/NSC16-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC16-1/NLC18-2/NSC16-1))とケー

ブルトレイ(NCC16-1/NLC18-2/NSC16-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

582

44076



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC20-1/NLC20-1/NSC

20-1))

～

ケーブルトレイ(NCC20-1/NLC20-

1/NSC20-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC20-1/NLC20-1/NSC20-1))とケー

ブルトレイ(NCC20-1/NLC20-1/NSC20-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

583

44077



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC21-1/NCC57A-1/NC

C69A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCC21-1/NCC57A-

1/NCC69A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC21-1/NCC57A-1/NCC69A-1))とケ

ーブルトレイ(NCC21-1/NCC57A-1/NCC69A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

584

44078



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC01A-1/NLC01B-1/N

LC08A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC01A-1/NLC01B-

1/NLC08A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC01A-1/NLC01B-1/NLC08A-1))と

ケーブルトレイ(NLC01A-1/NLC01B-1/NLC08A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

585

44079



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC01C-1/NLC01D-1/N

LC01E-1/NLC01F-1/NLC01G-1/NLC02A-

1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLC01C-1/NLC01D-

1/NLC01E-1/NLC01F-1/NLC01G-

1/NLC02A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC01C-1/NLC01D-1/NLC01E-1/NLC0

1F-1/NLC01G-1/NLC02A-1))とケーブルトレイ(NLC01C-1/NLC01D-1/NLC01E-1/NLC01F-

1/NLC01G-1/NLC02A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

586

44080



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLC57A-1/NLC58A-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLC57A-1/NLC58A-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLC57A-1/NLC58A-1))とケーブルト

レイ(NLC57A-1/NLC58A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

587

44081



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC01A-1/NSC01B-1/N

SC07A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSC01A-1/NSC01B-

1/NSC07A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC01A-1/NSC01B-1/NSC07A-1))と

ケーブルトレイ(NSC01A-1/NSC01B-1/NSC07A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

588

44082



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSC01C-2/NSC02A-1/N

SC02B-1/NSC03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSC01C-2/NSC02A-

1/NSC02B-1/NSC03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSC01C-2/NSC02A-1/NSC02B-1/NSC0

3-1))とケーブルトレイ(NSC01C-2/NSC02A-1/NSC02B-1/NSC03-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

589

44083



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCC01-1/BLC01-1))

～ 

ケーブルトレイ(BCC01-1/BLC01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCC01-1/BLC01-1))とケーブルトレ

イ(BCC01-1/BLC01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

590

44084



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCC20-2/NLC20-2/NSC

20-2))

～

ケーブルトレイ(NCC20-2/NLC20-

2/NSC20-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCC20-2/NLC20-2/NSC20-2))とケー

ブルトレイ(NCC20-2/NLC20-2/NSC20-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

591

44085



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACA17-1))

～ 

ケーブルトレイ(ACA17-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA17-1))とケーブルトレイ(ACA17

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

592

44086



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHA01-1))

～ 

ケーブルトレイ(AHA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHA01-1))とケーブルトレイ(AHA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

593

44087



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALA17-1))

～ 

ケーブルトレイ(ALA17-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA17-1))とケーブルトレイ(ALA17

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

594

44088



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ASA08-1))

～ 

ケーブルトレイ(ASA08-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA08-1))とケーブルトレイ(ASA08

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

595

44089



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA17-1/BCA18-1/BCA

19-1))

～

ケーブルトレイ(BCA17-1/BCA18-

1/BCA19-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA17-1/BCA18-1/BCA19-1))とケー

ブルトレイ(BCA17-1/BCA18-1/BCA19-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

596

44090



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHA01-1/BHA02-1/BHA

04B-1/BHA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(BHA01-1/BHA02-

1/BHA04B-1/BHA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA01-1/BHA02-1/BHA04B-1/BHA05-

1))とケーブルトレイ(BHA01-1/BHA02-1/BHA04B-1/BHA05-1)を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

597

44091



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHA03-1/BLA28-1/NLA

28A-1/NLA28B-1/NLA29-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(BHA03-1/BLA28-

1/NLA28A-1/NLA28B-1/NLA29-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA03-1/BLA28-1/NLA28A-1/NLA28B

-1/NLA29-1))とケーブルトレイ(BHA03-1/BLA28-1/NLA28A-1/NLA28B-1/NLA29-1)を接

続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

598

44092



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA10-1/BSA13-1))

～ 

ケーブルトレイ(BSA10-1/BSA13-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA10-1/BSA13-1))とケーブルトレ

イ(BSA10-1/BSA13-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

599

44093



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA26A-1/NCA26B-1/N

CA27-1/NSA26A-1/NSA26B-1/NSA27-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCA26A-1/NCA26B-

1/NCA27-1/NSA26A-1/NSA26B-1/NSA27-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA26A-1/NCA26B-1/NCA27-1/NSA26

A-1/NSA26B-1/NSA27-1))とケーブルトレイ(NCA26A-1/NCA26B-1/NCA27-1/NSA26A-1/N

SA26B-1/NSA27-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

600

44094



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACA01-1/ACA02-1/ACA

03-1))

～

ケーブルトレイ(ACA01-1/ACA02-

1/ACA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA01-1/ACA02-1/ACA03-1))とケー

ブルトレイ(ACA01-1/ACA02-1/ACA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

601

44095



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALA01-1/ALA02-1/ALA

03-1))

～

ケーブルトレイ(ALA01-1/ALA02-

1/ALA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA01-1/ALA02-1/ALA03-1))とケー

ブルトレイ(ALA01-1/ALA02-1/ALA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

602

44096



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ASA01-1))

～ 

ケーブルトレイ(ASA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA01-1))とケーブルトレイ(ASA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

603

44097



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA01-1/BCA02-1/BCA

03-1/BLA01-1/BLA02-1/BLA03-1))

～ 

ケーブルトレイ(BCA01-1/BCA02-

1/BCA03-1/BLA01-1/BLA02-1/BLA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA01-1/BCA02-1/BCA03-1/BLA01-1

/BLA02-1/BLA03-1))とケーブルトレイ(BCA01-1/BCA02-1/BCA03-1/BLA01-1/BLA02-1/

BLA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

604

44098



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA04-1/BCA05-1))

～ 

ケーブルトレイ(BCA04-1/BCA05-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA04-1/BCA05-1))とケーブルトレ

イ(BCA04-1/BCA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

605

44099



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA04-2))

～ 

ケーブルトレイ(BCA04-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA04-2))とケーブルトレイ(BCA04

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

606

44100



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA07-1/NLA26-1/NSA

11-1/NSA21A-1))

～ 

ケーブルトレイ(BCA07-1/NLA26-

1/NSA11-1/NSA21A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA07-1/NLA26-1/NSA11-1/NSA21A-

1))とケーブルトレイ(BCA07-1/NLA26-1/NSA11-1/NSA21A-1)を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

607

44101



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA08-1/BLA07-1/BSA

08-1/NLA11-1))

～ 

ケーブルトレイ(BCA08-1/BLA07-

1/BSA08-1/NLA11-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA08-1/BLA07-1/BSA08-1/NLA11-

1))とケーブルトレイ(BCA08-1/BLA07-1/BSA08-1/NLA11-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

608

44102



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLA05-1/BLA10-1/BSA

05-1))

～

ケーブルトレイ(BLA05-1/BLA10-

1/BSA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA05-1/BLA10-1/BSA05-1))とケー

ブルトレイ(BLA05-1/BLA10-1/BSA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

609

44103



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA01-1/BSA02-1/BSA

03-1/NSA17-1/NSA18A-1/NSA18B-1))

～ 

ケーブルトレイ(BSA01-1/BSA02-

1/BSA03-1/NSA17-1/NSA18A-1/NSA18B-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA01-1/BSA02-1/BSA03-1/NSA17-1

/NSA18A-1/NSA18B-1))とケーブルトレイ(BSA01-1/BSA02-1/BSA03-1/NSA17-1/NSA18A

-1/NSA18B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火する

ために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

610

44104



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA01-1/NCA02A-2))

～ 

ケーブルトレイ(NCA01-1/NCA02A-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA01-1/NCA02A-2))とケーブルト

レイ(NCA01-1/NCA02A-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期

に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

611

44105



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA02A-1/NCA02B-1/N

CA03A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCA02A-1/NCA02B-

1/NCA03A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA02A-1/NCA02B-1/NCA03A-1))と

ケーブルトレイ(NCA02A-1/NCA02B-1/NCA03A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

612

44106



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA07A-1/NCA07B-1/N

CA08-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCA07A-1/NCA07B-

1/NCA08-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA07A-1/NCA07B-1/NCA08-1))とケ

ーブルトレイ(NCA07A-1/NCA07B-1/NCA08-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

613

44107



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA09-1/NCA10A-1/NC

A10B-1/NCA25-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCA09-1/NCA10A-

1/NCA10B-1/NCA25-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA09-1/NCA10A-1/NCA10B-1/NCA25

-1))とケーブルトレイ(NCA09-1/NCA10A-1/NCA10B-1/NCA25-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

614

44108



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA11-1/NCA21A-1/NC

A21B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCA11-1/NCA21A-

1/NCA21B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA11-1/NCA21A-1/NCA21B-1))とケ

ーブルトレイ(NCA11-1/NCA21A-1/NCA21B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

615

44109



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA17-1/NCA18A-1/NC

A18B-1/NLA17-1/NLA18A-1/NLA18B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NCA17-1/NCA18A-

1/NCA18B-1/NLA17-1/NLA18A-1/NLA18B-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA17-1/NCA18A-1/NCA18B-1/NLA17

-1/NLA18A-1/NLA18B-1))とケーブルトレイ(NCA17-1/NCA18A-1/NCA18B-1/NLA17-1/NL

A18A-1/NLA18B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

616

44110



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA28-1/NLA19-1/NSA

28-1))

～

ケーブルトレイ(NCA28-1/NLA19-

1/NSA28-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-1/NLA19-1/NSA28-1))とケー

ブルトレイ(NCA28-1/NLA19-1/NSA28-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

617

44111



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA01A-1/NLA01B-1/N

LA01C-1/NLA01D-1/NLA02A-2))

～ 

ケーブルトレイ(NLA01A-1/NLA01B-

1/NLA01C-1/NLA01D-1/NLA02A-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA01A-1/NLA01B-1/NLA01C-1/NLA0

1D-1/NLA02A-2))とケーブルトレイ(NLA01A-1/NLA01B-1/NLA01C-1/NLA01D-1/NLA02A-

2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

618

44112



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA02A-1/NLA02B-1/N

LA03A-1/NLA03B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLA02A-1/NLA02B-

1/NLA03A-1/NLA03B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA02A-1/NLA02B-1/NLA03A-1/NLA0

3B-1))とケーブルトレイ(NLA02A-1/NLA02B-1/NLA03A-1/NLA03B-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

619

44113



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA07A-1/NLA07B-1/N

LA08-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLA07A-1/NLA07B-

1/NLA08-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA07A-1/NLA07B-1/NLA08-1))とケ

ーブルトレイ(NLA07A-1/NLA07B-1/NLA08-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

620

44114



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA22-1/NLA23-1/NLA

24-1/NSA10A-1/NSA10B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLA22-1/NLA23-

1/NLA24-1/NSA10A-1/NSA10B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA22-1/NLA23-1/NLA24-1/NSA10A-

1/NSA10B-1))とケーブルトレイ(NLA22-1/NLA23-1/NLA24-1/NSA10A-1/NSA10B-1)を接

続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

621

44115



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA25-1/NSA25-1))

～ 

ケーブルトレイ(NLA25-1/NSA25-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA25-1/NSA25-1))とケーブルトレ

イ(NLA25-1/NSA25-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

622

44116



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA01-1/NSA02-1/NSA

03A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSA01-1/NSA02-

1/NSA03A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA01-1/NSA02-1/NSA03A-1))とケ

ーブルトレイ(NSA01-1/NSA02-1/NSA03A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

623

44117



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA07A-1/NSA07B-1/N

SA07C-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NSA07A-1/NSA07B-

1/NSA07C-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA07A-1/NSA07B-1/NSA07C-1))と

ケーブルトレイ(NSA07A-1/NSA07B-1/NSA07C-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

624

44118



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACA04-1/ACA05-1/ACA

06-1/AHA03-1))

～ 

ケーブルトレイ(ACA04-1/ACA05-

1/ACA06-1/AHA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA04-1/ACA05-1/ACA06-1/AHA03-

1))とケーブルトレイ(ACA04-1/ACA05-1/ACA06-1/AHA03-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

625

44119



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALA04-1/ALA05-1/ALA

06-1/ASA02-1/ASA03-1/ASA04-1/ASA05-

1)) 

～ 

ケーブルトレイ(ALA04-1/ALA05-

1/ALA06-1/ASA02-1/ASA03-1/ASA04-

1/ASA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA04-1/ALA05-1/ALA06-1/ASA02-1

/ASA03-1/ASA04-1/ASA05-1))とケーブルトレイ(ALA04-1/ALA05-1/ALA06-1/ASA02-1/

ASA03-1/ASA04-1/ASA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

626

44120



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA09-1/NLA10A-1/NL

A10B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NLA09-1/NLA10A-

1/NLA10B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA09-1/NLA10A-1/NLA10B-1))とケ

ーブルトレイ(NLA09-1/NLA10A-1/NLA10B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

627

44121



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC148A-1/NC148B-1/N

C149-1/NS110-1/NS111A-1/NS111B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC148A-1/NC148B-

1/NC149-1/NS110-1/NS111A-1/NS111B-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC148A-1/NC148B-1/NC149-1/NS110

-1/NS111A-1/NS111B-1))とケーブルトレイ(NC148A-1/NC148B-1/NC149-1/NS110-1/NS

111A-1/NS111B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

628

44122



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL130A-1/NL130B-1/N

L131-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL130A-1/NL130B-

1/NL131-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL130A-1/NL130B-1/NL131-1))とケ

ーブルトレイ(NL130A-1/NL130B-1/NL131-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

629

44123



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC102-1/AC103-1/BC1

01-1/BC102-1/BC103-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC102-1/AC103-

1/BC101-1/BC102-1/BC103-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC102-1/AC103-1/BC101-1/BC102-1

/BC103-1))とケーブルトレイ(AC102-1/AC103-1/BC101-1/BC102-1/BC103-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

630

44124



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC103-3))

～ 

ケーブルトレイ(AC103-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC103-3))とケーブルトレイ(AC103

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

631

44125



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC104-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC104-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC104-1))とケーブルトレイ(AC104

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

632

44126



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL102-1/AL103-1/BL1

01-1/BL102-1/BL103-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL102-1/AL103-

1/BL101-1/BL102-1/BL103-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL102-1/AL103-1/BL101-1/BL102-1

/BL103-1))とケーブルトレイ(AL102-1/AL103-1/BL101-1/BL102-1/BL103-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

633

44127



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL103-3))

～ 

ケーブルトレイ(AL103-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL103-3))とケーブルトレイ(AL103

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

634

44128



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL104-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL104-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL104-1))とケーブルトレイ(AL104

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

635

44129



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL105-1/AL106-1/AL1

07-1/AL108-1/NC151-1/NL128-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL105-1/AL106-

1/AL107-1/AL108-1/NC151-1/NL128-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL105-1/AL106-1/AL107-1/AL108-1

/NC151-1/NL128-1))とケーブルトレイ(AL105-1/AL106-1/AL107-1/AL108-1/NC151-1/

NL128-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

636

44130



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS101-1/AS102-1/AS1

03-1/BS101-1/BS102-1/BS103-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS101-1/AS102-

1/AS103-1/BS101-1/BS102-1/BS103-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS101-1/AS102-1/AS103-1/BS101-1

/BS102-1/BS103-1))とケーブルトレイ(AS101-1/AS102-1/AS103-1/BS101-1/BS102-1/

BS103-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

637

44131



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS103-3)) 

～ 

ケーブルトレイ(AS103-3) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS103-3))とケーブルトレイ(AS103

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

638

44132



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS104-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS104-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS104-1))とケーブルトレイ(AS104

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

639

44133



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC104-1/BC105-1/BC1

06-1/BS104-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(BC104-1/BC105-

1/BC106-1/BS104-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC104-1/BC105-1/BC106-1/BS104-

1))とケーブルトレイ(BC104-1/BC105-1/BC106-1/BS104-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

640

44134



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL104-1/BL105-1/BL1

06-1))

～

ケーブルトレイ(BL104-1/BL105-

1/BL106-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL104-1/BL105-1/BL106-1))とケー

ブルトレイ(BL104-1/BL105-1/BL106-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

641

44135



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC101A-1/NC106C-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC101A-1/NC106C-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC101A-1/NC106C-2))とケーブルト

レイ(NC101A-1/NC106C-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

642

44136



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC102A-2/NC102B-1/N

C102C-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC102A-2/NC102B-

1/NC102C-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC102A-2/NC102B-1/NC102C-1))と

ケーブルトレイ(NC102A-2/NC102B-1/NC102C-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

643

44137



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC102BK1-1/NC102BK2

-1/NC102BK3-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC102BK1-1/NC102BK2-

1/NC102BK3-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC102BK1-1/NC102BK2-1/NC102BK3-

1))とケーブルトレイ(NC102BK1-1/NC102BK2-1/NC102BK3-1)を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

644

44138



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC102CK-1/NS103K-

1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC102CK-1/NS103K-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC102CK-1/NS103K-1))とケーブル

トレイ(NC102CK-1/NS103K-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を

早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

645

44139



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC106A-1/NC106B-1/N

C106C-1/NC106CK-1/NC106CK-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC106A-1/NC106B-

1/NC106C-1/NC106CK-1/NC106CK-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC106A-1/NC106B-1/NC106C-1/NC10

6CK-1/NC106CK-2))とケーブルトレイ(NC106A-1/NC106B-1/NC106C-1/NC106CK-1/NC10

6CK-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

646

44140



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC114A-1/NC114B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC114A-1/NC114B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC114A-1/NC114B-1))とケーブルト

レイ(NC114A-1/NC114B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

647

44141



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC128A-1/NL123-1/NS

128A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC128A-1/NL123-

1/NS128A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC128A-1/NL123-1/NS128A-1))とケ

ーブルトレイ(NC128A-1/NL123-1/NS128A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

648

44142



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC154-1/NL140-1/NS1

30-1))

～

ケーブルトレイ(NC154-1/NL140-

1/NS130-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC154-1/NL140-1/NS130-1))とケー

ブルトレイ(NC154-1/NL140-1/NS130-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

649

44143



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL101A-1/NL106B-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL101A-1/NL106B-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL101A-1/NL106B-2))とケーブルト

レイ(NL101A-1/NL106B-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

650
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL102A-2/NL102B-1/N

L102C-1/NL114-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL102A-2/NL102B-

1/NL102C-1/NL114-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL102A-2/NL102B-1/NL102C-1/NL11

4-1))とケーブルトレイ(NL102A-2/NL102B-1/NL102C-1/NL114-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL106A-1/NL106B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL106A-1/NL106B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL106A-1/NL106B-1))とケーブルト

レイ(NL106A-1/NL106B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL113-1/NS114A-1/NS

114B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL113-1/NS114A-

1/NS114B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL113-1/NS114A-1/NS114B-1))とケ

ーブルトレイ(NL113-1/NS114A-1/NS114B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS101-1/NS107B-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS101-1/NS107B-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS101-1/NS107B-2))とケーブルト

レイ(NS101-1/NS107B-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期

に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

654
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS102-2/NS103-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS102-2/NS103-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS102-2/NS103-1))とケーブルトレ

イ(NS102-2/NS103-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

655
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS107A-2/NS107B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS107A-2/NS107B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS107A-2/NS107B-1))とケーブルト

レイ(NS107A-2/NS107B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC123-1/NC150A-1/NC

150B-1/NS123-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC123-1/NC150A-

1/NC150B-1/NS123-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC123-1/NC150A-1/NC150B-1/NS123

-1))とケーブルトレイ(NC123-1/NC150A-1/NC150B-1/NS123-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL124-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL124-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL124-1))とケーブルトレイ(NL124

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL125-1/NL126-1/NL1

27-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL125-1/NL126-

1/NL127-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL125-1/NL126-1/NL127-1))とケー

ブルトレイ(NL125-1/NL126-1/NL127-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

659
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC103-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(AC103-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC103-2))とケーブルトレイ(AC103

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

660
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC105-1/AC106-1/AC1

07-1/AC108-1/AS105-1/AS106-1/AS107-

1)) 

～ 

ケーブルトレイ(AC105-1/AC106-

1/AC107-1/AC108-1/AS105-1/AS106-

1/AS107-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC105-1/AC106-1/AC107-1/AC108-1

/AS105-1/AS106-1/AS107-1))とケーブルトレイ(AC105-1/AC106-1/AC107-1/AC108-1/

AS105-1/AS106-1/AS107-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL103-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(AL103-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL103-2))とケーブルトレイ(AL103

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

662

44156



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS103-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS103-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS103-2))とケーブルトレイ(AS103

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC101A-2/NC101B-1/N

C102A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC101A-2/NC101B-

1/NC102A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC101A-2/NC101B-1/NC102A-1))と

ケーブルトレイ(NC101A-2/NC101B-1/NC102A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC106A-2/NL106A-2/N

S107A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC106A-2/NL106A-

2/NS107A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC106A-2/NL106A-2/NS107A-1))と

ケーブルトレイ(NC106A-2/NL106A-2/NS107A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC120-1/NC121A-1/NC

121B-1/NL120-1/NL121A-1/NL121B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC120-1/NC121A-

1/NC121B-1/NL120-1/NL121A-1/NL121B-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC120-1/NC121A-1/NC121B-1/NL120

-1/NL121A-1/NL121B-1))とケーブルトレイ(NC120-1/NC121A-1/NC121B-1/NL120-1/NL

121A-1/NL121B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL101A-2/NL101B-1/N

L101C-1/NL101D-1/NL102A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL101A-2/NL101B-

1/NL101C-1/NL101D-1/NL102A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL101A-2/NL101B-1/NL101C-1/NL10

1D-1/NL102A-1))とケーブルトレイ(NL101A-2/NL101B-1/NL101C-1/NL101D-1/NL102A-

1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置

する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

667
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS101-2/NS102-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS101-2/NS102-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS101-2/NS102-1))とケーブルトレ

イ(NS101-2/NS102-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

668
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS120-1/NS121A-1/NS

121B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS120-1/NS121A-

1/NS121B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS120-1/NS121A-1/NS121B-1))とケ

ーブルトレイ(NS120-1/NS121A-1/NS121B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

669

44163



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC104-2/AL104-2/AS1

04-2))

～

ケーブルトレイ(AC104-2/AL104-

2/AS104-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC104-2/AL104-2/AS104-2))とケー

ブルトレイ(AC104-2/AL104-2/AS104-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC103A-1/NL103A-1/N

L136A-1/NL136B-1/NS104-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC103A-1/NL103A-

1/NL136A-1/NL136B-1/NS104-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC103A-1/NL103A-1/NL136A-1/NL13

6B-1/NS104-1))とケーブルトレイ(NC103A-1/NL103A-1/NL136A-1/NL136B-1/NS104-1)

を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置す

る。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC103E-1/NC130A-1/N

L129B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC103E-1/NC130A-

1/NL129B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC103E-1/NC130A-1/NL129B-1))と

ケーブルトレイ(NC103E-1/NC130A-1/NL129B-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

672

44166



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC104-3))

～ 

ケーブルトレイ(AC104-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC104-3))とケーブルトレイ(AC104

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

673
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL104-3/NC103B-1/NC

129-1/NC131-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL104-3/NC103B-

1/NC129-1/NC131-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL104-3/NC103B-1/NC129-1/NC131-

1))とケーブルトレイ(AL104-3/NC103B-1/NC129-1/NC131-1)を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS104-3/NC115A-1/NC

115B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(AS104-3/NC115A-

1/NC115B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS104-3/NC115A-1/NC115B-1))とケ

ーブルトレイ(AS104-3/NC115A-1/NC115B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

675

44169



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC103A-2/NL103A-2/N

L115-1/NS104-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC103A-2/NL103A-

2/NL115-1/NS104-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC103A-2/NL103A-2/NL115-1/NS104

-2))とケーブルトレイ(NC103A-2/NL103A-2/NL115-1/NS104-2)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

676

44170



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC103C-1/NC103D-1/N

C104-1/NC147A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC103C-1/NC103D-

1/NC104-1/NC147A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC103C-1/NC103D-1/NC104-1/NC147

A-1))とケーブルトレイ(NC103C-1/NC103D-1/NC104-1/NC147A-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

677
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC116-1/NC117A-1/NC

117B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC116-1/NC117A-

1/NC117B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC116-1/NC117A-1/NC117B-1))とケ

ーブルトレイ(NC116-1/NC117A-1/NC117B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

678

44172



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL103B-1/NL116-1/NL

117A-1/NL117B-1/NL137A-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL103B-1/NL116-

1/NL117A-1/NL117B-1/NL137A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL103B-1/NL116-1/NL117A-1/NL117

B-1/NL137A-1))とケーブルトレイ(NL103B-1/NL116-1/NL117A-1/NL117B-1/NL137A-1)

を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置す

る。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS105-1/NS115A-1/NS

115B-1/NS116-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS105-1/NS115A-

1/NS115B-1/NS116-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS105-1/NS115A-1/NS115B-1/NS116

-1))とケーブルトレイ(NS105-1/NS115A-1/NS115B-1/NS116-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC215A-1/NC215B-1/N

S215A-1/NS215B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC215A-1/NC215B-

1/NS215A-1/NS215B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC215A-1/NC215B-1/NS215A-1/NS21

5B-1))とケーブルトレイ(NC215A-1/NC215B-1/NS215A-1/NS215B-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL215A-1/NL215B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL215A-1/NL215B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL215A-1/NL215B-1))とケーブルト

レイ(NL215A-1/NL215B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

682

44176



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC206-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC206-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC206-2))とケーブルトレイ(BC206

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

683

44177



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL206-2))

～ 

ケーブルトレイ(BL206-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL206-2))とケーブルトレイ(BL206

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

684

44178



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC213-1/NC214-1/NC2

20-1))

～

ケーブルトレイ(NC213-1/NC214-

1/NC220-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC213-1/NC214-1/NC220-1))とケー

ブルトレイ(NC213-1/NC214-1/NC220-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

685

44179



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL213-1/NL214A-1/NL

214B-1/NL218-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL213-1/NL214A-

1/NL214B-1/NL218-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL213-1/NL214A-1/NL214B-1/NL218

-1))とケーブルトレイ(NL213-1/NL214A-1/NL214B-1/NL218-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

686

44180



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS213-1/NS214-1/NS2

20-1))

～

ケーブルトレイ(NS213-1/NS214-

1/NS220-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS213-1/NS214-1/NS220-1))とケー

ブルトレイ(NS213-1/NS214-1/NS220-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

687

44181



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC202-1/AC203-1/AC2

04-1/AL202-1/AL203-1/AL204-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC202-1/AC203-

1/AC204-1/AL202-1/AL203-1/AL204-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC202-1/AC203-1/AC204-1/AL202-1

/AL203-1/AL204-1))とケーブルトレイ(AC202-1/AC203-1/AC204-1/AL202-1/AL203-1/

AL204-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

688

44182



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS201-1/NL224-1/NL2

25A-1/NL225B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(AS201-1/NL224-

1/NL225A-1/NL225B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS201-1/NL224-1/NL225A-1/NL225B

-1))とケーブルトレイ(AS201-1/NL224-1/NL225A-1/NL225B-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

689

44183



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS202-1/AS203-1/AS2

04-1))

～

ケーブルトレイ(AS202-1/AS203-

1/AS204-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS202-1/AS203-1/AS204-1))とケー

ブルトレイ(AS202-1/AS203-1/AS204-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

690

44184



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC202-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC202-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC202-3))とケーブルトレイ(BC202

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

691

44185



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL202-3))

～ 

ケーブルトレイ(BL202-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL202-3))とケーブルトレイ(BL202

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

692

44186



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS202-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS202-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS202-3))とケーブルトレイ(BS202

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

693

44187



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC201A-1/NC207B-1/N

C207C-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC201A-1/NC207B-

1/NC207C-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC201A-1/NC207B-1/NC207C-1))と

ケーブルトレイ(NC201A-1/NC207B-1/NC207C-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

694

44188



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC202A-1/NC202B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC202A-1/NC202B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC202A-1/NC202B-1))とケーブルト

レイ(NC202A-1/NC202B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

695

44189



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC202BK-1/NL228-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC202BK-1/NL228-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC202BK-1/NL228-1))とケーブルト

レイ(NC202BK-1/NL228-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

696

44190



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC202B-2/NC202C-1/N

C203-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC202B-2/NC202C-

1/NC203-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC202B-2/NC202C-1/NC203-1))とケ

ーブルトレイ(NC202B-2/NC202C-1/NC203-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

697

44191



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC213-2/NL213-2/NS2

13-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC213-2/NL213-

2/NS213-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC213-2/NL213-2/NS213-2))とケー

ブルトレイ(NC213-2/NL213-2/NS213-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

698

44192



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC224-1/NC225A-1/NC

225B-1/NS224-1/NS225A-1/NS225B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC224-1/NC225A-

1/NC225B-1/NS224-1/NS225A-1/NS225B-

1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC224-1/NC225A-1/NC225B-1/NS224

-1/NS225A-1/NS225B-1))とケーブルトレイ(NC224-1/NC225A-1/NC225B-1/NS224-1/NS

225A-1/NS225B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

699

44193



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC229A-1/NL229A-1/N

S229A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC229A-1/NL229A-

1/NS229A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC229A-1/NL229A-1/NS229A-1))と

ケーブルトレイ(NC229A-1/NL229A-1/NS229A-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

700

44194



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC231-1/NS231-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC231-1/NS231-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC231-1/NS231-1))とケーブルトレ

イ(NC231-1/NS231-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

701

44195



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC238A-1/NC238B-1/N

C239-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC238A-1/NC238B-

1/NC239-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC238A-1/NC238B-1/NC239-1))とケ

ーブルトレイ(NC238A-1/NC238B-1/NC239-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

702

44196



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL201A-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL201A-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL201A-1))とケーブルトレイ(NL20

1A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

703

44197



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL202A-1/NL202B-1/N

L202C-1/NL203-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL202A-1/NL202B-

1/NL202C-1/NL203-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL202A-1/NL202B-1/NL202C-1/NL20

3-1))とケーブルトレイ(NL202A-1/NL202B-1/NL202C-1/NL203-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

704

44198



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL210-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL210-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL210-1))とケーブルトレイ(NL210

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

705

44199



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS201A-1/NS207A-1/N

S207B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS201A-1/NS207A-

1/NS207B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS201A-1/NS207A-1/NS207B-1))と

ケーブルトレイ(NS201A-1/NS207A-1/NS207B-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

706

44200



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS202A-1/NS202B-1/N

S203-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS202A-1/NS202B-

1/NS203-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS202A-1/NS202B-1/NS203-1))とケ

ーブルトレイ(NS202A-1/NS202B-1/NS203-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

707

44201



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC202-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC202-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC202-2))とケーブルトレイ(BC202

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

708

44202



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL202-2))

～ 

ケーブルトレイ(BL202-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL202-2))とケーブルトレイ(BL202

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

709

44203



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS202-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS202-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS202-2))とケーブルトレイ(BS202

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

710

44204



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC228-1/NL226-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC228-1/NL226-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC228-1/NL226-1))とケーブルトレ

イ(NC228-1/NL226-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

711

44205



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC201-1/BC202-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC201-1/BC202-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC201-1/BC202-1))とケーブルトレ

イ(BC201-1/BC202-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

712

44206



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL201-1/BL202-1))

～ 

ケーブルトレイ(BL201-1/BL202-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL201-1/BL202-1))とケーブルトレ

イ(BL201-1/BL202-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

713

44207



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS201-1/BS202-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS201-1/BS202-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS201-1/BS202-1))とケーブルトレ

イ(BS201-1/BS202-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

714

44208



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC201A-2/NC201B-1/N

C201C-1/NC201D-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC201A-2/NC201B-

1/NC201C-1/NC201D-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC201A-2/NC201B-1/NC201C-1/NC20

1D-1))とケーブルトレイ(NC201A-2/NC201B-1/NC201C-1/NC201D-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

715

44209



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC207D-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC207D-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC207D-1))とケーブルトレイ(NC20

7D-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

716

44210



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC227-1/NS227-1/NS2

28-1))

～

ケーブルトレイ(NC227-1/NS227-

1/NS228-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC227-1/NS227-1/NS228-1))とケー

ブルトレイ(NC227-1/NS227-1/NS228-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

717

44211



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC230-1/NL227-1/NL2

27K-1/NS230-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC230-1/NL227-

1/NL227K-1/NS230-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC230-1/NL227-1/NL227K-1/NS230-

1))とケーブルトレイ(NC230-1/NL227-1/NL227K-1/NS230-1)を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

718

44212



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL201A-2/NL201C-1/N

L201D-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL201A-2/NL201C-

1/NL201D-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL201A-2/NL201C-1/NL201D-1))と

ケーブルトレイ(NL201A-2/NL201C-1/NL201D-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

719

44213



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS201A-2/NS201B-1/N

S201C-1/NS201D-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS201A-2/NS201B-

1/NS201C-1/NS201D-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS201A-2/NS201B-1/NS201C-1/NS20

1D-1))とケーブルトレイ(NS201A-2/NS201B-1/NS201C-1/NS201D-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

720

44214



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC202-4/BC203-1/BC2

04-1/BC205-1/BC206-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC202-4/BC203-

1/BC204-1/BC205-1/BC206-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC202-4/BC203-1/BC204-1/BC205-1

/BC206-1))とケーブルトレイ(BC202-4/BC203-1/BC204-1/BC205-1/BC206-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

721

44215



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL202-4/BL203-1/BL2

04-1/BL205-1/BL206-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(BL202-4/BL203-

1/BL204-1/BL205-1/BL206-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL202-4/BL203-1/BL204-1/BL205-1

/BL206-1))とケーブルトレイ(BL202-4/BL203-1/BL204-1/BL205-1/BL206-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

722

44216



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS202-4/BS203-1/BS2

04-1/BS205-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS202-4/BS203-

1/BS204-1/BS205-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS202-4/BS203-1/BS204-1/BS205-

1))とケーブルトレイ(BS202-4/BS203-1/BS204-1/BS205-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

723

44217



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC203-2/NC204A-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC203-2/NC204A-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC203-2/NC204A-1))とケーブルト

レイ(NC203-2/NC204A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期

に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

724

44218



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC204B-1/NC204C-1/N

C206-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC204B-1/NC204C-

1/NC206-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC204B-1/NC204C-1/NC206-1))とケ

ーブルトレイ(NC204B-1/NC204C-1/NC206-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

725

44219



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC208A-1/NC208B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC208A-1/NC208B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC208A-1/NC208B-1))とケーブルト

レイ(NC208A-1/NC208B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

726

44220



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC210-1/NS210-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC210-1/NS210-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC210-1/NS210-1))とケーブルトレ

イ(NC210-1/NS210-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

727

44221



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC216A-1/NC216B-1/N

C217A-1/NC217B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC216A-1/NC216B-

1/NC217A-1/NC217B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC216A-1/NC216B-1/NC217A-1/NC21

7B-1))とケーブルトレイ(NC216A-1/NC216B-1/NC217A-1/NC217B-1)を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

728

44222



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC219-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC219-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC219-1))とケーブルトレイ(NC219

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

729

44223



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL203-2/NL204A-1/NL

206-1))

～

ケーブルトレイ(NL203-2/NL204A-

1/NL206-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL203-2/NL204A-1/NL206-1))とケ

ーブルトレイ(NL203-2/NL204A-1/NL206-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

730

44224



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL204BK-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL204BK-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL204BK-1))とケーブルトレイ(NL2

04BK-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

731

44225



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL208-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL208-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL208-1))とケーブルトレイ(NL208

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

732

44226



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL216-1/NL217A-1/NL

217B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL216-1/NL217A-

1/NL217B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL216-1/NL217A-1/NL217B-1))とケ

ーブルトレイ(NL216-1/NL217A-1/NL217B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

733

44227



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS203-2/NS204A-1/NS

204B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS203-2/NS204A-

1/NS204B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS203-2/NS204A-1/NS204B-1))とケ

ーブルトレイ(NS203-2/NS204A-1/NS204B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

734

44228



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS216-1/NS217A-1/NS

217B-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS216-1/NS217A-

1/NS217B-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS216-1/NS217A-1/NS217B-1))とケ

ーブルトレイ(NS216-1/NS217A-1/NS217B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

735

44229



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC205A-1/NC205B-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC205A-1/NC205B-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC205A-1/NC205B-1))とケーブルト

レイ(NC205A-1/NC205B-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早

期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

736

44230



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC206-2/NL207-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC206-2/NL207-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC206-2/NL207-1))とケーブルトレ

イ(NC206-2/NL207-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

737

44231



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL204B-1/NL205-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL204B-1/NL205-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL204B-1/NL205-1))とケーブルト

レイ(NL204B-1/NL205-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期

に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

738

44232



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS205-1/NS219-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS205-1/NS219-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS205-1/NS219-1))とケーブルトレ

イ(NS205-1/NS219-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

739

44233



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC301-1/AC302-1/AC3

03-1/AC304-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC301-1/AC302-

1/AC303-1/AC304-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC301-1/AC302-1/AC303-1/AC304-

1))とケーブルトレイ(AC301-1/AC302-1/AC303-1/AC304-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

740

44234



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL301-1/AL302-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL301-1/AL302-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL301-1/AL302-1))とケーブルトレ

イ(AL301-1/AL302-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

741

44235



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL303-1/AL304-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL303-1/AL304-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL303-1/AL304-1))とケーブルトレ

イ(AL303-1/AL304-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

742

44236



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS302-1/AS302-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS302-1/AS302-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS302-1/AS302-2))とケーブルトレ

イ(AS302-1/AS302-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

743

44237



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC301-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(BC301-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC301-1))とケーブルトレイ(BC301

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

744

44238



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL301-1))

～ 

ケーブルトレイ(BL301-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL301-1))とケーブルトレイ(BL301

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

745

44239



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS301-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS301-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS301-1))とケーブルトレイ(BS301

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

746

44240



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC302A-1/NC302B-1/N

C303-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC302A-1/NC302B-

1/NC303-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC302A-1/NC302B-1/NC303-2))とケ

ーブルトレイ(NC302A-1/NC302B-1/NC303-2)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

747

44241



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC304A-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC304A-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC304A-1))とケーブルトレイ(NC30

4A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

748

44242



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC311-1/NL302K-1/NS

311-1))

～

ケーブルトレイ(NC311-1/NL302K-

1/NS311-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC311-1/NL302K-1/NS311-1))とケ

ーブルトレイ(NC311-1/NL302K-1/NS311-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

749

44243



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC317-1/NS317-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC317-1/NS317-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC317-1/NS317-1))とケーブルトレ

イ(NC317-1/NS317-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

750

44244



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC324-1/NS324-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC324-1/NS324-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC324-1/NS324-1))とケーブルトレ

イ(NC324-1/NS324-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

751

44245



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC333-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC333-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC333-1))とケーブルトレイ(NC333

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

752

44246



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC334-1/NC335B-1/NL

311-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC334-1/NC335B-

1/NL311-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC334-1/NC335B-1/NL311-1))とケ

ーブルトレイ(NC334-1/NC335B-1/NL311-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

753

44247



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL301B-2/NL301C-1/N

L301D-1/NL301E-1/NL301F-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL301B-2/NL301C-

1/NL301D-1/NL301E-1/NL301F-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL301B-2/NL301C-1/NL301D-1/NL30

1E-1/NL301F-2))とケーブルトレイ(NL301B-2/NL301C-1/NL301D-1/NL301E-1/NL301F-

2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置

する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

754

44248



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL303-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL303-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL303-1))とケーブルトレイ(NL303

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

755

44249



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL303K1-1/NL303K2-1

/NL303K3-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL303K1-1/NL303K2-

1/NL303K3-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL303K1-1/NL303K2-1/NL303K3-1))

とケーブルトレイ(NL303K1-1/NL303K2-1/NL303K3-1)を接続する配管であり，再処理

施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

756

44250



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL317-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL317-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL317-1))とケーブルトレイ(NL317

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

757

44251



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL324-1/NL325-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL324-1/NL325-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL324-1/NL325-1))とケーブルトレ

イ(NL324-1/NL325-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

758

44252



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS301B-2/NS301C-1/N

S301D-1/NS302-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS301B-2/NS301C-

1/NS301D-1/NS302-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS301B-2/NS301C-1/NS301D-1/NS30

2-2))とケーブルトレイ(NS301B-2/NS301C-1/NS301D-1/NS302-2)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

759

44253



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS304-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS304-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS304-1))とケーブルトレイ(NS304

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

760

44254



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS301-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(AS301-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS301-1))とケーブルトレイ(AS301

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

761

44255



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC301A-1/NC301B-1/N

C307-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC301A-1/NC301B-

1/NC307-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC301A-1/NC301B-1/NC307-1))とケ

ーブルトレイ(NC301A-1/NC301B-1/NC307-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

762

44256



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC301B-2/NC301C-1/N

C301D-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC301B-2/NC301C-

1/NC301D-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC301B-2/NC301C-1/NC301D-1))と

ケーブルトレイ(NC301B-2/NC301C-1/NC301D-1)を接続する配管であり，再処理施設内

で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

763

44257



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC303-1/NC304A-2/NC

304B-1/NC304C-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC303-1/NC304A-

2/NC304B-1/NC304C-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC303-1/NC304A-2/NC304B-1/NC304

C-1))とケーブルトレイ(NC303-1/NC304A-2/NC304B-1/NC304C-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

764

44258



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC321-1/NC321-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC321-1/NC321-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC321-1/NC321-2))とケーブルトレ

イ(NC321-1/NC321-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

765

44259



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC322-1/NC323-1/NC3

23-2)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC322-1/NC323-

1/NC323-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC322-1/NC323-1/NC323-2))とケー

ブルトレイ(NC322-1/NC323-1/NC323-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

766

44260



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL301A-1/NL301B-1/N

L309-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL301A-1/NL301B-

1/NL309-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL301A-1/NL301B-1/NL309-1))とケ

ーブルトレイ(NL301A-1/NL301B-1/NL309-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

767

44261



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL301F-1/NL302-1/NL

303-2))

～

ケーブルトレイ(NL301F-1/NL302-

1/NL303-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL301F-1/NL302-1/NL303-2))とケ

ーブルトレイ(NL301F-1/NL302-1/NL303-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発

生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

768

44262



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL321-1/NL321-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL321-1/NL321-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL321-1/NL321-2))とケーブルトレ

イ(NL321-1/NL321-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

769

44263



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL322-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL322-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL322-1))とケーブルトレイ(NL322

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

770

44264



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL323-1/NL323-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL323-1/NL323-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL323-1/NL323-2))とケーブルトレ

イ(NL323-1/NL323-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

771

44265



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS301A-1/NS301B-1/N

S307-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NS301A-1/NS301B-

1/NS307-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS301A-1/NS301B-1/NS307-1))とケ

ーブルトレイ(NS301A-1/NS301B-1/NS307-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

772

44266



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS302-1/NS303-1/NS3

04-2))

～

ケーブルトレイ(NS302-1/NS303-

1/NS304-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS302-1/NS303-1/NS304-2))とケー

ブルトレイ(NS302-1/NS303-1/NS304-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

773

44267



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS321-1/NS321-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS321-1/NS321-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS321-1/NS321-2))とケーブルトレ

イ(NS321-1/NS321-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

774

44268



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS322-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS322-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS322-1))とケーブルトレイ(NS322

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

775

44269



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS323-1/NS323-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS323-1/NS323-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS323-1/NS323-2))とケーブルトレ

イ(NS323-1/NS323-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

776

44270



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL403-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL403-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL403-1))とケーブルトレイ(AL403

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

777

44271



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS401-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS401-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS401-1))とケーブルトレイ(AS401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

778

44272



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC402-1/NC403A-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC402-1/NC403A-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC402-1/NC403A-1))とケーブルト

レイ(NC402-1/NC403A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期

に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

779

44273



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL402-1/NL403A-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL402-1/NL403A-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL402-1/NL403A-1))とケーブルト

レイ(NL402-1/NL403A-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期

に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

780

44274



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL401-1))

～ 

ケーブルトレイ(BL401-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL401-1))とケーブルトレイ(BL401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

781

44275



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS401-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS401-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS401-1))とケーブルトレイ(BS401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

782

44276



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC403A-2/NC403B-1/N

C404-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC403A-2/NC403B-

1/NC404-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC403A-2/NC403B-1/NC404-1))とケ

ーブルトレイ(NC403A-2/NC403B-1/NC404-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

783

44277



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL403A-2/NL403B-1/N

L404-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NL403A-2/NL403B-

1/NL404-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL403A-2/NL403B-1/NL404-1))とケ

ーブルトレイ(NL403A-2/NL403B-1/NL404-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

784

44278



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALB01-1/ASB01-1/

ACB01-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ALB01-1/ASB01-1/ACB01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALB01-1/ASB01-1/ACB01-1))とケー

ブルトレイ(ALB01-1/ASB01-1/ACB01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

785

44279



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC165-1/NS165-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC165-1/NS165-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC165-1/NS165-1))とケーブルトレ

イ(NC165-1/NS165-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

786

44280



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC201-1/BS201-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BC201-1/BS201-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC201-1/BS201-1))とケーブルトレ

イ(BC201-1/BS201-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

787

44281



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL201-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BL201-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL201-1))とケーブルトレイ(BL201

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

788

44282



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC248-1/NC256-1/

NC243-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NC248-1/NC256-1/NC243-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC248-1/NC256-1/NC243-1))とケー

ブルトレイ(NC248-1/NC256-1/NC243-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

789

44283



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS232-1/NS256-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS232-1/NS256-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS232-1/NS256-1))とケーブルトレ

イ(NS232-1/NS256-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

790

44284



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC209-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC209-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC209-1))とケーブルトレイ(NC209

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

791

44285



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS209-1/ NS258-1

NS259-1/NS258-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NS209-1/NS258-1/NS259-1/NS258-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS209-1/ NS258-1/NS259-1/NS258-

2))とケーブルトレイ(NS209-1/ NS258-1/NS259-1/NS258-2)を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

792

44286



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC301-1/BS301-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BC301-1/BS301-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC301-1/BS301-1))とケーブルトレ

イ(BC301-1/BS301-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

793

44287



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL301-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BL301-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL301-1))とケーブルトレイ(BL301

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

794

44288



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC347-1/NC348-1/

NC349-1/NS347-1/NC348-1/NS349-1)) 

～ 

ケーブルトレイ(NC347-1/NC348-1/

NC349-1/NS347-1/NC348-1/NS349-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC347-1/NC348-1/NC349-1/NS347-1

/NC348-1/NS349-1))とケーブルトレイ(NC347-1/NC348-1/NC349-1/NS347-1/NC348-1/

NS349-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

795

44289



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC348-2/NS348-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NC348-2/NS348-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC348-2/NS348-2))とケーブルトレ

イ(NC348-2/NS348-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

796

44290



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC401-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BC401-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC401-1))とケーブルトレイ(BC401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

797

44291



 

名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL401-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BL401-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL401-1))とケーブルトレイ(BL401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

798

44292



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC401-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC401-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC401-1))とケーブルトレイ(NC401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

799

44293



 

名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL401-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NL401-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL401-1))とケーブルトレイ(NL401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

800

44294



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS401-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS401-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS401-1))とケーブルトレイ(NS401

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

801

44295



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL401-2/BC401-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BL401-2/BC401-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL401-2/BC401-2))とケーブルトレ

イ(BL401-2/BC401-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

802

44296



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA02-1/NLA04-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA02-1/NLA04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA02-1/NLA04-1))とケーブルトレ

イ(NLA02-1/NLA04-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

803

44297



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA02-2/NLA27-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA02-2/NLA27-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA02-2/NLA27-1))とケーブルトレ

イ(NLA02-2/NLA27-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

804

44298



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA05-1/NSA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA05-1/NSA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA05-1/NSA05-1))とケーブルトレ

イ(NLA05-1/NSA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

805

44299



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA06-1/NLA11-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA06-1/NLA11-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA06-1/NLA11-1))とケーブルトレ

イ(NLA06-1/NLA11-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

806

44300



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA09-1/NCA22-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA09-1/NCA22-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA09-1/NCA22-1))とケーブルトレ

イ(NLA09-1/NCA22-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

807

44301



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA23-1/NCA35-1/NSA21-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA23-1/NCA35-1/NSA21-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA23-1/NCA35-1/NSA21-1))とケー

ブルトレイ(NLA23-1/NCA35-1/NSA21-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

808

44302



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA02-1/NCA04-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA02-1/NCA04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA02-1/NCA04-1))とケーブルトレ

イ(NCA02-1/NCA04-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

809

44303



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA02-2/NCA40-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA02-2/NCA40-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA02-2/NCA40-1))とケーブルトレ

イ(NCA02-2/NCA40-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

810

44304



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA05-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA05-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA05-1))とケーブルトレイ(NCA05

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

811

44305



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NCA16-1/NCA21-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA16-1/NCA21-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA16-1/NCA21-1))とケーブルトレ

イ(NCA16-1/NCA21-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

812

44306



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA46-1/NCA48-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA46-1/NCA48-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA46-1/NCA48-1))とケーブルトレ

イ(NCA46-1/NCA48-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

813

44307



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NCA48-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA48-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA48-2))とケーブルトレイ(NCA48

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

814

44308



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA02-1/NSA04-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA02-1/NSA04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA02-1/NSA04-1))とケーブルトレ

イ(NSA02-1/NSA04-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

815

44309



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA02-2/NSA23-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA02-2/NSA23-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA02-2/NSA23-1))とケーブルトレ

イ(NSA02-2/NSA23-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

816

44310



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NSA08-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA08-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA08-1))とケーブルトレイ(NSA08

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

817

44311



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AHA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AHA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHA01-1))とケーブルトレイ(AHA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

818

44312



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ALA01-1/ALA02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ALA01-1/ALA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA01-1/ALA02-1))とケーブルトレ

イ(ALA01-1/ALA02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

819

44313



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(ALA02-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(ALA02-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA02-2))とケーブルトレイ(ALA02

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

820

44314



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ALA02-3/ACA04-1/ASA04-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ALA02-3/ACA04-1/ASA04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA02-3/ACA04-1/ASA04-1))とケー

ブルトレイ(ALA02-3/ACA04-1/ASA04-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

821

44315



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ALA03-1/ACA03-1/ASA03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ALA03-1/ACA03-1/ASA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA03-1/ACA03-1/ASA03-1))とケー

ブルトレイ(ALA03-1/ACA03-1/ASA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

822

44316



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ACA01-1/ACA02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ACA01-1/ACA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA01-1/ACA02-1))とケーブルトレ

イ(ACA01-1/ACA02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

823

44317



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(ACA02-2/ACA04-2/ACA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(ACA02-2/ACA04-2/ACA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA02-2/ACA04-2/ACA05-1))とケー

ブルトレイ(ACA02-2/ACA04-2/ACA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

824

44318



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ASA01-1/ASA02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ASA01-1/ASA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA01-1/ASA02-1))とケーブルトレ

イ(ASA01-1/ASA02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

825

44319



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ASA02-2/ASA04-2/ASA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ASA02-2/ASA04-2/ASA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA02-2/ASA04-2/ASA05-1))とケー

ブルトレイ(ASA02-2/ASA04-2/ASA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

826

44320



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BHA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BHA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA01-1))とケーブルトレイ(BHA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

827

44321



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BLA01-1/BCA01-1/BSA01-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BLA01-1/BCA01-1/BSA01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA01-1/BCA01-1/BSA01-1))とケー

ブルトレイ(BLA01-1/BCA01-1/BSA01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

828

44322



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BLA02-1/BLA03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BLA02-1/BLA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA02-1/BLA03-1))とケーブルトレ

イ(BLA02-1/BLA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

829

44323



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(BLA02-2/BCA04-1/BSA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BLA02-2/BCA04-1/BSA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA02-2/BCA04-1/BSA05-1))とケー

ブルトレイ(BLA02-2/BCA04-1/BSA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

830

44324



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BLA03-2/BCA03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BLA03-2/BCA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA03-2/BCA03-1))とケーブルトレ

イ(BLA03-2/BCA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

831

44325



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BCA02-1/BCA03-2/BCA04-2/BCA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BCA02-1/BCA03-2/BCA04-2/BCA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA02-1/BCA03-2/BCA04-2/BCA05-

1))とケーブルトレイ(BCA02-1/BCA03-2/BCA04-2/BCA05-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

832

44326



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BSA02-1/BSA03-1/BSA04-1/BSA05-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BSA02-1/BSA03-1/BSA04-1/BSA05-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA02-1/BSA03-1/BSA04-1/BSA05-

2))とケーブルトレイ(BSA02-1/BSA03-1/BSA04-1/BSA05-2)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

833

44327



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BSA03-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BSA03-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA03-2))とケーブルトレイ(BSA03

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

834

44328



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NHA01-1/NHA02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NHA01-1/NHA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHA01-1/NHA02-1))とケーブルトレ

イ(NHA01-1/NHA02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

835

44329



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHA03-1/NCA46-2/NSA24-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHA03-1/NCA46-2/NSA24-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHA03-1/NCA46-2/NSA24-1))とケー

ブルトレイ(NHA03-1/NCA46-2/NSA24-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

836

44330



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA01-1/NCA47-1/NSA01-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA01-1/NCA47-1/NSA01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA01-1/NCA47-1/NSA01-1))とケー

ブルトレイ(NLA01-1/NCA47-1/NSA01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

837

44331



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA04-2/NLA06-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA04-2/NLA06-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA04-2/NLA06-2))とケーブルトレ

イ(NLA04-2/NLA06-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

838

44332



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NLA07-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA07-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA07-1))とケーブルトレイ(NLA07

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

839

44333



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA11-2/NLA12-1/NSA08-2/NSA12-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA11-2/NLA12-1/NSA08-2/NSA12-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA11-2/NLA12-1/NSA08-2/NSA12-

1))とケーブルトレイ(NLA11-2/NLA12-1/NSA08-2/NSA12-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

840

44334



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA13-1/NCA27-1/NSA13-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA13-1/NCA27-1/NSA13-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA13-1/NCA27-1/NSA13-1))とケー

ブルトレイ(NLA13-1/NCA27-1/NSA13-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

841

44335



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NLA14-1/NLA15-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA14-1/NLA15-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA14-1/NLA15-1))とケーブルトレ

イ(NLA14-1/NLA15-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

842

44336



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA14-2/NLA17-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA14-2/NLA17-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA14-2/NLA17-1))とケーブルトレ

イ(NLA14-2/NLA17-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

843

44337



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA15-2/NCA29-1/NSA15-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA15-2/NCA29-1/NSA15-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA15-2/NCA29-1/NSA15-1))とケー

ブルトレイ(NLA15-2/NCA29-1/NSA15-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

844

44338



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA16-1/NLA18-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA16-1/NLA18-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA16-1/NLA18-1))とケーブルトレ

イ(NLA16-1/NLA18-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

845

44339



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA18-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA18-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA18-2))とケーブルトレイ(NLA18

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

846

44340



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NLA18-3/NLA20-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA18-3/NLA20-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA18-3/NLA20-1))とケーブルトレ

イ(NLA18-3/NLA20-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

847

44341



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA19-1/NCA33-1/NSA19-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA19-1/NCA33-1/NSA19-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA19-1/NCA33-1/NSA19-1))とケー

ブルトレイ(NLA19-1/NCA33-1/NSA19-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

848

44342



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA21-1/NLA22-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA21-1/NLA22-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA21-1/NLA22-1))とケーブルトレ

イ(NLA21-1/NLA22-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

849

44343



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NLA21-2/NLA27-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA21-2/NLA27-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA21-2/NLA27-2))とケーブルトレ

イ(NLA21-2/NLA27-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

850

44344



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA24-1/NCA42-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA24-1/NCA42-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA24-1/NCA42-1))とケーブルトレ

イ(NLA24-1/NCA42-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

851

44345



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA26-1/NCA41-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA26-1/NCA41-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA26-1/NCA41-1))とケーブルトレ

イ(NLA26-1/NCA41-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

852

44346



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NCA01-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA01-1))とケーブルトレイ(NCA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

  

853

44347



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA08-1/NSA07-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA08-1/NSA07-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA08-1/NSA07-1))とケーブルトレ

イ(NCA08-1/NSA07-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

854

44348



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA11-1/NCA12-1/NCA16-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA11-1/NCA12-1/NCA16-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA11-1/NCA12-1/NCA16-2))とケー

ブルトレイ(NCA11-1/NCA12-1/NCA16-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

855

44349



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA13-1/NSA09-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA13-1/NSA09-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA13-1/NSA09-1))とケーブルトレ

イ(NCA13-1/NSA09-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

856

44350



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA14-1/NCA15-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA14-1/NCA15-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA14-1/NCA15-1))とケーブルトレ

イ(NCA14-1/NCA15-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

857

44351



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NCA21-2/NCA26-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA21-2/NCA26-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA21-2/NCA26-1))とケーブルトレ

イ(NCA21-2/NCA26-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

858

44352



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA28-1/NCA29-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA28-1/NCA29-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-1/NCA29-2))とケーブルトレ

イ(NCA28-1/NCA29-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

859

44353



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA28-2/NCA31-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA28-2/NCA31-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-2/NCA31-1))とケーブルトレ

イ(NCA28-2/NCA31-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

860

44354



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA30-1/NCA32-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA30-1/NCA32-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA30-1/NCA32-1))とケーブルトレ

イ(NCA30-1/NCA32-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

861

44355



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NCA32-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA32-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA32-2))とケーブルトレイ(NCA32

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

862

44356



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA32-3/NCA34-1/NCA39-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA32-3/NCA34-1/NCA39-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA32-3/NCA34-1/NCA39-1))とケー

ブルトレイ(NCA32-3/NCA34-1/NCA39-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

863

44357



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA36-1/NCA37-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA36-1/NCA37-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA36-1/NCA37-1))とケーブルトレ

イ(NCA36-1/NCA37-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

864

44358



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA36-2/NCA40-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA36-2/NCA40-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA36-2/NCA40-2))とケーブルトレ

イ(NCA36-2/NCA40-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

865

44359



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NSA06-1/NSA08-3)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA06-1/NSA08-3) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA06-1/NSA08-3))とケーブルトレ

イ(NSA06-1/NSA08-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

866

44360



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA10-1/NSA11-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA10-1/NSA11-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA10-1/NSA11-1))とケーブルトレ

イ(NSA10-1/NSA11-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

867

44361



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA14-1/NSA15-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA14-1/NSA15-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA14-1/NSA15-2))とケーブルトレ

イ(NSA14-1/NSA15-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

868

44362



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA14-2/NSA17-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA14-2/NSA17-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA14-2/NSA17-1))とケーブルトレ

イ(NSA14-2/NSA17-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

869

44363



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA16-1/NSA18-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA16-1/NSA18-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA16-1/NSA18-1))とケーブルトレ

イ(NSA16-1/NSA18-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

870

44364



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA18-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA18-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA18-2))とケーブルトレイ(NSA18

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

871

44365



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA18-3/NSA20-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA18-3/NSA20-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA18-3/NSA20-1))とケーブルトレ

イ(NSA18-3/NSA20-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

872

44366



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA22-1/NSA23-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA22-1/NSA23-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA22-1/NSA23-2))とケーブルトレ

イ(NSA22-1/NSA23-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

873

44367



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA22-2/NSA23-3)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA22-2/NSA23-3) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA22-2/NSA23-3))とケーブルトレ

イ(NSA22-2/NSA23-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

874

44368



 

名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NLA04-3/NSA04-2/NSA06-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA04-3/NSA04-2/NSA06-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA04-3/NSA04-2/NSA06-2))とケー

ブルトレイ(NLA04-3/NSA04-2/NSA06-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA24-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA24-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA24-2))とケーブルトレイ(NLA24

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

876

44370



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA04-2/NCA11-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA04-2/NCA11-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA04-2/NCA11-2))とケーブルトレ

イ(NCA04-2/NCA11-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

877

44371



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ALB02-1/ACB07-1/ASB02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ALB02-1/ACB07-1/ASB02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALB02-1/ACB07-1/ASB02-1))とケー

ブルトレイ(ALB02-1/ACB07-1/ASB02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

安
ユ

 
A 
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名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BLB02-1/BCB12-1/BSB03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BLB02-1/BCB12-1/BSB03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLB02-1/BCB12-1/BSB03-1))とケー

ブルトレイ(BLB02-1/BCB12-1/BSB03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

879

44373



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHB11-1/NHB25-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHB11-1/NHB25-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHB11-1/NHB25-1))とケーブルトレ

イ(NHB11-1/NHB25-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

880

44374



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHB17-1/NLB12-1/NLB13-1/NLB47-1/ 

NLB48-1/NCB13-1/NCB15-1/NSB15-1/ 

NSB17-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHB17-1/NLB12-1/NLB13-1/NLB47-1/ 

NLB48-1/NCB13-1/NCB15-1/NSB15-1/ 

NSB17-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHB17-1/NLB12-1/NLB13-1/NLB47-1

/NLB48-1/NCB13-1/NCB15-1/NSB15-1/NSB17-1))とケーブルトレイ(NHB17-1/NLB12-1/

NLB13-1/NLB47-1/NLB48-1/NCB13-1/NCB15-1/NSB15-1/NSB17-1)を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

881

44375



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLB29-1/NLB31-1/NLB62-1/NLB64-1/ 

NCB21-1/NCB23-1/NSB23-1/NSB25-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLB29-1/NLB31-1/NLB62-1/NLB64-1/ 

NCB21-1/NCB23-1/NSB23-1/NSB25-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB29-1/NLB31-1/NLB62-1/NLB64-1

/NCB21-1/NCB23-1/NSB23-1/NSB25-1))とケーブルトレイ(NLB29-1/NLB31-1/NLB62-1/

NLB64-1/NCB21-1/NCB23-1/NSB23-1/NSB25-1)を接続する配管であり，再処理施設内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

882

44376



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BLB02-2/BCB02-1/BCB07-1/BSB04-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BLB02-2/BCB02-1/BCB07-1/BSB04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLB02-2/BCB02-1/BCB07-1/BSB04-

1))とケーブルトレイ(BLB02-2/BCB02-1/BCB07-1/BSB04-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

883

44377



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHB10-1/NHB27-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHB10-1/NHB27-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHB10-1/NHB27-1))とケーブルトレ

イ(NHB10-1/NHB27-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

884

44378



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHB10-2/NHB27-2/NLB83-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHB10-2/NHB27-2/NLB83-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHB10-2/NHB27-2/NLB83-1))とケー

ブルトレイ(NHB10-2/NHB27-2/NLB83-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

885

44379



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLB83-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NLB83-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB83-2))とケーブルトレイ(NLB83

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

886

44380



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ALB05-1/ACB01-1/ACB04-1/ASB05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ALB05-1/ACB01-1/ACB04-1/ASB05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALB05-1/ACB01-1/ACB04-1/ASB05-

1))とケーブルトレイ(ALB05-1/ACB01-1/ACB04-1/ASB05-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

887

44381



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BLB01-1/BCB01-1/BSB01-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BLB01-1/BCB01-1/BSB01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLB01-1/BCB01-1/BSB01-1))とケー

ブルトレイ(BLB01-1/BCB01-1/BSB01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLB03-1/NCB02-1/NSB03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLB03-1/NCB02-1/NSB03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB03-1/NCB02-1/NSB03-1))とケー

ブルトレイ(NLB03-1/NCB02-1/NSB03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

889

44383



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLB05-1/NLB38-1/NCB05-1/NSB05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLB05-1/NLB38-1/NCB05-1/NSB05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB05-1/NLB38-1/NCB05-1/NSB05-

1))とケーブルトレイ(NLB05-1/NLB38-1/NCB05-1/NSB05-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

890

44384



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BCB02-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BCB02-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCB02-2))とケーブルトレイ(BCB02

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

891

44385



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BCB07-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BCB07-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCB07-2))とケーブルトレイ(BCB07

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

892

44386



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BCB12-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BCB12-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCB12-2))とケーブルトレイ(BCB12

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

893

44387



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BSB02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BSB02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSB02-1))とケーブルトレイ(BSB02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

894

44388



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLB33-1/NLB67-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLB33-1/NLB67-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB33-1/NLB67-1))とケーブルトレ

イ(NLB33-1/NLB67-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

895

44389



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLB82-1/NCB20-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLB82-1/NCB20-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB82-1/NCB20-1))とケーブルトレ

イ(NLB82-1/NCB20-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

896

44390



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSB22-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NSB22-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSB22-1))とケーブルトレイ(NSB22

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

897

44391



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BHA01-1/BCA11-1/BSA01-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BHA01-1/BCA11-1/BSA01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA01-1/BCA11-1/BSA01-1))とケー

ブルトレイ(BHA01-1/BCA11-1/BSA01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

898

44392



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA24-1/NLA25-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA24-1/NLA25-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA24-1/NLA25-1))とケーブルトレ

イ(NLA24-1/NLA25-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

899

44393



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA26-1/NLA27-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA26-1/NLA27-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA26-1/NLA27-1))とケーブルトレ

イ(NLA26-1/NLA27-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

900

44394



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA30-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA30-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA30-1))とケーブルトレイ(NCA30

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

901

44395



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA32-1/NCA33-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA32-1/NCA33-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA32-1/NCA33-1))とケーブルトレ

イ(NCA32-1/NCA33-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

902

44396



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA78-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA78-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA78-1))とケーブルトレイ(NCA78

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

903

44397



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA25-1/NSA26-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA25-1/NSA26-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA25-1/NSA26-1))とケーブルトレ

イ(NSA25-1/NSA26-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

904

44398



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA27-1/NSA28-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSA27-1/NSA28-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA27-1/NSA28-1))とケーブルトレ

イ(NSA27-1/NSA28-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

905

44399



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ALA02-1/ACA10-1/ASA02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ALA02-1/ACA10-1/ASA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA02-1/ACA10-1/ASA02-1))とケー

ブルトレイ(ALA02-1/ACA10-1/ASA02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

906

44400



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BHA01-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BHA01-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA01-2))とケーブルトレイ(BHA01

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

907

44401



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BCA11-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA11-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA11-2))とケーブルトレイ(BCA11

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

908

44402



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BSA01-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BSA01-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA01-2))とケーブルトレイ(BSA01

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

909

44403



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA21-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA21-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA21-1))とケーブルトレイ(NLA21

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

910

44404



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA22-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA22-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA22-1))とケーブルトレイ(NLA22

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

911

44405



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA22-2/NSA23-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLA22-2/NSA23-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA22-2/NSA23-1))とケーブルトレ

イ(NLA22-2/NSA23-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

912

44406



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLA35-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA35-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA35-1))とケーブルトレイ(NLA35

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

913

44407



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA28-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA28-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-1))とケーブルトレイ(NCA28

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

914

44408



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA28-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA28-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-2))とケーブルトレイ(NCA28

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

915

44409



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA28-3))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA28-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-3))とケーブルトレイ(NCA28

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

916

44410



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA28-4))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA28-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-4))とケーブルトレイ(NCA28

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

917

44411



 

名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(NCA30-2/NCA31-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA30-2/NCA31-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA30-2/NCA31-1))とケーブルトレ

イ(NCA30-2/NCA31-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

918

44412



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA41-1/NSA36-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCA41-1/NSA36-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA41-1/NSA36-1))とケーブルトレ

イ(NCA41-1/NSA36-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

919

44413



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA23-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA23-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA23-2))とケーブルトレイ(NSA23

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

920

44414



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA23-3))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA23-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA23-3))とケーブルトレイ(NSA23

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

921

44415



 

名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(AHA01-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(AHA01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHA01-1))とケーブルトレイ(AHA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

922

44416



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ALA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ALA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALA01-1))とケーブルトレイ(ALA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

923

44417



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ACA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ACA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA01-1))とケーブルトレイ(ACA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

924

44418



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ASA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ASA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA01-1))とケーブルトレイ(ASA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

925

44419



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BHA01-3/BCA11-3/BSA01-3)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BHA01-3/BCA11-3/BSA01-3) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA01-3/BCA11-3/BSA01-3))とケー

ブルトレイ(BHA01-3/BCA11-3/BSA01-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

926

44420



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHA04-1/NCA26-1/NSA21-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHA04-1/NCA26-1/NSA21-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHA04-1/NCA26-1/NSA21-1))とケー

ブルトレイ(NHA04-1/NCA26-1/NSA21-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

927

44421



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCA28-5))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA28-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA28-5))とケーブルトレイ(NCA28

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

928

44422



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSA23-4))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA23-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA23-4))とケーブルトレイ(NSA23

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

929

44423



 

名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(BLA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BLA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA05-1))とケーブルトレイ(BLA05

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

930

44424



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BCA02-1/BSA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BCA02-1/BSA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA02-1/BSA05-1))とケーブルトレ

イ(BCA02-1/BSA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

931

44425



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AH101-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AH101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH101-1))とケーブルトレイ(AH101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

932

44426



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AL107-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AL107-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL107-1))とケーブルトレイ(AL107

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

933

44427



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AC107-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AC107-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC107-1))とケーブルトレイ(AC107

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る1 とする。 

934

44428



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AS103-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AS103-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS103-1))とケーブルトレイ(AS103

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

935

44429



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NL101-1/NC105-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NL101-1/NC105-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL101-1/NC105-1))とケーブルトレ

イ(NL101-1/NC105-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

936

44430



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NL105-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NL105-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL105-1))とケーブルトレイ(NL105

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

937

44431



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NL109-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NL109-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL109-1))とケーブルトレイ(NL109

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

938

44432



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLM01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLM01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLM01-1))とケーブルトレイ(NLM01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

939

44433



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NC101-1/NS101-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NC101-1/NS101-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC101-1/NS101-1))とケーブルトレ

イ(NC101-1/NS101-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

940

44434



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NC107-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC107-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC107-1))とケーブルトレイ(NC107

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

941

44435



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NC111-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC111-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC111-1))とケーブルトレイ(NC111

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

942

44436



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NS105-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS105-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS105-1))とケーブルトレイ(NS105

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

943

44437



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NS109-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS109-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS109-1))とケーブルトレイ(NS109

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

944

44438



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AH101-2))

～ 

ケーブルトレイ

(AH101-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH101-2))とケーブルトレイ(AH101

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

945

44439



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AH101-3))

～ 

ケーブルトレイ

(AH101-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH101-3))とケーブルトレイ(AH101

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

946

44440



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AL107-2))

～ 

ケーブルトレイ

(AL107-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL107-2))とケーブルトレイ(AL107

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

947

44441



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AL107-3))

～ 

ケーブルトレイ

(AL107-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL107-3))とケーブルトレイ(AL107

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

948

44442



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AC107-2))

～ 

ケーブルトレイ

(AC107-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC107-2))とケーブルトレイ(AC107

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

949

44443



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AC107-3))

～ 

ケーブルトレイ

(AC107-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC107-3))とケーブルトレイ(AC107

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

950

44444



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AS103-2))

～ 

ケーブルトレイ

(AS103-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS103-2))とケーブルトレイ(AS103

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

951

44445



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AS103-3))

～ 

ケーブルトレイ

(AS103-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS103-3))とケーブルトレイ(AS103

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

952

44446



 

名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ 

(BL102-1/BC104-1/BS102-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BL102-1/BC104-1/BS102-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL102-1/BC104-1/BS102-1))とケー

ブルトレイ(BL102-1/BC104-1/BS102-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

953

44447



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NL106-1/NL107-1/NL108-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NL106-1/NL107-1/NL108-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL106-1/NL107-1/NL108-1))とケー

ブルトレイ(NL106-1/NL107-1/NL108-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

954

44448



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NL108-2/NL109-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NL108-2/NL109-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL108-2/NL109-2))とケーブルトレ

イ(NL108-2/NL109-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

955

44449



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NC108-1/NC109-1/NC110-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NC108-1/NC109-1/NC110-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC108-1/NC109-1/NC110-1))とケー

ブルトレイ(NC108-1/NC109-1/NC110-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

956

44450



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NC110-2/NC111-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NC110-2/NC111-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC110-2/NC111-2))とケーブルトレ

イ(NC110-2/NC111-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

957

44451



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCM01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCM01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCM01-1))とケーブルトレイ(NCM01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

958

44452



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NS106-1/NS107-1/NS108-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NS106-1/NS107-1/NS108-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS106-1/NS107-1/NS108-1))とケー

ブルトレイ(NS106-1/NS107-1/NS108-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

959

44453



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NS108-2/NS109-2)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NS108-2/NS109-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS108-2/NS109-2))とケーブルトレ

イ(NS108-2/NS109-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

960

44454



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NS120-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS120-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS120-1))とケーブルトレイ(NS120

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

961

44455



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSM01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NSM01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSM01-1))とケーブルトレイ(NSM01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

962

44456



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NL109-3/NL110-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NL109-3/NL110-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL109-3/NL110-1))とケーブルトレ

イ(NL109-3/NL110-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

963

44457



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NC111-3/NC112-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NC111-3/NC112-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC111-3/NC112-1))とケーブルトレ

イ(NC111-3/NC112-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

964

44458



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NS109-3/NS110-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NS109-3/NS110-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS109-3/NS110-1))とケーブルトレ

イ(NS109-3/NS110-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

965

44459



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALD01-1/ACD01-1/ASD

01-1))

～

ケーブルトレイ

(ALD01-1/ACD01-1/ASD01-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALD01-1/ACD01-1/ASD01-1))とケー

ブルトレイ(ALD01-1/ACD01-1/ASD01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

966

44460



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD15-1/NLD23-1/NCD

17-1/NSD15-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLD15-1/NLD23-1/NCD17-1/NSD15-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD15-1/NLD23-1/NCD17-1/NSD15-

1))とケーブルトレイ(NLD15-1/NLD23-1/NCD17-1/NSD15-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

967

44461



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLD13-1/NCD15-1/NSD

13-1))

～

ケーブルトレイ

(NLD13-1/NCD15-1/NSD13-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLD13-1/NCD15-1/NSD13-1))とケー

ブルトレイ(NLD13-1/NCD15-1/NSD13-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

968

44462



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALD07-1/ACD07-1/ASD

09-1))

～

ケーブルトレイ

(ALD07-1/ACD07-1/ASD09-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALD07-1/ACD07-1/ASD09-1))とケー

ブルトレイ(ALD07-1/ACD07-1/ASD09-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

969

44463



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLD05-1/BCD05-1/BSD

05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BLD05-1/BCD05-1/BSD05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLD05-1/BCD05-1/BSD05-1))とケー

ブルトレイ(BLD05-1/BCD05-1/BSD05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

970

44464



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLB12-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLB12-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB12-1))とケーブルトレイ(NLB12

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

971

44465



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCB12-1/NSB12-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCB12-1/NSB12-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB12-1/NSB12-1))とケーブルトレ

イ(NCB12-1/NSB12-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

972

44466



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHB02-1/ACB03-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AHB02-1/ACB03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHB02-1/ACB03-1))とケーブルトレ

イ(AHB02-1/ACB03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

973

44467



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ALB03-1/ASB03-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ALB03-1/ASB03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ALB03-1/ASB03-1))とケーブルトレ

イ(ALB03-1/ASB03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

974

44468



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHB02-2/ACB04-1/ASB

04-1))

～

ケーブルトレイ

(AHB02-2/ACB04-1/ASB04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHB02-2/ACB04-1/ASB04-1))とケー

ブルトレイ(AHB02-2/ACB04-1/ASB04-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

975

44469



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA34-1/NSA38-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA34-1/NSA38-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA34-1/NSA38-1))とケーブルトレ

イ(NCA34-1/NSA38-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

976

44470



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA34-1/NCA31-1/NSA

35-1))

～

ケーブルトレイ

(NLA34-1/NCA31-1/NSA35-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA34-1/NCA31-1/NSA35-1))とケー

ブルトレイ(NLA34-1/NCA31-1/NSA35-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

977

44471



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA36-1/NLA33-1/NLA

42-1/NLA43-1/NLA32-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA36-1/NLA33-1/NLA42-1/NLA43-1/NL

A32-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA36-1/NLA33-1/NLA42-1/NLA43-1

/NLA32-1))とケーブルトレイ(NLA36-1/NLA33-1/NLA42-1/NLA43-1/NLA32-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

978

44472



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA35-1/NCA33-1/NCA

30-1/NCA37-1/NCA38-1/NCA29-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA35-1/NCA33-1/NCA30-1/NCA37-1/NC

A38-1/NCA29-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA35-1/NCA33-1/NCA30-1/NCA37-1

/NCA38-1/NCA29-1))とケーブルトレイ(NCA35-1/NCA33-1/NCA30-1/NCA37-1/NCA38-1/

NCA29-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

979

44473



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA39-1/NSA37-1/NSA

41-1/NSA42-1/NSA34-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA39-1/NSA37-1/NSA41-1/NSA42-1/NS

A34-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA39-1/NSA37-1/NSA41-1/NSA42-1

/NSA34-1))とケーブルトレイ(NSA39-1/NSA37-1/NSA41-1/NSA42-1/NSA34-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

980

44474



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NHA02-1/NHA04-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NHA02-1/NHA04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHA02-1/NHA04-1))とケーブルトレ

イ(NHA02-1/NHA04-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

981

44475



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA44-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA44-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA44-1))とケーブルトレイ(NLA44

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

982

44476



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA39-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA39-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA39-1))とケーブルトレイ(NCA39

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

983

44477



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA43-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA43-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA43-1))とケーブルトレイ(NSA43

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

984

44478



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLA04-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BLA04-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA04-1))とケーブルトレイ(BLA04

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

985

44479



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BCA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA02-1))とケーブルトレイ(BCA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

986

44480



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BSA02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA02-1))とケーブルトレイ(BSA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

987

44481



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACA02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(ACA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA02-1))とケーブルトレイ(ACA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

988

44482



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ASA02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ASA02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA02-1))とケーブルトレイ(ASA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

989

44483



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA40-1/NCA41-1/NCA

42-1/NSA44-1/NSA45-1/NSA46-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA40-1/NCA41-1/NCA42-1/NSA44-1/NS

A45-1/NSA46-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA40-1/NCA41-1/NCA42-1/NSA44-1

/NSA45-1/NSA46-1))とケーブルトレイ(NCA40-1/NCA41-1/NCA42-1/NSA44-1/NSA45-1/

NSA46-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するため

に設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

990

44484



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA45-1/NLA46-1/NLA

47-1/BSA02-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA45-1/NLA46-1/NLA47-1/BSA02-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA45-1/NLA46-1/NLA47-1/BSA02-

2))とケーブルトレイ(NLA45-1/NLA46-1/NLA47-1/BSA02-2)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

991

44485



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA44-2/NLA48-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA44-2/NLA48-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA44-2/NLA48-1))とケーブルトレ

イ(NLA44-2/NLA48-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

992

44486



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA39-2/NCA43-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA39-2/NCA43-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA39-2/NCA43-1))とケーブルトレ

イ(NCA39-2/NCA43-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

993

44487



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA43-2/NSA47-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA43-2/NSA47-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA43-2/NSA47-1))とケーブルトレ

イ(NSA43-2/NSA47-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

994

44488



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA01-1))とケーブルトレイ(BCA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

995

44489



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA02-2/BCA03-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA02-2/BCA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA02-2/BCA03-1))とケーブルトレ

イ(BCA02-2/BCA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

996

44490



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA01-1/BSA03-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BSA01-1/BSA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA01-1/BSA03-1))とケーブルトレ

イ(BSA01-1/BSA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

997

44491



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLA01-1/BLA02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BLA01-1/BLA02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA01-1/BLA02-1))とケーブルトレ

イ(BLA01-1/BLA02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

998

44492



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHA03-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BHA03-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA03-1))とケーブルトレイ(BHA03

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

999

44493



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA48-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA48-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA48-2))とケーブルトレイ(NLA48

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1000

44494



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA43-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA43-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA43-2))とケーブルトレイ(NCA43

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1001

44495



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA47-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA47-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA47-2))とケーブルトレイ(NSA47

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1002

44496



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLA02-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BLA02-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA02-2))とケーブルトレイ(BLA02

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1003

44497



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA03-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA03-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA03-2))とケーブルトレイ(BCA03

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1004

44498



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA03-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BSA03-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA03-2))とケーブルトレイ(BSA03

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1005

44499



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA49-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA49-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA49-1))とケーブルトレイ(NLA49

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1006

44500



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA44-1/NCA45-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA44-1/NCA45-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA44-1/NCA45-1))とケーブルトレ

イ(NCA44-1/NCA45-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1007

44501



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA48-1/NSA49-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA48-1/NSA49-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA48-1/NSA49-1))とケーブルトレ

イ(NSA48-1/NSA49-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1008

44502



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA46-1/NSA50-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA46-1/NSA50-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA46-1/NSA50-1))とケーブルトレ

イ(NCA46-1/NSA50-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1009

44503



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHA02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BHA02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA02-1))とケーブルトレイ(BHA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1010

44504



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLA03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BLA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA03-1))とケーブルトレイ(BLA03

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1011

44505



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA04-1/BCA05-1/BCA

07-1/BCA08-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA04-1/BCA05-1/BCA07-1/BCA08-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA04-1/BCA05-1/BCA07-1/BCA08-

1))とケーブルトレイ(BCA04-1/BCA05-1/BCA07-1/BCA08-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1012

44506



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA04-1/BSA05-1/BSA

07-1/BSA08-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BSA04-1/BSA05-1/BSA07-1/BSA08-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA04-1/BSA05-1/BSA07-1/BSA08-

1))とケーブルトレイ(BSA04-1/BSA05-1/BSA07-1/BSA08-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1013

44507



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA06-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BSA06-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA06-1))とケーブルトレイ(BSA06

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1014

44508



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA06-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA06-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA06-1))とケーブルトレイ(BCA06

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1015

44509



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLA03-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BLA03-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA03-2))とケーブルトレイ(BLA03

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1016

44510



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA27-1/NSA24-1/NSA

23-1/NSA25-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA27-1/NSA24-1/NSA23-1/NSA25-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA27-1/NSA24-1/NSA23-1/NSA25-

1))とケーブルトレイ(NSA27-1/NSA24-1/NSA23-1/NSA25-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1017

44511



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA21-1/NCA18-1/NCA

19-1))

～

ケーブルトレイ

(NCA21-1/NCA18-1/NCA19-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA21-1/NCA18-1/NCA19-1))とケー

ブルトレイ(NCA21-1/NCA18-1/NCA19-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1018

44512



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA23-1/NLA20-1/NLA

21-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA23-1/NLA20-1/NLA21-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA23-1/NLA20-1/NLA21-1))とケー

ブルトレイ(NLA23-1/NLA20-1/NLA21-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1019

44513



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA26-1/NLA23-2/NLA

24-1))

～

ケーブルトレイ

(NLA26-1/NLA23-2/NLA24-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA26-1/NLA23-2/NLA24-1))とケー

ブルトレイ(NLA26-1/NLA23-2/NLA24-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1020

44514



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA24-1/NCA21-2/NCA

22-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA24-1/NCA21-2/NCA22-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA24-1/NCA21-2/NCA22-1))とケー

ブルトレイ(NCA24-1/NCA21-2/NCA22-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1021

44515



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA30-1/NSA27-2/NSA

28-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA30-1/NSA27-2/NSA28-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA30-1/NSA27-2/NSA28-1))とケー

ブルトレイ(NSA30-1/NSA27-2/NSA28-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

 

 

  

1022

44516



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA20-2/NLA19-1/NLA

17-1/NLA15-1/NLA13-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA20-2/NLA19-1/NLA17-1/NLA15-1/NL

A13-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA20-2/NLA19-1/NLA17-1/NLA15-1

/NLA13-1))とケーブルトレイ(NLA20-2/NLA19-1/NLA17-1/NLA15-1/NLA13-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1023

44517



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA18-2/NCA17-1/NCA

15-1/NCA13-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA18-2/NCA17-1/NCA15-1/NCA13-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA18-2/NCA17-1/NCA15-1/NCA13-

1))とケーブルトレイ(NCA18-2/NCA17-1/NCA15-1/NCA13-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1024

44518



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA22-1/NSA17-1/NSA

12-1))

～

ケーブルトレイ

(NSA22-1/NSA17-1/NSA12-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA22-1/NSA17-1/NSA12-1))とケー

ブルトレイ(NSA22-1/NSA17-1/NSA12-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1025

44519



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA07-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BCA07-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA07-2))とケーブルトレイ(BCA07

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1026

44520



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA07-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BSA07-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA07-2))とケーブルトレイ(BSA07

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1027

44521



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA23-2/NSA18-1/NSA

13-1))

～

ケーブルトレイ

(NSA23-2/NSA18-1/NSA13-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA23-2/NSA18-1/NSA13-1))とケー

ブルトレイ(NSA23-2/NSA18-1/NSA13-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1028

44522



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA16-1/NLA18-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA16-1/NLA18-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA16-1/NLA18-1))とケーブルトレ

イ(NLA16-1/NLA18-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1029

44523



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA16-1/NSA19-1/NSA

20-1/NSA21-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA16-1/NSA19-1/NSA20-1/NSA21-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA16-1/NSA19-1/NSA20-1/NSA21-

1))とケーブルトレイ(NCA16-1/NSA19-1/NSA20-1/NSA21-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1030

44524



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA14-1/NSA15-1/NSA

16-1))

～

ケーブルトレイ

(NSA14-1/NSA15-1/NSA16-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA14-1/NSA15-1/NSA16-1))とケー

ブルトレイ(NSA14-1/NSA15-1/NSA16-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1031

44525



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA14-1/NCA14-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA14-1/NCA14-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA14-1/NCA14-1))とケーブルトレ

イ(NLA14-1/NCA14-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1032

44526



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA13-2/NLA06-1/NLA

07-1/NLA09-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA13-2/NLA06-1/NLA07-1/NLA09-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA13-2/NLA06-1/NLA07-1/NLA09-

1))とケーブルトレイ(NLA13-2/NLA06-1/NLA07-1/NLA09-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1033

44527



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA13-2/NCA06-1/NCA

07-1/NCA09-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NCA13-2/NCA06-1/NCA07-1/NCA09-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA13-2/NCA06-1/NCA07-1/NCA09-

1))とケーブルトレイ(NCA13-2/NCA06-1/NCA07-1/NCA09-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

 

 

  

1034

44528



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA05-1/NSA08-1/NSA

06-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA05-1/NSA08-1/NSA06-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA05-1/NSA08-1/NSA06-1))とケー

ブルトレイ(NSA05-1/NSA08-1/NSA06-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1035

44529



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX04-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX04-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX04-1))とケーブルトレイ(BOX04

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1036

44530



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BLA05-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BLA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BLA05-1))とケーブルトレイ(BLA05

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1037

44531



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA05-1/NCA05-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA05-1/NCA05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA05-1/NCA05-1))とケーブルトレ

イ(NLA05-1/NCA05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1038

44532



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA04-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NSA04-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA04-1))とケーブルトレイ(NSA04

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1039

44533



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA01-1/NSA02-1/NSA

03-1))

～

ケーブルトレイ

(NSA01-1/NSA02-1/NSA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA01-1/NSA02-1/NSA03-1))とケー

ブルトレイ(NSA01-1/NSA02-1/NSA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1040

44534



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BOX02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX02-1))とケーブルトレイ(BOX02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1041

44535



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA01-1/NCA02-1/NCA

03-1))

～

ケーブルトレイ

(NCA01-1/NCA02-1/NCA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA01-1/NCA02-1/NCA03-1))とケー

ブルトレイ(NCA01-1/NCA02-1/NCA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1042

44536



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA04-1/NCA50-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA04-1/NCA50-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA04-1/NCA50-1))とケーブルトレ

イ(NCA04-1/NCA50-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1043

44537



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX01-1))とケーブルトレイ(BOX01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1044

44538



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA01-1/NLA02-1/NLA

03-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NLA01-1/NLA02-1/NLA03-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA01-1/NLA02-1/NLA03-1))とケー

ブルトレイ(NLA01-1/NLA02-1/NLA03-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1045

44539



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA04-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA04-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA04-1))とケーブルトレイ(NLA04

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1046

44540



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX03-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX03-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX03-1))とケーブルトレイ(BOX03

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1047

44541



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC161-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC161-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC161-1))とケーブルトレイ(NC161

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1048

44542



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX05-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX05-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX05-1))とケーブルトレイ(BOX05

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1049

44543



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS101-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS101-1))とケーブルトレイ(NS101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1050

44544



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS102-1/NS160-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NS102-1/NS160-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS102-1/NS160-1))とケーブルトレ

イ(NS102-1/NS160-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1051

44545



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL101-1/NL102-1/NL1

03-1))

～

ケーブルトレイ

(NL101-1/NL102-1/NL103-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL101-1/NL102-1/NL103-1))とケー

ブルトレイ(NL101-1/NL102-1/NL103-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1052

44546



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL104-1/NL105-1/NL1

06-1))

～

ケーブルトレイ

(NL104-1/NL105-1/NL106-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL104-1/NL105-1/NL106-1))とケー

ブルトレイ(NL104-1/NL105-1/NL106-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1053

44547



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX07-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BOX07-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX07-1))とケーブルトレイ(BOX07

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1054

44548



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX07-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX07-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX07-2))とケーブルトレイ(BOX07

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1055

44549



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC101-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC101-1))とケーブルトレイ(NC101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1056

44550



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC102-1/NC103-1/NC1

04-1))

～

ケーブルトレイ

(NC102-1/NC103-1/NC104-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC102-1/NC103-1/NC104-1))とケー

ブルトレイ(NC102-1/NC103-1/NC104-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1057

44551



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX06-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX06-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX06-1))とケーブルトレイ(BOX06

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1058

44552



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS103-1/NS104-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS103-1/NS104-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS103-1/NS104-1))とケーブルトレ

イ(NS103-1/NS104-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1059

44553



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX08-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX08-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX08-1))とケーブルトレイ(BOX08

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1060

44554



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS105-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NS105-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS105-1))とケーブルトレイ(NS105

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1061

44555



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC107-1/NC108-1/NC1

09-1))

～

ケーブルトレイ

(NC107-1/NC108-1/NC109-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC107-1/NC108-1/NC109-1))とケー

ブルトレイ(NC107-1/NC108-1/NC109-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1062

44556



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC105-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC105-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC105-1))とケーブルトレイ(NC105

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1063

44557



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC106-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NC106-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC106-1))とケーブルトレイ(NC106

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1064

44558



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS106-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS106-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS106-1))とケーブルトレイ(NS106

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1065

44559



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX09-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX09-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX09-1))とケーブルトレイ(BOX09

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1066

44560



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX09-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX09-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX09-2))とケーブルトレイ(BOX09

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1067

44561



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL107-1/NL109-1/NL1

30-1/NL134-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NL107-1/NL109-1/NL130-1/NL134-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL107-1/NL109-1/NL130-1/NL134-

1))とケーブルトレイ(NL107-1/NL109-1/NL130-1/NL134-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1068

44562



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL108-1/NL110-1/NL1

31-1))

～

ケーブルトレイ

(NL108-1/NL110-1/NL131-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL108-1/NL110-1/NL131-1))とケー

ブルトレイ(NL108-1/NL110-1/NL131-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1069

44563



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL109-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BL109-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL109-1))とケーブルトレイ(BL109

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1070

44564



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC134-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC134-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC134-1))とケーブルトレイ(NC134

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1071

44565



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC137-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC137-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC137-1))とケーブルトレイ(NC137

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1072

44566



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS122-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NS122-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS122-1))とケーブルトレイ(NS122

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1073

44567



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL132-1/NL135-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NL132-1/NL135-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL132-1/NL135-1))とケーブルトレ

イ(NL132-1/NL135-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1074

44568



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC134-2/NC140-1/NC1

35-1))

～

ケーブルトレイ

(NC134-2/NC140-1/NC135-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC134-2/NC140-1/NC135-1))とケー

ブルトレイ(NC134-2/NC140-1/NC135-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1075

44569



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC137-2/NC141-1/NC1

38-1))

～

ケーブルトレイ

(NC137-2/NC141-1/NC138-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC137-2/NC141-1/NC138-1))とケー

ブルトレイ(NC137-2/NC141-1/NC138-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1076

44570



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS122-2/NS125-1/NS1

23-1))

～

ケーブルトレイ

(NS122-2/NS125-1/NS123-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS122-2/NS125-1/NS123-1))とケー

ブルトレイ(NS122-2/NS125-1/NS123-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1077

44571



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS126-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS126-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS126-1))とケーブルトレイ(NS126

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1078

44572



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX10-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BOX10-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX10-1))とケーブルトレイ(BOX10

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1079

44573



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX10-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX10-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX10-2))とケーブルトレイ(BOX10

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1080

44574



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX11-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX11-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX11-1))とケーブルトレイ(BOX11

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1081

44575



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL139-1/NC146-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NL139-1/NC146-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL139-1/NC146-1))とケーブルトレ

イ(NL139-1/NC146-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1082

44576



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS128-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS128-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS128-1))とケーブルトレイ(NS128

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1083

44577



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC147-1/NC148-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC147-1/NC148-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC147-1/NC148-1))とケーブルトレ

イ(NC147-1/NC148-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1084

44578



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS129-1/NS130-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS129-1/NS130-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS129-1/NS130-1))とケーブルトレ

イ(NS129-1/NS130-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1085

44579



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL108-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BL108-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL108-1))とケーブルトレイ(BL108

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1086

44580



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC103-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BC103-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC103-1))とケーブルトレイ(BC103

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1087

44581



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS103-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BS103-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS103-1))とケーブルトレイ(BS103

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1088

44582



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL140-1/NL141-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NL140-1/NL141-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL140-1/NL141-1))とケーブルトレ

イ(NL140-1/NL141-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1089

44583



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC154-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC154-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC154-1))とケーブルトレイ(NC154

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1090

44584



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC155-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NC155-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC155-1))とケーブルトレイ(NC155

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1091

44585



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL109-2/BL107-1/BL1

06-1/BL105-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BL109-2/BL107-1/BL106-1/BL105-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL109-2/BL107-1/BL106-1/BL105-

1))とケーブルトレイ(BL109-2/BL107-1/BL106-1/BL105-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1092

44586



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL147-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(NL147-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL147-1))とケーブルトレイ(NL147

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1093

44587



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS125-2/NS136-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS125-2/NS136-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS125-2/NS136-1))とケーブルトレ

イ(NS125-2/NS136-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1094

44588



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC157-1/NC158-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC157-1/NC158-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC157-1/NC158-1))とケーブルトレ

イ(NC157-1/NC158-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1095

44589



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL147-2/NL149-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NL147-2/NL149-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL147-2/NL149-1))とケーブルトレ

イ(NL147-2/NL149-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1096

44590



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS136-2/NS138-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NS136-2/NS138-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS136-2/NS138-1))とケーブルトレ

イ(NS136-2/NS138-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1097

44591



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX12-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX12-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX12-1))とケーブルトレイ(BOX12

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1098

44592



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL105-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BL105-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL105-2))とケーブルトレイ(BL105

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1099

44593



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC103-2)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BC103-2) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC103-2))とケーブルトレイ(BC103

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

 

 

  

1100

44594



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS103-2))

～ 

ケーブルトレイ

(BS103-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS103-2))とケーブルトレイ(BS103

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1101

44595



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL148-1/NC159-1/NS1

37-1))

～

ケーブルトレイ

(NL148-1/NC159-1/NS137-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL148-1/NC159-1/NS137-1))とケー

ブルトレイ(NL148-1/NC159-1/NS137-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1102

44596



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL101-1/BL102-1/BC1

01-1/BC102-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BL101-1/BL102-1/BC101-1/BC102-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL101-1/BL102-1/BC101-1/BC102-

1))とケーブルトレイ(BL101-1/BL102-1/BC101-1/BC102-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1103

44597



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS101-1/BS102-1)) 

～ 

ケーブルトレイ 

(BS101-1/BS102-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS101-1/BS102-1))とケーブルトレ

イ(BS101-1/BS102-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

 

 

  

1104

44598



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX13-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX13-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX13-1))とケーブルトレイ(BOX13

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1105

44599



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL104-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BL104-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL104-1))とケーブルトレイ(BL104

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1106

44600



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH101-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BH101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH101-1))とケーブルトレイ(BH101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1107

44601



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BOX14-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BOX14-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BOX14-1))とケーブルトレイ(BOX14

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1108

44602



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC160-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NC160-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC160-1))とケーブルトレイ(NC160

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1109

44603



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL149-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NL149-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL149-2))とケーブルトレイ(NL149

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1110

44604



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS138-2))

～ 

ケーブルトレイ

(NS138-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS138-2))とケーブルトレイ(NS138

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1111

44605



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC121-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC121-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC121-1))とケーブルトレイ(BC121

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

安
ユ

 
A 

1112

44606



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC121-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC121-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC121-2))とケーブルトレイ(BC121

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1113

44607



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC121-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC121-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC121-3))とケーブルトレイ(BC121

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1114

44608



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-6))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-6))とケーブルトレイ(BL122

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1115

44609



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-7))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-7)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-7))とケーブルトレイ(BL122

-7)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1116
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-8))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-8)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-8))とケーブルトレイ(BL122

-8)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1117

44611



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-9))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-9)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-9))とケーブルトレイ(BL122

-9)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1118

44612



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC114-1/AC115-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC114-1/AC115-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC114-1/AC115-2))とケーブルトレ

イ(AC114-1/AC115-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1119

44613



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC115-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC115-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC115-1))とケーブルトレイ(AC115

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1120

44614



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH206-1/AH207-2))

～ 

ケーブルトレイ(AH206-1/AH207-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH206-1/AH207-2))とケーブルトレ

イ(AH206-1/AH207-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1121

44615



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH207-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH207-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH207-1))とケーブルトレイ(AH207

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1122

44616



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS104-1/AS107-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS104-1/AS107-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS104-1/AS107-2))とケーブルトレ

イ(AS104-1/AS107-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1123

44617



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS107-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS107-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS107-1))とケーブルトレイ(AS107

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1124

44618



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC114-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC114-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC114-1))とケーブルトレイ(BC114

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1125

44619



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC114-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC114-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC114-2))とケーブルトレイ(BC114

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1126

44620



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH302-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH302-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH302-1))とケーブルトレイ(BH302

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1127

44621



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH302-2))

～ 

ケーブルトレイ(BH302-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH302-2))とケーブルトレイ(BH302

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1128

44622



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS108-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS108-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS108-1))とケーブルトレイ(BS108

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1129

44623



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS108-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS108-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS108-2))とケーブルトレイ(BS108

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1130

44624



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC139-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC139-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC139-1))とケーブルトレイ(NC139

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1131

44625



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC139-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC139-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC139-2))とケーブルトレイ(NC139

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1132

44626



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK117-1/NK118-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK117-1/NK118-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK117-1/NK118-2))とケーブルトレ

イ(NK117-1/NK118-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1133

44627



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK118-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK118-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK118-1))とケーブルトレイ(NK118

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1134

44628



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL115-1/NL116-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL115-1/NL116-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL115-1/NL116-2))とケーブルトレ

イ(NL115-1/NL116-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1135

44629



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL116-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL116-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL116-1))とケーブルトレイ(NL116

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1136

44630



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS122-2/NS123-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS122-2/NS123-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS122-2/NS123-2))とケーブルトレ

イ(NS122-2/NS123-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1137

44631



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS123-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS123-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS123-1))とケーブルトレイ(NS123

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1138

44632



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC138-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC138-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC138-1))とケーブルトレイ(NC138

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1139

44633



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHB03-1/ACB05-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AHB03-1/ACB05-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHB03-1/ACB05-1))とケーブルトレ

イ(AHB03-1/ACB05-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

mmとする。 

1140

44634



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ASB05-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ASB05-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASB05-1))とケーブルトレイ(ASB05

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1141

44635



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BHA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA01-1))とケーブルトレイ(BHA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1142

44636



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA09-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BSA09-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA09-1))とケーブルトレイ(BSA09

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1143

44637



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA09-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA09-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA09-1))とケーブルトレイ(BCA09

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1144

44638



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA52-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA52-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA52-1))とケーブルトレイ(NSA52

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1145

44639



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA47-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA47-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA47-1))とケーブルトレイ(NCA47

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1146

44640



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA51&NCA48-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA51&NCA48-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA51&NCA48-1))とケーブルトレイ

(NSA51&NCA48-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1147

44641



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC116-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC116-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC116-1))９とケーブルトレイ(AC1

16-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1148

44642



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH208-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH208-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH208-1))とケーブルトレイ(AH208

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1149

44643



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS108-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS108-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS108-1))とケーブルトレイ(AS108

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1150

44644



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC140-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC140-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC140-1))とケーブルトレイ(NC140

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1151

44645



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH134-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH134-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH134-2))とケーブルトレイ(NH134

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1152

44646



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK119-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK119-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK119-1))とケーブルトレイ(NK119

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1153

44647



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL118-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL118-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL118-1))とケーブルトレイ(NL118

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1154

44648



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS124-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS124-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS124-1))とケーブルトレイ(NS124

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1155

44649



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ACA02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ACA02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACA02-1))とケーブルトレイ(ACA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1156

44650



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AHA02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(AHA02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHA02-1))とケーブルトレイ(AHA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1157

44651



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ASA02-1))

～ 

ケーブルトレイ

(ASA02-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA02-1))とケーブルトレイ(ASA02

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1158

44652



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCA40-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCA40-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCA40-1))とケーブルトレイ(NCA40

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1159

44653



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NHA11-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NHA11-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHA11-1))とケーブルトレイ(NHA11

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1160

44654



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLA18-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NLA18-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLA18-1))とケーブルトレイ(NLA18

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1161

44655



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA39-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NSA39-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA39-1))とケーブルトレイ(NSA39

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1162

44656



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC112-5))

～ 

ケーブルトレイ(AC112-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC112-5))とケーブルトレイ(AC112

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1163

44657



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-6))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-6))とケーブルトレイ(AC113

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1164

44658



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-7))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-7)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-7))とケーブルトレイ(AC113

-7)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1165

44659



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-8))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-8)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-8))とケーブルトレイ(AC113

-8)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1166

44660



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-9))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-9)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-9))とケーブルトレイ(AC113

-9)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1167

44661



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-10))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-10)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-10))とケーブルトレイ(AC11

3-10)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1168

44662



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH220-4))

～ 

ケーブルトレイ(AH220-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH220-4))とケーブルトレイ(AH220

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1169

44663



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH221-6/AH231-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH221-6/AH231-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH221-6/AH231-1))とケーブルトレ

イ(AH221-6/AH231-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1170

44664



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH231-2))

～ 

ケーブルトレイ(AH231-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH231-2))とケーブルトレイ(AH231

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1171

44665



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH231-3))

～ 

ケーブルトレイ(AH231-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH231-3))とケーブルトレイ(AH231

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1172

44666



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH231-4))

～ 

ケーブルトレイ(AH231-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH231-4))とケーブルトレイ(AH231

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1173

44667



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS106-4))

～ 

ケーブルトレイ(AS106-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS106-4))とケーブルトレイ(AS106

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1174

44668



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS111-4/AS114-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS111-4/AS114-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS111-4/AS114-1))とケーブルトレ

イ(AS111-4/AS114-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1175

44669



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS114-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS114-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS114-2))とケーブルトレイ(AS114

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1176

44670



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS114-3))

～ 

ケーブルトレイ(AS114-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS114-3))とケーブルトレイ(AS114

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1177

44671



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS114-4))

～ 

ケーブルトレイ(AS114-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS114-4))とケーブルトレイ(AS114

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1178

44672



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-4))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-4))とケーブルトレイ(BC111

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1179

44673



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-5))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-5))とケーブルトレイ(BC111

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1180

44674



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-6))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-6))とケーブルトレイ(BC111

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1181

44675



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-7))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-7)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-7))とケーブルトレイ(BC111

-7)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1182

44676



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-8))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-8)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-8))とケーブルトレイ(BC111

-8)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1183

44677



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC112-4))

～ 

ケーブルトレイ(BC112-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC112-4))とケーブルトレイ(BC112

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1184

44678



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH320-3))

～ 

ケーブルトレイ(BH320-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH320-3))とケーブルトレイ(BH320

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1185

44679



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH331-2))

～ 

ケーブルトレイ(BH331-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH331-2))とケーブルトレイ(BH331

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1186

44680



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH331-3))

～ 

ケーブルトレイ(BH331-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH331-3))とケーブルトレイ(BH331

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1187

44681



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH331-4))

～ 

ケーブルトレイ(BH331-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH331-4))とケーブルトレイ(BH331

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1188

44682



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH331-5))

～ 

ケーブルトレイ(BH331-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH331-5))とケーブルトレイ(BH331

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1189

44683



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS107-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS107-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS107-3))とケーブルトレイ(BS107

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1190

44684



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS114-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS114-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS114-2))とケーブルトレイ(BS114

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1191

44685



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS114-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS114-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS114-3))とケーブルトレイ(BS114

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1192

44686



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS114-4))

～ 

ケーブルトレイ(BS114-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS114-4))とケーブルトレイ(BS114

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1193

44687



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS114-5))

～ 

ケーブルトレイ(BS114-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS114-5))とケーブルトレイ(BS114

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1194

44688



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC137-5/NC145-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC137-5/NC145-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC137-5/NC145-1))とケーブルトレ

イ(NC137-5/NC145-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1195

44689



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC143-6/NC144-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC143-6/NC144-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC143-6/NC144-1))とケーブルトレ

イ(NC143-6/NC144-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1196

44690



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC144-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC144-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC144-2))とケーブルトレイ(NC144

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1197

44691



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC144-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC144-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC144-3))とケーブルトレイ(NC144

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1198

44692



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC144-4))

～ 

ケーブルトレイ(NC144-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC144-4))とケーブルトレイ(NC144

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1199

44693



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC144-5))

～ 

ケーブルトレイ(NC144-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC144-5))とケーブルトレイ(NC144

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1200

44694



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC145-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC145-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC145-2))とケーブルトレイ(NC145

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1201

44695



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC145-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC145-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC145-3))とケーブルトレイ(NC145

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1202

44696



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC145-4))

～ 

ケーブルトレイ(NC145-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC145-4))とケーブルトレイ(NC145

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1203

44697



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC145-5))

～ 

ケーブルトレイ(NC145-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC145-5))とケーブルトレイ(NC145

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1204

44698



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH133-4/NH142-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH133-4/NH142-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH133-4/NH142-1))とケーブルトレ

イ(NH133-4/NH142-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1205

44699



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH142-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH142-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH142-2))とケーブルトレイ(NH142

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1206

44700



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH142-3))

～ 

ケーブルトレイ(NH142-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH142-3))とケーブルトレイ(NH142

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1207

44701



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH142-4))

～ 

ケーブルトレイ(NH142-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH142-4))とケーブルトレイ(NH142

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1208

44702



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK116-4/NK122-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK116-4/NK122-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK116-4/NK122-1))とケーブルトレ

イ(NK116-4/NK122-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1209

44703



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK122-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK122-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK122-2))とケーブルトレイ(NK122

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1210

44704



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK122-3))

～ 

ケーブルトレイ(NK122-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK122-3))とケーブルトレイ(NK122

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1211

44705



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK122-4))

～ 

ケーブルトレイ(NK122-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK122-4))とケーブルトレイ(NK122

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1212

44706



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL114-3/NL124-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL114-3/NL124-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL114-3/NL124-1))とケーブルトレ

イ(NL114-3/NL124-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1213

44707



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL124-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL124-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL124-2))とケーブルトレイ(NL124

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1214

44708



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL124-3))

～ 

ケーブルトレイ(NL124-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL124-3))とケーブルトレイ(NL124

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1215

44709



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS119-3/NS131-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS119-3/NS131-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS119-3/NS131-1))とケーブルトレ

イ(NS119-3/NS131-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1216

44710



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS131-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS131-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS131-2))とケーブルトレイ(NS131

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1217

44711



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS131-3))

～ 

ケーブルトレイ(NS131-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS131-3))とケーブルトレイ(NS131

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1218

44712



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS131-4))

～ 

ケーブルトレイ(NS131-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS131-4))とケーブルトレイ(NS131

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1219

44713



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC112-6))

～ 

ケーブルトレイ(AC112-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC112-6))とケーブルトレイ(AC112

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1220

44714



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC112-7))

～ 

ケーブルトレイ(AC112-7)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC112-7))とケーブルトレイ(AC112

-7)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1221

44715



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC112-8/AC121-3))

～ 

ケーブルトレイ(AC112-8/AC121-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC112-8/AC121-3))とケーブルトレ

イ(AC112-8/AC121-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1222

44716



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC121-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC121-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC121-2))とケーブルトレイ(AC121

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1223

44717



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH221-2))

～ 

ケーブルトレイ(AH221-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH221-2))とケーブルトレイ(AH221

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1224

44718



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH221-3))

～ 

ケーブルトレイ(AH221-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH221-3))とケーブルトレイ(AH221

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1225

44719



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH221-4))

～ 

ケーブルトレイ(AH221-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH221-4))とケーブルトレイ(AH221

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1226

44720



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH221-5))

～ 

ケーブルトレイ(AH221-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH221-5))とケーブルトレイ(AH221

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1227

44721



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL111-2))

～ 

ケーブルトレイ(AL111-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL111-2))とケーブルトレイ(AL111

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1228

44722



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL111-3))

～ 

ケーブルトレイ(AL111-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL111-3))とケーブルトレイ(AL111

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1229

44723



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS111-1/AS112-3))

～ 

ケーブルトレイ(AS111-1/AS112-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS111-1/AS112-3))とケーブルトレ

イ(AS111-1/AS112-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1230

44724



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS111-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS111-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS111-2))とケーブルトレイ(AS111

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1231

44725



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS111-3))

～ 

ケーブルトレイ(AS111-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS111-3))とケーブルトレイ(AS111

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1232

44726



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS112-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS112-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS112-2))とケーブルトレイ(AS112

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1233

44727



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC112-5))

～ 

ケーブルトレイ(BC112-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC112-5))とケーブルトレイ(BC112

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1234

44728



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC112-6))

～ 

ケーブルトレイ(BC112-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC112-6))とケーブルトレイ(BC112

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1235

44729



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC112-7/BC122-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC112-7/BC122-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC112-7/BC122-2))とケーブルトレ

イ(BC112-7/BC122-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1236

44730



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC122-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC122-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC122-1))とケーブルトレイ(BC122

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1237

44731



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH321-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH321-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH321-1))とケーブルトレイ(BH321

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1238

44732



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH321-2))

～ 

ケーブルトレイ(BH321-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH321-2))とケーブルトレイ(BH321

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1239

44733



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH321-3))

～ 

ケーブルトレイ(BH321-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH321-3))とケーブルトレイ(BH321

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1240

44734



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH321-4))

～ 

ケーブルトレイ(BH321-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH321-4))とケーブルトレイ(BH321

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1241

44735



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL111-1))

～ 

ケーブルトレイ(BL111-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL111-1))とケーブルトレイ(BL111

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1242

44736



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL111-2))

～ 

ケーブルトレイ(BL111-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL111-2))とケーブルトレイ(BL111

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1243

44737



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS111-1/BS112-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS111-1/BS112-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS111-1/BS112-2))とケーブルトレ

イ(BS111-1/BS112-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1244

44738



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS111-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS111-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS111-2))とケーブルトレイ(BS111

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1245

44739



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS111-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS111-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS111-3))とケーブルトレイ(BS111

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1246

44740



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS112-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS112-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS112-1))とケーブルトレイ(BS112

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1247

44741



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC161-1/NC162-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC161-1/NC162-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC161-1/NC162-2))とケーブルトレ

イ(NC161-1/NC162-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1248

44742



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC161-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC161-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC161-2))とケーブルトレイ(NC161

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1249

44743



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC162-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC162-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC162-1))とケーブルトレイ(NC162

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1250

44744



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC163-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC163-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC163-2))とケーブルトレイ(NC163

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1251

44745



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC163-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC163-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC163-3))とケーブルトレイ(NC163

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1252

44746



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC165-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC165-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC165-3))とケーブルトレイ(NC165

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1253

44747



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC166-4))

～ 

ケーブルトレイ(NC166-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC166-4))とケーブルトレイ(NC166

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1254

44748



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH141-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH141-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH141-2))とケーブルトレイ(NH141

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1255

44749



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH141-3))

～ 

ケーブルトレイ(NH141-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH141-3))とケーブルトレイ(NH141

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1256

44750



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH141-4))

～ 

ケーブルトレイ(NH141-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH141-4))とケーブルトレイ(NH141

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1257

44751



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH141-5))

～ 

ケーブルトレイ(NH141-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH141-5))とケーブルトレイ(NH141

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

とする。 

1258

44752



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK121-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK121-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK121-2))とケーブルトレイ(NK121

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1259

44753



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK121-3))

～ 

ケーブルトレイ(NK121-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK121-3))とケーブルトレイ(NK121

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1260

44754



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK121-4))

～ 

ケーブルトレイ(NK121-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK121-4))とケーブルトレイ(NK121

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1261

44755



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK121-5))

～ 

ケーブルトレイ(NK121-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK121-5))とケーブルトレイ(NK121

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1262

44756



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL121-1/NL122-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL121-1/NL122-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL121-1/NL122-2))とケーブルトレ

イ(NL121-1/NL122-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1263

44757



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL121-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL121-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL121-2))とケーブルトレイ(NL121

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1264

44758



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL122-1/NL123-3))

～ 

ケーブルトレイ(NL122-1/NL123-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL122-1/NL123-3))とケーブルトレ

イ(NL122-1/NL123-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1265

44759



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL123-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL123-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL123-2))とケーブルトレイ(NL123

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1266

44760



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL125-3))

～ 

ケーブルトレイ(NL125-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL125-3))とケーブルトレイ(NL125

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1267

44761



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL126-4))

～ 

ケーブルトレイ(NL126-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL126-4))とケーブルトレイ(NL126

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1268

44762



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS132-1/NS133-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS132-1/NS133-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS132-1/NS133-2))とケーブルトレ

イ(NS132-1/NS133-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1269

44763



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS132-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS132-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS132-2))とケーブルトレイ(NS132

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1270

44764



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS133-1/NS134-3))

～ 

ケーブルトレイ(NS133-1/NS134-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS133-1/NS134-3))とケーブルトレ

イ(NS133-1/NS134-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1271

44765



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS134-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS134-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS134-2))とケーブルトレイ(NS134

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1272

44766



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS134-4))

～ 

ケーブルトレイ(NS134-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS134-4))とケーブルトレイ(NS134

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1273

44767



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS135-3))

～ 

ケーブルトレイ(NS135-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS135-3))とケーブルトレイ(NS135

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1274

44768



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS136-4))

～ 

ケーブルトレイ(NS136-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS136-4))とケーブルトレイ(NS136

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1275

44769



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH321-5/BH331-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH321-5/BH331-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH321-5/BH331-1))とケーブルトレ

イ(BH321-5/BH331-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1276

44770



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS111-4/BS114-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS111-4/BS114-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS111-4/BS114-1))とケーブルトレ

イ(BS111-4/BS114-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1277

44771



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK121-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK121-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK121-1))とケーブルトレイ(NK121

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1278

44772



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC121-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC121-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC121-1))とケーブルトレイ(AC121

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1279

44773



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH221-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH221-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH221-1))とケーブルトレイ(AH221

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1280

44774



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL111-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL111-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL111-1))とケーブルトレイ(AL111

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1281

44775



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS112-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS112-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS112-1))とケーブルトレイ(AS112

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1282

44776



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC163-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC163-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC163-1))とケーブルトレイ(NC163

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1283

44777



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH141-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH141-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH141-1))とケーブルトレイ(NH141

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1284

44778



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK121-6))

～ 

ケーブルトレイ(NK121-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK121-6))とケーブルトレイ(NK121

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1285

44779



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL123-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL123-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL123-1))とケーブルトレイ(NL123

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1286

44780



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS134-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS134-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS134-1))とケーブルトレイ(NS134

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1287

44781



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC165-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC165-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC165-1))とケーブルトレイ(NC165

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1288

44782



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC165-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC165-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC165-2))とケーブルトレイ(NC165

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1289

44783



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL125-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL125-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL125-1))とケーブルトレイ(NL125

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1290

44784



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL125-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL125-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL125-2))とケーブルトレイ(NL125

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1291

44785



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS135-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS135-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS135-1))とケーブルトレイ(NS135

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1292

44786



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS135-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS135-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS135-2))とケーブルトレイ(NS135

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1293

44787



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-11))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-11)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-11))とケーブルトレイ(AC11

3-11)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

する。 

1294

44788



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-12))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-12)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-12))とケーブルトレイ(AC11

3-12)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1295

44789



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-13))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-13)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-13))とケーブルトレイ(AC11

3-13)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1296

44790



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC131-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC131-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC131-1))とケーブルトレイ(AC131

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1297

44791



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH231-5))

～ 

ケーブルトレイ(AH231-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH231-5))とケーブルトレイ(AH231

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1298

44792



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH231-6))

～ 

ケーブルトレイ(AH231-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH231-6))とケーブルトレイ(AH231

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1299

44793



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH231-7/AH232-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH231-7/AH232-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH231-7/AH232-1))とケーブルトレ

イ(AH231-7/AH232-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1300

44794



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS114-5))

～ 

ケーブルトレイ(AS114-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS114-5))とケーブルトレイ(AS114

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1301

44795



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS114-6))

～ 

ケーブルトレイ(AS114-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS114-6))とケーブルトレイ(AS114

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1302

44796



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS114-7/AS115-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS114-7/AS115-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS114-7/AS115-1))とケーブルトレ

イ(AS114-7/AS115-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1303

44797



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC145-6/NC175-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC145-6/NC175-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC145-6/NC175-1))とケーブルトレ

イ(NC145-6/NC175-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1304

44798



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC175-3/NC176-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC175-3/NC176-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC175-3/NC176-1))とケーブルトレ

イ(NC175-3/NC176-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1305

44799



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC176-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC176-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC176-2))とケーブルトレイ(NC176

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1306

44800



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC184-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC184-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC184-1))とケーブルトレイ(NC184

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1307

44801



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC184-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC184-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC184-3))とケーブルトレイ(NC184

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1308

44802



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH142-5/NH153-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH142-5/NH153-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH142-5/NH153-1))とケーブルトレ

イ(NH142-5/NH153-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1309

44803



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH153-3/NH154-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH153-3/NH154-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH153-3/NH154-1))とケーブルトレ

イ(NH153-3/NH154-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1310

44804



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK122-5/NK133-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK122-5/NK133-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK122-5/NK133-1))とケーブルトレ

イ(NK122-5/NK133-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1311

44805



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK133-3/NK134-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK133-3/NK134-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK133-3/NK134-1))とケーブルトレ

イ(NK133-3/NK134-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1312

44806



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL124-4/NL134-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL124-4/NL134-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL124-4/NL134-1))とケーブルトレ

イ(NL124-4/NL134-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1313

44807



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL134-3/NL135-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL134-3/NL135-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL134-3/NL135-1))とケーブルトレ

イ(NL134-3/NL135-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1314

44808



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS131-5/NS145-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS131-5/NS145-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS131-5/NS145-1))とケーブルトレ

イ(NS131-5/NS145-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1315

44809



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS145-3/NS146-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS145-3/NS146-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS145-3/NS146-1))とケーブルトレ

イ(NS145-3/NS146-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1316

44810



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-10))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-10)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-10))とケーブルトレイ(BC11

1-10)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1317

44811



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-11))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-11)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-11))とケーブルトレイ(BC11

1-11)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために

設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1318

44812



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC131-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC131-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC131-1))とケーブルトレイ(BC131

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1319

44813



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH331-7))

～ 

ケーブルトレイ(BH331-7)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH331-7))とケーブルトレイ(BH331

-7)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1320

44814



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH331-8/BH332-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH331-8/BH332-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH331-8/BH332-1))とケーブルトレ

イ(BH331-8/BH332-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1321

44815



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS114-7))

～ 

ケーブルトレイ(BS114-7)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS114-7))とケーブルトレイ(BS114

-7)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1322

44816



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS114-8/BS115-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS114-8/BS115-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS114-8/BS115-1))とケーブルトレ

イ(BS114-8/BS115-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1323

44817



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC144-6/NC188-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC144-6/NC188-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC144-6/NC188-1))とケーブルトレ

イ(NC144-6/NC188-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1324

44818



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC174-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC174-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC174-1))とケーブルトレイ(NC174

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1325

44819



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC175-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC175-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC175-2))とケーブルトレイ(NC175

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1326

44820



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC184-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC184-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC184-2))とケーブルトレイ(NC184

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1327

44821



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH152-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH152-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH152-1))とケーブルトレイ(NH152

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1328

44822



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH153-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH153-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH153-2))とケーブルトレイ(NH153

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1329

44823



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK132-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK132-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK132-1))とケーブルトレイ(NK132

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1330

44824



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK133-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK133-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK133-2))とケーブルトレイ(NK133

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1331

44825



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL133-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL133-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL133-1))とケーブルトレイ(NL133

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1332

44826



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL134-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL134-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL134-2))とケーブルトレイ(NL134

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1333

44827



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS144-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS144-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS144-1))とケーブルトレイ(NS144

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1334

44828



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS145-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS145-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS145-2))とケーブルトレイ(NS145

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1335

44829



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC176-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC176-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC176-3))とケーブルトレイ(NC176

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1336

44830



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH154-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH154-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH154-2))とケーブルトレイ(NH154

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1337

44831



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK134-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK134-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK134-2))とケーブルトレイ(NK134

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1338

44832



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL135-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL135-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL135-2))とケーブルトレイ(NL135

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1339

44833



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS146-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS146-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS146-2))とケーブルトレイ(NS146

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1340

44834



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC131-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC131-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC131-2))とケーブルトレイ(AC131

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1341

44835



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH232-2))

～ 

ケーブルトレイ(AH232-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH232-2))とケーブルトレイ(AH232

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1342

44836



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS115-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS115-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS115-2))とケーブルトレイ(AS115

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1343

44837



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC131-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC131-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC131-2))とケーブルトレイ(BC131

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1344

44838



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH332-2))

～ 

ケーブルトレイ(BH332-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH332-2))とケーブルトレイ(BH332

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1345

44839



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS115-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS115-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS115-2))とケーブルトレイ(BS115

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1346

44840



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-9))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-9)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-9))とケーブルトレイ(BC111

-9)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1347

44841



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH331-6))

～ 

ケーブルトレイ(BH331-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH331-6))とケーブルトレイ(BH331

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1348

44842



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS114-6))

～ 

ケーブルトレイ(BS114-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS114-6))とケーブルトレイ(BS114

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1349

44843



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(BHB01-1/BCB02-1/BSB02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(BHB01-1/BCB02-1/BSB02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHB01-1/BCB02-1/BSB02-1))とケー

ブルトレイ(BHB01-1/BCB02-1/BSB02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1350

44844



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AHB01-1/ACB02-1/ASB02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(AHB01-1/ACB02-1/ASB02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHB01-1/ACB02-1/ASB02-1))とケー

ブルトレイ(AHB01-1/ACB02-1/ASB02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1351

44845



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHB01-1/NLB28-1/NCB31-1/NCB30-1/ 

NSB28-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHB01-1/NLB28-1/NCB31-1/NCB30-1/ 

NSB28-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHB01-1/NLB28-1/NCB31-1/NCB30-1

/NSB28-1))とケーブルトレイ(NHB01-1/NLB28-1/NCB31-1/NCB30-1/NSB28-1)を接続す

る配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1352

44846



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC132-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC132-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC132-1))とケーブルトレイ(AC132

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1353

44847



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC132-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC132-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC132-2))とケーブルトレイ(AC132

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1354

44848



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH233-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH233-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH233-1))とケーブルトレイ(AH233

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1355

44849



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH233-2))

～ 

ケーブルトレイ(AH233-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH233-2))とケーブルトレイ(AH233

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1356

44850



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS116-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS116-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS116-1))とケーブルトレイ(AS116

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1357

44851



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS116-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS116-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS116-2))とケーブルトレイ(AS116

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1358

44852



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC179-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC179-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC179-1))とケーブルトレイ(NC179

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1359

44853



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC179-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC179-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC179-2))とケーブルトレイ(NC179

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1360

44854



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH157-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH157-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH157-1))とケーブルトレイ(NH157

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1361

44855



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH157-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH157-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH157-2))とケーブルトレイ(NH157

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1362

44856



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL138-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL138-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL138-1))とケーブルトレイ(NL138

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1363

44857



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL138-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL138-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL138-2))とケーブルトレイ(NL138

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1364

44858



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS150-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS150-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS150-1))とケーブルトレイ(NS150

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1365

44859



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS150-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS150-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS150-2))とケーブルトレイ(NS150

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1366

44860



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC132-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC132-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC132-1))とケーブルトレイ(BC132

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1367

44861



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC132-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC132-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC132-2))とケーブルトレイ(BC132

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1368

44862



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH333-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH333-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH333-1))とケーブルトレイ(BH333

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1369

44863



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS116-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS116-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS116-1))とケーブルトレイ(BS116

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1370

44864



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS116-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS116-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS116-2))とケーブルトレイ(BS116

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1371

44865



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC131-4))

～ 

ケーブルトレイ(AC131-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC131-4))とケーブルトレイ(AC131

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1372

44866



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC131-5))

～ 

ケーブルトレイ(AC131-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC131-5))とケーブルトレイ(AC131

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1373

44867



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH232-4))

～ 

ケーブルトレイ(AH232-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH232-4))とケーブルトレイ(AH232

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1374

44868



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS115-4))

～ 

ケーブルトレイ(AS115-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS115-4))とケーブルトレイ(AS115

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1375

44869



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC131-4))

～ 

ケーブルトレイ(BC131-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC131-4))とケーブルトレイ(BC131

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1376

44870



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH332-4))

～ 

ケーブルトレイ(BH332-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH332-4))とケーブルトレイ(BH332

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1377

44871



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS115-4))

～ 

ケーブルトレイ(BS115-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS115-4))とケーブルトレイ(BS115

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1378

44872



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC176-5))

～ 

ケーブルトレイ(NC176-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC176-5))とケーブルトレイ(NC176

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1379

44873



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC176-6))

～ 

ケーブルトレイ(NC176-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC176-6))とケーブルトレイ(NC176

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1380

44874



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC176-7))

～ 

ケーブルトレイ(NC176-7)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC176-7))とケーブルトレイ(NC176

-7)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1381

44875



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH154-4))

～ 

ケーブルトレイ(NH154-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH154-4))とケーブルトレイ(NH154

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1382

44876



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH154-5))

～ 

ケーブルトレイ(NH154-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH154-5))とケーブルトレイ(NH154

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1383

44877



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK134-4))

～ 

ケーブルトレイ(NK134-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK134-4))とケーブルトレイ(NK134

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1384

44878



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK134-5))

～ 

ケーブルトレイ(NK134-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK134-5))とケーブルトレイ(NK134

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1385

44879



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL135-4))

～ 

ケーブルトレイ(NL135-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL135-4))とケーブルトレイ(NL135

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1386

44880



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS146-4))

～ 

ケーブルトレイ(NS146-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS146-4))とケーブルトレイ(NS146

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1387

44881



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS146-5))

～ 

ケーブルトレイ(NS146-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS146-5))とケーブルトレイ(NS146

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1388

44882



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC131-5))

～ 

ケーブルトレイ(BC131-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC131-5))とケーブルトレイ(BC131

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1389

44883



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH332-5))

～ 

ケーブルトレイ(BH332-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH332-5))とケーブルトレイ(BH332

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1390

44884



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS115-5))

～ 

ケーブルトレイ(BS115-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS115-5))とケーブルトレイ(BS115

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1391

44885



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC131-6))

～ 

ケーブルトレイ(AC131-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC131-6))とケーブルトレイ(AC131

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1392

44886



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH232-5))

～ 

ケーブルトレイ(AH232-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH232-5))とケーブルトレイ(AH232

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1393

44887



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS115-5))

～ 

ケーブルトレイ(AS115-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS115-5))とケーブルトレイ(AS115

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1394

44888



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL135-5))

～ 

ケーブルトレイ(NL135-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL135-5))とケーブルトレイ(NL135

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1395

44889



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC131-6))

～ 

ケーブルトレイ(BC131-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC131-6))とケーブルトレイ(BC131

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1396

44890



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH332-6))

～ 

ケーブルトレイ(BH332-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH332-6))とケーブルトレイ(BH332

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1397

44891



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS115-6))

～ 

ケーブルトレイ(BS115-6)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS115-6))とケーブルトレイ(BS115

-6)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1398

44892



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC131-3))

～ 

ケーブルトレイ(AC131-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC131-3))とケーブルトレイ(AC131

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1399

44893



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH232-3))

～ 

ケーブルトレイ(AH232-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH232-3))とケーブルトレイ(AH232

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1400

44894



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS115-3))

～ 

ケーブルトレイ(AS115-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS115-3))とケーブルトレイ(AS115

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1401

44895



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC131-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC131-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC131-3))とケーブルトレイ(BC131

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1402

44896



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH332-3))

～ 

ケーブルトレイ(BH332-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH332-3))とケーブルトレイ(BH332

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1403

44897



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS115-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS115-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS115-3))とケーブルトレイ(BS115

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1404

44898



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC176-4))

～ 

ケーブルトレイ(NC176-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC176-4))とケーブルトレイ(NC176

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1405

44899



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH154-3))

～ 

ケーブルトレイ(NH154-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH154-3))とケーブルトレイ(NH154

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1406

44900



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK134-3))

～ 

ケーブルトレイ(NK134-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK134-3))とケーブルトレイ(NK134

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1407

44901



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL135-3))

～ 

ケーブルトレイ(NL135-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL135-3))とケーブルトレイ(NL135

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1408

44902



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS146-3))

～ 

ケーブルトレイ(NS146-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS146-3))とケーブルトレイ(NS146

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1409

44903



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC101-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC101-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC101-2))とケーブルトレイ(AC101

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1410

44904



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC102-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC102-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC102-1))とケーブルトレイ(AC102

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1411

44905



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC102-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC102-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC102-2))とケーブルトレイ(AC102

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1412

44906



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC103-1/AC105-1/AC1

14-2))

～

ケーブルトレイ(AC103-1/AC105-1/AC11

4-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC103-1/AC105-1/AC114-2))とケー

ブルトレイ(AC103-1/AC105-1/AC114-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1413

44907



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC111-1/AC112-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC111-1/AC112-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC111-1/AC112-1))とケーブルトレ

イ(AC111-1/AC112-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1414

44908



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC112-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC112-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC112-2))とケーブルトレイ(AC112

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1415

44909



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC112-3))

～ 

ケーブルトレイ(AC112-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC112-3))とケーブルトレイ(AC112

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1416

44910



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC112-4))

～ 

ケーブルトレイ(AC112-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC112-4))とケーブルトレイ(AC112

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1417

44911



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-1))とケーブルトレイ(AC113

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1418

44912



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-2))とケーブルトレイ(AC113

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1419

44913



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-3))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-3))とケーブルトレイ(AC113

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1420

44914



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-4))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-4))とケーブルトレイ(AC113

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1421

44915



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC113-5))

～ 

ケーブルトレイ(AC113-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC113-5))とケーブルトレイ(AC113

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1422

44916



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH201-2))

～ 

ケーブルトレイ(AH201-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH201-2))とケーブルトレイ(AH201

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1423

44917



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH201-3))

～ 

ケーブルトレイ(AH201-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH201-3))とケーブルトレイ(AH201

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1424

44918



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH201-4))

～ 

ケーブルトレイ(AH201-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH201-4))とケーブルトレイ(AH201

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1425

44919



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH202-1/AH203-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH202-1/AH203-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH202-1/AH203-1))とケーブルトレ

イ(AH202-1/AH203-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1426

44920



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH206-2/AH220-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH206-2/AH220-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH206-2/AH220-1))とケーブルトレ

イ(AH206-2/AH220-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1427

44921



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH220-2))

～ 

ケーブルトレイ(AH220-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH220-2))とケーブルトレイ(AH220

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1428

44922



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH220-3))

～ 

ケーブルトレイ(AH220-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH220-3))とケーブルトレイ(AH220

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1429

44923



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS102-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS102-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS102-1))とケーブルトレイ(AS102

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

する。 

1430

44924



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS102-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS102-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS102-2))とケーブルトレイ(AS102

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1431

44925



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS103-1/AS105-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS103-1/AS105-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS103-1/AS105-1))とケーブルトレ

イ(AS103-1/AS105-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1432

44926



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS104-2/AS106-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS104-2/AS106-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS104-2/AS106-1))とケーブルトレ

イ(AS104-2/AS106-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1433

44927



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS106-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS106-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS106-2))とケーブルトレイ(AS106

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1434

44928



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS106-3))

～ 

ケーブルトレイ(AS106-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS106-3))とケーブルトレイ(AS106

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1435

44929



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC121-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC121-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC121-1))とケーブルトレイ(NC121

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1436

44930



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC121-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC121-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC121-2))とケーブルトレイ(NC121

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1437

44931



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC121-3/NC122-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC121-3/NC122-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC121-3/NC122-1))とケーブルトレ

イ(NC121-3/NC122-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1438

44932



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC122-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC122-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC122-2))とケーブルトレイ(NC122

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1439

44933



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC122-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC122-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC122-3))とケーブルトレイ(NC122

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1440

44934



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC122-4))

～ 

ケーブルトレイ(NC122-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC122-4))とケーブルトレイ(NC122

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1441

44935



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC122-5/NC135-1/NC1

36-1))

～

ケーブルトレイ(NC122-5/NC135-1/NC13

6-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC122-5/NC135-1/NC136-1))とケー

ブルトレイ(NC122-5/NC135-1/NC136-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1442

44936



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC128-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC128-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC128-2))とケーブルトレイ(NC128

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1443

44937



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC136-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC136-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC136-2))とケーブルトレイ(NC136

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1444

44938



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC136-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC136-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC136-3))とケーブルトレイ(NC136

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1445

44939



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC136-4/NC137-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC136-4/NC137-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC136-4/NC137-1))とケーブルトレ

イ(NC136-4/NC137-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1446

44940



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC137-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC137-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC137-2))とケーブルトレイ(NC137

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1447

44941



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC137-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC137-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC137-3))とケーブルトレイ(NC137

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1448

44942



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC137-4))

～ 

ケーブルトレイ(NC137-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC137-4))とケーブルトレイ(NC137

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1449

44943



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC143-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC143-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC143-2))とケーブルトレイ(NC143

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1450

44944



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC143-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC143-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC143-3))とケーブルトレイ(NC143

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1451

44945



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC143-4))

～ 

ケーブルトレイ(NC143-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC143-4))とケーブルトレイ(NC143

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1452

44946



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC143-5))

～ 

ケーブルトレイ(NC143-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC143-5))とケーブルトレイ(NC143

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1453

44947



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH102-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH102-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH102-1))とケーブルトレイ(NH102

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1454

44948



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH102-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH102-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH102-2))とケーブルトレイ(NH102

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1455

44949



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH102-3))

～ 

ケーブルトレイ(NH102-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH102-3))とケーブルトレイ(NH102

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1456

44950



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH102-4))

～ 

ケーブルトレイ(NH102-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH102-4))とケーブルトレイ(NH102

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1457

44951



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH103-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH103-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH103-1))とケーブルトレイ(NH103

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1458

44952



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH103-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH103-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH103-2))とケーブルトレイ(NH103

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1459

44953



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH103-3))

～ 

ケーブルトレイ(NH103-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH103-3))とケーブルトレイ(NH103

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1460

44954



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH103-4))

～ 

ケーブルトレイ(NH103-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH103-4))とケーブルトレイ(NH103

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1461

44955



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH104-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH104-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH104-1))とケーブルトレイ(NH104

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1462

44956



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH105-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH105-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH105-1))とケーブルトレイ(NH105

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1463

44957



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH108-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH108-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH108-1))とケーブルトレイ(NH108

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1464

44958



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH133-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH133-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH133-1))とケーブルトレイ(NH133

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1465

44959



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH133-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH133-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH133-2))とケーブルトレイ(NH133

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1466

44960



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH133-3))

～ 

ケーブルトレイ(NH133-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH133-3))とケーブルトレイ(NH133

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1467

44961



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK111-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK111-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK111-1))とケーブルトレイ(NK111

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1468

44962



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK111-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK111-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK111-2))とケーブルトレイ(NK111

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1469

44963



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK111-3))

～ 

ケーブルトレイ(NK111-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK111-3))とケーブルトレイ(NK111

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1470

44964



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK111-4))

～ 

ケーブルトレイ(NK111-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK111-4))とケーブルトレイ(NK111

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1471

44965



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK114-1/NK115-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK114-1/NK115-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK114-1/NK115-1))とケーブルトレ

イ(NK114-1/NK115-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1472

44966



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK116-1))

～ 

ケーブルトレイ(NK116-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK116-1))とケーブルトレイ(NK116

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1473

44967



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK116-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK116-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK116-2))とケーブルトレイ(NK116

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1474

44968



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK116-3))

～ 

ケーブルトレイ(NK116-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK116-3))とケーブルトレイ(NK116

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1475

44969



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NK117-2))

～ 

ケーブルトレイ(NK117-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NK117-2))とケーブルトレイ(NK117

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1476

44970



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL111-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL111-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL111-1))とケーブルトレイ(NL111

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1477

44971



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL111-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL111-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL111-2))とケーブルトレイ(NL111

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1478

44972



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL111-3))

～ 

ケーブルトレイ(NL111-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL111-3))とケーブルトレイ(NL111

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1479

44973



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL111-4/NL112-1/NL1

13-1))

～

ケーブルトレイ(NL111-4/NL112-1/NL11

3-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL111-4/NL112-1/NL113-1))とケー

ブルトレイ(NL111-4/NL112-1/NL113-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1480

44974



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL113-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL113-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL113-2))とケーブルトレイ(NL113

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1481

44975



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL113-3/NL114-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL113-3/NL114-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL113-3/NL114-1))とケーブルトレ

イ(NL113-3/NL114-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1482

44976



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL114-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL114-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL114-2))とケーブルトレイ(NL114

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1483

44977



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS108-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS108-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS108-1))とケーブルトレイ(NS108

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1484

44978



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS113-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS113-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS113-1))とケーブルトレイ(NS113

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1485

44979



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS113-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS113-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS113-2))とケーブルトレイ(NS113

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1486

44980



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS113-3/NS117-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS113-3/NS117-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS113-3/NS117-1))とケーブルトレ

イ(NS113-3/NS117-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1487

44981



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS117-2/NS118-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS117-2/NS118-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS117-2/NS118-1))とケーブルトレ

イ(NS117-2/NS118-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1488

44982



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS118-2/NS119-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS118-2/NS119-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS118-2/NS119-1))とケーブルトレ

イ(NS118-2/NS119-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1489

44983



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS119-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS119-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS119-2))とケーブルトレイ(NS119

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1490

44984



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC101-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC101-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC101-2))とケーブルトレイ(BC101

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1491

44985



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC102-1/BC121-5))

～ 

ケーブルトレイ(BC102-1/BC121-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC102-1/BC121-5))とケーブルトレ

イ(BC102-1/BC121-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1492

44986



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC102-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC102-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC102-2))とケーブルトレイ(BC102

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1493

44987



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC102-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC102-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC102-3))とケーブルトレイ(BC102

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1494

44988



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC103-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC103-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC103-1))とケーブルトレイ(BC103

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1495

44989



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC103-2/BC106-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC103-2/BC106-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC103-2/BC106-1))とケーブルトレ

イ(BC103-2/BC106-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1496

44990



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC106-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC106-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC106-2))とケーブルトレイ(BC106

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1497

44991



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC109-1/BC112-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC109-1/BC112-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC109-1/BC112-1))とケーブルトレ

イ(BC109-1/BC112-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1498

44992



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-1))とケーブルトレイ(BC111

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1499

44993



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-2))とケーブルトレイ(BC111

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1500

44994



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC111-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC111-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC111-3))とケーブルトレイ(BC111

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1501

44995



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC112-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC112-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC112-2))とケーブルトレイ(BC112

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1502

44996



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC112-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC112-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC112-3))とケーブルトレイ(BC112

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1503

44997



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC121-4))

～ 

ケーブルトレイ(BC121-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC121-4))とケーブルトレイ(BC121

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1504

44998



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH301-2))

～ 

ケーブルトレイ(BH301-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH301-2))とケーブルトレイ(BH301

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1505

44999



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH301-3))

～ 

ケーブルトレイ(BH301-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH301-3))とケーブルトレイ(BH301

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1506

45000



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH301-4))

～ 

ケーブルトレイ(BH301-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH301-4))とケーブルトレイ(BH301

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1507

45001



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH314-1/BH315-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH314-1/BH315-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH314-1/BH315-1))とケーブルトレ

イ(BH314-1/BH315-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1508

45002



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH315-2/BH320-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH315-2/BH320-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH315-2/BH320-1))とケーブルトレ

イ(BH315-2/BH320-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1509

45003



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH320-2))

～ 

ケーブルトレイ(BH320-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH320-2))とケーブルトレイ(BH320

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1510

45004



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL121-1/BL122-1))

～ 

ケーブルトレイ(BL121-1/BL122-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL121-1/BL122-1))とケーブルトレ

イ(BL121-1/BL122-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1511

45005



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-2))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-2))とケーブルトレイ(BL122

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1512

45006



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-3))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-3))とケーブルトレイ(BL122

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1513

45007



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-4))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-4)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-4))とケーブルトレイ(BL122

-4)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1514

45008



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL122-5))

～ 

ケーブルトレイ(BL122-5)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL122-5))とケーブルトレイ(BL122

-5)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1515

45009



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS102-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS102-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS102-1))とケーブルトレイ(BS102

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1516

45010



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS102-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS102-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS102-2))とケーブルトレイ(BS102

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1517

45011



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS102-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS102-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS102-3))とケーブルトレイ(BS102

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1518

45012



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS103-1/BS106-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS103-1/BS106-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS103-1/BS106-1))とケーブルトレ

イ(BS103-1/BS106-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1519

45013



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS106-2/BS107-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS106-2/BS107-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS106-2/BS107-1))とケーブルトレ

イ(BS106-2/BS107-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1520

45014



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS107-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS107-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS107-2))とケーブルトレイ(BS107

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1521

45015



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH134-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH134-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH134-1))とケーブルトレイ(NH134

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1522

45016



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL115-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL115-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL115-2))とケーブルトレイ(NL115

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1523

45017



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS122-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS122-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS122-1))とケーブルトレイ(NS122

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1524

45018



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC102-4/BC114-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC102-4/BC114-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC102-4/BC114-3))とケーブルトレ

イ(BC102-4/BC114-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1525

45019



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH302-3))

～ 

ケーブルトレイ(BH302-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH302-3))とケーブルトレイ(BH302

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1526

45020



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS102-4/BS108-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS102-4/BS108-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS102-4/BS108-3))とケーブルトレ

イ(BS102-4/BS108-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1527

45021



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHB01-1/NHB02-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHB01-1/NHB02-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHB01-1/NHB02-1))とケーブルトレ

イ(NHB01-1/NHB02-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1528

45022



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NHB13-1/NHB15-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NHB13-1/NHB15-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NHB13-1/NHB15-1))とケーブルトレ

イ(NHB13-1/NHB15-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1529

45023



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NLB07-1/NLB40-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NLB07-1/NLB40-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB07-1/NLB40-1))とケーブルトレ

イ(NLB07-1/NLB40-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1530

45024



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCB25-1/NCA23-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCB25-1/NCA23-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB25-1/NCA23-1))とケーブルトレ

イ(NCB25-1/NCA23-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1531

45025



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCB26-1/NCB27-1/NCB28-1/NCB29-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCB26-1/NCB27-1/NCB28-1/NCB29-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB26-1/NCB27-1/NCB28-1/NCB29-

1))とケーブルトレイ(NCB26-1/NCB27-1/NCB28-1/NCB29-1)を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1532

45026



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCB30-1/NCA26-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCB30-1/NCA26-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB30-1/NCA26-1))とケーブルトレ

イ(NCB30-1/NCA26-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1533

45027



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCB32-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCB32-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB32-1))とケーブルトレイ(NCB32

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1534

45028



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCB35-1))

～ 

ケーブルトレイ

(NCB35-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB35-1))とケーブルトレイ(NCB35

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1535

45029



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSB07-1/NSB09-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSB07-1/NSB09-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSB07-1/NSB09-1))とケーブルトレ

イ(NSB07-1/NSB09-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1536

45030



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSB08-1/NSB27-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSB08-1/NSB27-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSB08-1/NSB27-1))とケーブルトレ

イ(NSB08-1/NSB27-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1537

45031



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NKB03-1/NKA13-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NKB03-1/NKA13-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NKB03-1/NKA13-1))とケーブルトレ

イ(NKB03-1/NKA13-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1538

45032



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCB31-1/NCA30-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCB31-1/NCA30-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB31-1/NCA30-1))とケーブルトレ

イ(NCB31-1/NCA30-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1539

45033



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NCB34-1/NCA34-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NCB34-1/NCA34-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB34-1/NCA34-1))とケーブルトレ

イ(NCB34-1/NCA34-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1540

45034



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NSB27-2/NSA21-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NSB27-2/NSA21-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSB27-2/NSA21-1))とケーブルトレ

イ(NSB27-2/NSA21-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1541

45035



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(NKB02-1/NKA06-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(NKB02-1/NKA06-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NKB02-1/NKA06-1))とケーブルトレ

イ(NKB02-1/NKA06-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1542

45036



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(AHB01-1/ACB02-1/ACB10-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(AHB01-1/ACB02-1/ACB10-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AHB01-1/ACB02-1/ACB10-1))とケー

ブルトレイ(AHB01-1/ACB02-1/ACB10-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1543

45037



名 称 

FK-5-1-12 貯蔵容器 

(ケーブルトレイ

(ACB05-1/ASB07-1)) 

～ 

ケーブルトレイ

(ACB05-1/ASB07-1) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

 (概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ACB05-1/ASB07-1))とケーブルトレ

イ(ACB05-1/ASB07-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1544

45038



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC113-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC113-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC113-1))とケーブルトレイ(BC113

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1545

45039



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH319-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH319-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH319-1))とケーブルトレイ(BH319

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1546

45040



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS109-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS109-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS109-1))とケーブルトレイ(BS109

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1547

45041



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BCA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BCA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BCA01-1))とケーブルトレイ(BCA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1548

45042



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BHA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BHA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BHA01-1))とケーブルトレイ(BHA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1549

45043



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA01-1))

～ 

ケーブルトレイ

(BSA01-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA01-1))とケーブルトレイ(BSA01

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1550

45044



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC107-1/AC108-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC107-1/AC108-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC107-1/AC108-1))とケーブルトレ

イ(AC107-1/AC108-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1551

45045



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC123-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC123-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC123-1))とケーブルトレイ(NC123

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1552

45046



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC134-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC134-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC134-1))とケーブルトレイ(NC134

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1553

45047



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC143-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC143-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC143-1))とケーブルトレイ(NC143

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1554

45048



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH124-1/NH131-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH124-1/NH131-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH124-1/NH131-1))とケーブルトレ

イ(NH124-1/NH131-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1555

45049



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL120-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL120-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL120-1))とケーブルトレイ(NL120

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1556

45050



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS116-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS116-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS116-1))とケーブルトレイ(NS116

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1557

45051



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC105-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC105-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC105-1))とケーブルトレイ(BC105

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1558

45052



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC107-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC107-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC107-1))とケーブルトレイ(BC107

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1559

45053



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH316-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH316-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH316-1))とケーブルトレイ(BH316

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1560

45054



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS105-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS105-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS105-1))とケーブルトレイ(BS105

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1561

45055



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC151-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC151-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC151-1))とケーブルトレイ(NC151

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1562

45056



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NCB05-1/NC151-2))

～ 

ケーブルトレイ(NCB05-1/NC151-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NCB05-1/NC151-2))とケーブルトレ

イ(NCB05-1/NC151-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1563

45057



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL119-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL119-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL119-1))とケーブルトレイ(NL119

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1564

45058



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NLB05-1/NL119-2))

～ 

ケーブルトレイ(NLB05-1/NL119-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NLB05-1/NL119-2))とケーブルトレ

イ(NLB05-1/NL119-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1565

45059



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS125-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS125-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS125-1))とケーブルトレイ(NS125

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1566

45060



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSB05-1/NS125-2))

～ 

ケーブルトレイ(NSB05-1/NS125-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSB05-1/NS125-2))とケーブルトレ

イ(NSB05-1/NS125-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に

消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1567

45061



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AH201-1))

～ 

ケーブルトレイ(AH201-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AH201-1))とケーブルトレイ(AH201

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1568

45062



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS101-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS101-1))とケーブルトレイ(AS101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1569

45063



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC101-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC101-1))とケーブルトレイ(BC101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1570

45064



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BH301-1))

～ 

ケーブルトレイ(BH301-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BH301-1))とケーブルトレイ(BH301

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1571

45065



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS101-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS101-1))とケーブルトレイ(BS101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1572

45066



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC128-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC128-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC128-1))とケーブルトレイ(NC128

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1573

45067



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH104-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH104-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH104-2))とケーブルトレイ(NH104

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1574

45068



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH105-2))

～ 

ケーブルトレイ(NH105-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH105-2))とケーブルトレイ(NH105

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1575

45069



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NH121-1))

～ 

ケーブルトレイ(NH121-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NH121-1))とケーブルトレイ(NH121

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1576

45070



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC101-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC101-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC101-1))とケーブルトレイ(AC101

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1577

45071



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS121-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS121-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS121-1))とケーブルトレイ(NS121

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1578

45072



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC123-1))

～ 

ケーブルトレイ(AC123-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC123-1))とケーブルトレイ(AC123

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1579

45073



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC123-2))

～ 

ケーブルトレイ(AC123-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC123-2))とケーブルトレイ(AC123

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1580

45074



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AC123-3))

～ 

ケーブルトレイ(AC123-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AC123-3))とケーブルトレイ(AC123

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1581

45075



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL112-1))

～ 

ケーブルトレイ(AL112-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL112-1))とケーブルトレイ(AL112

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1582

45076



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL112-2))

～ 

ケーブルトレイ(AL112-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL112-2))とケーブルトレイ(AL112

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1583

45077



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AL112-3))

～ 

ケーブルトレイ(AL112-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AL112-3))とケーブルトレイ(AL112

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1584

45078



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS113-1))

～ 

ケーブルトレイ(AS113-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS113-1))とケーブルトレイ(AS113

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1585

45079



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS113-2))

～ 

ケーブルトレイ(AS113-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS113-2))とケーブルトレイ(AS113

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1586

45080



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(AS113-3))

～ 

ケーブルトレイ(AS113-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(AS113-3))とケーブルトレイ(AS113

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1587

45081



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC166-1))

～ 

ケーブルトレイ(NC166-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC166-1))とケーブルトレイ(NC166

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1588

45082



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC166-2))

～ 

ケーブルトレイ(NC166-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC166-2))とケーブルトレイ(NC166

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1589

45083



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NC166-3))

～ 

ケーブルトレイ(NC166-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NC166-3))とケーブルトレイ(NC166

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1590

45084



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL126-1))

～ 

ケーブルトレイ(NL126-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL126-1))とケーブルトレイ(NL126

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1591

45085



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL126-2))

～ 

ケーブルトレイ(NL126-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL126-2))とケーブルトレイ(NL126

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1592

45086



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NL126-3))

～ 

ケーブルトレイ(NL126-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NL126-3))とケーブルトレイ(NL126

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1593

45087



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS136-1))

～ 

ケーブルトレイ(NS136-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS136-1))とケーブルトレイ(NS136

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1594

45088



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS136-2))

～ 

ケーブルトレイ(NS136-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS136-2))とケーブルトレイ(NS136

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mとする。 

1595

45089



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NS136-3))

～ 

ケーブルトレイ(NS136-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NS136-3))とケーブルトレイ(NS136

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1596

45090



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC123-1))

～ 

ケーブルトレイ(BC123-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC123-1))とケーブルトレイ(BC123

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1597

45091



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC123-2))

～ 

ケーブルトレイ(BC123-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC123-2))とケーブルトレイ(BC123

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1598

45092



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BC123-3))

～ 

ケーブルトレイ(BC123-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BC123-3))とケーブルトレイ(BC123

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

する。 

1599

45093



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL112-1))

～ 

ケーブルトレイ(BL112-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL112-1))とケーブルトレイ(BL112

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1600

45094



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL112-2))

～ 

ケーブルトレイ(BL112-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL112-2))とケーブルトレイ(BL112

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1601

45095



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BL112-3))

～ 

ケーブルトレイ(BL112-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BL112-3))とケーブルトレイ(BL112

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1602

45096



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS113-1))

～ 

ケーブルトレイ(BS113-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS113-1))とケーブルトレイ(BS113

-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1603

45097



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS113-2))

～ 

ケーブルトレイ(BS113-2)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS113-2))とケーブルトレイ(BS113

-2)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る mmとする。 

1604

45098



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BS113-3))

～ 

ケーブルトレイ(BS113-3)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BS113-3))とケーブルトレイ(BS113

-3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設

置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1605

45099



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(ASA01-1/ACA01-1/ALA

01-1))

～

ケーブルトレイ(ASA01-1/ACA01-1/ALA0

1-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(ASA01-1/ACA01-1/ALA01-1))とケー

ブルトレイ(ASA01-1/ACA01-1/ALA01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1606

45100



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(BSA01-1/BCA01-1/BLA

01-1))

～

ケーブルトレイ(BSA01-1/BCA01-1/BLA0

1-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(BSA01-1/BCA01-1/BLA01-1))とケー

ブルトレイ(BSA01-1/BCA01-1/BLA01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1607

45101



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(ケーブルトレイ(NSA01-1/NCA01-1/NLA

01-1))

～

ケーブルトレイ(NSA01-1/NCA01-1/NLA0

1-1)

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(ケーブルトレイ(NSA01-1/NCA01-1/NLA01-1))とケー

ブルトレイ(NSA01-1/NCA01-1/NLA01-1)を接続する配管であり，再処理施設内で発生

した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1608

45102



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-V-M002) 

～ 

AA-V-M002 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(AA-V-M002)とAA-V-M002を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1609

45103



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-V-M005) 

～ 

AA-V-M005 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-V-M005）とAA-V-M005を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1610

45104



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-V-M006) 

～ 

AA-V-M006 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-V-M006）とAA-V-M006を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1611

45105



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-V-M004) 

～ 

AA-V-M004 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-V-M004）とAA-V-M004を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1612

45106



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-V-M007) 

～ 

AA-V-M007 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-V-M007）とAA-V-M007を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1613

45107



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-XPD-C1123) 

～ 

AA-XPD-C1123 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-XPD-C1123）とAA-XPD-C1123を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1614

45108



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-XPD-C1211) 

～ 

AA-XPD-C1211 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-XPD-C1211）とAA-XPD-C1211を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1615

45109



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-LPD-X123) 

～ 

AA-LPD-X123 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-LPD-X123）とAA-LPD-X123を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1616

45110



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-XPD-C1221) 

～ 

AA-XPD-C1221 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-XPD-C1221）とAA-XPD-C1221を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1617

45111



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-X-S121) 

～ 

AA-X-S121 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-X-S121）とAA-X-S121を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1618

45112



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-I-J977) 

～ 

AA-I-J977 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-I-J977）とAA-I-J977を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1619

45113



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-I-K985) 

～ 

AA-I-K985 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-I-K985）とAA-I-K985を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1620

45114



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-XPD-D11221) 

～ 

AA-XPD-D11221 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-XPD-D11221）とAA-XPD-D11221を接続する配管で

あり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1621

45115



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AA-XPD-X122) 

～ 

AA-XPD-X122 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器（AA-XPD-X122）とAA-XPD-X122を接続する配管であ

り，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1622

45116



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AB-LTR-D7) 

～ 

AB-LTR-D7 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(AB-LTR-D7)とAB-LTR-D7を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1623

45117



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LTR-D13) 

～ 

AC-LTR-D13 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(AC-LTR-D13)と照明用変圧器D13(AC-LTR-D13)を接続

する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1624

45118



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LTR-D15) 

～ 

AC-LTR-D15 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(AC-LTR-D15)と照明用変圧器D15(AC-LTR-D15)を接続

する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1625

45119



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LTR-D11) 

～ 

AC-LTR-D11 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(AC-LTR-D11)と照明用変圧器D11(AC-LTR-D11)を接続

する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1626

45120



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(AC-LPD-X33) 

～ 

AC-LPD-X33 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 0 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(AC-LPD-X33)と210V地下1階セル内除湿設備用分電盤

X33(AC-LPD-X33)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1627

45121



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(CA-LPD-X3) 

～ 

CA-LPD-X3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm  

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(CA-LPD-X3)と105Vセル内漏えい検知システム用電源

盤X3(CA-LPD-X3)を接続する配管であり，再処理施設内で発生した火災を早期に消火

するために設置する。  

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1628

45122



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器 と を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1629

45123



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器 と を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1630

45124



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-X071) 

～ 

KA-I-X071 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-X071)とKA-I-X071を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1631

45125



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K071) 

～ 

KA-I-K071 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-K071)とKA-I-K071を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1632

45126



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-XPD-D21) 

～ 

KA-XPD-D21 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-XPD-D21)とKA-XPD-D21を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1633

45127



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K325) 

～ 

KA-I-K325 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-K325)とKA-I-K325を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

 

  

1634

45128



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K085) 

～ 

KA-I-K085 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-K085)とKA-I-K085を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 

1635

45129



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-XPD-D25) 

～ 

KA-XPD-D25 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-XPD-D25)とKA-XPD-D25を接続する配管であり，

再処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1636

45130



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-X276) 

～ 

KA-I-X276 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-X276)とKA-I-X276を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1637

45131



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K275) 

～ 

KA-I-K275 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-K275)とKA-I-K275を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 

1638

45132



名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-K270) 

～ 

KA-I-K270 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-K270)とKA-I-K270を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る する。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

(KA-I-X271) 

～ 

KA-I-X271 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器(KA-I-X271)とKA-I-X271を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名 称 

FK-5-1-12貯蔵容器 

～ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 4.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外  径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，FK-5-1-12貯蔵容器 と を接続する配管であり，再

処理施設内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用圧力と同じ4.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，FK-5-1-12貯蔵容器の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，試験結果に基づき十分なFK-5-1-12ガス量を供給することができ

る とする。 
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名称 

ろ過水貯槽(8141-V50) 

～ 

ろ過水貯槽(8141-V50)出口配管分岐部 

(廃棄物管理施設，MOX 燃料加工施設共用) 

最高使用圧力 MPa 0.19 

最高使用温度 ℃ 45 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

本配管は，ろ過水貯槽とろ過水貯槽出口配管分岐部を接続する配管であり，再処理施

設内で発生した火災により安全機能が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の

消火を行うために設置する 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力はろ過水貯槽による静水頭圧力を考慮し 0.19MPa とする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は、水源であるろ過水貯槽の最高使用温度と同じ 45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の口径は，「消防法施行令」及び「危険物の規制に関する規則」に基づき，消

火用水の放水量確保の為，圧力損失・施工性等を考慮し，実績に基づいた標準流速を目

安に選定する。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 C = π ∙  ∙ (𝐴 − 2 ∙ 𝐵)1000   
 

 E = D3600 ∙ C 
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名称 

ろ過水貯槽(8141-V50)出口配管分岐部 

～ 

消火用水貯槽(8520-V10)出口配管合流点 

(廃棄物管理施設，MOX 燃料加工施設共用) 

最高使用圧力 MPa 0.19，0.34 

最高使用温度 ℃ 45 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・ 設計基準対象の施設 

本配管は，ろ過水貯槽とろ過水貯槽出口配管分岐部を接続する配管であり，再処理施

設内で発生した火災により安全機能が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の

消火を行うために設置する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力はろ過水貯槽による静水頭圧力を考慮し 0.19MPa,0.34MPa と

する。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は、水源であるろ過水貯槽の最高使用温度と同じ 45℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の口径は，「消防法施行令」及び「危険物の規制に関する規則」に基づき，消

火用水の放水量確保の為，圧力損失・施工性等を考慮し，実績に基づいた標準流速を目

安に選定する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 C = π ∙  ∙ (𝐴 − 2 ∙ 𝐵)1000   
 

 E = D3600 ∙ C 
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名称 

消火用水貯槽(8520-V10) 

～ 

電動機駆動消火ポンプ(8520-P1011)， 

ディーゼル駆動消火ポンプ(8520-P1012) 

(廃棄物管理施設，MOX 燃料加工施設共用) 

最高使用圧力 MPa 0.34 

最高使用温度 ℃ 45 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・ 設計基準対象の施設 

本配管は，ろ過水貯槽とろ過水貯槽出口配管分岐部を接続する配管であり，再処理施

設内で発生した火災により安全機能が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の

消火を行うために設置する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力はろ過水貯槽による静水頭圧力を考慮し0.34MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は、水源であるろ過水貯槽の最高使用温度と同じ45℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の口径は，「消防法施行令」及び「危険物の規制に関する規則」に基づき，消

火用水の放水量確保の為，圧力損失・施工性等を考慮し，実績に基づいた標準流速を目

安に選定する。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 C = π ∙  ∙ (𝐴 − 2 ∙ 𝐵)1000   
 

 E = D3600 ∙ C 
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名称 

電動機駆動消火ポンプ(8520-P1011)， 

ディーゼル駆動消火ポンプ(8520-P1012) 

～ 

消火水供給配管ヘッダー 

(廃棄物管理施設，MOX 燃料加工施設共用) 

最高使用圧力 MPa 1.37 

最高使用温度 ℃ 45 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・ 設計基準対象の施設 

本配管は，ろ過水貯槽とろ過水貯槽出口配管分岐部を接続する配管であり，再処理施

設内で発生した火災により安全機能が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の

消火を行うために設置する 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本配管の最高使用圧力は電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプの揚程

を考慮し1.37MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本配管の最高使用温度は、水源であるろ過水貯槽の最高使用温度と同じ45℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本配管の口径は，「消防法施行令」及び「危険物の規制に関する規則」に基づき，消

火用水の放水量確保の為，圧力損失・施工性等を考慮し，実績に基づいた標準流速を目

安に選定する。 
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外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積 

C 

流量 

D 

流速＊２ 

E 
標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

 C = π ∙  ∙ (𝐴 − 2 ∙ 𝐵)1000   
 

 E = D3600 ∙ C 
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名 称 

消火水槽(2146-V40) 

～ 

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用) 

(2146-P401，P402) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

 本配管は，消火水槽(緊急時対策建屋用)と電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)

を接続する配管であり，緊急時対策建屋内で発生した火災により安全機能が損なわれ

ないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 系統構成は，消火水槽(緊急時対策建屋用)を水源として，電動駆動消火ポンプ(緊急

時対策建屋用)により，火災防護設備へ消火用水を供給できる設計とする。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の最高使用圧力

と同じ0.98MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，消火水槽(緊急時対策建屋用)及び電動駆動消火ポンプ

(緊急時対策建屋用)の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，「消防法施行令」に基づき，消火用水の放水量確保の為，圧力損

失・施工性等を考慮し，実績に基づいた標準流速を目安に選定する。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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(つづき) 

C＝π∙ {
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
}

2

E＝
D

3600∙C
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名 称 

電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用) 

(2146-P401，P402) 

～ 

W0129分岐点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

 本配管は，電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)とW0129分岐点を接続する配管で

あり，緊急時対策建屋内で発生した火災により安全機能が損なわれないよう，火災の影

響を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

 系統構成は，消火水槽(緊急時対策建屋用)を水源として，電動駆動消火ポンプ(緊急

時対策建屋用)により，火災防護設備へ消火用水を供給できる設計とする。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，電動駆動消火ポンプ(緊急時対策建屋用)の最高使用圧力

と同じ0.98MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，消火水槽(緊急時対策建屋用)及び電動駆動消火ポンプ

(緊急時対策建屋用)の最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，「消防法施行令」に基づき，消火用水の放水量確保の為，圧力損

失・施工性等を考慮し，実績に基づいた標準流速を目安に選定する。 

3.1 外径

 本配管の流量は であるため，第 1表を基に呼び径 以上が選定され

るが，配管長が短く圧力損失上許容できる箇所に対して とする。 

3.2 外径

 本配管の流量は であるため，第 1表を基に呼び径 以上を選定する。 

以上より，本配管の外径を とする。 
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(つづき) 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙ {
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
}

2

E＝
D

3600∙C
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名 称 

送水口 

～ 

W0131分岐点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

本配管は，緊急時対策建屋送水口とW0131分岐点を接続する配管であり，緊急時対

策建屋内で発生した火災により安全機能が損なわれないよう，火災の影響を限定

し，早期の消火を行うために設置する。 

系統構成は，防火水槽(緊急時対策建屋用)を水源として，消防車等により，火災

防護設備へ消火用水を供給できる設計とする。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管の最高使用圧力は，消火水槽(緊急時対策建屋用)～電動駆動消火ポンプ(緊

急時対策建屋用)～W0129分岐点の配管の最高使用圧力と同じ0.98MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管の最高使用温度は，消火用水を使用する防火水槽(緊急時対策建屋用)の周辺

温度の最大値34.7℃＊1に余裕を考慮し40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管の外径は，「消防法施行令」に基づき，消火用水の放水量確保の為，圧力損

失・施工性等を考慮し，実績に基づいた標準流速を目安に選定する。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊2 

C 

流量 

D 

流速＊2 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 
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(つづき) 

注記 ＊1：敷地付近の気象観測所で観測された日最高気温は，むつ特別地域気象観測

所での観測記録(1935年～2018年３月)によれば34.7℃(2012年７月31日)

である。 

＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C=π∙{
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
}

2

E=
D

3600∙C
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Ⅵ－１－１－３－５－３－２ 

放出抑制設備 
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Ⅵ－１－１－３－５－３－２－１ 

放水設備 
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(1) ポンプ

1
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(1) ポンプ

名称 
大型移送ポンプ車(再処理施設，MOX

燃料加工施設と共用) 

容量(ポンプ) m3/h/個 
1800以上，1410 以上，900以上

(1800) 

吐出圧力(ポンプ) MPa 
1.17以上，0.60以上，1.12以上，

1.19以上(1.2) 

最高使用圧力(ポンプ) MPa 1.4 

最高使用温度(ポンプ) ℃ 40 

出力(原動機) kW/個 1193 

容量(燃料タンク) L/個 155以上(495) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 
17(予備として故障時及び待機除外時

のバックアップを 9) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に放水設備として使用する大型移送ポンプ車は，以下の機能を有する。

大型移送ポンプ車は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において重大

事故等が発生し，大気中への放射性物質の放出に至るおそれがある場合，放射性物質の

放出を抑制するために建物に放水する設備として設置する。 

大型移送ポンプ車は，再処理施設の各建物周辺における航空機衝突による航空機燃料

火災，化学火災が発生した場合，水と泡消火薬剤を混合しながら泡消火又は放水による

消火活動を実施する設備として設置する。 

系統構成は，第１貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース及び可搬型放水砲

で構成する。 

泡消火薬剤の容量は，空港での防災業務について定めている国際民間航空機関(ICAO)

発行の空港業務マニュアル(第1部)(以下「空港業務マニュアル」という。)を基に最大の

泡消火薬剤の容量を考慮して設定する。 

空港業務マニュアルに基づき，発泡のために必要な水の容量は32300L(32.3m3)であり，

泡消火薬剤が1%水成膜泡消火薬剤であるため，泡消火薬剤の必要量は以下のとおり

0.323m3となる。 

32300L×1%＝323L(0.323m3) 

2
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また，空港業務マニュアルでは2倍の泡消火薬剤の容量323L×2＝646L(0.646m3)を保有

することが規定されている。 

以上より，泡消火薬剤の保有量は，空港業務マニュアルに規定されている容量0.646m3

を上回る2m3とする。 

重大事故等時に注水設備として使用する大型移送ポンプ車は，以下の機能を有する。 

大型移送ポンプ車は，燃料取出しピット，燃料仮置きピット，燃料移送水路，燃料貯

蔵プール，チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット及び燃料送出しピット

（以下「燃料貯蔵プール等」という。）からの大量の水の漏えい若しくはその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下し，工場等外への放射線の放出に至るおそれ

がある場合において，工場等外への放射線の放出を抑制するために必要な水を注水する

設備として設置する。 

系統構成は，第１貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホ

ース及び燃料貯蔵プール等で構成する。 

 大型移送ポンプ車は，燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい若しくはその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において燃料貯蔵プール等内の

使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，及び放射性物質又は放射線の大気中への著し

い放出による影響を緩和するために必要な水のスプレイに使用する。 

系統構成は，第１貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホ

ース，可搬型スプレイヘッダ及び燃料貯蔵プール等で構成する。 

重大事故等時に水供給設備（放水設備の大型移送ポンプ車のうち1台を待機除外時の

バックアップとして兼用）として使用する大型移送ポンプ車は，以下の機能を有する。 

大型移送ポンプ車は，重大事故等への対処に必要となる水源を確保するため，第１貯

水槽を水源とした重大事故等への対処時に，第２貯水槽又は敷地外水源から第１貯水槽

へ必要な水を補給する設備として設置する。 

系統構成は，第２貯水槽又は敷地外水源，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース及

び第１貯水槽で構成する。 

1. 容量の設定根拠

1.1 ポンプ 

1.1.1 放水設備 

(1) 容量 1800m3/h/個以上

大型移送ポンプ車は，放射性物質の拡散を抑制するために，第1図の性能曲線

に示すとおり，15000L/min(900m3/h)で放水することで，放水対象の建屋のうち

高さが最も高い前処理建屋の屋上全般に放水が可能である。したがって，建屋
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へ放水する場合の大型移送ポンプ車の容量は，1建屋に放水する場合の容量

900m3/hに対し，大型移送ポンプ車1台当たり同時に2建屋へ放水するため

1800m3/h/個以上とする。 

(2) 容量 900m3/h/個以上

各建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災，化学火災に使用する

場合の泡消火時に必要な容量は，空港に配備されるべき防災レベル等について

記載されている国際民間空港機関(ICAO)発行の空港業務マニュアルに規定され

ている容量672m3/hを上回る900m3/h/個以上とする。 

1.1.2 注水設備 

(1) 容量 1800m3/h/個以上

燃料貯蔵プール等へ注水する場合の大型移送ポンプ車の容量は，燃料貯蔵プ

ール等からの大量の水の漏えい若しくはその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が異常に低下し，工場等外への放射線の放出に至るおそれがある場合に

おいて，工場等外への放射線の放出を抑制するための注水に必要な容量が

900m3/hであり，並行して同じ大型移送ポンプ車を用いて前処理建屋へ900m3/h

で放水することから，大型移送ポンプ車の容量は1800m3/h/個以上とする。 

(2) 容量 1410m3/h/個以上

燃料貯蔵プール等への水のスプレイに使用する場合の大型移送ポンプ車の容

量は，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の著しい損傷の進行緩和及び放射性物

質又は放射線の大気中への著しい放出による影響の緩和に必要な容量が

510m3/hであり，並行して同じ大型移送ポンプ車を用いて前処理建屋へ900m3/h

で放水することから，大型移送ポンプ車の容量は1410m3/h/個以上とする。 

1.1.3 水供給設備 

(1) 容量 1800m3/h/個以上

第１貯水槽大型移送ポンプ車の容量は，第１貯水槽を水源とした重大事故等

への対処時において最大となる1800m3/hを第２貯水槽又は敷地外水源から補給

可能なよう1台で確保するものとし，1800m3/h/個以上とする。 

公称値については，要求される最大の容量と同じ1800m3/h/個とする。 
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第1図 容量900m3/hにおける性能曲線 

※図中の数値は可搬型放水砲の上下の角度を示す。

1.2 燃料タンク 

大型移送ポンプ車の燃料タンクの容量は，大型移送ポンプ車運転時の燃料消費量

を基に設計する。 

軽油タンクローリから補給された大型移送ポンプ車近傍のドラム缶からの燃料補

給時間が最長で約1時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のとおりと

なる。 

容量 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝310×1.0＝310 

Ｖ：燃料消費量(L) 

Ｈ：運転時間(h)＝1.0(h) 

Ｃ：燃料消費率(L/h)＝310(L/h) 

大型移送ポンプ車の燃料タンクは，大型移送ポンプ車1台あたり2個設置すること

から，大型移送ポンプ車の燃料タンクの容量は，155L/個以上とする。 

公称値については，要求される容量155L/個を上回る495L/個とする。 

2. 吐出圧力の設定根拠

2.1 吐出圧力 1.17MPa以上 

放水設備として使用する場合の吐出圧力は，取水源と移送先の圧力差，静水頭，

機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 
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区間① 

取水源と移送先の圧力差     0MPa 

静水頭      0MPa 

機器圧損      0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損    0.655MPa 

合計  0.66MPa 

区間② 

取水源と移送先の圧力差     0MPa 

静水頭      0MPa 

機器圧損    0.8MPa 

配管・ホース及び弁類圧損    0.364MPa 

合計  1.17MPa 

配管・ホース及び弁類圧損は，各建屋への放水の組み合わせを考慮した場合に各

区間の圧力損失が最大となる条件とし，第2図の区間①で約0.66MPa，区間②で約

0.37MPaとする。 

第1表 放水先別の各区間の最大圧力損失 

放水先 
配管・ホース及び弁類圧損(MPa) 

区間① 区間② 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び前処

理建屋 
約0.60 約0.37 

分離建屋及び高レベル廃液ガラス固化

建屋 
約0.66 約0.37 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋 
約0.31 約0.34 

放水設備として使用する場合の吐出圧力は，取水源と移送先の圧力差，静水頭，

機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 

以上より大型移送ポンプ車の必要な吐出圧力は，1.17MPa以上とする。 

2.2 吐出圧力 0.60MPa以上 

注水設備として燃料貯蔵プール等への大容量の注水に使用する場合の吐出圧力

は，取水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基

に設定する。 
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区間① 

取水源と移送先の圧力差    0MPa 

静水頭     0MPa 

機器圧損    0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損  0.594MPa 

合計   0.60MPa 

区間② 

取水源と移送先の圧力差    0MPa 

静水頭     0MPa 

機器圧損    0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損  0.507MPa 

合計   0.51MPa 

配管・ホース及び弁類圧損は，各区間の圧力損失が最大となる場合，区間①で約

0.60MPa，区間②で約0.51MPaとする。 

以上より大型移送ポンプ車の必要な吐出圧力は，0.60MPa以上とする。 

2.3 吐出圧力 1.12MPa以上 

注水設備として燃料貯蔵プール等への水のスプレイに使用する場合の吐出圧力

は，取水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基

に設定する。 

区間① 

取水源と移送先の圧力差    0MPa 

静水頭     0MPa 

機器圧損    0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損  0.196MPa 

合計   0.20MPa 

区間② 

取水源と移送先の圧力差    0MPa 

静水頭     0MPa 

機器圧損   0.98MPa 

配管・ホース及び弁類圧損  0.136MPa 

合計   1.12MPa 
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配管・ホース及び弁類圧損は，各区間の圧力損失が最大となる場合，区間①で約

0.20MPa，区間②で約1.12MPaとする。 

以上より大型移送ポンプ車の必要な吐出圧力は1.12MPa以上とする。 

第2図 大型移送ポンプ車設置概要図 

2.4 吐出圧力 1.19MPa以上 

水供給設備として使用する場合の吐出圧力は，第２貯水槽又は敷地外水源を取水

源とし，第１貯水槽まで送水する場合の水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，

配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 

取水源と移送先の圧力差    0MPa 

静水頭  0.539MPa 

機器圧損    0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損  0.643MPa 

合計   1.19MPa 

以上より大型移送ポンプ車の必要な吐出圧力は，1.19MPa以上とする。 

公称値については，要求される吐出圧力の最大値である1.19MPaを上回る1.2MPaと

する。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

3.1 ポンプ 

大型移送ポンプ車を重大事故等時において使用する場合の圧力は，ポンプ吐出圧

力を電気的に1.4MPaに制限していることから，その制限値である1.4MPaとする。 

区間① 区間② 
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3.2 燃料タンク 

大型移送ポンプ車の燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

大気開放タンクであることから静水頭とする。 

4. 最高使用温度の設定根拠

4.1 ポンプ 

大型移送ポンプ車を重大事故等時において使用する場合の温度は，水源である第

１貯水槽の水の温度＊を上回る40℃とする。 

4.2 燃料タンク 

大型移送ポンプ車の燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の温度は，

大型移送ポンプ車の燃料タンクが大気開放タンクであり屋外で使用することから外

気の温度＊を上回る40℃とする。 

注記 ＊：第１貯水槽の蒸発乾固への対処に使用していない区画を水源として使用

し，1.1.1(1)より，第２貯水槽並びに敷地外水源である尾駮沼及び二又

川から第１貯水槽へ水を補給するため，第１貯水槽，第２貯水槽及び敷

地外水源の水並びに外気の温度は，再処理事業変更許可申請書添付書類

四に示す八戸特別地域気象観測所における日最高気温である37.0℃以下

となる。 

5. 原動機出力の設定根拠

大型移送ポンプ車の原動機出力は，流量が1800m3/h時の軸動力を基に設定する。

大型移送ポンプ車の流量が1800m3/h，吐出圧力が1.2MPa，その時の同ポンプの必要軸

動力は，メーカ設定値より1193kWとなる。 

以上より，大型移送ポンプ車の原動機出力は1193kW/個とする。 

6. 個数の設定根拠

大型移送ポンプ車は，各建屋への放水及び注水を行うために必要な数である8台並

びに故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備9台の合計17

台を保管する。 

なお，放水設備として設置する大型移送ポンプ車のうち待機除外時バックアップ用

の1台は，水供給設備の大型移送ポンプ車の待機除外時バックアップ用の予備として

も使用する。 

大型移送ポンプ車の燃料タンクは大型移送ポンプ車 1台あたり 2個である。 
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(2) 主配管
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(2)主配管

名称 

放水用 3m，5m，50m可搬型建屋外ホー

ス(再処理施設，MOX燃料加工施設と

共用) 

最高使用圧力 MPa 1.4 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 － 300A 

個数 － 
1486(予備として故障時のバックアッ

プを 743) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に放水設備として使用する本ホースは，以下の機能を有する。

本ホースは，大型移送ポンプ車から放水砲又は可搬型建屋内ホースまでを接続するホ

ースであり，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋への放水又は燃料取出しピ

ット，燃料仮置きピット，燃料移送水路，燃料貯蔵プール，チャンネルボックス・バーナ

ブルポイズン取扱ピット及び燃料送出しピット(以下「燃料貯蔵プール等」という。)への

大容量の注水のために設置する。 

本ホースは，重大事故等時に大型移送ポンプ車から可搬型建屋内ホースまでを接続し，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の使用済み燃料プール等への水のスプレイに使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，供給元である大型移送ポ

ンプ車の最高使用圧力と同じ1.4MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，供給元である大型移送ポ

ンプ車の最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本ホースを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を目安に300Aとする。
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呼び径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊

D 

標準流速 

(A) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

300 300 0.0707 900.0 3.6  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

B = π ∙ �
1
2
∙

A
1000

�
2

D =
C

3600 ∙ B

4. 個数の設定根拠

本ホースは，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋への放水又は燃料貯

蔵プール等への注水のために必要な743本(3m：132本，5m：389本，50m:222本)に，本ホ

ースは点検中にも使用可能であるため，待機除外時のバックアップ用は考慮せずに，故

障時のバックアップ用として743本(3m：132本，5m：389本，50m:222本)を保管する。 
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名称 

放水用 5m，10m可搬型建屋外ホース

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共

用) 

最高使用圧力 MPa 1.4 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 － 250A 

個数 － 
272(予備として故障時のバックアップ

を 144) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に放水設備として使用する本ホースは，第１貯水槽から大型移送ポンプ

車までを接続するホースであり，重大事故等への対処に必要な水を大型移送ポンプ車に

供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，取水に使用する水中ポン

プの吐出圧力0.25MPaを上回る1.4MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，水源である第１貯水槽の

温度＊1を上回る40℃とする。 

注記 ＊1：第１貯水槽の蒸発乾固への対処に使用していない区画を水源として使用す

るため，第１貯水槽の水の温度は再処理事業変更許可申請書添付書類四に

示す八戸特別地域気象観測所における日最高気温である 37.0℃以下とな

る。 

3. 外径の設定根拠

本ホースを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を目安に選定する。標準

流速を目安とする場合300A以上を選定することになるが，実績を参考に圧力損失上許

容できる250Aとする。 
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呼び径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊2

D 

標準流速 

(A) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

250 250 0.0491 900.0 5.1  

注記 ＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

B = π ∙ �
1
2
∙

A
1000

�
2

D =
C

3600 ∙ B

4. 個数の設定根拠

本ホースは，重大事故等への対処に必要な水を第１貯水槽から大型移送ポンプ車へ

供給するために必要な128本(5m：64本，10m：64本)に，本ホースは点検中にも使用可能

であるため，待機除外時のバックアップ用は考慮せずに，故障時のバックアップ用とし

て144本(5m：72本，10m：72本)の合計272本保管する。 
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名称 
可搬型放水砲(再処理施設，MOX燃料加工

施設と共用) 

最高使用圧力 MPa 1.0 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 mm 220，216.3，318.5 

個数 － 14(予備として故障時のバックアップを 7) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に放水設備として使用する可搬型放水砲は，可搬型建屋外ホースと接続

する可搬型配管であり，第１貯水槽を水源として大型移送ポンプ車により使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

及び高レベル廃液ガラス固化建屋へ放水するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，各建屋屋上へ放水すること

を考慮し0.8MPa に調整して使用するため，調整した圧力を上回る1.0MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，大型移送ポンプ車の重大事

故等時における最高使用温度と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，標準流速を目安に選定する。

標準流速の を超える箇所があるが，取合うホースの呼び径は300であることか

ら，本配管の取合い部の外径は，実績を参考に圧力損失上許容できる外径である

318.5mmとし，以降、吐出ノズルまでの配管については，メーカーが設計上定めている

216.3mm及び220mmとする。 

外径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊

D 

標準流速 

(mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

220 200 0.0314 900.0 8.0 

216.3 199.9 0.0314 900.0 8.0 

318.5 297.9 0.0697 900.0 3.6 

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

防
災
 
A 
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B = π ∙ �
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1000

�
2

D =
C

3600・B

4. 個数の設定根拠

可搬型放水砲は，各建屋への放水を行うために必要な数である7台に，可搬型放水砲

は点検中にも使用可能であるため，待機除外時のバックアップ用は考慮せずに，故障時

のバックアップ用として予備7台の合計14台を保管する。 
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水供給設備 
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(1) 容器
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(1) 容器

名称 
第１貯水槽(9913-V11，12)(再処理施設，MOX

燃料加工施設と共用) 

容量 m3/基 

20000以上(20000) 

第１貯水槽 A 10000以上(10000) 

第１貯水槽 B 10000以上(10000) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 60 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に水供給設備として使用する第１貯水槽は以下の機能を有する。

第１貯水槽は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生防止及び拡大防止のため，可搬型

中型移送ポンプにより内部ループ，冷却コイル又は冷却ジャケット及び代替換気設備の

セル導出設備の凝縮器へ通水し，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機

器へ注水するための水源として設置する。 

系統構成は，第１貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，内部ループ配管・弁，冷却コイル配

管・弁又は冷却ジャケット配管・弁，冷却水配管・弁(凝縮器)，機器注水配管・弁，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する機器，凝縮器，可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース並びに可搬型排水受槽で構成する。  

第１貯水槽は，プール水冷却系若しくはその他再処理設備の附属施設の冷却水設備の

安全冷却水系(使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用)の冷却機能が喪失し，又は補給

水設備の注水機能が喪失し，燃料取出しピット，燃料仮置きピット，燃料移送水路，燃料

貯蔵プール，チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット及び燃料送出しピット

(以下「燃料貯蔵プール等」という。)の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール等から

の小規模な水の漏えい若しくはその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却し，かつ放射線を遮蔽するため，

可搬型中型移送ポンプにより燃料貯蔵プール等へ注水するための水源として設置する。  

系統構成は，第１貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内

ホース及び燃料貯蔵プール等で構成する。

第１貯水槽は，燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい若しくはその他の要因によ

り燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において燃料貯蔵プール等内の使用済
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燃料の著しい損傷の進行を緩和し，及び放射性物質又は放射線の大気中への著しい放出

による影響を緩和するため，大型移送ポンプ車による水のスプレイをするための水源と

して設置する。  

系統構成は，第１貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー

ス，可搬型スプレイヘッダ及び燃料貯蔵プール等で構成する。

第１貯水槽は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において重大事故等が

発生し，大気中への放射性物質の放出に至るおそれがある場合，放射性物質の放出を抑制

するため，大型移送ポンプ車により建物に放水するための水源として設置する。  

第１貯水槽は，再処理施設の各建物周辺における航空機衝突による航空機燃料火災，化

学火災が発生した場合，大型移送ポンプ車により消火活動を実施するための水源として

設置する。 

系統構成は，第１貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース及び可搬型放水砲で

構成する。 

第１貯水槽は，燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい若しくはその他の要因によ

り燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下し，工場等外への放射線の放出に至るおそれが

ある場合において，工場等外への放射線の放出を抑制するため，大型移送ポンプ車により

注水するための水源として設置する。  

系統構成は，第１貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー

ス及び燃料貯蔵プール等で構成する。

第１貯水槽は，重大事故等への対処を継続して行うために，重大事故等へ対処する水源

である第１貯水槽へ水を補給するため，大型移送ポンプ車により第２貯水槽又は敷地外

水源からの水を補給できる設備として設置する。  

系統構成は，第２貯水槽又は敷地外水源，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース及び

第１貯水槽で構成する。 

1. 容量の設定根拠

第１貯水槽は第１貯水槽A及び第１貯水槽Bの二区画に分割されている。第１貯水槽

を重大事故等時において使用する場合の容量において，重大事故等対策の有効性評価

(再処理事業指定申請書添付書類八)で想定する重大事故等対処事項のうち，第１貯水

槽の使用水量が最も多くなるのは，分割された一区画を蒸発乾固への対処で使用し，他

方の区画を安全冷却水系の冷却機能が喪失し，又は補給水設備の注水機能が喪失し，燃
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料貯蔵プール等の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏

えい若しくはその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合における燃

料貯蔵プール等の燃料損傷への対処に使用する場合である。  

蒸発乾固への対処の有効性評価(事業変更許可申請書添付書類八)において有効性を

確認している冷却に必要な容量が約3026m3であり，燃料貯蔵プール等の燃料損傷への対

処の有効性評価(事業変更許可申請書添付書類八)において有効性を確認している注水

に必要な容量が約1600m3(想定事故１)又は約2300m3(想定事故２)であることから，それ

らを上回る一区画あたり10000m3以上とする。  

なお，燃料貯蔵プール等への水のスプレイ，再処理施設の各建物への放水又は燃料貯

蔵プール等の大容量の注水の重大事故等への対処では，第１貯水槽の蒸発乾固への対

処で使用していない区画を使用し，大型移送ポンプ車によって第２貯水槽又は敷地外

水源から水の補給を実施する。 

第１貯水槽の容量としては，第１貯水槽A及び第１貯水槽Bをあわせて20000m3/基以上

とする。  

公称値については，要求される最大容量と同じ20000m3/基とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

第１貯水槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，第１貯水槽が大気開放

であることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

第１貯水槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，代替安全冷却水系の内

部ループ通水の場合の冷却水出口温度及び冷却コイル又は冷却ジャケット通水の場合

の冷却水出口温度の最大温度55℃を上回る60℃とする。  

4. 個数の設定根拠

第１貯水槽は，重大事故等への対処に必要となる水を供給するため，1基とする。
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名称 
第２貯水槽(9914-V11，12)(再処理施設，MOX

燃料加工施設と共用) 

容量 m3/基 

20000以上(20000) 

第２貯水槽 A 10000以上(10000) 

第２貯水槽 B 10000以上(10000) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

個数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に水供給設備として使用する第２貯水槽は，重大事故等への対処の継続

に必要となる水を確保するための設備として設置する。 

系統構成は，第２貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース及び第１貯水槽で構

成する。 

1. 容量の設定根拠

第２貯水槽から第１貯水槽への補給が困難となった場合は敷地外水源から第１貯水

槽へ補給できることから，第２貯水槽は第１貯水槽と同じ構造として，一区画当たり

10000m3以上，第２貯水槽A及び第２貯水槽Bをあわせて20000m3/基以上とする。 

公称値については，要求される最大容量と同じ20000m3/基とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

第２貯水槽を重大事故等時において使用する場合の圧力は，第２貯水槽が大気開放

であることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

第２貯水槽を重大事故等時において使用する場合の温度は，第２貯水槽が大気開放

であることから外気の温度＊を上回る 40℃とする。 

注記 ＊：外気の温度は，再処理事業変更許可申請書添付書類四に示す八戸特別地域気

象観測所における日最高気温である 37.0℃以下となる。 

4. 個数の設定根拠

第２貯水槽は，重大事故等への対処の継続に必要となる水を確保するため，第２貯水

槽又は敷地外水源の水を第１貯水槽へ補給することから，1基とする。 
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(2) ポンプ
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名称 
大型移送ポンプ車(再処理施設，MOX

燃料加工施設と共用) 

容量(ポンプ) m3/h/個 1800以上(1800) 

吐出圧力(ポンプ) MPa 1.19以上(1.2) 

最高使用圧力(ポンプ) MPa 1.4 

最高使用温度(ポンプ) ℃ 40 

出力(原動機) kW/個 1193 

容量(燃料タンク) L/個 155以上(495) 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個数 － 
8(予備として故障時のバックアップ

を 4) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に水供給設備として使用する大型移送ポンプ車は，以下の機能を有す

る。 

大型移送ポンプ車は，重大事故等への対処に必要となる水源を確保するため，第１貯

水槽を水源とした重大事故等への対処時に，第２貯水槽若しくは敷地外水源である尾駮

沼又は二又川から第１貯水槽へ必要な水を補給する設備として設置する。 

系統構成は，第２貯水槽又は敷地外水源，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース及

び第１貯水槽で構成する。 

1. 容量の設定根拠

1.1 ポンプ 

大型移送ポンプ車の容量は，第１貯水槽を水源とした重大事故等への対処時にお

いて最大となる1800m3/hを第２貯水槽又は敷地外水源から補給可能なよう1個で確

保するものとし，1800m3/h/個以上とする。 

公称値については，要求される容量と同じ1800m3/h/個とする。 

1.2 燃料タンク 

大型移送ポンプ車の燃料タンクの容量は，大型移送ポンプ車運転時の燃料消費量

を基に設計する。 
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軽油タンクローリから補給された大型移送ポンプ車近傍のドラム缶からの燃料

補給時間が最長で約1時間後であることから，この間の燃料消費量は以下のとおり

となる。 

容量 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝310×1.0＝310 

Ｖ：燃料消費量(L) 

Ｈ：運転時間(h)＝1.0(h) 

Ｃ：燃料消費率(L/h)＝310(L/h) 

大型移送ポンプ車の燃料タンクは，大型移送ポンプ車1台あたり2個設置すること

から，大型移送ポンプ車の燃料タンクの容量は，155L/個以上とする。 

公称値については，要求される容量155L/個を上回る495L/個とする。 

2. 吐出圧力の設定根拠

大型移送ポンプ車の吐出圧力は，第２貯水槽又は敷地外水源を取水源とする場合の

水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に設定す

る。 

取水源と移送先の圧力差    0MPa 

静水頭  0.539MPa 

機器圧損    0MPa 

配管・ホース及び弁類圧損  0.643MPa 

合計   1.19MPa 

以上より，大型移送ポンプ車の吐出圧力は，1.19MPa以上とする。 

公称値については，要求される吐出圧力を上回る1.2MPaとする。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

3.1 ポンプ 

大型移送ポンプ車を重大事故等時において使用する場合の圧力は，ポンプ吐出圧

力を電気的に1.4MPaに制限していることから，その制限値である1.4MPaとする。 

3.2 燃料タンク 

大型移送ポンプ車の燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

大気開放タンクであることから静水頭とする。 
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4. 最高使用温度の設定根拠 

4.1 ポンプ 

大型移送ポンプ車を重大事故等時において使用する場合の温度は，水源である第

２貯水槽並びに敷地外水源である二又川及び尾駮沼の水の温度＊を上回る40℃とす

る。 

 

4.2 燃料タンク 

大型移送ポンプ車の燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の温度は，

大型移送ポンプ車の燃料タンクが大気開放タンクであり屋外で使用することから

外気の温度＊を上回る40℃とする。 

注記 ＊：第２貯水槽，敷地外水源である二又川及び尾駮沼の水並びに外気の温度

は，再処理事業変更許可申請書添付書類四に示す八戸特別地域気象観測

所における日最高気温である37.0℃以下となる。 

 

5. 原動機出力の設定根拠 

大型移送ポンプ車の原動機出力は，流量が1800m3/h時の軸動力を基に設定する。 

大型移送ポンプ車の流量が1800m3/h，吐出圧力が1.2MPa，その時の同ポンプの必要

軸動力は，メーカ設定値より1193kWとなる。 

以上より，大型移送ポンプ車の原動機出力は1193kW/個とする。 

 

6. 個数の設定根拠 

大型移送ポンプ車は，第２貯水槽又は敷地外水源から第１貯水槽へ水を補給するた

めに必要な数である4台，故障時バックアップ用として4台の合計8台を保管する。 

なお，待機除外時バックアップ用として1台(その他再処理設備の附属施設のうち放

出抑制設備の放水設備の大型移送ポンプ車の待機除外時バックアップ用を予備とし

て兼用)を別途保管する。 

大型移送ポンプ車の燃料タンクは大型移送ポンプ車1台あたり2個である。 
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(3) 主配管
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名称 

水供給用 3m，5m，50m可搬型建屋外ホ

ース(再処理施設，MOX燃料加工施設

と共用) 

最高使用圧力 MPa 1.4 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 － 300A 

個数 － 
3548(予備として故障時のバックアッ

プを 1774) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時において水供給設備として使用する本ホースは，大型移送ポンプ車から

第１貯水槽までを接続するホースであり，重大事故等への対処に必要な水を第２貯水槽

若しくは敷地外水源である尾駮沼又は二又川から第１貯水槽へ送水するために設置す

る。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，供給元である大型移送ポ

ンプ車の最高使用圧力と同じ1.4MPaとする。

2. 最高使用温度の設定根拠

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，供給元である大型移送ポ

ンプ車の重大事故等時における最高使用温度と同じ40℃とする。

3. 外径の設定根拠

本ホースを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を基に300Aとする。

呼び径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊

D 

標準流速 

(A) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

300 300 0.0707 900.0 3.6  

注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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B = π ∙ �
1
2
∙

A
1000

�
2

D =
C

3600 ∙ B

4. 個数の設定根拠

本ホースは，重大事故等への対処に必要な水を第２貯水槽若しくは敷地外水源であ

る尾駮沼又は二又川から第１貯水槽へ送水するために必要な1774本(3m：363本，5m：829

本，50m:582本)に，本ホースは点検中にも使用可能であるため，待機除外時のバックア

ップ用は考慮せずに，故障時のバックアップ用として外部保管エリアに1774本(3m：363

本，5m：829本，50m:582本)の合計3548本を保管する。 
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名称 

水供給用 5m，10m可搬型建屋外ホース

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共

用) 

最高使用圧力 MPa 1.4 

最高使用温度 ℃ 40 

外径 － 250A 

個数 － 
128(予備として故障時のバックアップ

を 64) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に水供給設備として使用する本ホースは，第２貯水槽若しくは敷地外水

源である尾駮沼又は二又川から大型移送ポンプ車までを接続するホースであり，重大事

故等への対処に必要な水を大型移送ポンプ車に供給するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，取水に使用する水中ポン

プの吐出圧力0.25MPaを上回る1.4MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，水源である第２貯水槽及

び敷地外水源の水の温度＊1を上回る40℃とする。 

注記 ＊1：第２貯水槽並びに敷地外水源である二又川及び尾駮沼の水の温度は，再処

理事業変更許可申請書添付書類四に示す八戸特別地域気象観測所におけ

る日最高気温である37.0℃以下となる。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ホースを重大事故等時に使用する場合の外径は，標準流速を目安に選定する。標準

流速を目安とする場合 300A以上を選定することになるが，実績を参考に圧力損失上許

容できる 250Aとする。 
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呼び径 内径 

A 

流路面積 

B 

流量 

C 

流速＊2

D 

標準流速 

(A) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

250 250 0.0491 900.0 5.1  

注記 ＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

B = π ∙ �
1
2
∙

A
1000

�
2

D =
C

3600 ∙ B

4. 個数の設定根拠

本ホースは，重大事故等への対処に必要な水を第２貯水槽並びに敷地外水源である

尾駮沼及び二又川から大型移送ポンプ車へ供給するために必要な64本(5m：32本，10m：

32本)に，本ホースは点検中にも使用可能であるため，待機除外時のバックアップ用は

考慮せずに，故障時のバックアップ用として64本(5m：32本，10m：32本)の合計128本を

保管する。 
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緊急時対策所 
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緊急時対策建屋 
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(1) 地下水排水設備 
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ポ

ン

プ 

名   称 地下水排水ポンプ 

容 量 m3/h/個 30.4以上（30.4） 

揚 程 m 30.2以上(30.2) 

最高使用圧力 MPa 0.37 

最高使用温度 ℃ 40 

原動機出力 kW/個 5.5 

個 数 － 4（予備 2） 

水
位
計

名   称 水位検出器 

計 測 範 囲 mm サブドレンピット底面より+230～＋1200

個 数 － 10 

【設定根拠】 

(概要) 

地下水排水設備（緊急時対策建屋周り）は，緊急時対策建屋の耐震設計において地下

水位の低下に期待していることから，地下水の排水のために設置する。また，緊急時対

策建屋地下水排水設備は，地震後にもその機能に期待することから，Ss機能維持として

設計する。地下水排水設備（緊急時対策建屋周り）うち，緊急時対策建屋地下水排水設

備の耐震性を有するピットは緊急時対策建屋北東側に1個，南東側に1個設置し，各集水

ピットに，緊急時対策建屋地下水排水設備（排水ポンプ）（以下「排水ポンプ」とい

う。）2個，地下水排水設備排水位検出器（以下「水位検出器」という。）5個を設置す

る。地下水排水設備（緊急時対策建屋周りの概略図を図１に示す。 

地下水排水設備（緊急時対策建屋周りが機能喪失した場合は，状況を確認し速やかに予

備品と交換する対応をとる。  

2
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1. 排水ポンプについいて

排水ポンプは，各建屋基礎スラブ底面レベル以深に地下水排水設備を排水するた

め，継続的に流入する地下水を排水するために設置する。 

1.1 容量の設定根拠 

ポンプの容量は，下記に示す方法により算出された地下水を排水できる容量とす

る。 

① 地下水の排水実績：－m3/日

② 浸透流解析に基づく想定湧水量：206m3/日

以上より，排水ポンプの容量は②206m3/日(約9m3/h)を上回る30.4m3/h/個以上とす

る。 

なお，点検等を考慮し，各ピットには2台の排水ポンプを設置する。 

公称値については，1台あたりに要求される容量と同じ30.4m3/h/個とする。 

なお，浸透流解析に基づく，想定溢水量の評価結果については，1.1.1にて説明す

る。 

1.1.1 地震後の地下水排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量評価 

地震後の排水設備の機能に期待しない場合の建屋周辺の地下水流量について検

討した。 

(1)建屋周辺に対する地下水の影響

建屋周辺の地下水流量については，3次元浸透流解析を採用する。浸透流解析

の結果を以下に示す。 

：耐震性を有するピット 

集水管エリア８ 

地下水排水ポンプ現場制御盤

  緊急時対策建屋

建屋

    排水配管

PLS P

図１ 地下水排水設備（緊急時対策建屋周り）の概略図 
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集水管エリア８ 湧水量 湧水量合計 

緊急時対策建屋建屋廻り 

206m3/日 206m3/日 

重大事故等対処設備第１

保管建屋廻り 

重大事故等対処設備第１

軽油貯蔵所廻り 

重大事故等対処設備重油

貯蔵所廻り 

以上の解析結果により算出された地下水流量は，206m3/日であり，近年実測し

た他エリアの地下水の排水実績と比較しても解析結果が十分裕度を持った値であ

ることから，本解析値以上の排水容量を有する排水ポンプを設置する。 

1.2 揚程の設定根拠 

排水ポンプの揚程は，下記①及び②を考慮して設定する。 

① 静水頭（ピット底面と排水箇所との標高差）：約15 m

② 配管・機器圧力損失  ：約1 m 

③ 合計  ：16ｍ 

上記より，排水ポンプの排水時に必要な揚程は，①及び②の合計値約16mを上回る

30.2m以上とする。 

公称値については，要求される揚程16mを上回る30.2 mとする。 

1.3 原動機出力の設定根拠 

排水ポンプの原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を決定する。 

𝑃𝑃𝑊𝑊 = 10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η =
𝑃𝑃𝑊𝑊
𝑃𝑃

× 100

(引用文献：日本工業規格 JIS B 0131(2002)「ターボポンプ用語」) 

P =
10−3 × 𝜌𝜌 × 𝑔𝑔 × 𝑄𝑄 × 𝐻𝐻

η/100

P  ：軸動力(kW) 

Pw ：水動力(kW) 

ρ ：密度  (kg/m3)  ＝1000 
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g  ：重力加速度(m/s2)   ＝9.80665 

Q  ：容量 (m3/s)        ＝30.4/3600 

H  ：揚程 (m)      ＝30.2 

η ：ポンプ効率(％) (設計計画値) ＝54 

P =
10−3×1000×9.80665×( 30.4

3600)×30.2

43/100
= 4.631 ≒ 4.7 kW

上記より，ポンプの原動機出力は軸動力4.7 kWを上回る5.5 kW/個とする。 

1.4 個数の設定根拠 

排水ポンプは，サブドレンピットに継続的に流入する地下水を排水し，地下水位

を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維持することで緊急時対策建屋の健全性

を確保するため，緊急時対策建屋北西側ピットと南東側ピットへ各々2個（合計4

個）設置する。 

2. 水位検出器について

水位検出器は，サブドレンピット内の水位を検出し，集水管底面（サブドレンピット

底面より，＋1300mm）未満に水位を維持するためにサブドレンピット底面より＋950mm

に排水ポンプが自動起動，サブドレンピット底面より＋330mm に排水ポンプが自動停止

するような設計とする。 

2.1 計測範囲の設定根拠 

水位検出器の検出高さは以下のとおりとし，計測範囲はサブドレンピット底面よ  

り＋230mm～＋1200mmとする。 

・サブドレンピット水位低を検知するため，サブドレンピット底面より＋230mmとす

る。

・排水ポンプを自動停止するため，サブドレンピット底面より＋330mm とする。

・排水ポンプを自動起動するため，サブドレンピット底面より＋950mm とする。

・排水ポンプを追加で自動起動するため，サブドレンピット底面より＋1100mm とす

る。

・サブドレンピット水位高を検知するため，サブドレンピット底面より＋1200mm と

する。
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2.2 個数の設定根拠 

水位検出器は，サブドレンピットへ継続的に流入する地下水の水位を検知し，継続

的に流入する地下水を排水し，地下水位を設計地下水位（基礎スラブ上端）以下に維

持することで緊急時対策建屋の健全性を確保するため，サブドレンポンプの制御に必

要な個数として，緊急時対策建屋北西側ピットと南東側ピットへ各々5 個（合計 10

個）設置する。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

排水ポンプの最高使用圧力は，締切揚程を考慮して0.37MPaする。

4. 最高使用温度の設定根拠

ポンプの最高使用温度は，屋外の最高温度約35℃（むつ特別地域気象観測所での

観察記録における日最高気温37.4℃（2012年7月））を上回る40℃とする。 

6
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Ⅵ－１－１－３－５－３－４－２ 

緊急時対策建屋換気設備 

45191



(1) 容器
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名  称 
緊急時対策建屋加圧ユニット 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容 量 L/個 50以上(50) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 19.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 824(予備221) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する緊急時対策建屋加圧ユニット

は，重大事故等が発生した場合においても当該事故等に対処するために必要な指示を行う

要員が緊急時対策所にとどまることができるように使用する。 

系統構成は，緊急時対策建屋加圧ユニット，配管・弁等で構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋加圧ユニットは，高圧ガス保安法

の適合品である一般汎用型の空気ボンベを使用する。このため，本ボンベの容量は，一

般汎用型の空気ボンベの50L/個とする。 

  公称値については，一般汎用型の空気ボンベと同じ50L/個とする。 

  緊急時対策建屋加圧ユニットの総容量は，48時間の運転を行うために必要な容量を

確保しており，根拠は以下のとおり。 

(1) 正圧維持に必要な空気量

緊急時対策所のリーク量QLは，実績がある中央制御室のリーク率0.72回/d(0.03回

/h)に余裕を見た1.2回/d（0.05回/h）を用いると、以下の式により算出できる。 

Q
L
＝

V∙1.2

24
= 55

QL：貫通部からのリーク量(m3/h) 

V ：待機室の容積(m3)＝1100 

上記より，48時間の正圧維持に必要な空気量は，以下の式より2640m3となる。 

55×48＝2640 

(2) 酸素濃度維持に必要な空気量

許容酸素濃度は19vol%以上(「鉱山保安法施工規則」を準拠)，滞在人数は50人，酸

素消費量は成人の呼吸量(「空気調和・衛生工学便覧」の静座時)とすると，許容最低

酸素濃度以上に維持できる換気量Qは，以下の式より56m3/hとなる。 
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(つづき) 

Q =
Ga∙P

K0-K
×100 =

0.02184×50

20.95-19
×100≒56m3/h 

   Ga：酸素消費量(m3/h/人)  ＝0.02184 

P ：滞在人数(人)  ＝50 

K0：供給空気中酸素濃度(vol%) ＝20.95 

K ：許容最低酸素濃度(vol%)  ＝19 

したがって，48時間後の時点で酸素濃度が19vol%以上となる空気量は，以下の式よ

り2688m3となる。 

 56×48＝2688 

(3) 二酸化炭素濃度抑制に必要な空気量

許容二酸化炭素濃度は1.5vol%以下(「労働安全衛生規則」を準拠)，空気中二酸化

炭素量は0.03vol%，滞在人数50人の二酸化炭素吐出量は監視作業等を行う程度の作

業時(「空気調和・衛生工学便覧」の軽作業時)の量とすると，許容最低二酸化炭素濃

度以下に維持できる換気量Qは，以下の式より102m3/hとなる。 

Q =
Ga∙P

K0-K
×100 =

0.030×50

1.5-0.03
×100≒102m3/h 

   Ga：二酸化炭素発生量(m3/h/人)  ＝0.030 

P ：滞在人数(人)   ＝50 

K0：供給空気中二酸化炭素濃度(vol%)＝0.03 

K ：許容最高二酸化炭素(vol%)    ＝1.5 

また，緊急時対策建屋加圧ユニットの運転時間は，重大事故等の発生に伴い気体状

の放射性物質の大気中への大規模な放出時間である48時間とする。 

したがって，48時間後の時点で二酸化炭素濃度が1.5vol%を超えない空気量は，以

下の式より約4900m3となる。 

102×48≒4900 

上記(1)～(3)の結果より，二酸化炭素濃度抑制に必要な空気が最も大きいことか

ら，必要空気量は4900m3とする。 

(4) 緊急時対策建屋加圧ユニットによる供給量

一般汎用型の空気ボンベ(容量：50L，初期充填圧力：19.6MPa)の0℃大気圧での空

気供給量は約8.73m3であるが，残圧及び使用温度補正を考慮し，供給量を8.13m3とす

る。 
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(つづき) 

以下の式から空気ボンベ603個の設置により，緊急時対策建屋加圧ユニットを48時 

間運転するために必要な空気量を上回る容量を確保できる。 

必要空気量4900m3

空気ボンベの空気量(8.13m3)
≒603個 

2. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)の最

高使用圧力は，初期充填圧力19.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)の最

高使用温度は，高圧ガス保安法に基づき設定した通常の室内環境温度の上限40℃とす

る。 

4. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)の個

数は，48時間運転するための必要個数である603個並びに故障及び保守点検による待機

所除外時のバックアップ用として予備221個を含め，824個を保管する。 
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(2) ファン
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名  称 

緊急時対策建屋送風機 

(2146-K521～K524) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容   量 m3/h/個 以上( ) 

原動機出力 kW/個 132 

個   数 － 4(予備2) 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

緊急時対策建屋送風機は，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼす影響により設

計基準事故に対処するために必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下しないよう

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する緊急時対策建屋送風機は，重

大事故等が発生した場合においても当該事故等に対処するために必要な指示を行う要員

が緊急時対策所にとどまることができるように使用する。 

 系統構成は，緊急時対策建屋送風機，緊急時対策建屋フィルタユニット，緊急時対策

建屋排風機及びダクトで構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋送風機の容量は，緊急時対策所

にとどまる要員の実効線量が7日間で100mSvを下回ることができる容量とする。この

ため，添付書類「Ⅵ－１－５－２－２ 緊急時対策所の居住性に関する説明書」の被

ばく評価に用いられる外気取り込み量 m3/h及び一般的な労働環境における酸素

濃度及び二酸化炭素濃度の許容濃度を満たすことができる流量 m3/hを基に，1系統

2個で構成することから m3/h/個以上とする。 

  公称値については要求される容量と同じ m3/h/個とする。 

  設計基準対象の施設として使用する緊急時対策建屋送風機の容量は，運転条件に変

更がないことから，重大事故等対処設備として使用する場合と同じ63450m3/h/個以上

とする。 

2. 原動機出力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋送風機の原動機出力は，風量

m3/h時の軸動力を基に設定する。 

  定格風量点における緊急時対策建屋送風機の風量は m3/hであり，その時の同送 
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(つづき) 

風機の必要軸動力は，以下のとおり kW/個となる。 

  L＝
LT

ηT/100
＝

κ

κ－1
×

PT1×Q1

6×104
×��PT2PT1

�
κ－1

κ －1�

ηT/100

  (引用文献：日本産業規格 JIS B 8330(2000)「送風機の試験及び検査方法」) 

  L ：軸動力(kW) 

  LT ：全圧空気動力(kW) 

  κ ：比熱比   ＝1.40 

  Q1 ：吸込空気量(m3/min)  ＝ /60 

  PT1 ：吸込口送風機絶対全圧(Pa[abs])  ＝101325 

  PT2 ：吐出し口送風機絶対全圧(Pa[abs]) ＝  

  ηT：全圧効率(%)(設計値)  ＝  

  L＝

1.40

1.40－1
×

101325× � 60 �

6×104
×��101325�

1.40－1
1.40

－1�

/100

＝ ≒ kW 

  以上より，緊急時対策建屋送風機の原動機出力は，必要軸動力 kWを上回る出力と

し，132kW/個とする。 

  設計基準対象の施設として使用する緊急時対策建屋送風機の原動機出力は，運転条

件に変更がないことから，重大事故等対処設備として使用する場合と同じ132kW/個と

する。 

3. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する緊急時対策建屋送風機の個数は，毒ガスが及ぼ

す影響により設計基準事故への対処に必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下

しないために必要な個数として各系列に2個とし，合計4個とする。 

  重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋送風機の個数は，緊急時対策所

にとどまる要員の線量を低減し，かつ，酸素濃度及び二酸化炭素濃度を活動に支障が

ないよう維持するために必要な個数として各系列に2個とし，合計4個とする。 
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(3) フィルタ
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名  称 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

(2146-F501～F506) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 m3/h/個 以上( ) 

最高使用圧力 MPa 0.0051 

最高使用温度 ℃ 40 

除去効率 

単体 % 
99.97以上 

(0.15μmDOP粒子) 

総合 % 
99.99以上 

(0.3μmDOP粒子) 

個  数 － 6(予備1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する緊急時対策建屋フィルタユニ

ットは，重大事故等が発生した場合においても当該事故等に対処するために必要な指示

を行う要員が緊急時対策所にとどまることができるように使用する。 

 系統構成は，緊急時対策建屋フィルタユニット，緊急時対策建屋送風機，緊急時対策

建屋排風機及びダクトで構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋フィルタユニットの容量は，緊

急時対策建屋に必要な総風量 m3/hを基に，5個使用することから容量を m3/

h/個とする。 

  公称値については，要求される容量と同じ m3/h/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋フィルタユニットの最高使用圧

力は，緊急時対策建屋フィルタユニット内の運転静圧を考慮し，0.0051MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋フィルタユニットの最高使用温

度は，重大事故等時における建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 
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(つづき) 

4. 除去効率の設定根拠

(1) 単体除去効率

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋フィルタユニットの単体除去

効率は，日本産業規格 JIS Z 4812(1995)「放射性エアロゾル用高性能エアフィル

タ」で規定される性能を基に設定し，基準粒子径0.15μmDOPにおける単体除去効率

が99.97%と規定されていることから，99.97%以上(0.15μmDOP粒子)とする。 

(2) 総合除去効率

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋フィルタユニットの総合除去

効率は，高性能粒子フィルタをフィルタユニットに装着した使用状態において，高

性能粒子フィルタを通らない空気(バイパスリーク)を考慮した微粒子の除去効率で

あり，1段で99.97%以上(0.3μmDOP粒子)とし，これを直列2段とするため，総合除去

効率は99.99%以上(0.3μmDOP粒子)＊とする。 

  注記 ＊：高性能粒子フィルタ直列2段時の総合除去効率 

{1-(1-0.9997)×(1-0.9997)}×100＝99.99% 

5. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋フィルタユニットの個数は，緊

急時対策所にとどまる要員の線量を低減するために必要な個数として5個とし，予備1

個を含め合計6個とする。 
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(4) 主要弁
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名 称 
主要弁(2146-W9201，W9202) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa －(22.0) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

個 数 － 2(予備1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する主要弁は，重大事故等が発

生した場合においても当該事故等に対処するために必要な指示を行う要員が緊急時対

策所にとどまることができるよう，緊急時対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)から供

給する空気の圧力を減圧し，所定の流量で空気を供給するために使用する。 

系統構成は，緊急時対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)，配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する主要弁の最高使用圧力は，供給元である緊急時

対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)からの圧力を考慮し，接続配管の最高使用圧力と

同じ22.0MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する主要弁の最高使用温度は，高圧ガス保安法に基

づき設定した通常の室内環境温度の上限40℃を上回る50℃とする。 

3. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する主要弁の個数は，空気ボンベから供給する空気

の圧力を減圧し，所定の流量で空気を供給するために必要な個数として1個設置し，予

備系列の1個を含め合計2個設置する。 
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名 称 
主要弁(2146-W9203，W9204) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa －(0.97) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

個 数 － 2(予備1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する主要弁は，重大事故等が発生

した場合においても当該事故等に対処するために必要な指示を行う要員が緊急時対策

所にとどまることができるよう，緊急時対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)から供給す

る空気の圧力を減圧し，所定の流量で空気を供給するために使用する。 

系統構成は，緊急時対策建屋加圧ユニット(空気ボンベ)，配管・弁等で構成する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する主要弁の最高使用圧力は，主要弁(2146-W9201，

W9202)により減圧した空気の圧力を考慮し，接続配管の最高使用圧力と同じ0.97MPa

とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する主要弁の最高使用温度は，高圧ガス保安法に基

づき設定した通常の室内環境温度の上限40℃を上回る50℃とする。 

3. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する主要弁の個数は，空気ボンベから供給する空気

の圧力を減圧し，所定の流量で空気を供給するために必要な個数として1個設置し，予

備系列の1個を含め合計2個を設置する。 
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(5) 主配管
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名 称 

緊急時対策建屋加圧ユニット 空気ボンベ

ラック(2146-X7001，X7002，X7011～X7014，

X7021～X7026，X7031～X7036，X7041～X704

4，X7051～X7054，X7061～X7066，X7071～X

7075，X7081～X7085，X7091～X7095，X7101

～X7103，X7111～X7113，X7121～X7125，X7

131～X7135，X7141～X7143，X7151～X7153，

X7161～X7165，X7171～X7173) 

～ 

待機室(W0125) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 22.0，0.97 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm 27.2，48.6，60.5 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋加

圧ユニット 空気ボンベラックから待機室までをつなぐ配管であり，重大事故等時に緊

急時対策所に空気を供給するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

 1.1 最高使用圧力 22.0MPa 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，緊急時対策建屋加

圧ユニット(空気ボンベ)の設計圧力19.6MPaを上回る22.0MPaとする。 

 1.2 最高使用圧力 0.97MPa 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，主要弁(2146-W920

1，W9202)により減圧した空気の常用圧力 MPaを上回る0.97MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，高圧ガス保安法に基

づき設定した通常の室内環境温度の上限40℃を上回る50℃とする。 
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，標準流速を基に，27.2mm(20

A)，48.6mm(40A)及び60.5mm(50A)とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

27.2 5.5 20 0.000206    

48.6 7.1 40 0.000929    

48.6 3.0 40 0.00143    

60.5 3.5 50 0.00225    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C=π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2

  E=
D

3600∙C
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名 称 

待機室(W0125)排気口 

～ 

緊急時対策建屋排風機出口ダクト/緊急時

対策建屋加圧ユニット配管合流点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.01 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外    径 mm 216.3，114.3 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，待機室排気口か

ら緊急時対策建屋排風機出口ダクト/緊急時対策建屋加圧ユニット配管合流点までをつ

なぐ配管であり，重大事故等時に緊急時対策所から空気を排気するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

  重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，大気圧を上回る0.01

MPaとする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

  重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，高圧ガス保安法に基

づき設定した通常の室内環境温度の上限40℃を上回る50℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

  重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，標準流速を基に，216.3mm(20

0A)及び114.3mm(100A)とする。 

 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 

 

流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

114.3 6.0 100 0.00822    

216.3 7.0 200 0.0321    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

      C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2
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  E＝
D

3600∙C
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名 称 

建屋給気チャンバー室(W0320) 

～ 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

入口ダクト合流点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.004(外圧)，0.0075(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 1706.4×1706.4，1506.4×2206.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，建屋給気チャンバー室から緊急時対策建屋フィルタユニット入口ダクト合

流点までをつなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼす影響によ

り設計基準事故に対処するために必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下しな

いように設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，建屋給気チャンバ

ー室から緊急時対策建屋フィルタユニット入口ダクト合流点までをつなぐダクトであ

り，重大事故等時に緊急時対策所に給気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

 1.1 最高使用圧力 0.004MPa(外圧) 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.004MPa(外圧)とする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.004MPa(外圧)とする。 

 1.2 最高使用圧力 0.0075MPa(外圧) 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0075MPa(外圧)とする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0075MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

19 45210



(つづき) 

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1706.4×

1706.4及び1506.4×2206.4とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1706.4×1706.4及び1506.4×2206.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1706.4×1706.4 3.2 1700×1700 2.89    

1506.4×2206.4 3.2 1500×2200 3.30    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

入口ダクト合流点 

～ 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

(2146-F501～F506) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0075(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 1506.4×2206.4，906.4×906.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，緊急時対策建屋フィルタユニット入口ダクト合流点から緊急時対策建屋フ

ィルタユニットまでをつなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼ

す影響により設計基準事故に対処するために必要な指示を行う要員の対処能力が著し

く低下しないように設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋フ

ィルタユニット入口ダクト合流点から緊急時対策建屋フィルタユニットまでをつなぐ

ダクトであり，重大事故等時に緊急時対策所に給気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時にお

けるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0075MPa(外圧)とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ0.0075MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に選定し，15

06.4×2206.4及び906.4×906.4とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1506.4×2206.4及び906.4×906.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1506.4×2206.4 3.2 1500×2200 3.30    

906.4×906.4 3.2 900×900 0.810    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

(2146-F501～F506) 

～ 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

出口ダクト合流点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0075(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 
906.4×906.4，1806.4×1806.4， 

1506.4×2206.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，緊急時対策建屋フィルタユニットから緊急時対策建屋フィルタユニット出

口ダクト合流点までをつなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼ

す影響により設計基準事故に対処するために必要な指示を行う要員の対処能力が著し

く低下しないように設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋フ

ィルタユニットから緊急時対策建屋フィルタユニット出口ダクト合流点までをつなぐ

ダクトであり，重大事故等時に緊急時対策所に給気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時にお

けるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0075MPa(外圧)とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ0.0075MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，906.4×9

06.4，1806.4×1806.4及び1506.4×2206.4とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ906.4×906.4，1806.4×1806.4及び1506.4×2206.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

906.4×906.4 3.2 900×900 0.810    

1806.4×1806.4 3.2 1800×1800 3.24    

1506.4×2206.4 3.2 1500×2200 3.30    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

出口ダクト合流点 

～ 

緊急時対策建屋送風機(2146-K521～K524) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0075(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 
1806.4×1806.4，1506.4×2206.4， 

1306.4×1306.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，緊急時対策建屋フィルタユニット出口合流点から緊急時対策建屋送風機ま

でをつなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼす影響により設計

基準事故に対処するために必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下しないよう

に設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋フ

ィルタユニット出口合流点から緊急時対策建屋送風機までをつなぐダクトであり，重大

事故等時に緊急時対策所に給気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時にお

けるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0075MPa(外圧)とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ0.0075MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 
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(つづき) 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1806.4×

1806.4，1506.4×2206.4及び1306.4×1306.4とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1806.4×1806.4，1506.4×2206.4及び1306.4×1306.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1806.4×1806.4 3.2 1800×1800 3.24    

1506.4×2206.4 3.2 1500×2200 3.30    

1306.4×1306.4 3.2 1300×1300 1.69    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋送風機(2146-K521～K524) 

～ 

全社対策室(W0136)，対策本部室(W0147) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0075，0.0025，0.0015 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

1306.4×1306.4，1303.2×1303.2， 

1504.6×2204.6，703.2×1403.2， 

653.2×653.2，403.2，1504.6×1504.6， 

1103.2×1103.2，753.2×753.2 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，緊急時対策建屋送風機から全社対策室及び対策本部室までをつなぐダクト

であり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼす影響により設計基準事故に対処す

るために必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下しないように設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋送

風機から全社対策室及び対策本部室までをつなぐダクトであり，重大事故等時に各室に

給気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

 1.1 最高使用圧力 0.0075MPa 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0075MPaとする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0075MPaとする。 

 1.2 最高使用圧力 0.0025MPa 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0025MPaとする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0025MPaとする。 
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(つづき) 

1.3 最高使用圧力 0.0015MPa 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0015MPaとする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0015MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1306.4×

1306.4，1303.2×1303.2，1504.6×2204.6，703.2×1403.2，653.2×653.2，403.2，

1504.6×1504.6，1103.2×1103.2及び753.2×753.2とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1306.4×1306.4，1303.2×1303.2，1504.6×2204.6，703.2×140

3.2，653.2×653.2，403.2，1504.6×1504.6，1103.2×1103.2及び753.2×753.2とす

る。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1306.4×1306.4 3.2 1300×1300 1.69    

1303.2×1303.2 1.6 1300×1300 1.69    

1504.6×2204.6 2.3 1500×2200 3.30    

703.2×1403.2 1.6 700×1400 0.980    

653.2×653.2 1.6 650×650 0.423    

1504.6×1504.6 2.3 1500×1500 2.25    

1103.2×1103.2 1.6 1100×1100 1.21    

753.2×753.2 1.6 750×750 0.563    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000
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(つづき) 

  E＝
D

3600∙C

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

403.2 1.6 400 0.126    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

対策本部室(W0147) 

～ 

緊急時対策建屋排風機入口ダクト分岐点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0005(外圧)，0.0015(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 

753.2×753.2，803.2×803.2， 

903.2×903.2，1504.6×1504.6， 

1504.6×2004.6， 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，対策本部室から緊急時対策建屋排風機入口ダクト分岐点までをつなぐダク

トであり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼす影響により設計基準事故に対処

するために必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下しないように設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，対策本部室から緊

急時対策建屋排風機入口ダクト分岐点までをつなぐダクトであり，重大事故等時に対策

本部室から排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

 1.1 最高使用圧力 0.0005MPa(外圧) 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0005MPa(外圧)とする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0005MPa(外圧)とする。 

 1.2 最高使用圧力 0.0015MPa(外圧) 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0015MPa(外圧)とする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0015MPa(外圧)とする。 

30 45221



(つづき) 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，753.2×7

53.2，803.2×803.2，903.2×903.2，1504.6×1504.6及び1504.6×2004.6とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ753.2×753.2，803.2×803.2，903.2×903.2，1504.6×1504.6及

び1504.6×2004.6とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

753.2×753.2 1.6 750×750 0.563    

803.2×803.2 1.6 800×800 0.640    

903.2×903.2 1.6 900×900 0.810    

1504.6×1504.6 2.3 1500×1500 2.25    

1504.6×2004.6 2.3 1500×2000 3.00    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋排風機入口ダクト分岐点 

～ 

緊急時対策建屋排風機(2146-K531～K534) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0015(外圧)，0.004(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 
1504.6×2004.6，1506.4×2006.4， 

1506.4×2206.4，1306.4×1306.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，緊急時対策建屋排風機入口ダクト分岐点から緊急時対策建屋排風機までを

つなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼす影響により設計基準

事故に対処するために必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下しないように設

置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋排

風機入口ダクト分岐点から緊急時対策建屋排風機までをつなぐダクトであり，重大事故

等時に対策本部室から排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

 1.1 最高使用圧力 0.0015MPa(外圧) 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0015MPa(外圧)とする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0015MPa(外圧)とする。 

 1.2 最高使用圧力 0.004MPa(外圧) 

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.004MPa(外圧)とする。 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.004MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

32 45223



(つづき) 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1504.6×

2004.6，1506.4×2006.4，1506.4×2206.4及び1306.4×1306.4とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1504.6×2004.6，1506.4×2006.4，1506.4×2206.4及び1306.4×

1306.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1504.6×2004.6 2.3 1500×2000 3.00    

1506.4×2006.4 3.2 1500×2000 3.00    

1506.4×2206.4 3.2 1500×2200 3.30    

1306.4×1306.4 3.2 1300×1300 1.69    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋排風機(2146-K531～K534) 

～ 

緊急時対策建屋排風機出口ダクト/緊急時

対策建屋加圧ユニット配管合流点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.004 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 
1306.4×1306.4，1806.4×1806.4， 

1506.4×2206.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，緊急時対策建屋排風機から緊急時対策建屋排風機出口ダクト/緊急時対策

建屋加圧ユニット配管合流点までをつなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有

毒ガスが及ぼす影響により設計基準事故に対処するために必要な指示を行う要員の対

処能力が著しく低下しないように設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋排

風機から緊急時対策建屋排風機出口ダクト/緊急時対策建屋加圧ユニット配管合流点ま

でをつなぐダクトであり，重大事故等時に緊急時対策所から排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時にお

けるダクト内の運転静圧を考慮し，0.004MPaとする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ0.004MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1306.4×

1306.4，1806.4×1806.4及び1506.4×2206.4とする。 
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(つづき) 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1306.4×1306.4，1806.4×1806.4及び1506.4×2206.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1306.4×1306.4 3.2 1300×1300 1.69    

1806.4×1806.4 3.2 1800×1800 3.24    

1506.4×2206.4 3.2 1500×2200 3.30    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋排風機出口ダクト/緊急時

対策建屋加圧ユニット配管合流点 

～ 

建屋排気チャンバー室(W0334) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.004 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 1506.4×2206.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

本配管は，緊急時対策建屋排風機出口ダクト/緊急時対策建屋加圧ユニット配管合流

点から建屋排気チャンバー室までをつなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有

毒ガスが及ぼす影響により設計基準事故に対処するために必要な指示を行う要員の対

処能力が著しく低下しないように設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋排

風機出口ダクト/緊急時対策建屋加圧ユニット配管合流点から建屋排気チャンバー室ま

でをつなぐダクトであり，重大事故等時に緊急時対策所から排気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時にお

けるダクト内の運転静圧を考慮し，0.004MPaとする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ0.004MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1506.4×

2206.4とする。 
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(つづき) 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1506.4×2206.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1506.4×2206.4 3.2 1500×2200 3.30    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

緊急時対策建屋排風機入口ダクト分岐点 

～ 

緊急時対策建屋フィルタユニット入口ダク

ト合流点及び緊急時対策建屋フィルタユニ

ット出口ダクト合流点 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0015(外圧)，0.0075(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外    径 mm 
1504.6×2004.6，1303.2×1303.2， 

1306.4×1306.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設 

 本配管は，緊急時対策建屋排風機入口ダクト分岐点から緊急時対策建屋フィルタユニ

ット入口ダクト合流点及び緊急時対策建屋フィルタユニット出口ダクト合流点までを

つなぐダクトであり，設計基準対象の施設として有毒ガスが及ぼす影響により設計基準

事故に対処するために必要な指示を行う要員の対処能力が著しく低下しないように設

置する。 

 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する本配管は，緊急時対策建屋排

風機入口ダクト分岐点から緊急時対策建屋フィルタユニット入口ダクト合流点及び緊

急時対策建屋フィルタユニット出口ダクト合流点までをつなぐダクトであり，重大事故

等時に緊急時対策所内の空気を循環するために使用する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

 1.1 最高使用圧力 0.0015MPa(外圧) 

   重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0015MPa(外圧)とする。 

   設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0015MPa(外圧)とする。 

 

 1.2 最高使用圧力 0.0075MPa(外圧) 

   重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時に

おけるダクト内の運転静圧を考慮し，0.0075MPa(外圧)とする。 
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(つづき) 

設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等対処

設備として使用する場合と同じ0.0075MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度と同じ40℃とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等対処設

備として使用する場合と同じ40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1504.6×

2004.6，1303.2×1303.2及び1306.4×1306.4とする。 

  設計基準対象の施設として使用する本ダクトの外径は，重大事故等対処設備として

使用する場合と同じ1504.6×2004.6，1303.2×1303.2及び1306.4×1306.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1504.6×2004.6 2.3 1500×2000 3.00    

1303.2×1303.2 1.6 1300×1300 1.69    

1306.4×1306.4 3.2 1300×1300 1.69    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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(6) 計装/放管設備
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名  称 

対策本部室差圧計 

(2146-PDI-100-1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する対策本部室差圧計は，重大事故

等が発生した場合においても重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が緊急時

対策所にとどまることができるように使用する。 

系統構成は，対策本部室差圧計，配管・弁等で構成する。 

1. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する対策本部室差圧計は，緊急時対策所の対策本部室

が正圧を維持した状態であることを監視するために必要な個数として1個設置する。 
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名  称 

待機室差圧計 

(2146-PDI-101-1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

個   数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する待機室差圧計は，重大事故等が

発生した場合においても重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が緊急時対策

所にとどまることができるように使用する。 

  系統構成は，待機室差圧計，配管・弁等で構成する。 

1. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する待機室差圧計は，緊急時対策所の待機室が正圧を

維持した状態であることを監視するために必要な個数として1個設置する。 
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名  称 

監視制御盤 

(AZ-I-F001) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

個  数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象の施設

監視制御盤は，設計基準対象の施設として運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事

故時においても緊急時対策所の設備の監視操作機能を集約し，必要な設備を監視操作す

るために設置する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する監視制御盤は，重大事故等が

発生した場合においても緊急時対策所の設備の監視操作機能を集約し，必要な設備を監

視操作するために使用する。 

1. 個数の設定根拠

設計基準対象の施設として使用する緊急時対策建屋の監視制御盤は，運転時の異常

な過渡変化時又は設計基準事故時に緊急時対策所の設備を監視操作するために必要

な個数である1個設置する。 

  重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋の監視制御盤は，重大事故等時

に緊急時対策所の設備を監視操作するために必要な個数である1個とする。 
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名  称 

緊急時データ収集装置(DB)盤 

(AZ-I-C106，C206) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

個  数 － 2(予備 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

設計基準対象施設として使用する緊急時データ収集装置(DB)盤は，運転時の異常な過

渡変化時又は設計基準事故時においても設計基準事故の対処に必要なデータを集約す

るために使用する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する緊急時データ収集装置(DB)

盤は，重大事故等が発生した場合においても重大事故等の対処に必要なデータを集約す

るために設置する。 

1. 個数の設定根拠

設計基準対象施設として使用する緊急時データ収集装置(DB)盤は，運転時の異常な

過渡変化時又は設計基準事故時の対処に必要なデータを集約するために必要な個数

として各系列に1個とし，合計2個とする。 

  重大事故等対処設備として使用する緊急時データ収集装置(DB)盤は，重大事故等時

の対処に必要なデータを集約するために必要な個数として各系列に1個とし，合計2個

とする。 
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名  称 

データ表示装置 ERDS端末(DB) 

(AZ-PC-201，202) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

個  数 － 2(予備 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・設計基準対象施設

設計基準対象施設として使用するデータ表示装置ERDS端末(DB)は，運転時の異常な過

渡変化時又は設計基準事故時においても設計基準事故の対処に必要なデータを監視す

るために使用する。 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用するデータ表示装置ERDS端末(D

B)は，重大事故等が発生した場合においても重大事故等の対処に必要なデータを監視す

るために設置する。 

1. 個数の設定根拠

設計基準対象施設として使用するデータ表示装置ERDS端末(DB)は，設計基準事故時

の対処に必要なデータを監視するために必要な個数として各系列に1個とし，合計2個

とする。 

  重大事故等対処設備として使用するデータ表示装置ERDS端末(DB)は，重大事故等時

の対処に必要なデータを監視するために必要な個数として各系列に1個とし，合計2個

とする。 
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名  称 

緊急時データ収集装置(SA)盤 

(AZ-I-C102，C103，C202，C203) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

個  数 － 4(予備 2) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する緊急時データ収集装置(SA)

盤は，重大事故等が発生した場合においても重大事故等の対処に必要なデータを集約す

るために使用する。 

1. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する緊急時データ収集装置(SA)盤は，重大事故等時

の対処に必要なデータを集約するために必要な個数として各系列に2個とし，合計4個

とする。 
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名  称 

情報表示装置 ERDS端末(SA) 

(AZ-PC-101，102) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

個  数 － 2(予備 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋換気設備として使用する情報表示装置ERDS端末(SA)

は，重大事故等が発生した場合においても重大事故等の対処に必要な情報を監視するた

めに使用する。 

1. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する情報表示装置ERDS端末(SA)は，重大事故等時の

対処に必要な情報を監視するために必要な個数として各系列に1個とし，合計2個とす

る。 
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Ⅵ－１－１－３－５－３－４－３ 

緊急時対策建屋放射線計測設備 
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（1）発電機
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名  称 

可搬型発電機 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

容量(発電機) kVA/台 3.1 

出力(機関) kW/個 5.5 

容量(燃料タンク) L/個 10以上（15） 

最高使用圧力(燃料タンク) MPa 静水頭 

最高使用温度(燃料タンク) ℃ 40 

個 数 － 
3（予備として故障時及び待機所外

時のバックアップを 2台） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

  緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機は，可搬型線量率計，可搬型ダスト

モニタ及び可搬型データ伝送装置に必要な電力を確保するために設置する。

1. 容量の設定根拠

(1) 容量(発電機)

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機の容量及び機関の出力に関して

は，添付書類「Ⅵ-1-5-1-2 緊急時対策建屋の機能に関する説明書」にて説明する。 

(2) 容量(燃料タンク)

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機燃料タンクの容量は，可搬型発電

機運転時の燃料消費量を基に設定する。 

 軽油タンクローリーから補給された緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電

機近傍のドラム缶からの燃料補給時間が最長で約 6.5 時間後であることから，この

間の燃料消費量は以下のとおりとなる。 

Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝1.4×6.5＝9.1 

Ｖ：燃料消費量(L) 

Ｈ：燃料補給時間(h)＝10.7 

Ｃ：燃料消費率(l/h)＝1.4 

 以上により緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機燃料タンクの容量は，

燃料補給までの燃料消費量である 9.1Lを上回る容量として 10L/個以上とする。 

 なお，公称値については要求される容量 15L/個とする。 

2 45241



（つづき） 

2. 最高使用圧力の設定根拠

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機燃料タンクの最高使用圧力は，大気

開放タンクであることから静水頭とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機燃料タンクの最高使用温度は，屋外

で使用する可搬型設備であることから，外気の温度37℃を上回る40℃とする。 

4. 個数の設定根拠

可搬型発電機の保有数は、重大事故等対処設備として１台及び故障時又は点検保守

による待機除外時の予備として 2台の合計 3台を配備する。 
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（２）計装/放管設備
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名  称 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ

(再処理施設，MOX燃料加工施設

と共用) 

個 数 － 
2（予備として故障時のバックアップ

を 1台） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

アルファ・ベータ線用サーベイメータは，重大事故等が発生した場合においても

必要な指示を行う要員がとどまることができることを確認するため，緊急時対策所

内の線量率及び放射性物質濃度を把握できる設計とする。 

    アルファ・ベータ線用サーベイメータの計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-

5-1-2 緊急時対策建屋の機能に関する説明書」による。

(1) 個数の設定根拠

アルファ・ベータ線用サーベイメータの保有数は、重大事故等対処設備として 1台

及び故障時の予備として 1台の合計 2台を配備する。 
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名  称 

可搬型エリアモニタ 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

個   数 － 
2（予備として故障時のバックアップ

を 1台） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備 

  可搬型エリアモニタは，重大事故等が発生した場合においても必要な指示を行う要

員がとどまることができることを確認するため，緊急時対策所内の線量率及び放射性

物質濃度を把握できる設計とする。 

    可搬型エリアモニタの計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-5-1-2 緊急時対策

建屋の機能に関する説明書」による。  

 

(1) 個数の設定根拠 

可搬型エリアモニタの保有数は、重大事故等対処設備として 1台及び故障時の予備

として 1台の合計 2台を配備する。 
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名  称 

可搬型ダストモニタ 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

個 数 － 
2（予備として故障時のバックアップ

を 1台） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

  可搬型ダストモニタは，重大事故等が発生した場合においても必要な指示を行う要

員がとどまることができることを確認するため，緊急時対策所内の線量率及び放射性

物質濃度を把握できる設計とする。また、緊急時対策建屋周辺の線量を測定するとと

もに， 空気中の粒子状放射性物質を連続的に捕集及び測定できる設計とする。 

    可搬型ダストモニタの計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-5-1-2 緊急時対策

建屋の機能に関する説明書」による。 

(1) 個数の設定根拠

可搬型ダストモニタの保有数は、重大事故等対処設備として 1台及び故障時の予備

として 1台の合計 2台を配備する。 
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名  称 

可搬型線量率計 

(再処理施設，MOX燃料加工施設 

と共用) 

個 数 － 
2（予備として故障時のバックアップ

を 1台） 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

  可搬型線量率計は，重大事故等が発生した場合においても必要な指示を行う要員が

とどまることができることを確認するため，緊急時対策所内の線量率及び放射性物質

濃度を把握できる設計とする。また、緊急時対策建屋周辺の線量を測定するとともに， 

空気中の粒子状放射性物質を連続的に捕集及び測定できる設計とする。 

  可搬型線量率計の計測範囲等については，添付書類「Ⅵ-1-5-1-2 緊急時対策建屋

の機能に関する説明書」による。 

(1) 個数の設定根拠

可搬型線量率計の保有数は、重大事故等対処設備として 1台及び故障時の予備とし

て 1台の合計 2台を配備する。 
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Ⅵ－１－１－３－５－３－４－４ 

緊急時対策建屋電源設備 
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(1) 容器

1
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名  称 
重油貯槽 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容 量 m3/基 75以上(75) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

個 数 － 2(予備 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する重油貯槽は，重大事故等が発生

した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電力を供給す

る緊急時対策建屋用発電機の燃料油を貯蔵するために使用する。 

 系統構成は，重油貯槽，燃料油サービスタンク，燃料油移送ポンプ、緊急時対策建屋用

発電機，配管・弁等で構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する重油貯槽の容量は，緊急時対策建屋用発電機ディ

ーゼル機関定格出力での7日間連続運転及び12か月間の定期試験運転が可能な容量とす

る。 

V＝
V1＋V2

1000
＝

69048＋2466

1000
＝71.514m3 

V1＝Q×H1＝411×168＝69048L 

V1＝Q×H2×12＝411×
30

60
×12＝2466L 

V ：重油貯槽容量(m3) 

V1：連続運転必要容量(L) 

V2：定期試験運転必要容量(L) 

Q ：定格燃料消費量(L/h) ＝411 

H1：連続運転時間(h)   ＝168 

H2：定期試験運転時間(min)＝30 

以上より，重油貯槽の容量は，71.514m3を上回る75m3以上とする。 

公称値については要求される容量と同じ75m3とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する重油貯槽の最高使用圧力は，重油貯槽が大気開放

2
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(つづき) 

タンクであることから，静水頭とする。

3. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する重油貯槽の最高使用温度は，重油貯槽が大気開放

タンクであり，屋外設置の地下埋設タンクであることから，外気の温度＊を上回る40℃

とする。 

注記 ＊：外気の温度は，再処理事業指定申請書添付書類四に示す八戸特別地域気象  

  観測所における日最高気温である37.0℃とする。 

4. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する重油貯槽の個数は，緊急時対策建屋用発電機の連

続運転及び定期試験運転に必要な燃料油を貯蔵するために必要な個数として各系列に1

個とし，合計2個とする。 

3
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名  称 

燃料油サービスタンク 

(2146-V21，V23) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容 量 m3/個 0.65以上(0.65) 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 45 

個 数 － 2(予備 1) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する燃料油サービスタンクは，重大

事故等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に

電力を供給する緊急時対策建屋用発電機の連続運転に必要な燃料油を貯蔵し，供給するた

めに使用する。 

 系統構成は，燃料油サービスタンク，重油貯槽，燃料油移送ポンプ，緊急時対策建屋用

発電機、配管・弁等で構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油サービスタンクの容量は，緊急時対策建屋

用発電機ディーゼル機関定格出力で 分間の連続運転が可能な容量とする。 

  V＝Q×H=411× = L＝ m3 

  V：燃料油サービスタンク容量(m3) 

  Q：燃料使用量(L/h)＝411 

  H：連続運転時間(h)＝ min＝  

  以上より，燃料油サービスタンクの容量は m3を上回る0.65m3以上とする。 

  公称値については要求される容量と同じ0.65m3とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油サービスタンクの最高使用圧力は，燃料油

サービスタンクが大気開放タンクであることから，静水頭とする。

3. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油サービスタンクの最高使用温度は，重大故

等時における建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

4
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(つづき) 

4. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油サービスタンクの個数は，緊急時対策建屋

用発電機の連続運転に必要な燃料油を貯蔵し，供給するために必要な個数として各系列に

1個とし，合計2個とする。 

5
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(2) ポンプ
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名   称 

燃料油移送ポンプ 

(2146-P1111，P1112，P1211，P1212) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容 量 m3/h/個 以上( ) 

揚 程 m 9以上(9) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.5 

最 高 使 用 温 度 ℃ 45 

原 動 機 出 力 kw/個 1.5 

個 数 - 4(予備3) 

【設定値根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する燃料油移送ポンプは，緊急時

対策所の機能及び居住性の維持に必要な電力を供給する緊急時対策建屋用発電機へ燃料

油を移送するために使用する。 

 系統構成は，燃料油移送ポンプ，重油貯槽，燃料油サービスタンク，緊急時対策建屋用

発電機，配管・弁等で構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油移送ポンプの容量は，緊急時対策建屋用

発電機内燃機関での燃料消費率(411L/h)以上の容量かつ 分間程度で燃料油サービス

タンクを充てん可能な容量とする。

  V＝
V1
H
＝

0.65
＝ m3/h/個 

  V ：所要ポンプ容量(m3/h/個) 

  V1 ：燃料油サービスタンク容量(m3/個)＝0.65 

  H ：連続運転時間(h) ＝ min＝  

  以上より，燃料油移送ポンプの容量は m3/h/個以上とする。 

  公称値は，要求される容量と同じ m3/h/個とする。 

2. 揚程の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油移送ポンプの揚程は，燃料油移送ポンプ

から燃料油サービスタンクに燃料を移送するときの静水頭並びに配管及び弁類の圧損

を基に設定する。 

7
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(つづき) 

  ①取水源と移送先の圧力差(m)  ・・・

  ②静水頭(m)  ・・・

  ③機器圧損(m) ・・・

  ④配管及び弁類圧損(m) ・・・

  ⑤合計(m) ・・・

  以上より，燃料油移送ポンプの揚程は，⑤の合計以上とし， m以上とする。 

  公称値については，要求される揚程と同じ mとする。 

3. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油移送ポンプの最高使用圧力は，燃料油移

送ポンプの吐出圧力 MPaを上回る圧力0.5MPaとする。 

4. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油移送ポンプの最高使用温度は，重大事故

等時における建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

5. 原動機出力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油移送ポンプの原動機出力は，流量 m3/h

時の軸動力を基に設定する。燃料油移送ポンプの流量が L/min( m3/h)，全圧力が

通常の運転での吐出圧力 MPaに吸込圧力 MPaを加えた MPa，その時の同ポン

プの必要軸動力は，以下のとおり kWとなる。 

  L＝

Q
60

∙P

η
＝ 60

×
≒ kW 

  L ：必要軸動力(kW) 

  Q ：ポンプ流量(L/min)＝  

  P ：全圧力(MPa)   ＝  

  η ：ポンプ効率   ＝  

  以上より，燃料油移送ポンプの原動機出力は，必要軸動力 kWを上回る1.5kW/個と

する。 

6. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する燃料油移送ポンプの個数は，緊急時対策建屋用

8
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(つづき) 

発電機の連続運転に必要な燃料油を供給するために必要な個数として各系列に2個(予

備1個含む)とし，合計4個とする。 

9
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(3) ファン
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名  称 

第 1，2発電機室送風機 

(2146-K541，K542) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容   量 m3/h/個 以上( ) 

原動機出力 kW/個 132 

個   数 － 2(予備 1) 

【設定根拠】 

（概要） 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する発電機室送風機は，緊急時対策

所の機能及び居住性の維持に必要な電力を供給する緊急時対策建屋用発電機へ空気を送る

ために使用する。 

系統構成は，発電機送風機及びダクトで構成する。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する発電機室送風機は，緊急時対策建屋用発電機へエ

ンジンの燃焼に必要な空気量( m3/min)，ラジエータ冷却用空気量( m3/min)の空

気を送ることができる容量とする。 
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(つづき) 

2. 原動機出力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する発電機室送風機の原動機出力は，風量 m3/h

時の軸動力を基に設定する。 

  定格風量点における発電機室送風機の風量は m3/hであり，その時の同送風機の

必要軸動力は，以下のとおり kWとなる。 

  L＝
LＴ

ηＴ／100
＝

κ

κ－1
×

PＴ１×Q１

6×104
×

⎩
⎨

⎧
�
PＴ２

PＴ１

�

κ－1

κ
－1

⎭
⎬

⎫

ηＴ／100

  （引用文献：日本産業規格 JIS B 8330（2000）「送風機の試験及び検査方法」） 

  L  ：軸動力(kW) 

  LＴ ：全圧空気動力(kW) 

  κ ：比熱比    ＝1.40 

  Q１ ：吸い込み空気量（m3/min）  ＝ ／60 

  PＴ１：吸込口送風機絶対全圧（Pa[abs]）  ＝101300 

  PＴ２：吐出し口送風機絶対全圧（Pa[abs]） ＝  

  ηＴ ：全圧効率（設計値）  ＝  

  L＝

1.40

1.40－1
×

101300× � 60 �

6×104
×��101300�

1.40－1
1.40

－1�

／100

 ＝ kW 

  以上より，発電機室送風機の原動機出力は，必要軸動力 kWを上回る出力とし，132k

W/個とする。 

3. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する発電機室送風機の個数は，緊急時対策建屋用発電

機に空気を送るために必要な個数として各系列に1個とし，合計2個とする。 
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(4) 主配管
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名 称 

重油貯槽(9917-V11) 

～ 

燃料油移送ポンプ(2146-P1111，P1112) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.5，静水頭，0.097(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40，45 

外 径 mm 48.6，60.5 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，重油貯槽から燃

料油移送ポンプまでをつなぐ配管であり，燃料油サービスタンクに燃料油を移送する

ために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

 1.1 最高使用圧力 0.5MPa 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料油移送ポン

プの吐出圧力 MPaを上回る0.5MPaとする。 

 1.2 最高使用圧力 静水頭 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，大気開放タンクで

ある燃料油サービスタンクと同じ静水頭とする。 

 1.3 最高使用圧力 0.097MPa(外圧) 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料油移送ポンプ

の吸込圧力 MPa(外圧)を上回る0.097MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

 2.1 最高使用温度 40℃ 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，屋外設置の配管で

あることから，外気の温度＊1を上回る40℃とする。 

注記 ＊1：外気の温度は，再処理事業指定申請書添付四に示す八戸特別地域気象観測所

  における日最高気温である37.0℃とする。 
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(つづき) 

2.2 最高使用温度 45℃ 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，必要流量 m3/h を移送する

ため，標準流速を基に，48.6mm(40A)及び 60.5mm(50A)とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

48.6 5.1 40 0.00116    

60.5 3.9 50 0.00218    

60.5 5.5 50 0.00192    

注記 ＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

燃料油移送ポンプ(2146-P1111，P1112) 

～ 

燃料油サービスタンク(2146-V21) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.5 

最 高 使 用 温 度 ℃ 45 

外 径 mm 48.6 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，燃料油移送ポン

プから燃料油サービスタンクまでをつなぐ配管であり，燃料油サービスタンクに燃料

油を移送するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管合の最高使用圧力は，燃料油移送ポンプ

の吐出圧力0.3MPaを上回る0.5MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，重大事故等時におけ

る建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，必要流量 m3/h を移送する

ため，標準流速を基に，48.6mm(40A)とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

48.6 5.1 40 0.00116    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

燃料油サービスタンク(2146-V21) 

～ 

緊急時対策建屋用発電機(ディーゼル機

関)(2146-X31)，緊急時対策建屋用発電機

(発電機)(2146-X32) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 45 

外  径 mm 27.2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，燃料油サービス

タンクから緊急時対策建屋用発電機を接続する配管であり，緊急時対策建屋用発電機

に燃料油を移送するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料油サービスタ

ンクが大気開放タンクであることから，静水頭とする。

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，必要流量 411L/hを移送する

ため，標準流速を基に，27.2mm(20A)とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

27.2 3.9 20 0.000296    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2
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(つづき) 

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

重油貯槽(9917-V12) 

～ 

燃料油移送ポンプ(P1211，P1212) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.5，静水頭，0.097(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40，45 

外  径 mm 48.6，60.5 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，重油貯槽から燃

料油移送ポンプまでをつなぐ配管であり，燃料油サービスタンクに燃料油を移送する

ために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

 1.1 最高使用圧力 0.5MPa 

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料油移送ポン

プの吐出圧力 MPaを上回る0.5MPaとする。 

 1.2 最高使用圧力 静水頭 

  重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，大気開放タンク

である燃料油サービスタンクと同じ静水頭とする。 

 1.3 最高使用圧力 0.097MPa(外圧) 

  重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料油移送ポン

プの吸込圧 MPa(外圧)を上回る0.097MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

 2.1 最高使用温度 40℃ 

  重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，屋外設置の配管

であることから，外気の温度＊1を上回る40℃とする。 

注記 ＊1：外気の温度は，再処理事業指定申請書添付四に示す八戸特別地域気象観測

  所における日最高気温である37.0℃とする。 
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(つづき) 

2.2 最高使用温度 45℃ 

  重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，重大事故等時に

おける建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，必要流量 m3/hを移送する

ため，標準流速を基に，48.6mm(40A)及び 60.5mm(50A)とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

48.6 5.1 40 0.00116    

60.5 3.9 50 0.00218    

60.5 5.5 50 0.00192    

注記 ＊2：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

燃料油移送ポンプ(2146-P1211，P1212) 

～ 

燃料油サービスタンク(2146-V23) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.5 

最 高 使 用 温 度 ℃ 45 

外 径 mm 48.6 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，燃料油移送ポン

プから燃料油サービスタンクまでをつなぐ配管であり，燃料油サービスタンクに燃料

油を移送するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料油移送ポンプ

の吐出圧力 MPaを上回る0.5MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，必要流量 m3/hを移送する

ため，標準流速を基に，48.6mm(40A)とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

48.6 5.1 40 0.00116    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

燃料油サービスタンク(2146-V23) 

～ 

緊急時対策建屋用発電機(ディーゼル

機関)(2146-X33)，緊急時対策建屋用

発電機(発電機)(2146-X34) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共

用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 45 

外 径 mm 27.2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，燃料油サービス

タンクから緊急時対策建屋用発電機までをつなぐ配管であり，緊急時対策建屋用発電

機に燃料油を移送するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料油サービスタ

ンクが大気開放タンクであることから，静水頭とする。

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本配管の外径は，必要流量 411L/hを移送する

ため，標準流速を基に，27.2mm(20A)とする。 

外径 

A 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

27.2 3.9 20 0.000296    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

C＝π∙�
1

2
∙
(A-2∙B)

1000
�
2
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(つづき) 

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

発電機給気チャンバー室(W0403) 

～ 

第1発電機室送風機(2146-K541) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.004(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 45 

外 径 mm 
1406.4×1756.4，1556.4×1956.4， 

1756.4×1956.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，発電機給気チャン

バー室から第1発電機室送風機までをつなぐダクトであり，重大事故等時に第1発電機室

に給気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時にお

けるダクト内の運転静圧を考慮し，0.004MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1406.4×

1756.4，1556.4×1956.4及び1756.4×1956.4とする。 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1406.4×1756.4 3.2 1400×1750 2.450    

1556.4×1956.4 3.2 1550×1950 3.0225    

1756.4×1956.4 3.2 1750×1950 3.4125    
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(つづき) 

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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名 称 

発電機給気チャンバー室(W0403) 

～ 

第2発電機室送風機(2146-K542) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.004(外圧) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 45 

外 径 mm 

1106.4×2056.4，1106.4×2256.4， 

1406.4×1756.4，1556.4×2056.4， 

1756.4×2256.4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する本配管は，発電機給気チャン

バー室から第2発電機室送風機までをつなぐダクトであり，重大事故等時に第2発電機室

に給気するために使用する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用圧力は，重大事故等時にお

けるダクト内の運転静圧を考慮し，0.004MPa(外圧)とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの最高使用温度は，重大事故等時にお

ける建屋内の環境温度を上回る45℃とする。 

3. 外径の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する本ダクトの外径は，標準流速を基に，1106.4

×2056.4，1106.4×2256.4，1406.4×1756.4，1556.4×2056.4 及び 1756.4×2256.4

とする。 
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(つづき) 

外径 

A1×A2 

厚さ 

B 

呼び径 流路面積＊1 

C 

流量 

D 

流速＊1 

E 

標準流速 

(mm) (mm) (mm) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

1106.4×2056.4 3.2 1100×2050 2.255    

1106.4×2256.4 3.2 1100×2250 2.475    

1406.4×1756.4 3.2 1400×1750 2.450    

1556.4×2056.4 3.2 1550×2050 3.1775    

1756.4×2256.4 3.2 1750×2250 3.9375    

注記 ＊1：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。

  C＝
(A1-2∙B)

1000
∙
(A2-2∙B)

1000

  E＝
D

3600∙C
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(5) 発電機
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名   称 

緊急時対策建屋用発電機 A 

(2146-X31，X32) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

緊急時対策建屋用発電機 B 

(2146-X33，X34) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 kVA/個 1705 

発電機出力 kW/個 1364 

個   数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する緊急時対策建屋用発電機は，

重大事故等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設

備に電力を供給するために使用する。 

緊急時対策建屋用発電機は，重大事故等対処設備へ給電できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 緊急時対策建屋用発電機A 

  重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋用発電機Aの容量は，重大事故

等に対処するために必要な負荷容量を基に設計する。 

  緊急時対策建屋用発電機Aの負荷容量を表1に示す。 

表1 緊急時対策建屋用発電機Aの負荷容量 

負荷 容量(kW) 容量(kVA) 

緊急時対策建屋送風機A   

緊急時対策建屋送風機B   

第1発電機室送風機   

105V無停電電源装置N   

105V計測交流電源盤N1   

105V計測交流電源盤N2   

燃料油移送ポンプA-1   

燃料油移送ポンプA—2   

DGB始動用充電器盤   

緊急時対策建屋排風機A   
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(つづき) 

負荷 容量(kW) 容量(kVA) 

緊急時対策建屋排風機B   

その他の負荷   

合計   

  以上より，緊急時対策建屋用発電機Aの容量は， kWに対し十分な余裕を有する

1364kW/個とし，発電機出力は， kVAに対し十分な余裕を有する1705kVA/個とす

る。 

1.2 緊急時対策建屋用発電機B 

  重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋用発電機Bの容量は，重大事故

等に対処するために必要な負荷容量を基に設計する。 

  緊急時対策建屋用発電機Bの負荷容量を表2に示す。 

表2 緊急時対策建屋用発電機Bの負荷容量 

負荷 容量(kW) 容量(kVA) 

緊急時対策建屋送風機C   

緊急時対策建屋送風機D   

第2発電機室送風機   

105V無停電電源装置N   

105V計測交流電源盤N1   

105V計測交流電源盤N2   

燃料油移送ポンプB-1   

燃料油移送ポンプB—2   

DGA始動用充電器盤   

緊急時対策建屋排風機C   

緊急時対策建屋排風機D   

その他の負荷   

合計   

  以上より，緊急時対策建屋用発電機Bの容量は kWに対し，十分な余裕を有する

1364kW/個とし，発電機出力は kVAに対し，十分な余裕を有する1705kVA/個とす

る。 
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(つづき) 

2. 個数の設定根拠

  重大事故等対処設備として使用する緊急時対策建屋用発電機の個数は，重大事故

等時に緊急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列

1個とし，合計2個とする。 

31

45279



(6) 電源盤
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名  称 

6.9kVメタクラA 

(AZ-M/C-A) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

6.9kVメタクラB 

(AZ-M/C-B) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 A/個 1200 

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する6.9kVメタクラは，重大事故等

が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電力を

供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，緊急時対策建屋用発電機から

6.9kVメタクラ，動力用変圧器，460Vパワーセンタ及び460Vコントロールセンタを介して

低圧負荷へ電力を供給できる設計とする。 

 6.9kVメタクラの母線電圧は，下流に設置されている動力用変圧器一次電圧と同じ6600

Vとする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 6.9kVメタクラA 

  重大事故等対処設備として使用する6.9kVメタクラAの負荷容量を表1に示す。 

表1 6.9kVメタクラAの負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

動力用変圧器 A1   

動力用変圧器 A2  

その他の負荷  

合計  

  以上より，6.9kVメタクラAの負荷容量は kVAである。よって電流は以下のとお

り Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×6.6

 =  
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(つづき) 

  I:電流(A) 

  Q:メタクラAの負荷容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)         =6.6 

  したがって，6.9kVメタクラAの容量は， Aに対し十分な余裕を有する1200A/個と

する。 

1.2 6.9kVメタクラB 

  重大事故等対処設備として使用する6.9kVメタクラBの負荷容量を表2に示す。 

表2 6.9kVメタクラBの負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

動力用変圧器 B1   

動力用変圧器 B2   

その他の負荷  

合計  

  以上より，6.9kVメタクラBの負荷容量は kVAである。よって電流は以下のとお

り Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×6.6

=  

  I:電流(A) 

  Q:メタクラBの負荷容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)         =6.6 

  したがって，6.9kVメタクラBの容量は， Aに対し十分な余裕を有する1200A/個とす

る。 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する6.9kVメタクラの個数は，重大事故等時に緊急時

対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として2個とする。 
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名  称 

460VパワーセンタA1 

(AZ-P/C-A1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

460VパワーセンタA2 

(AZ-P/C-A2) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

460VパワーセンタB1 

(AZ-P/C-B1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

460VパワーセンタB2 

(AZ-P/C-B2) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 A/個 
1600＊1 

3000＊2 

個  数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故時に緊急時対策建屋電源設備として使用する460Vパワーセンタは，重大事故

等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電力

を供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，緊急時対策建屋用発電機から

6.9kVメタクラ，460Vパワーセンタ及び460Vコントロールセンタを介して低圧負荷へ電力

を供給できる設計とする。 

 460Vパワーセンタの母線電圧は，下流に設置されている低圧負荷の電圧に電圧降下を

考慮して440Vとする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 460VパワーセンタA1 

  重大事故等対処設備として使用する460VパワーセンタA1の負荷容量を表1に示す。 

表1 460VパワーセンタA1の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

460Vコントロールセンタ A1  

その他の負荷  

合計  
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(つづき) 

  以上より，460VパワーセンタA1の負荷容量は kVAである。よって電流は以下のと

おり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VパワーセンタA1の容量は Aに対し十分な余裕を有する1600A/個

とする。 

1.2 460VパワーセンタA2 

  重大事故等対処設備として使用する460VパワーセンタA2の負荷容量を表2に示す。 

表2 460VパワーセンタA2の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

460VコントロールセンタA2   

緊急時対策建屋送風機A   

緊急時対策建屋送風機B   

その他の負荷   

合計  

  以上より，460VパワーセンタA2の負荷容量は kVAである。よって電流は以下の

とおり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VパワーセンタA2の容量は， Aに対し十分な余裕を有する3000A/

個とする。 

1.3 460VパワーセンタB1 

  重大事故等対処設備として使用する460VパワーセンタB1の負荷容量を表3に示す。 
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(つづき) 

表3 460VパワーセンタB1の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

460VコントロールセンタB1   

その他の負荷  

合計  

  以上より， 460VパワーセンタB1の負荷容量は kVAである。よって電流は以下の

とおり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VパワーセンタB1の容量は， Aに対し十分な余裕を有する1600A/個

とする。 

1.4 460VパワーセンタB2 

  重大事故等対処設備として使用する460VパワーセンタB2の負荷容量を表4に示す。 

表4 460VパワーセンタB2の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

460VコントロールセンタB2    

緊急時対策建屋送風機C     

緊急時対策建屋送風機D     

その他の負荷  

合計  

  以上より，460VパワーセンタB2の負荷容量は kVAである。よって電流は以下の

とおり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 =  

I:電流(A) 

Q:必要容量(kVA) =  
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(つづき) 

V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VパワーセンタB2の容量は， Aに対し十分な余裕を有する3000A/

個とする。 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する460Vパワーセンタの個数は，重大事故等時に緊

急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列2個とし，合

計4個とする。 

注記 ＊1：AZ-P/C-A1及びB1を示す。 

＊2：AZ-P/C-A2及びB2を示す。 
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名  称 

460VコントロールセンタA1 

(AZ-MCC-A1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

460VコントロールセンタA2 

(AZ-MCC-A2) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

460VコントロールセンタB1 

(AZ-MCC-B1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

460VコントロールセンタB2 

(AZ-MCC-B2) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 A/個 800 

個  数 － 4 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する460Vコントロールセンタは，

重大事故等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設

備に電力を供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，緊急時対策建屋用発電機から

6.9kVメタクラ，460Vパワーセンタ及び460Vコントロールセンタを介して低圧負荷へ電力

を供給できる設計とする。 

 460Vコントロールセンタの母線電圧は，下流に設置されている低圧負荷の電圧に電圧

降下を考慮して440Vとする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 460VコントロールセンタA1 

  重大事故等対処設備として使用する460VコントロールセンタA1の負荷容量を表1に

示す。 

表1 460VコントロールセンタA1の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

110V充電器盤 A1   

105V無停電電源装置 N   

105V計測交流電源盤 N1   
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(つづき) 

 

負荷 容量(kVA) 

105V計測交流電源盤 N2   

その他の負荷   

合計  

 

  以上より，460VコントロールセンタA1の負荷容量は kVAである。よって電流は以

下のとおり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 

   =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VコントロールセンタA1の容量は， Aに対し十分な余裕を有する8

00A/個とする。 

 

1.2 460VコントロールセンタA2 

  重大事故等対処設備として使用する460VコントロールセンタA2の負荷容量を表2に

示す。 

表2 460VコントロールセンタA2の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

DGA始動用充電器盤    

緊急時対策建屋排風機A   

緊急時対策建屋排風機B   

その他の負荷  

合計  

 

  以上より，460VコントロールセンタA2の負荷容量は kVAである。よって電流は以

下のとおり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 

   =  
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(つづき) 

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VコントロールセンタA2の容量は， Aに対し十分な余裕を有する8

00A/個とする。 

1.3 460VコントロールセンタB1 

  重大事故等対処設備として使用する460VコントロールセンタB1の負荷容量を表3に

示す。 

表3 460VコントロールセンタB1の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

110V充電器盤 B1   

105V無停電電源装置 N   

105V計測交流電源盤 N1   

105V計測交流電源盤 N2   

その他の負荷   

合計  

  以上より，460VコントロールセンタB1の負荷容量は kVAである。よって電流は以

下のとおり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 =  

I:電流(A) 

Q:必要容量(kVA) =  

V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VコントロールセンタB1の容量は， Aに対し十分な余裕を有する8

00A/個とする。 

1.4 460VコントロールセンタB2 

  重大事故等対処設備として使用する460VコントロールセンタB2の負荷容量を表4に

示す。 
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表4 460VコントロールセンタB2の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

DGB始動用充電器盤    

緊急時対策建屋排風機C   

緊急時対策建屋排風機D   

その他の負荷  

合計  

  以上より，460VコントロールセンタB2の負荷容量は kVAである。よって電流は以

下のとおり Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.44

 =  

I:電流(A) 

Q:必要容量(kVA) =  

V:電圧(kV)    =0.44 

  したがって，460VコントロールセンタB2の容量は， Aに対し十分な余裕を有する8

00A/個とする。 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する460Vコントロールセンタの個数は，重大事故等

時に緊急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列2個

とし，合計4個とする。 
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名  称 

105V対策本部室分電盤 

(AZ-ACD-N13) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 A/個 250 

個  数 － 1 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する105V対策本部室分電盤は，重

大事故等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備

に電力を供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，緊急時対策建屋用発電機から

6.9kVメタクラ，460Vパワーセンタ，460Vコントロールセンタ，105V計測交流電源盤及び

105V対策本部室分電盤を介して低圧負荷へ電力を供給できる設計とする。 

 105V対策本部室分電盤の母線電圧は，下流に設置されている低圧負荷の電圧に電圧降

下を考慮して105Vとする。 

 

1. 容量の設定根拠 

  重大事故等対処設備として使用する105V対策本部室分電盤の負荷容量を表1に示す。 

表1 105V対策本部室分電盤の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

専用回線電話   

その他の負荷  

合計  

 

  以上より， 105V対策本部室分電盤の負荷容量は kVAである。よって電流は以

下の通り Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.1

 

   =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.1 

  したがって，105V対策本部室分電盤の容量は， Aに対し十分な余裕を有する250A/

個とする。 
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(つづき) 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する105V対策本部室分電盤の個数は，重大事故等時

に緊急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として1個とする。 
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(7) 無停電電源装置
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名  称 

105V無停電電源装置A1 

(AZ-UPS-A1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

105V無停電電源装置B1 

(AZ-UPS-B1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 kVA/個 30 

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する105V無停電電源装置は，重大

事故等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に

電力を供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，110V蓄電池及び105V無停電電

源装置を経由し，105V無停電分電盤へ接続することにより，無停電で低圧負荷に電力を供

給できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 105V無停電電源装置A1 

  重大事故等対処設備として使用する105V無停電電源装置A1の負荷容量を表1に示す。 

表1 105V無停電電源装置A1の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

105V無停電分電盤 A12  

その他の負荷   

合計  

  以上より，105V無停電電源装置A1の容量は， kVAに対し十分な余裕を有する30k

VA/個とする。 

1.2 105V無停電電源装置B1 

  重大事故等対処設備として使用する105V無停電電源装置B1の負荷容量を表2に示す。 
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(つづき) 

表2 105V無停電電源装置B1の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

105V無停電分電盤 B12  

その他の負荷  

合計  

  以上より，105V無停電電源装置B1の容量は， kVAに対し十分な余裕を有する30

kVA/個とする。 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する105V無停電電源装置の個数は，重大事故等時に

緊急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として2個とする。 
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名  称 

105V無停電分電盤A12 

(AZ-UPD-A12) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

105V無停電分電盤B12 

(AZ-UPD-B12) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 A/個 400 

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する105V無停電分電盤は，重大事

故等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電

力を供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，110V蓄電池及び105V無停電電

源装置を経由し，105V無停電分電盤へ接続することにより，無停電で低圧負荷に電力を供

給できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 105V無停電分電盤A12 

  重大事故等対処設備として使用する105V無停電分電盤A12の負荷容量を表1に示す。 

表1 105V無停電分電盤A12の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

監視制御盤(A系)   

緊急時データ収集装置(SA)盤 A1   

緊急時データ収集装置(SA)盤 A2   

情報表示装置 ERDS端末(SA)   

情報共有システム盤 A1   

情報共有システム盤 B1   

TV 会議システム盤(対策本部室)   

TV 会議システム盤(全社対策室)   

統合原子力防災ネットワーク用 IP-FAX   

その他の負荷   

合計  

  以上より，105V無停電分電盤A12の負荷容量は kVAである。よって電流は以下

のとおり Aである。 
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(つづき) 

  I=
Q

V
=

0.1
 

   =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.1 

  したがって，105V無停電分電盤A12の容量は， Aに対し十分な余裕を有する400A/個

とする。 

 

1.2 105V無停電分電盤B12 

  重大事故等対処設備として使用する105V無停電分電盤B12の負荷容量を表2に示す。 

表2 105V無停電分電盤B12の負荷容量 

負荷 容量(kVA) 

監視制御盤(B系)   

緊急時データ収集装置(SA)盤 B1   

緊急時データ収集装置(SA)盤 B2   

情報表示装置 ERDS端末(SA)   

情報共有システム盤 B1   

情報共有システム盤 A1   

TV 会議システム盤(対策本部室)   

TV 会議システム盤(全社対策室)   

統合原子力防災ネットワーク用 IP-FAX   

その他の負荷   

合計  

 

  以上より，105V無停電分電盤B12の負荷容量は kVAである。よって電流は以下

のとおり Aである。 

  I=
Q

V
=

0.1
 

   =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.1 

  したがって，105V無停電分電盤B12の容量は Aに対し十分な余裕を有する400A/個

とする。 
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(つづき) 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する105V無停電分電盤の個数は，重大事故等時に緊

急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列に1個とし，

合計2個とする。 
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(8) 電力貯蔵装置
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名  称 

110V充電器盤A1 

(AZ-CHG-A1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

110V充電器盤B1 

(AZ-CHG-B1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 A/個 400 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する110V充電器盤は，重大事故等

が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電力を

供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，110V蓄電池及び110V充電器盤

を介して低圧負荷へ電力を供給できる設計とする。 

 110V充電器盤の母線電圧は，下流に設置されている低圧負荷の電圧に電圧降下を考慮

して120.5Vとする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 110V充電器盤A1 

  重大事故等対処設備として使用する110V充電器盤A1の負荷電流を表1に示す。 

表1 110V充電器盤A1の負荷電流 

負荷 電流(A) 

105V無停電電源装置A1  

その他の負荷   

合計  

  以上より，緊急時対策建屋の110V充電器盤A1の容量は， Aに対し十分な余裕を

有する400A/個とする。 

1.2 110V充電器盤B1 

  重大事故等対処設備として使用する110V充電器盤B1の負荷電流を表2に示す。 
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(つづき) 

表2 110V充電器盤B1の負荷電流 

負荷 電流(A) 

105V無停電電源装置B1  

その他の負荷   

合計  

 

  以上より，110V充電器盤B1の容量は， Aに対し十分な余裕を有する400A/個とす

る。 

 

2. 個数の設定根拠 

  重大事故等対処設備として使用する110V充電器盤の個数は，重大事故等時に緊急時

対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列1個とし，合計2

個とする。 
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名  称 

110V蓄電池A1 

(AZ-BAT-A1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

110V蓄電池B1 

(AZ-BAT-B1) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 Ah 1000(10時間率) 

個  数 － 1(1組当たり54個) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用する110V蓄電池は，重大事故等が

発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電力を供

給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，110V蓄電池を使用し，重大

事故等に対処するために必要な電力の供給が緊急時対策建屋用発電機から開始されるま

での最大時間である120分にわたり，重大事故等の対応に必要な設備に直流電力の供給を

行うことが可能な設計とする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 110V蓄電池A1 

  重大事故等対処設備として使用する110V蓄電池A1の容量の算出に用いる負荷電流を

表1に示す。 

表1 110V蓄電池A1負荷電流 

  表1の負荷電流より下記の式を用いて必要容量を計算する。 

  Ct=
1

L
�K1I1+K2(I2-I1)+K3(I3-I2)+･･･Kn(In-In-1)�

  Ct:必要容量(Ah) 

  L :保守率  =0.8 

  Kn:容量換算時間(h) 

負荷 
負荷電流(A) 

0～1分 1～120分 

105V無停電電源装置A1   

緊急時対策建屋用発電機A制御盤   

緊急時対策建屋用発電機A制御盤(励磁機盤)   

合  計(A)   
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(つづき) 

  In:負荷電流(A) 

  サフィックス1，2，3･････，n：負荷電流の変化の順に付番する。 

  (参考文献:電池工業会規格「据置蓄電池の容量算出法」(SBA S 0601:2014)) 

緊急時対策建屋の110V蓄電池A1の必要容量は，以下のとおりである。 

CX=  

  C :1分間給電での必要容量(Ah) 

  L :保守率   =0.8 

  K1:容量換算時間(h)  =0.7 

  I1:負荷電流(A)   =  

CXX=

  C :120分間給電での必要容量(Ah) 

  L :保守率  =0.8 

  K1:容量換算時間(h)   =3.30 

  K2:容量換算時間(h)   =3.29 

  I1:負荷電流(A)    =  

  I2:負荷電流(A)    =  

  したがって，110V蓄電池A1の容量は， Ahを上回る1組当たり1000Ahとする。 

1.2 110V蓄電池B1 

  重大事故等対処設備として使用する110V蓄電池B1の容量の算出に用いる負荷電流を

表1に示す。 

表1 110V蓄電池B1負荷電流 

  表1の負荷電流より下記の式を用いて必要容量を計算する。 

  Ct=
1

L
�K1I1+K2(I2-I1)+K3(I3-I2)+･･･Kn(In-In-1)�

  Ct:必要容量(Ah) 

  L:保守率=0.8 

負荷 
負荷電流(A) 

0～1分 1～120分 

105V無停電電源装置B1   

緊急時対策建屋用発電機B制御盤   

緊急時対策建屋用発電機B制御盤(励磁機盤)   

合  計(A)   
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(つづき) 

  Kn:容量換算時間(h) 

  In:負荷電流(A) 

  サフィックス1，2，3･････，n：負荷電流の変化の順に付番する。 

  (参考文献:電池工業会規格「据置蓄電池の容量算出法」(SBA S 0601:2014)) 

  緊急時対策建屋の110V蓄電池B1の必要容量は，以下のとおりである。 

CX=  

  C :1分間給電での必要容量(Ah) 

  L :保守率   =0.8 

  K1:容量換算時間(h)  =0.7 

  I1:負荷電流(A)   =  

CXX=

  C :120分間給電での必要容量(Ah) 

  L :保守率  =0.8 

  K1:容量換算時間(h)   =3.30 

  K2:容量換算時間(h)   =3.29 

  I1:負荷電流(A)    =  

  I2:負荷電流(A)    =  

  したがって，110V蓄電池B1の容量は， Ahを上回る1組当たり1000Ahとする。 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用する110V蓄電池の個数は，重大事故等時に緊急時対

策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列1組(1組当たり54

個)とし，合計2組とする。 
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名  称 

DGA始動用充電器盤 

(AZ-CHG-DGA) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

DGB始動用充電器盤 

(AZ-CHG-DGB) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 A/個 100 

個  数 － 2 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備 

 重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用するDG始動用充電器盤は，重大事

故等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電

力を供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，DG始動用蓄電池及びDG始動用

充電器盤を介して緊急時対策建屋用発電機へ電力を供給できる設計とする。 

 DG始動用充電器盤の母線電圧は，下流に設置されているDG始動用蓄電池の電圧に電圧

降下を考慮して460Vとする。 

 

1. 容量の設定根拠 

1.1 DGA始動用充電器盤 

  重大事故等対処設備として使用するDGA始動用充電器盤の負荷容量を表1に示す。 

表1 DGA始動用充電器盤の負荷容量 

負荷 電流(kVA) 

DGA始動用蓄電池  

合計  

 

  以上より，DGA始動用充電器盤の負荷容量は kVAである。よって電流は以下のとお

り Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.46

 

   =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.46 
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(つづき) 

  したがって，DGA始動用充電器盤の容量は， Aに対し十分な余裕を有する100A/個と

する。 

 

1.2 DGB始動用充電器盤 

  重大事故等対処設備として使用するDGB始動用充電器盤の負荷電流を表2に示す。 

表2 DGB始動用充電器盤の負荷容量 

負荷 電流(kVA) 

DGB始動用蓄電池  

合計  

 

  以上より，DGB始動用充電器盤の負荷容量は kVAである。よって電流は以下のとお

り Aである。 

  I=
Q

√3×V
=
√3×0.46

 

   =  

  I:電流(A) 

  Q:必要容量(kVA) =  

  V:電圧(kV)    =0.46 

  したがって，DGB始動用充電器盤の容量は Aに対し十分な余裕を有する100A/個とす

る。 

 

2. 個数の設定根拠 

  重大事故等対処設備として使用するDG始動用充電器盤の個数は，重大事故等時に緊

急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列1個とし，合

計2個とする。 
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名  称 

DGA始動用蓄電池 

(AZ-BAT-DGA) 

(再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

DGB始動用蓄電池 

(AZ-BAT-DGB) (再処理施設，MOX燃料加工施設と共用) 

容  量 Ah 1000 

個  数 － 2(1組当たり12個) 

【設定根拠】 

(概要) 

・重大事故等対処設備

重大事故等時に緊急時対策建屋電源設備として使用するDG始動用蓄電池は，重大事故

等が発生した場合においても緊急時対策所の機能及び居住性の維持に必要な設備に電

力を供給するために使用する。 

 系統構成は，常用電源設備からの受電が喪失した場合に，DG始動用蓄電池を使用し，

重大事故等に対処するために必要な電力を供給するための緊急時対策建屋用発電機の

自動始動が3回可能な電力の供給を行うことが可能な設計とする。 

1. 容量の設定根拠

1.1 DGA始動用蓄電池 

  重大事故等対処設備として使用するDGA始動用蓄電池の容量の算出に用いる負荷電

流を表1に示す。 

表1 DGA始動用蓄電池負荷電流 

負荷名称 

負荷電流(A) 

と運転時間(sec) 

0～60 

sec 

60～75 

sec 

緊急時対策建屋用発電機スタータモータ   

表1の負荷電流より下記の式を用いて必要容量を計算する。 

  Ct=
1

L
{K1I1+K2(I2-I1)}

=  

C:蓄電池容量(Ah) 

I:放電電流(A)  =  

L:保守率    =  

I1:I/2(A)   =  
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(つづき) 

K1:容量換算時間(h) =  

K2:容量換算時間(h) =  

なお、緊急時対策建屋用発電機の自動始動が3回可能な容量を算出するため，負荷

電流を図1のように換算して評価する。 

図1 DGA始動用蓄電池 

したがって， DGA始動用蓄電池の容量は， Ahを上回る1組当たり1000Ahとす

る。 

1.2 DGB始動用蓄電池 

  重大事故等対処設備として使用するDGB始動用蓄電池の容量の算出に用いる負荷電

流を表2に示す。 

表2 DGB始動用蓄電池負荷電流 

負荷名称 

負荷電流(A) 

と運転時間(sec) 

0～60 

sec 

60～75 

sec 

緊急時対策建屋用発電機スタータモータ   
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(つづき) 

表2の負荷電流より下記の式を用いて必要容量を計算する。 

  Ct=
1

L
{K1I1+K2(I2-I1)}

=  

C:蓄電池容量(Ah) 

I:放電電流(A)  =  

L:保守率    =  

I1:I/2(A)   =  

K1:容量換算時間(h) =  

K2:容量換算時間(h) =  

なお、緊急時対策建屋用発電機の自動始動が3回可能な容量を算出するため，負荷

電流を図2のように換算して評価する。 

図2 DGB始動用蓄電池 

したがって，DGB始動用蓄電池の容量は， Ahを上回る1組当たり1000Ahとする。 
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(つづき) 

2. 個数の設定根拠

重大事故等対処設備として使用するDG始動用蓄電池の個数は，重大事故等時に緊

急時対策所の必要な設備に電力を供給するために必要な個数として各系列1組(1組当

たり12個)とし，合計2組とする。 
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1. 目的 

本資料は，蒸発乾固における崩壊熱除去の凝縮器の除熱計算に関する計算式等をまと

めたものである。 
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2. 評価方法 

凝縮器の伝熱計算は，蒸気以外に水素及び水素掃気空気（非凝縮性ガス）が含まれるこ

とから，非凝縮性ガスを含む蒸気（以降，混合ガスと呼ぶ）の凝縮として計算する。 

混合ガスは，凝縮器入口から出口に進むにつれて，蒸気の凝縮がおこり熱量が減少する。

また，混合ガスの蒸気と非凝縮性ガスの分圧が変化し，物性及び伝熱係数も変化する。そ

のため，伝熱計算においては，混合ガスの温度で計算区間を区分する。 

混合ガスの凝縮伝熱では，混合ガス中の蒸気が凝縮し伝熱管の表面が凝縮水で濡れ，伝

熱管表面の凝縮水は非凝縮性ガスの境膜で囲まれ，混合ガス中の蒸気はガス境膜を通っ

て凝縮水境膜表面で凝縮する。伝熱計算モデルを第 2-1 図に示す。 

 

第 2-1 図 冷却ジャケットの場合の冷却水流量 Wの評価フローの一例 
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各区間における伝熱計算は，混合ガスから凝縮水表面への単位面積当たりの伝熱量ΔQ

と，凝縮水表面から冷却水への単位面積当たりの伝熱量ΔQ’の熱収支から凝縮水表面温

度 Tcf を定めて各区間の総括熱伝達係数ΔU を求める。 

 

∆Q ൌ ∆Qᇱ ൌ ℎ൫𝑇 െ 𝑡௪൯ 

∆Q ൌ ∆Qᇱ ൌ ∆𝑈൫𝑇 െ 𝑡௪൯ 

 

各区間の必要伝熱面積ΔAreq は，各区間の熱交換量ΔQ と，区間入口/出口の総括伝熱

係数の対数平均の値から，次式で算出する。 

 

∆A ൌ
∆Q

ൣ∆𝑈൫𝑇 െ 𝑡௪൯൧௩
 

 

各区間の必要伝熱面積ΔAreqを積算し温度補正係数 Ftを除した必要伝熱面積 Areq を

算出し，凝縮器の実際の伝熱面積 Aact の方が大きいことを確認する。 

 

Σ∆A/𝐹௧  ൏   A௧ 
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2.1 混合ガスの組成，温度及び圧力 

胴側を流れる流体は，水蒸気と非凝縮性ガスの混合ガスとする。 

混合ガスの流量は，水蒸気，水素掃気量及び水素発生量の流量を足し合わせた値と

する。水素掃気と水素は非凝縮性ガスとし，非凝縮性ガスの流量は凝縮器の全計算区

間で一定とする。物性値について，水蒸気は水の値，非凝縮性ガスは空気の値とす

る。混合ガスの温度は，凝縮器入口で100℃，凝縮器出口で50℃とする。混合ガスの

圧力（全圧）は，凝縮器の全計算区間で一定とする。 

 

2.2 混合ガスの流量 

混合ガスの圧力を飽和蒸気圧と非凝縮性ガスの分圧の和で，大気圧に対して加圧し

た圧力で一定として計算する。混合ガスの設計流量から，凝縮器入口における水蒸気

と非凝縮性ガスのモル流量を算出する。 

 

水蒸気のモル流量    ： 𝑛௩ ൌ
𝑊௩

𝑀ுଶை
 

非凝縮性ガスのモル流量 ： 𝑛 ൌ
𝑊
𝑀空気

  

水蒸気の分圧は，混合ガス温度における飽和蒸気圧とする。凝縮器入口における非

凝縮性ガスの分圧は次式により算出する。 

 

         水蒸気の分圧           ：P௩ ൌ P飽和蒸気圧 

         非凝縮性ガスの分圧൫凝縮器入口൯  ：P ൌ P୴ ൈ
𝑛
𝑛௩

 

         混合ガスの全圧          ： P全圧 ൌ P୴  P 

 

凝縮器入口以降は，水蒸気の分圧は混合ガス温度Tgにおける飽和蒸気圧に等しいと

し，非凝縮性ガスの分圧は次式により算出する。算出に用いる各種パラメータを第2.

2-1表に示す。 

 

         非凝縮性ガスの分圧 ： P ൌ P全圧 െ  P௩ ൌ P全圧 െ  𝑃飽和蒸気圧 

 

水蒸気の流量は，次式により算出する。 

         水蒸気のモル流量  ： 𝑛௩ ൌ 𝑛 ൈ
P௩
P

  ，𝑃௩ ൌ 𝑃飽和蒸気圧 

         水蒸気の質量流量  ： 𝑊௩ ൌ 𝑀ுଶை ൈ 𝑛௩ 

 

  

45316



 
 

5 

第2.2-1表 水蒸気の算出に用いる各種パラメータ 

P௩ [kPa] 水蒸気の分圧 

P [kPa] 非凝縮性ガスの分圧 

P全圧 [kPa] 混合ガスの全圧 

P飽和蒸気圧 [kPa] 混合ガス温度Tgにおける飽和蒸気圧 

𝑛௩ [kmol/h] 水蒸気のモル流量 

𝑛 [kmol/h] 非凝縮性ガスのモル流量 

𝑀ுଶை － 水蒸気の分子量（=18.02） 

𝑀空気 － 非凝縮性ガスの分子量（=28.97） 

𝑉௩ [Nm3/h] 水蒸気の体積流量 

𝑊௩ [kg/h] 水蒸気の質量流量 

𝑉 [Nm3/h] 非凝縮性ガスの体積流量 

𝑊 [kg/h] 非凝縮性ガスの質量流量 
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2.3 混合ガスの熱量 

凝縮器の設計条件（入口温度100℃，出口温度50℃）に対し，伝熱計算の温度区分

を設定する（区分点数及び温度は各建屋で任意とする）。各区間入口における混合ガ

スの熱量は，以下のとおり算出する。算出に用いる各種パラメータを第2.3-1表に示

す。 

 

(凝縮水が次区間へ流入する場合) 

        Q ൌ ℎ" ൈ𝑊௩  𝐶 ൈ  𝑊 ൈ 𝑇  ℎ′ ൈ𝑊   

 

(凝縮水が次区間へ流入しない場合) 

        Q ൌ ℎ" ൈ𝑊௩  𝐶 ൈ  𝑊 ൈ 𝑇 

 

第2.3-1表 混合ガスの熱量算出に用いる各種パラメータ 

Q [W] 各区間入口における混合ガスの熱量 

𝑊௩ [kg/h] 水蒸気の質量流量 

𝑊 [kg/h] 非凝縮性ガスの質量流量 

𝑊 [kg/h] 凝縮水の質量流量 

ℎ" [J/kg] 混合ガス温度での飽和蒸気の比エンタルピ 

ℎ′ [J/kg] 混合ガス温度での飽和凝縮水の比エンタルピ 

𝐶 [J/kgK] 混合ガス温度での非凝縮性ガスの比熱 

𝑇 [℃] 混合ガスの温度 

 

 

各計算区間における熱交換量は，以下のとおり算出する。 

 

(凝縮水が次区間へ流入する場合) 

∆Q ൌ Q െ Qାଵ 

 

(凝縮水が次区間へ流入しない場合) 

∆Q ൌ Q െ Qାଵ െ ℎ′ ൈ𝑊 
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2.4 冷却水流量 

冷却水温度は，凝縮器入口温度を29℃とし，出口温度は55℃未満（各建屋で任意）

で設定する。冷却水の流量W௪は，次式により算出する。算出に用いる各種パラメー

タを第2.4-1表に示す。 

 

 W௪ ൌ
∑∆Q

𝐶௪ ൈ ቀt௪出口 െ t௪入口ቁ
 

 

各区間における冷却水温度は，次式により算出する。 

 

t௪ሺሻ ൌ t௪ሺାଵሻ 
∆Q

𝐶௪ ൈ W௪
 

 

第2.4-1表 冷却水流量算出に用いる各種パラメータ 

∑∆Qi [W] 凝縮器の全熱交換量 

∆Qi [W] 計算区間の熱交換量 

𝑊௪ [kg/h] 冷却水の質量流量 

t௪入口 [℃] 凝縮器の入口冷却水温度 

t௪出口 [℃] 凝縮器の出口冷却水温度 

t௪ሺሻ [℃] 計算区間の出口冷却水温度 

t௪ሺାଵሻ [℃] 計算区間の入口冷却水温度 
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2.5 伝熱量 

凝縮水表面から冷却水への単位面積当たりの伝熱量∆Qᇱは次式となる。算出に用い

る各種パラメータを第2.5-1表に示す。 

 

∆Q′ ൌ ℎ൫𝑇 െ 𝑡௪൯ ∙ ∆𝐴 

 

第2.5-1表 凝縮水表面から冷却水への伝熱量算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 混合ガスの境膜伝熱係数以外の複合伝熱係数 

𝑇 [℃] 凝縮水の表面温度 

𝑡௪ [℃] 冷却水温度 

 

混合ガスから凝縮水表面への単位面積当たりの伝熱量∆Qは次式となる。算出に用い

る各種パラメータを第2.5-2表に示す。 

 

∆Q ൌ ℎ൫𝑇 െ 𝑇൯ ∙ ∆𝐴  𝐾ீ ∙ 𝑀௩ ∙ 𝜆௩ ∙ ቆ
𝑝௩ െ 𝑝
𝑝

ቇ ∙ ∆𝐴 

 

第2.5-2表 混合ガスから凝縮水表面への伝熱量算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 混合ガスの境膜の複合伝熱係数 

𝑇 [℃] 混合ガスの温度 

𝑇 [℃] 凝縮水の表面温度 

𝐾ீ ‐ 物質移動係数 

𝑀௩ ‐ 蒸気の分子量 

𝜆௩ [J/kg] 蒸気の蒸発潜熱 

𝑝௩ [kPa] 混合ガス中の水蒸気の分圧 

𝑝 [kPa] 凝縮水表面における水蒸気の分圧 

𝑝 [kPa] 

非凝縮性ガス分圧の対数平均 

⎝

⎜
⎛
ൌ
൫𝑃 െ 𝑝൯ െ ሺ𝑃 െ 𝑝௩ሻ

ln
൫𝑃 െ 𝑝൯
ሺ𝑃 െ 𝑝௩ሻ ⎠

⎟
⎞
 

𝑃 [kPa] 混合ガスの全圧 

 

上式において，凝縮水の表面温度𝑇を仮定し，熱収支から∆Q ൌ ∆Qᇱとなるように

𝑇を変化させ繰り返し計算する。 
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2.6 混合ガスの境膜伝熱係数以外の複合伝熱係数 

(1) 平滑管の場合 

平滑管の場合の境膜伝熱係数ℎは，次式で求める。算出に用いる各種パラメー

タを第2.6-1表に示す。 

 

1
ℎ

ൌ
1
ℎ

𝐷
𝐷


1
ℎ

𝑡௦
𝑘௪

𝐷
𝐷

 𝑟
𝐷
𝐷

 𝑟 

 

第2.6-1表 平滑管の境膜伝熱係数算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 混合ガスの境膜伝熱係数以外の複合伝熱係数 

ℎ [W/m2K] 冷却水の境膜伝熱係数 

ℎ [W/m2K] 凝縮水の境膜伝熱係数 

𝑟 [m2K/W] 管内の汚れ係数 

𝑟 [m2K/W] 管外の汚れ係数 

𝐷 [m] 管の内径 

𝐷 [m] 管の外径 

𝐷 [m] 管の内径/外形の平均 

𝑘௪ [W/mK] 管の熱伝導度（管壁温度） 

𝑡௦ [m] 管の厚み 
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(2) ローフィンチューブの場合 

ローフィンチューブの場合の複合伝熱係数ℎは，次式で求める。算出に用いる

各種パラメータを第2.6-2表に示す。 

 

1
ℎ

ൌ
1
ℎ

𝐴
𝐴


1
ℎ

𝑡௦
𝑘௪

𝐴
𝐴

 𝑟
𝐴
𝐴

 𝑟  𝑟 

 

第2.6-2表 ローフィンチューブの複合伝熱係数算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 混合ガスの境膜伝熱係数以外の複合伝熱係数 

ℎ [W/m2K] 冷却水の境膜伝熱係数 

ℎ [W/m2K] 凝縮水の境膜伝熱係数 

𝑟 [m2K/W] 管内の汚れ係数 

𝑟 [m2K/W] 管外の汚れ係数 

𝑟 [m2K/W] フィン抵抗 

𝐴 [m2/m] 管内表面積 

𝐴 [m2/m] 管外表面積 

𝐴 [m2/m] 管の対数平均面積 

𝑘௪
* [W/mK] 管(金属)の熱伝導度（管壁温度） 

𝑡௦ [m] 管の厚み 

注記 ＊：管壁温度における管の熱伝導度𝑘௪は，300Kでの物性値とする。（参考文献「伝

熱工学資料」から，オーステナイト系ステンレス鋼の熱伝導率として16.0W/m/K（≒13.7k

cal/m/h/℃）とする。） 
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2.7 冷却水の伝熱係数 

冷却水の伝熱係数ℎは，次式から求める。ここで， 
ఓ್
ఓೢ

ൌ 1 とする。算出に用いる

各種パラメータを第2.7-1表に示す。 

 

 Re=2,320~100,000，L/Di≧1の場合 

 
ℎ ∙ 𝐷
𝑘

ൌ 0.116 ∙ ൬
𝐷 ∙ 𝐺
𝜇

൰


ଶ
ଷ
െ 125 ∙ ቀ

𝑐 ∙ 𝜇
𝑘
ቁ


ଵ
ଷ
∙ 1  ൬

𝐷
𝐿
൰

ଶ
ଷ
 ∙ ൬

𝜇
𝜇௪
൰

.ଵସ

 

  

 Re>10,000，L/Di≧60の場合 

ℎ ∙ 𝐷
𝑘

ൌ 0.023 ∙ ൬
𝐷 ∙ 𝐺
𝜇

൰


.଼

∙ ቀ
𝑐 ∙ 𝜇
𝑘
ቁ


ଵ
ଷ
∙ ൬
𝜇
𝜇௪
൰
.ଵସ

 

 

第2.7-1表 管内の伝熱係数算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 冷却水の境膜伝熱係数 

𝐷 [m] 管の内径 

𝐺 [kg/m2h] 管内質量速度 

𝑘 [W/mK] 
冷却水の熱伝導度 

（計算区間での入口/出口の平均温度） 

𝑐 [J/kgK] 
冷却水の比熱 

（計算区間での入口/出口の平均温度） 

𝜇 [kg/ms] 
冷却水の粘度 

（計算区間での入口/出口の平均温度） 

𝜇௪ [kg/ms] 冷却水の粘度（管壁温度） 

𝐿 [m] 伝熱管の長さ（全長） 

 

ここで，レイノルズ数𝑅𝑒と管内質量速度𝐺は，次式から求める。算出に用いる各種

パラメータを第2.7-2表に示す。 

 

𝑅𝑒 ൌ
𝐷・𝐺
𝜇

 

𝐺 ൌ 𝑊/𝑎 
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第2.7-2表 レイノルズ数𝑅𝑒と管内質量速度𝐺算出に用いる各種パラメータ* 

𝑅𝑒 ‐ 管内のレイノルズ数 

𝐷 [m] 管の内径 

𝜇 [kg/ms] 
冷却水の粘度 

（計算区間での入口/出口の平均温度） 

𝐺 [kg/m2h] 管内質量速度 

𝑊 [kg/h] 冷却水流量 

𝑎 [m2] 管内の流路断面積 

注記 ＊：冷却水の物性値は，計算区間における冷却水の入口/出口の平均値の値とす

る。 

  

45324
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2.8 凝縮水の境膜伝熱係数 

(1) 平滑管の場合 

垂直管の場合，平滑管の凝縮水の伝熱係数ℎは，次式から求める。 

 

ℎ ൌ 1.88 ∙ ቆ
𝑘

ଷ ∙ 𝜌ଶ ∙ 𝑔
𝜇ଶ

ቇ

ଵ/ଷ

∙ ቆ
4𝛤
𝜇
ቇ
ିଵଷ

 ただし，
4𝛤
𝜇

 2100 

𝛤 ൌ
𝑊

𝜋 ∙ 𝐷 ∙ 𝑁
 

 

水平管の場合，平滑管の凝縮水の伝熱係数ℎは，次式から求める。 

ℎ ൌ 1.51 ∙ ቆ
𝑘

ଷ ∙ 𝜌ଶ ∙ 𝑔
𝜇ଶ

ቇ

ଵ/ଷ

∙ ቆ
4𝛤
𝜇
ቇ
ିଵଷ

   ただし，
4𝛤
𝜇

 2100 

𝛤 ൌ
𝑊

𝐿 ∙ 𝑛௦
 

 

管の相当本数𝑛௦は，管配列により次式から求める 

                 𝑛௦ ൌ 1.370 ∙ 𝑁.ହଵ଼   4角配置錯列 

                 𝑛௦ ൌ 1.288 ∙ 𝑁.ସ଼   4角配置直列 

                 𝑛௦ ൌ 2.080 ∙ 𝑁.ସଽହ   3角配置錯列 

                 𝑛௦ ൌ 1.022 ∙ 𝑁.ହଵଽ   3角配置直列 

 

算出に用いる各種パラメータを第2.8-1表に示す。 

  

45325
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第2.8-1表 凝縮水の伝熱係数算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 凝縮水の境膜伝熱係数 

𝑘
*1 [W/mK] 凝縮水の熱伝導度 

𝜌
*1 [kg/m3] 凝縮水の密度 

𝜇
*1 [kg/ms] 凝縮水の粘度 

𝑔 [m/h2] 重力加速度（=9.80665×3600 m/hr2） 

𝐷 [m] 管の外径 

𝛤*2 ‐ 凝縮負荷 

𝑊 [kg/h] 凝縮水量（凝縮水全量） 

𝐿 [m] 伝熱管長 

𝑛௦ [本] 伝熱管の相当本数 

𝑁 [本] 伝熱管の本数 

注記 ＊1：凝縮水の物性値は，凝縮水表面温度𝑇の値とする。 

＊2：凝縮負荷𝛤の計算で，凝縮量𝑊は凝縮水全量と伝熱管は全長𝐿とし，各計算区

間で一定とする。 

  

45326
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 (2) ローフィンの場合 

ローフィン管の凝縮水の境膜伝熱係数ℎは，次式から求める。 

ℎ ൌ 0.616 ∙ ቆ
𝑘

ଷ ∙ 𝜌ଶ ∙ 𝑔
𝜇ଶ

ቇ

ଵ/ଷ

∙ ቆ
𝐴
𝐷

ቇ
ଵ/ଷ

∙ ቆ
𝛤
𝜇
ቇ
ିଵ/ଷ

 

𝛤 ൌ
𝑊

𝐿 ∙ 𝑛௦
 

 

ローフィン管の凝縮伝熱に関する相当径𝐷は，次式から求める。 

ቆ
1
𝐷

ቇ ൌ
0.943
0.725

∙ 𝐸 ∙
𝐴
𝐴

∙ ቆ
𝐷
𝑎
ቇ
ଵ/ସ


𝐴
𝐴

∙ ൬
1
𝐷
൰
ଵ/ସ

 

 

ここで，管の相当本数𝑛௦は，管配列により次式から求める。 

             𝑛௦ ൌ 1.370 ∙ 𝑁.ହଵ଼   4角配置錯列 

𝑛௦ ൌ 1.288 ∙ 𝑁.ସ଼   4角配置直列 

                        𝑛௦ ൌ 2.080 ∙ 𝑁.ସଽହ   3角配置錯列 

                        𝑛௦ ൌ 1.022 ∙ 𝑁.ହଵଽ   3角配置直列 

 

算出に用いる各種パラメータを第2.8-2表に示す。 

  

45327
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第2.8-2表 凝縮水の伝熱係数算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 凝縮水の境膜伝熱係数 

𝑘
*1 [W/mK] 凝縮水の熱伝導度 

𝜌
*1 [kg/m3] 凝縮水の密度 

𝜇
*1 [kg/ms] 凝縮水の粘度 

𝑔 [m/h2] 重力加速度（=9.80665×3600 m/hr2） 

𝐷 [m] ローフィンの相当径 

𝐷 [m] ローフィンの根元径 

𝐴 [m2/m] 管外表面積 

𝐴 [m2/m] フィンの根元表面積 

𝐴 [m2/m] フィン面積 

𝑎 [m2] フィン1枚の片側表面積 

𝐸 - フィン効率（1/(1/ho+ro)で図2から読み取り） 

𝛤*2 ‐ 凝縮負荷 

𝑊 [kg/h] 凝縮水量（凝縮水全量） 

𝐿 [m] 伝熱管長 

𝑛௦ [本] 伝熱管の相当本数 

𝑁 [本] 伝熱管の本数 

注記 ＊1：凝縮水の物性値は，凝縮水表面温度𝑇の値とする。 

＊2：凝縮負荷𝛤の計算で，凝縮量𝑊は凝縮水全量と伝熱管は全長𝐿とし，各計算区

間で一定とする。 

 

 

  

45328
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2.9 汚れ係数 

汚れ係数は，以下とする。 

管内ri：泥を含んだ水の値（伝熱工学資料 改訂第5版1・3・4項表3） 

流速＞0.9 m/s    0.00035m2K/W（0.00041m2hr℃/kcal） 

流速≦0.9 m/s   0.00053m2K/W（0.00062m2hr℃/kcal） 

管外ro：蒸気発生貯槽の廃液の値 

 

 

2.10 管金属抵抗 

管金属抵抗の式でローフィン管の場合（Aots/Amkw），対数平均面積𝐴及び管の厚

み𝑡௦は次式から求める。算出に用いる各種パラメータを第2.10-1表に示す。 

 

𝐴 ൌ 𝜋ሺ𝐷 െ 𝐷ሻ/𝑙𝑛ሺ𝐷/𝐷ሻ 

𝑡௦ ൌ ሺ𝐷 െ 𝐷ሻ/2 

 

第2.10-1表 管金属抵抗算出に用いる各種パラメータ 

𝐴 [m2/m] 管の対数平均面積 

𝑡௦ [m] 管の厚み 

𝐷 [m] ローフィンの根元径 

𝐷 [m] 管の内径 

 

  

45329
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2.11 フィン抵抗 

ローフィンチューブのフィン抵抗𝑟は，次式から求める。算出に用いる各種パラメ

ータを第2.11-1表に示す。また，フィン効率𝐸を示すグラフを第2.11-1図に示す。 

 

𝑟 ൌ ൬
1
ℎ
 𝑟൰ ቆ

1 െ 𝐸
𝐸  𝐴/𝐴

ቇ 

 

第2.11-1表 フィン抵抗算出に用いる各種パラメータ 

𝑟 [m2K/W] フィン抵抗 

ℎ [W/m2K] 凝縮水の境膜伝熱係数 

𝑟 [m2K/W] 管外の汚れ係数 

𝐸 - フィン効率（1/(1/ho+ro)で下図から読み取り） 

𝐴 [m2/m] フィンの根元表面積 

𝐴 [m2/m] フィン面積 

 

 

第2.11-1図 フィン効率𝐸 
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2.12 混合ガスの境膜伝熱係数 

混合ガスの境膜伝熱係数ℎは，次式により算出する。ただし， 
ఓ
ఓೢ

ൌ 1とする。な

お，混合ガスの物性値の算出は2.14項に示す。邪魔板がある場合の算出に用いる各種

パラメータを第2.12-1表に示す。邪魔板がない場合の算出に用いる各種パラメータは

第2.12-3表に示す。 

 

(1) 邪魔板がある場合 

ℎ ∙ 𝐷
𝑘

ൌ 0.23 ∙ ൬
𝐷 ∙ 𝐺
𝜇

൰
.

∙ ൬
𝐶 ∙ 𝜇
𝑘

൰
ଵ/ଷ

∙ ൬
𝜇
𝜇௪
൰
.ଵସ

 

ただし   3 ൏
𝐷 ∙ 𝐺
𝜇

൏ 20000 

 

第2.12-1表 混合ガスの境膜伝熱係数算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 混合ガスの境膜複合伝熱係数 

𝐷 [m] 管の外径 

𝐺 [kg/ m2h] 管束部を流れる質量速度 

𝑘 [W/mK] 混合ガスの熱伝導率 

𝐶 [J/kgK] 混合ガスの定圧比熱 

𝜇 [kg/ms] 混合ガスの粘度 

𝜇௪ [kg/ms] 管壁温度における混合ガスの粘度 

 

管直交流れと邪魔板切欠き部の平均質量流量𝐺は，次式で求める。 

 

𝐺 ൌ 𝑊௦/𝑆 

 

平均流路面積𝑆は，次式で求める。 

 

𝑆 ൌ ඥ𝑆 ∙ 𝑆 

   

邪魔板切欠部の流路面積𝑆は，次式で求める。 

 

平滑管の場合 

𝑆 ൌ 𝐾ଵ𝐷௦
ଶ െ 𝑛௪ଶ ∙

𝜋
4
∙ 𝐷

ଶ 

ローフィン管の場合 

𝑆 ൌ 𝐾ଵ𝐷௦
ଶ െ 𝑛௪ଶ ∙

𝜋
4
∙ 𝐷

ଶ 

ここで，邪魔板切欠きによる係数𝐾ଵは下表とする。 

45331
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邪魔板切欠 𝐾ଵ 

0.25 𝐷௦ 0.154 

0.30 𝐷௦ 0.198 

0.35 𝐷௦ 0.245 

0.40 𝐷௦ 0.293 

0.45 𝐷௦ 0.343 

 

胴の中心線に最も近い管列での直交流れに対する流路面積𝑆は，次式で求める。

算出に用いる各種パラメータを第2.12-2表に示す。 

 

平滑管の場合 

𝑆 ൌ 𝐵𝑃തതതത ∙ ሺ𝐷௦′ െ 𝑛 ∙ 𝐷ሻ 

 

ローフィン管の場合 

𝑆 ൌ 𝐵𝑃തതതത ∙ ൭𝐷௦′ െ 𝑛 ቆ𝐷  𝑡
𝐷 െ 𝐷
𝑃

ቇ൱ 
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第2.12-2表 流路面積算出に用いる各種パラメータ*3 

𝐺 [kg/ m2h] 管直交流れと邪魔板切欠き部の平均質量流量 

𝑊௦
＊1 [kg/h] 凝縮器の胴側を流れる全流量 

𝑆 [m2] 平均流路面積 

𝑆
＊2 [m2] 邪魔板切欠部の流路面積 

𝑆 [m2] 
凝縮器の中心線に最も近い管列での直交 

流れに対する流路面積 

𝐾ଵ － 邪魔板切欠きによる係数 

𝐷௦ [m] 胴内径 

𝐷௦’
＊2 [m] 凝縮器の中心線に最も近い管列での胴内径 

𝐷 [m] 管外径 

𝐷 [m] フィン外径 

𝐷 [m] フィン根元径 

𝑡 [m] フィンの厚み 

𝑃 [m] フィンのピッチ 

𝑛௪ଶ [本] 邪魔板切欠部にある管本数 

𝑛 [本] 
胴中心線に最も近い管列の気相部に設置された管

本数 

𝐵𝑃തതതത [m] 邪魔板のピッチ 

注記 ＊1：凝縮器の胴側を流れる全流量𝑊ௌは，残存水蒸気量と非凝縮性ガスの和を示

す。（凝縮水量は除く） 

＊2：液相がある場合，邪魔板切欠部の流路面積𝑆は，液相の面積を引いた値と

し，胴の中心線に最も近い管列部における同内径𝐷௦’は，液相高さを引いた

値とする。 

＊3：混合ガスの物性値の算出は2.14項を参照。 

  

45333
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(2) 邪魔板がない場合 

ℎ ∙ 𝐷
𝑘

ൌ 0.16 ∙ ൬
𝐷 ∙ 𝐺
𝜇

൰
.

∙ ൬
𝐶 ∙ 𝜇
𝑘

൰
ଵ/ଷ

∙ ൬
𝜇
𝜇௪
൰
.ଵସ

 

ただし  200 ൏
𝐷 ∙ 𝐺
𝜇

൏ 20000 

 

第2.12-3表 流路面積算出に用いる各種パラメータ 

ℎ [W/m2K] 混合ガスの境膜複合伝熱係数 

𝐷 [m] 管の外径 

𝐺 [kg/m2h] 管直交流れと邪魔板切欠き部の平均質量流量 

𝑘 [W/mK] 混合ガスの熱伝導率 

𝐶 [J/kgK] 混合ガスの定圧比熱 

𝜇 [kg/ms] 混合ガスの粘度 

𝜇௪ [kg/ms] 管壁温度における混合ガスの粘度 

 

管束部を流れる質量速度𝐺は，次式で求める。 

 

𝐺 ൌ 𝑊/𝑆 

 

管束部を流れる流量𝑊は，次式で求める。 

 

𝑊 ൌ 𝑊ௌ ∙
𝑆

𝑆  𝑆௫ ∙ ሺ𝐷௫/𝐷ሻ.ଵହ 

 

管束部流路の相当径𝐷及び隙間流路𝐷௫の相当径は，次式で求める。算出に用い

る各種パラメータを第2.12-4表に示す。 

 

𝐷 ൌ
4𝑆

𝑁௧ ∙ 𝜋 ∙ 𝐷
 

𝐷௫ ൌ
4𝑆௫
𝜋 ∙ 𝐷௦
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第2.12-4表 流路面積算出に用いる各種パラメータ*2 

𝐺 [kg/ m2h] 管束部を流れる質量速度 

𝑊 [kg/ h] 管束部を流れる流量 

𝑊ௌ
*1 [kg/ h] 凝縮器の胴側を流れる全流量 

𝑆 [m2] 管束部の流路面積 

𝑆௫ [m2] 管束を包括する線と胴内径との間の隙間面積 

𝐷 [m] 管束部流路の相当径 

𝐷௫ [m] 隙間流路の相当径 

𝐷 [m] 管外径 

𝐷௦ [m] 胴内径 

𝑁௧ [本] 伝熱管の本数 

注記 ＊1：凝縮器の胴側を流れる全流量𝑊ௌは，残存水蒸気量と非凝縮性ガスの和を示

す。（凝縮水量は除く） 

＊2：混合ガスの物性値の算出は2.14項を参照。 

 

  

45335
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2.13 物質移動係数 

物質移動係数𝐾ீは次式により算出する。なお，混合ガスの物性値の算出は2.14項に

示す。算出に用いる各種パラメータを第2.13-1表に示す。 

 

𝐾ீ ൌ
ℎ ∙ ൬

𝐶 ∙ 𝜇
𝑘

൰
ଶ/ଷ

𝐶 ∙ 𝑀 ∙ ቀ
𝜇

𝜌 ∙ 𝐷௩
ቁ
ଶ/ଷ 

 

第2.13-1表 物質移動係数算出に用いる各種パラメータ 

𝐾ீ ‐ 物質移動係数 

ℎ [W/m2K] 混合ガスの境膜の複合伝熱係数 

𝐷௩ [m2/h] 拡散係数 

𝑀 ‐ 混合ガスの平均分子量 

𝜇 [kg/ms] 混合ガスの粘度 

𝐶 [J/kgK] 混合ガスの定圧比熱 

𝑘 [W/mK] 混合ガスの熱伝導率 

𝜌 [kg/m3] 混合ガスの密度 

 

拡散係数𝐷は，次式により算出する。算出に用いる各種パラメータを第2.13-2表に

示す。 

𝐷 ൌ
0.00155 ∙ 𝑇

ଵ.ହ

𝑃 ∙ ൬𝑉
ଵ
ଷ  𝑉௩

ଵ
ଷ൰

ଶ ∙ ቆ
1
𝑀


1
𝑀௩

ቇ
ଵ/ଶ

 

 

第2.13-2表 拡散係数算出に用いる各種パラメータ 

𝐷 [m2/h] 拡散係数 

𝑃 [kPa] 混合ガスの全圧 

𝑇 [℃] 混合ガスの温度 

𝑉 [cm3/mol] ガスの標準沸点における液体分子容 

𝑉௩ [cm3/mol] 水蒸気の標準沸点における液体分子容 

𝑀 ‐ ガスの分子量（=28.97） 

𝑀௩ ‐ 蒸気の分子量（=18.02） 

 

分子量は，以下とする。（出典：化学工学便覧 改訂四版の1.2状態定数を参照） 

𝑀（ガスの分子量）  ：28.97（空気） 

𝑀௩（蒸気の分子量）  ：18.02（水） 

 

液体分子容は，以下とする。（出典：化学工学便覧 改訂四版の1.2状態定数を参

照） 
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𝑉（ガスの液体分子容） ： 29.9 cm3/mol（空気の値） 

𝑉௩（蒸気の分子容）    ： 18.9 cm3/mol（水の値） 

 

  

45337
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2.14 混合ガスの物性値 

混合ガスの密度は，次式から算出する。混合ガスの圧力は大気圧相当して圧力の項

は考慮せず，混合ガスの温度𝑇と平均分子量𝑀から算出する。 

 

𝜌 ൌ
𝑀

22.41383
∙

273.15

൫𝑇  273.15൯
 

𝑀 ൌ
𝑀 ∙ 𝑝 𝑀௩ ∙ 𝑝௩

𝑝  𝑝௩
 

 

混合ガスの密度以外の物性値（熱伝導度，粘度，比熱）は，水蒸気と非凝縮性ガス

の質量流量から次式により算出する。 

 

𝑘 ൌ
𝑊௩ ൈ 𝑘௩ 𝑊 ൈ 𝑘

𝑊௩ 𝑊
 

𝜇 ൌ
𝑊௩ ൈ 𝜇௩ 𝑊 ൈ 𝜇

𝑊௩ 𝑊
 

𝐶 ൌ
𝑊௩ ൈ 𝐶௩ 𝑊 ൈ 𝐶

𝑊௩ 𝑊
 

 

算出に用いる各種パラメータを第2.14-1表に示す。 
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第2.14-1表 混合ガスの物性値算出に用いる各種パラメータ 

 𝜌
* [kg/m3] 混合ガスの密度 

𝑀 ‐ 混合ガスの平均分子量 

𝑀 ‐ ガスの分子量（=28.97） 

𝑀௩ ‐ 蒸気の分子量（=18.02） 

𝑇 [℃] 混合ガスの温度 

𝑝 [kPa] 非凝縮性ガスの分圧 

𝑝௩ [kPa] 水蒸気の分圧 

𝑊 [kg/h] 非凝縮性ガスの質量流量 

𝑊௩ [kg/h] 水蒸気の質量流量 

 𝑘 [W/mK] 混合ガスの熱伝導率 

𝑘 [W/mK] 非凝縮性ガスの熱伝導率 

𝑘௩ [W/mK] 水蒸気の熱伝導率 

 𝜇 [kg/ms] 混合ガスの粘度 

𝜇 [kg/ms] 非凝縮性ガスの粘度 

𝜇௩ [kg/ms] 水蒸気の粘度 

 𝐶 [J/kgK] 混合ガスの定圧比熱 

𝐶 [J/kgK] 非凝縮性ガスの定圧比熱 

𝐶௩ [J/kgK] 水蒸気の定圧比熱 

注記 ＊：各物性値は，計算区間における混合ガス温度𝑇の値とする。 

 

  

45339
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2.15 伝熱面積 

総括伝熱係数∆𝑈は，次式から算出する。 

 

∆Q ൌ ∆Q′ ൌ 𝑈൫𝑇 െ 𝑡௪൯  ൈ ∆A 

 

各計算区分の必要伝熱面積∆Aは，各計算区分の熱交換量∆Qと，総括伝熱係数で

各区間における入口/出口の値の対数平均の値から，次式で算出する。 

 

ൣ𝑈൫𝑇 െ 𝑡൯൧
௩
ൌ

൛𝑈൫𝑇 െ 𝑡൯ൟ

െ ൛𝑈൫𝑇 െ 𝑡൯ൟ

௨௧

𝑙𝑛 ቂ൛𝑈൫𝑇 െ 𝑡൯ൟ


/൛𝑈൫𝑇 െ 𝑡൯ൟ
௨௧

ቃ
 

凝縮器各区間の必要伝熱面積∆Aは，次式から算出する。 

 

∆A ൌ
∆Q

ൣ∆𝑈൫𝑇 െ 𝑡௪൯൧௩
 

  

向流熱交換器以外の場合，次式の温度差補正係数𝐹௧により必要伝熱面積Aを補正

する。 

 

𝐹௧ ൌ
ටோಲ

మାଵ

ோಲିଵ
𝑙𝑛 ቂ

ଵିாಲ
ଵିாಲ∙ோಲ

ቃ /𝑙𝑛 
ଶ/ாಲିଵିோಲାටோಲ

మାଵ

ଶ/ாಲିଵିோಲିටோಲ
మାଵ

  

𝐸 ൌ
𝑡௪ଶ െ 𝑡௪ଵ
𝑇ଵ െ 𝑡ଵ

 

𝑅 ൌ
𝑇ଵ െ 𝑇ଶ
𝑡௪ଶ െ 𝑡௪ଵ

 

 

算出に用いる各種パラメータを第2.15-1表に示す。 

  

45340
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第2.15-1表 伝熱面積算出に用いる各種パラメータ 

𝐹௧ － 温度差補正係数 

𝐸 － 温度効率 

𝑅 － 水当量比 

𝑡௪ଵ [℃] 冷却水の凝縮器入口温度 

𝑡௪ଶ [℃] 冷却水の凝縮器出口温度 

𝑇ଵ [℃] 混合ガスの凝縮器入口温度 

𝑇ଶ [℃] 混合ガスの凝縮器出口温度 

 

各区間の必要伝熱面積∆Aを積算し温度補正係数𝐹௧を除したものが必要伝熱面積

Aであり，凝縮器の実際の伝熱面積A௧の方が大きいことを確認する。 

 

Σ∆A/𝐹௧  ൏   A௧  

 

  

45341
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3. 物性値 

3.1 凝縮器除熱計算に使用する物性値 

凝縮器の伝熱面積の計算に使用する物性等を，第3.1-1表から第3.1-5表に示す。 

 

 

45342



 
 

 

3
1
 

第3.1-1表 前処理建屋における凝縮器除熱計算に使用する物性値* 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

伝熱管の内径 Di m 

伝熱管の長さ L m 

伝熱管の本数 Nt 本 

邪魔板切欠きによる係数 K1 - 

邪魔板切欠部にある 

管本数 
nw2 本 

胴中心線に最も近い 

管列の管本数 
nc 本 

邪魔板のピッチ BP m 

注記 ＊：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

  

45343
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第3.1-2表 分離建屋における凝縮器  除熱計算に使用する物性値*(1/3) 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

伝熱管の内径 Di m 

伝熱管の長さ L m  

伝熱管の本数 Nt 本  

邪魔板切欠きによる係数 K1 m 

邪魔板切欠部にある 

管本数 
nw2 本 8 

胴中心線に最も近い 

管列の管本数 
nc 本 2 

邪魔板のピッチ BP m  

注記 ＊：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45344



 
 

 

3
3 

第3.1-2表 分離建屋における凝縮器 ) 除熱計算に使用する物性値*(2/3) 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

伝熱管の内径 Di m  

伝熱管の長さ L m  

伝熱管の本数 Nt 本  

邪魔板切欠きによる係数 K1 m  

邪魔板切欠部にある 

管本数 
nw2 本 0 

胴中心線に最も近い 

管列の管本数 
nc 本 4 

邪魔板のピッチ BP m  

注記 ＊：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45345
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第3.1-2表 分離建屋における凝縮器 除熱計算に使用する物性値*(3/3) 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

伝熱管の内径 Di m 

伝熱管の長さ L m  

伝熱管の本数 Nt 本  

邪魔板切欠きによる係数 K1 - 

邪魔板切欠部にある 

管本数 
nw2 本 0 

胴中心線に最も近い 

管列の管本数 
nc 本 2 

邪魔板のピッチ BP m  

注記 ＊：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45346
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第3.1-3表 精製建屋における凝縮器除熱計算に使用する物性値*   

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

伝熱管の内径 Di m 

伝熱管の長さ L m 

伝熱管の本数 Nt 本

邪魔板切欠きによる係数 K1 m 

邪魔板切欠部にある 

管本数 
nw2 本

胴中心線に最も近い 

管列の管本数 
nc 本

邪魔板のピッチ BP m 

注記 ＊：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45347
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第3.1-4表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における凝縮器除熱計算に使用する物性値* 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

伝熱管の内径 Di m 

伝熱管の長さ L m 

伝熱管の本数 Nt 本

邪魔板切欠きによる係数 K1 － 

邪魔板切欠部にある 

管本数 
nw2 本

胴中心線に最も近い 

管列の管本数 
nc 本

邪魔板のピッチ BP m 

注記 ＊：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

  

45348
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第3.1-5表 高レベル廃液ガラス固化建屋における凝縮器除熱計算に使用する物性値* 

区間 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - ガス入口 ガス出口 - - - - ガス入口 ガス出口 

伝熱管の内径 Di m 

伝熱管の長さ L m 

ローフィンの外径 Df m 

ローフィンの根元径 Dr m 

伝熱管の外表面積 Ao m2/m 

伝熱管の本数 Nt 本 

邪魔板切欠きによる

係数 
K1 － － － － － － － 

フィンの厚み tf m － － － － － － 

邪魔板切欠部にある 

管本数 
nw2 本 － － － － － － 

胴中心線に最も近い 

管列の管本数 
nc 本 － － － － － － 

邪魔板のピッチ BP m － － － － － － 

注記 ＊：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

 

 

 

 

 

45349
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3.2 貯槽等の蒸発速度 

貯槽等の蒸発速度を第3.2-1表から第3.2-5表に示す。第3.2-1表から第3.2-5表にお

ける，建屋の蒸発速度合計を水蒸気の質量流量とし，凝縮器の伝熱面積を算出する。 

 

 

  

45350
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第 3.2-1 表 前処理建屋の凝縮器設計に使用する貯槽等の蒸発速度の内訳 

建屋 機器 
崩壊熱密度 

[W/m3] 

容量 

[m3] 

蒸発速度＊ 

[kg/h] 

前処理 

建屋 

中継槽 A 

中継槽 B 

リサイクル槽 A 

リサイクル槽 B 

計量前中間貯槽 A 

計量前中間貯槽 B 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

中間ポット A 

中間ポット B 

合計  

注記 ＊：蒸発潜熱を 2257kJ/kg として算出。 

  

45351
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第 3.2-2 表 分離建屋の凝縮器設計に使用する貯槽等の蒸発速度の内訳 

建屋 機器 
崩壊熱密度 

[W/m3] 

容量 

[m3] 

蒸発速度＊ 

[kg/h] 

分離建屋 
高レベル廃液濃縮缶    

合計  

注記 ＊：蒸発潜熱を 2257kJ/kg として算出。 

 

 

 

 

 

第 3.2-3 表 精製建屋の凝縮器設計に使用する貯槽等の蒸発速度の内訳 

建屋 機器 
崩壊熱密度 

[W/m3] 

容量 

[m3] 

蒸発速度＊ 

[kg/h] 

精製建屋 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽 

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

第 1 一時貯留処理槽 

第 2 一時貯留処理槽 

第 3 一時貯留処理槽 

合計  

注記 ＊：蒸発潜熱を 2257kJ/kg として算出。 

 

  

45352
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第 3.2-4 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の凝縮器設計に使用する 

貯槽等の蒸発速度の内訳 

建屋 機器 
崩壊熱密度 

[W/m3] 

容量 

[m3] 

蒸発速度＊1 

[kg/h] 

ウラン・

プルトニ

ウム混合

脱硝 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽 A 

混合槽 B 

一時貯槽 

合計 

注記 ＊1：蒸発潜熱を 2257kJ/kg として算出。 

   ＊2：空き容量確保の運用を考慮。 

 

第 3.2-5 表 高レベル廃液ガラス固化建屋の凝縮器設計に使用する 

貯槽等の蒸発速度の内訳 

建屋 機器 
崩壊熱密度 

[W/m3] 

容量 

[m3] 

蒸発速度＊1 

[kg/h] 

高レベル

廃液ガラ

ス固化建

屋 

第 1高レベル濃縮廃液貯槽 

第 2高レベル濃縮廃液貯槽 

第 1高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第 2高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液共用貯槽 -＊2 -＊2 

合計 

注記 ＊1：蒸発潜熱を 2257kJ/kg として算出。 

   ＊2：空き容量確保の運用を考慮。 

 

  

45353
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4. 評価結果 

各建屋の蒸発乾固対策のための凝縮器の除熱評価結果を第4-1表～第4-5表に示す。 

 

45354
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第 4-2表 前処理建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 
区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W - 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 - 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 

 

  

45355
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第 4-2 表 分離建屋における凝縮器  の伝熱面積の計算結果*1(1/3) 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃       

冷却水温度*2 tcw ℃       

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W －  

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K       

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 －      

必要伝熱面積 *2 Areq m2  

実際の伝熱面積 *2 Aact m2  

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 

 

  

45356
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第 4-2 表 分離建屋における凝縮器  の伝熱面積の計算結果*1(2/3) 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃       

冷却水温度*2 tcw ℃       

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W －     

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K       

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 －      

必要伝熱面積 *2 Areq m2  

実際の伝熱面積 *2 Aact m2 295  

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 

 

  

45357
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第 4-2 表 分離建屋における凝縮器  の伝熱面積の計算結果*1(3/3) 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃       

冷却水温度*2 tcw ℃       

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W - 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K       

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 -      

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積 *2 Areq m2  

実際の伝熱面積 *2 Aact m2  

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 

  

45358
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第 4-3 表 精製建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1   

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積 *2 Areq m2 

実際の伝熱面積 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 

  

45359
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第 4-4 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 

項目 記号 単位 ガス入口 - - - - ガス出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃ 

冷却水温度*2 tcw ℃ 

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft - 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 
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第 4-5 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における凝縮器の伝熱面積の計算結果*1 

区間 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

項目 記号 単位 
ガス 

入口 
- - - 

ガス 

入口 

ガス 

出口 
- - - - 

ガス 

入口 

ガス 

出口 

混合ガス温度*2 Tg ℃

冷却水温度*2 tcw ℃

各区間の 

熱交換量 
ΔQ W 

各区間の 

総括伝熱係数 
U W/m2K 

各区間の 

必要伝熱面積 
ΔAreq m2 

温度差補正係数 Ft 

必要伝熱面積*2 Areq m2 

実際の伝熱面積*2 Aact m2 

注記 ＊1：数値は４桁以上のものは表記上３桁としている（桁処理は四捨五入） 

＊2：冷却水温度については，４桁目を切り上げて３桁で記載する。必要伝熱面積については，切り上げて３桁で記載する。 

実際の伝熱面積については，切り捨てて３桁で記載する。 
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1. 目的 

本資料は，蒸発乾固における内部ループおよび冷却コイル等による崩壊熱除去の除熱

計算に関する計算式等をまとめたものである。 
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2.  評価方法 

本評価では，冷却水出口温度t2［℃］及び内包液温度T［℃］を満足するとともに，必

要伝熱面積A［m2］と実際の伝熱面積Ar［m2］が等しくなる，定常状態での冷却水流量W［m

3/h］を算出するために，次頁以降で示す対数平均温度差ΔtL[℃]及び総括伝熱係数U［W

/m2K］の評価式を用いる。 

蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の除去に関する評価の実施にあたり，前提

となる評価基準を以下に示す。 

冷却水出口温度t2[℃]： 55℃以下 

内包液温度T[℃]  ： 85℃以下 

冷却水出口温度t2[℃]は，消防ホースの使用条件60℃に対して余裕を見込んで，55℃以

下となるようにする。また，内包液温度T[℃]は，沸点を十分に下回る温度として，85℃

以下となるようにする。 

冷却水流量W［m3/h］の算出の流れの一例を，第2-1図に示す。 

 

 

第 2-1 図 冷却水流量 Wの評価フローの一例 
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2.1 対数平均温度差の算出 

対数平均温度差ΔtL[℃]は以下のとおり求める。算出に用いる各種パラメータを第2.

1-1表に示す。 

Δt＝
ሺT－tଵሻ－ሺT－tଶሻ

ln
ሺT－tଵሻ

ሺT－tଶሻ

 

 

第2.1-1表 対数平均温度差の算出に用いる各種パラメータ 

Q ［W］ 崩壊熱量 

T ［℃］ 内包液温度 

t1 ［℃］ 冷却水入口温度 

t2 ［℃］ 冷却水出口温度 

(＝t1＋Q/(Ci×ρi×W/3600)) 

W ［m3/h］ 冷却水流量 

Ci ［J/kgK］ 冷却水の比熱 

ρi ［kg/m3］ 冷却水の密度 

 

2.2 内部ループ・冷却コイルにおける総括伝熱係数の算出 

内部ループ・冷却コイルの場合の総括伝熱係数U［W/m2K］は以下のとおり求める。算

出に用いる各種パラメータを第2.2-1表に示す。 

 

1
U
=

1
ho

+
1

hso
+

2×L×d'
λ×(d+d’)

+
d'

d×hsi
+

d'
d×hi

 

 

第2.2-1表 内部ループ・冷却コイルの場合の 

総括伝熱係数の算出に用いる各種パラメータ 

ho ［W/m2K］ 冷却コイル外面(内包液側)の熱伝達率 

hi ［W/m2K］ 冷却コイル内面(冷却水側)の熱伝達率 

L ［m］ 冷却コイル厚さ 

λ ［W/mK］ 冷却コイルの熱伝導率 

hso ［W/m2K］ 冷却コイル外面(内包液側)の汚れ係数 

hsi ［W/m2K］ 冷却コイル内面(冷却水側)の汚れ係数 

d' ［m］ 冷却コイル外径 

d ［m］ 冷却コイル内径 
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ここで，内部ループ・冷却コイル外面(内包液側)の熱伝達率ho［W/m2K］は下式であ

らわされる。 

ho ൌ
λo ൈ Nuo

d’
 

 

内部ループ・冷却コイル外面(内包液側)のヌセルト数Nuoは以下のとおり求める。算

出に用いる各種パラメータを第2.2-2表に示す。 

 

(Gro×Pro＝104～109の場合) 

Nuo＝0.53×(Gro×Pro）1/4 

(Gro×Pro＞109の場合) 

Nuo＝0.13×(Gro×Pro)1/3 

 

第2.2-2表 内包液側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

Pro 
- 

内包液のプラントル数 

(＝Co×μo/λo) 

Gro 
- 

内包液のグラスホフ数 

(＝g×d'3×ρo
2×β×(T－Tｗ)/μo

2) 

g ［m/s2］ 重力加速度(＝9.8) 

β ［K-1］ 内包液の体膨張係数 

Tｗ ［℃］ 内包液の壁面温度 

μo ［kg/ms］ 内包液の粘度 

λo ［W/mK］ 内包液の熱伝導率 

ρo ［kg/m3］ 内包液の密度 

Co ［J/kgK］ 内包液の比熱 

 

  

45368



 
 

5 

また，内部ループ・冷却コイル内(冷却水側)の熱伝達率hi［W/m2K］は下式であらわ

される。 

h୧ ൌ
λ୧ ൈ Nu୧

d
 

内部ループ・冷却コイル内面(冷却水側)のヌセルト数Nuiは以下のとおり求める。算

出に用いる各種パラメータを第2.2-3表に示す。 

 

(Rei＜2100の場合) 

Nu୧＝3.66＋
0.0802×(qmi×Ci/λi/Lc)

1＋0.0458×(qmi×Ci/λi/Lc)2/3
 

(Rei＝2320～104の場合) 

Nu୧＝0.116×(Rei2/3－125)×Pr୧
భ
య×ቈ1＋ ቀ

ୢ

ౙ
ቁ
మ
య×ቀ

ఓ
ఓೢ
ቁ
.ଵସ

 

(Rei＞104の場合) 

 Nu୧＝0.023×Rei0.8×Pri0.4 

 

第2.2-3表 冷却水側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

qmi ［kg/s］ 質量流量 

(=W×ρi/3600) 

Lc ［m］ コイル長さ 

(=Ar/(π×d')) 

Rei 
- 

冷却水のレイノルズ数 

(＝d×u×ρi/μi) 

Pri 
- 

冷却水のプラントル数(平均温度における値) 

(＝Ci×μi/λi) 

u ［m/s］ 冷却水の流速 

μi ［kg/ms］ 冷却水の粘度 

(平均温度における値) 

μwi ［kg/ms］ 冷却水の粘度 

(壁面温度における値) 

λi ［W/mK］ 冷却水の熱伝導率 

(平均温度における値) 

Ci ［J/kgK］ 冷却水の比熱 

注記 ＊：Arはコイル1本辺りの伝熱面積を用いる 

 

内部ループ・冷却コイルの場合の冷却水流量W［m3/h］の算出の流れの一例を，第2.

2-1図に示す。 

 

45369



 
 

6 

 

第2.2-1図 内部ループ・冷却コイルの場合の冷却水流量Wの評価フローの一例 
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2.3 冷却ジャケットにおける総括伝熱係数の算出 

冷却ジャケットの場合の総括伝熱係数U［W/m2K］は以下のとおり求める。算出に用い

る各種パラメータを第2.3-1表に示す。 

1
U
=

1
ho


1
hso


L
λ


1
hsi


1
hi
 

 

第2.3-1表 冷却ジャケットの場合の総括伝熱係数の算出に用いる各種パラメータ 

ho ［W/m2K］ 内包液側の熱伝達率 

hi ［W/m2K］ 冷却水側の熱伝達率 

L ［m］ 貯槽等の板厚 

λ ［W/mK］ 貯槽等の熱伝導率 

hso ［W/m2K］ 内包液側の汚れ係数 

hsi ［W/m2K］ 冷却水側の汚れ係数 

 

ここで，内包液側の熱伝達率ho［W／m2K］は下式であらわされる。 

h୭ ൌ
λ୭ ൈ Nu୭

L୭
 

冷却ジャケット外面(内包液側)のヌセルト数Nuoは以下のとおり求める。算出に用い

る各種パラメータを第2.3-2表に示す。 

 

(Gro×Pro＝104～109の場合) 

Nuo＝0.59×(Gro×Pro)1/4 

(Gro×Pro＞109の場合) 

Nuo＝0.13×(Gro×Pro)1/3 

(Gro×Pro＜104の場合) 

Nuo＝1.36×(Gro×Pro)1/6 

 

第2.3-2表 内包液側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

Pro 
- 

内包液のプラントル数 

(＝Co×μo/λo) 

Gro 
- 

内包液のグラスホフ数 

(＝g×d'3×ρo
2×β×(T－Tw/μo

2) 

g ［m/s2］ 重力加速度(＝9.8) 

β ［K-1］ 内包液の体膨張係数 

Tw ［℃］ 内包液の壁面温度 

μo ［kg/ms］ 内包液の粘度 

λo ［W/mK］ 内包液の熱伝導率 

ρo ［kg/m3］ 内包液の密度 

Co ［J/kgK］ 内包液の比熱 
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また，冷却水側の熱伝達率hi［W/m2K］は下式であらわされる。 

h୧ ൌ
λ୧ ൈ Nu୧

Dୣ
 

冷却ジャケット内面(冷却水側)のヌセルト数Nuoは以下のとおり求める。算出に用い

る各種パラメータを第2.3-3表に示す。 

 

(Rei＜2300の場合) 

Nu୧＝0.116×ቀ


ୈൈ
ቁ
ିభ
య ൈ ቀ

ஜ
ஜ౭
ቁ
.ଵସ

 

(Rei＝2320～104の場合) 

Nu୧＝0.116×(Rei2/3－125)×Pr୧
భ
య ൈ ቈ1  ቀ

ୈ

ቁ
మ
య×ቀ

ஜ
ஜ౭
ቁ
.ଵସ

 

(Rei＞104の場合) 

Nu୧＝0.023×Rei0.8×Pri0.4 

 

第2.3-3表 冷却水側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

Rei 
- 

冷却水のレイノルズ数 

(＝De×u×ρi/μi) 

Pri 
- 

冷却水のプラントル数(平均温度における値) 

(＝Ci×μi/λi) 

Pe - 冷却水のペクレ数(＝Rei×Pri) 

De ［m］ 水力相当径 

u ［m/s］ 冷却水の流速 

μi ［kg/ms］ 冷却水の粘度 

(平均温度における値) 

μwi ［kg/ms］ 冷却水の粘度 

(壁面温度における値) 

λi ［W/mK］ 冷却水の熱伝導率 

(平均温度における値) 

Ci ［J/kgK］ 冷却水の比熱 
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冷却ジャケットの場合の冷却水流量W［m3/h］の算出の流れの一例を，第2.3-1図に示

す。 

 

 

第 2.3-1 図 冷却ジャケットの場合の冷却水流量 Wの評価フローの一例 
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3. 物性値 

 3.1 内部ループ通水における物性値 

内部ループ通水における対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に用いる物性等を，

第3.1-1表から第3.1-5表に示す。 

また，冷却水の比熱，冷却水の密度，冷却水の熱伝導率及び冷却水の粘度は，冷却水

の平均温度(＝(冷却水入口温度t1＋冷却水出口温度t2)/2)または冷却水の壁面温度に

おける，第3.1-6表に示す値の線形近似値とする。 
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第3.1-1表 前処理建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等 (1/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

中継槽 

(ジャケット) 

リサイクル槽 

(ジャケット) 

計量前 

中間貯槽 

(コイル) 

計量後 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms

冷却水比熱 Ci J/kgK

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms

冷却水流量＊2 W 3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - 

水力相当径 De m - - 

貯槽等の厚さ L M - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - 

冷却コイル厚さ L m - - 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK - - 

冷却コイル外径 d' m - - 

冷却コイル内径 d m - - 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 
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第3.1-1表 前処理建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等 (2/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

計量・調整槽 

(コイル) 

計量補助槽 

(コイル) 

中間ポット 

(ジャケット) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - 

水力相当径 De m - - 

貯槽等の厚さ L M - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - 

冷却コイル厚さ L m - 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK - 

冷却コイル外径 d' m - 

冷却コイル内径 d m - 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

 

  

45376
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第3.1-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(1/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

溶解液 

中間貯槽 

(コイル) 

溶解液 

供給槽 

(コイル) 

抽出廃液 

受槽 

(コイル) 

抽出廃液 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3     

液量 V m3     

冷却水入口温度 t1 ℃     

内包液の比熱＊1 Co J/kgK     

内包液の密度 ρo kg/m3     

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK     

内包液の粘度 μo kg/ms     

冷却水比熱 Ci J/kgK     

冷却水密度 ρi kg/m3     

冷却水熱伝導率 λi W/mK     

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms     

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms     

冷却水流量＊2 W m3/h     

内包液壁面温度＊2 Tw ℃     

内包液の体膨張係数 β K-1     

ジャケット代表長さ Lo m - - - - 

水力相当径 De m - - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - - 

冷却コイル厚さ L m     

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK     

冷却コイル外径 d' m     

冷却コイル内径 d m     

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K     

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K     

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2     

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45377
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第3.1-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(2/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

抽出廃液 

供給槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第8一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3    

液量 V m3    

冷却水入口温度 t1 ℃    

内包液の比熱＊1 Co J/kgK    

内包液の密度 ρo kg/m3    

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK    

内包液の粘度 μo kg/ms    

冷却水比熱 Ci J/kgK    

冷却水密度 ρi kg/m3    

冷却水熱伝導率 λi W/mK    

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms    

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms    

冷却水流量＊2 W m3/h    

内包液壁面温度＊2 Tw ℃    

内包液の体膨張係数 β K-1    

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m    

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK    

冷却コイル外径 d' m    

冷却コイル内径 d m    

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K    

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K    

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2    

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45378
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第3.1-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(3/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

第7一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第4一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3    

液量 V m3    

冷却水入口温度 t1 ℃    

内包液の比熱＊1 Co J/kgK    

内包液の密度 ρo kg/m3    

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK    

内包液の粘度 μo kg/ms    

冷却水比熱 Ci J/kgK    

冷却水密度 ρi kg/m3    

冷却水熱伝導率 λi W/mK    

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms    

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms    

冷却水流量＊2 W m3/h    

内包液壁面温度＊2 Tw ℃    

内包液の体膨張係数 β K-1    

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m    

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK    

冷却コイル外径 d' m    

冷却コイル内径 d m    

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K    

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K    

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2    

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45379
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第3.1-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(4/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

第6一時 

貯留処理槽 

(ジャケット) 

高レベル廃液 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃液 

濃縮缶 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3    

液量 V m3    

冷却水入口温度 t1 ℃    

内包液の比熱＊1 Co J/kgK    

内包液の密度 ρo kg/m3    

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK    

内包液の粘度 μo kg/ms    

冷却水比熱 Ci J/kgK    

冷却水密度 ρi kg/m3    

冷却水熱伝導率 λi W/mK    

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms    

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms    

冷却水流量＊2 W m3/h    

内包液壁面温度＊2 Tw ℃    

内包液の体膨張係数 β K-1    

ジャケット代表長さ Lo m 9 - - 

水力相当径 De m  - - 

貯槽等の厚さ L M  - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK  - - 

冷却コイル厚さ L m -   

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK -   

冷却コイル外径 d' m -   

冷却コイル内径 d m -   

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K    

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K    

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2    

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45380
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第3.1-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(1/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

プルトニウム 

溶液受槽 
(コイル) 

油水分離槽 
(コイル) 

プルトニウム 

濃縮缶供給槽 
(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45381
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第3.1-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(2/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

プルトニウム

溶液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム

濃縮液受槽 

(コイル) 

リサイクル槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

  

45382
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第3.1-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(3/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

希釈槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液計量槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

  

45383
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第3.1-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(4/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

プルトニウム 

濃縮液中間貯槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第2一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - - 

水力相当径 De m - - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45384
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第3.1-4表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の貯槽等における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等 

パラメータ 
記

号 
単位 

硝酸プルトニ

ウム貯槽 

(ジャケット) 

混合槽 

(ジャケット) 

一時貯槽 

(ジャケット) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m

水力相当径 De m 

貯槽等の厚さ L M 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45385
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第3.1-5表 高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等 (1/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

高レベル濃縮

廃液貯槽 

(コイル) 

高レベル濃縮

廃液一時貯槽 

(コイル) 

高レベル 

廃液混合槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45386
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第3.1-5表 高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱

係数の計算に使用する物性値等 (2/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

供給液槽 

(コイル) 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃液

共用貯槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（内部ループ１系統） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については，他の値の桁数を考慮して，表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多くそ

の桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

45387
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第3.1-6表 冷却水の比熱，冷却水の密度，冷却水の熱伝導率及び冷却水の粘度 

No. 
冷却水の温度 

[℃] 

伝熱工学資料 改訂第5版 

比熱Ci 

[kJ/kgK] 

密度ρi 

[kg/m3] 

熱伝導率λi 

[mW/mK] 

粘度μi 

[μPa・s] 

1 20 4.185 998.2 599.5 1002 

2 30 4.180 995.6 615.0 797.4 

3 40 4.179 992.2 628.6 653.0 

4 50 4.180 988.0 640.5 546.8 

5 60 4.183 983.2 650.8 466.4 

6 70 4.188 977.7 659.6 403.9 

7 80 4.196 971.8 667.0 354.3 

8 90 4.205 965.3 673.0 314.4 

9 100 4.217 958.4 677.8 281.7 

 

45388
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3.2 冷却コイル通水及び冷却ジャケット通水における物性値 

内部ループ通水における対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に用いる物性等

を，第3.2-1表から第3.2-5表に示す。 

また，冷却水の比熱，冷却水の密度，冷却水の熱伝導率及び冷却水の粘度は，3.1

 内部ループ通水における物性値と同様に，冷却水の平均温度(＝(冷却水入口温度

t1＋冷却水出口温度t2)/2)または冷却水の壁面温度における，第3.1-6表に示す値の

線形近似値とする。 

 

45389
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第3.2-1表 前処理建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等 (1/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

中継槽 

(ジャケット) 

リサイクル槽 

(ジャケット) 

計量前 

中間貯槽 

(コイル) 

計量後 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms

冷却水比熱 Ci J/kgK

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms

冷却水流量＊2 W 3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - 

水力相当径 De m - - 

貯槽等の厚さ L M - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - 

冷却コイル厚さ L m - - 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK - - 

冷却コイル外径 d' m - - 

冷却コイル内径 d m - - 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル等１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45390
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第3.2-1表 前処理建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等 (2/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

計量・調整槽 

(コイル) 

計量補助槽 

(コイル) 

中間ポット 

(ジャケット) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - 

水力相当径 De m - - 

貯槽等の厚さ L M - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - 

冷却コイル厚さ L m - 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK - 

冷却コイル外径 d' m - 

冷却コイル内径 d m - 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル等１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

 

  

45391
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第3.2-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(1/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

溶解液 

中間貯槽 

(コイル) 

溶解液 

供給槽 

(コイル) 

抽出廃液 

受槽 

(コイル) 

抽出廃液 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3     

液量 V m3     

冷却水入口温度 t1 ℃     

内包液の比熱＊1 Co J/kgK     

内包液の密度 ρo kg/m3     

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK     

内包液の粘度 μo kg/ms     

冷却水比熱 Ci J/kgK     

冷却水密度 ρi kg/m3     

冷却水熱伝導率 λi W/mK     

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms     

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms     

冷却水流量＊2 W m3/h     

内包液壁面温度＊2 Tw ℃     

内包液の体膨張係数 β K-1     

ジャケット代表長さ Lo m - - - - 

水力相当径 De m - - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - - 

冷却コイル厚さ L m     

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK     

冷却コイル外径 d' m     

冷却コイル内径 d m     

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K     

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K     

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2     

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45392
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第3.2-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(2/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

抽出廃液 

供給槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第8一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第7一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3     

液量 V m3     

冷却水入口温度 t1 ℃     

内包液の比熱＊1 Co J/kgK     

内包液の密度 ρo kg/m3     

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK     

内包液の粘度 μo kg/ms     

冷却水比熱 Ci J/kgK     

冷却水密度 ρi kg/m3     

冷却水熱伝導率 λi W/mK     

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms     

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms     

冷却水流量＊2 W m3/h     

内包液壁面温度＊2 Tw ℃     

内包液の体膨張係数 β K-1     

ジャケット代表長さ Lo m - - - - 

水力相当径 De m - - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - - 

冷却コイル厚さ L m     

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK     

冷却コイル外径 d' m     

冷却コイル内径 d m     

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K     

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K     

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2     

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45393
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第3.2-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(3/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第4一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第6一時 

貯留処理槽 

(ジャケット) 

崩壊熱密度 P W/m3    

液量 V m3    

冷却水入口温度 t1 ℃    

内包液の比熱＊1 Co J/kgK    

内包液の密度 ρo kg/m3    

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK    

内包液の粘度 μo kg/ms    

冷却水比熱 Ci J/kgK    

冷却水密度 ρi kg/m3    

冷却水熱伝導率 λi W/mK    

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms    

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms    

冷却水流量＊2 W m3/h    

内包液壁面温度＊2 Tw ℃    

内包液の体膨張係数 β K-1    

ジャケット代表長さ Lo m - -  

水力相当径 De m - -  

貯槽等の厚さ L M - -  

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - -  

冷却コイル厚さ L m   - 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK   - 

冷却コイル外径 d' m   - 

冷却コイル内径 d m   - 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K    

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K    

実際の伝熱面積 

（冷却コイル等１本） 
Ar m2    

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45394
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第3.2-2表 分離建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(4/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

高レベル廃液 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃液 

濃縮缶A系 

(コイル) 

高レベル廃液 

濃縮缶B系 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3    

液量 V m3    

冷却水入口温度 t1 ℃    

内包液の比熱＊1 Co J/kgK    

内包液の密度 ρo kg/m3    

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK    

内包液の粘度 μo kg/ms    

冷却水比熱 Ci J/kgK    

冷却水密度 ρi kg/m3    

冷却水熱伝導率 λi W/mK    

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms    

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms    

冷却水流量＊2 W m3/h    

内包液壁面温度＊2 Tw ℃    

内包液の体膨張係数 β K-1    

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m    

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK    

冷却コイル外径 d' m    

冷却コイル内径 d m    

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K    

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K    

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2    

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45395
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第3.2-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(1/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

プルトニウム 

溶液受槽 
(コイル) 

油水分離槽 
(コイル) 

プルトニウム 

濃縮缶供給槽 
(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45396
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第3.2-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(2/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

プルトニウム

溶液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム

濃縮液受槽 

(コイル) 

リサイクル槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

  

45397
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第3.2-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(3/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

希釈槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液計量槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

  

45398
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第3.2-3表 精製建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝熱係数の 

計算に使用する物性値等(4/4) 

パラメータ 
記

号 
単位 

プルトニウム 

濃縮液中間貯槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第2一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - - 

水力相当径 De m - - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45399
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第3.2-4表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の貯槽等における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等 

パラメータ 
記

号 
単位 

硝酸プルトニ

ウム貯槽 

(ジャケット) 

混合槽 

(ジャケット) 

一時貯槽 

(ジャケット) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W 3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m

水力相当径 De m 

貯槽等の厚さ L M 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却ジャケット１枚） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45400
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第3.2-5表 高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等 (1/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

高レベル濃縮

廃液貯槽 

(コイル) 

高レベル濃縮

廃液一時貯槽 

(コイル) 

高レベル 

廃液混合槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

  

45401
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第3.2-5表 高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等における対数平均温度差及び総括伝

熱係数の計算に使用する物性値等 (2/2) 

パラメータ 
記

号 
単位 

供給液槽 

(コイル) 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃液

共用貯槽 

(コイル) 

崩壊熱密度 P W/m3 

液量 V m3 

冷却水入口温度 t1 ℃ 

内包液の比熱＊1 Co J/kgK 

内包液の密度 ρo kg/m3 

内包液の熱伝導率＊1 λo W/mK 

内包液の粘度 μo kg/ms 

冷却水比熱 Ci J/kgK 

冷却水密度 ρi kg/m3 

冷却水熱伝導率 λi W/mK 

冷却水粘度 

(平均温度) 
μi kg/ms 

冷却水粘度 

(壁面粘度) 
μwi kg/ms 

冷却水流量＊2 W m3/h 

内包液壁面温度＊2 Tw ℃ 

内包液の体膨張係数 β K-1 

ジャケット代表長さ Lo m - - - 

水力相当径 De m - - - 

貯槽等の厚さ L M - - - 

貯槽等の熱伝導率＊1 λ W/mK - - - 

冷却コイル厚さ L m 

冷却コイルの熱伝導率＊1 λ W/mK 

冷却コイル外径 d' m 

冷却コイル内径 d m 

内包液側汚れ係数＊1 hso W/m2K 

冷却水側汚れ係数＊1 hsi W/m2K 

実際の伝熱面積 

（冷却コイル１本） 
Ar m2 

注記 ＊1：単位換算している値については、他の値の桁数を考慮して、表記上５桁（内包液の密度が４桁で最も多

くその桁数より１桁増やした桁数）としている（桁処理は四捨五入） 

   ＊2：冷却水流量および内包液壁面温度に関しては，表記上3桁としている（桁処理は四捨五入） 

 

45402
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4. 評価結果 

4.1 内部ループ通水による崩壊熱除去について 

各建屋の蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の内部ループ通水による崩壊熱の除去に

関する評価結果を第4.1-1表～第4.1-5表に示す。 

 

 

45403
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第4.1-1表 前処理建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(1/2)＊ 

パラメータ 記号 単位 
中継槽 

(ジャケット) 

リサイクル槽 

(ジャケット) 

計量前 

中間貯槽 

(コイル) 

計量後 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

  

45404
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第4.1-1表 前処理建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(2/2)＊ 

パラメータ 記号 単位 
計量・調整槽 

(コイル) 

計量補助槽 

(コイル) 

中間ポット 

(ジャケット) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

 

  

45405
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第4.1-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(1/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

溶解液 

中間貯槽 

(コイル) 

溶解液 

供給槽 

(コイル) 

抽出廃液 

受槽 

(コイル) 

抽出廃液 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W     

内包液温度 T ℃     

冷却水出口温度 t2 ℃     

対数平均温度差 Δt ℃     

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K     

内包液のプラントル数 Pro -     

内包液のグラスホフ数 Gro -     

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -     

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K     

冷却水のプラントル数 Pri      

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -     

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K     

冷却水のレイノルズ数 Rei -     

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

 

  

45406
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第4.1-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(2/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

抽出廃液 

供給槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第8一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W    

内包液温度 T ℃    

冷却水出口温度 t2 ℃    

対数平均温度差 Δt ℃    

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K    

内包液のプラントル数 Pro -    

内包液のグラスホフ数 Gro -    

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -    

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K    

冷却水のプラントル数 Pri     

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -    

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K    

冷却水のレイノルズ数 Rei -    

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

 

 

  

45407
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第4.1-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(3/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

第7一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第4一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W    

内包液温度 T ℃    

冷却水出口温度 t2 ℃    

対数平均温度差 Δt ℃    

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K    

内包液のプラントル数 Pro -    

内包液のグラスホフ数 Gro -    

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -    

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K    

冷却水のプラントル数 Pri     

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -    

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K    

冷却水のレイノルズ数 Rei -    

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

 

  

45408



 
 

45 

第4.1-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(4/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

第6一時 

貯留処理槽 

(ジャケット) 

高レベル廃液 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃液 

濃縮缶  

(コイル) 

崩壊熱量 Q W    

内包液温度 T ℃    

冷却水出口温度 t2 ℃    

対数平均温度差 Δt ℃    

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K    

内包液のプラントル数 Pro -    

内包液のグラスホフ数 Gro -    

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -    

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K    

冷却水のプラントル数 Pri     

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -    

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K    

冷却水のレイノルズ数 Rei -    

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

 

 

  

45409



 
 

46 

第4.1-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(1/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

溶液受槽 

(コイル) 

油水分離槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮缶供給槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

  

45410



 
 

47 

第4.1-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(2/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

プルトニウム

溶液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム

濃縮液受槽 

(コイル) 

リサイクル槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

  

45411



 
 

48 

第4.1-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(3/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 
希釈槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液計量槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

 

 

  

45412



 
 

49 

第4.1-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(4/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

濃縮液中間貯槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第2一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

 

  

45413



 
 

50 

第4.1-4表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の発生を想定する 

貯槽等の崩壊熱の除去に関する評価結果＊ 

パラメータ 記号 単位 

硝酸プルトニ

ウム貯槽 

(ジャケット) 

混合槽 

(ジャケット) 

一時貯槽 

(ジャケット) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

  

45414



 
 

51 

第4.1-5表 高レベル廃液ガラス建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊

熱の除去に関する評価結果(1/2) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

高レベル濃

縮廃液貯槽 

(コイル) 

高レベル濃

縮廃液一時

貯槽 

(コイル) 

高レベル 

廃液混合槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

  

45415



 
 

52 

第4.1-5表 高レベル廃液ガラス建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊

熱の除去に関する評価結果(2/2) ＊ 

パラメータ 記号 単位 
供給液槽 

(コイル) 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃

液共用貯槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨

五入で記載 

 

 

45416



 
 

53 

4.2 冷却コイル通水及び冷却ジャケット通水による崩壊熱除去について 

各建屋の蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の冷却コイル通水及び冷却ジャケット通

水による崩壊熱の除去に関する評価結果を第4.2-1表～第4.2-5表に示す。 

 

 

45417



 
 

54 

第4.2-1表 前処理建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(1/2)＊ 

パラメータ 記号 単位 
中継槽 

(ジャケット) 

リサイクル槽 

(ジャケット) 

計量前 

中間貯槽 

(コイル) 

計量後 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 

  

45418



 
 

55 

第4.2-1表 前処理建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(2/2)＊ 

パラメータ 記号 単位 
計量・調整槽 

(コイル) 

計量補助槽 

(コイル) 

中間ポット 

(ジャケット) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 

 

 

 

  

45419



 
 

56 

第4.2-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(1/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

溶解液 

中間貯槽 

(コイル) 

溶解液 

供給槽 

(コイル) 

抽出廃液 

受槽 

(コイル) 

抽出廃液 

中間貯槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W     

内包液温度 T ℃     

冷却水出口温度 t2 ℃     

対数平均温度差 Δt ℃     

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K     

内包液のプラントル数 Pro -     

内包液のグラスホフ数 Gro -     

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -     

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K     

冷却水のプラントル数 Pri      

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -     

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K     

冷却水のレイノルズ数 Rei -     

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 

 

 

 

  

45420



 
 

57 

第4.2-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(2/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

抽出廃液 

供給槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第8一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第7一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W     

内包液温度 T ℃     

冷却水出口温度 t2 ℃     

対数平均温度差 Δt ℃     

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K     

内包液のプラントル数 Pro -     

内包液のグラスホフ数 Gro -     

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -     

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K     

冷却水のプラントル数 Pri      

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -     

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K     

冷却水のレイノルズ数 Rei -     

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 

 

 

 

 

  

45421



 
 

58 

第4.2-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(3/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第4一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第6一時 

貯留処理槽 

(ジャケット) 

崩壊熱量 Q W    

内包液温度 T ℃    

冷却水出口温度 t2 ℃    

対数平均温度差 Δt ℃    

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K    

内包液のプラントル数 Pro -    

内包液のグラスホフ数 Gro -    

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -    

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K    

冷却水のプラントル数 Pri     

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -    

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K    

冷却水のレイノルズ数 Rei -    

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 

 

 

 

  

45422



 
 

59 

第4.2-2表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(4/4)＊ 

パラメータ 記号 単位 

高レベル廃液 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃液 

濃縮缶A系 

(コイル) 

高レベル廃液 

濃縮缶B系 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W    

内包液温度 T ℃    

冷却水出口温度 t2 ℃    

対数平均温度差 Δt ℃    

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K    

内包液のプラントル数 Pro -    

内包液のグラスホフ数 Gro -    

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo -    

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K    

冷却水のプラントル数 Pri     

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui -    

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K    

冷却水のレイノルズ数 Rei -    

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 

 

 

 

 

  

45423



 
 

60 

第4.2-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(1/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

溶液受槽 

(コイル) 

油水分離槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮缶供給槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 
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第4.2-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(2/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

プルトニウム

溶液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム

濃縮液受槽 

(コイル) 

リサイクル槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 
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第4.2-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(3/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 
希釈槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液一時貯槽 

(コイル) 

プルトニウム 

濃縮液計量槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 
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第4.2-3表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の 

除去に関する評価結果(4/4) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

濃縮液中間貯槽 

(コイル) 

第1一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第2一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

第3一時 

貯留処理槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 
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第4.2-4表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の発生を想定する 

貯槽等の崩壊熱の除去に関する評価結果＊ 

パラメータ 記号 単位 

硝酸プルトニ

ウム貯槽 

(ジャケット) 

混合槽 

(ジャケット) 

一時貯槽 

(ジャケット) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 
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第4.2-5表 高レベル廃液ガラス建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱

の除去に関する評価結果(1/2) ＊ 

パラメータ 記号 単位 

高レベル濃

縮廃液貯槽 

(コイル) 

高レベル濃

縮廃液一時

貯槽 

(コイル) 

高レベル 

廃液混合槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 
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第4.2-5表 高レベル廃液ガラス建屋における蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱

の除去に関する評価結果(2/2) ＊ 

パラメータ 記号 単位 
供給液槽 

(コイル) 

供給槽 

(コイル) 

高レベル廃

液共用貯槽 

(コイル) 

崩壊熱量 Q W 

内包液温度 T ℃ 

冷却水出口温度 t2 ℃ 

対数平均温度差 Δt ℃ 

冷却水の流速 u m/s 

総括伝熱係数 U W/m2K 

内包液のプラントル数 Pro - 

内包液のグラスホフ数 Gro - 

冷却コイル外面(内包

液側)のヌセルト数 
Nuo - 

冷却コイル外面(内包

液側)の熱伝達率 
ho W/m2K 

冷却水のプラントル数 Pri  

冷却コイル内面(冷却

水側)のヌセルト数 
Nui - 

冷却コイル内面(冷却

水側)の熱伝達率 
hi W/m2K 

冷却水のレイノルズ数 Rei - 

注記 ＊：表記上，内包液温度及び冷却水出口温度は切り上げ，それ以外の数値は四捨五

入で記載 
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1. 概要 

本資料は，「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を仮定する機器に必要

な水素掃気流量を示すとともに，必要な水素掃気流量と機器に供給する水素掃気流量を

比較することにより，その妥当性を説明するものである。 

 

2. 水素発生速度の評価 

2.1 計算方法 

 水素発生速度は，各機器に存在する放射性物質の崩壊熱が全て各機器内の液に吸収さ

れると仮定し，吸収エネルギー100eV あたりに生成する分子数であるＧ値に各機器に存

在する放射性物質の崩壊熱を乗じることで求める。具体的な計算式については以下の

(1)～(3)に示す。 

ここで，液浸配管からの空気の供給時及び液温が 70℃超過した場合には，液中で発

生した水素が気相に出やすくなることを考慮し，Ｇ値を５倍にする。また，溶質に金属

イオンが含まれていることを考慮してＧ値を 1/20 にしている高レベル廃液ガラス固化

建屋内の機器については，沸騰条件下においてＧ値を 1/20 とする効果が確認されてい

ないことから，沸点超過後は金属イオンが含まれていることを考慮し 1/20 にしている

Ｇ値を 100 倍（70℃超過による 5倍×本効果を見込まないことによる 20 倍）にする。 

評価に用いる各機器のパラメータを第 2.1-1 表～第 2.1-5 表に示す。 

(1) 水相のみの場合 

 FH2＝8.36×10－6×Vaq×൫Qα,aq×Gα,aq＋Qβγ,aq×Gβγ,aq൯  

 FH2：水素発生速度（m3/h［normal］） 

Vaq：水相の液量（m3） 

Qα,aq：機器内の水相の単位液量あたりのα崩壊熱量（W/m3） 

Qβγ,aq：機器内の水相の単位液量あたりの βγ 崩壊熱量 

（W/m3） 

Gα,aq：水相での α 線のＧ値（Molecules/100eV） 

Gβγ,aq：水相でのβγ線のＧ値（Molecules/100eV） 

 

 なお，8.36×10-6は以下により導出される換算係数である。 

8.36×10－6ൣs ∙ 100eV ∙ mଷ/ሺJ ∙ hሻሾnormalሿ൧

ൌ 3600ሾs/hሿ ൈ 6.242 ൈ 10ଵሾ100eV/Jሿ

ൈ
22.4 ൈ 10ିଷൣmଷ/molሾnormalሿ൧
6.022 ൈ 10ଶଷሾMolecules/molሿ

 

 

(2) 有機相のみの場合  

 
FH2＝8.36×10－６×Vorg× ቀQα，org×Gα，org＋Qβγ，org×Gβγ，orgቁ 

 

 

 Vorg：有機相の液量（m3） 

Qα，org：機器内の有機相の単位液量あたりのα崩壊熱量 
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（W/m3） 

Qβγ，org：機器内の有機相の単位液量あたりの βγ 崩壊熱量（W/m3） 

Gα，org：有機相でのα線のＧ値（Molecules/100eV） 

Gβγ，org：有機相での βγ 線のＧ値（Molecules/100eV） 

 

(3) 水相及び有機相が混在する場合 

 
FH2＝8.36×10－６ ൈ ൛Vaq×൫Gα,aq×Gα,aq＋

Vaq×Qβγ,aq＋Vorg×Qβγ,org

Vaq＋Vorg
×Qβγ,aq൯  

＋Vorg× ቀQα，org×Gα,org＋  
Vaq×Qβγ,aq＋Vorg×Qβγ,org

Vaq＋Vorg
×Gβγ,org൯ൠ 

 

ここで，有機相で発生したβγ線は水相及び有機相で吸収されて水素を発生させる

ものとし，水相で発生したβγ線は水相及び有機相で吸収されて水素を発生させるも

のとする。また，α線は飛程が短いため，各相で発生したα線は各相で吸収されると

する。 

  

2.2 計算結果 

水素発生速度の計算結果を第 2.2-1 表～第 2.2-5 表に示す。 

 

3. 必要な水素掃気流量の評価 

 水素発生速度を用いて核危機内の気相部の水素濃度を可燃限界濃度(ドライ換算

4vol%)及び未然防止濃度(ドライ換算 8vol%)未満に維持するために必要な空気流量を求

める。 

3.1 可燃限界濃度(ドライ換算 4vol%)の場合 

必要な水素掃気流量の算出にあたり以下の式を用いた。 

 
𝐹=

𝐹ுమ
0.04

 
 

 Fflc：可燃限界濃度未満に維持するために必要な空気流量（m3/h[normal］）  

 

ただし，Fflc の計算結果が 0.02m3/h[normal］未満の場合は，流量計で空気流量が測

定できるようにするため，Fflc を 0.02m3/h[normal］とする。評価結果を第 3.1-1 表～

第 3.1-5 表に示す。 

  

45435



 

3 
 

3.2 未然防止濃度(ドライ換算 8vol%)の場合 

必要な水素掃気流量の算出にあたり以下の式を用いた。 

 
𝐹=

𝐹ுమ
0.08

 
 

 Fpc：未然防止濃度未満に維持するために必要な空気流量（m3/h[normal］）  

 

ただし，Fpc の計算結果が 0.02m3/h[normal]未満の場合は，流量計で空気流量が測定

できるようにするため，Fpcを 0.02m3/h[normal]とする。評価結果を第 3.2-1 表～第 3.2-

5 表に示す。 

 

4. 可搬型空気圧縮機からの水素掃気流量 

可搬型空気圧縮機からの水素掃気流量は，安全圧縮空気系の設計掃気流量相当とする。

70℃超過や液浸配管からの空気の供給による水素発生量の増加を見込んだ可燃限界濃度

未満に維持するために必要な空気流量（以下，「水素発生量の増加を見込んだ Fflc」とい

う。）及び可搬型空気圧縮機からの水素掃気流量を第 4-1 表～第 4-5 表に示す。 

可搬型空気圧縮機からの水素掃気流量は，水素発生量の増加を見込んだ Fflcを超えてい

ることから，70℃超過や液浸配管からの空気の供給による水素発生量の増加を見込んだ

としても，機器内の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持することが可能である。 
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第 2.1-1 表 水素発生速度の評価に用いるパラメータ（前処理建屋） 

 

機器名 機器番号 

水相 

液量 

[m3] 

NO３
－ 

濃度 

[mol/L] 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過＊） 

α 

[W/m3] 

βγ 

[W/m3] 

α βγ α βγ 

[Molecules/100eV] [Molecules/100eV] 

中継槽Ａ 7.0 3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

中継槽Ｂ 7.0 3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

計量前中間貯槽Ａ 25 3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

計量前中間貯槽Ｂ 25 3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

計量・調整槽 25 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

計量後中間貯槽 25 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

計量補助槽 7.0 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

注記 ＊：液浸配管から空気を供給する場合も含む。 
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第 2.1-2 表 水素発生速度の評価に用いるパラメータ（分離建屋） 

機器名 機器番号 

水相 

液量 
[m3] 

NO３
－ 

濃度 
[mol/L] 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過＊1） 

α 
[W/m3] 

βγ 
[W/m3] 

α βγ α βγ 

[Molecules/100eV] [Molecules/100eV] 

溶解液中間貯槽 25 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

溶解液供給槽 6.0 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

抽出廃液受槽 15 2.8 4.1×10１ 2.5×10２ 0.11 0.044 0.55 0.22 

抽出廃液中間貯槽 20 2.8 4.1×10１ 2.5×10２ 0.11 0.044 0.55 0.22 

抽出廃液供給槽Ａ 60 2.6 4.1×10１ 2.5×10２ 0.12 0.045 0.60 0.23 

抽出廃液供給槽Ｂ 60 2.6 4.1×10１ 2.5×10２ 0.12 0.045 0.60 0.23 

プルトニウム溶液受槽 3.0 1.7 2.4×10２ －＊2 0.19 －＊2 0.95＊3 －＊2 

プルトニウム溶液中間貯槽 3.0 1.7 2.4×10２ －＊2 0.19 －＊2 0.95＊3 －＊2 

第２一時貯留処理槽 3.0 1.5 2.9×10２ 5.2×10－１ 0.22 0.065 1.1＊3 0.33＊3 

第３一時貯留処理槽 20 3.0 8.9×10１ 3.2×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 

第４一時貯留処理槽 20 2.8 4.9×10１ 3.2×10２ 0.11 0.044 0.55 0.22 

高レベル廃液濃縮缶 22 2.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.17 0.053 0.85 0.27 

注記 ＊1：液浸配管から空気を供給する場合も含む。 

＊2：α線を放出する核種が主であることから記載していない。 

＊3：崩壊熱除去の対象ではないが，かくはんにより G値が増加することを想定している。 

  

45438
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 第 2.1-3 表 水素発生速度の評価に用いるパラメータ（精製建屋） 

 

機器名 機器番号 

水相 

液量 

[m3] 

NO３
－ 

濃度 

[mol/L] 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過＊1） 

α 
[W/m3] 

βγ＊2 
[W/m3] 

α βγ＊2 α βγ＊2 

[Molecules/100eV] [Molecules/100eV]） 

プルトニウム溶液供給槽 1.7 2.4×10２ － 0.19 － 0.95＊3 － 

プルトニウム溶液受槽 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 

油水分離槽 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 

プルトニウム濃縮缶供給槽 3.0 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 

プルトニウム溶液一時貯槽 3.0 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 

プルトニウム濃縮缶 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24＊3 － 

プルトニウム濃縮液受槽 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 1.5 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 

プルトニウム濃縮液計量槽 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 

リサイクル槽 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 

希釈槽 2.5 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 

第２一時貯留処理槽 1.5 4.1×10２ － 0.23 － 1.2 － 

第３一時貯留処理槽 3.0 1.5 4.1×10２ － 0.23 － 1.2 － 

第７一時貯留処理槽 1.5 3.3×10２ － 0.23 － 1.2＊3 － 

注記 ＊1：液浸配管から空気を供給する場合も含む。 

＊2：α線を放出する核種が主であることから記載していない。 

＊3：崩壊熱除去の対象ではないが，かくはんにより G値が増加することを想定している。 

 

  

45439
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（つづき） 

機器名 機器番号 

有機相 

液量 

[m3] 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過＊） 

α 

[W/m3] 

βγ 

[W/m3] 

α βγ α βγ 

[Molecules/100eV] [Molecules/100eV] 

プルトニウム溶液供給槽 － － － － － － － 

プルトニウム溶液受槽 － － － － － － － 

油水分離槽 － － － － － － － 

プルトニウム濃縮缶供給槽 － － － － － － － 

プルトニウム溶液一時貯槽 － － － － － － － 

プルトニウム濃縮缶 － － － － － － － 

プルトニウム濃縮液受槽 － － － － － － － 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 － － － － － － － 

プルトニウム濃縮液計量槽 － － － － － － － 

リサイクル槽 － － － － － － － 

希釈槽 － － － － － － － 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 － － － － － － － 

第２一時貯留処理槽 3.7×10１ － 3.0 － 15 － 

第３一時貯留処理槽 － － － － － － － 

第７一時貯留処理槽 － － － － － － － 

注記 ＊：液浸配管から空気を供給する場合も含む。 
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第 2.1-4 表 水素発生速度の評価に用いるパラメータ（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

 

機器名 機器番号 

水相 

液量 

[m3] 

NO３
－ 

濃度 

[mol/L] 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過＊1） 

α 
[W/m3] 

βγ＊2 
[W/m3] 

α βγ＊2 α βγ＊2 

[Molecules/100eV] [Molecules/100eV] 

硝酸プルトニウム貯槽 1.0 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 

混合槽Ａ 1.0 4.3 5.3×10３ － 0.059 － 0.30 － 

混合槽Ｂ 1.0 4.3 5.3×10３ － 0.059 － 0.30 － 

一時貯槽 1.0 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 

注記 ＊1：液浸配管から空気を供給する場合も含む。 

＊2：α線を放出する核種が主であることから記載していない。 
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第 2.1-5 表 水素発生速度の評価に用いるパラメータ（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

機器名 

 水相 

液量 

[m3] 

NO３
－ 

濃度 

[mol/L] 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過＊） 

α 
[W/m3] 

βγ 
[W/m3] 

α βγ α βγ 

[Molecules/100eV] [Molecules/100eV] 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 120 2.0 4.4×10２ 2.8×10３ 0.0085 0.0030 
0.043 

(0.85) 

0.015 

(0.30) 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 120 2.0 4.4×10２ 2.8×10３ 0.0085 0.0030 
0.043 

(0.85) 

0.015 

(0.30) 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 25 2.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.0085 0.0030 
0.043 

(0.85) 

0.015 

(0.30) 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 25 2.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.0085 0.0030 
0.043 

(0.85) 

0.015 

(0.30) 

高レベル廃液共用貯槽 

（高レベル濃縮廃液貯蔵時） 
120 2.0 4.4×10２ 2.8×10３ 0.0085 0.0030 

0.043 

(0.85) 

0.015 

(0.30) 

高レベル廃液混合槽Ａ 20 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 

高レベル廃液混合槽Ｂ 20 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 

供給液槽Ａ 5.0 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 

供給液槽Ｂ 5.0 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 

供給槽Ａ 2.0 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 

供給槽Ｂ 2.0 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 

注記 ＊：液浸配管から空気を供給する場合も含む。また，沸点を超えた場合は括弧内の水素発生Ｇ値とする。 
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第 2.2-1 表 水素発生速度（前処理建屋） 

注記 ＊：液浸配管から空気を供給する場合も含む。 

 

 

  

機器名称 機器番号 

Ｆ
Ｈ

２

 

(70℃以下) 

[m3/h] 

Ｆ
Ｈ

２

 

（70℃超過＊）

[m3/h] 

中継槽 A 2.2E-03 1.1E-02 

中継槽 B 2.2E-03 1.1E-02 

計量前中間貯槽 A 7.6E-03 3.8E-02 

計量前中間貯槽 B 7.6E-03 3.8E-02 

計量・調整槽 5.7E-03 2.9E-02 

計量後中間貯槽 5.7E-03 2.9E-02 

計量補助槽 1.6E-03 8.0E-03 
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